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メ イ ン テ ナ ン ス14・0時 間(60%)

ダ ウ ン9.6時 間

バ ッ チ ・シ ス テ ム の 場 合 の

月 間 コ ン ピ ュ ー タ 管 理 時 間

メ イ ン テ ナ ン ス161時 間(81%)

ダ ウ ン42時 間(2

リモ ー ト・バ ッ チ ・シ ス テ ム の

場 合 の 月 間 コ ン ピ ュ ー タ

管 理 時 間

メ イ ン テ ナ ン ス34,0時 間(70%)

ダ ウ ン7.3時 間

リア ル ・タ イ ム ・シ ス テ ム の

場 合 の 月 間 コ ン ピ ュ ー タ

管 理 時 間'

★本文4-4-6表 参 照
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序 文

歴史め教 えるところによれ ば,今 日ρ満足のために明日を犠牲 に し,誇 りと理想 を失な った民族 は必ず

滅 びるといわれている。先進工業国 によるエ ネルギーその他資源の浪費,公 害 ・汚染の発生 は,ま さに今

日の束 の間の利便の ために明 日を犠牲 にしてい るので あって,そ れ はただ一民族 の問題ではな く,全 人類

の滅亡 へつなが るもの として懸念 されてい る。また歴史のスパ ンを長 くとれば,人 類 は混沌 とした現実 の

中 に光 明を求め,苦 悩 し,模 索 し,発 展 して きたが,今 日では経済的発展 が,む しろ個人を,社 会 を,国
ノ

家 を蝕む傾向が無 いとはい えな い とい う反省 が行 なわれ るよ うにな った。

このよ うな切迫 した現実を前に して,コ ンピ ュータ利用が企業経営の内部にのみ留 まることな く企業 や

産業を超 えて,国 家的,国 際的視野 に立 ち,人 類社会のあ るべ き理想を掲 げ,資 源の最適配分,交 通,公

害 の監視 ・抑制,教 育,医 療,厚 生福祉な どのために,コ ンピュータが ひろ く積極的 に活用 されな ければ

な らない。 ここに1972年 版 の本 白書が 「社会情報 システ ムへの前進」を訴 え る理由があ る。

わが国の コンピュー タ設置セ ッ ト数 は,'1972年9月 末現在11,237セ ッ ドに達 しはじめて1万 セ ット,総

額1兆 円を突破 し,5年 後 にはお よそ4倍 にts .るこ とが予想 されてい る。 しか し真の情報化社会の到来 は

ただ単 にコンピュー タの設 置セ ッ ト数 の増加 にあるだ けではな く,コ ンピュータが人間生活 にどのよ うな

貢献 をす るかが問われなけれ.ばな らないのである。

当協会ではっ とに国家的社会情報 シズテム設計の必要性 を痛感 し,委 員会 を設 げて1980年 代 の情報化社

会 の ビジ ョンを検討す るとともに・そ の過程 の具体策 を提示 したが・その内容 は本 白書!こ要約 してある。

さらに,貿 易 ・資本の 自由化 を迫 まられてい るわが国のコ ンピュー タ産業 の問題'ソ フ トウェアの価値評

価方式の問題,通 信回線 開放後の現状 と問題点 など直面す る諸問題について触れて:}⊃る:が,わ が国独 自の

情 報産業の育成のためには,こ れ らの 諸問題 を着実に解決 してゆかなけれ ばな らないであろ う。

本書 がわが国の コンピ ュータ利用 に関す る現状 と将来にっいて,理 解 を深 めることにいささかな り、とも

役立っ ことがで きれ ば幸であ る。

本書の作成 にあた り,ご 尽力 をいただいた委員各位,な らびに貴重 な資料 を提供 され,か っ,助 言 を く

だ された関係各位の ご協力 に対 し,心 か ら感謝の意 を表す るもので ある。 ∵.

1972年6月

財団法人 日本経営情報開発協会

理 事 長 稲:i葉1秀 三
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2第1部 総 論

1.総 括

1971年 は,12月19日 ス ミソニア ンの合意 に み られ るよ.うに深 刻 な国内景気 の不 振 と,国

外 にお け る ドル威信 の失 墜 に悩 む ア メ リカ合衆 国が,世 界 の主要各 国 に呼 びか け,窮 地 か

ら脱 出 す るた めの打開 策 を模 索 し,世 界情勢 が これに大 きく反応 した年 であ った。

同年,わ が 国の コン ピュー タ産 業 は,日 米通商交 渉 を通 じて電 子産 業の貿易 お よび資本

の 自由化 を迫 られ,IBM370シ リー ズをは じめ とし3.5世 代 機 を切 り札 とす るアメ リカ ・

コ ンピュー タ産業 が,ド ル価値 の切 り下 げ に応 じて コン ピュー タ価格 を下 げ るな どア メ リ

カの圧 力 に対 処 して,3.5世 代機 の開 発 を急 ぐとと もに,年 末 には業界再編 成 へ と踏 み 切

り,ま た折 か らの国内 の景 気沈静 の余波 を受 け,内 外 と もに多事 多難 の一年 であ った。

ア メ リカでは,前 年GEが 同社 の コ ンピュー タ 部門 をハネ ウ ェルに 引 き渡 したのに続

いて,71年 には,RCAが コ ンピュー タ事 業か ら撤 退す るな ど,情 報産 業の再編 成が進 ん

だ。国 内不況 を背景 に した ア メ リカは,西 ヨー ロッパの 自由諸 国 は もとよ り東 ヨー ロ ッパ

の社会 主義諸 国 に対 して も,積 極 的 な販 売攻勢 を展開 した。 これ に対 して ヨー ロ ッパ主 要

各国 では,国 内情報 産業 の育成 の必要 を痛感 し,積 極 的 な振 興策 を実施 しだ したの であ っ

た。

1972年 度 コン ピュー タ白書 は,わ が 国お よび世 界主要 各国 の情 報産業 と コン ピュー タ利

用 の実 態 を伝 え るとと もに,ア メ リカをめ ぐる国際化 の進展 と国際 的産業再編成 の問題,

円切 り上 げ とレン タル料引 き下 げお よび コン ピュー タ産業 の資本 ・貿易 の 自由化 が コ ンピ

ュー タ ・メーカーに およぼす影響,通 信回線 自由化後 の実態 とその将 来の展望,社 会情報

システ ム形 成 の必要性 を と くに大 きくと りあげ てい る。

本年度 は と くに通商 産業 省の実施 した ミニ ・コン ピュー タ実態調 査 および 日本電子 工業

振 興協 会 の行 な った工業用 コ ンピュー タの利用状 況調査 を収録 し,さ らに 日本経 営情報 開

発協会 の オ ン ライ ン需要 調査 の内容 につい て略述 してあ る。

また 日本経 営情報 協会 が毎年実 施 してい る コン ピュー タ利用状 況調 査で は,コ ンピュー

タ ・シス テムをバ ッチ処理,リ モー ト・パ ッチ処 理,リ アル タイ ム処 理 に分 け,使 用時間
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痴 ラン ・タイ ム,デ バ ッグ ・タイ ム,'ダ ウン(・タイ、ム,メ イ ンデナ ンス ・タイム に細分 割

し て調 査 し,と くに定 常的 な一 日の実 行 ジ ョブ数,使 用言話,常 用 ア プ リケー シ ョン ぐプ

ログ ラムの年 間使 用頻度 な どを新 たに調査 した ことが特長 で あ る。

2.コ ン ピ ュ ー タの 需 要 動 向

1971年 度 の コ ンピュー タ需 要 の動 向 を概 観 すれ ば,(日 本電 子計 算機㈱調 べ)上 半期 に

おいて,9月 末現在,わ が 国の実働 汎用 コン ピュー タ ・シス テ ムは,前 年 同期 に比 べ てセ

ッ ト数 に して,41.3%,金 額 に して38.3%の 増加 率 を示 し,11,237セ ッ ト,売 価換 算額1

ilS.245億 円 に達 し,初 めて1万 セ ッ ト,1兆 円の大台 を突破 し,順 調 であ った。 しか しな

が ち,通 商産業 省 の生 産動態 統計 に よれ ば1970年 まで,生 産額 で平均38%の 高成 長 を続 け

て きた?ン ピュー タ産 業 は,1971年 度 に入 って,第3世 代機 か ら3.5世 代機 へ と世代 の交

替期 に当た り,さ らに不 況 と重 な って,年 間 を通 じ3121億 円 と15%の の びに と どま った。

:1JECC統 計 によれ ばわが国 の汎 用 コン ピュー タを型別 にみ ると,5億 円以上 の大型 の比

率 が量 的に も,セ ッ ト当 りシステ ム規 模 的に も年 々高 ま りつ つあ る。

、1971年9月 末 にお け る産 業別実 働金 額 をみれ ば,1業 種800億 円以上 の コ ン ピュー タを

利 用 してい る産業 は,金 融(1,470億 円),電 気機 械(1,434億 円),卸 小 売 ・商 事(908億 円)

で,400億 円か ら800億 円未 満 は5業 種,輸 送用 機械(686億 円),サ ー ビス業(651億 円) ,

政府関係機 関(634億 円),鉄 鋼(589億 円),化 学 ・石油(479億 円)で あ る。 これ らの産

業の コン ピュー タ利用水 準 は高 く,将 来 もなお拡大 す る傾 向 にあ る と思 われ る。

.1971年9月 末現 在,地 域別 汎用 コ ンピュー タ ・シス テム実働 状況 をみれ ば,東 京 都 は

4747億 円で全 国の46.3%,大 阪府 は1428億 円で全 国の13.9%,神 奈川 県 は724億 円(7 .1%),

愛 知 県 は564億 円(5.5%),広 島県 は211億 円,兵 庫 県 は198億 円,福 岡県 は186億 円,北 海

道 は175億 円 な どで あ る。 この よ うに コン ピュー タ リゼ ー シ ョンは東京都 をは じ め と し

て,工 業地帯 をか かえ る大都 市 に集 中 してい る。

通 商産業省 お よび 日本電子 工業振 興協会 の行 な った「わが国 の電子計 算機需要 の予 測」に

ょれ ば1971年3月 末現 在 にお いて使 用 されて い る ミニ ・コ ンピュー タは:1,670セ ッ ト,金
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額 に して149億 円 で あ るが,過 去2ダ3年 の うちに急激 にの び,'1969年3月 末 と比較 すれ

ば,セ ッ ト数 に して9.7倍,金 額 に して7.7倍 であ り,1976年 度末 に.は11,000セ ラ ト以上 に

な る もの と予 想 されて い る。

工業 用 コン ピュー タについ ては,1970年 度末 におい て過去10年 間の累積 セ ッ ト数 で1,086

セ ッ トで,1976年 末 におい ておよ そ3,000セ ッ トに迫 るもの と予想 され てい る。

また汎用 コ ンピュー タにつ いては1976年 度 におよ そ39,000セ ッ トを予測 してい る。

3.国 際的 な コ ン ピュー タ業界 の再編 成

1970年5月,GEが 汎 用 コン ピュー タ部門 か ら撤退 し,1971年9月 にRCAが ユ ニパ ッ

クに コ ンピュー タ部 門 を手 ばな した ことに よって,ア メ リカの コン ピュー タ ・メー カーは

IBM(世 界市場 の67.2),HISI(同9.1%),ユ ニパ ック(同7.6%),CDC(同3.7%)),パ

ロー ス(同4.3%),NCR(同2.1%)の5社 に再編成 され た。 この影 響 は当然,技 術提携 を・

してい るわが国 および ヨー ロ ッパ諸 国 の コン ピュー タ産 業 にお よび,1972年 初頭RCAと

技 術提 携 して いた㈱ 日立 製作所 は技術 導入契約 を終結 し,ジ ー メ ンスはフ ラ ンスのCIIオ

ラ ンダの フ ィ リップ.ス,わ が国 の富 士通㈱ お よび㈱ 日立製作所 に対 して提携 を申 し入 れた 。

1972年1月 には,NCRとCDCと が 研 究開発 お よび製 造 につ いて共 同す ることを声明

し,西 ドイツの ニクス ドル フ とAEGテ レフ ンケ ンが 同年1月 に合弁会社 テ レフンケ ン ・.

コン ピュ一夕 ズを発足 させ,ア メ リカのCDCと イギ リスのICLと フ ランスのCIIの3.

社 は マル チ ・ナ シ 。ナル ・デ ータを設 立 した。

わが 国で は,1971年8月 の 日米通商 交渉 の結果,貿 易 ・資本 の 自由化 措置 に関連 して,

　

富 士通㈱ と㈱ 日立製作所,日 本 電気㈱ と東京芝 浦電気㈱,お よび三 菱電機㈱ と沖電気工業

㈱ との3グ ルー プの提携 が実現 した。.

これ らの世界 的規模 の産業 の再編成 は,全 世界 の市場 の60%以 上 を しめて い るIBMを

は じめ とす るア メ リカの コン ピュー タ産業が,国 内需要 の頭打 ちの ため,全 世界 の需要 に

目 を向 けた こ と,お よび各国 が 自国 の コ ンピュー タ産業 を育成 しな けれ ば,充 実 した情報

化社 会 を創 造す ることが で きない と自覚 した こ と,近 い将 来急速 に成長 す るで あろ うコン
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ヒ。ユ←タ需要 を 目の前 に して,従 来の体 制で は技 術的 に も資金 的 に も 強大 なIBMに 対抗

で きない こ とを痛感 した か らで あ る。

巳 三 切上とその影響および政房の薙 。

●

1971年12月,ド ルの金平価切 り下 げ,西 ドイツマ ル ク ・日本 円の平価切 り上 げ を もって

発足 したス ミソニア ン体制 以降,1972年1月 に は,日 本 ユ ニパ ックがUNIVAC1110,11

06の 本体2%を,周 辺 装置 の一 部 を6%,シ ステ ム平 均2.5%の 値下 げを発表,同 年2月,

高千穂 交易㈱ はバ ロー スの コン ピュー タを平均2.5%値 下 げ,3月 には 日本IBMが システ

ム/370の 本体 を1.3%,主 要 周辺装 置 を8.6%,シ ステ ム平 均 お よそ3%の 値下 げ を発表

した。 同社 はすで に,71年6月IC-一 一定 期間 レンタル ・バ ックを しない ことを条件 に周辺機

器 について8～16%の レン タル料割 引 きを発表 した。第3世 代機 を主 力 に して い るわが 国

コン ピュー タ・メー カーは,下 半 期 の不 況 ムー ド,3.5世 代機 への機種 交代 時期 お よび ドル

の金平価切 り下 げ に と もな う輸 入 コン ピュー タ価 格 の値 下 げに よ って苦境 に立 た された。

コン ピュー タ産 業 の グルー プ化 によ る再編成 は,こ れ らの環境 の変化 に対 応す る一 つ の

動 きであ る。政府 は情報 産業 の育 成 のため に積極 的 な姿勢 を示 した。1971年 度 か らパ ター

ン情報処理 システムの研 究開発 が8年 計 画 で始 ま り,そ の研究 開発 費 は総額351億 円 ,71

年 度2億 円,72年 度10億7000万 円が計上 され た。1972年 度 を初年 度 とす る電 子計算機 等開発

促進 費補 助金制度 が設 け られ,3年 間 に341億 円の補助 金 を交 付 し,初 年度 に は52億1000万

円 の予算 が計上 され てい る。 また1972年 度 には,7億 円 の周 辺装 置等開発 促進費補 助金 を

設 け,コ ン ピュータ ・メー カーだ けでな く,独 立周辺 装置 メー カ も交付対 象 に して い る。

国産 コ ンピュー タの一 元 的 レン タル機関 であ る日本 電子計 算機㈱ に対 して は,補 正予算

も含 めて1971年 度410億 円 を 日本 開発 銀行 か ら融 資 し,同 行 は同年 に おいて コン ピュー タ

メー カーお よび ソフ トウ ェアメーカーに対 し,ソ フ トウ ェアの 開発 ,情 報 処理技術 者 の教

育研修 のた めの必要 資金 に対 し20億 円 の融 資 を行 な い,72年 度 に は25億 円 を予 定 し,ま た

機 電法 に基 づ く生 産合理 化 の設 備 資金 に対 し,71年 度110億 円,72年110億 円,国 際競 争力

強 化 のため の業務 提携 を実行 す るため生産 合理化 に必要 な設 備 資金 として政府 は72年 度15
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億 円 を計上 してい る。 さ らに,コ ン ピュー タの特別償 却制度 と固定 資産税 の軽減措 置 を2

年 間延長 し,72年 度 には特別 償却割 合 を5分 の1か ら4分 の1に 引 き上 げ た。 ソフ トウェ

ア開発 の促 進 と情報 処理 サー ビス業,ソ フ トウェア業 の育 成振 興 を目的 とす る1970年10月

の 「情報 処理振興事 業協 会等 に関す る法律」 によ って,政 府特 別認可法人 と して,情 報処

理振 興事業協 会 が設 立 された。 同協 会 の債 務保 証限度 は,70年 度 において は40億 円 ,71年

度 にお いては120億 円で あ った。

さ らに,情 報処理 振興金 融措 置 と して,日 本興業 銀行,日 本長期 信用銀行 お よび 日本不

動 産銀 行 が通 商産業 省の推 薦 によ って融 資 を行 な うが,71年 度 には95億 円,72年 度 に は融

資わ くを145億 円 と拡大 した。

この よ うに,わ が 国政 府 は情報処理 振興 施策 を着実 に実施 してい る。 。

5.中 小 ・中堅 企 業 と情 報 化

わが国 では近 年慢 性的労 働力不足,経 営 に必要 な情 報量 の急激 な増大 は もとよ り,コ ン

ピュー タ活用 の積極 的 な意 欲,ハ ー ドウェアの性能 向上,ソ フ トウ ェアの整備 につ れて,

大企 業 を中心 とす るコ ンピュー タ リゼー シ 。ンは,ま す ます進 んでい る。 しか しなが ら大

企業 を中心 とす るコン ピュー タの積極 的な利用が,か え って中小企i業の事 務量 を繁雑 に さ

せ,ま た中小企業 の コ ン ピュー タに対 す る理解 も必 ず し も高 くな く,大 企業 との 間に情報

処理 ギ ャ ップが生 まれ つつ あ る。 このよ うな現状認 識 に立 って附属資料 に掲 載 した よ うに

東京 商工会 議所 は,「 中小 企業 の情報対 策 に関す る見解」 を ま とめ 中小 ・中堅企業 に もコ

ン ピュー タ利用 の メ リッ トを均 露 させ るべ きだ とい う提 案 を行 ってい る。 その要 旨 をあげ

れ ば,中 小 ・中堅 企業 の コ ンピュー タ リゼー シ 。ンを遅 らせ てい る原 因は,費 用,コ ンピ

ュー タ要 員の不足,中 小企業 向 け標 準 シス テムや ソ フ トウ ェア開発 の遅 れ,中 小 ・中堅企

業の商 習慣 の非 近代性 に あ ると し,こ このた めの方 策 と して,中 小 ・中堅 企業 の業務 の特

長 が,・多種類 ・少量 で あ り,こ れ を消化 す るには,大 型 また は中型 コン ピュー タの共用利

用 あ るいは情 報処理 サー ビス業 の利用が望 ま し く,ま た,中 小 ・中堅 企業 向 けの低 廉な小

型 コン ピュー タを開発 ・供 給 し,さ らに,経 営管理 の近代化,取 引慣行 の改 善,経 営者 ・管
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理者に対す る情報処理教育の重要性な どを指摘 してい る。

6.コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査

日本 経営情 報開発 協会 は,第4部 第4章 で詳述 す るよ うに,コ ンピュー タ利用状況 調査

を実施 したが,主 要 項 目は次 の とお りであ る。

AEDPS運 用経費

1971年9月 末現 在 の月 間EDPS運 用経費 は,一全 産業1事 業体 あた り,総 額17・903・700

円で あ って前年 の14,331,500円 に比 べ て24.9%上 昇 して い る。

EDPS運 用 費の内訳 をみれ ば,人 件 費 は4,310,300円(前 年比4.0%上 昇),機 械 レンタ

ル料 は8,815,500円(前 年比52.8%上 昇)で あって,機 械償 却費 は金融機 関 な どの直買 が

一 巡 した ことを反映 して939,000円(前 年 比27.3%減)で あ る。 その他 の費用絶 対額 に大

きな変 化が な く;運 用経 費の上昇 の主要 因 は レンタルに よる コン ピュー タが大 型化 した こ

とによ る と思 われ る。

産業 別1事 業体 あた り売上 げ高対EDPS運 用費 は～^第1次 産業 にお いて0・101%・ 第2次

産業ICお いて0.390%第3次 産業 は0.2i1%,全 産業平 均 は0.286%で あ る。

情 報処理 サー ビス業 ・ソフ トウ ェア業 の同比率 は,38.508%,広 告 ・調査 ・情報提供 サー

ビス業 は7.501%で きわめ高 く,こ れ ら直接 的 に コ ンビ ュターを営 業 に結 びつ けて い る業種

を除 けば,電 気機械器具 製造業(0.563%),鉄 鋼業(0.531%),化 学 工業(0.499%),輸

送用機械 器具 製造業(0.468%)の コン ピュー タ リゼ ー シ 。ンは進ん、でい るとい え る。

B従 業 員1人 当 り月 間EDPS経 費

今 回の調査 で は 従 業員1人 当 り月 間EDPS経 費 を調査 したが,そ の結 果 によ ると,第

1次 産 業 は1,700円,第2次 産 業 は3,900円,第3次 産業 は3,500円,公 務600円,'余 塵業平
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均 で3,200円 であ った。

業 種別 にみ れ ば従業 員1人 当 りEDPS経 費 は,情 報 処理 サ ー ビス業 ・ソフ トウェア業

172,200円,広 告 ・調査 ・情報提 供 サー ビス業 は22,100円 であ るが,そ の他 の産 業 では,

金融 業 の16,200円,損 害 保険 の11,600円,石 油製品製 造業9,800円 が高 く,こ れ らの産 業

が積極 的 に コ ンピュー タを利用 してい ることが知 られ る。

Cコ ン ピ ュー タ要 員 の年 令 と給 与

4-4-16表 の よ うに,1968年 よ り毎 年 コ ン ピ ュ ー タ要 員 の年 令 と給 与 を調 査 して い るが,

1971年9月 末 現 在 ま で の4年 間 に,年 令 の 変 動 は ほ とん どな い 。 しか しな が ら,給 与 に つ

い て は1971年9月 末 現 在 の 調 査 で は,キ ー パ ン チ ャー40,400円,オ ペ レー タ52,000円 プ ロ

グ ラ マ62,400円,SE80,100円 で あ って1968年 と比 べ れ ば それ ぞ れ,キ ー パ ン チ ャ ー は

52.4%,オ ペ レー タ は47.7%,プ ロ グ ラ マは42.8%,SEは34.8%と 大 幅 に上 昇 して い る。

要 員・

年
68 69 70 71 71年/68年

キ ー パ ン チ ャー 給与 千円

年令 才

26.5

20.7

30'5

20.8

36.1

20.7

40.4

20.8

152.4%

オ ペ レ ー タ 給与 千円

年令 才

35.2

23.3

44.4

23.1

44.8

22.8

52.0

23.3

147.7%

プ ログラマ 給与 千円

年令 才

43.7

26.1

49.3

25.4

54.7

25.6

62.4

25,5

142.8%

SE 給与 千円

年令 才

59.4

30.7

66.5

30.8

73.9

30.4

80.1

29.5

134.8%

職務手 当 につ いては,ア ンケー ト回収数1,175事 業体 の うち無記入 が852事 業体 あ り,回

答 記入 は323事 業 体 に過 ぎない。 職務手 当 に回答 した事 業体ICつ い て全産 業平均 を とれば,

パ ンチ ャーは4,300円 ,オ ペ レー タは6,200円,プ ログラマは6,500円,'SEはIO,IOOF]の
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職務手当が,毎 月支給 されている。

D使 用言語

本 年度 の ア ンケ ー .ト調査 で は,と 、くに使 用言語 につ いて調査 したが,全 産業 を通 じて,

COBOL(40.5%),ア セ ンブ リ言 語(37.9%)の 使用 が と くに高 く,FORTRAN(7.3%)

の使 用 は必 ず し も高 くな い。 これ を主力 機種別 にみ ると,ミ ニ コン ピュー タ を 除 い て,

COBOL,ア セ ンブ リ言 語 の使 用 が平均 して高 いが,型 が大 きくなれ ばな るほ どFORTR-

ANお よ びPL/1の 利用 が増加 し,ミ ニコ ン ピュー タについ てい えぱ,FORTRANが 最

も使 用率 が高 い(25.0%)。 超 小型 は その61.4%が アセ ンブ リ言 語 を使 用 してい る。導 入

経 過年数別 に み る とFORTRANは10年 以上 の経験 あ る企 業 の使 用率(18.4%)が 高 く,

また1年 未 満が,こ れ につ いで11.8%で あ る。

現在 の これ らの傾 向 は コン ピュー タ使 用経 験の深浅,コ ン ピ ュ ー タ の主記憶 装置 の容

量,プ ログラム修訂正 の柔軟性,業 務 内容 に大 き く影響 を受 けて い る ことを ものがた って

い る。

E未 導入企業

未導入企 業 につい ての ア ンケ ー ト調 査 の結果 によれ ば,回 答事 業体 は155事 業体 であ り

未 導入 の理 由 に対 す る回答 は延 べ74で,「 コン ピュー タを導入す るほ ど業務量 が多 くない」

が,33.3%「 費 用が かか りす ぎる」 が25.4%,「 必 要性 がな い」が19.0%で あ るが,導 入

予定 は回答事 業体155事 業体 のう ち無記 入55,未 定27を 除 くと,1～2年 後が31事 業体(20.

0%)直 ちにが22事 業体(14.2%),3～4年 後 が18事 業 体(11.6%)で あ り,導 入予 定機種

は中型B(46事 業体(29.7%)),中 型A(19事 業 体(12.3%))が 多い。
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7.オ ン ラ イ ン化 の 動 向

.1971年5月19日,永 年 の懸案 で あ った 「公衆電 気通信法 の一部改 正法」 が成立 し,企 業

グル ープ間の 回線 の共 同利 用 お よび,,計 算 セ ンタ と顧客 との 間の計 算 ・情報 検索 業務 を認

可 によ り行 うことの で きる特 定通信 回線 サー ビスが 同年9月 実施 に移 された。 これ は必 ず

し も通 信回線 の民間へ の全面 的解放 で はないが,い わ ゆ る通 信回線 自由化 へ と一歩前 進

した もの であ り,わ が国 の情 報化社 会へ の 一 つ の環境が整 備 され た もの として歓迎 され

た。

しか しなが らわが国 の オンラ イン情報 処理 は1964年 に始 ま り,な お その 日が 浅 く,1970

年3月 末現在 で,オ ンライ ン ・シス テム数 は193シ ステ ム,オ ンライ ンの設 置CPU数 は313

セ ッ トに過 ぎな い。 また通信 回線 解放後3ヵ 月 間に,異 種企 業間 を結 ぶ回線 申 し込 み は9

件,企 業 グル ープ間の共 同使 用 申 し込 みが5件 で,法 律改正 後 の動 きはまだ必ず し も多 く

ないが,第3世 代機 の普及 と,オ ン ライ ン ・システム化 の強 い要求 とが相 まって オンライ

ン ・シス テ ムは,「 わが国の電 子計算 機 の需要 予測」 に よれ ば1976年 度 に は,ユ ーザーー－tw

1,050ユ ーザー,オ ンライ ンの設置CPU数 は2,050セ ッ トと推定 され てい る。71年12月

に実施 した 日本経営 情報 開発協 会 の オ ンライ ン需要 調査 では,オ ンライ ン化業 務 の割合 は

現状 で販売(17.4%),メ ッセー ジ通信(16.3%),在 庫(14.8%),生 産(11.5)%,金 融

(11.5%)の 順 で あ るが,3年 以 内の オ ンライ ン化予 定業務 では,販 売(18.5%),在 庫

(16.5%),生 産(12.6%),メ ッセー ジで通 信(10.9%)で あ る。

3年 以 内に他 社 とオン ライ ン化予 定 の業務 は販売(26.5%),在 庫(19.5%),生 産(10.

6%),金 融(9.3%)の 順 であ り,オ ン ライン ・システムは 自社 内 お よび他社 との関係 にお

い て も,販 売 が第1位,在 庫 が第2位 を占 めて い る。

3年 以 内に他 社 とオン ライン化 予定 の使用通 信回線の割 合 は専 用回線43.2%,公 衆回線

20.2%,併 用19.6%,現 状通 信 回線の活 用13.9%,私 設 通信 回線3.1%で 専用 回線の割合

が圧 倒的 に多い。

また利用希望 回線速 度 の割合 について は,4.8Kbpsを 望 む もの45.8%,48Kbpsは23.1%,
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9・6KbPsは14.o%,1200Kbpsは11.o%,240Kbpsは5.3%,1200Kb6ps以 上 はo.5%で あ る σ

8.社 会 情報 シス テ ムへ の前進

1971年 には,「 かけが えのな い地球」 とし)う認 識 の もとに,エ ネル ギー資源の 浪費, ,重

化学工 業 に よる公害 ・汚染,都 市 過密化 に よ る廃 棄物処 理,交 通混乱 な ど,わ れ われの経

済社会 が直 面 してい る諸 問題が提 起 され,そ の予 防 と解 決策 が,国 家的 に また国 際的 に論

議 され るよ うに な った。本年 度 の コ ンピュー タ白書 は,と くに第6部 第1章 「社会情 報 シ

ス テムへ の前 進」 で,わ が国の経 済社会 が直面 す ると予 想 され る問題 と して,都 市化 社会

の 問題,高 度 知識労働 者 の不 足,重 化学工 業 か ら知識集 約型産 業へ の移行 を と りあげ,情

報化社 会 にお け る情報 の果 たす役 割 を述 べ,コ ン ピュー タ利 用が企業 や産業 の高度利 用 に

と どま らず,医 療,交 通,教 育,公 害監視,社 会福祉 な ど積極 的 に社 会的活 用 を図 るこ と

を強調 し,早 急に,国 家 的総合 プ ロジ ェク トの もとに社 会情報 シス テムの設計 ・確立 を要

望 してい る。

わが国 の情報 化社会 が どの よ うに な るか は,国 際 的な情報産 業 の動 向 に よって大 きく左

右 され る。 と りわ け,ア メ リカ合 衆国 に よ るわが国 の電 子計 算機産業 に対 す る自由化 の要

請,そ れ に伴 う,業 界再 編成,円 切 り上 げ によ る影響 な ど,第6部 第2章 「情報 産業 の国

際化 の展 開」 で詳述 してあ る。

「 ソ フ トウ ェアの価 値 と法 的保護

1971年 版 コ ンピュー タ白書 では,情 報 とい う無形 の実体 につ いて,そ の価値 を認識 しな

けれ ば,情 報化社 会 の発 展 はあ り得 ない こ とを強調 した。 コ ンピュー タ利 用 の進 ん だア メ

リカ合衆 国 において も,ま た と くにわが国 にお いて は,い まだに情報 の価 値評価 の合理 的

な方 式 と基 準が確 立 してい ないた めに,ソ フ トウ ェアの価 格体系 が,ハ ー ドウ ェアほ ど明

確 化せ ず,こ れが,ソ フ トウ ェア産 業の発展 に とって一 つ の大 きな陸路 とな って い るので

あ る。
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本年 度 の 白書 では,第6部 第3章 で情報 価値 の認識 とい う理 念論 か ら,具 体 的な ソ フ ト

ウ ェアの価 値評価方 式 の慣行 と実態 とに触 れ,ソ フ トウ ェアの価値 を技術 料 とす る立場 か

ら,マ ンパ ワー費=人 件費+技 術料 と し,基 準 マンパ ワー費策 定の必要 性 を説 いてい る。

また,1969年 にIBMが 発表 した 「価格分離 」 が,ソ フ トウ ェア業界 に与 え る影響に っい

て言 及 してい る。

また1971年 か ら72年 にかけ て,ソ フ トウ ェア開発者 の創 造意欲 を刺戟 し,保 護 し,投 下

資本 の回収 ・促 進 をはか り,重 複投 資 を避 け,そ の流通 を円滑化 す るため に,ソ フ トウ ェ

アの法 的保護 につ いて調査 が行 われたが,そ の論議 過程 と保護対 策 を第6部 第4章 に詳述

し,主 要各 国 の ソフ トウ ェアの法 的見解 につい て概 略 してあ る。
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第1章

わが 国 の コ ン ピ ュー タ産 業

および関連産業

1 .わ が 国 の コ ン ピュー タ産 業 の特質 と動 向

情報 処理 あ るい は事 務機械 化の 中核 として,わ が国で コンピュー タが本格 的に使 われ る

よ うにな ったの は,1960年 代 の後半 か らで あ る。1966年 に新増設 され た コ ンピュー タはお

よ そ670億 円に達 し,そ の後1970年 まで年 々前 年 に較 べ てほぼ50%の 急激 な増加 を続 けて

い る。 この大 きな需要 の伸 びを背景 に,国 産 コン ピュー タの生産 額 も急速 に拡大 し,1965

・年 の313億 円が1971年 には3112億 円(年 平均46.5%増)に 達 してい る。 この期 間は コンピ

ュー タの歴史 の中 で と らえ ると,ち よ うど第3世 代 の始 ま りか ら,そ の全盛期 に あた る。

第3世 代 の コンピ ュー タが,集 積 回路技 術 や フ ァ ミリー思想 を背景 に して,従 来 よ り も一

段 と低 い価格 で提 供 され,ま た性 能 の向上 のほか に オペ レー テ ィン グ ・システ ムの確立 に

よ って操 作性 を向上 させ た ことが,社 会 の各分野 に急速 に普及 した要因 で あった。

わが 国の コンピュー タ産業 の特 質 は,そ の発 展 の歴 史に 由来 す る ところが大 きい。 アメ

リカにおい ては じめて コン ピュー タが作 られたの は1946年 の ことで あ るが,以 来 ア メ リカ

の コン ピュー タ産業 の歴 史 は その まま コン ピュー タの歴史 にな ってい る。1946年 か ら1950

年 までが混 とん期,商 用 コ ンピュー タが作 られ た1951年 か ら1953年 ごろ までが れい 明期 と

もい うべ き時代 で あ り,IBM700シ リーズの登 場 した1953年 か ら1958年 までが第1期,

トラン ジス タ式 のIBM7000シ リーズ と1400シ リー ズが登場 した1959年 か ら1964年 までが

第2期,IBMシ ステ ム/360が 登場 した1965年 か ら1970年 までが第3期,そ してIBM
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:シ・ステ」ム/370の 登場 に よ って1971年 か ら第4期 に入 ろ うとしてい る。.第'3期 の.コンピ ュ

ごタ はまた第3世 代 と も呼ばれ てい る。'Cれ に対 して,国 産 コン ピュー タの歴 史 を眺め る

.と,は じめて コンピュー タが で きたのが1956年 で'アメ リカに対 してち ょ うど10年 の遅れ,

ユ956年 か ら1958年 までが混 とん期,国 産技 術 に よる商 用機 ので き上 った1959年 か ら1962年

ごろまでがれ い明期,海 外技術 の導入 によ る コン ピュー タが登 場 した1962年 か ら1967年 ま

でが第1期,ζ の技術 の基 盤 の上 に立 って,集 積 回路 を使用 した 自主設 計 の コン ビS・一 タ

を 登場 させ た1968年 か らが第2期 で,現 在 は第3期 への転換 の苦 しみ を味 わ ってい る時期

で ある。

技術 的に は,.現 在 日米 の コンピ ュー タの格差 はそれほ ど大 きな もの ではな く,出 発時点

にお け る10年 の違い は大 半が 取 り戻 され た とい え るが,ア メ リカの コ ンピュー タ産業が,

常に前 の時代 の技 術 と市 場実 績 の上 に立 って次 の時代 を築い て来 たの に比 べ て,わ が国 の

.コンピュ〔一夕 産業 は,ア メ リカの第1期 に相 当す る時代 な しに,一 挙 に第2期 にあ るア メ

リカの コン ピュー タと競 争 しな けれ ばな らなか ったので あ る。

わが国の近代 産業 の発展史 上い くつかの例 がみ られ るよ うに,コ ン ピュー タ産業 は新 し

い技術 の積極 的な導入,旺 盛 な設備投 資,高 度の産 業教育,国 家 の助 成 な どを通 じて急速

な発 展 を遂 げたが,そ の歴 史 とコ ンビュー.タの もつ独特 の性 格 によ って,他 産業 とは違 っ

た特質 を もってい る。 ,、,

まず,技 術進歩 の速度 が高 い ことで あ る。 コンピュ ー タに関す る技 術進歩 の速度 は,そ

の 歴史 は じま って 以来鈍化 ず る ことな く,基 盤 にす るべ き歴史 と技術者 と莫大 な研究 開発

資金 を もたな いわが国 の コン ピュー タ産業 が世界 的技 術水準 に達す るの は容 易で はない。

つ ぎに,レ ンタル制 が と られ てい るこ とで あ る。 コン ピュー タの普及 は爆 発的に行 なわ

れ たが,そ の費用 は極 めて高価 であ ったため,ま たIBMが 当初 か らレンタル制 を採用 し

・てい たので これに対 抗す るた め,わ が国 の コ ンピ ュー タ産業 は レンタル制 の採 用 を余儀 な

くされ た。 この制度 は,前 あ時代 の市場 か らの収 入 が次 の時代 のための投 資につ なが って

行 く性格 を もってい るが,前 の時代 を もたない わが国 コン ビ.ユ一 夕産業 は,大 量 の資金 を

必要 とす るこ とにな うた。

t第3に,ブ ラン ド ・イ メー ジの影響 が大 きい こ とで あ る。 コン ピュー タの導入 に際 して

は,稼 動の実績 に よって機 種選定 が行 なわれ るこ とが少 な くない。 コ ンピュー タの能力 の
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評 価方法 が確立 され ていない こと もこの傾向 に拍車 をか けてい るが,IBMと 同一 の性 能

の コ ンピュー タが市場性 を もつため には,そ の価格 は3～4割 低 い必要 が あ る とい われて

い る(カ ンタム ・サ イエ ンス調べ)。 歴史 を もたず,市 場 も小 さいわが国 コン ピュー タ産

業 は常 に実 績面 では アメ リカの巨大企 業 に対 して遅 れ を とり,不 利 な競争 条件 を強 い られ

てい る。

このよ うな特質 を有 してい るとは い うものの,コ ンピュー タ産 業 は,経 済社会 の情報化

と機 械 の高 度 な 自動 化 のため に必要 不可欠 な産業 で あ るとと もに,そ の技 術 波及効果 もき

わめ て高 い典型 的な知識集 約産業 で あ り,今 後 の産 業構造 革新 の中核 とな るべ き重要産 業

であ る(計 数型電子 計算機 製造業 高度化計 画)と の認識 は社 会 の各 層 に広 が り,年 率3割

もの伸 びを予測 され る高 い成 長性 とあわせ て,コ ンピ ュー タ産業 は明 日の社会へ のひ とつ

の鍵 といわれ てい る。 先進 各国 と も,こ のキ ー ・イン ダス トリーを外 資 に委 ね ることな く,

民族 資本 の,自 主 技術 によ る,自 立 で きる産業 として確立 す る必要 性 を痛 感 してお り,こ

れ を実 現 す るために さま ざまな施策 を講 じてい る。

わが国 で も,こ の よ うな認識 か ら,政 府 は コンピュー タ産業 に対 して,積 極的 な育成政

策 を とってい る。

まず,技 術 開発力 の培 養 であ る。技 術進 歩の速 い コン ピュー タ産 業で は技 術開発力 が不

可 欠 なた め,研 究開発 費に対 す る補助 金,大 型 プロジ ェク ト制度 に よる研究 開発の振興,

生 産設備 の合理化 の ための融 資な どによ って全 体的 な コン ピュー タ技 術の 向上 を図 ってい

る。 各企業 は,こ れ らの施 策 と外 国か らの技 術 導入 によ って,そ の製造技 術 を 進 歩 さ せ

た。

つ ぎに,レ ンタル体制 の確 立 であ る。 コンピ ュー タ産業特有 の問題 であ る レンタル資金

の不足 を解 決す るた め,日 本電子 計算機(株)が1961年 に設立 され た。 これ は国産 コンピ

ュー タの一 元 的 レン タル機 関 として,日 本 開発銀行 か らの融 資を受 け,レ ン タル資金の一

元 的確保 と運用 を行 ない,国 産 メー カーの 資金 負担 を軽 減 した。

第3に,国 内市場 の保 護 と確 保 であ る。歴史 と実績 の不足 か らくる国産 メー カーの不利

な競 争条件 の改善 には,国 産 メー カーに市場 に おけ る経験 を積 ませ ることが最 も早道 であ

る。 このため,資 本,輸 入 両面 にわ た る非 自由化措 置に よって,波 うち際に防 波堤 を築 き,

国 内 に発 生す る需 要 の多 くを国 内の コ ンピュー タ産 業 に振 り向 けよ う とす る政 策が と られ
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てい る。 また,"コ ン ピュー タの特別 償却制度,同 固定 資産税 の軽減措 置 な どの税制 に よっ

て,そ の導入 を促進 してい る。

この よ うな背景 の もとで,国 産 コン ピュー タ産 業 も着実 に技 術格差 を縮 めて成長 し,国

内市 場 におけ る市場 占有率 も年 を追 って上昇 し,1970年3月 には実 動金額 で見 て55.3%に

達 してい る。 しか しなが ら,わ が国 の コン ピュー タ産業 は,海 外 に その市場 をほ とん ど持

たず,防 波堤 に守 られた国内市 場 の中で,保 護 されな が ら成 長 して きた。

1971年 には,わ が 国の コ ンピュー タ産業 を取巻 く環境 に,い くつか の大 きな変化 が起 こ

って い る。

まず,国 際化 の進展 と,こ れに対 応 した産業体 制 の整備 で あ る。 コ ンピュー タの周辺装

置 の大部分 に ついて,1972年2月 か ら輸入 自由化が 行 なわ れ,ま た コン ピュー タ全般 につ

いて,3年 後 に資本 自由化 を実施 す ることが決 定 された。 この措置 に よって,わ が 国の コ

ンピ ュータ産業 は,本 格 的な 国際競 争 の波に あ らわ れ るこ とにな る。 優れ た外 国企 業 との

激 しい競争 に耐 えるべ く企 業力 を強 化す る目的で,1971年 秋 には,国 産 メー カー6社 の3

系列 化が成 り,1972年 か らは,そ れ ぞれ共 同 で新 機種 の開発 にかか るこ とに な ってい る。

つ ぎに,コ ンピ ュー タ世代 の交替 であ る。IBMは1970年 に システ ム/370を 発表 した

が,1971年 に は,こ れが続 々 と市場 に登場 し,従 来 の第3世 代 にか わ る新 しい世代 の コン

ピ ュー タの 時代 が始 まった。 わが国 コン ピュー タ産業 は,当 面 この新 しい世代 におい て競

争 力 のあ る新機種 の開発 と旧世代 機 の レン タルバ ック対応 策 に全力 を傾注 しな くては な ら

ない○

第3に,通 信 回線の解放 で あ る。 公衆電 気通 信法 の改 正 に よって,1971年9'月 か ら特定

通 信回線 が,1972年 暮 までに は公衆通信 回線 が,民 間の デー タ通信 に解放 され る ことにな

った6こ れ を契 機 に オン ライン ・システ ムが普及 す ることが考 え られ るが,従 来 か ら国産

機 は,外 国 機に比べ て,そ の実 績 に乏 しく,オ ン ライン処 理 に適 した コン ピュ ー タ の 開

発,ソ フ トウ ェアの充 実,多 様 な端 末装置 の商品 化 な どの努力 が要請 され よ う。

第4に,外 国機 の国内 レ ンタル価格 の引下 げ であ る。IBMは1971年6月,主 要 な周辺

装 置 の レン タル価格 を8～16%引 下 げ る一 定期 間 レン タル方式 を,独 立周 辺装置 メー カー

へ の対抗 策 として発表 した。1971年12月20日 には,円 平 価 の切 上 げが行 なわれ たが,1972

年1月 ユニ パ ックが平均2.5%の 値下 げを発表 したのを皮切 りに,2月 に バ ロースが平 均
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2.5%,MDSが 平 均40%,そ して3月 にはIBMが 平均3%,ミ ニ ・コンピ ュー タのD

ECが 平 均4%と いずれ も為替差益 の還 元 を理 由に値下 げ を発表 して い る。 国産 コン ピュ

ー タ産業 は,世 代交 替に よ る性能 ・価 格比 の向上 の上 に値下 げ とい うダブルパ ンチに見舞

われ たわ けで,今 後 は高性能 コン ピュー タの開発 のほ かに,合 理化 に よ る生産 コス トの 引

下 げ,保 守 サ ー ビス,ソ フ トウ ェア ・サー ビスの向上 な ど一 層 の努力が必要 で あろ う。

この よ うな変化 の中で,わ が国の コン ピュー タ産 業 は,零 か ら出発 して外 国機の市 場 を

.喰 い ち ぎって来 た 、箱庭 の中の攻 め、の時代 か ら,獲 得 した市場 の守 りを もふ くむ 、荒海

の中 の攻 防maNXの 時代 に突入 した。 わが国 の コ ンピュー タの歴史始 ま って以来,1971年3

月 まで増加 し続 けて55.3%に 達 した国産 機 の市 場 占有 率 も,1971年9月 には54.9%と 初 め

て落 ち込 みを見せ てい る。

コン ピュー タ市場 も大 きな構 造変化 を とげつ つあ る。1960年 代後 半の急速 な コンピ ュー

タ導入 に よ って,そ の普及 も一巡 し,市 場 の中心 は新規市場 よ り も取替市場 に 移 っ て 来

た。 国産 コンピ ュー タは,外 国機 に比 べ ると,概 して レンタル期 間が短 か く,取 替市 場 に

お け る積極 的 な販売 活動 は,そ のまま レ ンタルパ ックによ る経営圧 迫に つなが る恐 れが あ

る。 レン タル寿命延 長の ための地道 な努力 が必要 で あろ う。 新規市 場 も,初 めて コン ピュ

ー タを導入 す る処女市 場 は,超 小型機 が中心 とな り,す でに コン ピュー タを使 用 してい るユ

ー ザーが別 の新 しい システ ムを導入 す る市 場 では超大 型機 が中心 にな るとい う分極 現象 を

呈 してい る。 いず れの分野 も国産 コン ピュー タ産業 は一 層 の努力 をお しんでは な るまい。

近 年,オ ンライ ン ・リアル タイム技術,タ イム ・シ ェア リング技術 な どの進 歩 に よ っ

て,単 に情報処 理 あ るい は事務 機械化 の中核 としてではな い コ ンピュー タの応 用,経 済社

会 の情報 化 や産業 の システ ム化 な ど,コ ン ピュー タが あ って初 めて可 能 な進 ん だ社 会構 造

の実 現 に向 って,新 しい挑戦 がは じま って い る。 わが国 の コン ピュー タ産業 に とって,い

まこそ努力 の必要 な と きであ り,官 民一 体 とな った一層強 力 な振興 体制 が必要 であ ろ う。
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2-1-1図 コ ンピュー タの生産,輸 出入の推移

(億 円).

3000

2500

2000

1500

1000

500

400

300

200

100 39

20

出所:生 産は通産省機械工業統計

輸出入は大蔵省通関統計

225

12

1960196119621963196419651966196719681969

3112

(生産)

(輸 出)

52

934

19701971

(暦 年)



20第2部 コ ン ピュ ー タ産 業 の 動 向

2.生 産輸 出入 の状況

わが 国の商 用 コ ンピュー タ生産 は,ア メ リカよ り7年 お.くれ て,1958年 に始 ま り,わ が

国 コン ピュー タ史 の第2期 の始 ま りともい うべ き1968年 には,1000億 の大台 を越 えて1414

億 円に達 した。 その後1970年 まで年平 均成長率38%の 高 い水 準 で増大 を続 け て い た が,

f'1971年 に入 る と
,折 か らの不況 と世代 の交 替期が重 な り,生 産額 は3112億 円 と前年 に対 して

15%の 伸 びに留 ま'った。1972年 も前 半は横 ばい状態 が続 くと思 われ るが,後 半景気 の回復

と共 に生産 も増 えは じめ,本 格 的新世代機 が登場 す るで あ ろ う1973年 か ら1974年 にかけ て

は,年 率30%の 成長 ぶ りを取 り戻 すで あろ う。 そ して1975年 ごろに は1兆 円の大 台Gζ乗 る、

もの と予 測 されて い る(電 子計 算機利 用高度化計 画)。2-1-1図 はわが国 の コン ピュー タ生

産 お よび輸 出入 の推移 をま とめ た もので あ る。

1971年 の生産状 況 を内 容別 に区別 して まとめ たのが2-L1表 であ る。 本体 装置 の割 合 は

年 々低下 し,か わ りに外 部記憶装 置 とデー タ端 末装置 の割合 が高 くな ってい る。 と くに デ

ー タ端末 装置 は1970年 に前年 の5倍 近 くに増 えてお り,本 格 的な オ ンライン時代 の到来 をt`

2-1-1表1970年,1971年 に お け る コ ン ピ ュ ー タの 生 産 (億 円)

(A)
1970年

(B)
1971年

B/A

本

体

付

属

装

置

汎 用1・,・5gl・ …gl・22%

制 御 ∋ 951 84i▲88

小 計 ・,254i・,・ ・31・2・

外 部 言己 憶 装 司 7831 8641…
入 出 力 装 副 48・1 ・・41・ ・7

デ ー ・ 端 縫 置1 ・7・i 23・1・ ・,

小 計 ・,4431・ …gl・ ・2

合 計 ・,6981・ …21・ ・5

出所:通 産省機械工業統計

注:▲ 印減少

卿
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物 語 ってい る。1972年 には 公衆通 信 回線 も解放 され,ま た周辺 装置等 開発 促進補助 金制度

も発足 す るの で,こ の傾 向 は ここしば らく続 くで あろ う。

汎用 コン ピュー タは,現 在 富士通㈱,㈱ 日立 製作所,三 菱電 機㈱,日 本電気 ㈱,お よび沖電

気 工業㈱,東 京芝 浦電 気㈱,の 民族 系6社 と,外 資100%の 日本 アイ ・ピー ・エ ム㈱ な ら

び に スペ リー ラン ドと沖電 気の合弁 会社 であ る沖 ユ ニパ ック㈱ に よって製造 され てい る。

制御 用 コン ピュー タは,上 記 の メー カーの ほかに,㈱ 北辰電 気製作所,日 本電 子㈱,日

本無 線㈱,㈱ 島津製 作所,㈱ 安川電 機製作 所,㈱ 横河電 機製作 所,な どが製 造 してい る。

近 年著 るしい発 展 を見 せ てい る ものに,ミ ニ コ ンピュー タが あ る。社 内用 にの み使 用す

るた めの もの を含 め る と,ミ ニ ・コン ピュー タ分野 への進 出 を意図 してい る企 業 は計 測,

電 機,機 械,精 密 機械 の各分野 に及 び,さ なが らブー ムの感 さえあ る。 外販 して い るメー

カーは,汎 用,制 御用 の メー カーの ほか,安 立電 気㈱,ア イ電 子測器㈱,中 央電 子㈱,松

下 通信工i業㈱,日 本 ミニ コンピュー タ㈱,高 千 穂交 易㈱,横 河 ビュー レッ ト・パ ッカー ド

㈱,な どで あ るが,さ らに新規 参入 が続 い てい る。

輸 入 も,国 内の 旺盛 な需 要 の伸 び を反映 して,年 毎 に増大 し,1970年 には専用部 品 もふ

くめて958億 円で前年 比56.0%増 に もな った。 しか し,1971年 に は生産 と同 じ く伸 び悩 み,

前 年 よ りも2.5%減 の934億 円 とな った。 これ は折 か らの不況 で需 要 その もの が減 って きた

こ ともあ るが,IBMが 世代交替 に よ って シス テム/360の 輸 入 をやめ,か わ って システ

ム/370モ デル155お よび モデル135の 国内生産 を開始 した ことが大 き く影響 して い るで あ

ろ う。 この こ とは専用部 品の輸入 が229億 円 で前 年 よ り6.5%増 加 してい るこ とか らも裏

付 け るこ とが で きる。 この傾 向はIBMの 国 内生産 が開始 され た1965年 に も,同 じよ うに

現 われ てい る。 この時 も,.い わ ゆ る40年 不況 が あ ったが,生 産 の伸 び は鈍化 してお らず,

それだ け1971年 の不 況 の影響 は,わ が国 コン ピュー タ産業 に とって深刻 な もの とい え る。

1972年2月 に は,記 憶機 と端末機 を除 く周 辺装置 の大半 が 自由化 され た ため,1972年 後 半

か らは輸入 も再 び増 え,1973年 以後 は年 率30%程 度 の増加 を続 け るであ ろ う。

輸 出 は極 めて少 な く,1971年 は生産 の2.6%に 当 る80億 円で あ った。 しか もそのほ とん

どは 日本 アイ ・ピー ・エ ムと沖 ユニパ ックの生産 す るもの と推定 され てい る。 国産 機の輸

出は,三 菱電機 が超 小型 コン ピュー タを ヨー ロッパに出 してい るほか は,東 ヨー ロッパ向

けに散発 的輸 出 があ っただ けで あ る。
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3.流 通 体 制

コン ピュー タの販売形式 には,直 売 ,レ ンタル,リ ー ス,信 託,割 賦 販売 の5種 類 があ

る。 この うち,販 売量 の最 も多 い形 式 は レンタル方式 であ り,直 売 が これに続 いてい る
。

レン タル方式 は,コ ン ピュー タを賃貸 す るとと もに ,こ れに伴 な う保守,修 理 な ど,各

種 の サー ビスを行 な って,こ れ に対 す る料金 を毎月徴 収す るもので あ る。IBMが その大

きな資金力 を背景 に始 め た もの で,そ の後主 な コンピュー タ ・メー カーが これに続 き,こ

の方式 が コンピ ュー タ販売形 態の主流 を占め るに至 った。

A.日 本電子計算機株(JECC)の レンタル制度

JECCは,国 産 コ ンピュー タ産業 の門出 にあた って,資 金 不足 を補 い,レ ンタル制度

を確 立す るた め,1961年 に国産 メー カー7社 が共 同出資 して設立 され た。 その後,コ ンピ

ュー タの製造 を中止 した松下 電器㈱ が 脱退 し,現 在 は富士通㈱,㈱ 日立 製作所 ,三 菱電

機㈱,日 本電 気㈱ および沖電 気工業㈱,東 京芝 浦電気㈱ の6社 が参加 してい る。

国 産 コンピュー タの レ ンタル業務 を一 元的 に行 な うことに よ り,レ ンタル資金 の調 達 を

一 元化 して効率 を高 め,メ ー カーの資金 負担 を軽 減 し,そ の分 を研究 開発,生 産合理化,

需 要 開拓 な どコン ピュー タ産業 の体質強 化 に まわす こ とを 目的 としてい る。 レンタル資金

は 日本 開発銀行 か らの政府 の援助 に よ る低 利融資,都 市 銀行,地 方銀 行 ,信 託銀行,生 命

保 険会社 な どか らの借入 れ金 で まか な ってい るほか,年 々増 資 を して 自己 資金 を確保 して

い る。 その推移 は2-L2表 の とお りで あ る。

機 械購入 額 は,旺 盛 な コン ピュー タ需 要 を反映 し て 急増 し,1969年 度 には825億 円 ,

1970年 度 には922億 円 に も達 した。 このためJECCの 買 取 資金 が不足 す る とい う事態が

起 り,1970年 度215億 円 の 日本開発 銀行融 資が行 なわれた に もかか わ らず ,メ ーカーに対

す る機械購 入代金 の未 払 いが累積 した。 そ こで,1970年7月 か ら,標 準構成 での レン タル

価格 が150万 円以下 の機種 を取扱機種 か ら外 す,い わゆ る 「す そ切 り」 を実 施 した。 この
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2-1-2表 日本電子計算機(株)資 金の推移(億 円)

年 度1・96・{・962{・963{・964・9651・9661・967|・9681・96gl・97・1・97・

コ ン ピュータ

購 入 額
11 32 59 117 208 269 368 666 825 922 874

日本開発銀行
融 資

4 8 15 25 55 70 70 90 155 215 390

資 本 金 11 21 32 47 71 106 142 189 284 425

1

534

ため,各 メー カーは 自社 レンタル,リ ース,'信 託 な どの方 式 を強化 しつつ あ る。'け れ ど

も,1970年 度 の後半 か ら1971年 度 にか けては,需 要 の伸 びが足 踏 み した ことと,オ ン ライ

ン ・システ ムの普及 に よ って直売方式 が増 え たこ とな どが重 な って,1971年 度 の機械 購入

金額 は874億 円 と前年 度比5.2%の 減少 にな り,未 払 問題 は一 挙 に解 決 されて しま った。 し

か しなが ら,今 後 も続 くで あ ろ う急激 な需 要 の拡 大 に対 し,国 産 コン ピュー タの レン タル

資金 をいか に確保 してい くかは,わ が国 コン ピュー タ産業 の発展 の鍵 であ るので,JEC

Cに は一 層 の資金 調達 が強 く要請 されてい る。

B.リ ー ス,信 託 お よび割 賦 販 売

リース方式 は,リ ース会社 が メー カーあ るい はすで に使用 中 のユ ーザーか ら購入 し,そ

れ を自己 の資産 として,レ ンタルの場合 よ りも低廉 な料金 で賃貸 す る もので あ る。 わが国

では従来 ほ とん ど行 な われてい なか ったが,JECCの す そ切 りがあ って以 後,そ の対 策

の一 環 として,各 メー カー と も自社 レンタル以外 に種 々の販 売方式 を検討 しは じめ,そ の

1つ として リース会 社 の利用 が行 なわれ るよ うに な った。

ア メ リカで は,コ ン ピュー タの リースはかな り普 及 し,コ ン ピュー タ専門 の リース会社

も生 まれ てい る。飛 躍 的に伸展 したの は,1960年 代 に入 って か らで,リ ー ス対象 とな って

い るのは,主 として第3世 代 の コン ピュー タであ り,1970年 には コン ピュー タ ・リース会

社は100社 を数 え るに至 った。 コン ピュー タ ・リース と呼 ばれてい る も の の 業 務内容 に

は,一 契約 で元利 を回収 す るフル ・ペ イアウ ト・リー スと,一 契 約で元 利 を全部 回収 しな

い ノン ・フル ・ペ イアウ ト ・リース とが あ り,前 者 は フ ァイナ ンス ・リースの一 種で,契

約 期間 が長 く(5年 ～10年),機 種 の陳腐化 の危険 は あ るが,リ ース料 が相当低 く な る。
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後者 は,ユ ーザーの立場 か ら見 て レン タルに近い もので,数 年 の短期 間契 約 に拘 束 され る

が,そ の後 の解約 は 自由 で,リ ース料 は レンタル料 よ りも10%程 度 低廉 に な ってい る。 通

常 の コ ンピュー タ ・リースでは,保 守,修 理 な どのサー ビスは協定 に よ り別 契約 で メーカー

が実施 してい るが,コ ン ピュー タ専 門の リース会社 の中に は,ご く少 ないが 自社 に サー ビ

ス部 門 を もってい る ものあ るいは コン ピュー タ ・メー カーで ない専 門保守 会社 にサー ビス

を委託 して い る ものがあ る。

わが国 では,本 格 的な フ ァイナ ンス ・リー スは,コ ンピュー タの市場 寿命が短 いため,

育 ちに くい状態に あ り,契 約 期間 の短い(3～6年)レ ン タル型 の ものが多い。 リース会

社 も,コ ンピュー タの販 売 サ ー ビス を実 施 で きないため,リ ース契 約 の中途 解約 にあた っ

て は その後 の ユーザー を見 つけ るまで,メ ー カーが リー ス料 を保 証 し,さ らに契約終 了時

に は コ ンピュー タを下 取 りす る とい う契約 を メー カー との 間で結 ん でい る ものが多 く,こ

の点 もレンタル との区別 をな くしてい る。

情報処理 需要 の増大 とと もに,コ ンピュー タをフ ァイナ ンス ・リースの対象 とす ること

へ の関心 が高 ま って はい るが,こ れ には陳 腐化 までの期間 の長 い こ と が 必須 の条 件で あ

り,世 代 交替後 の動向 が注 目 され る。 また中古機 の処 分市場 として も リースは着 目 され て

い る。 この こ とは,中 古機市 場が保 証 されれ ば,フ ァイナ ンス ・リース も育 ちやすい と考

え られ,国 産機 によ る中古市 場の秩 序 あ る確 立が急 がれてい る。

1970年 にJECCは 資金 不足 にな ったが それ以来,信 託方式 も行 なわれ るよ うにな り,

:これは,従 来 か ら行 なわれ てい る車輌,船 舶 な どの動産 信託 と軌 を一 にす る もので ある。

委 託者 は メー カーであ り,受 託者 は信託銀行,受 益者 は当初 メー カーで あ って,受 益証券

を売却す るこ とによ って メー カーは資金 を得 ることが で きる。信 託銀行 は ユーザ ーに対 し

て コ ンピュー タを賃貸 し,賃 貸料 を受 け取 る。

車輌 や船 舶な ど通常 の動 産信託 で は,分 割払式 に ユーザ ーに売却 す ることを目的 として

賃 貸 す るが,コ ン ピュー タ信託 の場合 は,賃 貸 だけ を目的 とす るので管理信託 方式 と も呼

ぶべ き もの であ る。現在 富士通㈱ と㈱ 日立製作所 が この方 式 を利用 してい るが,い ずれの

場 合 も,賃 貸料,保 守 サ ー ビスな どの条件 は レンタルの場 合 と同 じであ り,信 託期 間が終

了 す ると,メ ー カーが受益 証券 を買 い戻 し,コ ン ピュー タを下取 りす ることにな ってい る.

割賦 販売 は直売 では購入 資金が不 足す るユ ーザーに対 す るフ ァイ ナンス として行 なわれ
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る もので,メ ーカー 自身が リス クを負 って実施 す る もの のほか,メ ー カー と銀行 の タ イア

ップに よ る割 賦 ロー ン方式 お よびJECCが 窓 口にな って行 な う日本興業 銀行,日 本長 期

信用 銀行融 資に よ る ものが あ る。 後者 は,登 録 された割賦対 象機種 の割賦 販売契約 が結 ば

れ ると,メ ー カーがJECCに 申請,JEECは 日本興業銀 行 または 日本 長期信 用銀行 に

推 せん を行 な い,ユ ーザーの振 り出す1年 か ら6年 までのいず れかの期 間に わた る割賦手

形 を担保 に,メ ー カーに対 して両行 か ら手形 額 の融 資 が行な われ る もので,1966年 か ら実

施 され,割 賦 販売 の円滑化 が はか られ てい る。

通商産業省 では,JECCす そ切 り対 策の二環 と して,1970年 秋 か ら 買取 価格6,750万

円 までの システ ムを割賦 で販売 す る場合 は,機 械 保険制度 の対 象 とす るこ とに して,小 型

機 の割賦販売 制度 を促進 してい る。

C.輸 入 コ ン ピ ュー タの流通 形 態

主 要 な輸 入 コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー と そ の輸 入 者,販 売 者 は 次 の とお りで あ る。

OBurroughs… … 輸 入 ・販 売:高 千 穂 交 易㈱

(B500,B700シ リー ズ,Lシ リ ー ズ の超 小 型 機 な ど)

OCDC… … 輸 入:伊 藤 忠 商 事 ㈱,販 売:日 本 シ ー ・デ ィー ・シー㈱

(CDC6000シ リー ズな ど)

ODAC… … 輸 入 ・販 売;㈱ 理 経

(PDP8,11な ど の ミニ ・コ ン ピ ュ ー タ)

OHoneywell-Bull… 輸 入:三 菱 商 事 ㈱,販 売:三 菱 事 務 機 販 売 ㈱

(Honeywell・Bull50シ リ,一 ズ,100シ リ ー ズな ど)

OIBM… … 輸 入 ・販 売=日 本 ア イ ・ピ ー ・エ ム㈱

(IBMシ ス テ ム/360,シ ス テ ム/370,シ ス テ ム/3,シ ス テ ム/7な ど)

ONCR… … 輸 入 ・販 売:日 本 ナ シ 。ナ ル金 銭 登 録 機 ㈱

(NCRセ ン チ ュ リー ・シ リー ズ な ど)

ONIXDORF… … 輸 入:兼 松 江 商 ㈱,販 売:兼 松 ニ ク ス ドル フ㈱

(NIXDORF820超 小 型 機)
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OUNIVAC… … 輸 入:三 井 物 産 ㈱,販 売:日 本 ユ ニパ ッ ク㈱

(UNIVAC1110,1108,1106な ど)

4・ 技術 開発 の状 況

コン ピュー タは,そ の誕生以 来,常 に極 めて テンポの速 い技術進 歩 を続 けて,電 子工業

に おけ る最先端 の技術 を採 り入 れ て きた。 この ためわが国の コン ピュー タ産業 は絶 え ざる

技 術 開発 の努 力 を強 い られ てい る。

1971年 には,コ ンピ ュー タは第3世 代 に替 わ る新 しい世代 の時代 を迎 えた といわれてい

る。 各 コンピュー タ ・メー カーは,こ の新 しい世代 におい て,本 格 的な競 争力 を有 す る コ

ン ピュー タをつ くるた め,一 層 の技 術開発 を重ね てい る。

コン ピュー タ技術 は,さ まざまに進歩 してい るが,基 本 的 には,よ り高 速 に,よ り大型

に,よ り高 い信頼性 を もち,よ り使 い易 くとい う4つ の方 向 をめ ざして発 展 して きた。

A.高 速 化

コン ピュー タは,そ もそ も出発 か ら,速 い機械 であ るこ とに意 味 があ ったわけで,高 速

化 の要求 は常に最 も大 きか った。 コン ピュー タの処理速 度 は,演 算素子 の速度 のほか,記

憶装 置の速度 に大 き く左右 され る。

主 記憶装 置 の高速 化 のために,ICメ モ リの採用 が盛ん であ る。IBM370/145で は,全

ICメ モ リによ って,サ イクル タイム540ナ ノ秒 を実 現 してい る。大容量 の主記 憶装置 には,

今 で も磁心 が使用 され てい るが,高 速 化 のために バ ッフ ァメモ リを設 け る方式 が用い られ

て い る。IBM370/165で は,80ナ ノ秒 のサ イクル タイムを もつバ ッフ ァメモ リを採用 して

い る。 国産機 で は,全ICメ モ リの コン ピュー タは,ま だ開発 され ていない が,最 近出荷 さ

れ た コン ピュー タでは210ナ ノ秒 のサ イ クル タイ ムのバ ッフ ァメモ リが使用 され てい る。

演 算素子 の高速化 の ためには,CML(CurrentModeLogic)方 式 に ょ るLSIの 採

用が進 め られてい る。 最 近の国産 機 では,2進 ビ ッ ト1語 の加算 が420ナ ノ秒 で実 行 で き
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るまでに な って い る。 演算速 度の向上 の ために は,素 子 だ けでな く,演 算方式 の工夫 も有

効 であ り,パ イプ ・ライン制御方式 が大型 機 にお いて普及 してい る。

ミニ ・コンヒ.ユー タ も高速化 の方向 の例外 で はな く,1971年 に はサ イクル タイム300ナ

ノ秒 の主 記憶装 置 を もつ ものが 出荷 されてい る。

B.大 型 化

コ ンピ ュー タの処理対 象が広範 に な り,処 理 の内容 も複雑 に な ると,プ ログラムの規模

は大 き くな り,デ ー タの量 も増大 す る。 そこで,こ れ を収納 す る記憶装置 に は,年 々大型

化 の要求 が強 ま ってい る。

主記憶装 置 の容量 も,最 近で は メガバ イ トの大 きさが普 通 にな り,IBM370/195で は

最 大4メ ガバ イ ト,国 産機 で も最 大8メ ガバ イ ト,電 電 公社 のDIPS(Dendenkosha

InformationProcessingSystem)で は最 大16メ ガバ イ トに もな ってい る。

補助記 憶装置 の大容量化 は,集 合 磁気 デ ィス クパ ック装置 が中心で あ る。IBM3330は

1装 置 あた り最大800メ ガバイ トに も達 して い る。 国産機 では230メ ガバ イ トの ものがす

でに出荷 され,さ らに大容量 化 の研 究が進 ん でい る。未 来の メモ リとして,ホ ログ ラフ ィ

・メモ リの研究 も盛ん であ る。実用 化 までに は数 年 を要 す る と思 われ るが,大 容量 の ファ

イル ・メモ リとして期待 され てい る。

Cl高 信 頼 性

か らく りが複雑 にな り,部 品 の数 が増 えて くる と,個 々の部 品の故障 の確 率 は相 当低 く

て も,全 体 としてはか な り高 い確率 に な って しま う。 しか も,複 雑 に なれ ばな るほ ど,故

障や誤 動作 を人 間が発 見す ることは,不 可 能 にな って くる。 そ こで,故 障が起 りに くい,

また起 こって もす ぐ直せ るコン ピュー タが要 求 され る。

論理 演算装置 の信頼度 は,集 積 回路 の進 歩 に よって飛 躍的 に向上 し,最 近 では,1ゲ ー

ト当 た り20フ ィッ ト以下(1フ ィッ トは10億 時間に1回 故障 の起 る確率)に な ってい る。

機電 法 によ る電子計 算機高度 化計画 で は,1974年 度 までに,1ゲ ー ト当た り10フ ィッ ト以
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2-1-3表 コ ンピュータ関係の外資進出状況

種類 外 資 日 本 法 人
'

日本側出資者
外資

比率

設 立

年 月
業 務 内 容

株

式

取

得

IBMWTC 日本 ア イ ・ピー ・エ ム
一 100 25.10

電子計算機 の製造,輸 出入,販 売,

保守

TheNCRCo.
日本 ナシ ョナル金銭

登 録機

日証金,東 洋信託

銀行,個 人
.

72.2 26.1
金銭雛 織 および会言+機の製 造販

売,電子計算機の輸出入,販 売,保 守

S。RCorp. 日本 ユニパ ック
三井 物産,沖 電気

工業,三 菱電機
34.3 33.3 電子計 算機 の販売, .保守

MincoCorp.Ltd. 住友 ス リーエム
日本電気

住友電工
50 36.9

磁 気テープ 磁 気ディス クパ ック

の製造,輸 出入,販 売

Hewll,t.P。,kardd。.
横 河 ヒ ュ ー レ ッ ト

パ ッ カー ド
横河電気 49 38.8

計測器,高 級電 卓,ミ ニ コン ピュ

ータの製造,輸 出入,販 売,保 守

S.RCorp. 沖ユニパ ック 沖電気工業
傷

49 38.9 電子計算機 の製造,輸 出,保 守

MemorexCorp. 日本 メモレックス 一 100 43.7
磁気テープ,磁 気 ディスクパ ックの

輸入,販 売,周 辺装 置の保守

(住友 ス リーエム) 山形住友 ス リーエ ム 一 100 45.2 磁気ディス クパ ックの製造,販 売

ControlDataCorp. 日本 シ ー デ ィー シー 伊藤忠商事 50 46.4 電子計算機の販売,保 守

支

店

設

置

IBMWorldTrade

AsiaCorp.

一 一 一 35.3 ア ジア地区子会社の統括,連 絡

ControlDataFar

EastInc.

一 一 一 41.11 電子計算機に関する調査,連 絡

DigitalEquipment

Corp.InternationaI

一 一 一 43.7 ミニ コンピュー タの販売,保 守

Recognition

EquipmentJapanInc.
一

二
一 43.8 OCRの 販売,保 守

MemorexPacificCorp. 一 一 一 43.9
磁気 テー プ,磁 気ディスクパ ックの

輸 出,調 査,連 絡

HoneyweU

E[ectronicsInc.

一 一 一 44.9 技術援助に関する連絡

ElectronicMemories
,

&MagneticCorp.

一 一 一 46.4
磁気 ディククパ ック等 に関 する調

査,連 絡

CalcompPacificCorp. 一 一 一 作 図装 置の販売,保 守
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下 にす る ことを目標 に掲 げてい る。

IBMの システ ム/370発 表 以来,RASに 関す る議論 が盛 んであ る。 これは,信 頼性

(Reliability),可 用性(Availability)お よび保 全性 ・(Serviceability)を 総称 した もので,

故 障 しに く く,少 々の故障 は 自 ら検 出 して これ を手 当 し,故 障 した な らば容易 に修理 で き

るよ うな,そ して全体 と して高 い稼動率 を実現 す るコン ピュー タを作 ろ うとい う議 論で あ

る。 この ために は,素 子 のみな らず,ア ーキ テ クチ ャ(か らく り)に もさま ざまな工 夫 が

行 なわれ る必要 が あ り,こ の方 面の研 究 も盛 ん に行 なわ れてい る。

D.高'操 作 性

コンピ ュー タが社会 の広範 な層に よ って使用 され るた めには,そ の操作 や プ ログラムの

作 成が容 易 でな くてはな らない。 フ.ログ ラム作成 のため には汎用性 の高 い新 しい フ.ログ ラ

ム言語PL/1が 注 目 され,国 産各社 もこれ を揃 えつつ あ る。 また,オ ンライン ・シス テ

ムの普 及 に ともな って,マ ンマ シン ・イ ンタ フ ェース と して タイフ.ライタや デ ィスプ レイ

装 置の ほか各種 の アプ リケ ーシ 。ンに適 した専用 の端末装 置が 開発 されてい るほか,日 本

語特有 の漢字 を扱 う入 出力装 置 も開発 が進 んで い る。

5.外 資 の進 出状況

わが 国 コン ピュー タ産業 に おけ る外資 の進 出 で,最 古 かつ最大 の ものは 日本 ア イ ・ピー

・エム㈱ で あ る。 同社 は戦 前 にせん孔 カー ド式統 計機 械の販売 会社 として存 在 した 日本 ワ

トソン統計 機㈱ が,1949年 に衣 替 え した もの・で,1960年 のIBM特 許 公開 を機 に国内生 産

を開始 し,現 在,シ ステ ム/370モ デル155,同 モデル135お よび システ ム/3モ デノレ10の

本体 装置 な らびに3330磁 気 デ ィス ク装置 をは じめ とす る数 機種 の周辺 装置 を製 造 し て い

る。・

沖電 気工業㈱ とスペ リー ラン ドの合弁 会社 で あ る沖 ユニパ ック㈱ は1963年 に設立 され,

現 在UNIVAC9000シ リー ズを国産化 してOUKの ブラン ドで製造 し,沖 電 気工業㈱ と
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日 本 ユ ニ パ ッ ク㈱(ス ペ リー ラン ド40%,三 井 物 産 ㈱40%,沖 電 気 工 業 ㈱5%,そ の 他15

%)の 両 社 を通 して販 売 して い る。

そ の他,コ ン ピ ュー タ関 係 の 外 資 進 出 状 況 は,2-1-3表 に ま とめ た とお りで あ る。

6.外 国 メー カ ーの動 向が 与 え る影響

コン ピュー タ産業 の企業構 造 を世 界的 にみ ると,ア メ リカ系企業 群が圧 倒的 に強力 で あ

り,世 界市 場 の94%を 占めてい る。 中 で もIBMが ア メ リカ市 場 の70%,世 界市場 の66%

を 占め て強 大 な市場 支配力 を持 ち,こ れ に続 くメー カーはいずれ もIBMの10分 の1以 下

とい う,巨 人 と小人 達 の世界,い わ ゆ るガ リバー型構 造 にな ってい る。 わが国 の コンピュ

ー タ産i業の市場 占有 率 は,世 界 的に見 ると2%余 りに過 ぎず,IBMほ か,強 大 な海外 コ

ン ピュー タ ・メー カーの動 向が,わ が 国 コン ピュータ産業 に与 え る影 響 は極 めて大 きい。

最 近 の顕 著 な動 きとして,次 の よ うな事実 をあげ るこ とが で きる。

A.RCAの 撤 退

1971年9月,RCAは 汎 用 コンピュー タ部 門か らの撤退 を発表 した。 これは1970年5月

のGEの 撤退 に続 いて2社 日であ り,IBMを と りま く7人 の小人達 の うちの2人 が退場

したわ けで,残 るは スペ リー ラン ド(ユ ニパ ック),HISI,CDC,バ ロー ス,NCR

の5社 に な った。RCAが レンタルを してい るカス トマ ・ベ ー スは スペ リー ラン ドが買取

る ことに な った。

RCAは,わ が 国の㈱ 日立製 作所 お よび西 ドイツの ジー メンス と技 術提携 を していたた

め,両 社 の動 向が注 目され たが,㈱ 日立製 作所 は最 近RCAに 対す る技術依 存度が極 めて

低 くな ってい るため,実 質 的 な影響 はほ とん どない として,1972年 に入 るとす ぐ,技 術導

入契 約 を終結 させ て しまった。 これ によ って,㈱ 日立製作所 は富士通㈱ 同様,純 国産技 術

に よって新 しい コン ピュー タの開発 に と り組 んで行 くことにな った。

ジー メンス も同 じ道 を強 い られ るこ とにな ったが,ヨ ー ロ ッパ連合 に よ る共同 開発 をめ
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ざ して,フ ラシスのCII,牙 ランダの フ ィ リップスな ど と提携 を進 めてい る。1971年 暮

に は,わ が国 の富士 通㈱ と㈱ 日立製 作所 に対 して も提携 を申 し入 れて きてい る。

B.国 際的産業再編成

RACの 撤退 に刺 激 され るまで もな く,巨 人IBMに 対 抗す るに は,小 人達が束 に な っ

てか か るしか ない といわれ て来 たが,そ の ための合 併,提 携 の動 き も,最 近 では国境 を越

えて拡 が り始 めてい る。

す でに イギ リスはICL,フ ランスはCII各1社 に集約 され,西 ドイ ツでは ニ クス ド

ルフ とAEGテ レフンケ ンが,1972年1月 合弁 会社 テレフ ンケン ・コン ピューター ズを誕

生 させ てい る。 ア メ リカで は,1970年 にGEが ハネ ウエルに吸収 されてHISIが で き,

1971年 にRCAが 撤 退 してユ ニパ ックに吸収 され,1972年1月 にはNCRとCDCが 研 究

開 発 および製造両面 で提携 をす る ことにな った。

NCRとCDCの 提 携 は,本 体 につい ては両 社共 同で新 しい フ ァ ミリーを開発 し,そ の

分 担 は大型 がCDC,中 小型 がNCRと す る,周 辺装 置 につい ては合弁 の新会 社 を 設 立

し,そ こで開発 および製造 を行 な う,販 売 は両社 それ ぞれ の ブ ラン ドで独立 に行 な う とい

う もので,わ が 国にお け る系 列集約 化 と似 た よ うな内容 にな ってい るの は興 味深 い。

国境 を越 えた動 きとしては,ア メ リカのCDCと イギ リスのICL,フ ランスCIIの

3社 が合弁 の調'査会社 マルチ ・ナ シ 。ナル ・デー タを設立 してい るが,ヨ ー ロッパで は,

反IBM十 字軍 の結成 は各 国共通 の課題 であ り,1972年2月 には,西 ドイツの ジー メンス

とフ ランスのCIIが,コ ン ピュー タの製造,販 売 両面 で提 携 を結 ん だ。

この提携 は,当 面両 社 の既存 機種 の調 整 をはか り,両 国の市場 で それ ぞれが独 占販売権

を もつ とい うものであ るが,将 来 は共 同研究 機関 を設 けて新 型機種 の共 同開発 な どを行 な

う とい う。 そ して第3番 目の提携相 手 として オ ランダの フ ィ リップス も加 わ る予定 に な っ

てい るとい う。 さ らに イ タ リアの オ リベ ッテ ィと も提 携交 渉が行 なわれ てい る。

わ が国では,1971年7月 に これ ら諸 外 国の動向 の他 に,貿 易,資 本両面 に わた る自由化

措 置が決定 され たこ とが,刺 激 にな って,富 士通㈱ と㈱ 日立製 作所,日 本 電気㈱ と東京芝

浦電 気㈱,沖 電 気工業㈱ と三 菱電機㈱ とい う3組 の提 携 が実 現 した。 各 グル ープ と も新機
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種 の共 同 開発 を目指 してお り,当 面 外国企業 との提携 は,沖 三菱 グルー プが スペ リー ラン

ドと関係 を もつ他 は,考 えて いない模 様 であ る。 しか し,1972年3月 には,CIIの 代 表

が わが 国 を訪れ,富 士通㈱,㈱ 日立製作所 お よび三 菱電機㈱ に対 して 日仏 間の提 携 を求 め

て来 てい る。 各社 とも,得 る所 な しとい うことで この話 には消極 的で あるが,1971年 暮 の

ジー メンスによ る富士通 日立 グルー プに対す る打診 な どと も合 わせて,い よい よわが国 も

国際 的再 編成 の波の 中に放 り出 され たわけで あ る。

CDCとNCRの 提 携 の進 展 の仕方 に よっては,両 社 の製品 の販売 を行 な ってい る日本

シー ・デ ィ ・シー㈱(CDC50%,伊 藤 忠50%)と 日本 ナ シ ョナル金銭登録 機㈱(NCR

70%)の 関係 に も変化 が起 るこ とが考 え られ,こ の動 き も注 目 され る ところで あ る。

7.円 切 り上 げ とレ ンタル料 引下 げ

IBMが システ ム/370を 発表 して以来,そ の性 能,価 格比 の高 さ故 に,在 来機 に とっ

て は同 じ性能 の コン ピュー タを低廉 な レ ンタル料 で提供 され る形 とな り,国 産 コンピ ュー

タ ・メー カーは各社 と も苦 しい立場 に立 た されて来 た。 これ に さ らに追打 ちをかけ るよ う

に,円 切 り上 げによ る差益還 元 とい う理 由によ る輸入 コン ピュー タの レン タル価 格引下 げ

が,1972年1月 以降行 なわれ た。

1971年8月 の変動相 場制移行 以来,輸 入 コン ピュー タの ユーザ ーは為替差 益 の還元 に よ

る レジタル価格 引下 げを求 めてい たが,1971年12月 に 円平価 の切 り上 げが実施 され ると,

この動 きは ます ます大 きくな り,ま ず 日本 ユニパ ック㈱ が1972年1月,平 均2.5%の 値下

げを発 表 した。 これは,新 鋭 のUNIVAC1110お よび好 評 のUNIVAC1106本 体 を2%・

磁気 テー プ装置,磁 気 デ ィス ク装 置 な ど周辺装置 の一 部 を6%程 度 引下 げ,シ ステム全体

を平 均す る と2.5%の 値 下 げにな るといわれ てい る。 スペ リー ラン ドの輸 出価 格 も引上 げ

られ るため,為 替差 益 は メー カー,デ ィー ラー,ユ ーザーがほ ぼ1/3ず つ受取 るこ とにな る

とい う。

1972年2月 には,高 千穂 交易㈱ が バv－ スの コンピュー タを平均2.5%値 下 げす る と発

表 した。 為替差益 のほ か,1972年4月 か ら予 定 されてい る輸 入関税率 の1割 引下 げを も考
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慮 に入れ てい るが,こ の場合 もバ ロースの輸 出価 格 は12%値 上 げ され る とい・う。

続 い て,日 本 エ ム ・デ ィ ・エ ス㈱ が 同社 のキ ーツ ーテー プ装置 の レン タル価 格 を40%引

下 げ る と発表 した。 これ は単 に為替 差益 の還元 とい う目的 の他 に,紙 カー ドパ ンチ装 置 に

か わ って,コ ンピュー タ入力装置 の主流 に なろ うとす る市場戦 略 的な意味 を もつ もので,

MDSは ア メ リカ国内 で も,値 下 げ を実施 し,輸 出価 格 も引下 げ られてい る。

1972年3月 には,つ いに 日本 アイ ・ピー ・エ ム㈱ も値下 げに踏切 るに到 った。新 世代 の

システ ム/370の 本体 を1.3%,主 要 な周辺 装置 を8.6%引 下 げ,シ ステ ム全体 では平 均約

3%に な る。小型 機 の システ ム/3と 制 御用 の シス テム/7は 平均4%の 引下 げが行なわ

れ,旧 世代 の システ ム/360は 引下 げ られ ない。

IBMは,1971年6月 に,一 定期 間解 約 しな い とい う契 約 を条 件 に,紙 カー ド機器 を除

く大半 の周辺 装置 の レン タル料 を8～16%引 下 げた。 これは システ ム全体 にす ると平 均5

%程 度 にな るとい われてい る。1971年7月 には,日 本 アイ ・ピー ・エ ム㈱ もこれ に追 随 し

て い る。

この措置 は,最 近急速 に成 長 して来 た プ ラグ ・ッー ・プ ラグ ・コンパチ ブルな装 置 を供

給 す る独立 周辺装置 メー カー対策 だ といわれ,ア メ リカで は その後1971年8月 に,シ ステ

ム/360本 体 の レ.ンタル料 を約4%,シ ステ ム/370の レンタル料 をお よそ8%値 上 げ し,

保守 料 も20%引 上 げ るとい う措置 が発表 され た。

この措置 は ニ クソ ンの 物価凍結 令 によ って一 時 中止 され た ものの,1972年 に入 る と実 施

され た。 わが 国につい ては,こ の措 置 は行 なわれ ない まま,さ らに値下 げが行 なやれ たわ

けで,IBMに つ いて見れ ば,国 産 コンピ ュー タ ・メー カーは トリプルパ ンチを喰 った こ

とに な る。

優 れた コ ンピュー タが低額 な価格 で提 供 され るこ とは,ユ ーザーの あ まね く望 む ところ

で あ り,国 産 コン ピュー タrメ ー カーは,技 術開 発に よ る性 能向 上 とと もに,一 層の合理

化 に よって,生 産 費の低減,サ ー ビスの向 上に努 め な くて はな るまし・。 一
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第2章 わが国の情報産業

1・情 報処 理サー ビス業

A・ 情報処理 サー ビス業 の業界規模

わが国 に おけ る情報処 理 サー ビスi業の企i業数 は,JECC(日 本電 子計算 機株式会社)

の調 査 に よれ ば2-2-1表 にみ られ る とお りで あ る。1968年 の183社 か ら1971年iCは394社

とな り,わ ず か3年 間で211社 と2倍 以 上 も増加 してい る。 なかで も公共機 関,メ ー カー

系 列 を除 いた独立計 算受託企 業 の増 加 は著 し く140社 か ら330社 にな り,190社 すなわ ち

135%の 伸 び率 を示 して お りその構成比 も76.5%か ら83.8%と 増大 してい る。 このよ うに

情 報処理 サー ビス業界 は急激 に膨張 して きてい る極 めて新 しい産業分野 で あ る。 この こ と

は,通 商 産業 省が行 な ってい る 「情報 処理実 態調査 」で も明 らか であ り(2-2-2表 参照)

1960年 代 にはい ってわが 国の コン ピュー タ利 用が 急速 に増 加す るに と もない情 報処理 サー

ビス業 の企i業数 も急増 して きたが,現 在 の情報 処理 サ ー ビス業 の約8割 は1965年 以降 に設

立 され てい る。 また設立 の動 機 も 「一 般受 注の ための設立 」が最 も多 く44.0%を 占め,次

い で 「共 同計 算 セ ンター として設立 」の23.3%と な ってお り,こ の ことは特 に1969年 ～70

年 に顕 著 に現 われ てい る。

これ らの こ とか ら近年 の情報 処理 サー ビス業 の増大 は,わ が国 におけ る情報 化 の進展,

知 識 集約型 産業 の中核 として の情報 産業 に対す る高度成長性 への期 待か ら新規 参入 の企 業

が 相 次い でい ることをよ く表 わ してい る。
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B.情 報処理 サー ビス業 の企業規模

わ が国の情報処理 サー ビス業 の企 業規模 は設 立時期 が新 しい こと もあって小規 模 の もの

が 多い。 この こ とは,通 商産 業省 の調 査 に よる と2-2-3,2-2-4表 に み られ る とお りであ る。

『まず従業員 規模別 にみ てみ る と
,1971年 で従業員50人 未 満 の企業 が121社(全 体 の62.7%)

と大 半 を占め てお り,従 業 員500人 以上 の企 業 はわず かに3社(全 体 の1.6%)で あ る。 ま

た,1970年 と比較 してみ ると企 業規模 別構成 比で大 きく変 化 してい るのが従業 員30人 ～100

人未 満の企業 でお よ そ33%か らお よ そ40%へ と上昇 してい る。 この こ とは,従 業員30人 未

満 の企業 が成長 して きた こ とや新規参入 の企業 規模 な どに影響 されてい ると考 え られ る。

つ ぎに年 間事 業収入 を規模別 にみ てみ る と,1971年 で年 間事 業収 入が1億 円未満 の企 業

が112社(全 体 の58.1%)で 大 半 を占めてお り,10億 円以上 の年間事業 収入 の企 業 はわず

か10社(全 体 の5.1%)で あ る。1970年 と比較 す る と構 成比 で大 き く変化 してい るのが年

間事i業収 入1億 円か ら5億 円未 満の企 業 で21.4%か ら30.1%へ と上昇 してい る。

このよ うに,非 常 に小規模 であ るわが 国の情 報処理 サ ー ビス業 の企業規模 も徐 々に では

あ るが拡大 の方 向に向 ってい るとい って よいで あ ろ う。 しか し,他 の産 業分野 か ら比較 す

れ ば依然 と して中小 企業 の域 を脱 してい ない。 この ことは,わ が国の情報処理 サー ビス業

が わず か10年 余 の歴 史 しか有 していない きわめ て新 しい産 業 であ る とい うこ とに起 因 して

い るとと もに,情 報 処理 サ ー ビス業 が頭脳 労働 を主 体 としたサー ビスの質 に よって競 合 し

てい るため,直 接企 業規模 に依存 す る ものでは な くて シ ステムズ ・エ ンジニ アや プログ ラ

マな どの情報処理技 術者 の技 術力 に大 きく依存 してい るため と考 え られ る。また,そ の結果

としての この業 界へ の新規参入 企業 の続出が この ことをよ く表 わ してい る。す なわ ち,こ

の業 界へ の新規 参入 には優秀 な情報処理 技術者 の確保 が最大 要件 で スケール ・メ リッ トの

大 きい他産業 に おけ るよ うに巨大設備,多 量 な労働力,巨 額 な資金 が参入 のた めの必須 条

件 に はな らず小資本,小 人数 で創業 で きることで あ る。 しか し,企 業 規模が小 さい場 合 に

は,技 術力,経 済力 の面 で もま とま った プロジ ェク トを受 託で きない とか,市 中金融 機関

の 信用が不足 して十 分な資金調 達が で きないな どとい うよ うな制約 が あ ると考 え られ る。

と くに情報 処理 サ ー ビス業 において は資金調 達 の制 約 が大 き くその業界体 質か らみて企業
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経 営 には相 当の資産 を必要 とす るこ とか ら資金調 達可能 な企 業規模 に まで拡 大 す ることが

必要 とな るで あろ う。

C.情 報処理 サービス業の顧 客

情 報処理 サー ビス業 の顧 客 は,通 商産 業省 の調査 によれば2-2-5表 にみ られ るとお り・

1971年 で大企 業 が56.1%と 大 半 を 占め てお り,つ いで官 公庁 が19.5%,中 堅 企業が16.8%

とな ってお り,中 小企業 の利用 は7.6%と きわめて低い。 中小企業 での コン ピュー タの設:

置 状況 と利用水準 な どか ら考 えてみ ると,中 小企業 の情報化 は それ ほ ど進 んで はいない。

その進展,振 興 の ために もこれ ら専業者 で ある情報 処理 サー ビス業 を コ ンピュー タ導入 の

ための実験 台 に利 用 した り高 度 な情報処理 の委託 な どの活用 が望 まれ る。 また,全 業種 か

らみ る と製 造業 は よ く利用 してい るが業種 別 にみてみ ると全 般的 に個別製造 業 の利用 は低,

い。

なお,こ れ を1970年 と比較 してみ ると大企 業 で1970年 の55.2%か ら1971年 の56.1%,官

公庁 で18.9%→19.5%と 若干上 昇 し,逆 に中堅企 業,中 小企 業 は それ ぞれ16.9%→16.8%s■

9.0%→7.6%と 低下 して きてい る。

また,業 種 別 にみ る と製造 業 の ウ ェイ トが1970年 の36.6%→1971年 の26.0%と9.4%も

低下 してい る反面,そ の他 の業 種 は63.4%→74.0%と10.6%も 大 幅 に上 昇 してい る。 この

ことは中小企 業 を除 い た他 の利用先 にみ られ るが,と くに大 企業 の その他 の業種 での ウェ

イ トは1970年 の26.3%→1971年 の35.6%と 大 きく上昇 してい る。 これに反 して中小企業 は、

全 業種 と も低下 してお り1970年 の9.0%→7.6%と ます ます利用 が不活 発で あ る。 この よ う・

に昨 年 に比べ て中堅企業,中 小企 業 の利 用の低下 や製造業 か らその他 の業種 への移行 は,

契 約金 額(1970年)と 売上 金額(1971年)と 統計 ベ ースが異 な るこ ともあ るで あろ うが,

昨今 の製造業 を中心 とした景 気 の低 迷が,情 報処理 サー ビス業 へ の外注経 費の削減 とな っ

て影 響 した こ とに よる と考 え られ る。
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D情 報処理 サー ビス業 の業務内容

情 報処理 サー ビス業 の年間売上 高 は通産 省 の調査 に よれ ば2-2-6表,2-2-7表 にみ られ

るとお り1971年 で は調査 対象企業 数188社 で およ そ390億 円であ り,こ れ を1970年 と比 較

す れ ば,同 年 は企 業数180社 でお よそ331億 円であ るか ら伸 び率 は17.8%で あ る。 また,最

近2年 間だ けで現在企業 数 の2割 もの新規 参入企 業 があ り,そ れ ら新規 参入企 業 の年 間売

上高 の多 くが業界 水準 をは るかに下 まわ ってい た に もかか わ らず1企 業 当 りの平均売上 高

は1970年 の184百 万 円か ら1971年 の207百 万円 と12.8%増 加 した。

次 に情報 処理 サー ビス業 の年 間売上高 の 内訳 をみてみ ると,事 務計 算,科 学 計算 な どの

受 託 計算 が1970年 の52.9%→1971年 の63.2%と い ずれ も売 上高 の大 半 を占め10.3%も ウ ェ

イ トが高 くな って お り,な かで も事務計 算 の受 託が圧倒 的 な ウ ェイ トを占め1970年45.2%

→56.8%と11.6%も 上昇 してい る。

ついで ソフ トウ ェアの開発 ・フ。ログラム作成 は1970年 の11.4%か ら1971年 の13.4%へ と

上昇 してい る。 逆 に,カ ー ドパンチ ングでは1970年 は11.8%で あ ったが1971年 に は9.2%,

マ シンタ イム販 売で は1970年 の8.1%か ら1971年 の7.2%と いず れ も低下 してい る。 また

1企 業当 りの平均 売上高 の内訳 をみ てみ る と,業 務別売 上高 の対1970年 伸 び率 が総売上 高

の 対1970年 伸 び率12.8%を 大 き く上 まわ る ものは,事 務 計算 の41.7%,ソ フ トウ ェア開発

・プ ログラム作成 の32 .6%,情 報提 供 の54.5%で,逆 に1970年 よ り大 きく下 まわ った もの

に要 員派遣 サー ビスの△26.0%,そ の他計 算 の△24.6%,講 習会等教育 訓練 の△22.9%,

コ ンサル テ ィングの△17.3%,カ ー ドパ ンチ ングの△12.6%が 挙 げ られ る。 この よ うな こ

とか ら情報 処理 サ ー ビス業 の全般 的 な傾 向 として要員 派遣 サ ー ビス,カ ー ド ・パ ンチ ング,

マ シンタイム販 売 な どの本 来的 でない単純 業務 か ら受託 計算,ソ フ トウ ェア開発 ・プ ログ

ラム作成 な どの情報処理 サー ビス業本来 の業務 へ移行 しつつあ り,業 務内容 が高度化 して

きてい るとい え るで あろ う。
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E.情 報処理 サー ビス業 の動向

わが 国にお け る今 後 の情報 処理 サー ビス業 の業 務に最 も強 く影響 を与 え る要 因に公衆電

気通 信法 の改 正 によ る1971年9月 か らの通 信 回線 の本格 的な開放 があ る。JECC(日 本

電子 計算機 株式会社)の1971年 の調 査 に よれ ば情報処理 サー ビス業109社 の うち 「オ ンラ

イン計画 」 を もってい る企 業 は52社 ・47.7%と 約半数 で あった。 また,オ ン ライン方式 で

は68件 の うち顧 客 との接 続が40件 で最 も多 く支社 とが11件,関 係企 業 とが15件,そ の他2

件 とな ってい る。 この よ うに 「オ ンライ ン化 」 に対 して非常 な期 待 を寄 せ てお り,こ の こ

とは今 後 の情 報処理 サー ビス業 の成長 ・発 展の鍵 と もな るであ ろ う。 その他,今 後 の情 報

処理 サー ビス業 で台頭 して くる と予想 され る業務 に システ ム(コ ンピュー タ も・ふ くむ)一

括請 負 いで ある ファ シ リテ ィ ・マネジ メン ト・サー ビスや非 常 に専 門化 した アプ リケ ー シ

。ンに ょ る情 報処理 サー ビス(た とえば構 造計算 な ど)な どが あ る。

(財)日 本 情報処理 開 発 セン ター(情 報 化指標 作成委 員会第3分 科 会 によ る)で この よ う1

な背景 や コン ピュー タ設 置 セ ッ ト数 な どか ら1975年 にお け る情報処理 サー ビス業 の売上高

を予 測 してい る。 それ によ ると,コ ン ピュー タ予 測設置 金額35,000億 円の8.0%に あた る

2,810億 円 で これは1969年 の260億 円 の10.8倍 に あた る金 額で あ る。

この よ うに今後 の情報処理 サー ビス業 は情報 産業 にお け る中核産 業へ と発展 して ゆくで

あろ う。

2-2-1表 経営主体別の情報処理サービス業の企業数およびセンター数

経 営 主 体

独 立 計 算 受.託 企 業

メーカーお よび関連販売会社

公 共 機 関

合 計

事 業 体(企 業数)

・968・…1・97・ ・…1轍

140
(76.5)

31
(16.9)

12
(6.6)

183
(100.0)

330
(83.8)

43
(10.9)

21
(5.3)

394
(100.0)

190

12

9

211

セ ンター(セ ンター数)

・968・ …1・97・ ・…1増 減

150
(63.3)

75
(31.6)

12
(5.1)

237
(100.0)

402
(74.0)

120
(22.1)

21
(3.9)

543
(100.0)

252

45

9

306

(注)カ ッコ内は構成比 日本電子計算機(株)「 日本の情報処理サービス業」より
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2-2-2表 設 立動機別の情報処理 サー ビス業の設立年次

年

次
合

ユーザー計 共同計算セン会計事務所等

計 算部門の独 ターとしての のサービスの
立 設 立拡 大

一般受注の

ため設立
そ の 他

計

1958

1959

1960

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

193(100)

4(2.1)

1(0.5)

5(2.6)

6(3.1)

9(4.7)

11(5.7)

10(5.2)

25(12.9)

29(15.0)

28(14.5)

26(13.5)

18(9.3)

1

2

1

1

2

2

2

2

2

45(23.3)

1

1

1

3

7

13

8

31(16.1)

1

1

2

3

9

5

3

85(44.0)

2

1

2

4

6

7

6

13

9

6

12

14(7.3)

1

1

1

1

1

4

2

2

1

1970 33(17.1) 2 11 5 15 |

1971

3月 6(3.1) 2 2 2

まで

(注)1.1971年 度 の通商産業省 「情報処理実態調査 」による。

2.年 間 事業収入 の50%以 上 が ソフ トウェア開発関係の収入 によって占め られてい

る企業 も含 む。

2-2-3表 従 業員規模別の情報処理 サー ビス業

従業員
規模

計

1～9人

10～29人

30～49人

50～99人

100～499人

500人 以 上

1970年

社 数 構 成 比

182

27

56

33

27

34

5

100.0

14.8

30.8

18.1

14.8

18.7

2.8

1971年

社 数 声 威比

193

30

49

42

35

34

3

100.0

15.5

25.4

21.8

18.1

17.6

L6

(注)2-1-1表 の 注参照
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2-2-4表 年間事業収入別の情報処理サービス業

事業収
入別

年 別

計

1～9百 万 円

10～49〃

50～99〃

100～499〃

500～999〃

1,000～1,999

2000百 万 円 以 上

1970年

社 数 已 成比

182

17

66

36

39

13

7

4

100.0

9.3

36.3

19.8

21.4

7.2

3.8

2.2

1971年

社 司 繊 比

193

19

58

35

58

13

6

4

100.0

9.9

30.1

18.1

30.1

6.7

3:1

2.0

(注)2-1-1表 の 注参照

2-2-5表 情 報処理 サー ビス業の 利用者の内訳

規 模

業 種

製 ・造 業

そ の 他 業 種

合 計

大 企 業

・97・年1・97・年

28.9

26.3

20.5

35.6

SS・2156・1

中堅 企 業

・97⇒ ・97・年

5.6

11.3

16.9

3.8

13.0

16.8

中小 企 業

・97・年1・97・年

2.1

6.9

9.0

1.7

5.9

7.6

官 公 庁

・97・年1・97・年

18.9

18.9

19.5

19.5

計

・97・年1・97・年

36.6

63.4

100.0

26.0

74.0

100.0

注:1.1970年182社 にっ いて,顧 客 の過去1年 間(1969年4月1日 ～1970年3月31日)の 利用

状 況(契 約金額)に ついて,下 表の基準によ り,規 模別 の利用者 の内訳を計算 した もので

ある。

2.1971年 は,193社 に ついて,顧 客の過去1年 間(1970年4月1日 ～1971年3月31日)の

利用状況(売 上高)に ついて,下 表の基準 によ り,規 模別の利用者の内訳 を計算 した もの

であ る。

3.そ の 他は2-1-1表 の 注参照。

区 分 名1大 企 業 已 堅 企 業1中 小 企 業

製造業の場合 資本金10億 円 以上 かっ従

業員1,000人 以上

大企業でも中小業で も

ない場合

資本金5,000万 円未満 ま

たは従業員300人 未 満

その他の業種の場

合

資本金2億 円以上かっ従

業員200人 以上

大企業でも中小企業で

もない場合

資本金1,000万 円未満ま

たは従業員50人未満
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2-2-6表 情報処理サービス業の業務分野別の年間売上高

＼ 項目
年 間 売 上 高 構 成 比

業繊 ＼⊂L 1970年(A) 1971年(B) B/A 1970年 1971年

万円 万円 % % %
合 計 3,307,157 3,896,064 117.8 100 100

事 務 計 算 1,494,580 2,213,321 148.1 45.2 56.8

科 学 計 算 177,415 186,048 104.9 5.4 4.8

そ の 他 計 算 76,668 60,430 78.8 2.3 1.6

ソ フ トウ ェ ア 開 発

プ ロ グ ラ ム 作 成
378,024 521,123 137.9 11.4 13.4

カ ー ド ・パ ン チ ン グ 391,736 357,515 91.3 11.8 9.2

マ シ ン ・タ イ ム販 売 266,876 280,425 105.1 8.1 7.2

要 員 派 遣 サービス 150,544 116,321 77.3 4.6 3.5

コ ン サ ル テ ィ ン グ 43,818 37,858 86.4 1.3 0.9

講習会等教育訓練 17,192 13,956 81.2 0.5 0.4

情 報 提 供 5,892 9,538 161.9 0.2 0.2

そ の 他 304,412 99,530 32.7 9.2 2.5

(注)1.1970年180社,1971年188社 に っ い て 集 計

2.期 間 は1969年4月1日 ～1970年3月31日(1970年)

197∩ 年4月1日 ～1971年3月1日(1971年)

3.そ の 他 は2-1-1表 の 注 参 照

2-2-7表 企業平均の情報処理サー ビス業業務分野別年間売上高

＼ 年 別

業務分野
1970年(A) 1971年(B) B/A

万円 万円 %
合 計 18,373 20,724 112.8

事 務 計 算 8,303 11,773 141.7

科 学 〃 986 990 100.4

そ の 他 〃 426 321
●75
.4

ソフ トウ ェ ア 開 発

プ ロ グ ラ ム 作 成
2,100 2,772 132.6

カ ー ド ・パ ン チ ン グ 2,176 1,902 87.4

マ シ ン ・タ イ ム 販 売 1,483 1,492 100.6

要 員 派 遣 サービス 836 612 74.0

コ ンサ ル テ ィ ン グ 243 201 82.7

講習会等教育訓練 96 74 77.1

情 報 提 供 33 51 154.5

そ の 他 1,691 529 31.3

(注)2-1-6表 の注参照
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2.情 報 提 供 サ ー ビス業

A'.情 報 提供 サ ー ビス業 の発 展 の遅 れ

社 会 に氾濫 してい る情報 を生 きた もの と して有 効 に利用 で きるよ うにす るために は,そ

れ らの情報 が組織 的かつ,系 統 的に整理,蓄 積 され てお り,必 要 とす ると きにはいっ で も

取 出せ ることが要求 され る。 この よ うな要 求 に こた え る もの として,コ ンピ ュー タを利用

して情 報 を収 集,蓄 積,加 工 して,こ れ を広 く提 供 す る情 報提供 サー ビス業 がわが国 にお

い て も芽 ば えつつ あ る。

ア メ リカにお いて も,情 報 提供 サ ー ビス業 は,情 報産 業 のなかで も最 も新 しい分野 であ

るため,ビ ジネス として確 立 してい る もの は それほ ど多 くは ない。 しか しなが ら,オ フラ

イ ンに よ る消費者 信用情報,マ ーケ テ ィン グ情 報,医 療情報 な どの サー ビスが行 なわれ て

い るばか りでな く,オ ンライ ンに よ る株式 相場情報,企 業財 務情報,観 光予 約 な どの提供

業 務 が実施 され てい る。 .

この よ うな情報 提供 サ ー ビス業 は,情 報産業 の中 で も提 供すべ きサー ビスの質 につい て

最 も創 意 と工夫 が要求 され る産業 で あ り,そ の成 立型態 は次の2型 態に大別 され る。第1

の型 態 は,組 織内 の利用 のため に蓄 積 され たデ ータが商 品価値 を持 ち組織 内の利用 に と ど

ま らず,外 部 に提供 され るよ うにな るケー スであ り,た とえば,財 務情 報,株 価情報 あ る

いは企業情 報 な どにみ られ る。 第2の 型態 は,も っぱ ら外部組織 の活動 の ために必要 なデ

ー タを提供 す るサー ビス を目的 としたケ ースで,た とえば,信 用情報,海 外情報,科 学技

術情報,所 在情 報,予 約 な どにみ られ る。

わが国 におい ては,現 在 までの ところ政 府 または公共機 関によ って設 立 された組織が主

で民 間企 業 では緒 に つい たばか りであ る。 その発展 がお くれ てい る理 由は,企 業 経営上 の

基 礎的 な要件 が い くつ もあ ると同時 に社 会 的環境 の整 備が不十分 な ためで あ る。

と くに,情 報 を提 供す るた めの有 力 な手 段 であ る通信 回線 の利用上 に問題点 が あ るとと
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もに,提 供 すべ きぼ う大 な デー タを整備 し,サ ー ビスす るのに対 してユ ーザ側 の対価支 払

意識 が低 い こ とに問題点 が あ る。

今後,わ が 国にお いて も,コ ン ピュー タの急速 な普 及高度 化 に と もな い情報 提供 サー ビ

スに対 して各種 の ニー ズが発生 して くるこ とが予想 され てお り,社 会環境条件 の整備 が進

めば民間資本 を中心 とした情報提 供 サー ビス業 が本 格 的に出現 して くる もの と 考 え られ

る。

B.わ が 国 の情 報提 供 サ ー-mビス業 の概 要

現在 わが国 に存 在 してい る情報提 供 サー ビス機 関 は,政 府 または公共機 関 によ って設立

され た ものが主 で,民 間ベ ー スの ものは緒 に つい たばか りであ る。 代表 的な機 関は,っ ぎ

の とお りで あ る。

海 外情報 サー ビス として は,日 本 貿易振 興会 が1969年 か ら貿易業者 な どの不 特定多数 の

利用者 に必要 な情報 を サー ビスしてい る。 また世界 経済情報 サー ビスは,1969年5月 財 団

法人 として設立 され,一 般経 済情報,一 般 貿易 情報,国 民生 活,企 業経営,環 境情報,旅

行情報 な どについ て提 供 サー ビスを行 な う準 備 を進 め てお り,現 在 は印刷物 で これ らの情

報 をサ ー ビス して い る。

科 学技術情 報 に関 しては,日 本科 学技術情 報 セ ン ターが学術雑誌,論 文 な どの技 術文献

資料 の収集,提 供 を行 な うて お り,将 来 は全 国規模 で オン ライ ンの ネ ッ トワー クを編成 す

る計 画 を もってい る。 また,日 本科 学技術 振興 財団 で は,わ が国 にあ る研 究機 関に おけ る

研究 機関名 や所在 地 および研究者 な どの所 在情報 の検索 サー ビスを行 な うため,1970年 よ

り準備 を進 めてお り,ま もな く本 格的 な サー ビスを開始す る予 定 であ る,

財務情報,株 価情報 な どの企業情報 に関 して は,政 府機 関で あ る日本 開発銀行が銀 行内

部 で利 用 してい た企業 の財 務 デー タを特定需 要者 に対 して提供 してい るし,ま た,日 本興

業銀 行 とスタン ダー ド・アン ド・プァズ社 とが提携 して 日本,ア メ リカの主 要企業 の財務

デ ー タと株 価情 報 を磁気 テー プに よ り契 約者 に対 して提供 サー ビスを してい る。野 村総合

研究所 にお いては国 内主 要企業 の財務 デ ー タや株価情 報 を契約 者 に対 して提供 してい る。

商品市 況 と株 価情報 を同 時に提供 してい る機 関 として,日 本 経済新 聞社 が発足 させ た市
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況 情報 セ ンターが あ る。

不動 産情報 に関 しては,日 本不動産 取 引情 報 センターが あ り,東 京 都 お よび その周 辺の

不 動産 情報 をコ ン ピュー タに蓄積 して お き,顧 客 の希望す る物件 を迅 速 に提 供す る もので

ユ968年7月 以 降 サー ビスを行 な ってい る。

労 働市 場情報 に関 しては,日 本 労働市 場 セ ン ターが あ り,全 国の職業安 定所 に端 末機 を

設置 し,1967年 か ら職業 紹介,失 業保 険業務 を オ ンラインに よ り行 な ってい る。

この ほか,情 報 提供 サ ー ビス業 を実 施 または計画 中の機関 として各部道 府県 に ター ミナ

ルの 設置 を もった中小企業振 興事業 団 や,内 外 の特 許関係 の情報 を コ ンピュー タに蓄積 し

て お き,産 業界 の要求 に応 じて情報 を提供 す るために,ほ ぼ準備 を完 了 した 日本特許情 報

セ ンターな どが あ る。 また,民 間機 関 としては,個 人の信用 情報 を特 定の会 員 に提供 す る

ため,現 在準 備中 の(株)日 本 信用情 報 セ ンターな どが あ る。

3.ソ フ トウ ェ ア産 業 の 現 状

A.ソ フ トウ ェ ア ・ギ ャ ッ プ

電 子計算 機が進 歩 し,普 及 す るにつ れて,電 子計 算機 も単 な る電子 ソ ・バ ンの役 割か ら,

シ ステ ムの中核 と していわ ば人 間の神経 や頭脳 にな ぞ らえて情報 の処理機 械 の役 割 を果 た

す よ うに な って きた。 これに ともな って,電 子計 算機 その ものす なわ ちハ ー ドウェアよ り

もその利用 技術 と もい うべ きソフ トウェアの重要 性が増大 し,そ の研 究開発 が重要 な意 味

を持 つ よ うにな って きた。

わが国の情 報化 は,か な り進展 がみ られ る もの の,先 進諸 国な かんず くアメ リカ との間

に は大 きな格差 が あ り,そ のひ とつ と して,両 国 間の ソフ トウ ェア技術 の格差 が あげ られ

て い る。

わが国 とアメ リカとの間の ソフ トウ ェア ・ギ ャップを示す もの として,

①OECD技 術格差報 告書 に よる と,コ ンピュー タの発展 とと もに,コ ン ピュータ ・コ
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ス トの中に 占め るソ フ トウェアの比 率が増大 す るこ とが予 測 されて お り,ア メ リカでは

現在50%程 度 で あ るのに対 し,わ が 国で は20～30%に す ぎな い こと。

② わが国 とアメ リカとの情 報処理 の内容 をみ る と,ア メ リカでは,そ の およ そ50%が,

予測 ・判 断な どの高 度 な情 報処理 に使 われて い るの に対 し,(2-2-1図)わ が 国 では その

割合 は20%程 度 で あ るこ と。

③ アメ リカで は,全 コ ンピュTタ の お よそ20%が オ ン ライン情報処理 に用 い られ てい る

のに対 し,わ が 国で は その比率 は10%に も満 たない こ と。

な どが あげ られ る。

したが って,わ が 国が今後 一層 の情報処 理 の普及 と高度化 を図 ってい くため には,効 率:

的な ソ フ トウ ェア開発 を行 な うことに よ り,こ の よ うな ソ フ トウ ェア ・ギ ャ ップの解 消 を

図 っていかな ければな らない。

B.わ が 国 にお け る ソフ トウ ェア産 業 の現 状

ソ フ トウ ェア業 は,ソ フ トウ ェアの開発 を専 門的 に行 な う企 業 であ り,物 的資源 や情報:

処理技 術者 な どの人的 資源の効率 的利 用 を図 り,情 報 処理 の高 度化 を推進 してい くため に.

必要不可 欠 の産業 で あ り,情 報化 社会 の キー・イン ダス トリーの ひ とつ をなす もの であ る。

また,ソ フ トウェア産業 は,知 的活動 の集約度 が高 い,い わゆ る知識 集約産業 の 典 型 で

あ り,70年 代 のわが国 産業構造 の中核 を成 す重 要産業 の ひ とつ であ る。 と くに 自然 資源 に.

乏 し く人 口が高 密度 であ り,か つ,教 育水準 の高 いわが 国社 会 に とって,き わ めて適 した

将来特 化すべ き産業 のひ とつで あ り,そ の前途 は まこ とに明 るい もの と考 え られ る。

この よ うに,ソ フ トウ ェアの重要性 が強調 され,ソ フ トウ ェア産 業の将来 性が有望 視 さ

れてい るのに もか かわ らず,現 存 のわが国 ソフ トウ ェア産業 は,産 業 としての基 盤が非常

に脆 弱 であ り,そ の鮮 か な コン トラス トが,わ が 国 ソ フ トウェア産 業 の基本的 な特長 であ

る。

わが 国 ソフ トウ ェア業 は,業 界 団体 であ るソ フ トウェア産業振 興協会 に加盟 してい る42:

社 の ほか,情 報処理 サー ビス業者 の団体 で ある情 報 セ ンター協 会に加盟 してい る会社が兼一

業の形 で ソフ トウ ェア業 を営 んでい る ものや,ア ウ トサ イ ダーが相 当数 あ り,そ の実態 は.
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明 らか で は な い が,そ の市 場 規 模 は1971年 度 で お お む ね200億 円 程 度 と見 込 ま れ る。'(た

だ し,ハ ー ド ・メー カ ーの 提 供 す る ソ フ トは ふ くま な い)。 ソ フ トウ ェ ア会 社 の 実 態 の把 握

が 容 易 で は な い の は ソ フ トウ ェア業 が コ ン ピ ュ ー タ を持 た な く と も他 会 社 の マ シ ン を賃 借

す れ ば 良 く,創 業 費 が きわ め て小 資 本 で足 り,絶 えず 新 規 参 入 な どが あ るか らで あ る。

これ に対 し,ア メ リ カで は,今 日 す で に 多 数 の ソ フ トウ ェ ア企 業 が活 躍 して お り
,AD・

APSO(TheAssociationofDataProcessingServiceOrganizations ,Inc.)の 調 査 に よれ ば,

企 業 数 に して お よ そ1,000社(1970年),そ の 市 場 規 模 は3億 ドル(1968年)と い わ れ1972

年 に は6億 ドル に達 す る もの と予 測 され て い る*。 ア メ リ カの ソ フ トウ ェ ア業 界 は,NA

SA関 係,国 防 費 関 係 な ど政 府 予 算 の 削 減 と,不 況 の影 響 で 相 当 の 打 撃 を受 け
,1968年 当

時1500社 と い わ れ た業 界 が,整 理 ・統 合 な どに よ って1000社 程 度 に 減少 し,71年5月 に 全

米 第2位 の ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス とい わ れ たCAI(ComputerApPlicationsInc.)が 倒 産

す る な ど決 して 順 風 満 帆 とい う状 態 で は な い が,わ が 国 業 界 と比 べ れ ば 格 段 の 差 が あ る も

の と思 わ れ る。,

*IDC調 査 による と
,ア メ リカにお けるソフ トウェアの売上高 は,1969年 に4億5,000万 ドル(前 年

,比65%増),1970年 に5億3,5000万 ドル(前 年比20%増)と なってい る。

前述 したよ うにわ が国の ソフ トウェア企 業 の大 半 は,創 業以来 日 も浅 く,や っとそあ経

営 が軌道 に乗 りは じめた ところで あ り,多 くの 問題 に直面 してい る。

わが 国 とア メ リカの代表 的 ソフ トウ ェア企業 を比較 したのが2-2-8表 で あ るが,同 義 か

ら理 解 され るとお り,そ の規模 に はかな りの差 があ る。 ただ,ソ ・フ トウェア業 については

どの く らい スケ ール ・メ リ ットが働 くかが明 らかで はな く,ア メ リカの実 態 をみ て も,従

業 員300～400人 程 度の 中堅企業 が活躍 して お り,こ の範 囲 を越 え る とその技 術集 団的性 格

か らしば しぼ経 営管理 上の 問題 が生 ず る といわれ,企 業規 模 だけで比較 す るこ とはで きな

い 。 しか し,従 業 員1人 当 た りの売上高 に おいて も2～3倍 の 開 きが あ り,や は りかな り

の 格差 が存 在す.る もの と思 われ る。

この よ うな格差 の生 じてい る原 因,あ るいはわが国 におい て ソフ トウェア産業 が未成熟

で あ る原 因 として は,次 の よ うな点 があげ られ よ う。

① わが国 におい ては,情 報 とい うよ うな無形 の実 体 に対 価 を支 払 う慣 習が確 立 していな

い.ため,そ のよ う.なもの を生産 ・販売 す る産業 が育 ちに くい こ とδ'
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コ ン ピュ〒タ ・コス トに占めるソフ トウェアの比率
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電子技術 の進 歩 によ りコス トは下 がる

出典:OECD技 術 格差報告書

2-2-8表 ソ フ トウェア会社の 日米比較

企 業 名 従 業 員

(1968年 末)

年間売上高
(1968年)

日

本

A社 260人 10.5億 円

B社 160 4.3

C社 180 2.6

ア

メ

リ

カ

CSC 3,000人 192億 円

CAC 2,800 154

コ ン ピ ュー テ ィ ン グ ・ア

ン ド ・ソ フ ト ウ ェ ア 社
2,100 121

プ ラ ニ ン グ ・ リサ ー チ 社 1,600 84

オ ー トマ テ ィ ッ ク ・デ ー

タ ・プ ロ セ シ ン グ社
1,180 57

② わが国 には,ア メ リカの宇宙 開発 や国 防 とい った ビッグ ・プロジ ェク トに匹敵 す る プ

ロジ ェク トがな く,政 府 によ る先 導的 な大規模 の 開発 投資 がな されてい ない こ と。
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③ ソフ トウェア産 業の発展 は,窮 極 的に はいかに優 秀 な人材 を集 め うるかに かか ってい

るが,現 状 で は ソフ トウ ェア産業 に は,人 材,と くに システ ムズ ・エン ジニア,セ ール ス

エ ンジニ アが不足 してい ること。

④ 業務 内容 の ほ とん どが請負 に よ るソフ トウ ェアの作成 であ り,販 売力が ない ため先 行

投 資 を要す るパ ッケ ージ ・プ ・グラムの開 発が で きず,ソ フ トウ ェア開発 の主 導的役 割 を

果 たす ことが で きな い こと。

⑤ ソフ トウ ェアの価値評 価i基準 が確 立 してい ない ため,混 乱が起 きてい るばか りか,新

規参 入者 によ るダ ン ピン グによ って十 分 な収益 を上 げに くい こと。 ,

⑥ ソフ トウ ェアの法的保 護が確立 して いない ため,流 通 が阻害 されてお り,投 下 資本 の

十分 な 回収 や開 発者へ の利益還元 が保 証 され ていな い こ と。

⑦ ハー ド・ソフ ト両 面 にわた る十分 な標準化 が行 なわれ ていない ため,ソ フ トウ ェアの

生 産 ・販売 な どが効率 的 に行 なわ れない こ と。

⑧ い まだ技 術者集 団的色 彩が強 く,経 営者 の経営 管理 ・人事管理 の点で必 ず し も問題 な

しと しない こと。

次 に・ わが 国 ソフ トウ ェア企業 の実 態 を眺め てみ ると,資 本 金が500万 ～5,000万,年 間

売 上高1,000万 ～5億,従 業員 が数10人 ～200人 とい った ところが平均 的 ソフ トウ ェア企業

であ り,そ の業 務 内容 は ソフ トウ ェア開発 を中心 としなが らも(た とえば,ソ フ トウ ェア

産業 振興協 会加 盟42社 につ いて調べ てみ る と,ソ フ トウ ェアの売上高 が全体 の売 上高 の50

%以 上 を占め る社 が26社 とな ってお り,ほ ぼ6割 強 とな ってい るが,42社 の売上高 合計 に

占め る ソフ トウ ェアの売上高 合計 の割 合は,お よそ33%に す ぎず,大 手 の方 が兼業 割合 が

高 い こ とを物 語 って い る。),そ のほか に,受 託計算 な どの情報処理 サー ビス,マ シン ・タ

イ ム販 売,マ ン ・パ ワー ・リー ス,コ ンサルテ ィン グな どを行 な ってお り,ソ フ トウ ェア

開発 だ けではな かなか企業 として成 り立 ってい かない のが現状 であ る。

ソ フ トウ ェア企業 の成立 の系譜 をみ てみ ると,大 別 して① メー カー系,② ユーザー系,

③ 独立 系 とが あ り,① の メー カー系 は,メ ーカーの子会社 的性格 の もの であ り,② のユー

ザ ー系 は,大 ユーザ ーの情 報処理部 門 が,労 務 問題 な どか ら分離 ・独立 した もの であ り,

③ の独立系 が いわ ゆ るインデペ ンデ ン トの ソフ トウ ェア ・ハ ウスで あ り,技 術者集 団的色

彩 が強 く,い わ ば この業界 の草分 け的存在が会社 を創始 したよ うな例が多 い。 戸
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通商産業 省が行 な った情 報処理 実態 調査 や,ソ フ トウ ェア産業振 興協 会の行 な った ソフ

トウ ェア需 要構造調 査 に よる と,ソ フ トウ ェア開発 に 占め るソ フ トウ ェア企業 の割合が き

わめて低 く,現 在 の と ころ,基 本 フ.ログラムは メー カー,応 用 プログ ラムは ユーザ ー とい

った両極分 解の傾 向が顕著 であ り,ソ フ トウ ェア企業 の シ ェアは,10%に も満 たない状態

であ る。今 後,い わ ゆ る独 立系 ソ フ トウ ェア企 業が どこに その存立 基盤 を求 めてい くか は

非 常に難 しい 問題 で あ る。

また,ソ フ トウ.エア企業 の成長 の パ ターン としては,そ の企業規模 の拡 大 とと もに,受

託計 算 ない しTSSサ ー ビス,マ シン ・タイ ム販 売 とい った企 業経 営の多 角化が 目立 って

お り,こ れは情報処 理 サー ビス企 業 が その企業規 模 の拡大 と ともに,ソ フ トウ ェア開発 に

乗 り出す こと とち ょ うど対 をな して い る。

さ らに近 時の潮流 として,ユ ーザ ーの コン ピュー タ導 入 に ともな う一切 の業務,す なわ

ちシステ ム設 計 か らプ ログラ ムの作成,コ ン ピュー タの保 守 ・管理 な どをパ ッケー ジ とし

て行 な うファ シ リテ ィ ・マネ ジメン ト・サ ー ビスが登場 す るに至 ってお り,ソ フ トウ ェア

企業 や情報処理 サー ビス企業 が進 出 してい る。

この よ うに ソ フ トウ ェア企 業 をふ くむ情 報産業 は,ユ ーザ ーの ニ ーズに応 じた細分化 な

い し総合化 とい った動 きを,振 幅 を ともないつ つ今後 も続 けてい くこ ととな ろ う。

最後 に,わ が国 の ソフ トウ ェア産 業が 当面 してい るい くつかの 問題 につ いて簡単 に触 れ

てお こう。**

**最 も重要な問題である 「ソフトウェアの価値」と 「ソフトウェアの法的保護」の問題については,本

書第6部 でとりあげられているので,参 照していただ きたい。

① 価 格分離 問題

世界 最大 の コ ンピュー タ ・メー カーであ るIBMが1970年6月,370シ リー ズか らハ ー ド

とソフ トの価 格分離 を行 な う と発表 して以来,ア メ リカで はほかの メー カー もほぼ追随 す

る動 きを示 してお り,わ が 国で も日本IBMは1972年 よ り370シ リー ズにつ いて行 な うと

言 明 してい る。 国産 メー カー は,.JECC体 制 の問題 もあ り,6社 が一致 しなけれ ば行 な

えないので,早 急 な実 施 は困難 であ ろ うが,将 来 の方向 と しては,十 分考 慮 に値 す るもの

と思 われ る。 アメ リカで も,こ の価格分離 の ソフ トウ ェア企業 に対す る影 響 にっい て確 た

る答 は出てい ない よ うでは あ るが,大 方 の ソフ トウ ェア ・ハウスは歓 迎 してお り,一 般 的
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にい えば,価 格 分離 に よ りソフ トウ ェアの価値が認識 され,ソ フ トウ ェア企業 の存立基 盤

が強化 され るとい えよ う。反面,こ れに よ って ハー ドメー カーが ソフ トウ ェア企業 の最 も

有 力 な競争相手 と して明確 に登 場 して来 るため,競 争 が ます ます激化 す ること も予想 され

る。

② ソフ トウェア ・パ ッケー ジ

ソフ トウェアの販売 に は,ユ ーザーの注文 に応 じて作 るカス トマー ・プログ ラムとソフ

トヴ ェア企業 自身 の開発 に よ るプ ログラム ・パ ッケー ジとが あ り,そ れ ぞれ長 所 ・短所 が

あ るが,将 来 の方向 と して プ ログ ラム ・パ ッケー ジが多 くな るといわれ てい る。 わが 国で

は,ま だ その大 半が カス トマ ー ・プ ログラムで あ り,パ ッケ ー ジは数 え るほ どで あ るが,

パ ッケ ー ジの方 が効率 的 に ソフ トウ ェア開発が進 む こと,ソ フ トウ ェア企業 に とって も利

益 が大 きい ことな どか ら今後 急速 に パ ッケ ージ化 が進 む もの と思 われ る。 ただ,パ ッケー

ジには,そ の作成 に相 当の費用 を要 す るほかに,そ の メ インテナ ンスに もか な りの費用が

か か り,開 発 には相 当の リス ク もと もな うので,小 さな ソ フ トウ ェア企 業 では不可能 と考

え られ る。 さ らに は,ソ フ トウ ェアの価値,そ の法 的保護 の問題 につい て進展 をみ るこ と

が パ ッケ ー ジ発 展の不可 欠の前 提 とな ろ う。

③ 税制 ・金融面

ソフ トウ ェアの検収 納入後 の デバ ッグについ ては,一 定期 間 は開発 に あたった ソフ トウ

ェア企i業が無償 で行 な うとい う慣行 が成立 して お り,こ れ に着 目 して1972年 度 か らプ ログ

ラ ム保 証準備金 の制度 が設 け られたが,こ のよ うに税制 面 か らソフ トウ ェア企業 の経営 の

安 定化 ・健全化 を図 って い くこ とが今 後 と も必 要 であろ う。 ま た,ソ フ トウ ェア企業 の最

大 の 資産 は人材 で あ り,他 にみ るべ き資産 を もたないた め,担 保 とな る ものが な く金融 が

困難 で あ るとい う問題 が あ る。 この点 を考 慮 して,現 在,日 本 長期信 用銀行,日 本開発銀

行,日 本興業銀 行に よ る情報処 理振興 金融措置 や情報 処理振興 事業協 会 によ る債務保証 が

行 なわれ てい るが,将 来 これ らの措 置 を拡大 す るとと もに,ソ フ トウ ェア ・プ ログラム自

体 につ き,価 値,法 的保護 の道 が確立 しさえす れば,そ れ を担 保 に供 す る方 策が考 え られ

て しか るべ きであ る。'、

以 上 に述 べ たよ うな問題 点が解 決 され るこ とによ って,は じめてわが 国の独 立系 ソ フ ト

ウ ェア企業 の存 立 の基 盤 が養成 され,発 展 レ多様化 す る情報産 業 の一 翼 として,自 らマ ー
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ヶ テ ィングを行 ない,独 自の分野 で,特 色 のあ るパ ッケ ー ジ ・プ・グ ラムの開発 ・販 売 を

行 な ってい くことが可能 とな る もの と思 わ れ る。

一]4
A.シ ン ク タン クの必 要 性

60年 代 に おい てわが国 は高 度経済成 長 を続 け,輸 出競争力 を飛躍 的 に増大 させ たが,こ

の 半面,公 害,都 市 の過密化,自 然 の破壊 な どの 問題 を もた らし,こ の よ うな新 しい課題

の 解決 に対 しては,新 しい ア プローチが必 要 とな って きてい る。 す なわ ち,個 々の企業 の

効 率化 だけで な く,社 会全体 として最適化 を図 る ことが要求 され,そ の ためには研 究 にお

け る異質学 問領域 を綜合 し,目 的指 向的な システム ・アプ ローチが必要 とな って くる。

既存 の研 究機 関 は,縦 割 り的 な組織 が多 く,い ず れか とい えば問題 指向型 で な く,ま た

大 学 自体 も研究 開発 に専心 で きる体制 を もってい ない。

この よ うな新 しい課題の解 決 をめ ざす組織 ・機関 が シンクタ ンクで あ って この シンク タ

ンクは,経 済 ・社会 の具体 的 ニー ズに即応 し,複 雑 な具体 的 な課題 を既成 の概念 に と らわ

れず,総 合 的 な立場 か らシステ ム的な ア プローチに よ り問題 を解決 しよ うとしてい る。 し

たが って政府 の政 策立案者 に とって も民 間企 業 の トップ ・マネ ージ メン トに とって も新 た

な課題 に対 応 して,新 たな視点 や手法 で取 り組 み,問 題 点 を発掘 し,解 決の方 策 を提案 す

るよ うな新 しい研 究機 関へ の期待 は,き わ めて大 き くな りつつ あ る。 また政 府 や企業 だ け

で な く,大 学等 の教育 機関 や医療機 関 をは じめ,70年 代 の多難 な課題 に直面 す る多 くの組

織 体 におい て も,同 様 に,シ ン クタンクの必要性 は大 き くな ってい る。

B.わ が 国 に お け る シ ン クタ ン クの現 状

シンクタ ンクをめ ざすわが 国の研究機 関 は,1971年9月 現在52機 関 が設立 され てい る。

これ らの シンクタ ンクは,政 策指向,未 来指 向,シ ステ ム指 向 な どそれ ぞれ特長 を備 えて
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お り,そ の発生 の理 由をみ ると,次 の5型 式 に分類 す るこ とが で きる。

④型 当初 か ら本 格的 に委 託調 査 をめ ざす もの(7機 関)

◎ 型 電子 計算機 の ソフ トウ ェア会社 と して設 立 され,順 次 イン ター ディ シプ リナ リー

な委託調 査の業 務に も進 出 しつつ あ る もの(13機 関)

◎ 型 従来 か ら企業 ない し企 業 グルー プの研 究機関 と しての機能 を果 して きたが,最 近

に な って独立 の研究機 関 として シンクタ ンクをめ ざす よ うにな った もの(17機 関}

◎型 産業 グルー プに基盤 を もち,設 立 当初 はデー タ計算 サ ー ビス等 も行 ないつつ,グ

ルー プの シンクタ ンクをめ ざす よ うにな った もの(5機 関)

⑪型 大学教 授等 の研 究者 グルー プが財 団法人等 の組 織 によ り社会 開発研究 をめざ して

い る もの(10機 関)

この分 類に もとつ いて発生源 別年 時毎 の機 関数 の推 移 図を グ ラフ化 した ものか らわ か る

よ うに,1969以 降急速 に増加 してお り(2-2-2図),と くに③ 型 や④ 型,す な わ ち産 業 ない

し企業 の グルー プか らの要請 に応 え るため,必 然 的に シ ンクタン クをめ ざす機関 は急激 に

増 加 してい る。

シン クタンクをめ ざす とみ られ る52機 関 の資本金(基 金 をふ くむ)の 合計 は お よそ150

億 円 で,売 上高 の合計 もお よそ150億 円 と推定 され る。 この売上高 の申 で,計 算 サー ビス,

ソ フ トウ ェア開発 な どの いわゆ る システ ム開発 でない売上 を除い たおよ そ50億 円前後 が シ

ステ ム開発上 の売上 と推定 され る。 なお,ア メ リカにお け るシン クタン クは現 在 お よ そ

400あ ま りの機 関が あ り,20億 ドル(お よそ6,000億 円)産i業 とい われて お り,わ が 国の

規 模 は ア メ リカの1/100に す ぎない状 態 であ る。
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第3章 諸外国の情報産業および関連産業
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同調査 に よる と成 長率 が最 も高 い と予 測 され るのが独立 周辺機器市 場 の21%で,最 低 は

リー ス ・ビジネスの8%で あ る。

汎用 コン ピュー タの成長率 は,EDPイ ン ダス トリー ・レポー トでは,む こ う5年 間 に

年平均17%で あるが,10～15%と 予測 す る調 査機 関 もあ る。

EDPイ ンダス トリー ・レポー トに よ る と1971年 末 の ア メ リカ系 コン ピュー タ ・メー カ

ーの世界市 場 コン ピュー タ出荷額 は,前 年 比7%増 で伸 び率 は大 き くない。 しか しIDC

(InternationalDataCo.)は,1972年,73年 の成 長率 は もち直 して16～17%に な るだ ろ うと

してい る。

1971年 におけ るア メ リカ系 コ ンピュー タ・メー カーの全世界へ の総 出荷 額 は74億4,000万

ドル と推 定 きれ,各 メー カーの実 績 と占有率 は次頁2-3-2図 の とお りであ る。

ナ メ リカ各 メー カーの海 外市 場の進 出の割合 い は,例 外 な く増加 し て い る が,と くに

IBMは71年 におい て,利 益,売 上 ともに大 きな伸 びをみせ,純 利益 で,WTC(World

TradeCorp.)の 占 め る割 合い は全体 の半 分以上 とな り,IBMを 実 質的 に支 え た 感 が あ

る。 デ ィ ー ボ ル トの 調 査 に よ る と,1971年6月1日 現 在,ヨ ー ロ ッパ諸 国 で の 主 要 ア メ リ

カ企 業 の市 場 シ ェ ア は,次 の よ うに 推 定 して い る。

2-3-1表 ヨー ロ ッパ各国 における主要 アメ リカ系 メーカーの市場 シ ェア.
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同調 査 によ る とIBMに 次 い で,海 外市場 で重 きをな して い るのが,ハ ネ ウエル社 であ

る。 同社 が海 外市場 で高 い シ ェアを 占めため は,GEの 活 動 を引 きつ いだ ことが大 き く影

響 して い る。
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2-3-2図 世界市場における出荷額推定(単 位百万 ドル)
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ハネ ゥェル社 につい て は,海 外 だけで な く,国 内市 場 におい て もGE吸 収の メ リッ トが

大 きか った といわれて い る。1971年 度,同 社 の利益 の伸 び率 は ビ ッグ8の 中で最 も高 か っ

たが,利 益規模 では,コ ピー ・ビジネ スで高収益 をあげ るゼ ロックスやバ ロースお よびI

BMな どが ハ ネ ウエル を上 まわ ってい る。

1971年 度,主 要 アメ リカ ・コン ピュー タ ・メカー8社 のi業績 は,ビ ジ ネス ・ウ ィー ク誌

の調 べ によ ると次の とお りで あ る。

業 績 につい て,と くにIBMは1971年 度 におい て68年 以降 の停滞 か ら上昇 に転 じたが,

同 社の伸 び率 は1968年 以 前の成長 に比べ て見劣 りがす る もの とな った。IBMの 評価 に つ
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2-3-3図 ビ ッグ8,1971年 度 売 上 規 模 比 較(単 位100万 ドル)
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2-3-4図 ビ ッグ8,1971年 度 利益規模比較(単 位100万 ドル)

い て は,72年 以 降 再 び上 昇 に 転 ず る とす る もの と,レ ン タル ・バ ック の高 ま りな どか らこ

こ1,2年 は 実 質 成 長 に悪 い 影 響 を与 え るだ ろ う とみ る もの が あ る。

た と え ば,ア メ リカ の著 名EDP調 査 会 社 で あ る ア ー サ ー ・D・ リ トル社 は,71年 度 ア

メ リカに お け る マ シ ンの 返 却 総 額 が23億 ドル に の ぼ り,こ れ が 純 出 荷 ベ ー ス を前 年 度 の60

%に お と し て い る と発 表 した 。 同 社 の 予 測 で は ユ ー ザ ー の厳 しい予 算 管 理,新 機 種 出荷 な
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どに よ り,返 却 が相次 ぐた め,1971年 ～75年 までの メー カーの純設 置実 績 は低 い と予想 し

てい る。

70年 に ひ きつづ き1971年 度 は新機種 の発表 が相次 い だ。 た・とえばIBMの370/135 ,バ ロ・

一 スのB6700 ・4700シ リーズ,ハ ネ ウ ェルの6000シ リーズ,DECの システ ム10な どで,

いずれ も既 存機種 の グレー ド・ア ップをね らった もので あ る。

昨年 か ら続 くこの よ うな新 機種 の ラ ッシ ュは,第3.5世 代 ともいわ れ る新 世代機 の競合

開幕 を意 味 してお り,71年 は この新世代 機競争 が本格 化 した年 であ る とと もに,RCAの ・

撤退 や,CD9とN
.CRの 大幅 な提携 が行 われ,ア メ リカの コ ン ピュー タ業 界 の この再編

成 は,ア メ リカの市 場競争 が新段階 に入 った こ とを暗示 してい る。
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B.再 編 成 す す む ア メ リカの コ ン ピュー タ業界

1971年9月17日,電 子工業界 の名 門会社RCAが 突然 コン ピュー タ事業か らの撤 退 を発

表 した。

サー ノブ会長 の声 明 によれば,撤 退 の主 な理 由 は コン ピュー タ産 業 は今後 も成 長 す る

:が,そ の成 長 は以前 に予想 され たほ ど高 くはない こ と,さ らにRCAが 汎用 マ シンで所期

の 収益 目標 を達成 す るには,今 後5年 間 に5億 ドル以上 もの投資 を必要 とす るこ とが わか

った か らとい うので あ る。

RCAは,1969年,IBMで マーケ テ ィングを指揮 し て い た ドネガンをス カウ トし,

IBMと 全面 的に対決 す る野心 的 な戦 略 を,撤 退の直 前 まで強 引 に押 しすす めてい ただけ

1に業 界 の シ ョックは大 きか った。RCAが 推進 して いた市 場戦 略は俗 に 「横 ど り作 戦」 と

もい われ,IBM360,370と の互換 性 をね らった4つ の ニ ューモデル2,3,6,7に よ って

IBMの ユーザ ーを顧 客 に取 り込 もうとい う もの であ った。RCAは この戦略 に よ っ て

'1975年 までに10%の シ
ェアーを確 保 し,利 益 を生 み出す予定 で あ った。 さらにRCAは70

年 の12月 にMOS/LSIを 採 用 したIBM360/65の2～3倍 の パ ワーを持 つ新 機種 を発 表 し,

・一気 にIBMの 堅 塁 を抜 く構 えで あ
った。

業 界 は これ をIBMと 真正面 か ら4つ に組 んだ闘 い として注 目 していたが,結 果的 には

RCAは 緒戦 で敗 退 したのであ る。 この原因 と しては色 々な事柄 が と り沙汰 された。 た と

え ばIBMが 予 想以 上 に早 く新機種 をだ し きった こと,RCAの 性 能が宣伝 ほ どで はなか

っ た こと,折 りしも リセ ッシ 。ンの さ中 にあ った こと,さ らに は恒 久的赤字 に悩 むRCA

の 社 内で批判 が拾 頭 した ことな どであ る。

しか し外 部 か らRCAの 坐折 を見 た場 合,そ れ はGEの コン ピュー タ部 門 開け渡 しと奇

r妙に符合 してい る
。 す なわ ちGEの 場 合,撤 退 の意思 決定 の きめ手 にな ったのは,フ ル ・

ラインでのIBMと の競合 が,利 益 見込 みが 薄 く,膨 大 な金 が かか り,リ ス クが高 い こと

が判 明 した こ とであ る。

同様 な理 由はRCAに もあ り,そ れは サー ノブの公式声 明に も明 らか に されてい る。 業

界 は,こ の2つ の巨大企 業の顛 末 をみて,コ ン ピュー タ ・ビジネスが新 世代 の競 争 にむか
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って ます ます金 のか か る もの にな りつつ あ ること,お よび安定 したNo.2の 座 を確 保す る

ために はIBMの 市 場 に踏込 まね ばな らな いが,そ れに は きわ めて高い リスクを覚 悟せ ね

ばな らぬ ことを認識 した ので ある。

その後,72年1月27日 発表 されたCDCとNCRの 大 幅な提携 も,こ の認識 を前 提 に し

た もので あ るとい って も過言 で はない。

CDCは70年 度 決算 で320万 ドルの赤字 を出 して い る。 両社 を結 びつ けた直 接 の 主 因 ,

は,EDP事 業経営 の苦 しさにあ るこ とは多 くの観測筋 の指摘 す るところであ る。

さ らに,両 社 を接近 させ たの はHISI,バ ロー ス,ユ ニ パ ック,IBMな どの新機種 攻:

勢 で あ る。NCRもCDCも 単 独の力 で,フ ル ・ラインを そろえて新世代 の競争 に参加 す

るに は大変 な支 出 を覚悟 せね ば な らない。 しか も両 社 は一 方 は大 型,他 方 は小型 と分野 は,

ちがい,市 場 シェア も等 し く,営 業分野,顧 客 の種類 は全 く異 ってい る とい うことで提携

を実現 す る基 盤 は整 っていたの であ る。

両社 はまず協定 の一環 として 親 会社 が ともに使用 す る周辺 装置 の大部分 を製造 す るた

めの子 会社 を共 同出資 によ り設立 す るこ と,NCRはCDCと の製 品 ラインの橋渡 し と

な るス イン グ ・コン ピュー タとい う新 機種 を開発 す る こ と,CDCはNCRに デ ィス、

ク ・フ ァイル装置 を提 供,NCRはCDCに 低速 シ リア ル ・プ リン ター を供給 す る こと,

CDCはNCRの デ ィス ク ・フ ァイル,エ ン ジニア リン グ施 設 を買取 るこ と,両 社 は.

従来 の市場 に おい て独 自の活動 を継続 してゆ くこと,を と りきめた。

なおCDCは,こ の他欧州 でCIIと の 間で販売協 定 を結 ん だ り,ニ ックス .ドル フ との

間に新 機種 開発協定 を と りまとめた り,さ らには 自由諸 国 を きゆ う合 しIBMに 向 うを張

る世 界標準 を提 唱す るな ど華 かな動 きをみせ て注 目を集 めた。

C.業 績停滞 か ら脱却?楽 観視 され るIBMの 展望

1971年7月,ト ー マス ・J・ ワ トソン2世 会長 か らIBMを 引 き継 いだ ヴ ィ セ ン ト・

T・ リア ソン新会長 は,IBMの 歴史始 ま って以来 最初 の希望退 職者募 集 を行 な って人減

らしを し,さ らに今後2,3年 は社 員 を増 さな い と言 明 して業界 の注 目を集 めた。

IBMの ア メ リカ国内事 業 は,1969年,70年 それ ぞれ前年 実績 を下 まわ り,と くに純利
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益 にい た って は大 きなお ち こみ をみせ た。 また71年 度 に して も前年比 実績 はすでに述 べた

よ うに決 して大 きな増加 を示 して はい ない。(2-3-6,2-3-7図)

IBMの 成 長 を停 滞 させ た最大 の原 因は経済不 況で あ ると されてい る。実 際 ワ トソ ン2

世会長 は1970年 の370発 表 当時,も しこ うい う事態 が予測 で きた ら,IBMは370の 発表 を

延 ば していた だ ろ うと語 った と伝 え られ てい る。370発 表 後 の環境が決 して好 ましい もの・

でなか った こ とは事 実 で,不 況 と レンタ.ル ・バ ック,レ ン タル契 約の 中止 あ るいは買取契

約 の取 消 しが重 り合 って米 国 内収入減 退の原 因 をつ くったの であ る。

ア メ リカの リセツ シ 。ンは,と くに国防,宇 宙 関連研 究開発産 業の不 振 とな っ て 反 映

し,こ れ らの産 業が相 当数 の レ ンタル装置 をIBMに 返却 し,ま た この間,経 営難 に陥 っ

た多 くのEDPサ ー ビス会社 も,こ の リター ン ・ブー ムに加担 した もの とみ られてい る。

さ らに この他 の理 由 としてADL(ア ーサー ・D・ リ トル)お よび フ ォーチ ュン誌 は主

な もの として次 の よ うな事柄 をあげて い る

・景 気後退 の 中で厳 しくな ったユ ーザーのEDPコ ス ト管理 意識
。

・新 機種 への移行 に際 しての レンタル ・バ
ック。

・リー ス会社 との契 約 に乗 り換 え るた めの レン タル契約 中止
。

と くに新 機種 の価格性能 の 向上が,結 果的 に ユーザーの リターン現象 を呼 んだ こ とも事

実 で あ る。 そ してIBMは この打解 策 として,ア プ リケー シ ョンの高度化 や,中 小 企業 な

ど未 開拓領域 へ の意識的 マーケ テ ィン グの動 きをみせ てい る。

また グレー ド ・ア ップとい うことでは,360を370に 代 替 す るこ とな く,プ ラグ ・コン

パ テ ィブル なア ド・オ ン ・メモ リーを増 設す るこ とに よって同 じ効果 をあげよ うとす るユ

ー ザーの動 き も見逃 せな い
。IBMは これ ら他社 製 の ア ド・オ ン ・メモ.リーを加 えた360

の メンテナ ンスを拒否 したが,結 局独 立 メーカーに訴 え られ,敗 訴 したの であ る。 さ らに

1970年 か ら71年 にか けての業績停 滞 には,独 立 周辺機 業者 のIBM周 辺 機器市 場の侵食 を

あ げ るこ とがで きるであ ろ う。

IBMマ シ ンと互換性 を持 つ周 辺装 置の生産 と販 売 にの り出 した専 門 メー カーは,IB

Mの 年 間収 入 のお よそ2億 ドル を得 た と言 われて い る。 さらにIBMの 業績 に好 ま し くな

い影響 を持 つ た もの として リース会社 があ る。 リース会社 は360の12%ち か くを リース用

に購 入 し,こ れに よ ってIBMは67年,68年 の業績 を向上 させ たが,70年 以降 には レン タ
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ル収 入 の減少 を もた らす こ とにな った。 また リース会社 は1 .BM自 体 に くらべ て低 廉 な レ

ン タル料 で顧客 を吸 い上 げ てい るので あ る。

この よ うな悪条件 はあった もの の,業 界 観測 筋 では,IBMの 業績不 振 は底 をつ い てお

り,長 期 的 には一 層 の成 長が 見込 まれ る と見 るむ きが強 い。楽 観的 展望 の背景 には次の よ

うな事柄 が あげ られ よ う.。

・レ ンタル契約 の停止率 は峠 を越 した。

・370シ リ■・一一ズの受 注が好調 で あ る。

・WTCの 一層 の伸 びが期 待 され る。

ニ ュー ヨー クのLF.Dロ スチ ャイル ド社 の観 測 では直 売水 準の上 昇 な どを含 め,レ ン

タル収入 の持 ち直 しは必至 とみてい る。370の 受注 は,71年7月 の トップ交代 の際 に発表

され た ところでは同年末 に約1,500セ ッ トを見込 ん でお り,予 想以 上 に速 い ペー ス とみ ら

れ てい る。

な おWTCの 業 績 は,今 ではIBMの 屋 台骨 を支 え る もの とな ってい る。WTCの 活動

は欧州 な どの リセ ッシ 。ンの影響 を強 く受 け る と一 部 で指 摘 されて い るが,普 及率が全般

的 に低 くまだ飽和 点 に達 して いない こと,大 口の レン タル ・バ ックな どの心配 が な い こ

と,最 も強 力 な マーケ ッテ ィング網 を持 ってい ることな どか ら,そ の成長 は今後 も期待 で

きる。先 の グラフに も示 したよ うに,70年 以降純利 益 で国内 の業 績 を上 まわ った実勢 は,

衰 え ることはない とみ られ てい る。 また通貨 調整 に よ るWTCの 再 評価差 益 も有利 な材料

で あ る。

この他,IBMの ペース を乱 した りー ス会社 の今 後 の動 向 であ るが,72年 には370の リ

ー ス契約 に よ る設 置が本格 的 に始 ま るとみ るむ きもあ るが ,一 方 では リース会社 は360の

大量 購入時 ほ どの 余力 はない との観測 も強 い。

72年 度 は,ア ーサ ー ・D・ リ トル社 な どの観 測 に よる と,EDPサ ー ビス,周 辺 機器 の

メイン ・フレー ム以外 の分 野 におい て も,IBMは 戦 闘的 な姿勢 を強 め るとみ ら れ て い

る。 と くに新 機種 に よ る高度 な ソフ トウ ェア開発の需 要 は,価 格分離 の もとで有利 にIB

Mに 流入 す るだ ろ うとみ られてい る。
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しか しこう した明 るい材 料の 中で,IBMを 根本 的 に脅 かす よ うな論 争 が71年 ～72年 に

か けて起 こって きて い る。 それ はIBMの アキ レス腱 とまでいわれ てい る独禁 法訴訟 の動

向 と,そ の 中で生 れ た組織 分割論 であ る。

ア メ リカ上院 の反 トラス ト独 占小 委員会 は,こ の 問題 で 公聴会 を開催 したが,VIPシ

ステ ムズのパ ァン ・ホ ーン女史 らの分割論 者 は,IBMを 多 くの無関係 の企業 に分割 すべ

きだ と主 張 して い る。 しか し司法省 も進行 中の係争 を同意 審決 に持 ちこみたい意 向 と も伝

え られ,折 し も低調 を示 す ア メ リカ貿易 の ホー プ としてIBMの 分 割は無用 であ る との声

が 高 ま って い る。

D.好 調,強 気 の バ ロ 一一ス

1971年 末,バ ロー スの レ イ ル ・マ ク ドナ ル ド社 長 が ニ ュ ー ヨー ク証 券 ア ナ リス ト協 会 で

講 演 した 際,バ ロー スの コ ン ピ ュー タ事 業 に つ い て 疑 念 を表 明 す る ア ナ リス トは誰 もい な

か っ た とい わ れ る。1971年 度 は,実 際 バv－ ス に は 明 るい 材 料 が 出 て きて お り,た と え ば

売 上 で6%,利 益 で11%の 増 加 を み て い る。 ま た バ ロー スの 売 上 高,と くに利 益 は1963年

以 降 一 貫 して上 昇 の 途 を た ど って い る。

バ ロ ー ス は,1971年8月 に ニ ュ ー ・モ デ ルB6700を 発 表,さ らに10月 に 入 っ て 中 型 マ

シ ンB4700リ ー ズ と商 業 用 ミニ コ ン ピ ュー タ2700シ リー ズ を発 表 して い る。

E.GE吸 収で業績が向上 したハ ネウエル

ハ ネウエルは,1971年 の2月 にGEのEDP部 門 の合併 に よって コン ピュー タ界 で第2

位 の座 を確保 した と発 表 したが,こ れ は実 績 とな って現 われ た。売 上利益 の伸 びが それで

利 益 の伸 び率 は大 き く,前 年比14%に な った こ とはすで にみ た とお りで ある。『

とくに ワール ド ・ワイ ドな コン ピュー タの販 売 とレン タル収入 は前 年比11%増 と伝 え ら

れ,海 外収入 はHISの 売 上高の半 分 ちか くに達 した とみ られ てい る。 そ して1971年4月

に は1970年 度の実 績 で,HIS-Bullグ ル ー プは前 年 比売 上35.6%増 を伝 えてい る。

1971年 度,ハ ネウエルは6機 種 か らな る6000シ リーズ ・ニ ュー ・モデルを発表,新 世 代
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・機競 争 に加 わ ると と もに
,HISお よびGEの 既存 機種 の グ レー ド・ア ップを計 った。

FiRCAを 買 い とった ユ ニパ ック

コン ピュー タ事 業 か'ら撤 退 したRCAのEDP部 門 を買 い取 る ことに よ って,aニ バ ッ

クは再 び第2位ci)地 位 をHISか ら奪還 した。

1971年11月19日,RCAと ユ ニパ ックの トップは共 同会 見 を行 な い 「RCAの ア メ リ

カ,カ ナ ダ,メ キ シコにお ける コ ン ピュー タ ・ユー ザーはユ ニパ ックが 引 き継 ぐ。⊥ と公

表 した。

この対価 としてユ ニパ ックは,7,000万 ドル をRCAに 支 払 い,そ の後5年 間は収入 に

応 じて何 パー セ ン トか をRCAに 支 払 うとい う もので その見積 りは3,000～6,000万 ドル と

.みられ てい る。 ユニパ ックは1970年 末 の時点 の デー タで同社 の世界市 場へ の導入金額32億

ドルにRCAの10億 ドル を加 え るこ とにな った。 またRCAの 職員6,000人 の うち2,500名

・はユ ニパ ックが雇用 す る方針 を示 した。

一 方 ,こ の ユ ニパ ックに よ るRCA吸 収 に対す るユ ーザーの反応 は,IBMな ど他 メー

カーへ の乗 り替 え傾向 とい うかた ちで でて きたが,ユ ニパ ックは,ユ ーザ ー との協議 の 中

で,サ ポー ト体制 を整備,顧 客の流 出 を防止 してい る。

ユニパ ックは1971年10月 に9000シ リーズDを 発表,こ れは5種 機 よ り成 り,中 型機 ク ラ

スの機種U9000フ ァ ミリー とコンパテ ィブルで あ る。"

G.利 益 規 模 の大 きい ゼ ロ ックス

1971年 度,ゼ ロ ックス社 の業績 は全体 として売 上,利 益 ともに好調 であ る。利益規 模 は

IBMを 除 くどこの メー カーよ りも大 きい。

同社 は,72年3月,大 幅 なEDP部 門 の組 織再編成 を行 な っ た。 ゼ ロ ッ'クスはXDS

〈XeroxDataSystems)と い う従来 の名称 を解消 し,経 営幹 部 を大異 動 させ る と発表 したの

で あ る。

XDSす なわ ちEDP部 門 は,ゼ ロ ックスの全体 的 な事 業の好調 の中 で赤字 を出 して い



68第2部 コンピュ三ク産業の動向

るが,'今 度 の改変 は その赤字 とは直接 関係 は ない と説 明 されて い る6そ して同社 の組織 変

成 のね らい は,む しろ マーケ ッテ ィン グの強化 と コン ピュー タ関連製 品 お よびイ メー ジ製

品 をシス テ ムにお りこんだ,複 雑 高度 な イ ンフ ォメー シ ョン ・システムの創出 に あ るど.さ

れ てい る。

なお ゼ ロ ックス社 はIBMの コ ピー分 野進 出に対 して,IBM社 を特 許違反 で告訴 した

が,目 下 係 争中 で あるに もかかわ らず,IBMは 販 売 目標 の7割 を売 り切 った と し て お

り,そ の影響 が注 目され てい る。

H.大 型機市場 に進出す るDEC

DEC(DigitalEquipmentCo.)は,71年 度 にDECシ ス テ ムー10を 発 表,大 型 機 分 野 に.

む か って 新 戦 略 を展 開 しつ つ あ る。

シ ス テ ムー10は5機 種 を そ ろ え た ニ ュ ー ・シ リー ズ で,マ ル チ プ ロ グ ラ ミン グ機 能 を強:

化 し た もの で あ る。 ユ ー ザ ーに は,コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クを組 ん で い るIBMの 高

度 な ユ ー ザ ー を ね ら う と して い る。DECは 今 後2年 間 で,大 型 機 の 出 荷 高 を50%ず つ あ

げ る と して お り,2年 後 の 出 荷 目 標 は6,600万 ドル で あ る。

DECは こ の た めIBMレ ン タル ・ベ ー ス に対 処 す るた め,買 取 りオ フ.シ ョン を つ け た

5年 間 の リー ス契 約 を発 表 し,ま た ビ ジ ネ ス ・オ リエ ン テ ッ ドな 周 辺 装 置 の 開 発 に 力 を入

れ て ゆ く と して お り,ミ ニ コ ン ピ ュー タ ・メ ー カー か ら脱 皮 し よ う と して い るが,ア ー サ

ーDリ トル社 な どは,DECは シ ス テ ム ・-10に よ り1976年 ま で に は市 場 シ ェア を 倍 にす る・

だ ろ う と ま で述 べ て い る。

1.ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ,周 辺 装 置,ソ フ トウ ェ ア そ の 他EDP関 連 ビ ジ ネ ス

IDC(lnternationalDataCo,)で は,1961年 か ら71年 ま で の,ア メ リカEDP企 業 が 周

辺 機 器,EDP附 属 品,バ ッチ お よ び オ ン ラ イ ン ・サ ー ビス,請 負 い お よ び パ ッケ ー ジ ・

プ ロ グ ラ ムの 分 野 に お い て示 し た売 上 実 績 と,1970年 代 中頃 まで の各 分 野 に お け る売 上 予

測 デ ー タを 発 表 した。
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2-3-2表 アメ リカの コンピュータ関連業種別売上予測(単 位100万 ドル)
一

独 立 系
'
、

周 辺 装 置

'

デ ー タ 処 理 噛

サ プ ラ イ ズ 、

'バ
ッチ お よ び

オ ン ラ イ ン ・

サ ー ビ ス

請 負 い お よ び
パ;ッ ケ ー ジ ・

ソ フ トウ ェ ア

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

110

130

145

170

175

185

225

315

405

605

785

825

970

1,130

1,300

1,500

485

530

595

630

660

725

805

895

995

1,020

1,075

1,180

1,280

1,380

1,490

1,610

180

220

265

295

355

425

530

715

940

1,265

1,495

1,825

2,230

2,695

3,230

3,860

5

20

50

100

175

270

355

440

450

405

480

560

650

750

1976/1972 1.9 L5 2.6 1.7

各分野 におけ る最近 の動 向 を述 べ る と,ま ず ソ フ トウ ェア市 場 では,リ セ ッシ 。ンの重

圧 か ら脱 して,73年 以降 は再 び伸 びが予 想 されて い る。市場 全体 の売上 は71年 が4億4,800

"万 ド
ルで あ るが,72年 は請負 い プ ログラムの低下 のた め売 上 レベル は一 時低下 す るが,73

年 か ら上昇 に転 じて75年 に は7億5,000万 ドルに達 す るだ ろ うと予測 して い る。 と くにパ

ッケ ージの伸 びが 期待 され てお り,72年 に は全体 の ソ フ トウ ェア投 資額 の 中で31%を 占め

る もの とみ られ てい る。

独立周 辺機器 で は,71年 度 に おいて は,通 常xxフ.ラ グ ・コンパテ イブル戦 争xxと いわれ

る ほ どの大 手 メー カー対独 立 メーカーの抗争 が表面化 した。 と くにIBMは,デ ィス ク ・

テー プ装 置市場 の シ ェアを独 立 メー カーに よ り侵 食 され るの を憂慮 して,価 格引 き下 げや

ア ド ・オ ン装置 ユ ーザ ーへ の メ ンテナ ンス ・サー ビス拒 否 を行 な うな ど大 きな話題 を提供

し たのであ る。

保 守 サー ビス拒否 事件 は,結 局 連邦裁 の審 決 に よ り,IBMの 保守 サー ビスが実行 され る

こ とにな ったが,こ うした ア ド ・オ ンや シス テム改修 によ る複雑 な メ ンテナ ンスを専 門 に
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5億 ドル

4億 ドル

・3億 ドル

2億 ドル

1億 ドル

2-・3-8図 ソ フ トウェア市場 の成長予測(IDC調 べ)

ソ フ トウ ェア市場の成 長予測

(IDC調 べ)7.5

-…一議ll讐 ㌘/
ジ製品の売上げ

、'

2.9 /づ.・

0197119721973
1976

す る保守専 門会社 の存 在が脚光 を浴 び,コ ンマ社 や ソーバス社 な どの成長 が注 目 され た
。

ミニ コ ン市場 で は,そ の成長 性が ます ます強 く認識 され つつあ るが ,こ うした中 で企 業

競争 も激化 の途 をた どってい る。 ア メ リカで著名 な調 査会社 で あ るカンタ ム ・サイエ ンス

社 な どの市 場予 測調査 では・1975年 までに たえ まない価格競争 な どによ り,メ ー カーの数

は10社 以下 にな ろ うと予測 して い るが,こ れはIBMな ど総合 コン ピュー タ ・メ_カ_の,

強 力 な進 出 な どか らして も充分 に考 え られ る。 ちなみ にIBMは すで に システ ム3を1971

年7月 末 で3,500台 ちか く設 置 してい る。

ヨ ー ロ ッパ の コ ン ピ ュ ー タ産 業

1971年,西 欧EDP市 場の コン ピュー タ ・ブー ムは低下傾 向 を示 した といわ れ る も の

の・ な お その潜在成 長率 は ア メ リカの それ を しの ぐとみ られ てい,る。(フ ランス経 済誌B

I?Eの 予 測 では75年 までに西 欧4カ 国の設置 は338%増 と推定)



第3章 諸外国の情報産業および関連産業71

今 やIBMを は じめ,ア メ リカ企業 が欧州市 場 を利益 源 としてい る ことは周知 の事実 で

あ る。 ア メ リカの挑戦 は71年 度 も強.まりこそす れ弱 ま るζ とはなか った。

71年 は じめ,ヨ ー ・ ッバ委員 会 で フ ランスは西 欧EDP産 業 につ いて この ア メ リカの挑

戦 を憂慮 す る調 査報告 を発表 レたが,ζ れに よ ると市場 の およ そ70%が ア メ リカ系(子 会

社 を含 む)企 業 に よ り支 配 されて お り,ア メ リカの ライ セ ンスで活動 してい る欧 州 メー カ

ーを入 れ る と少 な くと も90%が ア メ リカの支 配 な
.いし影響 下 に置 かれ ることに な る と い

う。 そ して その傾 向 は次 の よ うに年 々高 くな ってい る。

アメ リカ企業 の ヨー ロ ッパでの コン ピュー タ市場 支配

・ イ ギ リ ス

・ フ ラ ン ス

・西 『ド イ'ツ

1962年'

47%

49%

74%

'
1969年

54%

91%

'

78%

(ラ イ セ ン ス に よ る影 響 も含 む)

2-3-3表
.セ ッ ト数 シ.エ ア に よ る ア メ リ カ メ ー カ ー の ヨ ー ロ ッパ 市 場 支 配

(%)(IDC調 べ,1971-6-1現 在)

メ ー カ ー 名 イギ リス 西 ドイツ フ ラ ン ス イ タ リ ア
ス カンジ

ナ ビア 合 計

Burr・ughs 2.6 0.1 1.5 一 L5 1.4

CDC 0.4' 1.7 1.0 1.0 2.7 1.2

HIS 10.2 10.0 29.0 17.3 8.7 13.0,

IBM 26.4 55.6 52.7 64.8 51.1 52.8

NCR 8.9 1.8 2.1 0.3 3.0 4.4

UNIVAC
l

2.5 7.5 1.4 12.6 6.9 5.1

アメ リカ以外め

メーカー
念49
.0

'
23.3 12.3 4.0 26.1 22.1

調 査報i5
.は!ま た70年 代 の10年 間 に欧米 の関係 が一 層密接 に な るこ とを希望 しっつ も,
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コ ン ピュー タの よ うな成 長,基 幹 産 業が ア メ リカ支配 の申 に入 るこ とを憂慮 して い るが,

この ア メ リカの挑 戦の増 大 と産 業 と しての重要 性の認識 が,ヨ ー ロッパ連 合組 織へ の可 能

性 を一 段 と促進 したの であ る。

ヨー ロッパが憂 慮 す るア メ リカの挑戦 は,ハ ー ドウ ェアだ けでは ない。EDPサ ー ビス

の分野 に おいて も近年 著 るし く,EDP支 出 に占め る比重 の増大,価 格分 離の行 方な どと

考 え合 わせ て その影響 の大 きさが改 めて認 識 され てい る。

なお東欧,共 産 国貿易 は この聞 きわめて大 きな飛 躍 をみ てい る。

A・ 急速 にすすむ西欧 コンピュータ界 の再編成

RCAの 撤退 声明 が,西 ドイツ共 和国Siemens社 に与 えた影響 は 「お客 は ジー メンスを

買 ってい るのだか ら影 響 はない 。」 と した 同社 デー タ ・シス テム ズ 事業部 の声明 に もかか

わ らず,決 して小 さな もの ではな か った。

西 欧電気 業界 の雄Siemens社 は オ ランダのPhillipsと 同様,コ ン ピュー タで は遅 れを と

った。 同社 は他 の メー カーが,政 府 援助 を も受 けて高価 な 自主 開発 投資 を行な ってい るの

を し り目に,主 にRCAの 研究 開発成果 を導入,む しろ それ を組立 て,販 売す る ことに専

念 して きたの であ り,S三emensのRCAに 対 す る技 術依存 は き わ めて大 きか った。事実

SiemensはRCAの 廃業 宣言 まで,ス ペ ク トラ新 モデルの生産販 売体制 に力 を 入 れ て い

た。1億 ドル以上 の大規模 なR&D予 算 を設 定 したのは,RCA撤 退声明後 の ことであ っ

た。 こ うした こ とか らAEGTelefunkenと の提携 破談 も,RCA撤 退後 で あれば ど う動

い たか わか らない と もいわれ てい る。

結 局Siemensは,こ の よ うな一 連 の事 態の打 開策 を独 自の力 の育成 と他 メー カー との業

務提 携 に求 め る。1972年 に入 ってCIIと の 間に広範 な提携 を発 表,西 欧EDP界 再編成

の 中心的存 在 とな ったので あ る。

Siemensに 例 を とるまで もな く,西 欧 コン ピューータ業界 の動 きは,ア メ リカ業界 の動 き

に よ り強 く影響 され てい る。1970年,CII,ICL,CDCの3社 によ るIDC(lnter-

nationalDataCo.)の 設立 に先 だ っては,HoneywellとGEの 合併が あ った。 そして こ

の影 響 は ア メ リカよ りも ヨー ロ ッパの方 が大 きい とい われて いた。(2-3-8図 参照)
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Telefunkenと 組 ん で,TelefunkenComputerGmbH(1972年1月1日 正式 設立)を 設

立 したNixdorfの 社 長 は,よ り強 大化 す るア メ リカ企 業 の圧 力 に対 抗す るに は企i業連合 し

か ない と主張 して い る。彼 は と くに ア メ リカ,そ れ もIBMに よ る国際的価 格操 作 を問題

として い るので あ る。

一方 プ ライス ・リー ダーた るIBMは,1970年 か ら71年 に かけて,370シ リー ズを繰 り

出 し,イ ニ シ ャテ ィブの強化 を計 った。 この間,ア メ リカで は新機 種の ラ ッシュが出現 し,

第3.5世 代機 の競合 と もい うべ き段 階に入 った。 これ に対 して欧 州で はICLが コス ト・

パフ ォーマ ンスは370を しの ぐと見 られ る,1900Sシ リー ズを発表 し,こ れ によ ってIB

M370の 上位 か ら下位 機種 に至 る競争 力 を持 とうとした。 しか しその期待 のICLも,今

後IBMを は じめ,ア メ リカ主力 メー カー と競 合 して ゆ くには力不足 とされて い る。

1971年 末,イ ギ リス科学技 術委 員会 は,そ の報 告書 の中で今後 の競争 で生 き残 るために

は,少 な くと も世界市 場の10%の 市場 シ ェアが必要 としてい る。 コン ピュー タ産 業が世界

市 場 を競争 の舞台 としてい る ことは,も はや周知 の事 実 で あ る。ICLは 単独 で はIB

MやHISの よ うな強力 な マ ーケ ッテ ィン グ組 織 を持 ち得 ない と科 学技術 委員会 で は判 断

を下 してい る。ICLの 前面 に立 ちはだ か ってい るのは,す でに ア メ リカ国 内市 場 の枠 を

す ら破 って,世 界 的に強力 かつ広汎 な マー ケ ッ ト網 を有 してい る強 大化 しつ つあ る巨大 な

多 国籍 企業 なの であ る。

ちなみ に,IBMの 最大 の強 みは,世 界 中 どこへ行 って もサー ビスが受 け られ,さ らに

資 源,人 材 を国境 を越 えて利用,膨 大 なR&D投 資 を敢 行 す る力 を持 ってい る ことで あ

る。

これ に対 して ヨー ロ ッパの各 メー カーは,政 府の保 護の もとで,逆 に成長 を制限 されて

しま った と科学技 術委員会 報告 は述 べ てい る。 実際各 国政 府 の支 援 とい って も法制上 の効

果 は と もか く,R&D援 助 な ど,ア メ リカ企 業 ない し政府 のR&D投 資か らすれ ば規模 が

ひ とまわ り小 さい。

EDPEuropaReportが 挙 げ る ヨー ロッパ主要3国 の メー カーに対 す る政 府援助 は次 の

とお りであ った。
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2-3-9図

ヨ ー ロ ッパ 、 ア メ リ カ メ ー カ ー 再 編 の 動 き

年/EDP
界関連事項
コ じ じ

1964

1965

ESRO(欧 州宇宙研究機構)

ELDO(欧 州 ロヶ・7ト開発

機構)

など共同開発プロジェク ト

発足
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1967

1968

1969

1970

イ ギ リス
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Electric
Co,)

IC .L

1971
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(単 位m=100万)

総 計 期 間 年平均

イ ギ リ ス9917m4年(1968～71)$10m

フ ラ ン スF88m5年(1966～70)$30m

:西 ド ィ ッDM470m5年(1967～71)$25m

これ に対 して ア メ リカ企 業Burroughsは 年 間4,500万 ドル を,HISは1億 ドル を年 間

に 支出 して お り,IBMは4億 ドル以上 の金 をR&Dに 年 間投資 して い る。

さ らに ア メ リカ国内市場 での再 編が進 み,2社 な い し3社 寡 占 とい うか た ちに な る可 能

性 が強 く格差 が ます ます拡大 す る と憂 慮 されてい る。 またIBM単 独 で も,1980年 までに

・GMを 抜 いて世界一 の企i業に な るだろ うとさえみ られてい る。(Fortune誌 予想)
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事実 アメ リカ商 務省 の調 査 では72年 度 の ア メ リカ系EDPメ ー カーの海 外関係会 社へ の

資本支 出 は推定17億 ドル(ほ とん ど 『一 口ッパ)と され,前 年 よ り34%も の増加 が見込 ま

れ ている。'

この よ うにア メ リカ企業 の再編 成へ の動 きと,ヨ 一 口 ツ:バ市 場支配 の強化 が,Maurice・

Allegreフ ラン ス情報 局長官 をして 「ヨー ロ ッパは独 自の コ ンピュー タ産 業 を」 といわ し

めてい るの だが,71年 はAllegre長 官 にか ぎ らず,各 国政 府 が援助 の限界 を感 じ,国 際市

場競争 を前提 に,国 境 を越 えた提携 の必要 性 を表 明 したの であ る。折 し もイギ リスのEC:

加 盟が決 定 し,統 合,再 編 への気運 を一層高 める こと とな った。

SiemensとCIIの 広 範 なi業務提 携の実現 には,こ のよ うな背景が あ る。両社 の提携iは

近 い将来,Phillipsを 加 えて一 大勢 力 とな ろ う。 さ らにICLは,Nixdorfへ の働 きかけ'

を強 めてお り,2大 連合 勢力形 成 の方 向 に動 い てい る。(2-3-10図 参照)

各 国政 府の情報 産業育 成策 は,単 な る国産 強化 とい う観 点 か らで な く,同 時 に ヨー ロ ッー

パ企業連 合実現 を前提 と して,そ の中 におけ る発 言力 と地 位 の強化 をめ ざ した もの とな っ、

て いる。

B.ヨ ー ロ ッパ のEDPサ ー ビス市場 を制 覇 す るア メ リカ企 業

西 ヨー ロッパ全体 の ソ フ トウ ェア お よ び タイム シ ェア リング ・サ ー ビスの成 長率 は,

1971年 度 それ ぞれ平均20%(ElectronicNews調 べ),22%(IDC調 べ)で あ る。

近年 この成長 性 の高 い分 野 に,ア メ リカ系 サー ビス企業 が著 る しい進 出 を行 な っ て お

り,ヨ ー ロッパ系企業 の成長 の苦 しみ をよ そに,豊 富 な資金 とマーケ ッテ ィング経験 を背

景 として急速 な拡大 ぶ りをみせ,そ の優位 が次第 に明 らか にな って きた。2-3-11図 は,ヨ

ー ロ ッパ を中心 に世界市 場 で活 躍 す る欧米 の主 要EDPサ ー ビス会社 の海 外市場 進出状況

を示 した ものであ る。 国別 にみて進 出企業 が集 中 してい る もの が,フ ランス,西 ドイツ,

イギ リスな どの,EDP利 用 中心 国で あ るが,ヨ ー ロッパ系 サー ビス会社 が ア メ リカには

進 出 してい ないのが まず注 目 され る。EDPサ ー ビス産 業 が次第 に国際化 して くる とい う

傾 向 は確 か に存在 す る もの の,ヨ ー ロ ッパ企業 の進 出は ヨー ロッパの 旧植 民地 に限定 され

て い る。 その理 由の一 つに企業 規模 の差が あ る。 フランスの独立EDPサ ー ビスの雄 とさ
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れ るSEMA・ やCAP9'一 一ロッパ な どは それ ぞれ売上規 模 が,810万 ドル,660万 ドル

(1969年)で あ るが,こ れ をCSCやUCCの6,500万 ドル,9,030万 ドル(各1969年)と

比 べ る と10倍 程度 の差 が あ る。 さ らにTSSな ど投下 資本 と経 験 が必 要 な分野 は,ア メ リ

カ系企 業 の独 壇場 で ある。SystelnsInternationalの 坐折 を例 に とるまで もな く
,イ ギ リス

系企業 の野心 的試 みは,い ずれ も前途 に光 明 を見 出 し得 ない状態 に あ る。 表 の中 に記 され

て い るCDSIもICLが ア メ リカのComputerDataSystems社 と提携 して ヨー ロ
ッパ

市 場進 出 をね らった もの だが早 くも解散 の声 が出 て行 方 が定 ま らない。 また(legOSも ア

メ リカのTymshareの 合弁企 業 であ る。

ヨー ロッパ各国市 場 をま とめ て,単 一 の巨大 なEDPサ ー ビス市場 とみ て行 動 してい る

最 大 の勢力 は・ ア メ リカの コンピュー タ ・メー カーであ り,と くにIBMは 予定 され てい

る価格 分離 に乗 じて ヨー ロ ッパ最大 のEDPサ ー ビス ・ビジネ スを展開 し
,イ ギ リスでは

最 近 ビジネスTSSを も運営 しは じめ てい る。Honeywell(GE)は,TSS市 場 の51%を

押 えて い る といわれ てお り,フ 。ログ ラム ・パ ッケー ジ販 売 とと もにTSS網 の拡充 に努 め

て い る。 またBurroughsは,イ ギ リスのRandaxを 買 収 し,同 社 のパ ッケー ジ ・ソフ ト

ウ ェアを南 ア フ リカや オー ス トラ リアに まで売 ってい る。

ヨー ロッパ系企業 に とって不利 な状況 が さ らに ある
。2-3-11図 に あげた ア メ リカ系専 門

サ ー ビス企業 は一部 の もので,ADR,D輌ebold ,BB&N(BoltBeranek&Newman)な どこれ

と実 力,規 模 と もに匹敵 す るい くつ かの企業 が各 国で活躍 してい るので あ る
。

しか しなが ら,ヨ ー ロ ッパ系企 業 につい て も高 い能 力 を持 った専門 企業 が徐 々にで はあ

るが育 って きてい るこ とは見逃 せな い。 た とえばMetraInternationalが 政府 の後立 て も

あ って イギ リス ・フランス間 リモー ト処理 サー ビスに慎重 に乗 り出 し,ま たア メ リカ,ヨ

ー ロ ッパ主要 銀行約70行 を結 ぶ国際 銀行情報 ネ
ッ トワー クの設計 が,欧 米有力 各 社 を 押

しの けて イギ リスの新 進企業Logics社 に決定 し,さ らにBOAC ,NCB(イ ギ リス国営石

炭 庁)な ど大手実 力 ユ ーザニが国際 サ ー ビスに効果 的 に乗 り出 して きた こと も期待 さ れ

る。

しか しなが らヨー ロ ッパのEDP生 産性 は ア メ リカの1/3'v'3/4と いわれ ,相 対 的 に低 く

(Logics調 べ))慢 性 的な資金不足,さ らには フ ランスのよ うな新 だ な保護 政策 もあ って ヨ

ーPッ パの各 ソフ トウ
ェア会社 はなか なか1国 市 場規模 を越 え る可 能性 は少 ない。
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下表 に示 す よ うに潜在顧 客需 要が最 も高 く,コ ン ピュー タ利用 セ ッ ト数 も最 も多 い西 ド

イ ツで見 るべ き有力 独立 ソフ トウ,エア会社が生 れて お らず,ま た ソフ トウ ェア会社 の数が

最 も多い イギ リスで も,最 大規模 の会社 はICLS(ICLの 子会社)で あ る。

西 ヨー ロ ッパの ソフ トウ ェア会社

ソフ トウェア1社 あた り ・コン ピュー タ 設置場 所国 名

会 社の数 見込 み客設 置台数

ベ ル ギ ー/ル

ク セ ン プ ル グ

オ ラ ン ダ

イ ギ リス

イ タ リア

フ フ ノ ス

西 ドイツ

総 計

1,000

1,300

4,500

2,000

4,400

7,100

20,300

660

860

3,000

1,300

2,900

4,700

13,420

*平 均

2526

3029

8036

2065

4072

47100

24255*

(出 典EDPEuropaReport71-7-9)

こ の よ うな こ と か ら,む し ろ ヨーーロ ッパ企 業 は,GeminiやPanddta,DecisionDataな

ど に 見 られ る よ うに ア メ リカの 資 金 と ノ ウハ ウ との結 合 に む か っ て動 く可 能 性 も,か な り

高 い とみ られ て い る。

C.イ ギ リ ス

a)概 況

イ ギ リス業 界 誌ComputerSurveyの 恒 例 の 調 査 に よ る と,イ ギ リス の コ ン ピ ュー タ設

置 セ ッ ト数 は,1971年7月 現 在 で5,889台(受 注496台)に 達 した 。(IDC調 査 で は1971

年12月 末 で7,600台)

同 時 点 に お け る マ ー ケ ッ ト ・シ ェア は,ICL26%,IBM19%,HIS9%と な って お

り,ICLとIBMは 前 年 の7月 に 比 べ,そ れ ぞ れ2%,1%ず つ シ ェア を減 少 し,HISが

3%の 増 加 をみ た。
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NCR
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Phillips

Honeywell6%

IBMICL

20%28%

1970年11971年

㌶他〉

夢
各年7月 末

(出典ComputerSurvey)

2-3-12
.図 イ ギ リスにおけるメ.一カー別市場 シェア

b)転 機 に 立 つICL

1971年 のICLの 業 績 は 次 表 の よ うに,経 済 環 境 の 悪 化 に もか か わ らず,上 昇 を維 持 し

た 。

ICLの 成 長(1968～71年)

1968196919701971

売 上 高(100万 ポ ン ド)92.2115.4130.9150.9

増 加 率(%)-25.213.415.2

営 業 利 益(100万 ポ ン ド)678.812.613.6

税 引 利 益(100万 ポ ン ド)2.73.44.55.1
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ICLの 短 期予 測 では,幾 分厳 し く考 えて もこの成長傾 向 は変 らない もの と考 えてお り

強 気 の見通 しを明 らか に して い る。実 際ICL1900シ リー ズは,1970年 か ら71年 にかけて

102セ ッ トの設置増 をみてお り1,082セ ッ トを売 り切 って,'IBM360シ リー ズ865セ ッ ト

を押 えてい る。

さ らに71年 の4月 に入 って,370/155以 下 の モ デルに対抗 す る4つ の機種 か らな る1900

Sシ リー ズを発表 した。発 表 された ニ ューモデ ルはICL1902S,1903S,1904S,1906

Sで ・ と くlclgo4slよ アメ リカCogar社 のMOS-ICを 採 用 してい る。ICL1900Sは,

1900Aシ リー ズを グ レー ド・ア ップし,ア メ リカ勢 の3.5世 代攻 勢 に対 処 す る もの であ る

とみ られ てい る。ICLは1900Sに よ って1900シ リーズの カス トマーを倍増 す る ことを期

待 してい る。 また海外 では イギ リス連邦 諸 国市 場に おけ る優位 の維持 のみ な らず,こ れに

よ って3.5世 代 の国際勢力 に飛 躍 しよ うと目論 んでい る。

しか しこの よ うな実績 と見通 しに もか かわ らず,ICLを と りま く最 近 ¢)状況 はい くつ

かの問題 を内包 して い る。 その最 大 の もの は国際的競争 の加速度 的激化 で あ る。 ジ 。ン ・

ウ ォール卿 は,会 長辞 任直後 「激烈 な競合 が ア メ リカ国内 お よび海外 で ます ます強 ま って

い る。」 と語 り,再 編 の過程 で強化 され るアメ リカメー カー の海外攻 勢 に対す る ヨー ロ ッ

パ企業連 合 の必 要性 を示 唆 した。

ICLが 生 き残 るに は海 外市場確 保が必 要 と い う認 識 は イギ リス政 府 とICLに 強 い

が,単 独 で ア メ リカへの対 抗勢力 を築 くことが で きるとは考 えて いな い。
.こ の意 味でなん

らかの酬 連合繊 が考えられ・ピース政権の育昧 もこれを前提にしたも砿 と巌 ら

れ るが,一 方 では こ うしたICLの 思惑 を外 に大 陸で は主要企 業 の連合活 動が すでに始 ま

った。 結果 的 にICLは この動 きに対 して孤立方 針 を とって い るが,2月 の ウ ォー ル卿 に

代 るT.C.ハ ドソン会長就 任 で国際競 力面 で新 動向が打 ち出 され る もの とみ られてい る。

c)イ ギ リス系 主 要EDPサ_ビ ス企 業 の 失 敗tt

イ ギ リス技 術 省(Min.Tech.)の 発 表 に よ る と,1970年12月 末 現 在,イ ギ リスの コン ピ ュ

ー タ ・'ザニ ビ ス産 業 の 総 売 上 高 は4
,500万 ボ ン'ド か ら5,000万 ポ ン ドた達 しナこ と し て い

マ ご ロ パ ロ ヘ オ

る。 サLビ ス産 業 にお け る ビジネkの 種類 も年 々多 数化 してお り,71年 末,'ICLの 子 会

社 で あ るデー タスキ ル(Dataskill)社 もファシ リテ ィ ・マ ネジ メン ト事業部 を設置 した ほ
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ど1こ の種 のビ ジネスを主力 とす る企業 が急増 して い る。

こ うした イギ リスEDPサ ー ビス市 場 で最 近特 徴的 な ことは,過 当競争 の徴 しが現 われ

て いる こと,ア メ リカ系企業 の進 出が著 るしい こと,イ ギ リス主 要企業 の失敗 が相次 いで

・い る ことで あ る。 これは と くにTSS市 場 に顕著 に現 われ ,た とえばHISは50%ち か く

の シ ェアを握 り,こ れにIBM,コ ムシL7な どが参加 してい る。 一方 イギ リス勢 はイギ

リ ス企業 と して初 め とていわれ たBaticが,資 金 繰 りを理 由 にサ ー ビス を中止 した。 ま た

名 門のMillsRomanComputerServiceも 子 会社'Autonmicsの 失 敗 に よ り破産 した。

D.西 ド イ ツ

.a)概.況

Diebold社 の 調 査 で は,1971年1月1日 現 在,IBMは 西 ドイ ツ ・コ ン ピュ ー タ市 場 の

54.・9%を 占 め,ア メ リカ系 メー カ ー全 体 で,74%を 占 有 して い る(金 額 換 算)。 一 方 西 ド

2-3-4表 西 ドイツにおける コンピュー タ設置 シェア(金 額)(Diebold調 べ)

価額10億 マルク

IBM

そ の他 アメ リカ製

アメ リカ製合計

ジ ー メ ン ス/ツ ー ゼ

AEGテ レ フ ン ケ ン

ニ ク ズ ドル フ/ル ー フ※ ※

フ ィ リッ プ ・二〔レ ク トロ リカ

'キン ツ レ ー

:べ そ の 他 ヨ 」 ロ ヅパ ベ ー ス

ヨ一 回ッパベ」スの合計

ドイツ連邦

共 和 国 大型 コン ピュータ

(統計)

11.6
(100%)

54.9%

19.1%

74.0%

14.2%

2.7%

4.1%

2.2%

1.2%

1.6%

26.0%

O:7
(6%)

50.6%

42.2%

92.8%

7.2%

7.2%』

中型 コンピ ュータ
・(プロセス ・コン

ピ ュータを含 む)

9.7
(83.7%)

61.2%

17.3%

78.5%

16.9%

2.7%

0.5%

1.'4%

小型 コンピュータ

1.2
(10.3%)

3.7%※

20.7%

24.4%

41.3%

17.8%

12.5%

4.0%

21.5% 75.6%

※IBMシ ス テ ム3モ デル10は,中 型機に示 さ.れてい
.6.。1.BMシ ステ ム3モ デル6は,1972年 大

き く市場 に進出 してこようが,こ れは小型 機に入 れ られ る。

※※Ruf(ル ー フ)は ニクス ドルフの コンピ ュータを販売 している。
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イ ツ系 企 業 と してSiemensが14.2%,AEGTelefunkenが2.7%の シ ェア を 占有,ヨ ー

ロ ッパ ・マ シ ン全 体 の 割 合 い は26%と な った 。

シ ス テ ムの 規 模 別 で は,ア メ リ カ系 メ ー カ ー は大 型 の92 .8%,中 型 の78.5%,小 型 の

24.4%を 占 有 して い る。

表 を 見 て も明 らか な どわ り,西 ドイ ツの2大 メ ー カ ー で あ るAEGTelefunkenとSie..

mensは い ず れ も ア メ リカ ・メー カ ーに 比 べ 依 然,弱 体 で あ る。 それ に,か つ て 前 者 は .

GEと,後 者 はRCAと の 間 に技 術 提 携 を結 ん で い た が70年,71年 と相 次 い で ア メ リカのj

2つ の メ ー カ ー が撤 退 した こ とに よ り手 痛 い 影 響 を こ うむ っ て い る。

こ の よ うな大 メー カ ー の 間 に あ って71年 に 俄 然 脚 光 を浴 び た の がNixdorf社 で あ る。 同:

社 は,こ れ ま で 小 型 機,ビ ジ ブ ル ・レ コ ー ド ・マ シ ン な ど本 流 とは ず れ た分 野 で活 躍 して

きた が,政 府 の 援 助 もあ ってAEGTelefunkenと の 共 同 出 資 に よ っ てTelefunkenCom-.

puterGmbHを 設 立 レ た・ この 合 弁 企 業 はTelefunkenの 技 術 とNixdorfの マ ー ケ ッテ:

イ ン グの 結 合 とい わ れ て い る。

Nixdorfは,ま た72年 の2月 に 入 り,CDCと の 間 に 汎 用 ミニ ・コ ン ピュ ー タ の 共 同 開i

発 協 定 を 結 ん だ。 ま たSiemensは そ れ に 先 立 つ1月 に 突 然 フ ラ ンス のCIIに 接 近 し て,

注 目 を集 め る な ど,従 来 は で な動 きの な か っ た西 ドイ ツ業 界 も71年 か ら72年 に か け て世 界

の コ ン ピ ュ ー タ業 界 の動 向 を先 ど りす るか の よ うな 動 きをみ せ て い る。

b)ア メ リカ系 メー カーの 動向

IBMド イツは,シ ュ トッ トガル ト郊外 の ジンデル フ ィンゲ ン工場 を建設 す る ことに よ

って主導権 を握 った。 また フラ ンクフル トに工場 を持 つUnivacは,IBMに 次 ぐ地 位 を・

得 よ うと ドィ ッ人 雇用 の増大,大 規模 な トレー ニ ング ・セ ンター設立 に動 いてい る。

耳oneywell-Bullは,2-3-4表 にみ られ るよ うに930セ ッ トの設 置実績 を持 ちなが ら,

その多 くはGEの 第 二世代機 であ る。Honeywell自 身の モ デルは,ま だ市場 に大 きな イン・

パ ク トを与 え るにい た っていない。NCRやBurroughsは 西 ドイツ市場 で は まだ大 きな力

とな り得 てい ない。 一方CDCは 超 大型機,DECは ミニ ・コ ンピュー タとい った具 合 に

分 野 を定 めた両 メー カーの実 績 は上 昇中 に ある。
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2-3-5表'西 ドイツ市場における主要 コンピュー タ ・メー カー

メーカー名(国 籍)

AEG-Telefunken

Burroughs

ControlData

CII

DigitalEquipment

Honeywell-Bull

ICL

IBM

NCR

Phillips

Siemens

Univac

(西独)

(米)

(米)

(仏)

(米)

(米)

(英)

(米)

(米)

(オ ランダ)

(西独)

(米)

西独国内の
設置台数

38

70

29

557

930

30

4,648

141

40

1,068

650

主な製造工場

ヘ ヅペ ン ハ イ ム

シュ トットガル ト

ア ウスブルグ

ミュンヘン

アウグスブル グ
バ ッドヘルツフェル ド

フラン クフル ト

提 携 相 手

NCR,CH,ICL

CDC,ICLSiemens

CDC,CH

CDC

Siemens,CH

CH,Phillips

:E.オ ラ ン ダ

オ ランダ政府 はPhilliPsの 国 内設 置 ベ ース を強化 す るため優先 買上 げ政 策 を採 ってい る

:が今 の ところ効果 は出 てい ない。

同 国の市 場 の過半数 を 占有 して い るの はIBMで,HoneywelLBullが これ に次 い でい

.る。 オラン ダは以前 か らGEの 勢力 圏に あ ったが,HoneywellとGEのEDP部 門 との 合

併 に よって運 び こまれた装置 は オ ランダ市場 で成功 を収 めた。

ミニ ・コ ン ピュー タ市 場 は,DEcが 押 えて お り,Phillips社 製 ミニ ・?ン ピュー タ,

・モ デル880が わず かに シ ェアを伸 ば して い る。 ヨー ロ ッパ系 メー カーは,こ の他ICLと

Siemensが 両社 あわせ て2.5%の シ ェアを持 つの みで あ る。 しか しSiemensは 次 第 に積 極

性 を増 して お り,4004ク ラスの売 り込 み に力 を尽 してい る。
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2-3r-13図 オ ラ ン ダ に お け る メ ー カ ー 別 市 場 シ ェ ア.

(EDPEuropaReport71--9-23)

Burroughs1.6%

CDC2.4%

その他1.9%

Slemens1.4%

ICL
1.2%

BurroughsO.5%

3.9%

IBM

51.6%

L--ICLO .9%

、
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F.フ ラ ン ス ー

a)概'況 ㌧'一

.'CIIの 成 長率 は以然 低 い。1971年,同 社 の売上高 ば,6億 フ ラン(1億2,750万'ド ル)

で,前 年 度 は5億4,000万 フラン(1億600万 ドル)と い うことで,同 年 の年 間平 均成長 率

は10%ぐ らいであ る。".,..,

CIIは71年,政 策的 には でな動 きをみせ,話 題 の中心 とな った観 が あ る。 す なわ ち,

11月 すで に基 礎が で きて い るIntemationalData社 を足 がか りに,CDCと の間に販売協

定 と新機種 開発協定 を結 んだ。販 売協定 の内容 は1CDCがCIIのIris60を アメ リカで独

占販 売す る とい う もの であ った。 さ らに72年 に入 って,Siemensと の間に広汎 な業務提携

を発表 して衆 目を集 めた。

こうしたCIIの 提携志向の背後 には,膨 大な援助 を与えて もなお効果のあが らぬ状況

に,提 携i,連 合 こそが,生 存へ の最 後 の防禦線 とす る フ ランス政 府 の考 え方 があ る。

しか しなが ら,こ の よ うなCIIの 現状 どは逆 に,皮 肉 な ことに フランスの コン ピュー

タ市 場 は急速 な拡 大 が予 想 されて い る。EDPEupopaReportに よる と・1975年 の フラン

スの設置 は50,'060ド ル以下 の ミ三 ・コン ピュ;タ を除い て16,500台 ちか くに達 し・設 置金

額は総計53億 ドルに達 す るだ ろ うと推 定 され てい る。

市 場 シ ェアでは70年 末 のデ ー タで,IBM45%,Honeywell-Bull31%・CII7%・

ICL4%で あったが,CIIは,こ の1年 ぐ らいの 間}こ政 府市 場 を中心 と した進 出が大

き く:,10%ち か くの シ ェアを占有 した もの とみ られて い る。

e)'ソ フ トウ ェア とター ミナ ル市場

フ ランスで は・ソフ トウ ェア会社 に対 す る認 識 が他 の西 欧諸 国に比べ高 く,事 実西 ドイツ

や イ,ギリスほ ど,ア メ リカ系企 業 によ る制圧 は著 る し くない。

フ ラ.ンスの ソフ トウェア産業 は,年 間総売上 高が3億 フラン(6,000万 ドル)の 規模 に

達 してい る と推 定 され てい る。現 在 フランスで は500社 以上 の ソフ トウ ェア会社 が活 動 し

てい'るが,1967年 には その数は100社 で あ った。 フラン ス情 報局 の推 定 に よる と,.こ の産
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業 の成長 率 は70年32%,71年26%で あ る。現 在 フランスの ソフ トウ ェア市 場 では,12の 企

業 が全売上 高の75%を 占有 してお り,そ の うちの6社 が さ らに全体 の50%以 上 の シ ェアを

握 って い る。

ター ミナル装置市 場 は,フ ランスの コン ピュー タ関連市 場 の中 で も,最 も伸 び 率 が 高

く,1970年 に各種 あわせ て1,995台 で あ ったが,予 測 によ る と1975年 には50,000台 に達す

る ものみ られてい る'。

この よ うな ター ミナルの伸 び は,商 業,サ ー ビス分野 での オ ンライ ン化傾 向 とと もに,

フ ラン ス政 府 によ るデー タ通 信整 備 が本 格化 す る ことに起因 して い る。

2-3-6表 フランスおけるデータ・コミュニケーション・ターミナル設置予測

回 線 速 度 1970 1975※

50～200ボ ー(テ レ ッ ク ス)

50～200ボ ー(電 話 回 線)

50～200ボ ー(小 計)

50～1000ボ ー

1000ボ ー 以 上

総 計

1019

85

15000

8000

1104

889

2

1995

23000

26500

500

50000

※ 推 定

(出典EDPEuropaReport72-3-15)

c)広 範な振興 政策 をめ ざす プラ ン ・カルキ ュル

1975年 までつづ く第2次 フ.ラン ・カルキ ュルで は,コ ン ピュー タ業界 に むけ られ る政府

補 助金 を総額 日本 円 に して お よそ722億7,000万 円 としてい る。 また これ とは別 に550億 円

ちか い資金 が コン ピュータ産 業関連 の電子部 品の研究 開発 にむ け られ るこ とに な っ て い

る。 さ らにCIIと の間に フランス政 府が と りかわ した援 助契約 に は,直 接関接 に7億 フ

ラン相 当の補助金 が むけ られ るこ とにな り,年 間お よ そ日本 円に して80億3,000万 円の援

助 金 を受 け とるこ とにな ったが,こ れは第1次 プ ラン ・カルキ ュルの補助 額 に比 較 す ると

15%の 増加 とな って い る。

フ ランス政府 の このCII援 助 継続 声明 は,少 な くと も1970年 か ら71年 は じめに かけて



第3章 諸外国の情報産業および関連産業89

表 面化 した短期 資金問題 に明 るい展望 を与 え るこ とに な る もの とみ られてい る。

1975年 まで を 目標 とす る プラン ・カル キ ュル は,第 一次 プ ラン ・カル キ ュルに比 べて補

助総額 その ものが増大 して い るこ とは もちろんの こ と,援 助の対 象範 囲が広汎 な ものにな

ってい る点 が印象 的であ る。 た とえば情報処理 装 置関係電 子部 品の研 究開発 に多額 の補 助

が与 え られ てい る し,フ ランスの ソフ トウ ェア産 業育成 に新 しい方 向 を示 してい るの も注

目 され る。

と くに ソフ トウ ェアについ ては,ア メ リカの業 界誌,コ ン ピュー タ ・ワール ドな どの伝

える ところでは70%が 自国企業 で あ る。 フ ランスでは,ソ フ トウェア企業 につ いて は,そ

の 価値 と重要性 を長 い間認識 して きてお り,外 国勢,と くに ア メ リカ企業 の進 出に は他 の

ヨー ロッパ諸 国 とは ちが って厳 しい態 度で臨 んで きたの であ る。

EDPヨ ー ロッパ ・レポー ト誌 の調査 では,フ ラ ンスの独立 ソフ トウ ェア産業 は,お よ

そ年 間総売上 高3億 フ ランとい うこ とで,ヨ 一一ロ ッパでは最大規 模 に達 してい る とされて

い る。 そ して フ ランス情報 局の調 べ では,こ の サー ビス ・ビジネスの成 長率 は1970年32%

71年26%と い うことで あった。'

フ ランス政府 は こ うした 自国 の ソフ トウ ェア産 業 に対 し,そ の収益 を守 ろ う と し て お

り,第2次 プ ラン ・カル キ ュルに おいて は,新 し く策定 した貸 付 お よび補助 金 プログ ラム

を通 じて国 内の コン ピュー タ ・ユーザ ーや ソフ トウ ェア会社 を援助 す ることに した。 す な

わ ちユーザーは コン ピュー タ ・シス テムを成功裏 に導入 した場合,最 大50%ま での資金貸

付 を得 られ る仕組み をつ くり,ソ フ トウ ェア会社 に対 しては,技 術 的 に高 度 な ソフ トウェ

アの応用化 に対 して補助金 を提供 す る とい うの であ る。

一方 こ うした情報 処理産 業 の発展 に対 し,新 プ ランでは,1975年 にお ける情報 処理要 員

の需要 把握 とその ための育 成策 を検討 してい る。

1975年 におい ては,フ ランスの情報 処理産 業界 では,オ ペ レー タ,プ ログラ マ,ア ナ リ

ス トな どの コン ピュー タ要 員が お よそ219,800名 必 要 にな る もの と推定 され る。 こ れ は

1970年 の スペ シャ リス ト雇用 数 か らす るとお よ そ144,000名 の増加 で あ る。 フランス政府

は この よ うな見通 しの もとに,能 力の あ るス タ ッフを充 分 に確保 す るため,新 計 画の もと

で現在 の コ ンピュー タ ・トレー ニン グに関す るい くつかの提案 を行 な ってい る。 す なわ ち

大 学 での教育 訓練,と くに商科 大学 での それ を増 加 させ るよ う主 張 してい る。 さらに コン
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ピュー タ専門 の教育機 関 の設 立 とか,教 職 員の養成 な どのため に援 助 を増大 しよ うとして

い る。現 在年 間2,000万 フランの教育 補助金 が計上 され てい るが,こ れ は プログ ラマ訓 練

の標準 化 をす す め るため に投下 さ れ る予定 であ る。

この他,第2次 プラン ・カル キ ュルで は デ:一一タ通信 ネ ッ トワー クの整備 も盛 り込 まれて

い る。 そ して これ にか らん で今 後通信産 業 での コ ンピュー タ利 用が増 大す る ことが予 想 さ

れてい る。 また最 大 のユ ーザーで あ る政 府機関 の利用 も拡大す る予 定 で,1975年 までに は

年 間25%の 割合 いで の増加 が期 待 されてい る6

なお政 府支 出の増加 は,そ の ままCIIの 出荷 に つなが るわけだが,場 合に よ っては提

携 関係 に入 った ジー メンスの マシンなどが納入 され る可 能性 も多 い。・フランス政府 は,新

計画 の 中で,CIIの 存続 の重要 性に依然 高い比 重 を置 いて はい る ものの,む しろ単独 で

その力 を強化 す るよ りも,マ ル チ ナシ 。ナルな ヨー ロッパ企 業連合 の動向の 申で,有 利 な

地 位 を 占め るべ く援助 す る気配 が みえて きた。

G.北 欧

1971年,'ス ウェー デ ン,デ ン マー クな ど北 欧諸 国は,ア メ リカと ヨー ロ ッパ大 陸の リセ

ッシ ョンの余 波 を受 け,EDP業 界 もその影響 を強 く受 けた。

ス ウェーデ ンの代表 的企業DataSaabは,'1,000人 の解雇 を行 な ったが,そ の理 由 は ミ;

二 ・コ ン ピュー タお よび ター ミナルの販 売不振 であ った。 しか しな が ら,フ ィンラン ド,,

デ ンマー ク,ノ ル ウェーを含 めた ス カ ンジナ ビア諸 国の潜在 需要 は きわめて高 い とみ られ

てい る。71年 は じめの ア メ リカ商 務省 調査 に よる と,ス カンジナ ビア諸 国の工業生産 の成

長 が今後充 分 にEDP需 要 を支 える もの としてい る。

こ う した成長 性 を買われ る北 欧諸 国は,ま た アメ リカ企 業 の絶好 の マーケ ッ トであ り.

事 実各 国市場 の ほ とん どが アメ リカ ・メー カーに よ り押 え られてい る。 中で もIBMは""

いず れの図に おいて も過 半数 の シ ェアを握 ってい る。
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2-3-7表 デ ンマークの コンピュrタ 設置状況(1970t9-1現 在)

IBM

UNIVAC

SIEMENS

RC

ICL

HONEYWELL/BULL

CDC

NCR

BURROUGHS

PHILLIPS

そ の 他

総 計

台 数 金 額 台数に よるシ 金額によ るシ

.エア.(%)エ ア(%)

184

23

'?0

28

28

34

6

18

13

28

10

896(120:44)47

138(18.54)6

77(10.33)5

49(6.58)'7

47(6.32)7

52(6.97)9

45(
、q・05)2

・41(5 .49),5

30(4.02)3

4(0・53)
,7

9(1.21)2

64

10

6

4

3

4

3

3

2

0

1

392 1,388(186.48) 100 100

(出 典EDPEuropaReport71-6-4)

H.カ ナ ダ

アメ リカ噸 接するカナダの コンピー タ市場は・いわばア刈 姉 ⑳ 一部であるζ

い って もよい。 これ を反映 して市場 シ ェア もちょ うどア メ リカ国 内 と同 じパ ター ンを とっ,

てい る。

現在 カナ ダで は リモー ト・プ ロセ ッシン グ ・サー ビスが芽 吹 きつつ あ り,17社 が活 動 し

て い るが,こ の うち6社 が ア メ リカ系 で市 場 の大部分 を占有 して い るとみ られ てい る。

カナ ダに進 出 してい るア メ リカTSS会 社

CanadianGE,ComputerSciencesCanada,

Comshare,IBMCanada,Tymshare,

GrayhoUndComputerofChnada.
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2-3-14図 カ ナダの コンピュータ設置状況

Xerox1.5%－

DigitalEquipment
3.6%

Burroughs3.8%

ControlData
3.9%

CollinsRadloO.7%

4.4%

そ
の

他

(出典ComputerWeekly1971-12)

T.東 欧,共 産 圏 貿易

1971年 は,東 欧 圏 と西 欧諸国 との貿易交 流か 急激 に拡 大 しtこ年 で あった。 とくに ア メ リ

カの共 産 圏へ の急接近 か著 るし く,10月 に は レニン グラー ド国際貿易 シ 。一に出 品 され た

IBM360/50が ソ連 か ら発注 され た。

レニン グラー ドの ビジネス ・シ 。-xxシ ス テモテ クニ カ71"は ,ソ 連市 場へ の ア メ リカ

進 出が本格 化す る糸 口 とな り,360/50を 出品 したWTCは,ソ 連 市場の有望 性 を強 調 して

い る。 この シ ・一に は,IBM,Burroughs,NCR,Univac,Xerox ,Littonと い った企業 が

参加 したが,72年5月 に モ スクワで開催 予定 の ア メ リカ ・コン ピュー タ周辺機器展 には,

す で に60社 以上 の企業 か参加 申 し込 み を行 な って お り,東 西EDP貿 易の高 ま りを象 徴 し
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てい る。

ソ連 は外貨準備 を気 に しなが ら,新5カ 年 計画 に み られ る よ うなEDP重 視 と,国 産第

3世 代機 開発 の遅 れ を と りもどす た め西側 の最新 鋭機 に強 い需要 を示 してい る。

一方 コメ コン諸 国 も,共 同 開発 機種RJADシ リーズの遅れ もあ って,む しろ西 側 との,

接触 に望 み をか けてい る。 もちろん国 に よって差 は あるが,チ ェコス ロバ キア,ハ ン ガ リ

ー,ポ ー ラン ド,ル ーマ ニア,ブ ル ガ リア,ユ ー ゴース ラ ビァ とい った諸 国 は,西 側 マシ

ンの導入 割合 いが高 い国 で ある。

た とえば チ ェコス ロバ キアでは39%が 西 側 マ シンで,東 欧初 のTSSセ ン ターにCDC

3300を 導入,こ の運営 コンサル タン トとしてLeascoが 入 りこん でい る。

ハ ンガ リーはRJADプ ロジ ェク トが軌道 に の るまで西 側 の コン ヒ.ユー タに頼 ろ うとす

る国の ひ とつ であ る。 しか し東 ドイ ツは西 側 への依 存度 が少 ない。 この国 は東 欧圏 中で最

2-3-15図 ユ ー ゴ の メ ー カ ー 別 市 場 シ ェ ア

CII

CER1.8%

ICL4・6%＼

㌘〉'

3.2%

54.4%・

(出 典EDPEuropaReport71-9-16)



94第2部 コンピュータ産業の動向

2-3-8表 東 欧圏の コンピュータ開発状況

、

国 名 コ ン ピ ェ 一 夕 1号 機出
荷開始年 備 考

'

ブル ガ リア
'

ZIT-151

ELKA-42

1970

1971

`
サ イ ク ル タ イ ム2.2msec

IC採 用
}

iチ 。 コス 。バキア
|

一

|

!

{

1

…

`

}
l

i
!

ARITMA

ARITMA(2)

ARITMADP100

MSP2

TESLA200

EPOS1『

ZPA600

TESLARPP16

ZPA6000/20

1958・'

1965

1966

1966

1968

1970

1971

1972

第1世 代機

第2世 代機
A

Bull-GEGAMMAラ イセ ンス契約
、

40,000オ ペ レ ー シ ョン ズ/sec
・ シ

フ。ロ セ ス ・ コ ン トロ ー ル

第3世 代

東 独 CELLATRON

ROBOTRON100

ROBOTRON300

ROBOTRON400 1972

'

デ ィスク トップ

プ ログラマブル ・カー ド ・パンチ

磁気テープ ・ベース

RJADの 一 部か

ハ ン ガ リ ー EMG810

EMG830

VT10010B

1969

1971

CII10010ラ イセ ンス契約'

CIIラ イ センス契約

EMG810と 同機種

ポー ラン ド xYZ

ODRA1013

0DRA1103

0DRA1204

0DRA1304

0DRA1314

ZAM-21

ZAM-41

MERAK-202

0DRA1305

0DRA1326

1958

1970

1970

1971'

1972

1972

IBM650ク ラ ス

Univac1004近 似

ICL'1900ソ フ トウ ェ ア

ICL1900ソ フ トウ ェ ア

500,000オ ペ レ ー シ ョン ズ/sec

250,000オ ペ レ ー シ ョ ン ズ/sec,第3世 代 機

ミニ コ ン 第3世 代 機

ル ー マ ニ ア FELIX-15

CETA

FELIXC-256

1969

1970 ア ナ ロ グ ・コ ン ピ ュー タ

CIIIris5〕 ラ イ セ ン ス 契 約

ユ ー ゴ ス ラ ビ ア CER 1970 中小型機

資 料21stCenturyResearch-B.Szuprowicz
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も生産 体制が強 力で,西 側 の大 きな市場 には な り得ず,む しろRJADの 中心国 のひ とつ

と して国産 機 の開発 に むか うもの とみ られ てい る。

ポー ラン ドはや は り西 ドイツ同様 に製造 能力 を持 ち,同 じ社 会主義 国 に対 して188セ ッ

トの輸 出実績 を持 って い る(ODRA1013)。 西側 との接触 は,機 器 の輸入 とい うよ りも,

技 術 導入 に興 味 を持 って お り,特 にICLを は じめイギ リス との関係 が深 い。1971年 度

も,新 ミニ ・コ ン ピュー タ機 種開発 につ いて,'イ ギ リスEMIの 子 会社SELaboratory社

と周 辺装置 の共 同提 携 に入 ってい る。 ・

ポー ラン ドでは また71年 に,ODRAを 生産 してい るELWRO工 場 で,第3世 代機 の

開発 を行 な って い る と発表 した。

さて東 欧圏 で,西 側 に とって一 番魅 力的 な マーケ ッ トと され てい るのが,ユ ー ゴス ラ ビ

アで,1971年 はIFIPが 開 催 され た こ と もあ り大 い に注 目 された。 この国 に対 す る西 側

の進 出は共産 圏 とは い えぬ ほ どで,リ ース まで行 なわ れてい る。西 側 の機器 は全 設置 の90

%に お よび,IBMが セ ッ ト数 で55%,金 額 で85%と な って い る。 ま た72年2月 に は

HoneywellのH100シ リー ズが 同国で生産 され る ことにな った。

2-3-7表 に東欧圏 の マ シン開発 状況 を示 す よ うに東 欧で は ソ連 をは じめ,多 様 なモ デル

が試作 され てい るが生 産 ラインにの る ものは少 な く,こ うした非 効率 で コス トの高 くつ く

研究 を独 自で行な わず,む しろ西側 との ライセ ンス契約 に向 うところが多い。
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第1章

わ が 国 の コ ン ピュ .一 タ政 策

お よ び

弓 情報産業政策

・・ コンピー タ・ハー ドウエア産業i璽J

A.機 電法の制定 と高度化計画 の策 定

コン ピュー タ産業 の振 興 の うえに,1957年 に制 定 され た電子工 業振興 臨時措置 法が果 し

て きた役割 は大 きい。 時代 の推移 と ともに コ ンピュー タとエ レク トロニ クス技術 の応用分

野 は拡が り,近 年 では,機 械 の高 度 の 自動化,産 業 の シス テム化 の進 展な どによ って,機

械工業 との関係が密劇 な・て きた・ そ・:で1:機電一体化が職 られ・1956年 にkU定 され

た機械工業振興臨時措置法 との調整が行なおれ,1971年 度 か ら,特 定電子工業 および特定

機械 工業振 興 臨時措 置法(以 下 機電 法 とい う)が 施 行 され た。

機 電法 で は,と くに振興 を図 る必要 の あ る電子工 業 および機械 工業 を指 定 し,指 定 され

た事 業 につ いて,生 産技術 の向上 または生 産 の合理 化 を促進 す る うえでの基本 とな るべ き

事 項 に関す る計画(高 度イヒ計 画 、を策定 す る ことに なってい る。

コ ン ピュー タにか か る高 度化計画 は,1971年11月 に告示 され たが ,イ 号計画(試 験研究

に関 す る計画)と 八号計 画(合 理 化 に関す る計 画)と の2つ か らな って い る。 ハ号計画 で

は,そ の前文 において,電 子計 算機産業 の意 義,現 在 おかれ てい る環境,そ の変化,解 決
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す べ き課題 な どについ て論 じ,そ の進 むべ き方 向 を示 してい る。 イ号 計画 では,新 世代 電

子 計算機 ファ ミリー ・シ リーズの開発,試 作,さ まざまな周辺,端 末 および 付帯 装置 の試

作,論 理 回路,周 辺 端末装置 お よび ソフ トウエ アに関す る基礎 的技 術開発,お よ1びコン ピ

ュー タ技 術応用 システ への開発 につい てその 目標 を掲 げ,わ が国 コン ピュー タ産業 の研 究

開発 の ガイ ドラインを示 してい る。

B.コ ン ピ ュー タ産 業 体 制 の整 備

わ が国に は,汎 用 コンピュー タ ・メー カニが6社 あ るが・巨大 なIBMに 対抗す るには・

その 集約化 が不可 欠 であ る との指 摘が,従 来 か ら盛 ん に行 なわ れてい た。 しか しなが ら,

レンタルを中心 とした コン ピューグ産業 の特質 は,設 置 され, .実 動 してい るコン.ピュ「 タ.

の 処理 をめ ぐって利害の 一致 を生み に くく,専 業 メー カの ないわが国の実 態 ともあい まっ

て,そ の実 現 は困難 であ った。 .,t:tt:、 し

1971年7月 の コ ンピ ュー タ自由化措 置決定 に際 して,コ ンピュー タ産業 の体制i整備が強

く打 ち出 され,政 府 の強 力 な指導 によ って,1971年10月 の富士通㈱,㈱ 日立製作所 の提 携

・を皮 切 り,に,1971年 中に 日本電 気㈱ と東京 芝浦電 気㈱,、お よび三 菱電機㈱ と沖 電 気 ■ 業

㈱ ・,の3系 列集約化 が実 現 レ,.国 産 コン ピュー タ産業 発展 の基 礎が 固め られ た。

C.国 産 コ ン ピュー タ技術 の開 発推 進

、国産 コン ピュー タ ・メー カーの技 術水準 を向上 させ,世 界的 な水 準の超大 型 コンピュー

タを作 るζζを目標 に,1966年 度 か らお よそ100億 円(全 額国庫負 担)を 投 じて,通 商産

業 省工業技 術院ρ)大型 プ.Pジ ェク ト制度 によ って進 め られ て きた超高性 能電子計 算機 の研

究 開発 が1971年 度 に完 了 し,プ ロ トタイ.プが完成 した。 これ は,① バ ッファ ・メモ リ,論

理 演算部 にLSI(大 規模 集積 回路)を 利用 し,さ らに パ イフ。ライン制御技 術 を 採 用 し

て,性 能 の大幅 な向－Eiを達 成(ギ ブソ ン ・ミックス0・2マ イク ロ秒), ,② バ ッファ ・.メモ リ

方式 に よ る高速大 容量主 記憶装 置の実現(記 憶 容量8メ ガバ イ ト)・ ③高 度 な タイム ・シ

ェア リング機 能,④ 漢字 表示可 能 なCRTデ ィ.ス プ レイ装 置,⑤ 標 準字体 の英数字読 取用
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の高速文 字読取装 置,な どを内容 とす る極 めて水準 の高 い もの で ある。

超高性 能電子計 算機 に続 く第2の コン ピュー タ ・プロジ ェク トと して,1971年 度 か ら,

パ ター ン情報処理 システムの研 究 開発が ,1978年 までの8年 計画 では じめ られ た。 この プ

ロジ ェク トは,今 後,社 会の情報 化 の進 展 につれ て,1980年 代 には,従 来 の コン ピュー タ

が 不得手 とす る文字,図 形,物 体,音 声 な どの情報,す なわ ちパ ターン情報 の直接 的な入

力,認 識,処 理 を行 な うシス テムが必要 に な るとの認識 に基づ いて,今 か らその研究 に着

手 しよ うとす る もの であ り,1971年 度 ～1974年 度 に基礎 研究 および素子,材 料 の 開 発 研

究,1973年 度～1976年 度 に文字,図 形,物 体,音 声の各 認識 部 につい てのパ イ ロッ ト・モ

デ ルの試 作 とその評価,1974年 度 ～1978年 度 に全 体の システムの製作 および試 験 を行 な う

ことに な ってい る。8年 間の研究 開発費 は総額350億 円 の計 画 であ り,1971年 度 は2億 円

の予 算が計 上 され た。1972年 度 に は10億7,000万 円が計上 されて い る。

D.新 機種 の開発促進

1971年 には,ア メ リカ企業 の発表 した新機種 が どっ と出荷 され,コ ン ピュー タ産業 はr

従来 の第3世 代 機 にかわ る新 しい世代 機の 時代 を迎 えつつ あ る。 この新 しい世代 において

競争 力の あ る機種 の開発 と,商 品化 の遅れ てい る多様 な周辺端末装 置の 開発 を促進す るた

め,1972年 度 か ら,電 子計算機 等 開発促進 費補 助金制度 が創設 され た。1972年 度 か ら1974

年度 までの3年 間に総額341億 円の補助金 を交 付 す る計 画 にな ってい るが,初 年度 であ る

1972年 度 は,52億1,000万 円の予 算が計上 され てい る。

補助金 は2種 類 にわ かれてい る。 その第1は,電 子計 算機新機 種 開発促進費補助 金で あ

って,1972年 度 に は45億1,000万 円 が計 上 されてい る。新 世代 の外 国機 に本格 的 に対抗す

るこ とので きる新 しい国産 コン ピュー タの フ ァ ミリー ・シ リー ズの開発試作 に対 して,そ

の費用 の50%を 補 助す る もの であ り,1971年 秋 に再編成 な った国産 メー カー ・グループを

交 付対象 としてい る。

第2は,周 辺装 置等 開発促進 費補助金 で あ り,1972年 度 に は7億 円が計 上 され てい る。

コ ンピ ュー タ ・シス テムの金額 の60～70%を 占め る重要性 を もちなが ら,商 品化 が遅 れて

製 品 の種 類が少 な く,価 格 の高 い周辺装置,端 末装置 お よび付帯 装置 につ いて,そ の開発
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お よび企業化 に要 す る費用 の50%を 補 助す る もの であ り,そ の対象 機種 も多様 で,コ ン ピュ

ー タ ・メー カーだ けでな く,独 立 の周辺装置 メー カーまで を幅広 く交付対 象 に して い る。

E.レ ンタル 資 金 な どの確保

旺盛 な情 報処理 需要 の拡大 に こた え,国 産 コンピュー タの供 給体制 を確 立 す る た め に

は,レ ン タル資金 を は じめ とす るメー カーの資金調 達 を円滑 にす る必要 があ る。

国産 コンピ ュー タの一元 的 レン タル機関 で あ る日本電子 計算機㈱(JECC)に 対 す る

日本開発銀 行融 資は,1971年 度 当初210億 円が行 なわれ たが,補 正 予算 に よ って200億 円

が 追加 され,合 計410億 円 にな った。1972年 度 に は200億 円が予定 され てい る。

コン ピュー タ ・メー カー および ソフ トウ ェア ・メー カーに対 し,そ れ らが ソフ トウ ェア

の 開発お よび情報 処理技 術者 の教育,研 修 のた めに資産 を収得 す る費用 につい て,1970年

度 か ら日本 開発銀行 の融 資が行 なわれ てお り,1971年 度 の20億 円 に続 い て1972年 度 は25億

円 が予定 され てい る。

機電 法に基 づ く生 産の合理 化 のた めの設 備資金 に対 して,日 本 開発銀 行 の融 資が行 なわ

れ てい る。1971年 度 は,特 定機械工 業 もふ くめて,110億 円の枠が用意 されたが,1972年

度 も同額 が計上 されてい る。

また,こ れ とは別 に,自 由化 に対 処 しつ つ,コ ン ピュー タ産業 が その国際競争 力 を強化

す るため行 な う業務提 携 な どの体制 整備 の実 をあげ るため,生 産 の合理化 な どに必要 な設

備 投 資資金 を 日本 開発銀行 か ら融 資す ることにな り1972年 度 は15億 円が計上 され てい る。

F.税 制上の優遇措置

国産 コン ピュー タは,JECCを 通 して レ ンタル されて い るが,ユ ーザーか らの レンタ

ルバ ックが あ る と,コ ン ピュー タ ・メー カーは,JECCか らこれ を下取 らなけれ ばな ら

な い。 この時 に買戻損 失が 発生す るが,こ の損 失 の危 険 は,メ ー カーがJECCに コ ンピュ

ー ターを売 り渡 した時点 で発 生す るこ とか ら,1968年 度 に租税特 別措置 法 で,電 子計算 機

買 戻損失 準備金 制度 が創設 され,販 売価格 の15%を 積立 て る ことが認 め られ た。1970年 度
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には,こ の措 置 が さらに2年 間延 長 され,JECC以 外の リー ス会社 な どに対 す る販売額

につ いて も積立 てが認 め られ るよ うにな った。1972年 度 か らは,新 世代 機の登 場 に よ っ

て,機 種 交代 が大 幅 に増 え るで あろ うことを考慮 して,積 立 限度額 を5%引 上 げ,販 売価

格 の20%ま でが認 め られ る。

また,情 報処理 の普 及 とユ ーザーに よ るコン ピュー タの買取 りを促 進す るこ とに よって

メー カーの レンタル資金 負担 を軽 減 す ることを目的 として,電 子 計算機 の特 別 償 却 制 度

と,電 子 計算機 に対 す る固定 資産税 の軽 減措置が あ るが,こ の両 制度 を2年 間延長 す る と

と もに,1972年 度 か ら特 別償却 割合 を5分 の1か ら4分 の1に 引 き上 げ る措 置が と られた。

2.ソ フ トウ ェ ア業 の 振 興 策

A.情 報処理振興事業協会

情 報処理 振興事 業協会 は,ソ フ トウ ェアの開発 と利用 の促進,情 報 処理 サー ビス業 な ど

に対 す る育成 事業 を一元 的に実施 す るた めの機 関 として,「 情報 処理振興 事業 協会等 に関

す る法律」(昭 和45年 法律 第90号)の 規定 に よ り,1970年10月 に政府特 別認可 法人 として

設 立 された。

協 会 の実 施 してい る主 な事業 は① プ ログラムの開発 ・普及,② 情報 処理 サー ビス業 お よ

び ソ フ トウ ェア業 な どに対 す る債 務保 証業 務で ある。

a)プ ログ ラムの 開発 ・普及 業務

協会 は,わ が 国の情報 処理 の振興 を図 るため開発 を と くに促進 す る必 要 があ り,か つ,プ

ログラムの 開発の成果 が企業 な どの事業活 動 に広 く用 い られ る と認 め られ るプ ログラム,

いわ ゆ る先進 的で汎用性 の あ るプ ログ ラムの開発 ・普及 を業務 の対象 と してい る。 この う

ち,開 発 コス トが多大 で あ る とか,ま た,開 発期 間が長期 にわ た るため民 間企 業 な どでは

開発 の促進 が期 待 され えない プ ログ ラムについ ては,協 会が 資金 を負担 し,民 間研究機 関
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など に委 託 して 開発 を促進 しでい る6ま た;す でに民 間の 自主 的努力 に よって開発が 進 め

られ てい る プ・グ ラムで あ って,こ れ を特定 の企業 の みが保 有 す るこ とな く広 く利用 させ

るこ とが望 ま しい ものにつ いて は,そ の普 及 を図 るため協 会 が買上 げ るこ ととしてい る。

委託 開発 また は買 上 げによ って協 会が取得 した プ ログラ ムは,利 用 を希 望 す る者 に貸 付

な どを行 な って普 及 を図 る。._'∵

な お,1972年3月 まで の時点 におい てすで に協 会の委託 開発業 務 は下 記の とお り,17テ

ーマにつ いて具体 的に民 間に発注 し,開 発 事業 が進 め られ てい る。 この うち,各 種 デ ー タ

変換 プ ・グラム,経 歴管理 を含 む計 数型給 与計 算 プ・グ ラム,漢 字 カナ湿 り文 変換 プ ログ

ラムな・どの テーマにつ いては,1971年3月 現在 す でに開発事業 が完 了 してい る。 したが つ

て,1972年 度 中 には,こ れ らプ ログ ラムの普及 業務 も実 施 の段 階 を迎 え るわけで あ る。

① 中型機用 の汎用 フ ァイル ・マ ネー ジメン ト用 プ・グ ラム

② 各 種 デー タ変換 フ.ログラム

③ ・経 歴管理 を含 む計 数型給 与計算 プロ グ ラム

④ 漢 字 カナ湿 り文 変換 プログ ラム.

⑤ フ ・一チ ャー ト等 か らプ ログラムを作 るプ ログ ラムの シス テム分析

⑥ 汎 用 ファイル ・マネー ジメン ト用 プログ ラム(デ ー タ ・ベ ース用)の シろ テム分析

⑦ 数 理計画 フ.ログラム

⑧ 統 計解析 プ ログラム.

⑨ 消費財流 通 シス テム ・プ ログ'ラム

⑩ 業 務研修 の ための シ ミュレー シ 。ン ・モデル(製 造業,一 般用,管 理 者 向 きおよび商

事 会社,セ ールスマ ン向 き) 、

⑪ ドキ ュメン'ト管 理 プログ ラム 斗':

⑫ プ ログラム ・テ ス1ト ・デー タ・・?エ ネ レー タ

⑬ 予 算編成 シ ミュレ三 シ 芦ン ・プ ログラム .

⑭ 生 産管理 フ.・グラム

⑮ ミニ コシ用 プ ログ ラ仏'・ジ ェネ レー タ'

⑯ デー タ ・マニ ピュ レー タ(汎 用 ヌ ト リッ.クス作成 プ ログラム)

⑰ ミ.ニコン ・マルチ ・シス テムの 開発の ため の システ ム分 析
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ま た,1972年4月 中 に 発 注 を行 な う こ とを 目標 に 公 募 が 終 了 し て い る テ ー マ と して は,

次 の3テ ー マ が あ る。

① テ ク ニ カル ・プ リシ ト ・パ ッケ ー ジ

②COBOLフ ロ ー ・チ ャー タ

③COBOLコ ン バ ー9.

b)債 務保 証業務

協会 は,情 報 処理 サー ビス業 ・ソフ トウ ェア業 お よび一 般 コンピュー タ ・ユ ーザーに対

して債 務保 証 を行 な ってい る。情報 処理 サー ビス業 お よび ソフ トウ ェア業 に対 しては,ソ

フ トウ ェアの開発 資金 お よび業務 高度化 の ために必要 とす る資金 につ いて ,ま た,一 般 コ

ン ピ ュー タ ・ユーザ ーに対 しては ソフ トウ ェア開発 資金 を金 融機関 か ら借 入れ る場 合 に,

当該 借入 れ を容 易 にす るため それ ぞれ協 会 が債 務保証 を行 な う。

協 会 の行 な う債務保 証限度 は,1970年 度 にお いて は40億 円で あ ったが,1971年 度 に は

120億 円 と3倍 にな ってい る。

c)協 会 に対す る助成措 置の拡 充

しか しな が ら,今 日わが 国の情報 化は急速 に進展 しつつ あ り,こ れ に伴 い,開 発 を必要

とす るプ ログ ラム も大 規模化 す る とと もに,技 術的 に も複雑 かつ高度化 して きてい る。 し

たが って,協 会 の行 な う委託 開発 につい て も引 き続 き事 業規模 の拡大 な どを進 め てい くこ

とが必要 で あ る。

また,情 報処 理 サ ー ビス業 ・ソフ トウ ェア業 および一般 コン ヒ。ユータ ・ユーザーの資金

需 要 も景 気 の回復 期 を迎 えて旺盛 にな りつつ あ る反面,そ の信用力,担 保力 な どは一般 に

弱 体 であ り,協 会 の行 な う債 務保証業 務の役 割 はます ます高 まってい る。

この ため,政 府 は1972年 度 にお いては協会 に対 す助成 措置 を大幅 に拡 充 して い くこ とと

してい る。

フ。ログ ラムの開発,普 及 業務 な どを拡大 す るため,政 府 補助 金 を1972年 度 にお いては3 .7

億 円(な お,1972年 度 の プログ ラム開発費 は,支 払 ベ ースで は約3億 円で あ るが,委 託契

約 ベ ースでは約6億 円 とな り,前 年度 に比 較 して80%増 で あ る)に 増加す る。 また,債 務
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保証 業務 を拡 充す るた め,協 会 の信用 基金 を現在 の12億 円 か ら20億 円に増額 す る こ と と

し,政 府 か ら4.5億 円の追加 出資 を行 な う(民 間 か ら同額程度 の出 資 または出損が行 なわ

れ る予 定で あ る)。 これに よ り,債 務 保証 限度 は,120億 円か ら200億 円 と飛 躍的 に拡大

され る。

B.情 報処理振興金融 措置

情 報処理 振興金 融措置 は,情 報 処理 サ ー ビス業 な どの 資金 の円滑 な調 達 を図 る た め に

1970年 度 か ら発足 した制度 で あ る。本 制度 は資金運 用部 資金 の金融債 引受 けを見返 りとし

て,日 本興業銀 行,日 本 長期 信用銀行 お よび 日本 不動産 銀行 の長 信3行 が通商産 業省 の推

せん によ って融 資す る。

融資 の対 象 とす る資金 は次の とお りで あ る。

{1情 報 処理 サー ビス業 お よび ソフ トウ ェア業

① 事 業活動 の効率化 に寄与 す る コンピ ュー タの導入 資金

② 情 報処理 サ ー ビス業 な どの業務 の改善 または技術 向上 に必 要 な プ ・グ ラムの 開発 資金

③ 情 報処理技 術者 の教育,研 修 に必 要 な資金 な ど

{2ト 般 コンピュー タ ・ユーザ ー

① 先進 的な プログ ラムの開発 に必要 な調査,分 析 費用

② プ・グ ラムの作成等 に要す る コンピュー タの使 用料,そ の他 プ ・グラムの開 発に必要

な人 件費,外 注費 な ど

なお,融 資条件 は,金 利年7.55%,融 資限度 は所 要資金 の80%以 下,融 資期 間は原則 と

して3年 以内 とな ってい る。

本制度 が発足 した1970年 度 にお いては,融 資枠 は40億 円 であ ったが,1971年 度 には95億

円 と飛 躍的 に拡大 されてい る。

さ らに1972年 度 におい ては,情 報 処理 サ ー ビス業の発 展,コ ン ピュー タの急速 な普 及や

適 用業務 の高度化 に伴 い必要 とされ る ソフ トウ ェアの開発 を促進 す るため,融 資枠 を145

億 円 と大 幅 に拡大 す る。
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3・ 情報処理技術者 とその養成

コン ピュー タ利 用 の普 及 と高度 化 の傾向 が強 ま るにつ れて ,ソ フ トウ ェア開発 を担 当す

る システ ムズ ・エ ンジニ ア,プ ログ ラマな どの情 報処理 技術者 の需要 は急速 に増 大す るこ

とが予 想 され てい る。現 に通商産業 省 の「情報処理 実 態調査」に よれ ば3-H表 に示す よ う

にす でに相 当数 の情報 処理技 術者 が不足 してお り,と くに システ ムズ ・エ ンジニア
,上 級 プ

ロ グ ラマな どの上級情 報処理 技術者 の不足 が著 し く,そ の養成 は,最 も緊急 な課題 の ひ と

つ とな って い る。 このため通商産 業省 では ,晴1968,69年 度 の2年 間 をか けて システ ムズ ・

エ ンジニ ア,上 級 プ ログ ラマ等 を対象 とした 「上 級情 報処理技 術者育成 指針(上 級情 報処

理技 術研修 ガイ ドブ ックー 全10編)」 を作成 す ると ともに,1969年 度 か ら行 な っ て い る

「情報 処理技 術者試 験制度 」 に1971年 度 よ り 「特 種情報 処理技 術者(シ ステムズ ・エ ンジ

ニ ア)試 験」 を追加 ,実 施 した。 また,1970年3月 に(財)情 報処理研 修 セン ター設立 を

援 助 し,シ ス テム ズ ・エン ジニア,上 級 プ ログ ラマを中心 とす る上級 情報処理 技術者 を本

格 的に養成 す るな どの施 策 を とってい る。

A.情 報処理技術者育成指針などの作成

3-1-1表 に よれば,1970年,1971年 を通 じて システム ズ ・エン ジニア,上 級 プ ログ ラマ

の充足 率 は非 常 に低 い。 この こ とはシ ス テ ムズ ・エ ンジ三 アや上級 プ ログラマで あ る上級

情報 処理技 術者 の教育養成 は,一 般 情報処理技 術者の それ と比較 して非常 に実 施 し難 い し

効果 もあげ難 い。 また,専 門の養成機 関 も少 い。 この よ うな ご とか ら,一 定 の経 験者 を対

象 とした企業 内教育,そ の他の教育 の場 で体系 的な教育 が行な え るよ うに,1968,69年 度

に わた って通商 産業 省が 《財)日 本情 報処理 開発 セン ターに委託 して 「上級情報 処理技 術

者育成 指針(上 級情 報処理技 術研修 ガイ ドブ ック)」を作成 したが,こ れは システ ムズ ・エ'ン

ジニ ア,上 級 プ ロ グラマな どの上級情 報処理技 術者 をめ ざす人 び との参著書 として
,ま た,

その育 成指導 に たず さわ る人 び との指 導要領 と して利用 で きるよ うに工 夫 されてい る
。 そ
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の内容 には コン ピュー タの利 用分野 を 「計画 お よび管理 」,「調 査 および予測」,「計算制 御」,

「コン ピュー タ総合」,「 技術 計算 と設 計」 の5つ の セ ク ターに分 け,そ れ ぞれ の領 域 に

おい て必要 な内容が基礎 編,応 用編 の両面 にわ た ってすべ て網羅 されてい る もの であ る。レ

また,日 本 自転車振興 会 の機 械振興 資金 の助成 に よ り1971年 度 には,こ れ まで手 が加 え

られ ていな か った初級 プ ログ ラマの養成 のため昨年 度(財)日 本情報処 理 開発 セ ンタニが

作成 した 「初級 情報処理 技術者 育成指 針」 に引続 い て 「初級情 報処理 テキ ス ト」 を作成 し

たほ か,中 小企 業 の コン ピュー タの有 効利 用 を促進 す るために同 じ く(財)日 本情報 処理

開発 セン ターが 「中小企業 にお け るコン ピュー タ導入,活 用 の ための ガ イ ドブ ック」 を作

成 した。 また,企 業 にお け るコン ピュ一 夕 リゼ ー シ 。ンを促進 させ るために情報処理 関係

部 門以外 の管理者 に対す る教育 の ため,昨 年度 か ら本年 度 にか けて(財)日 本 経営 情報 開

発協 会が 「一般 管理者 向 け企業 内標準 カ リキ ュ ラムお よび テキ ス ト,教 材等 」 を作 成 し

た。

B.・ 情報 処 理 研修 セ ン ターの運 営

情 報処理 研究 セ ンターは,わ が国 の情 報処理 分野 に おけ る中核 的指導者 とな るシステ ム

ズ ・エ ンジニ ア,上 級 プ ログラマな どの上級 情報処理 技術者,情 報処理部 門の管理 者 およ

び情報処理 関連 教育者 を直接養成 す ることを 目的 として1970年3月 に設立 され,同 年10月

か ら開講 され てお り,研 修 コー スは シス テ ムズ ・エ ンジニ ア ・コース,シ ニア'・プ ログラ

マ ・コー ス,管 理者 コー ス,・インス トラ クタ ・コース,特 別 コー スの5種 類 の コースを設

けて実 施 してお り,1972年 度 にお いては4月 か ら開講す るこ ととしてい る。

研 修 の特 色 としては,① 従来 の教育 の欠点 で あ ったマス教育 を さけ,少 人数 の グルー プ

教 育方式 を と りい れ,② 徹底 した実 習,事 例 研究方 式 に よって研 修時 間の半分以 上 を これ

にあ て る予 定 であ り,③ 必要 な各種視 聴覚 教育設 備 をそな え,教 育専用 の中型,小 型 コン

ピュー タを設置 し十分 な コ ンピュー タ実 習 時間 を保証 してお り,④ 講 師陣 にiま内外 の学 識

経験 者,実 務経験 者 で最 高水準 の,第 一 線 の講 師 を擁 して い るこ とな どで あ る。 この よ う

に完備 した設 備 と環境の もとで教育 してい るが,こ の種 の教育 ・養成 には多大 の経 費 を要

す るため,そ の運営 につい ては,●日本 自転車振 興会 の機械振 興資金 に よ り積 極的な 助成が
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行なわれてお り受講者負担 を軽減 している。

C.情 報処理技術者試験の実施

情 報処理 の発 展の中核 的役割 を果す べ き情 報処理技 術者 の技術水準 の向上,教 育水準 の

確 保 お よび社 会的地 位の確 立 を 目的 として,1969年 度 に発足 した情報処理 技術 者認定 試験

は,1970年 度 か ら 「情 報処理 振興事業 協 会等 に関す る法律 」の第6条 に基 づ く情報処理 技

術 者 試験 として行 なわれ てい る。 これ までの情報処理 技 術者 試験 は,第1種(大 学卒程度

の一 般常識 を有 し,3年 程度以 上の プ ログラ ミング経 験 を有 す るシニア ・プ ログ ラマを対

象),第2種(高 卒程度 の一 般常識 を有 し,1年 程度 以上 の プ ・グ ラ ミング経験 を有 す る

一般 プ ログ ラマ を対象)に 区 分 して実 施 されて きたが
,い ずれ もプ ログ ラマを対 象 とした

試験 で あ り,情 報 処理技 術者 のなか で も,も っ と も重 要 な役 割 を担 うべ き情 報処理 システ

ムの分析 ・設計 に従事 す る者,す なわ ち,シ ステ ムズ ・エ ンジニアを対象 とす る試験 は行

な われ てい なか った。 しか しなが ら,近 年,わ が国 の情報処理 の急速 な進展 に と もない シ

ス テム ズ ・エ ンジニ アの不足 が強 く訴 え られて い るこ とに鑑 み ,1971年 度 よ りシステム ズ

・エ ンジニ アを対象 とした試 験 「特種 情報処 理技 術者 試験」(大 学卒 程度 の一般 常識 を有

し,3年 程度 以上の実 務 を経験 し,そ れ ぞれの専門分 野 と電子 計算機 につ いて の知識 を有

し,情 報 処理 システ ムの分析 と設計 を行 ない得 る者 を対象)を 実施 した。 この試験 は,当

該 年度 の4月1日 現在 で満25才 以上 の者 でな ければ受 験 で きない。

1971年 度試験 の応募者 数,合 格者数 な どは3・-1-2表 に示 す とお りで合格者 は 受 験 者 の

9.8%と か な り厳 しい試 験 とな ってお り,合 格 者 は,特 種 で244人,第1種 で568人 ,第

2種 で1,279人 の合 計2,091人 であ る。

4.シ ン ク タ ン クの 育 成

わが国 にお け る シン クタン クの育成策 に つい ては,1970年12月 産業構 造審 議会情報 産業

部会 シンク タン ク委員 会の 中間答 申に おいて述 べ られ てい る。 この答 申では,政 府の とる
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3-1-1表 情報処理技術者の不足率および充足率

不 足 率

1970年 1971年

充 足 率

1970年 1971年

シ ス テ ム エ ン ジ ニ ア ・4・・%1・6・ ・%1・5・ ・%139・ ・%

上 級 プ ロ グ ラ マ ・…%{・9・ ・ 64.7 56.9

初 醐 プ ・ グ ・ マ1・6・ ・ 32.9 78.8 76.1

オ ペ レ ー タ 24.6 21.3 91.1 83.4

キ ー パ ン チ ャ ー 等 17.4 16.6 81.4 89.0

通商産業省 「情報処理実態調査」よリ

(注)不 足率:1970年 および1971年 それぞれの3月31日 現在の実員数 と

4月 ～6月3ヵ 月間に補充 したいとしている要員数(補 充

所要数)の 比率

充足率:上 記の補充所要数に対する補充予定数(4～6月3ヵ 月に

補充可能な要員数)の 比率

3-|-2表1971年 度情報処理技術者試験の応募者数,受 験者数および合格者数

区 分 応 競1受 験 者 受 験 率1合 格 者1合 格 率

特 種
人

3,086

人

2,161

%
70.0

人
244

%
11.3

第1種
7,740
(10,279)

5,634
(7,179)

72.8
(69.8)

568
(977)

10.1
(13.6)

第2種
18,499
(24.200)

13,499
(16.249)

73.0
(67.1)

1,279
(1,649)

9.5
(10.2)

合 計
29,325
(34,479)

21,294
(23,428)

72.6
(67.9)

2,091
(2,626)

9.8
(11.2)

(注)1.カ ッコ内は1970年 度の数字

2,合 格率は合格者/受 験者

べ き施策 として,① 経 済 ・社 会 の ニーズに即応 した先端 的 なテ ーマをふ くむ もの を積極 的

に発注 し,そ の拡大 を図 る体制 を確 立す るこ と,② 知 的生産物 に対 す る正 しい評価 が行 な

えるよ う新 しい委 託発注方 式,価 格決定方 式,研 究成 果の評価 方式 な どを確 立す ること,

③ 具体 的な プ ロジ ェク トの開発 を通 して幅広 い角度 か らア ブ ・一チで きる人材 の養成 お よ

び プ ロジ ェク ト・リー ダな ど新 しい機能 を担 当す る人材 の養成 を図 るこ と,④ 公共 と民 間

の シンクタン クの機能 を調整 し,政 府 の発注体 制 の確 立,プ ロジ ェク ト情報 の交換,人 材

情 報 の提 供 な ど活動条 件の整備 を図 るこ とな どが提示 され てい る。 この答 申の施 策に そ っ
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て,1971年 度 において は,政 府 か ら民 間 シン ククン クへの委託 発注 プ ロジェク トの増加 を

図 って い る。

と くに,通 商産業 省 では,1970年 代 にお け る通商産業政 策 の新 たな展開 に対応 した政策

課題 か ら,多 領域,境 界領 域 に またが る研 究開発 テー マとして次 の5テ ー マを取 りあ げ民

間 シン クタン クに委 託発 注 してい る。

① 産業 の国際 的展開 の評 価

② 多国籍 企業 の行 動 に関す る分 析

③ 余暇利 用の社 会的 ニ ーズに対 す る新 しい産業政 策 のあ り方

④ 産業活 動 と自然 との調和 のための エ コロ ジー ・シス テムへ の接近

⑤ プラス チ ックな ど資 源有効利 用 シス テムの開発

この委託発 注 によ り,民 間 シンクタ ンクの人材養成 や プ ロジ ェク ト・リーダな どの養成

を 図 ってい る。 また,政 府 と民 間 シン クタン クとの研究開発 契約 に関 して,新 しい委託発

注 方式,研 究 開発管理 方式,価 格決 定方式 お よび研 究成果 の評価方 式 な どの あ り方 を解 明

している。

また,科 学技術庁においては,科 学技術政策指向型の総合研究開発機関の活用および育

成 な らびにフ.ロジェク ト・リーダの養成 をはか りつつ,他 の研究者 もしくは研究機関 との

提携による新 しい科学技術分野の展開をはかるため,日 本型科学技術開発 システムの設計

を行な うプロジェク トを委託発注 している。

経済企画庁 においては,地 域開発の科学的方法論の研究などを実施す る総合研究開発機

構 のあり方,1970年 代の新 しい政策課題を解明す る政策指向型の総合研究開発構想を推進

す るにあたっての基本的な諸 問題について調査を実施 している。

以上のような施策を通 じて,民 間シンクタンクの健全な育成 を図 りつつ,公 的なシンク

タングの方向づけを明確化す ることになるであろう。,・

5.新 しい情報産業 の振興策

今後 の情報 化社 会の 発展 にあ たって,そ の大 きな特色 の1つ とな る ものは,映 像情報 の
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比 重 の増大 で あ るといわれて い る。 この よ うな映像情 報化 の進展 に対応 して,わ が 国に映

像 産業(映 画 や テレ ビな どの従来 の映像産 業 に対比 して新映像産 業 とい われ るて と も あ

る)と もい うべ き新 らしい産 業 が生 まれつつ あ る。 ㌧

この新 らしい映像産 業 は,CAコ ぐV(ケ ーブル ・テ レ ビジ ョン)用 諸器材 あ製 造 ・販 売,;

;CATVシ ズテ ムの設計,ケ ー ブルの敷設,CATVシ ステ ムに よ る情報提供 な どを行 な
…
iうCATV産 業 と.VTRやEVRな どのVP(ビ デ オ ・パ ッケー ジ)用 諸器材 の製造 ・販

1売,お1よ び それに よって提 供 され る映像情 報 いわゆ る ビデオ ・ソフ トの企画 ・制 作 ・販 売

な どを行 な うビデ オ産業 を2つ の柱 とす る もの と考 え られ てい る。

iCATV,VPな どの新 らしい映像 メデ ィアは,将 来 の国民生 活 に大 きな影 響 を 及 ぼ

i
し,牛 活様式や生活意識にまで変革 を及ぼす もの として近年にわかに脚光 を浴びて きた。 、

・この よ うな 新 しい映像 メデ ィアを核 とす る映像産 業 は,知 識集約 産業 で あ るとと もに今後

の 情報{ヒの重要 な一 翼 を担 うもの と期待 され てい る もので あ る。 .、,

l
iA.CATV産 業 ・ t・
1'

ia)概 況 ・'

iCATV産 業 は,現 状 では大別 して,CATV用 機器 や 同軸 ケ ー ブルな どを製 造 し,あ

1るいは設 置す るシステ ム設 置'業と もい うべ き もの と,CATVシ ス テムを利用 して映像 情

:報
を提 供 してい る もの との2つ に分類 す るこ とがで きる。

}

i3+3表CATV線eaec器.生 産販売額推移(齪)

年 度
項 目

.,

1967年

,

1968 1969 1979 1971 備 考
、 「

総 設 置 経 費(億 円) 11.10 10.95 14.71 23.10 28.9
総設置経費は下記の機材
費に加えて工事費(24%)
間 接費(20%)が ある

ケ ー ブ ル(億 円)

「

2.89

」

2.83 3.83 6.00 7.52

}

アクテ ィブ ライン機器(億 円) ゴ95 1.92 2.58 4.04 5.06
ヘ ッ ドエ ン ド中継増巾器

など

パ ッシ ブ ラ イ ン機器(億 円) 1.12 1.1 1.48 2.32 2.90
分配用機器タ ップオフな
ど

((社)日本電子工業振興協会地域情報化システム調査委員会報告書より)
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3+4表 日 本 のCATVの 現 状

地 域 別1 名 称 1設立醐 資 本 金 等

○(財)東 京ケーブル ビジ ョン

○(財)京 阪神ケーブル ビジ ョン(大 阪地区)

大 都 市 型。翻 鍋 肇乞ヲ継;:;
北海道CATV協 議会
新潟県CATV協 議会
神奈川CATV協 議会

70/11

70/5

70/12
71/2
70/12
71/3

基本財産800万 運用財産3億8千 万

〃800万 〃

〃800万 〃

〃800万 〃

2億1千万

1億6千万
1億4千万

○日本ネットワークサービス㈱

○下田有線テレビ放送㈱

㈱秋田電化開発研究所

四国ケーブルビジョン

○県南放送協会

日本有線ビデオテレビ

中 小 都 市 型OCATV富 士醐
○新紀テレビ

70/2

70/12

70/4

70/6

71/1

70/3

1,000万

1,000万

1,200万

500万

300万

500万

100万

900万

○テレビ共聴開発 500万

仙 台ケ ーブル ビジ ョン研究所 70/1 600万

○網野テレビ

○東部テレビ共同聴取組合 65/12

'

農 村 型 ○北浜町農協 71/6

三ケ日農協

○上尾住宅
71/7

ニ ュー タ ウ ン 型

○京阪神ケーブル ビジ ョン(鈴 蘭台地区)

東 急多摩田園都市

多摩 ニ ュー タウン

67

千 葉 海浜ニ ュータウン

千葉 ニ ュー タウン

港北 ニ ュー タウ ン

○ ホ テ ル ・ニ ュー オ ー タ ニ

○ 赤 坂 東 急 ホ テ ル

○ ホ テ ル ・ニ ュー ジ ャパ ン

企 業 内 型8謙 莞 ‡㍍ ル
○名古屋 キ ャッスル
○空港 ター ミナル ビル

○池袋パ ルコ

68/12
71/1
70/7
71/3
69/10
70
71
70/6

そ の 他 館山市教育CATV (72/4

予定)

(日本 開発銀行 調査月報1971.11よ り)
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(○印は再送信等のサー ビスを開始 しているもの)

サ ー ビ ス 地 域 サービス内容1加 入世徽 加 入 料 金
{月 額 料 金

雛 縮 計画罐:螢 日輪

現在大阪市御鞠 区 緬{靱 聾 蕪 四条
名古屋市内

福岡市内

再送信

再送信

現 在320セ ッ ト

(計 画20,000)

現 在115

(計 画2,400)

(計 画6,500)

山梨県甲府市

静岡県下田市

秋田県秋田市
高知県高知市

福島県石川郡石川町一帯

鹿児島県鹿児島市

富士吉田市全域

和歌山県新宮市

静岡県富士市

宮城県仙台市

京都府網野町

静岡県沼津市

兵庫県高砂市北浜町

静岡県引佐郡三ケ日町

埼玉県上尾市大字小泉

神戸市兵庫区鈴蘭台南町
東京都,神 奈川県早野 ・険山地区
八王字市,町 田市,多 摩町,稲 城町
千葉市
.船橋市など五市町村
横浜市北西部
ホテル内
〃

〃

〃

〃

　

ビ ル 内
〃

千葉県館山市,富 浦町,三 芳村

再送信
(自主放送予定)

再送信,自 主放送

再送信

再送信

再送信

再送信,自 主放送

再送信

再送信,自 主放送

2,000

(計 画15,000)

2,875

512

1,300

5,000

1,500

2,100

1,500

400

再送信
(自主放送予定)

再送信

再送信,自 主放送
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

現在178

(計 画720)

現 在200

(計 画2,400)

1,000台

560台

500台

500台

600台

12台

30台

49施 設

15,000円

{ 500
{
15,000
500

30,000(当 初25,000)

{ 500
{
30,000

600

{
30,000

1,000

{
15,000

500

{
18,000

250

{
23,000

450

{
25,000

300

{
23,000

500

10,000(有 放 加 入 者

以 外25,000)

250

{
15,000

500

館山市教育委員会が主
体とな り,小 中学校,
幼稚園,公 民館の49施
設に,教 育情報センタ
ーから自主製作教育番

組を流す。総額1億 円
のうち文部省が5千 万
円を補助する。
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CATVは,テ レ ビ局 の電 波が有効 に到達 しない難視 聴地域 での再送 信 サー ビスの ため

に始 まった もの であ る。 日本 では昭和28年(1953年)群 馬県伊 香保 に,ア メ リカで は1949

年 オ レゴン州 アス トリアで実 験 的に設 置 され たの が最 初 であ る。 現在 わが国に は,8,000

と も11,000と もい われ る多数 のCATVシ ス テムが存 在す る。 しか しこれ らは いず れ も

小規模 で,平 均 的加 入世帯 数は.ア メ リカの1シ ステ ムあた り加入 世帯数 約2,000戸 に比較

して,そ の10分 の1程 度 で あ る。

CATVが にわか に脚光 を浴 び るこ ととな ったの は,ワ イヤー ド・シテ ィ(有 線情 報化

都市)構 想 や多 目的情報 システ ムの考 え方 に典型 的 にみ られ るよ うに,CATVの 伝 送経

路 で あ る同軸 ケー ブルの もつ大容量 情報 伝達性 が着 目 されて きたか らで あ る。 同軸 ケ ー ブ

ルは中空 円筒状 の外部導体 と同軸 状に保持 され た中心導体 か ら な る有 線伝 送路 であ り,

外界 との相 互干渉 が ないばか りでな く,た とえば テ レビの よ うな画像情 報 の場 合,無 線 で

は最 高7チ ャンネルであ るが,同 軸 ケー ブルに よれば1本 で数十 チ ャンネルを送 る ことが

で きる。 ま た他の有 線伝送 路で あ る電 話線 に比較 すれ ば,同 時に送 れ る情 報量 は電 話線 の

数万倍 程度 で あ る。

b)政 府の 施策

政 府 は今後 の情 報化 の進 展に あた って,大 量 の情報 を伝達 す る とと もに受 け手 に理 解 し

や すい映像 を双方 向 システ ムで伝 え るこ とがで きる この よ うなCATVシ ステ ムが果 たす

役 割 を重 視 し,積 極 的に振興施 策 を打 出 してい る。

通商産 業省 で は,1971年6月 か ら(社)日 本電 子工業 振興協 会 に地域情 報化 システ ム調

査委員 会(林 雄二郎 委員長)を 設置 しCATVを 中核 とす る情報 シス テムの実態,需 要,

展望 な どの調 査 を行 な ってい る(同 委 員会 は同年12月 中 間報告 書 を発表 してい る)。 の ム

に1972年 度 か らは約300戸 の実 験 タウンを建設 して,「 の ぞむ情 報 を,の ぞむ時 に,の ぞ

む所 で,わ か りや すい形 で双 方向 で提 供す る情 報 システ ム」 と しての映像 情報 シス らテ さ

開発 を推進 す るこ とと してい る。1972年 度 は システ ム設 計 ・調 査費 として3,100万 円が計

上 され てい る。

その他郵政 省 およ び 自治 省 ・農林 省 ・文部 省 ・経 済企画庁 な どにおいて もそれ ぞれCA

TVシ ステ ムに対 して助 成施策 を講ず るこ ととしてい る。
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B.ビ デオ産 業

a)概,況 .

ビデオ産業 は,VTR〈 ビデ オ ・テー プ。・レコー ダー)やEVR(エ レク トロニ
ック ・

ビデ オ ・レ コー ダー)ビ デオ ・デ ィス クな どのいわ ゆ るVP機 器 を製造 ,販 売す るハ ー ド

ウ ェア業 と,VP機 器 に よって提 供 され る映像情報(い わ ゆ る 「ソ フ トウ ェア」)を 企画
,

製作・販 売す る ビデ オ ・ソ フ トi業およ び関連産 業 に大別 され る。

1956年RCA社(米)に よ .ってyTRが 開発 されて い らい,EVR,セ レ クタビジ ョ

ン,ビ デオ ・デ ィス ク等 々各 種方式 に よ るVP機 器 が開発 され
,映 像の反 復再生性 な どの

す ぐれた メデ ィア特性 に着 目 され,わ が国 で も1970年 に ビデ オ5,COO億 産 業論 が打 出 きれ

るに至 って,ポ ス ト・カ ラ]商 品 を求 め る電子機 器 メー カーに加 えて,拡 大 を続 け現在 の

サ ー ビスが 飽和点 に達 しよ うとしてい ,る出版 ・印刷 ・ラジオ ・テレ ビそれに映画等 の ソフ

ト産 業が数多 く参入 した。

VPは その優 れた メデ ィア特性 に よって,(イ)情 報 過疎地 域へ の情報提供
,回 カス タム ・

コ ミュニケー シ 。ンの メデ ィア,内 高密度情報 によ る学校教育 や企業 内教育,⇔ 監視機 能

を利用 した省力 化等 多様 な分野 で情報 化 を推進 す る もの と期 待 きれてい る。

しか し,ビ デ オ産業 はい まだ幼 らん期 に あ り,産 業 の規模 は次の とお りまだ きわめて小

さい。

ハ ー ドウ ェアについ ては,VTRの 製造 ・販売 を12社 が行 な ってお り,EVRは2社 が

生産 してい る。1971年 で の出荷実績 はVTR12社 合計 で約6万2千 台(う ち国内 出荷2万

4千 台),金 額 ベ ースでは約124億 円 といわれ る。EVRは 昨年 生産が 開始 された ばか りで

あ り,出 荷台数 は明 らかで ない。推計 では これ まで約2千 台(う ち国内約1千 台)と もい

ノ

われてい る。

ビデオ ・ソフ トお よび醒 産 業 につい て(証 確 な統 講 料 が ないが
,・97、 年 の売上 高 は

約10億 円 と推計 され てい る。'"J'

今後 の課題 として ハー ドの コス ト・ダウン,規 格統一,ソ フ トの需要 開拓 ,著 作権 問題

の解 決,流 通 チ ャンネルの整 備等 が指摘 されて い る
。
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3-1-1図VTRの 原 理

(1)イ言号i原

・イ舗

なま撮像 カラー カメラ

(3)複 製

マスター再生 パッケージ録画

①図 一 画

(2)磁 気 録画 録音

シリンダー テ_プ ガイ ドポス ト

VTRテ イ ・こ鶉 収録ずみ・イ

}陽 一診
コ ン ト キ ュ ー ト ラ ッ ク

ロ ー ル

ト ラ ッ ク

回 転 ヘ ッ ド

ド ラ ム

一

(4)再 生

受信画像の録画

VTR

圏 再生NTSC
信号
圃

(電波新聞社 電子工業年鑑より)

b)政 府の施策

通商産業省は,す ぐれた機能 を有するVPの 普及および70年 代わが国の知識集約型産業

構造 を担 う知識産業 としての ビデオ産業の振興を図 るため,1971年10月 電子機械工業会に

ビデオ調査委員会(乙 竹度三委員長)を 設置 し,技 術,需 要,産 業の3分 科会 を設けてビ

デオのそれぞれの面での実態 と展望 を調査す ることとした。同委員会は,1972年3月 末に

中間報告書を発表する予定である。
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6.そ の他の情報 化促進施策

A.情 報処理振興税制の拡充

a)電 子計 算機買戻 損失準 備金制 度の拡充

電子 計算機 買戻損失 準備 金の積立 限度額 を さらに引 き上 げ。

電 子計算 機 の販売 について は,現 在 その大 半 を レン タルに よって 占めてお り,電 子計算

機 メー カーの レンタルに伴 な う莫大 な資金 負担 を軽 減 す る た め,日 本電 子計算機(株)

(略称JECC)等 の レンタル会社 が大 きな役割 を果 た してい る。 これ によ って,メ ー カ

ーは ,レ ンタル会社 に販売 す ることに よ り,実 質 は レ ンタルで あ りなが ら直売 と同 じ効果

を挙 げてい る。 ところが メー カー とレ ンタル会社 との 間には,下 取契 約が結 ばれ てお り,

ユー ザーか らレンタル ・バ ックが あれ ば,そ の ときの簿価 で メー カーが下 取す ることにな

ってい る。 この ため,メ ー カー は絶 えず レンタル ・バ ックの危険 に さ らされ てい る。 これ

を企業 会計 の面 か ら眺 め ると,メ ー カーはJECC等 に販 売 した時 に,そ の代 金 を全額益

金 に立 て,納 税 す るが,レ ン タル ・バ ックが あ る とその分 は未実現利 益 を計 上 していた こ

とに な り,い わば税 金の先 払 いを した ことに もな る。 この事実 お よび レン タル ・バ ックが

経 験上 ほぼ一定率 で起 こって い る事実 に着 目 して,1968年 度 に,電 子計 算機 買戻 損失準 備

金 の制度 が認 め られた。 その後,1970年 度 に積立 限度額 が それ まで の10%か ら15%に 引 き

上 げ られ,1971年 度1こその対 象 がJECC取 扱 分 だけか ら,信 託 ・リー スの分 に まで拡大

され今 日に至 ってい る。

1970年 度 に,積 立 限度額 が引 き上 げ られて以来,IBMの370シ リー ズの登場 に よ る世

代 交替 の動 き等 か ら,電 子 計算機 の技術革 新 の ス ピー ドは ます ます早 くな りつつ あ る。 ま

た,情 報化 の一層 の進展 に よ るレベ ル ・ア ップや,電 算 機 の 自由化等 の動 きか ら,そ の レ

ンタル ・ライ フは,ま す ます短 か くな る傾 向 にあ る。

この よ うな状況 にかんが み,今 後 と もわが国電 子計算機 産業 の健全 な育 成 を図 るため,
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大 蔵省 は その積 立限度 額 を現 行の15%か ら1972年4月1日 以降20%へ と引 き上 げ るこ とを

み とめ た。 ・

{

…

b)電 子計算機 の特 別償却 制度の拡 充,延 長

電子計 算機の特 別償 却制度 の特別償 却割合 を5分 の1か ら4分 の1に 引 き上 げ ると

ともに,そ の適 用期 限を2年 間延長

わが国 の情 報化 は近 年 め ざま しい ス ピー ドで進展 して きたが,先 進 諸国 なかんず くアメ

リカ と比較 す る と未 だ その格差 は人 な る ものが あ る。 これの キ ャ ッチ ・ア ップを図 るため

には,情 報処 理 の一 層 の普 及 ・高度化 が必要で あ り,そ の ためには,レ ンタル と並ん で買

取 を促 進 す る必要 があ る。 ところが レンタル料 は,各 月毎 に全額経 費処理 で きるに もかか

わ らず,買 取 の場合 は減価 償却 費の分 だけ しか経 費処 理 で きず,そ の うえ一 時 に膨大 な資

金が必 要 であ る。 この ため,そ の導 入費用 は企業 に とってかな りの負担 とな っ て い る の

で,特 別償却 制度 の活 用 に よ り,そ の促進 を図 る必要 が あ る。

この ため,1970年 度 か ら,と くに情 報処理 の高度化 に資 す る電子計 算機(主 記憶装置 の

記憶容 量12万 ビッ ト以上 の もの)を 買取 に よ り購入 した場合 に は,初 年度5分 の1の 特別

償却 をす ることが認 め られてい る。

ところが その後,IBMシ リー ズの登場 に よ る世代交 替 の動 き等 か ら,電 子計 算機の技

術革新 はます ます その ス ピー ドを早 め てお り,ま た,情 報化 の進展 に伴 な うレベ ル ・ア ッ

フ。の要 請等 か らユーザ ーは早 め に償却 す る必要 に迫 られ てい る。

さ らに,電 子 計算機 産業 は,71年8月 の 自由化措置 に よ り開放体制 に突入 す ること とな

り,外 国企業 と比べ,な お大 きな格差 が あ るわが国電子 計算 機産業 の健全 な発展 を図 るた

め,買 取 を促進 し,安 定 的市 場 を確保 す る必要 が あ る。

この よ うな観点 か ら,1972年 度 の税 制改正 に おいては,本 制度 の特 別償却 割合 を5分 の

1か ら4分 の1に 引 き上 げ,一 層 の買取 促進 を図 る とと もに,そ の適用期 限 を2年 間延 長

す るこ ととした。

c)プ ログ ラム保 証準備 金の創設

.ソフ トウ ェア業者 に対 して,プ ログラムの売上 高の2%を,プ ログラム保証準 備金
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と して積 立て る ことを認 め る。

わが国 とア メ リカとの ソ フ トウェア ・ギ ャ ップの解 消 を図 るためには,ソ フ トウェア開

発 の中堅 を担 うソフ トウ ェア産業の健 全 な育成 を図 るこ とが何 よ り も急務 であ る。

ソ フ トウ ェア産 業 は,今 後情報 処理技術 者 の不 足が深 刻化 す るに つれ,ま す ます その役

割 が増大す る もの と予 想 されてい る。 その一 層の 発展の た めには,ソ フ トウ ェア産業 の経

営基 盤が確立 され,技 術力 が蓄積 されて迅速 かつ低 廉 で優 れ た ソフ トウェアが供 給で きる

よ うにな る こ とが不可 決の課題 で あ る。

「電子 計算機 利用高度 化計画 」 の参考 資料 にお いて も,1975年 度 の ソフ トウ ェア業 の売

上高 の 目標が2,500億 円 とされて お り,こ の よ うな ソフ トウ ェア産業 の成長 がな い限 り,

わが 国の情 報化 は円滑 に達成 され得 な い と考 え られ てい る。

現在,ソ フ トウ ェア企 業 の経営 を不安 定 に してい るひ とつの大 きな要 因 は,そ の作成,

販 売す るプ ログ ラムについ て,納 入後 に 自己 の負担 で手直 しを要求 され る ことに ある。

ソ フ トウ ェア業 者 は,開 発 を受 注 した フ。ログラムについ て,そ の完全 性 を期 して さま ざ

まな デー タを用 いて検査 を行な った後,ユ ーザーに納入 す るが(検 収),ソ フ トウェアその

ものの性質上,あ らゆ るケ ースを想 定 して フ.ログラムを作成 す るこ とは不可 能 で あ る た

め,納 入後,ユ ーザ ーが実 際に その プ ログ ラムを使 用す る過程 で不都 合 が生 じ,補 修(デ

バ ッギン グ)を 行 な うこ とが避 け られな い。

この補 修 に必要 な費用 は,明 らかに ユーザーの仕 様指 図 もれ,あ るい は間違 いに原因 が

あ る もの を除 き,フ.ロ グ ラムの開発 に当 た った ソ フ トウェア企業 が一 定期 間内に限 って負

担 す る商 慣習 が確立 して い る。 ほ とん どの場合,将 来1年 間 にわた ってソ フ トウェア企業

等 が無料補 修義務 を負 う旨,契 約 に明記 されて お り,一 部 企業 におい ては,こ の 費用負担

に対 処す るため,有 税 で補修 引当金 を積 み立 て てい る。

この よ うな現状 にかん がみ'1972年 度 の税 制改正 において,プ ログ ラム保 証準備 金が創

設 され る こと とな った。 その概 要 は,次 の とお りで ある。

① 対象 企業 ソ フ トウェア業 を営 む個人 また は法 人(ソ フ トウェア業 の定義 は,情 報処

理振 興事業協 会等 に関 す る法 律,第2条 によ る。 ただ し,ハ ー ドメー カーが兼業 して い

る場 合 は認 め ない。)

② 積立 限度 額 その作成 に係 る政 令 で定 め る プ ログ ラムの売上 げの2%(プ ログ ラムの
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定義 は,情 報 処理振興 事業 協会等 に関す る法律第2条 に よ る。 政令 で定 め るプ ログラム

の売 上 げ とは,1年 以上 の無償補 修義務 を契 約書 または これに準ず る書面 で明記 してあ

る プ ログラムに係 る売上 げ をい う。 その作成 に係 るとは,単 に販売 のみ を行 な うプログ

ラムにつ いて は,準 備金 の積立 を認 め ない趣 旨 であ る。)

③ 取 崩方法 毎 期 洗替 え(こ の準備 金 によ り積立 てた金額 は,翌 期 に全額益金 に算入 す

る。)

④ 適用 期限1972年4月1日 開始事 業 年度(法 人)も し くは,1972年 分(個 人)か ら2

年 間。

d)電 子計算機に対する固定資産税の軽減措置の延長

電子計算機 に対する固定資産税を3分 の1軽 減する措置につき,そ の適用期限を2

年間延長

情報化の一層の進展を図 るため設け られた国税の情報処理の高度化に寄与する電子計算

機の特別償却制度に対応し,地 方税で も,情 報化促進の重要性にかんがみ,固 定資産税 を

3分 の1軽 減する制度が,1971年 度か ら設 けられている。 この制度は,1972年3月31日 ま

でに取得 した主記憶装置の記憶容量が12万 ビッ ト以上の電子計算機について適用すること

とされてい る。

ところが,1972年4月 以降に電子計算機 を購入 しようとす る者に とっては,固 定資産税

が軽減 されるかどうかが判 らないうらみがある。 したが って,買 取促進を図る本制度の趣

旨か らして,事 前に制度の存在 を熟知 させて,は じめて意義があるので,今 回 とくに1972

年度 の税制改正において,2年 間延長することとした ものである。

B.電 子計算機利用高度化計画

情報処理の普及高度化のガイ ドラインを示 し,も って情報化推進施策の斉合的実施を図

るとともに,情 報産業および情報処理関係者の参考に供するため,情 報処理振興事業協会

等に関す る法律第3条 に基づ き 「電子計算機利用高度化計画」が定め られている。

この高度化計画の内容は,次 の2点 である。.
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① 情報処理 の振興 を図 るため,利 用 を特 に促進 す る必 要 があ る電子 計算機 の設置 目標

② 情報処理 の振興 を図 るた め,開 発 を特 に促進 す る必 要が あ るプ ・グ ラム(広 く利用 さ

れ る種類 の もの に限 る)の 開発 目標

この計 画の策 定 に当た っては,1970年10月 に(社)日 本 電子工 業振興 協会 お よび(財)

日本情報 処理 開発 セ ン ターに 「情報 化指標作成 委 員会」 を設置 し,計 画 の作成 に必要 な基

礎作業 を実 施 した。委員 会 は,こ のほか参考 資料 として,情 報処理 サー ビス業等 の売上 高

の予測 な ど,広 い範 囲の情報 化指標 につ いて検討 を行 な ってい る。 以下 順 にその概要 を紹

介 す ることに しよ う。

a)電 子計算 機の設 置 目標

川 「情 報処理 の振興 を図 るため利用 を特 に促 進 す る必要 があ る電子 計算機 」 とは,汎 用

機 であ り,か つ,コ ス トパ フ ォー マンスの す ぐれ た もの に限 るこ とと した。

(2)設 置 目標 は,当 面,ア メ リカ とのいわ ゆ るコ ンピュー タ ・ギ ャ ップの解 消 を図 るこ と

が急務 と考 え,情 報 化指 標 と もい うべ き電子計 算機設 置額 の対GNP比 率 につ いて,1975

年 度 に,ア メ リカの1970年 の水 準(対GNP比 率2.5%)に まで高 め るこ とと した。

その結果 は,次 の とお りで あ る。

1975年 度末の設置金額

型別内訳 大 型

中 型

小 型

超 小 型

(注)

3兆5,000億p∋

2兆4,300億 円

7,600億 円

2,000億 円

1,100億 円

設置金額 とは,設 置 されてい る電算機の買取価格(レ ンタル は,買 取価格ベースに換算)の 総

.和 であ り,償 却計算は行 な っていない。

b)プ ログ ラムの 開発 目標 .

アメ リカ との ソ フ トウ ェア ・ギ ャップを解 消す るためお よび今 後 の情 報処理 の普 及高度

化 とわが 国経済社 会発 展 のため大 き く寄 与す る と考 え られ るプ ログラムで あ り,か つ,開

発の緊要性 が高 く,ま た1975年 度 までに, .技 術 的 に試作,実 用 化,性 能 向上 また は汎用化
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が可能 で ある と予 測 され る プ ログラムを開発 目標 として示 した もので あ る。

c)情 報処理 サ ー ビス業等 の売上高 の 目標

わ が国の情報 化が 円滑 に進展 す るためには,情 報化社 会の キ ー インダス トリーであ る情

報 処理 サー ビス企 業等 が ア メ リカ並 みの水準 に まで成長 してい る ことが 必要で あ る と 考

え,そ の1975年 度 におけ る 目標 値 を示 した もので あ る。

情報 処理 サー ビス業 の売上高3,000億 円

(内 情報提 供 サー ビス業)(150～200億 円)

ソ フ トウェア業の売上 高2,500億 円

合 計5,500億 円

C.フ 。ロ グ ラ ム調 査 簿

わが 国 と先進諸 国 なかんず くア メ リカ との ソフ トウェア ・ギ ャップを解消 す る た め に

は,わ が国の情報 処理技 術者 が慢 性 的に不足 してい ること等 か ら考 えて,稀 少 資源 を有効

に活 用 し得 るよ う効率 的な ソフ トウ ェア開発 が図 られ なけれ ばな らない。 このた めには,

誰 が どの よ うな プ ログラムを開発 してい るかが明 らかに され,そ れ によ って プログ ラムの

流 通 が促進 され,重 複投 資 を避 け得 るこ とが必要 であ る。

このため,1970年 度 か らプ ロク◆ラム調査簿 が設 け られ,一 般 ユ ーザーや ソフ トウ ェア企

業 等 が保 有 す るフ。ログラムの うち,流 通 に供 す る意思 の ある もの を,こ の調査簿 に登録 し

て も らい,一 般 の閲 覧に供す るこ とに よ り,流 通 の促進 の きっか けを与 え るこ ととしてい

る。

この フ.ログ ラム調 査簿 は,現 在,通 産省,各 地方通 産局,主 要商工 会議 所等全 国78ヵ 所

の閲覧施設 で一般 の閲覧 に供 されて い るほ か,政 府刊 行 出版物 として市販 され てい る。

また,こ の調査 簿 は,毎 年見直 しを行 な って更 新 してい くこ とと してい る。昭 和45年 度

版 の プログ ラム調 査簿 の収録本 数 は全部 で2,741本 であ り,そ の内訳 は,ア プ リケ ー シ 。

ン ・プ ログラム1,659本(事 務 計算 お よび その他616本,OR・ 構 造解析 ・設計 に 関す る

科 学技術 計算473本,そ の他 の科 学技 術計算570本),ラ イブ ラ リー ・プ ログラム433本,シ
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ステ ム ・フ。ログラム649本 とな ってい る。

これ を業 種別 にみ る と,シ ステ ム ・プ ログラムに おけ る電算機 メー カーの圧 倒的優位,

アプ リケー シ ・ン'プ ・グ ラムの うち,事 務計 算に おけ る計 算 セン ター,科 学技術計 算に

おけ る商社,サ ー ビス業 の優位 が うかがわ れ る。 また,社 別 にみ る と,上 位'5社 で全体 の

音,上 位10社 で全 体の 十を 占めてお り,プ ログ ラム調 査簿 の利 用が まだ十分 に行 なわれて

い ない状況 を物語 ってい る と もいえ よ う。

D.情 報処理サー ビス企業等 台帳制度

近 年の急速 な コン ピュー タの普 及に伴 ない,日 経 マ グ ロウヒル事件(注)に み られ るよ

うな企業秘 密の ろ うえいや プ ライバ シーの侵害 が起 こる可 能性 が出 て きた。 と くに顧客 の

デー タを大量 に取扱 う情報処理 サー ビス業 や顧客 の企業秘 密 に関与 す ることが多 い ソフ ト

ウェア企業 につい ては,そ の発生 の可 能性 が高 い と考 え られ る。

したが って,わ が国情 報化 の一 層 の発展 と情報処理 サー ビス企業等 の健 全 な発 展 を図 る

ために は,こ れ らの弊害 を防止 し,ユ ーザ ーが安心 して情報 処理 サ ー ビス企 業等 に発注 で

きるよ うにす る必要 があ る。

この ためには,情 報 処理 に携 わ る人 間 と くに情報処理 サ ー ビス企業等 の情 報処理技 術者

の機密 保持 の ための倫理 の確 立 と,そ の ための制度 的 ・技 術的 な方 策の確 立が 急 務 で あ

る。 業務上 知 り得 た秘 密の遵 守義務 に関 して は,医 師 ・弁 護士 な ど法律上 明文 の規 定 を有

す る もの や永年の伝統 に よ って職業倫理 として培 われ て きた もの な どが あ る。 情報 処理 技

術者 につ いて は,当 面,自 らの手 で職業 倫理 と して確 立 してい くことが良策 で あ り,そ れ と

ともに機密保 持の ための制度 的 ・技 術的方 策 につ い て調査 ・研究 す る ことが必要 で ある。

この ため,情 報処理 サー ビス企業 の業界 団体 であ る(社)日 本情報 セ ンター協 会 に 「倫

理綱領 確立 調査委員 会」が 設 け られ,所 要 の審議 ・検討 が行 なわれ てい るが,そ の対策 は

必 ず し も十分 とは い えない。

しか し,こ の よ うな国民 生活 に密 接 にかか わ りの あ る問題 を この まま放 置す るこ とは, .

いたず らに国民 に不 安 を与 え,ひ い ては不 当 な反 情報化感 情 を もた らす結 果 を生 じかねな

い。 したが って,ユ ーザーの不安 を解消 す るため↓
,情 報処 理 サー ビス企業 等 の経 営 の実 態
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と くに機 密 保 護 に 関 す る実 態 を早 急 に 明 らか に す る必 要 が あ る。

この た め,通 産 省 で は1972年 度 予 算 か ら,「 情 報 処理 サ ー ビス企 業 等 台 帳 制 度 」 を設 け,

情 報 処 理 サ ー ビス企 業 な どの 機 密 保 持 に 関 す る実 態 調 査 を行 な い,こ の 結 果 を ユ ー ザ ーの

閲 覧 に供 す る こ と と した 。 これ に よ って,ユ ー ザ ー の 発 注 の 際 の 選 択 の 便 に供 す る と と も

に,情 報 処 理 サ ー ビ ス企 業 等 が 相 互 に 機 密 保 持 体 制 の 強 化 に 努 め る こ と とな り,業 界 全 体

の レベ ル ・ア ップ が期 待 し得 る もの と考 え られ る。

(注)日 経 マグロウヒル事件

日経 マグロウ ヒル社 は,「 日経 ビジネス」の購読者約10万 人 の リス トを磁気 テープに収 めて管理 して

いた。1970年10月 下 旬同社が,こ の テー プのフ ィー ド ・バ ック作業(文 字 に直す作業)を,同 社の雑誌

の発送業務 を委託 しているアテナ社 に依頼 したところ,ア テナ社は,こ れ を長野県計算セ ンターに委託

した。長野県 計算 センターは,こ の作業 をさらに東京のパシフ ィック計算セ ンターに委託 し,パ シフ ィ

ック計算セ ンターがフ ィー ドバ ック作業 を行 なった。 このあ と11月3日 に,日 本 リーダーズ ・ダイジェ

ス ト社が、パ シフィック計算センターか ら,あ るところか ら依頼 されたとい うふれこみの磁気 テー プを

82万 円で購入 した。 その後,日 経 ビジネスの購読者に,リ ーダーズ ・ダイジェス ト社か らダイ レク ト ・

メールが送 られ,人 名 ・住所等 に日経 ビジネスの場合 と同 じ誤 りがあ ったため,不 審 に思 った読者が,

日経 マグロウ ヒル社 に連絡 して発覚 した。

この事件では,ア テナ社が,日 本 リーダーズ ・ダ イジェス ト社 を賦物故買罪で告訴 していたが,そ の

後両社の間に和解 が成立 し,告 訴 はと り下げ られた。

(参考)情 報処理 サー ビス企業等台帳制度の概要

台帳の調査対象は,全 国で約500の 情報処理サービス企業などの事業所(パ ンチ専業は,

調査対象 としない。)で あ り,各 通産局の管区別に作成 される。 その記載事項の概略は,

次のとお りである。

① 会社の概況

資本金,従 業員数,売 上高,業 務内容,機 械設備など

② 秘密保持に関す る社内規則

③ 秘密保持に関す る設備など

④ 誤 処理および情報の滅失に対する処理体制

⑤ 損害賠償に関す る規定

台帳は,通 産省,各 通産局,商 工会議所な ど250ヵ 所に備え,一 般ユーザーの閲覧に供
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す ること とす る。

この記載事 項 に重 大 な誤 りが あ る と認 め られ る場合 およ び台帳利用者 か らクレー ムが あ

った場 合 には,各 通産 局 が調査 し,記 載事項 の修 正 を行 なわせ る。

なお,こ の台帳 の正確 を期す るため,毎 年調査 を行 ない,秘 密 保持 の内容,会 社 の概 況

な どにつ いて,よ り最新 の情 報 を収集 し,近 年増 加が著 しい情報 処理 サー ビス企 業 な どの

実情 にあ わせ,新 しい セ ンターについ て も調査 もれが ない よ うに努 めてい る。

7.電 子計算機 および情報処理におけ る

標準化の現状 と今後 の動 向

わが国の工業標準化は,1949年 公布制定 された工業標準化法によって,生 産の合理化,

生産能率の増進および使用消費の合理化 などわが国産業経済発展の基盤 として,今 日まで

大 きな役割を果 して きているが,近 年は さらに経済と国民生活の調和 ある発展へ と経済目

標が移行す るに伴 ない,工 業標準化 も公害防止,消 費者保護,情 報および住宅産業な ど新

規産業の育成な どの観点か ら,今 日その役割がますます増大 しつつある。 そ もそも標準化

とは,物 事に合理的な標準(規 格)を 設定 し,多 くの人 々が それを活用す るとい う組織的

行為であって,標 準化は利害関係者の合意によって自主的に行なわれることが の ぞ ま し

く,欧 米諸国においては広い分野にわたって民間ベースの自主的標準化活動が きわめて活

発である。 しかしわが国においては,経 済的,社 会的な国内事情か ら政府が主体 とな り,

民主的な手続 きによって広 く利害関係者の意見を公正に調整 しつつ,全 国的規模で適用 さ

れ ることが もっとも有効 な方法であるとい う考 えか ら,JIS(日 本工業規格)の 制定 と普

及の国家的標準化事業が工業標準化法に基づいて進め られている。

a)標 準化の必要性とメ リット

電子計算機および情報処理に関する産業は,今 日他の産業では類例のない勢で成長の過

程にある。電算機がわが国に導入 もしくは開発 された初期の段階では,技 術的に若 く,変
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遷 の途 上 に あ るこ とおよび この産 業の もつ本 質的 な多 様性の ために標準化 の動 きは,一 部

の 例 外 を除い てあ ま り盛 んで はなか った。 しか しなが ら,近 年 にな って この ま まの状 態で

産業 が伸展 し多様化 が進 んでい くと,メ ーカー,ユ ーザ ー ともに不都 合 な点 が増大 してい

く ことが 明 らか にな って きた。 この ため数年 前 よ り世界 的に標準化 の動 きが盛ん にな って

.きてお り,わ が国 も例 外 ではな くな った。 この産業 の先進 国で あ る欧 米諸 国は ,各 国内 で

の標準化 の検討 を進 めてい るが,他 方 この標 準化 は世界的視野 に立 って行 な う必要 が あ る

こ とを痛感 し,そ れ ぞれの立 場 か ら世 界的規 模の標 準化 に寄与 す るよ う努力 してお り,各

国内の標準 化 に も反映 させ るよ うに して今 日に及ん でい る。

この よ うな情勢 の もとで,わ が国 におい て も電 子計 算機 と情報 処理 の普 及 と発展 を図 る

た めに は,標 準化 を強力 に推進 すべ きで あ るとの社会 的要請 か ら,1969年 通産 省に設置 さ

れ てい る日本 工業 標準調 査会 に新 たに 「情報 処理 部会 」が設 け られて,標 準化推 進体制 が

拡充 された。

情 報処理 の普及 と高度化 に伴 な って各種 の標準化 の緊急性 は 日を追 って高 ま ってい る。

シ ステ ムを構 成 す る多数 の機器 につい て選択 を容 易 にす るためには,機 器 間の接合 条件標

準 化 が必要 とな り,さ らに技 術者 の教育 や流動 性 を確保 す るためには ハー ドウ ェア,ソ フ

トウ ェア両面 の標準 化 が必要 とな り,ま た情報 の交 換 のため には各 種 デー タ ・コー ド,デ

ー タ様 式 の標 準化 が必要 とな る。多 数の情報 シス テムを結 ぶ情報 ネ ッ トワー クの形 成 は,

通 信 回線 の利 用 をふ くむ広汎 な事項 に わた る標準化 の達成 な くしては不可 能 とい え る。 と

の よ うに情報処理 シス テムの発 展の ために標 準化 は もっ と も基 礎的 な要件 で あ り,そ の促

進 は きわ めて緊要で あ る とい え る。

一般 に標準化 に よ って もた らされ るところの効果 は
,1製 品系列 内は もとよ り別 の製品

系 列 との 間の互換 性 の確保 か ら,生 産 面 の合 理化,能 率化 ひいて は メー カーの健全 な競 争

を助長 し,技 術の進 歩 を促が す こ とに ある。 またユーザ ーへ の使用 選択上 の 便 宜 の 提供

や,品 質の保 証 な ど使 用上 の メ リッ トが得 られ る ところにあ る。 情報処理 の標 準化 の メ リ

ッ トも同様 とい え るが,と くに具体 的 には,{1}シ ス テ ムの修正,変 更,保 守 を容易 に し,

E(2}シス テ ムの運営 や管理 とその評価 を容易 に し,技 術の向上 や将 来の発 展成長 の基礎 とな

る,(3)異 な るシステ ム間の情 報交換 を容 易に す るな どの点 をあげ る ことがで きる。
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b)標 準 化の特長 と問題点

{1)情 報処 理標準 化の特長

前述 のよ うに,一 般 鉱工業 品の標準 化 の効果 と情報処理 に関す るそれ と基本 的 には何 等

相異 は ない もの であ るが,情 報 化社会 の 中核 をなす情報処 理 システ ム自体 の もつ特質 と し

て は,つ ぎの よ うな ものが考 え られ る。

① コン ピュー タ本体 をは じめ,紙 テー プ,カ ー ド,磁 気 テー プな どの各 種入 出力装置,

高 速 印字 装置,各 種補 助記憶装 置,通 信系統 を介 しての端 末入 出力 装置,パ ター ン処理装

置(文 字 認識 図形処理,音 声 出力 な ど)な どきわ めて複雑 で精密 な機械群 で構成 され る

'シス テムで あ ること
。

② 適用 業務 に対 す るプ ログラ ミン グな どソフ トウ ェアに関 しては,そ れ が システ ムの 目

的 によ って利用者 自 らが創 造開発 しなけれ ばな らず,現 在 は利用 の開発 が機械装 置 の進歩

に比べ て遅れ てい る といわれ,こ の よ うに機械 と使 い方 の相 関性が密接 な もの は他 に見当

らない こと。

③ コン ピュー タ利用分野 の拡大 に伴 ない,こ れ に関連 す る業界 が内外 と もに競 合が はげ

し く,技 術進歩 の もっ とも著 しい分野 であ り,シ ステ ムを構 成 す る機器 が,そ れ ぞれ1社

または数社 にわ た り分業 独立 して生産 と研究 開発 が進 め られてい るこ と。

④ 情 報化社 会の形成 上,た んに1企 業,1業 界,1行 政 機関,1地 域 に と どま らず,将

来 は通 信 回線 との結合 に よ り広域 的 に複 雑 な現 象 を処理 す るよ うな総 合 的な体系 として機

能 す るこ とにな って,各 種 の情報 が相互 に交換 され るよ うにな るであ ろ うこと。

以上 の よ うな特 長,特 質 を もつ情報処理 関係 の標準化 は,従 来の工業 製品 の規格化 とは

若 干異 な った性格 を もってお り,規 格 は相互 に何 らかの関連 を もちなが ら有機 的に進 め て

い かねば な らない であろ う。

(2)情 報 処理,標 準化 の問題点

したが って,ハ ー ドウ ェアの面 におけ・る標準 化 は,単 一部 品や単一 機器 の規格化 のみ で

な く,機 器群 あ るいは それ らの組合 わせ全体 か らみ た標準化 を考 えね ばな らず,そ の対象

は ハー ドウ ェアその ものの す そ野 にまで お よぶ もので あ る。 また,ソ フ トウ ェアの面 か ら

す れば,ハ ー ドウェアの技術進 歩 と両 々相 ま って,利 用技術 の進歩 向上 が図 られ るべ きも

の で,こ れ らは人間の知 的生産 物 で,、ハ ー ドウ ェアの よ うに形 体の あ る ものではな い。 し
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たが って これ らは一 定 の ドキュ メン トとして記録表 現 された上 でな ければ標 準 化 は行 な わ

れ ない。 さ らに これ らの組合 わせ で構 成 され る システ ムは,利 用 目的 や その レベ ルに よっ

ての 多様性 が あ って,そ の統 一 にはか な りの努力 の要す るところで,標 準化 の推 進 に あた

っては つ ぎの よ うな問題 に留意 しなけ ればな らない。

① あ ま りに早期 な標準 化に よ って技 術 の進 歩 を阻害 す るこ とは避 けねばな らない。 また

標準 化 の時期 を失す ると多様 な既成事実 が で きあが り,標 準化 が困難 にな るので,技 術 進

歩 につ いての 的確 な将来 展望 の上に,タ イ ミン グを失 な わせ ぬ よ う計画 的な標 準化 を進 め

ね ばな らない こ と。

② 国 際的 な標準化 とのかい離 を生 じないよ うに国内 の標準 化 を進 め るべ きで あ るが,一

方 国際 的 な標 準化 の確 立 を まって国内の それを行 な うとい った受身 の姿勢 に終始 してい て

は,わ が国 の利益 に反す る場合 が生ず るため,積 極 的 に国際機構 との調 整 を図 りつ つ標準

化 を進 めね ばな らない こ と。

③ 標 準化 には その適 用範囲 の広 さに比例 して利 害関係 の範囲 も広 が る とい うことが あ る

ため,コ ン ピュー タ ・メーカー,ソ フ トウ ェア企 業,多 数の ユーザー な ど広 範 な利害 関係

者 の協 力 を求 め て意 見 の調整 を行 なわね ばな らない こと。

c)情 報処理標準化の現状と今後の動向

(1)国 際的標準化活動

標準化についての国際機関の1つ としてISO(国 際標準化機構)が あ る。ISOは

1947年 に成立 され現在55カ 国が加入 している。 わが国の場合には海外諸国との標準化 に関

す る技術的交流の重要性か ら,閣 議決定に基いて日本工業標準調査会が1952年 にISOに

Pメ ンバー(積 極的に参加 して投票権を行使す る)と して加入 してい る。国際標準化活動

への参加は,わ が国の主張を国際規格に反映 し,ま た国際的な規格制定の動向を把握す る

な ど技術情報の収集 を行な うことに よ っ て,国 際的な視野の もとにJISの 制定を進め

て,JISの 国際性 を高め海外市場の拡大に資するな どのためにきわめて重要である。開

放経済体制の進展に伴 って国際標準化事業の必要性はますます増大 して きてい る お りか

ら,加 入各国は標準化事業の もつ重要性 をよ く認識 し,そ の参加活動は積極的である。現

在ISOは,146の 専門委員会を有 し,こ の下に分科会や作業 グループが設け られている。



第1章 わが国のコンピュータ政策および情報産業政策129

この 中で電 算機 と情 報 処理 を担 当 してい るの はTC97で あ る。

(2)JIS制 定 の機構 と手 続 き

JISの 審議 は 日本工 業標準 調査会 に おい て行 なわ れ,同 調査 会の議 決 を経 て主務大 臣

によ って制 定 され る。制 定 された規格 は技 術 の進歩,品 質 性能 の向上 な どの実 状に常 に即

応 させ るべ く,規 格 制定後 少 な くとも3年 経過 す るご とに制 定 と同様 な手続 きを経 て見直

しを行 ない,必 要 に応 じて改正,確 認 また は廃 止 の措 置が と られ るよ うにな ってい る。

調 査会 には これ らの業務 を行 な うため,総 合 的全般 的な事項 を審議 す る標 準会議,各 部

門 の調 査審議 の ための部会,そ れ ぞれ の専 門分野 の規格 を調査審 議 す るための専門委 員会

が設置 され てお り,電 子 計算機 および情報処理 に関す る規 格 を調査 す る 情報 処理部会 に

は,現 在17の 専 門委員 会が所属 し審議 が進 め られ てい る。 その組 織体 系は3-1-2図 の とお

りで ある。

なお,調 査会 に付議 され るJIS原 案 は,主 務大 臣に よ って作成 され る場 合,国 が関連

す る学協会 な どの団体 に原 案作成 を委託 す る場 合 あ るい は利 害関係者 が原案 を具 してJI

S制 定 を主 務大臣 に 申 し出 る場 合な どがあ る。 現状 で は主 に国が団体 に委託 す る場合 が多

く,情 報処理 関係 の原 案作成 は,(社)情 報処理 学会,(社)日 本電子工 業振 興協会 な ら

び に(財)日 本情 報処理 開発 セ ンターによ って行 なわ れてい る。

{3)JISの 制定 状況 と進捗状 況

JISは 基本 的 にはISOの 推 せん規格 または推せ ん規 格案 にな った ものを もとに,わ

が国 の国内事情 を考慮 して制 定す る とと もに,一 方 国内の社 会経済 的 な要請 に よって,わ

が国独 自の立場 か ら自主 的 に制定 を行 な らてい る。JISは1967年 にFORTRANと

ALGOLの プログ ラ ミン グ用言 語 が制 定 され たの を初 め と し,そ の後1969年 以 降に情報

交換 用符号,同 符号 の紙 テー プお よび磁 気 テー プ上 での表現,磁 気 テー プの ラベル と ファ

イル構 成,情 報処理 用語 な どか ら日付 の表 示,時 刻 の表 示 な どの デー タ ・コー ドにわ た る

基本 的なJISが 逐 次制定 され て きてお り,現 時点 でのISO規 格 との対照 関係 は3+5

表 に示 す とお りで あ る。

(備考)こ の表は,TC97の 総会における幹事国の報告に基い:て,SCご とに審議済みと審議申の項目

およびその進捗状況を左側に示 し,右 側にはそれに対応して制定 したJISと その準備状況を示 してあ

る。なお,調 査研究委託 とあるのはJIS化 のための基礎的な調査研究を行な う もの で,近 いうちに
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3-1-2図 情報処理に関する標準化の手続き(工 業標準化事業の機構)

(1952年 加 入)

ISO層

国際標準化機構

(1953年 加 入)

IEC

国際電気標準会議

一 一 ●______」一 一 一 一 一 一 一 一 一 －r－

日本工業標

準調査会

(1955年9月 設 置)

調's':fs

委 員 会

(1969年8月 設 置)

情報処理用語専門委員会

情報処理 コー ド専門委員会

ラベル専門委員会

OCR専 門委員会

MICR専 門委員会

磁気テープ専門委員会

紙テープ専門委員金

紙カー ド専門委員会

プログラミング言語専門委員会

データ伝送専門委員会

図記号専門委員会

論理回路記法専門委員会

データコー ド専門委員会

コボル専門委員会

けん盤配列専門委員会

職業 コー ド専門委員会

電算機性能表示専門委員会
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JISと して とり上げられる予定のものである。

ISOで は今後 も数多 くの推せ ん規格案 が作成 され る と考 え られ,近 い将来 の 見 通 し

tlEt,表 の左側 の文書番 号 と記号 で推 定 され,3-1-6表 はすで に実施 された各種 の標準化体

系 調査 糸吉果 を もと.にま とめた もので あ る.こ こに,3-1-5表 の中か ら近 く制定 さ旭 もの

と審 議 の行 なわれ る主 な もの を と り上 げてみ る。

① 情報 記録媒体 の デ ィジタル磁 気 テ ー プにつ いて は,在 来 の オー プ ン ・リール ・タイプ

か らカセ ッ ト・タイ プへの移 行が,わ が 国 をは じめ世界 のす う勢 に あ るため,国 内製品 の'

互換 性 と品 質の確保 お よび生 産 の合 理化 を図 るた め,カ セ ッ ト・テー プの電 磁変換特 性 ,

〕勿理 的特性,形 状,寸 法,構 造や温 湿度,振 動 な どの環境試験,耐 久試 験 な どにつ いて研

究 を行 な って規格化 を図 り,さ らに はISOへ のわ が国の提案 を考 えてい る もの。

◎ 情 報交換 用の デ ィジタル ・カセ ッ ト・テー プの情報 記録様 式 は,テ ー プに情報 を記 録

す ると きの様 式(ト ラ ック数,寸 法,記 録 密度,記 録方式 その他技 術 的事 項)をISO審

議 案 をベ ースに して規格化 す る もの。

③ 磁 気 デ ィスク ・パ ックは,互 換 性 を保持 す るた め,機 械的条件,磁 気 記録上 の磁気特

粋 件・ 識 ・ ・一一マ ・ ト条件 につ いてIS・ 勲 ベ ース喘 格化 す るもの・

◎ 光学式文字認識のための字形については,す でにOCR用 の英数字形のJISが 制定

されているが,わ が国固有の文字 としてのカタカナについて も,今 後電子計算機の入出力

相文字および人間 と機械 との間の情報交換用の文字 として使用が増 える46個 のカタカナ大

文字,2個 の記号,9個 の カタカナ小文字の字形について規格化す るもの。1

⑱ 電子計 算機用連続 伝票用 紙 は,ラ イ ンプ リンタ,タ イ プライタに使用 す るフ ォー ム用

紙 につ いて,取 引 き上 の基準 を明確 にす るため,紙 質,寸 法 および用紙 の実用性 能(送 り

子Lの強 度,ミ シン目の強 度,用 紙 の動 的強 度,ミ シン目の カ ッ トとタイ),表 示 事項 の統

一 な どについ て規格化 す る もの
。

⑥ プログ ラ ミン グ言語 のJIS,COBOLは,ISO推 せん規格案 を もとに作成 され

た もの で,技 術的仕 様 はほぼ同 じで ある。 また,1967年 に制定 され たFORTRAN ,A

LGOLに ついて は,制 定時 の基 本方 針の もとに論理 上 お よび編 集上 の問題 点の みに しぼ

っ て今回改正 され た もので あ る。1
;



132第3部 ゴンピューク政策および情報産業政策

3-1-5表1SO推 薦規格,推 薦規格案,国 際規格案および文書審議案とjlSと の対照表

ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)ま たは
国際規格案(PIs)お よび文書審議案(N)

JIS規 格,JIS規 格 案 および原案委託

1.用 語(SCI)進 渉

01:一 般用 語(DR2382)CD (1)情 報 処理用語C6230-70.1047年 度

02:数 学 および論理
改正原案委託

07:算 数 および論理 オペ レー シ ョンBD

(DR2452)

03:装 置 技術(97/IN233)-A

04:デ ー タの構成(DR2383)

05:デ ー タの表 現(DR2455)

06:デ ー タの準 備および取扱 い

(DR2452)

09:情 報 理論用 語(97/IN188)

10:プ ロ グラムの形式化 と準備

(97/IN165)

11:プ ログラ ミング技法

12:イ ン ス トラクシ ョン

16:制 御 装置入出力装置(97/IN189)

25:デ ー タ処理のORの 各 種の応用

(97/IN230)

M(13):オ ペ レー ト技法(97/IN228)

R(18):ス テ ー ジ ・テ クニ ック

(97/IN198)

DE

DE

DE

AB

BD

－B

AB

AB

AA

2.キ ャ ラ ク タ ・セ ッ トと コ ー デ ィ ン グ(SC2)

(1)'情 報 交 換 用6お よ び7ビ ッ ト ・キ ャ

ラ ク タ ・セ ッ ト(R646・DR1052)',

(2)7ト ラ ッ ク磁 気 テ ー プ 上 で の6お

よ び7ビ ッ ト ・キ ャ ラ ク タ ・セ ッ トの

表 現'(R961'・DR1320).GGI

,(3)9ト ラ ッ ク磁 気 テ ー プ 上 で の7ビ ッ ト

キ ャ ラ ク タ ・セ ッ トの 表 現

(R962・DR1521).'・GG.

(4)7ビ ッ ト ・キ ャ ラ ク タ ・セ ッ トか ら

得 ら れ る4ビ ッ ト ・キ ャ ラ ク タ ・セ

ッ トの 定 義 に 対 す る ガ イ ド

(R963・DR1322)

(5)磁 気 テ ー プ の ラベ ル と フ ァ イ ル

構 成(R1001・DR1323)

(6)穿 孔 テ ー プ上 で の6お よ び7ビ

ッ ト・キ ャ ラ ク タ ・セ ッ トの 表 現

(R1113・DR1418)

GG

GG

GG

(1)情 報 交換用符号

(R646・R963)

C6220-69.6

(2)情 報 交換用 符号 の磁気テrプ 上での表現

C6222-69.6(R962)い

(3)C6220に 含 ま.れている。

(4)情 報 交換用磁気テープの ラベル とファイル

..構 成C6245-70.4(R1001)

(5)情 報 交換用符号の紙テープ上 での表現

C6221-69.6(R1113)47年 度 改正審議

予定
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)ま たは
国際規格案(DIS)お よび文書審議案(N)

(7)12欄 穿孔 カー ド上 にお ける7ビ ッ ト
キ ャラクタ ・セ ットの表現

(R1679・DR1679)FG

(8)12欄 穿孔 カー ド上 にお ける8ビ ッ ト
パ ターンの表現(R2021・DR2021)EG

(9)MICRお よ びOCR用 キ ャラクタ
セ ッ トの コーデ ィング(DR2033)DF

(10)7ビ ッ ト・キ ャラクタ ・セ ットの コ
ー ド拡張の手続 き(DR2022)DD

(11)バ イ ナ リ・データの記録方法AA

(97/2N310・273)

㈱ 情 報交換用 ディスク媒体のコー ド化

(97/2N322)AA

⑬7ビ ッ トコー ドのコン トロール ・キ

ャラクタの図的表現(DR2047)DF

ω 見 出 しラベル(97/2N352)AA

⑮3キ ャラクタ ・エスケープ ・シーケ
ンスの階級(97/2N400)CC

(16)デ ー タ処理 エスケ ープ ・シーケ ンス

の登録手続 き(DR2375)CF

⑰7お よび8ビ ッ ト・コー ドのコー ド

拡張手続 き(97/2N468)-A

⑱ カセ ット磁気 テー プの コーデ ィング

(97/2N535)AA

3.文 字 認識(SC3)

(1)磁 気 インク文字認識用字形 および印

刷仕様(R1004・DR893)FG

(2)光 学 文字認識用字形(英 数字および

記号)(R1073・DR996)FG

(3)光 学 文字認識用 印刷仕様(DR1831)EG

4.入 出力(SC4)

(1)情 報 交換用穿孔 テープの寸法

(R1154・DR1671)

② 未穿孔 カー ドの仕様

(R1681・DR1681)

DF

FG

(3)80欄 穿孔 カー ド角形穿孔 の位置 と寸法

(R1682・DR1682)

(4)せ ん礼紙 テープの一般条件

(DR2175)

(5)未 穿 孔紙 チーフ。の特性(DR1729)

FG

FG

FG

JIS規 格,JIS規 格 案および原案委託

ド
情報交換用符号の紙カー ド上での表現

C6221-72.3(R1679・DR2021)

(7)光 学式文字読取のための情報交換用符号
(DR2033)47年 度 原案委託

(1)磁 気 インク文字読取用字形および印刷仕様
C6251-71.3(R1004)

(2)光 学 式文字認識 のための字形(英 数字)

C6250-70.6(R1073)

(3)光 学 式文字認識 のための字形(か たか な)

47年 度 審議中

(4)光 学 式文字認識 のための印刷仕様(か たか

な)48年 度 審議予定(DR1831)

(1)情 報 交換用紙テープ。の孔の位置 と寸法

C6246-71.3(R1154)

(2)、情 報交換用紙カー ドC6244-72.2

(R1681)

(3)情 報 交換用紙カー ドの孔の位置 と寸法
47年 度 審議予定(DR1682),

(4)情 報 交換用紙チーフ。C6243-70.4

(DR1729)
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)ま たは
国際規格案(DIS)お び文書審議案(N)

JIS規 格,JIS規 格 案および原案委託

(6)

(7)

(8)

磁気 テープのための一般用 リール と
ハブ(R1858・DR1858)EG

計 測 用未記録磁気 テープ(一 般寸法)

(R1859・DR1859)EG

計 測 磁気テープ用精密 リール

(R1860・DR1860)EG

　 　

改訂(97/4/5/N121)

(9)情 報 交換用7ト ラック200RPI

磁 気 テープ(DR1861)

(10)情 報 交換用9ト ラ ック200RPI

磁 気 テープ(R1862・DR1862)

(11)情 報 交換用7ト ラック800RPI

磁 気 テープ(R1863)

(i2)情 報 交換用

AB

FG

FG

FG

200,800RIL,NRZI

お よ び1600RPI位 相 エンコー ドの

未 記録磁気 テー プ(DR1864)FG

⑬9ト ラ ック63rpm(1600RPI)位 相
エ ンコー ドの磁気 記録 テー プBB

⑭ 磁 気記録 テープ(標 準 テー プと トラッ
ク構成)AB

(15)用 語(97/4/2N82)AA

(16)特 殊 目的用 カー ド(97/4/2)AA

聞 穿 孔 テープ。についてのデー タ交換 の

ための一般 的要求(DR2195)BD

(18)情 報 交換用1吋(25.4mm)穿 孔 チーフ。

のための リールおよびコァ

(97/4/3N181) .BB

(19}情 報 交換用未記録磁気 テープ(物 理

的特性)(DIS2690)BC

⑳ 情 報交換用6枚 磁気 デ ィスク ・パ ッ

クの物理的磁気的特性

(97/4N144・145)BB

6枚 磁 気 デ ィスク ・パ ックの トラ ッ

ク形式AA

O2).磁 気 交換のための6枚 磁気 デ ィスク
パ ックの物理的特性BC

チ ャネル ・インター フェイス

(97/4/4N28/AA

チ ャネル・レベルごインターフ ェイス

のための機能要求(97/4/4N166)AA

カ セ ット磁気 テープ(3.81mm)

(97/4/1N361)BB

(5)NRZI方 式 によ る情報交換用磁気 テ
ープの情報記録様式C6241-72 .6(予 定)

(R1862・DR1863).

(6)位 相 変調方式 によ る情報交換用磁気 テープ

の情報記録様式47年 度 原案委託

(7)情 報 交換用磁気 テープC6240-70.4

(DR1864)

(8)情 報 交換用磁気 テープ リール

C6242-71.1(DR1864)

(9)電 子 計算機系けん盤配列C6271-72.2

(ISO/TC95,DR2126,R1091)

⑩ 磁気 ディスク ・パ ック(6枚 の機 械的互換

性)47年 度 審議予定(97/4/6N22)

レ コーデ ィングのモー ド標 準化

(97/4/5N122)

磁気ディスクパ ック(11枚の機械的互換性)
47年度 原案委託

情報交換用カセ ットテープ
47年度 原案委託

情報交換用カセットテープの情報記録様式
47年度 原案委託

電子計算機用連続伝票用紙の実用性能試験
方法47年 度 原案委託

電子計算機用連続伝票用紙
46年度 原案委託

|
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)ま たは
国際規格案(DIS)お び文書審議案(N)

・ †=

JIS規 格,JIS規 格 案 および原案委託

佗ヵ 磁気テー プと計 測用 テー プの用語

(97/4/1N372) AB

⑳ 交 換可能の磁気 デ ィスク ・カー トリ

ッジ(1枚)の トラ ック形式

(97/4/6/N57) －A

⑳11枚 磁 気デ ィスク ・パ ックの一般 的

特性 と物理的特 性(97/4/6N60)
－A

⑩11枚 磁 気デ ィスク ・パ ック
,(97/4/6N59) －A

㈹ 磁気 デ ィスク ・カー トリッジ(1枚)

の一般特性と物理的特性
(97/4/6N57) －A

㈲ 磁気デ ィスク ・カー トリッジ(1枚)

の磁気 特性(97/4/6/N62) －A

5.プ ログラム用 言語(SC5)

(1)フ 。ログラム用言語ALGOL (1) 電子計算機プログラム用言語FORTRAN
(DR1538) DF (水 準7000)C6201-72.3改 正(DR1539)

(2)プ ロ グラム用言語FORTRAN

(DR1539) DF (3) 電子計算機フ。ログラム用言語FORTRAN
.
1

(3)ISO6お よ び7ビ ッ ト ・キ ャ ラ ク
(水準5000)C6202-72:3改 正(DR1539)

タセ ットによ るALGOLの た めの
八一 ドウ ユァ表現(DR1672) DD (3) 電子計算機フ。ログラム用言語FORTAN

(4)プ ログ ラム用言語COBOL
(水 準3000)C6203-72.3改 正(DR1539)

(DR1989)|

(5)プ ログラム言語の標 準化 に適用すべ

DD (4) 電子計算機 プログラム用言語ALGOL
(水準7000)C6210-72.3改 正(DR1538)

き基 準(97/5N221) CC (5) 電子計算機プログラム用言語ALGOL

(6)機 械 の数値制御 に用 い られ るプログ
ラム用言語(APTの よ うな もの) DD (6)

(水準6000)C6211-72.3改 正(DR1538)

電 子 計算機 プ ログラム用言語ALGOL

(7)CLDATA論 理構成と主要用語 F (水 準5000)C6212-72.3改 正(DR1538)

(97/5/N245), BC (7) 電子計算機プログラム用言語ALGOL

⑧ 数値制御機械用の言語の仕様 (水 準4000)C6213-72.3改 正(DR1538)

(97/5/1N160) BB (8) 電子計算機フ。ログラム用言語ALGOL

(9)ポ ス ト処 理 装 置 の マ イ ナ ー ・エ レ メ
(水 準300q)C6214-72.3改 正

ン トの定義(97/5/1N/144)

㈹ 数 値制御技術の記述 のための言語能

カーAPT(97/5/1)

AB

i
AB

(9) 電子計算機 フ。ログラム用言語ALGOL
の入 出力(水 準70)C625-72.3改 正

(DR1538)

(11)数 値制 御用 フ。ログラム用語 のサブセ
ット(97/5/1N161) AA

⑩ 電子計算機 プ ログラム用言語ALGOLの
入 出力(水 準60)C6216-」72.3改 正

(11) 電子計算機プログラム用言語ALGOLの
s

入 出力(水 準50)C6217-72.3改 正

(12)
実翻灘i翻ぎ誌蟻 酸と田鶴8)
⑬ 電子計算機プログラム用言語ALGOLの
入出力(水 準30)C6219-72.3改 正

(14)電 子 計算機 フ。ログラム用言語COBOL
C6205-72.7(予 定)(DR1989)
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ISO推 薦規格(R)、 推薦規格案(DR)ま たは
国際規格案(DIS)お び文書審議案(N)

6.デ ィジタル ・データ伝送(SC6)

(1)情 報 メ ッセー ジ申の誤 り検 出用水平
パ リティの用法(R1155・DR1732)GG

ス タ ー ト・ス トップお よび同期伝送

のためのキ ャラクタ構成

(R1177・DR1734)FG

デ ー タ通信 システムのための基本的

モー ドコン トロールの手法

(R1745・DR1745)EG

CCITT(国 際 電信電話 諮問委員

会)推 せん規格V24が 適 用で きるデ
ータ端末機器 とデータ通信装置間の

回路交換用 コネクター ピンナンバー
(DR2110)CD

基 本 的 モー ド・コ ン トロールの手法
への補完(DIS2619)BC

基 本 的モー ド ・コン トロール手法 の

変更 と拡張(97/6N330)BB

(7)コ ー ド伝送制御の手法(97/6N328)CC

(8)基 本 的モー ド・コン トロー ル手法 中

の会話型情報伝送(DIS2629)BC

One-Wayお よ びTwo-Way伝 送 制

御の手法(97/6N325,329)AA

高速 データ端末装 置のコネクター ピン

の割当(DR2593)BC

(11)同 期 化(97/6N248,224,326)AA

シス テム ・パ フォーマ ンス

⑬

(14)

(1s)

(16)

岡

(97/6N157)

信 号 品 質(97/6N332)

デ ー タ ・シ グ ナ リ ン グ ・レ ー ト

用 語

リ タ ー ン ・チ ャ ン ネ ル

ァ コ ー ス テ ィ層ッ ク ・カ プ リ ン グ

(97/6N225,313,292)

AA

AA

AA

AA

AA

AA

コー ドの制約を受 けない情報転送方法
(DR2111)CG

7.問 題 定義 と解析(SC7)

(1)情 報処理の ための フローチ ャー ト記 号
'(R1028・DR1299)GG

フ ロー ・チ ャー トの とりきめ

(DIS2636)BC

フ ロー ・チ ャー ト・シンボルの使用

方 法(97/7N68)AA

JIS規 格,JIS規 格 案お よび原案委託

(1)伝 送 回線上の キ ャラク タ構成 と水平パ リテ

ィの用法C6360-71.4(R1155・R1177)

② モデ ムと通信制御装置およびデータ端末装

置 とのイ ンタフェースC6361-71.4

(DR2110)

情 報 処理用流れ図記号C6270-70.4

(R1028,97/7N56)

2値 論 理素子 記号47年 度 審議中

(IECTC3・3(S)393)

電 子 計算機の性能表示46-47年 度 審議中
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)ま たは
国際規格案(DIS)お び文書審議案(N)

JIS規 格,JIS規 格 案お よび原 案委託

8.数 値 制御(SC8)

(1)数 値 制御用 コー ド (1)数 値制御機械の座標軸 と運動の記号

(R840・DR1314)GG B6310-71.6(R841)

(2)数 値制御機械の座標軸 と運動の記号
(R841・DR1315)GG

② 数値制御工作機械用 コー ドおよび紙 テープ
・フォーマ ット47年 度審議中(R840)

(3)数 値制御機械用穿孔テープ・ブ ロ ック
フ ォーマ ッ ト(R1056・DR1316)GG

(3)数 値 制御工作機械用穿孔 テープのブ ロック
フォーマ ッ ト47年 度 審議 中

(4)数 値制御機械用互換性穿孔 テープ可

変 ブロ ック ・フ ォーマ ット
(R1057・DR1317)GG

(R1056・R1057・R1058・R1059)

(4)数 値 制御機械用穿孔 テープ可変 ブロ ックフ

ォーマ ット47年 度 審議中(R1058)

(5)数 値制御機械用穿孔テープ可変プロ (5)数 値制御機械の準備機能Gお よび補助機能
ッ ク ・ フ ォ ー マ ッ ト M47年 度審議予定

(R1058・DR1318)GG

(6)数 値 制御用穿孔 テープ固定ブ ロ ック (6)数 値制御工作機械用語47年 度審議予定
フ ォ ー マ ッ.ト(R1059・DR1319)GG

(7)数 値制御機械の位置決めのための穿 (7)数 数 値制御用 プログラ ミング言語

孔 テ ー プ可 変 ブ ロ ッ ク ・フ ォ ー マ ッ 47年度調査研究

ト(DR2539)BD

(8)数 値制御用語(97/8/N24)AC

(9)数 値 制御機械用記号(97/8N228)BC

00制 御 用フ ォーマ ット(97/8N185)BB

01)ニ ュ ー メ リ カ ル ・コ ン ト ロ ー ル と マ

シ ン トー ル 間 の イ ン タ ー フ ェ イ ス ば

(97/8/N/277)AB

9.デ ー タ ・ コ ー ド(WGK) ●

(1)年 月 日の表現(DR2014) (1)日 付 の 表 示(コ ー ド)C6262-70.4

(DR2014)

(2)週 の 番号付 け(DR2015) (2)時 刻 の 表 示(コ ー ド)C6263-70.4

(3)イ ン タ ナ シ ョナ ル ・シ ス テ ム に お け (3)都 道 府県 コー ドC6260-70.4

る単 位の名称(SIユ ニ ット)の 表

現(97/N442)BB

(4)オ ー ジ ナ ル ・デ ー トの 表 現
(4)市 区町村 コー ドC6261-70.4

(DIS2711)BF (5)性 別 コー ドC6264-71.1

(5)個 人 と組織の表示 －A (6)産 業 コ ー ドC6265-71.4

(7)商 品 コー ド47～48年 度 審議予定

(8)勘 定 科 目コー ド47年 度審議予定

(9)計 量 単位 コー ド47年 度審 議予定

(97/N314)

(1① 耳哉業 コー ドC6266-72.3

(11)事 業 体 コー ド(銀 行 コー ド,学 校 コー ド)
47年 度 原案作成(予 定)

⑫ 人 の属性 に関す るコー ド
47年 度 調査研究(予 定)
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)ま たは
国際規格案(DIS)お び文書審議案(N)' JIS規 格,JIS規 格 案および原案委託

合計 合計

ISO推 せん規格R=27件 JIS制 定済み40件
◇

ISO推 せん規格案DR=23件 工業標準調査会で審議中
(Rに な った もの除 く)

または審議予定15件
ISO国 際規格案DISニ5件

その他の審議案件N=64件

(注)(1)進 捗 状況の略号(ISOの 審 議状況 を示 し,左 側は1971.1.1現 在,右 側は1971.12.31

現 在 を示す)

A=項 目調査の段 階

B=原 案(DraftProposal)作 成段 階

C二 原 案がPメ ンバーの過半数以上 に承認 された段階

D=ISO推 せ ん規格案(DlaftISORecommendation)ま た はISO国 際規格案(Draftt

ISQInternationalStandard)がISOの 全 加盟国に送付 された段階

E=DraftISORecommendationま た はISO国 際規格案(DIS)がISO加 入 国の75%以 上

の賛成投票お よびPメ ンバーの過半数に より承認 された段階

F=DraftISORecommendationま た はISO国 際規格案(DIS)がISO理 事 会 に送付 ざ

れ た段階

GニDraftISORecommendationがISO理 事 会によ ってISORecommendationと して,

ま たDraftISOInternationalStandardがISOInternationalStandard(IS)と して,

承 認 された段階

(2)表 中 のDISは,1970年 のISO総 会 の決定に基 いて,従 来のISO推 せ ん規格案 か らISO

国 際規 格案(DIS)Qraft些ternationalStandard)に な つた もの。

3-1-6表 その他の情報処理関係標準化項 目

1.文 字 セ ットコー ド化

(1)漢 字 コー ド

(2)16進 数 の表 わし方

2.文 字 認識関係

(1)磁 気文字認識(MICR)お よ び光学文字認識(OCR)の た めの信号 レベル
1

(2)文 字 認識用特殊文字(カ ナ,漢 字な ど)の 字形化 および印字仕様

(3)OCRお よ びMICR関 係 用語

1(4)OCR用 手 書 き字形(英 数字 ,記 号,カ ナ)

3.入 出力 関係

:(1)磁 気 カー ドの仕様 と記録方法

(2)チ ャンネル と装置制御 間の インター フェイス(接 合条件)
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(3)装 置 制御 と入 出力機器間のインター フェイス,オ ンラインタイフ。ライ タ,デ ィスプ レイ,紙 テープ

装 置,紙 カー ド装置,磁 気テープ装 置,磁 気 ディスク装置 その他 の入出力機器

(4)け ん盤配列

タイプライタ,カ ー ド穿孔機な ど数字用,英 数字用,カ ナ文字用 およびそれ らの併用 の もの,押 ボ

タン式電話機 と卓上電子計算機 のけん盤配列 。

(5)エ ッヂ ・パ ンチカー ド

4.フ 。ログラム用言語

(1)プ ログラム用 言語PL/1

(2)工 業 プ ロセス用 コンピュー タ言語

(3)ミ ニ コン ピュー タ用FORTRAN

(4)タ イ ムシェア リング用言語

(5)シ ス テム性能評価基準(GIBSONMIXに 類 す るもの)

(6)シ ミ ュレーシ ョン用言語

5.デ ー タコー ド関係

国名,住 居表示,血 液型,続 柄,学 歴,職 種,職 階,職 能,技 能,官 公庁,学 校,研 究機関,銀 行,

金 融機 関,病 院,固 定資産品 目,取 引決済条件,土 地,建 物な ど

(4)デ ー タ コ ー ドの 標 準 化

情 報 処 理 技 術 の 進 歩 に よ り将 来 に お け る デ ー タ は,自 然 語 ま た は 自然 文 の形 を と るで あ

ろ うこ とが予 想 され るが,現 時 点 で は コ ー ドに よ って表 現 され る の が一 般 的 で あ る。 す な

わ ち,デ ー タは コー ド化 され て伝達,処 理,分 類 および検索 され てい る の が 実 状 であ っ

て,コ ー ド体 系 の良否 はただ ちに情 報処理 シス テ ムの効 率 に大 きな影響 を及 ぼす とい って

も過言 ではない。情 報処理 技術 の進歩 に伴 な って,情 報 処理 が,従 来 の よ うに ひ とつの事

業体 を中心 とす るシス テム として形成 され てい た段 階 か ら,情 報 システ ムが社会 的に形成

されて くる とい う側面 が次第 に顕著 な もの とな るに至 った。

デー タコー ドが情報 の交換 や,情 報の共 同利用 面の共 通語 として,そ の標準化 と体系化

が必須 の条 件 として要請 が強 いが,JIS化 にあ たっては,デ ー タコー ドの性格 か らつ ぎ

の よ うな特有 の問題 と研 究課題 が あ る。 ① デー タ ・ベ ー スの形成 がい まだ発 展段階 に あ

るこ と。 ② デー タコー ドと自然語 との関連 の研究 が不足 して い るこ と。③ 情報処理 技

術 の進歩 に見合 うだけの デー タコー ドの研究 が じゅ うぶん でな い。④ 電子計 算機 の利用

領 域 の拡大 見通 しが確 立 され ていない。⑤ デー タ コー ドの ニーズが 多種多様 にわ た るた

'め;各 業界 や
ユーザ ー ・グル『ニ プ固め調整 が難 しい ことなど情報 処理全般 にわ た る複雑 な
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問題 もか らんでいる。

JIS化 を進めるには,情 報交換の円滑化,情 報の共同利用の促進 および全国共通のデ

ー タコー ド体系の採用などを考慮 して,問 題の究明と解決を図 りなが ら,こ れ らの要求に

適合す る普遍的コー ドをとり上げることが必要である。

㈲ 標準化の進め方 と基本的態度

情報処理 関係の標準化 は,そ の対象が用語,符 号,各 種入出力機器,プ ログラム用言

語,デ ー タ伝送関係,デ ータコー ドな どの広範囲にわた り,メ ーカー,ユ ーザーそれぞれ

の グループ内での利害関係 もあり,こ れ らの標準化 を統一 的に しかも方向を誤 らずに進め

てい くことは至難 なことといえよう。 しかし,電 子計算機の効率的な活用 と情報処理の進

展のためには,標 準化が不可欠の ものであることに留意 し,つ ぎの基本的態度で対処 しな

ければな らない。① 世界の動向に意を払い,国 際規格の制定審議に貢献す るとともに,

ISOと の連繋 と協調を図ること。② 一方国内においては,わ が国固有の問題(漢 字,

カナ文字,デ ータコー ドな ど)を 標準化す るには,従 来の慣習にとらわれず 自主的な標準

化 を進めること。③ 広汎な利害関係者の意見の調整を行な って,体 系的な標準化 を図 る

こと。④ 技術進歩の妨げにな らないよ うに留意 し,適 切な時期 をみて標準化 を行なうこ

と。

情報処理の進展に応 じて標準化の技術的課題が増大 して くる情勢か ら,標 準化に必要な

基礎調査 をは じめ,新 製品の動向や技術水準などについて必要に応 じて国の試験研究機関

による標準化特別研究あるいは民間機関における調査研究 または共同開発研究などの施策

も講 じて計画的に進め られなければな らない。

8.教 育におけ る利用研究状況 と政策

A.大 学等 にお ける電子計算機 の利用

ユ971年3月 末現在における大学等における電子計算機(購 入価格1,000万 円以上にか ぎ
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る)の 設 置状 況は,次 の とお りで ある。

大 学IPI・:

/私 立

短 期 大 学

高 等 専 門 学 校

(備考)

170台

11台

101台

4台

2台

上記 のほか,1971年 度 中に少 な くと も国立大学9台,国 立短大1台,国 立高専5台 が

導入 され,1972年 度 中には,少 な くとも国立大学12台,国 立高専8台 が導入 される予定で

ある。

大学 に おけ る電子計 算機 の利用 状況 につい て見 る と,文 部省 大学学 術局調 査 によれ ば,

1970年 度 中の計 算機利 用者 総数(実 数)は,35,692人 で,前 回調査 の1968年 度 に較 べ て

2.1倍 に ふ えてい る。

これ を専 門分野 別 に見 る と,利 用者数,利 用 時 間 と も理工 系が過 半数 を占 め,次 い で,

商 経系,医 農系 の順 とな ってい る。 しか し,1人 当 り利用 時間 では,医 農 系15時 間,工 学

系12時 間,教 育系9時 間の順 とな ってい る。

B.情 報処理 に関す る基礎的研究

大学及び付属研究所における情報処理に関す る基礎的研究の主要な部分を占める文部省

科学研究費補助金(1971年 度指定研究配分総額1億5,000万 円)の 対象 となった研究の内訳

は次の とお りである。

北 海 道 大 学

中枢における情報処理(応 電研 吉本教授)※

人間行動の電算機 シ ミュレーションの実験心理学的研究(文 学部 戸出教授)

EquationCompilerID基 礎的研究(理 学部 戸田教授)

東 北 大 学

遠隔 タイプライターによる会話言語系の研究 く工学部 大泉教授)※

音声情報の自動処理 に関する基礎的研究(通 研 城戸教授)※ 、



142第3部 コンピュータ政策および情報産業政策

大型 コンピュータによる神経情報処理(医 学部 中浜教授)

下等動物神経系における情報処理(医 学部 田崎教授)

東 京 大 学

学術情報処理に関する基礎的研究(工 学部 森口教授)※

単色光画像処理 とその生体形成制御情報処理への応用(理 学部 高橋教授)※

科学情報のデータ ・パターンとインタレス ト・パターン処理の基礎研究(海 洋研 藤

原教授)※

自動診断容易な情報処理回路の構成(工 学部 猪瀬教授)

情報処理用人出力機器の力学的研究(工 学部 神保教授)'

計算機相互間および各種装置 との結合方式に関する研究(工 学部 元岡教授)

神経回路網 モデルによる情報処理の研究(工 学部 南雲教授)

化学式入力による反応設計の システム化(工 学部 米田教授) .

人工神経素子およびシステム(工 学部 斉藤助教授)

濃淡のある画像情報処理 に関す る研究(生 産技研 高木助教授)

東 京 工 業 大 学

論理関係処理言語の研究(工 学部 榎本教授)云

金 沢 大 学

中枢神経活動か らの情報蒐集 と処理(医 学部 大村教授)※

名 古 屋 大 学

視覚の生体内情報処理(理 研 御手洗教授)※

対話型計算方式の開発研究(工 学部 福村教授)

図書館業務の機械化に関す る基礎研究(工 学部 保田教授)

京 都 大 学

多値論理体系による情報処理組織の基礎的研究(工 学部 三根教授)※

コンピュータ ・グラフィックのための システムおよび言語に関す る研究(工 学部 清

野教授)※

対話型情報処理に関する研究(工 学部 荻原教授)※

オンライン情報処理に関す る基礎的研究'(工 学部 坂井教授)
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物理乱数を内蔵す る計算機 システムに関する基礎的研究(工 学部 矢島助教授)

計算機複合体の構成に関する研究(大 型計算機 センター 星野助教授)

大 阪 大 学

空間周波数 フィルタリング光学系を用いた視覚パターン情報処理に関する研究(基 礎

工学部 田中教授)※

コヒーレン ト光学系によるアナ・ゲデ一夕処理装置(工 学部 藤田教授)※

連想機能 をもつ学習機械の基礎的研究(基 礎工学部 志村助教授)

神経ホ ログラフィの情報論的神経生理学的基礎の研究(基 礎工学部 鈴木教授)

超小型高速汎用電子計算機 とその組織に関する研究(工 学部 喜田村教授)

意味論的情報認識機構 に関する基礎的研究(工 学部 手塚助教授)

機器分析情報の前処理な らびにインタ ・フェイスに関する研究(工 学部 南助教授)

九 州 大 学

日英相互の機械卵訳(工 学部 栗原教授)※

情報処理に関す る基礎情報理論的研究(理 学部 北川教授)

図形および音声 を入出力 とす る言語情報処理の研究(工 学部 田町教授)

人工の感覚器官の情報処理および制御に関す る研究(工 学部 高田教授)

長 崎 大 学

神経性 アナログ生体情報処理機構(医 学部 佐藤教授)※

熊 本 大 学

味覚神経情報の時間的パタτンの解析(医 学部 佐藤教授)

大 阪 市 立 大 学

純光学的手法 を用いた入出力装置の基礎的研究(工 学部 北浜教授)※

視聴覚神経系の機能をとりいれた新 らしい空間情報処理 システムに関する基礎的研究

(工学部 山下教授)

早 稲 田 大 学

電子計算機の論理設計 自動化(理 工学部 門倉教授)※

慶 応 大 学

人工知能の研究(文 学部 印東教授)
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東京女子医科大学

脊椎動物網膜における色覚情報処理の基礎研究(生 物研 渡辺教授)

明 治 大 学

情報処理の基礎研究 と計算機 システム(工 学部 後藤教授)※

発見能力を有するシステム(工 学部 後藤教授)

個人性 を考慮 した音声認識の基礎研究(工 学部 小川教授)

(注)※ 印は,他 大学メンバーと連携共同して行なう研究

なお,1972年 度における科学研究費補助金申,情 報処理に関する基礎研究に対す る配分

予定額は,1億7,000万 円である。

C.学 科 の設置 な ど

a)大 学院専攻課程の設置

情報科学の教育研究の健全かつ急速な進展を図 るため,文 部省は,数 箇の学部学科にま

たが る専攻課程の設置 を推進することを決め,1972年 度よ り東京大学および東京工業大学

に情報工学 に関する専攻課程を発足 させることとした。

b)学 科 ・講座等 の設置

1971年 度 よ り増設 され た情報処 理 関係学 科 は,1972年1月 現在12学 科(入 学定員520名)

に上 り,1969年 度 以前 に設 置 され, .その入 学定員 の6割 以上 を情 報処理 関係 に就 職 または

進 学 させ てい る27学 科(入 学定員1,185名)と 合 わせ て合 計39学 科 に達 す るが,1972年 度

は上 記の ほかに次 の学科 が新設 され た。

茨 城大学工 学部 情報工 学科 入 学定員40名

滋 賀大学経 済学部 管理 科学科 一 〃40名

神 戸大学工 学部 シス テム工 学科 〃40名

また,講 座 としては,6講 座 が増設 され た。 、-t

c)教 育用計算機 センターの設置
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文部 省 におか れた情報処理 教育 に関す る会議(山 内二 郎主査)は,情 報 処理技 術者 に対

す る需 要の急増 に そな えて,大 学 ・高等専 門学 校 におけ る学生 一般 に対 す る情報 処理教育

を推進 す るため,各 大 学等 に全学共 同利用 の情 報処理 教育 セ ンター を開設 す る ことを勧告

したが,そ の第1号 セン ター として東京大 学教 育用計算 機 セ ンターの設置 経費 が1972年 度

予算 に計 上 され た。

d)電 子計算機の増設

上記センターの電子計算機 を含め1972年 度 に国立大学 ・国立高専に20台 の電子計算機の

予算措置が行なわれた。 また,私 立大学研究設備整備費補助金 として約4億 円が情報処理

関係設備のために配分 され る見込みであるが,と くに本年度予算の特色 として,上 記情報

処理教育に関する会議の勧告の主旨に則 り1970年 度に新設 された情報処理関係学科(5学

科)に 中型の教育用計算機が導入 されることになったことである。

e)教 員の資質向上

情報処理教育体制の充実を図るため,1972年 度 も引続 き在外研究 ・内地研究制度を活用

す るほか情報処理教員研修会を開催す る。 この研修会には,高 等専門学校教員を対象 とす

るものと高等学校教員を対象 とするものとがある。

f)高 等学校 に おけ る情報 処理教育 振興の ため の施策

高 等学校 につい ては,上 記 の ほか,各 都道府 県 に情 報処理 教育 セン ターの設 置 をすす め

てお り,1972年1月 現在,13都 府 県 に設置 を見 てい るが,72年 度 におい ては,9ヵ 所分 の

予算 措置 を講 じてい る。

なお,高 等学校 職業 課程 に設 置 された情報処 理科 お よび情報 技術科 の設 置状況 は,1972

年1月 現在,合 計55学 科 に達す る。
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9.行 政 に お け る コン ピュー タ政 策 と利用 ・研 究 状 況

A.行 政 にお け る コ ン ピュー タ利用 の現 状

1971年 度 末現在,行 政機 関 には総数 で669セ ッ トの コ ンピュー タが 導入 され てい る。 内

訳 は,各 省庁185セ ッ ト,地 方 公共 団体272セ ッ ト,政 府 関係機関212セ ッ トであ る。

世界 各 国の行政機 関 の台 数 と比較 す る と,ア メ リカについで第2位 の水準 に あ るが,ま

だ アメ リカ との比 較 では25分 の1に す ぎない。

各 省庁 別 にみ る と,下 表 の とお り,'防 衛庁,郵 政省,運 輸省,通 産省 で61%を 占めて い る。

3-1-7表 省 庁 別 設 置 台 数1971年 度現在

省 庁 名1台 当 構成酬 省 庁 名1台 数 已 成比%

総 理 府

警 察 庁

北海道開発庁

防 衛 庁

経 済企画庁

科学技術庁

法 務 省

外 務 省

大 蔵 省

文 部 省

5

5

1

44

1

9

1

2

6

7

2.7

2.7

0.5

23.8

0.5

5.0

0.5

1.1

3.2

3.8

厚 生 省

農 林 省

通商産業 省

運 輸 省

郵 政 省

労 働 省

建 設 省

自 治 省

計

8

7

21

21

28

7

11

1

185

4.3

3.8

11.4

11.4

15.1

3.8

6.0

0.5

100.0

一 行 政管理庁 「行政機関 にお ける電子計算機利用実態調査報告書」一

年 度 別 に み る と,1967年 度105セ ッ ト,1968年 度127セ ッ ト,1969年 度150セ ッ ト,19

70年 度175セ ッ ト,1971年 度185セ ッ トとな っ て い て,5年 間 の増 加 率 は,15%,年 平 均

30セ ッ トが 導 入 され て い る。

組 織 別 で は,本 省 庁51セ ッ ト(27.6%),付 属 機 関46セ ッ ト(24.9%),研 究 機 関48セ ッ

ト(25.9%),地 方 支 分 部 局40セ ッ ト(21.6%)で ほ ぼ 同 数 とな っ て い る。
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規 模 別 で は,下 表 の とお り,中 型 機 が59%で,レ ン タル が80%で あ るが,ク ロス して み

る と,レ ン タ ル は大 ・中 型 が 多 く,買 取 りは 中 ・小 型 の もの が 多 い 。

3-1-8表 省 庁設置 コンピュータ規模別比較表

一1レ ン・ル已 取 り 計

大

車

小

型

型

型

46

89

13

4

20

13

50(27.0%)

109(58.9%)

26(14.1%)

計 ・48(・…%)} 37(・ …%)1・85(・ ・…%)

一同上報告書一

関係予算 をみ る と,運 営経 費は1971年 度 で191億 円,こ の うちレ ンタル料 は92億 円 と半

数 を占 めてい る。1セ ッ トあた りの運 営経費 は,約1億 円平 均 であ る。

要 員 につい てみ る と,総 計3,869人 で1セ ッ トあ た り21人 の要 員が配 されてい る。 内訳

は,キ ーパ ンチャ ー1,236人(31.9%),オ ペ レー タ622人(16.1%),フ.ロ グ ラマ602人 ・

(15・6%),シ ステ ムエン ジニア302人(7.8%),管 理 者173人(4.5%),庶 務623人

(16.1%),そ の他307人(7.9%)で 庶 務 の人 員 が多 く,SEの 不足 が 目立 ってい る。

適用 業務 をみ る と,圧 倒的 に集計計算 が多 く,つ いで定型 管理業務 の機械 化が 目立 って

い る。

3-1-9表 省 庁設置 コンピュータ適 用業務の分類表

i区 ∋ 例
1シ ステ・数 已 成比%

十

集 計 計 算

定 型 管 理

分 析'予 測

技 術ご計 算

税務、統計、給与

保険、登録

情報検索、OR計 算

科学技術計算

101

96

36

39

37.1

35.3

13.2

14.4

計 2721・ ・…

一同上報告書一

最 近 の傾 向 として は,単 な る省力化 か ら,行 政 の質的 な面 の向上 に適 用 され て き て お

り,高 度 な システ ムの 開発 が要 請 され てい る。

以上,各 省庁 の コ ン ビ。ユー タ利用 の概況 につ いて述 べ たが,ほ とん どの省庁 が利 用す る

に い たってい る現 在,各 省庁 自体 の利 用 の降路 に加 えて,さ らに高度 な利 用 のた めに全省
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庁 に共 通 関連す る問題 の解決 が必要 とな って きてい る。 当面 の問題 として は,次 の よ うな

ものが あ る。

① デー タ交換 を円滑 にす るための基 盤 とな るデー タコー ドな どの 各種 の標 準化 が遅れ てい

る。 また導入機 種 がバ ラバ ラでデ ー タ交換 が で きに く くな ってい るので,互 換 性の確保

に努 め る必要 が あ る。

②機 械化 の対象 とな る業 務 につい て十分 な シス テムの開発 が行 なわれ ていな いで,効 率 よ

く利用 しきれな い傾 向が あ る。 と くに行政 機関 におい てSEの 養成 が急 務 であ る。

③ 要員 の確保 と養 成が十 分 でな く,要 員 の養成 および処遇改善 が必要 であ る。

④ 各省庁 が独 自に通信 回線 網 を設 け てお り,有 機 的な連が りを もったネ ッ トワー ク システ

ムの完 成が必要 であ る。

次 に地方 公共 団体 の コ ンピ ュー タ利用 につ いてみ る と,自 治省 の調査 では,都 道府県 で

は導入 団体 が22(47.8%),委 託団体 が30団 体(65.2%)で 計43団 体(92.9%)が 利用 し

て い る。 また市 区町村 では,導 入 団体 が172(5.3%),委 託 団体 が1,126(28.5%)計

1.298団 体 で全市 区 町村 の39%が 利用 してい る。

しか し,委 託 の形式 が多 いのが特 長 であ る。

都 道府県 の適用 業務 は,人 事 給与計 算が多 く次い で 自動車税 の賦課徴 収,各 種 統計 であ

るが,最 近 では財 務管理事 務 を手が け よ うとす る気運 が高 ま ってい る。

3-1-10表 市 区町村における適用業務の状況 1971.4.1現 在

区 分1統 ∋ 税 務1財雛 理1給与⇒ 住民⇒ 使 用 料1国保・⇒ その 他、

特 別 区1・41 ・1 ・1・41 ・{-1・41 7

市

町

村

指 定都 ∋ ・1 ・1 ・} ・1 ・1 ・{ ・} 5

そ の他 の ∋g51431271g21・ ・177173 47

町 ∋351
・1 ・12gl ・1281291 6

小 計1・351531・41・261331…1・ ・7158

一部 事醐 司 ・41 ・1 ・1・41 ・1 ・1 ・1 5

計 ・631661431・531461・ ・gi・2gl・ ・

全導入団体に占 め
る割合(%)

94.7 38.1 25.0 88.9 25.2 69.1 75.0 40.7

一 自治省調べ一
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市 区町村 では,前 真表 の とお り,統 計,給 与 計算 が それ ぞれ94.7%,88.9%と 導入 団体

の大 半 を占めて お り,次 い で税 務事務,水 道料 金,公 営住宅 な どの使用 料計算,国 民 健康

保険,国 民年 金関 係事務 で,最 近で は住 民管理 へ の適用 が進 みつつあ る。

この よ うに,地 方 公共 団体 では,ま だ大量集 計業 務 の処理 におわれ てい るのが現状 で,

高度 な利用面 は これか らとい うところが多 い。 この こ とは,今 後 国全体 の行政 機関 として

の コン ピュータの利 用 を効 率 的に進 めてい くうえで,国 と地方 自治体 の 関連 を十 分 に考慮

した上 で,シ ステ ムの 開発 を進 め る とと もに コー ド体 系 の統一 を考 える必要 が あ るこ とを

ものが たってい る。

B・ 情報処理高度化の諸方策

以上みたよ うに,行 政機関におけるコンピュータ利用 は,こ れまでの単一機関によるデ

ー タ処理の面か ら,複 数機関のデータ,情 報の広汎な利用 とい う面の必要性が要請 されて

きてお り,新 たにシステムとしての とらえ方や,国 全体 としての統一的な ビヘィビァを迫

ま られてい る。

ここでは,主 として政府におけるコンピュータ利用の諸施策を中心に今後の課題につい

てみてみよ う。

政府におけるコンピュータ利用の基本方針 としては,1968年8月30日 の閣議決定 「政府

における電子計算機利用の今後の方策について」がある。 この閣議決定においては当面の

方針 として次の項目をあげてい る。

①電子計算機利用に関す る調査研究の充実

②各省庁に対す る助言指導体制の整備

③各省庁電子計算機基幹要員の統一研修の実施

④電子計算機の共同利用,情 報の総合利用のための研究体制の確立

また,行 政改革の第2次 計画において,こ の4項 目をさらに具体化 し,次 の6項 目につ

いて重点的に推進することとしている。

①各省庁間におけるデータの有機的多角的利用 の推進

②各省庁共通業務の システム開発に関す る推進
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③ 電子計 算機 お よび フア ィルの共 同利用 な らびに各省庁 間 ネ ッ トワー ク システムに関す る

研 究 開発

④電 子計 算機要 員 の確 保 と養成,と くに基幹要員 に対す る統一 的研 修 の実 施

⑤各 省庁 間 におけ るデ ー タ記録 媒体,ソ フ トウ ェア,デ ー タ コー ド,各 種事 務処理 方式等

に関す る標準 化の推進

⑥電子 計算機 利用 高度化 の ための推進 体制 の確 立

これ らの方 策 を推 進 す る体制 と しては,行 政 管理庁 を 中 心 に,関 係7省 庁(経 済企 画

庁,科 学技 術庁,大 蔵省,通 商 産業省,文 部 省,郵 政 省,行 政 管理庁)に よ るADP政 策

担 当課長会議 を設 け,各 省庁 の協 力 の下 に共 同研究等 を行 な って い る。

基幹 要員 の養成 につ いては,行 政 管理 庁 で各 省庁 の中堅 職員 を対象 に,SEの 養成 を目

標 としてADPマ ネ ジメン トコース(3ヵ 月)を 開催 し,統 一 的 に養成 を行 な ってい る。

現在3回 の コースで100名 が受講 してい る。

ネ ッ トワー クシステ ム,デ ー タバ ンク,各 種 標準化 な ど各省 庁 に共通 す る問題 につい て

は,1970年 度か ら行政 管理庁 に 「行政情報 処理 調査研究 費」 として予算 が一括 計上 され,

行政 管理 庁 の調 整 の下 に推進 をはか ってい る。

予 算額 は,1970年 度6,000万 円,1971年 度7,500万 円,1972年 度8,500万 円 であ る。

主 な調 査研究 項 目は,次 の とお りで あ る。

①事 務処理 用統 一個入 コー ド設 定 に関す る調査研究

②統 計 デ ー タバ ン クシステ ムに関 す る調査研 究

③行政 情報 ネ ッ トワー ク シス テムに関す る調 査研究

④ 会計情報 システ ムに関 す る調査研 究

⑤ 総合経 済情報 デー タバ ンクに関 す る調査研 究

⑥ 国土 開発情報 シス テムに関す る調 査研究

閣議 決定後,各 種 の方 策が講 じ られ て きて い る ものの,最 近 の政 府の情報 処理 をめ ぐる

諸 問題 は,社 会 ・経 済の変 動 につれて一層,複 雑 ・高度 化 して きてお り,政 府 と して も早

急 に対 策 を講 じなけれ ばな らな くな ってい る。

行政 管理庁 では,こ の動 きに対応 して 「行政 情報処理 長期基本 計画」 を策定 す るため に

1971年 度 か ら準備 をすす めてい る。
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第2章 諸外国の コンピュータ政策

コン ピュー タ政 策は 「コン ピュー タ産 業の た めの政 策」 と 「コンピュー タ利 用 の促 進 と

高度 化 のための政 策」 に分 け られ るが,国 に よ って重 点の置 き方 に違 いが あ るよ うに見受

け られ る。

1971年 はIBMに 挑戦 して いたRCAが,コ ン ピュー タ事 業撤退 に追 い こまれた こ とを

1つ の契 機 として,ア メ リカで もヨー ロ ッパで も産 業再編成 が すすん だ年 で あ った。 .と同

時に アメ リカでは反 トラス ト法(独 禁 法)を め ぐる独 占問題 論争 が活 発 にな り,ヨ ー ロ ッ

パで は国内 コ ンピュー タ産 業 の よ り一 層の育成 が 叫ば れ,西 ドイツ,フ ランスでは それ ぞ

れ デー タ処理高 度化計 画の第2次 計 画が すべ りだ した。 また,ア メ リカ政府 は,日 米経 済

会議 にお いてわが国 に コン ピュー タの資本,貿 易 自由化 を迫 り,わ が 国政 府 は端 末装置 と

記憶装 置 を除 く周辺装置 の輸 入 を1972年 度 か ら自由化 し(1972年2月1日 に繰 上 げ実施 と

な った),資 本 の 自由化 につ いて は3年 後実施 を決 めた。

こ うした国際収支改 善政 策 か ら,ア メ リカ政府 は ソ連 を始 め共産 圏諸 国に対 す る コン ピ

ュー タの直接 輸 出 を承 認 す る態度 に転換 し始 め た ことが指摘 で きる。

1.ア メ リ カ の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

A.コ ン ピ ュー タ産 業 に対 す る政 策

ア メ リカ合 衆 国 は もと も とIBMを 始 め',HIS,ス ペ リー ・ラ ン ド(ユ ニ パ ック),



152第3部 コンピューク政策および情報産業政策

バ ロー ス・NCR・CDCと い った大 コ ンピュー タ ・メー カーを擁 し,ま た海外市場 全体

に匹敵 す るほ どの 巨大 な国内市場 を もってい るために,連 邦政 府 は と くに コンピュー タ産

業 振興政 策 といわ れ るよ うな政策 を内外 と もに うちだ してい なか った。 巨額の予算 を計上

す る国 防,宇 宙 開発 は コ ン ピュー タを開発,利 用 す る機 会 を多 くもってお'り,こ れが技術

レベ ル,利 用 レベ ルにお いて国際競 争力 の培 養 に寄与 した こ とは否 めない
。

しか し,最 近 は アポ ロ計画 の終 えん,国 防費の削 減等 に伴 な う政 府需要 と研究開発 活動

の鎮 静化 が憂慮 され てお り,ニ クソン政府 は 目下,コ ン ピュー タだ けでな く,産 業一 般 を

包 含 した"ニ ュー ・テ ク ノロジー ・オポチ ュニ テ ィズ ・プ ログラム"を 策定中で あ る。 一

方,商 務省 は1971年 版 コン ピュー タ白書で述 べた とお り,コ ン ピュー タとその周辺装 置の

輸 出 を促進 す る グ ローバル ・マ ーケ ッテ ィン グ ・プ ログ ラムを推進 してい る。

ニ ュー ・テ クノ ロジー ・オポチ ュニテ ィズ ・プログ ラム コン ピュー タが そ もそ も戦 争

の落 し子(ENIAC,1946年 発明。弾道 計算 の必要 か ら開 発 され た)で あ った こ とか ら

も明 らか なよ うに,連 邦政府 の コン ピュー タ調達 と研究 開発活 動が アメ リカ ・メー カーの

技 術 的 レベ ル ア ップに強 い刺戟 を与 えた ことは容易 に首肯 で きる。 世界最初 の大型 コ ンピ

ュー タUNIVAC-1を 導入 したの も連邦政 府統 計局 であ った し,IBMの 創業 期 に大

きな発注元 とな ったの も連邦政 府 であ った。 ところが こ こ数 年来,日 本,イ ギ リス,フ ラ

ン ス,西 ドイツな どの諸 国 では,政 府 が 自国系 メー カー擁立 の政 策 を うち始 め,前 途 は必

ず し も楽観 を許 さな い。一 般産業 の テ ク ノロジー ・ギ ャップは,も はや存在 しない とい う

の が,ア メ リカ政府 の認識 で あ る。 そ こで策定 されつ つあ るのが同計画 で あ る。 この計画

の 目的は,産 業 にお け る革 新 を誘起 し,国 際競争力 をつけ る ことに おかれて い る。 す なわ

ち補助 金,借 入保 証,委 託発 注,減 税 な どを通 じる財 務的,税 制的 な側面 か らの研 究 開発

活 動 お よび資本財投 資 の刺 戟策 が講 じ られ よ うとしてお り,コ ン ピュー タが この計 画 の対

象 に選 ばれ てい る ことはほ とん ど間違 いない。

グ ローバ ル ・マーケ ッテ ィング ・プ ログ ラム 商 務省 で は コン ピュー タの 国際貿易収支

バ ランスに与 える寄与 を認 識 し,1970年 には世界25カ 国にお け るコン ピュー タ需 要予測調

査 を行 な った。 同 省 は1973年 までに ア メ リカの全産 品 の総輸 出額 を500億 ドルの大 台 にの

せ る ことをね らい と してお り,デ ー タ処理 装置,周 辺装 置,ソ フ トウ ェアは アメ リカの貿

易 拡大 に貢 献す る として, .この プ ログ ラムの対 象に入 れ られ た。 商務省 は この2,3年 各
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国 で 「ア メ リカ ・コン ピュー タ ・シ ョー」 を主催 して きたが,1972年 に は イタ リア(2月)

フランス(パ リ3月),日 本(東 京6月)に おいて 開催す る。 な お,BEMA(ア メ リカ

事 務機械工 業会)で は,1972年3月 「コン ピュー タ産 業 の貿易 に与 え る影 響」 とい うパ ン

フレ ッ トをま とめて 公表 した。BEMAは1963年 にお け る同 国の全産品 貿易収支 バ ランス

に対 す るコン ピュー タ輸 出 の寄与率(総 輸 出超過額 に 占め る率)は3%で あったが,1970年

に は これが37%に も達 して い る ことを指摘 し,政 府 が一層 輸 出促進 に努 め るよ う要望 して

い る。

1971年 に現 われ た アメ リカ政 府 の政 策転換 は,対 中 ソ接近 で あった。具 体 的には,1971

年秋 ソ連 の レニン グラー ドで開 かれ た 「システモ ・テ クニ カ71」 には,IBMを 始 め ア メ

リカの メー カーが 出品実演 を行 ない,IBMが 出品 した360/50は ソ連化 学省 に その ま ま買

取 られ る ことに な った。 この よ うに ソ連 に対す る輸 出制 限 は,ア メ リカ自か らの手 で緩 和

の方 向に向 か ってい る。

B.反 トラ ス ト法

コン ピュー タ産 業 に大 きな影響 を与 えて い る施策 の一 つは,司 法 省の反 トラス ト法(独

占禁 止法)の 運用 で あろ う。現在,司 法省 はIBMを 提訴 中で あ り,従 来,1956年 の同意

審 決 によ る特許 公開 および買取希望 者 に対 す る直 売の実施,SBC(ServiceBureauCor-

poration)の 分離 な ど,IBMに 戦 略転換 を行 なわ しめた。 現在,係 争 中の訴訟 は決着 し

てい ないが,IBMは 独 禁法 の関係 で1971年1月1日 以 降,ア メ リカ国内に おいて ソ フ ト

ウ ェア ・サー ビス,シ ステ ムズ ・エ ンジニ ア リング ・サー ビスお よび教育 サー ビスを ハー

ドウ ェア価格 か ら分離,有 料 化 した。価 格分離 は コン ピュー タ産 業に とって大 きな転換 を

意味 し,こ れが ユーザ ーに広 く受 け入れ られ定着 す るまでに は,数 年 の混 乱期 が先 行す る

とい う見方が ある。

コン ピュー タ産業 は市場 の70%近 くをIBMが 占め,他 の大 手数社 の シェアを合 わせ る

と90%以 上 に な るガ リバー型寡 占の産業 で あ るが,1971年 には前年 のGEに 次い でRCA

の コン ピュー タ事 業撤退 が起 こ り,こ れを契 機 にIBM分 割 の可否 をめ ぐ り論争が展 開 さ

れてい る。1972年2月 には,著 名紙 ニ ュー ヨー ク ・.タイムズが 「IBMを 分 割すべ きか」
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「もし貿易 を阻害 せず技術 革新 を遅 らせ ることな く分 割で きる とすれ ば,ど ん な方 法が あ

るか」 とい う設 問に よ り行 な った ア ンケー ト調査結果 を発表 した。 この調査 は コ ンピュー

タ ・メー カー,コ ンサル タ ン ト,ユ ーザー,法 律 家,ジ ャー ナ リス トを対 象に行 な った も

の で あ るが,答 えは 「多数 の無 関係 の企 業 に分 割すべ きだ」 とい うのか ら,「 分 割すべ き

で ない。IBMが 存在 してい て も競争 は十分 に展開 されて い る。 分 割す る と国際競争力 を

殺 ぐことに な り,貿 易,技 術革新 の両 側面 か ら好 ま し くな い」 とい う意見 まで広 汎 であ っ

た。1972年3月 か らア メ リカ上 院の反 トiス ト独 占小委員 会 は,コ ン ピュー タを含 む産業

全般 の独 占問題 に関す る公聴会 を開 いてお り,現 在,各 方 面 の証人 が意 見 を述 べて い る。

C.連 邦政府の調達政策

1964年 の合衆 国財産管理 法 の一 部改正 法(通 称 ブル ックス法)の 実施 以来,連 邦政 府 の

コン ピュー タ調達 の合理化 がす すめ られて い る。

この法律 に よ って,連 邦政 府 の コ ン ピュー タ購 入 につい て特 別会計 が設 け られ,レ ンタ

ル制 か ら買 取制へ移 行す る と と も に,予 算局 が連邦政府 の コン ピュー タ利用 を総合調整

し,共 通役 務庁(GeneralServicesAdministration)が 各省 庁 の コン ピュー タ導 入に ついて

一 括調達 に 当た り,商 務 省が各省 庁 に対 す る技 術的助言 と連邦政 府 が使 用す るコン ピュー

タにつ いての標準 化 を担 当す るこ とにな った。 この結果,ブ ル ックス法 制宝前(1963年)

に21.3%で あ った コン ピュー タ買取 比率 は,1971年6月 末現在72.1%に 増加(実 動中 の

5,961セ ッ トの うち4,296セ ッ トが買取 った もの)し たほか,コ ン ピュー タの共 同利用,ソ

フ トウ ェアの商務 省標準局CCSTに よ る集 中開発 な どの成果 が あが って い る。

1970年 には,連 邦政府 は独 立周辺 装置 メー カーか らの調 達 を増 す ことに な った。 これは

1968年,ア メ リカ議 会 の 「政府 の経済 に関す る分 科会」(TheCongressionalSubcommitteeon

EconomyinGovernment)が 政 府 に提 出 した コン ピュー タ使用 に関 す る報告 書に応 えた措

置 であ った。 同分科 会 は,① 中小 メー カーの調達 を も行 ない,特 定 の大 メー カーの製品 に

片寄 った システ ムを設計 しない こと,② 政 府所有 のEDP装 置 の在庫管理 を的 確 に 行 な

い,不 要 の購入 を防 ぐこと,を 勧 告 したの であ る。 また,会 計検 査院 の調査 で も,中 小 メ

ー カーを利 用す るこ とによ り,相 当額 の予 算 を節 減 で きるこ とが示 唆 され た。
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さ らに会計 検査 院は,1971年 春,「 マル テ ィ ・イヤー ・リー シング と全政 府 的購 入 に よ

るADP装 置費用 の大幅節 約」(MultiyearLeasingandGovernment-WidePurchasingof

AutomaticDataProcessingEquipmentCouldResultinSighificantSavings)と 題 す る報告

書 を議会,GSA,予 算局 に提 出 し,①1年 の レ ンタル契約 を結 ぶ よ りも2年 以上 の複数

年長 期賃貸契 約(multiyearleasecontract)を 結 んだ方が賃 貸 料支 出が少 な くて済 む,②

マル テ ィ ・イヤー ・リース を行 な えるよ うGSAの 権 限 を強化 す る法改正 を行 な う必 要 が

あ る。③買取 りについ ては全政府 的視野 か ら調 達 を行 な え るよ うに,ADP資 金 を増 額 す

る必要が あ る と勧告 した。 同年 中に連邦政府,議 会 は会 計検査 院の勧 告 に応 え る措置 を と

って いないが,い ずれ連邦政 府 は マルテ ィ ・イヤー ・リー シングの利 用 に関 して なん らか

の措 置 を とる もの と思 われ る。 まず,1972年2月24日 のEDPDailyに よれ ば,ブ ル ック

ス議 員 が法案 を提 出,こ の法案が可 決 されれ ばGSAは5年 以 上の長期 リース契 約が可 能

にな り,数 百 万 ドルの支 出が節約 され る とい うこ とで あ る。

2.イ ギ リ ス の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

イギ リスは 日本 とと もに,有 力 な コン ピュー タ産 業 を有す る数少 ない国 であ るが,1970

年 にお ける保 守党の政 権奪 回以来,① 投資促 進法 の廃 止,② 新設 の通商産 業省 への技 術 省

および貿易庁 の吸収,と い った積極援 助 か ら消極援 助へ の転換 が行 なわれ た。

しか し,同 国のEC加 盟 の実 現 に伴 ない,政 府 は唯一 の 自国 コン ピュータ ・ メ ー カ ー

ICLの 可能 性 を見直 し,今 後 ひ きつ づ き同社 を援助 す る ことに決定 した。次 いで1971年

11月 に は,議 会の科学 技術特 別委員 会 が 「1970年 代 にお ける英 国 コンピュー タ産業 の見込

み」(TheProspectsfortheUnitedKingdomComputerIndustryinthe1970s)と 題 す る

青 書 を発表,コ ン ピュー タ産 業援 助 を強 化 す るよ う勧 告 した。

A.投 資促進法 の廃止

投資促進法は1966年 に労働党内閣が,産 業設備近代化を刺戟するために制定 した法律で
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あ ったが,コ ン ピュー タの設置 に対 しては,同 法 に もとづ き取 得原価 の20%が 投 資補助 金

と して,賃 貸 の場 合 は貸主 に,買 取の場 合 は買主 に交 付 され た。 保守党 内閣 は1970年,こ

の法律 を廃止 し,投 資減税 制度 を復活 した。投資 減税制 度 の もとでは,コ ンピュー タを設

置 した場合,そ の取 得原価 の一定 率 を法 人所得税 か ら控 除 で きるが,こ の恩典 を受 け るの

は十分 な売上 をあげ,利 益 を計上 で きる企業 に限 られ るこ と に な る。 保守党政 府の方針

は,設 備投 資は企業 の 自主 努力 に委せ るこ とにおかれ てい る。 投 資減税 制度へ の復帰に 際

して,保 守党政 府 は法人所得 税率 を従来 の45%か ら42.5%に 引下 げた。

ところが1971年 に イギ リスで は,景 気 が後退 し,コ ン ピュー タ需要が ダウン した。前 述

の科 学技 術特別 委員 会 は,青 書 の申で投 資補助 金制度 の廃 止が,需 要減 退の一 因 とな った

と述 べ てい る。

B.研 究開発援助

労働党 内 閣はNRDC(研 究開 発公社 二NationalResearch&DevelopmentCorp.)を

設 立 し,こ れ を通 じて汎 用 コン ピュー タ ・メー カーのICLに 資金 を貸 付 けて きたが,同

政府 は1968年 産i業拡大 法 を制定 して,ICTと イ ング リッシ ュ ・エ レク トリック ・コン ピ

ュー タズを合併 させ,新 会社ICLに 自 ら資本 参加 した と き,向 こ う4年 間に117億 円の

研 究 開発援 助 を行 な うことを決 め た。

しか し,保 守党 は1970年 に縮 小予算 を組 んだので,今 後ICLに 対 して援助 が継続 され

るか どうかが危 ぶ まれ てい た。1971年 夏,造 船界 の名門企 業 ア ッパ ク ライ ド ・シ ップビル

ダーズ ・リ ミテ ッ ドが破 産 したが,政 府 は これ を救 済 しなか った。 それ か ら1ヵ 月後 の8

月,ヒ ー ス首相 はICLが,今 後拡大ECに おいて リー デ ィング ・エ ン タプライズ とな る

と認識 し,同 社 を ひ きつづ き援 助す ることに決定 した。具 体的 に どの よ うな援助 をす るか

は 決 めてい ないが,次 項 に述べ る特別委 員会 の青 書に よ る勧告 もあ り,今 後 同国 コンピュ

ー タ産業 へ の援 助 は強 化 され るか もしれ ない。.
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C.科 学技術特別委の勧告

英 国議 会 の科 学技術特 別委員 会 は,過 去2年 にわ た る調査 を ま とめて青書 をつ く り主 に

次 の点 を勧告 した。

① 政府 の購入政 策 従 来国産 メー カーに与 えて きた"シ ン グル ・テ ンダー ・コン トラク

ト"の 慣 習 を停 止 し,装 置 の調 達 に当 っては その製造元 を 問わず,ユ ーザ ー官庁 の ニー ズ

に最 も適 した もの を導入 す るべ きであ る。 しか し,政 府 は調達 に際 し,国 内業者 に対 す る

かな りの優先方 針 を続 け る こ と。 すな わ ち,調 達 に際 し,業 者 の英 国経済 に与 え る貢 献

度,国 際収支 への貢献度,国 内に おけ る研 究開発 活動 の度合,英 国 当局 が そのi親会社 に作

用で き,英 国内に おけ るその企 業 自身の事 情 を コン トロールで きる程度,英 国内 で営業 す

る会社 に おけ る英 国人 の株式 保有度,長 期的 にみ た場合 その契約 が英 国産業 に及 ぼす影 響

等 を考 慮す ること。.

② コン ピュー タ調達庁 効率的 な調達 手続 きを行 な うため,強 力 かつ技術 能力 の高 い独

立機 関 として コン ピュー タ調達 庁(ComputerPurchasingBoard)を 設 立す るこ と。 同庁 は

コン ピュー タ装置 と各種 サ ー ビスを調達 し,中 央政 府 にお けるそれ らの利 用 を開 発,調 整

す る もの とす る。

③研 究 開発援助 政 府 が コンピュー タ ・ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアお よび関連 エ レク

トロニ クスの開発計画 を大幅 に支 援 す る こと。 研 究開発 は市 場指 向型 を採 用す るべ きで あ

るが,こ の ために は相 当額の資金 援助 が必要 で ある。 同委 員会 は従 来 の約10倍(年 間約

5,000万 ポン ド)の 支 出が必要 と見積 って い る。

④ コン ピュータ研究 開発庁 上記研究 開発政 策 を遂 行す るコ ンヒ.ユー タ研究 開発庁

(ComputerResearch&DevelopmentBoard)を 設 立す る こ と。 同庁の任 務 は,イ)市 場

指向型 の研 究開発 の援助,指 示,V)研 究 開発援助 の規模 の推せ んの諸点 で あ る。
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3・ フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

フ ランスの コン ピュー タ政 策 は,1964年 のGEに よ るマ シン ・ブル社 買収事件 と,こ れ

に次 い で起 こった アメ リカ政府 のCDC6600の 対 フ ランス輸 出差 止 め(原 爆開発 に使 うの

ではな く,平 和 目的 に使 うことが わか って,結 局,同 機 は輸 入 された)を 契機 として本 格

化 した。

A.第1次 プ ラ ン ・カ ル キ ュー ル

フランス政 府 は1966年 に首 相直属 の情報代 表部(leD616gu6d1'lnformatique)を 設 け
,情 報

処理行 政 と国産電 算機産 業の育成 に 当 らせ てい る。 この機 関が1966年 か ら1970年 までの5

カ年 間実施 して きたの が,第1次 プ ラン ・カル キ ュール で メーカー,ソ フ トウ ェア会社等

に4億 フ ランの 資金 が貸 付 け られた 。この計 画で は国策 メー カーCII(CompagnieInternatio・

nalepourl'Informatique)}こpシ リーズ と呼 ばれ る一 連の国産 コ ンピュー タ(Po,P1,P2,P3)

を開発 させ る ことが決 め られた。政府 は この シ リーズの完成 に よって現在 の国産 機の市 場

占有率約5%を 当面12～15%程 度 まで引上 げる こ とを 目標 としたが,同 社 で}ま現 在10～15

%に な りつ つあ る とい ってい る。

B.第2次 フ。ラ ン ・カル キ ュ ー ル

1970年5月,ア メ リカのGEと ハ ネ ウ ェル は,両 社 コ ン ピ ュ ー タ部 門 を合 併 し
,合 弁 会

社HISを 設立 す る と発表 した。 この ため フランスの ブルGE社 は,HIS社 の傘下 に入

りブル ・ハ ネ ウェル社 とな った。 この際 フ ラン ス側に は ブルGEを 買戻 せな いか とい う意

見が起 こ り,政 財界 に おいて検討 され た とい うこ とで あ るが,GEが 買収 してか らの赤字

累積 を考 慮 す る と買 収費が 巨額 にな るな どの理 由か ら,買 戻 しを断念 す ることにな った。

HISの ブルGE吸 収に対 して は,人 員整理 を行 なわ ない こ と,現 在の研究所 を閉 鎖 しな



第2章 諸外国のコンピュータ政策159

い こ との2条 件 を つ け て政 府 の承 認 が 与 え られ た。

この よ うに ブ ルGEの 買 戻 しを 断 念 せ ざ るを 得 な か った こ とか ら,フ ラ ン ス政 府 は 第2

次 プ ラ ン ・カ ル キ ユー ル を策 定 し,積 極 的 にCIIを 援 助 す る こ とに な っ た。

第2次 プ ラ ン ・カ ル キ ュ ー ル で は,向 こ う5年 間 に コ ン ピ ュ ー タ ・ハ ー ドウ ェ アお よ び

ソ フ トウ ェア に 約12億 フ ラ ン(722億7,000万 円)が 投 入 され るほ か,電 子 部 品 工 業 育 成(プ

ラ
.ン ・コ ン ポ ー ザ ン)cii>た め に 約9億1,000万 フ ラ ン(550億 円)が 充 当 され る こ とに な っ

た 。 この う ち国 策 メー カ ー のCIIに 対 して は,7億 フ ラ ン(421億5,000万 円)相 当 が 直

接,間 接 に 貸 し出 され る。 な お,こ の7億 フ ラ ンの 中 に は 日本 のJECCに 倣 っ て設 立 さ

れ る レ ン タ ル会 社CILOMI(CIEInternationalepourlaLocationdeMaterialsd'Informa-

tique)に 対 す る融 資 が 含 ま れ て い る と思 わ れ る。

4.西 ドイ ツ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

西 ドイ.ツ の 国 産 コ ン ピュ ー タ ・メ ー カ ー は ジ ー メ ンス とAEGテ レ フ ン ケ ンの2社 と,

小 型 コ ン ピ ュー タの新 興 メ ー カ ー"ニ ッ ク ス ドル フ"が あ るが,1972年1月,政 府 あ っせ

ん の もと に テ レ フ ンケ ン とニ ック ス ドル フが 提 携 す る こ と に な り,折 半 出 資 会 社 テ レ フ ン

ケ ン ・コ ン ピ ュ ー タ ズAGが 発 足 した 。 一 方,RCAの ノ ウハ ウ を入 れ て きた ジ ー メ ン ス

は,RCAの コ ン ピ ュー タ事 業 撤 退 に よ っ て,技 術 源 を失 な い,自 社 開 発 活 動 を 強 化 す る

と と もに,フ ラン ス のCIIと 提 携 す る こ と に な っ た。

A.第1次 デt-・一タ処 理 計 画
、

西 ドイツが 国産 コン ピュー タの育成 にの りだ したの は,1967年 であ った。 同国 は1967年

か ら5カ 年計画 で7億 マル クを投 入 す る ことに な って いたが,最 終 年度 に当 る1971年 に第

2次 計画 をすべ りだ させ るこ とに決定 レt;。 したが って1967～70年 の4年 間に支 出 された

資金 は約6億 マル クで あった。

第1次 計 画 では,行 政官庁 が ユー ザー とな り,大 規模 な情報処 理 システムを開発 す る こ



160第3部 コンピュータ政策および情報産業政策

とを通 じて,自 国産 業 を間接的 に刺戟 しよ うと した。 この計画 の もとで は,① 連邦政府 情

報局 の ための デ ー タ ・バ ン ク,② 法律 関係 デー タ ・バ ンク,③ 連邦予算 局の ための デー タ

処理 シス テム,④ 連邦統 計局 の ための デー タ ・バシ ク,⑤ 連邦特 許局 のた めの デー タ集 積

処理 システ ム,⑥ 犯罪 デー タ ・バ ンク,⑦ 医学診 断の ための デー タ処理 システ ムの開発 が

行 なわ れて きた。 一方,こ れ らの シス テ ム開発 の基礎 として,① システ ム分 析,② プ ログ

ラ ミン グ,③IC,④ デ ィジタル高速 メモ リ,⑤ 大 容量 メモ リ,⑥ 入出力 機器 な どの技術

開発が 進 め られ て きた。

B.第2次 デ ー タ処 理 計 画

1970年 後半 か ら,西 ドイツ政 府 では,経 済 ・財務省,労 働 ・社会秩 序省,内 務省,教 育

科 学省 が協議 した うえ,1971年9月 か ら向 こ う5カ 年 に わた る第2次 デー タ処 理計画 を発

足 させ た。 この計画 は,42億7,000万 マル クを支 出す る とい う大が か りな もの とな った。

助成 目的は①経 済,科 学 の諸分野 に コン ピュー タを応 用す ることによ り,両 分 野 の合理 化

と生 産性 向上 を達成 す る,② コン ピュー タに よる公共 機関 の デー タ処 理 サー ビス,と行政 の

合理化 と生産 性 向上 を期 す る,③ 最重要 基幹技 術 としての デー タ処理 を マス ターす る,④

著 るし く拡大 す るデー タ処理 市場 にお け る競争 関係の バ ランス化 をはか る,こ とに おかれ

て い る。

計画 内容 はデー タ処理 教育関係27億7,000万 マル ク(約2,648億 円),デ ー タ処 理利用 の

促進 費(新 利用分野 開拓,標 準化 ソ フ トウェア ・パ ッケ ージ開 発)5億5,800万 マル ク(約

533億 円),市 場接 近分野 に おけ る産 業 開発費(市 場指 向型の産業 開発,未 来指 向型の産業

開発)7億500万 マル ク(約673億8,000万 円),特 別計 画費(デ ー タ処理研 究有 限会社,ド

イツ計 算 セ ンター財 団,カ ール ス ・ル ー工原 子力研 究所への支 出)2億4,000万 マル ク(約

229億4,000万 円)と な ってお り,デ ー タ処理 教育拡充 に65%が 充 当 され てい る。以上 の予

算 には支 出分担 が 決 まってい る教育科 学省,経 済 ・財務省支 出約24億 マル クの ほか,大 学

建設助 成法 に もとつ くセ ンター拡充,人 員整 備 に関す る費用,デ ー タ通信 ネ ッ トワー クの

拡 充 費な ど も含 まれてい る。

産業 に対 す る援 助面 では,自 由競 争の もとにバ ランスの とれ た競争 状 況 をつ く りだす た
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め,レ ンタル資金援 助,ハ ー ドウ ェア開発援助 等 が行 なわれ る。 計画期 間内 に国産 メーカ

ーの生産量 が55億 ～100億 マ ル クに達 す ると予 測 されてい るが,こ の うち レンタル資金 融

資額 として2億5,000万 ～4億5,000万 マル ク(239億 ～430億 円)を 予定 してい る。 国内 メ

ー カーは信用機 関の参加 を得 て レン タル会社 を設立 す るこ とにな ってい る
。

メー カーに対 す る開発援 助 の うち,未 来 指向型 の開発援 助(所 要 資金 の50%援 助)に お

いて は,次 の分担 に よ り開発 が行 な われ る。

ジー メンス社NSF1,NSF2に 対 す る助成 。 同社 は4004シ リー ズ(RCAス ペ ク

トラ ・シ リーズ)と 同様,ヨ ー ロッパ市 場 を重点 として最 適の能力 を そ な え た フ ァ ミ リ

ー ・マ シンを開発 す る
。

テ レ フンケ ン社 制御用 と汎用 を インテ グレー トした計 算機 ライン(EPL1)を 開発

す る。 この ライ ンは4つ の モデルか らな り,1975年 完 成 を 目標 とし,そ れ以後 の市 場成長

をね らう。

ニ ックス ドル フ社 中小 型 ファ ミリー ・マ シ ンを開発 す る。多 国間協力 の枠 内で,主 に

コマー シ ャル領 域 を中心 として世界 的 に利 用 されて い る分 野 をね らう。 これはNixdorfシ

ステ ム900の 継続開 発が主 眼で,テ レ フンケ ンTR86,CDC1700の ノウハ ウが用 い られ

る。

な お ナシ 。ナル ・ベ ースの超 大型 コ ンピュー タ開発 の援 助 は経 済 的に意 味がな い とい う

ことで行 なわ ない と してい る。 その理 由は超大 型 の開発 には,使 用で きるあ らゆ る手段 を

動 員 しなけれ ばな らない。完成 して も需 要面 は た とえば気 象問題 や軍 事 問題 な どの 限 られ

た分野 しか期待 で きない。 したが って超 大型 につ いては輸入 に依存 せ ざるを得 な い,な ど

の諸点 であ るとい う。

5.コ メ コ ン諸 国 の コ ン ピ ュ ー タ共 同 開 発 計 画

1970年1月,コ メコン加盟8カ 国会議 ではRJADコ ン ピュー タ共 同開 発計 画 を承 認 し

たが,1972年 に入 る とソ連 で この計 画 の一 環 と して開発 中の プ ロセ ッサEC1000の 試 作

機 が完 成 した。 しか し,こ の プ ロセ ッサを開発 した機関 の エ ンジニアが,ソ 連 の ユーザー
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側 の機関 に ス カウ トされ るな ど,同 機の量産 化 には まだ障害が あ るよ うで ある。

RJAD計 画 は,共 産 圏独 自の コン ピュー タの開発 を通 じて,ソ 連衛 星諸 国の経済 ・政

治 の相互依 存関係 の強化 に役立 て る ことをね らい としてい る。 ソ連 衛星国 が設置 を 目標 と

してい る コ ンピュー タは,1975年 までに33,000セ ッ トといわれ,RJAD計 画 ではIB

M360/20,30,40,50,65相 当の モデルの開発 を目標 に してい る。

ソ連 は1971年 の第24回 共 産党会議 で コン ピュー タ化 の重要 性 を強 調 ,1971～75年 にわた

る5カ 年 計 画中 に コ ンピュー タの生産 を2.6倍 に引上 げ るこ とにな った。 しか し,西 側 と

共 産 圏諸 国 との 間に は,コ ン ピュー タ技 術 に関 してかな りの ギ ャップが あ り,一 方 にお い

て経済 計画 の うえで強 い情報処理 の ニー ズが あ るので,西 側 か らの輸入 を熱心 に望 んでい

る。 これ に対 して これ まで対共産 圏輸 出 を きび しく規 制 して きた ア メ リカが,対 ソ,対 中

接 近 をは か り,コ コム規 定 を 自か ら緩和 す るき ざしが あ るので,今 後最先 端 の コン ピュー

タ ・シ リー ズ以外 の コ ンピュー タ(IBM360級)の 対 共産 圏輸 出 は増加 す る と 思 われ

る。
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第1章 わが 国の コン ピュー タ

実動状況

1.1971年 に お け る コ ン ピ ュ ー タの 実 動 状 況

－JECC調 査 よ り・

日本電子 計算機 株式会 社(JECC)で は,半 年 ごとにわが国 におけ る国産 コ ンピュー

タ実動 状 況を調 査 し,通 商産 業省 が集計 す る外 国機の実動 状況 とあわせ て 「わが 国電子 計

算組 織実動 状況調 査」 を ま とめ,公 表 してい る。 この調査 で は,デ ィジタル型 汎用 コン ピ

ュー タを集計対 象 として お り,現 在需 要 が拡大,多 角化 しつつ あ る ミニ ・コン ピュー タ,

アナ グ ロ型 コン ピュー タ,プ ロセ ス制御 用 コン ピュー タは集計 か ら除 いて ある。

1971年9月 末現 在,わ が国 で実 動 し て い る汎 用 コ ンピュー タ ・システ ムは11,237セ ッ

ト,売 価 換算額1兆245億 円 に達 し,初 めて セ ッ ト数 で1万 セ ッ ト,金 額 で1兆 円の大台

を突破 した。前 年 同期に比 べ て,実 動 セ ッ ト数 で41.3%,金 額 で38.3%の 増加 率 を示 し

た。

国産機 外国機 別 をみ る と,国 産 機 は7,659セ ッ ト(売 価換 算額5,622億 円),外 国機 は

3,578セ ッ ト(売 価換算 額4,623億 円)で,実 動 セ ッ ト数 では国産機 が68.2%,外 国機 が

31.8%と 全体 の7割 弱 と相 当高 い シェアを占めてい るが,金 額 ベー スで は国産機54.9%,

外 国機45.1%と ほぼ シ ェアを二 分 してい る。
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A.型 別にみた実動状況

4-1-1表 は1966年9月 末 以来 の型 別 にみた 国産機,外 国機 の実動 状況 とその構成 比 の推

移 を示 した もので あ る。 同表 によ って各型 の特 徴 を述 べ ると次 の とお りで ある。

a)大 型 コン ピュー タ

5年 前 の1966年9月 末 現在,わ が 国には133セ ッ ト,お よ そ621億 円 の大 型 コン ピュー タ

(シ ス テム規模2億5,000万 円以上)が 実動 していたが,1971年9月 末で は1,049セ ッ ト

(7.9倍),金 額 ベ ー スで5,592億 円(9.0倍)に 達 した。 この分野 に おけ る国産 機,外 国機

の構成 比 をみ る と,5年 前 は国産機 が19.7%(金 額 ベー ス)に す ぎなか った ものが,年 々

著 るしい上昇 を示 し,1971年9月 末 では41.0%を 占め るまでに な った。

しか し,さ らに大 型 を2億5,000万 円～5億 円未満(大 型B),5億 円以上(大 型A)に

細分 してみ る と,大 型Aに おいて国産機 はまだ35.8%(金 額 ベ ース)を 占め るに とどま っ

て い る。(4-1-2表 参 照)

大 型機実動 数 に 占め る大 型Aの 比率 は年 々高 くな って きてお り,1971年9月 末 では36.0

%に 達 して い る。 大型Aの1セ ッ ト当 りシス テ ム規模 は,1968年9月 末 では7億3,200万

円 で あったが,1971年9月 末 におい て8億4,600万 円に大型化 してい る。 これ を国産 機,

外 国機別 にみ ると,国 産機 の規模 が7億3,900万 円で あ る の に対 し外 国機の規模 は9億

2,100万 円 と外 国機 が1億8,200万 円 も大 きい。 大型Aの システ ム規模 は国産機,外 国機 と

もに大 き くな ってい るが,外 国機の大 型化 の方 が顕著 で あ る。

大型Bに おいて は,国 産機 が増勢 傾向 を示 し,1971年9月 末 で は47.9%に 達 し,外 国機

と シェアをほぼ二 分 す るまでに な ってい る。 シス テム規模 に おい ては国産機,外 国機 の差

はほ とん どな い。

b)中 型 コ ン ピ ュ ー タ

1966年9月 末 の実 動 シ ス テ ムは988セ ッ ト1,119億 円 で あ った もの が,1971年9月 末 に は

3,514セ ッ ト(3.6倍),3,641億 円(3.3倍)に 達 し,着 実 な増 加 を示 して い る。 この 分 野
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11.2

36.5

35.1

合 計
9519611,162

119,524135,221185,859

1,4652,154

247,536337,850

3,578

462,277 16::81…;:; 器:llll:1
27.1

45.6

31.8

45.1

年間増加率
(%)

20,813,137.4 33,236.5 36.8

大 型 62,欝88,ill、58,1曽244,蒜385,;1;155謬 1}88:⑪}⑪ ⑪:81}⑪ ⑪:⑪}⑪8:⑪1}⑪8:8|}88:⑪

合
中 型1 、、、,;習 、3;劉 、,;;llU、 、1溜 281;llll36瀾 }⑪1:81 18⑪:81 lll:⑪| }⑪1:81

小 型
621

16,505 23,;lll,1;榴 、i;8111
2,795

64,289 18ま …;別 ll8:ll18⑪:81 }⑪⑪:81
}⑪8:81

100.0

100.0

超 小 型 、,綱 、

627

4,057 、,1911 ;;11611,66410,759
188:81198:⑪1 100.0100.0

1芝6:{ii劃

計 合 ∋ 議 題1'251;11136摺;,、;;腸1
7,950

740,816

188:81}88:8i
L1,〈諺]i-i?91[)}⑪8:81

年間増加率
(%)

29.0 31.3 44.8 39.1 45.0

188:81
≠

38.3

188:ll18⑪:⑪1 181:⑪1 100.0'100
.0

100.0

100.0 188:81100.0100.0 100.0

100.0

J

戸
o
or

ふ

u

K'

凡
P

|
〉

望

e



第1章 わが国のコンピュータ実動状況167

(注)4-1-1表 に っいて

1.国 産機 は日本電子計算機㈱調べ・外 国機 は通商産業省調べ による。

2,型 別分類基準 は次の とお り。(売 価換算)

大 型A… …5億 円以上

大型B… …2億5,000万 円 以上5億 円未満

中型A… …1億 円以上2億5,000万 円未満

中型B… …4,000万 円 以上1億 円未満

小 型 ……1,000万 円 以上4,000万 円未満

超小型……1,000万 円未満

3.コ ン ピュータの基準 は

① デ ィジタル型 であ ること

② プログ ラムの蓄積方式で重要 な命令 を内部記憶装置に記憶 してい るか,ま たは相当性能 を有す ること

③ 内部記憶容量が2,000ビ ッ ト以上 であること(た だ し,サ イン,パ リテ ィ・チェ ックのために有 す

るビッ トは含 まない)

④ 電子論理演算 に より行 われ る演算機構 を有す ること

の4条 件を全て満足す るコンピュータ

4.現 地 資本 か株式の マジ ョリテ ィを保有す る企業が国内生産す るシステ ムを国産機 とみな した。

5.シ ス テム増設 によ る型別移動 を考慮 してい る。た とえば以前には小型 に分類 されていた ものが,メ モ

リー増設や周辺装置増設の結果,中 型 へ移動す る場合 がある。

6.ミ ニ.コ ンピュータ,ア ナ ログ型 コンピュータ,プ ロセス制御用 コン ピュータ,オ フライン機器 デ

ー タ通信機器は集計対象外 としてい る。

での国産機,外 国機 の構成 比 をみ る と,国 産 機 が1967年 に50%を 越 えてか らも年 々増勢 を

示 し1971年9月 末 では71.9%(金 額)を 占め てい る。 中型 を さ らに中型A,Bに 細分 した

場合 も同様の傾 向 を示 してい るが,中 型Bの 方 が国産 機 の構 成比 は高 くな って い る。 シス

テム規模 におい ては,国 産 機 と外国機 には ほ とん ど差 はみ られない。
∫

c)小 型 コン ピュー タ

1966年9月 末 で は,621セ ッ ト,165億 円 の小型 コン ピュー タが実動 していたが,1971年

9月 末 では3,426セ ッ ト(5.5倍),806億 円(4.9倍)に 達 してい る。 この分野 で は,こ こ

5年 来国産機 と外 国機 の構成 比 が70対30と 比較 的安定 した傾 向を示 してはい るが,こ の2

年 来国産機 が微減 してい る。 システ ム規模 におい て も国産機 と外国機 に は差 は ない。

d)超 小 型 コ ン ピ ュー タ

1966年9月 末 に は,417セ ッ ト,27億 円 の 超 小 型 コ ン ピ ュー タが 実 動 して い た が,1971
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4-1-2表 大型,中 型実動状況細分表および構成比

1[麹 状 況ll構 成 比ll・ セ。・当りシステ・規模

1型 別 雲鏡1袈編 綴ll牒鍵1習突編 綴 1雲鏡1殿裂殿鍵

国

産

機

大 型A 55
35,229 ,鍋 、、魂 1

34.2
29.4

40.2

35.7

41.0

35.8
百 万 円
641
百 万 円
704
百万 円
739

大 型B
159

53,928
229331
79,588114,705 1

43.8

43.2

45.8

44.7
49.3
47.9 339 348 347

中 型A
553792
79,325115.322155297

62.9

59.4

69.6

67.0

72.6

70.6
143 146 151

中 型B
7971.1501

54,04778,527

1,028

輪 68.9

68.3

72.2

72.7
73.9

74.0
68 68 69

小 型 22 22 23

超 小 型
」 7 7 6

外

国

機

大 型A

大 型B

、4;1夢1、鵠 、。㌶1;

il;1
658i2:1 59.0

64.2
799 855 921

204

70,968 ,亀裂 、2認
54.2

55.3
50.7

52.1
348 364 367

中 型A 3263461388
54,30356,917}64,765

37.1

40.6

130.4

33.0
27ス

29.4
167 165 167

中 型B 3594421547
1

25,10429,420137,476
31.1

31.7

27.8

27.3
26.1

26.0
70 67 69

小 型 27 25 25

超 小 型
5 6 6

合

計

大 型A
1611

363
124,897

卿.遇 「取皿
378 100.0

100.0 }88:3}81:⑪ll745-一 一
100.0`100.O

l

100.0100.0

794 846

大 型B 500
178,221

671

239368

100.0

100.0 344 356 357

中 型A
87911・138

13欄17i:i豊

79,151107,94θ

1416

220061
100.0

100.0 }⑪1:8il88:⑪
100.0

100.0

152 151 155

中 型B・
2,098

1144 ,006

100.0

100.0

100.0

100.0 68 69

小 型

68

23 2324

超 小 型 7 66

年9月 末 で は3・248セ ・ ト
.(7・8倍)・2・6億 円(7・6倍)と この5年 間の伸 び{焙 るし・・。

この分野 では,こ れ まで国産 機が圧 倒的 な シ ェアをに ぎって お り,1968年 までは100%を

占めてい たが,1969年 に は外 国機 が進 出 し,徐 々に増加 を示 して きたが,1971年9月 末 で

は35.1%(金 額)を 占 め るまで に至 った。
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B型 別 に み た 実 動 シ ス テ ム の 内 部 構 造

a)国 産機,外 国機別 内部構 造

4-1-3表 はわが国 で実 動 してい るコン ピュー タの国産 機,外 国機別 型別 内部 構造 を示 し

た もの であ る。

わ が 国 の 実 動 コン ビ。ユ一 夕の システ ム数 で最 大 の グルー プは中型 で あ り,小 型,超 小

4-1-3表 実動システムの国産機,外 国機別内部構造

(通商産業省,日 本電子計算機㈱調べ)

国産機 ・外国機別 国 産 機 外 国 機 合 計

＼ 願
型別 ＼

1966年

9月 末

1968年

9月 末

1970年

9月 末
1971年

9月 末

1966年

9月 末

1968年

9月 末

1970年

9月 末

1971年

9月 末

1966年

9月 末

1968年

9月 末

1970年

9月 末
1971年
9月 末

構

成

比

大 型A
■

(%)

=

(%)
0.6
6.6

(%)
1.8
18.3

(%)
2.0
20.4

(%)

=

(%)
6.2
29.4

(%)
7.3

39.7

(%)
6.2

44.4

(%ノ

=

(%)
2.2

18.1

(%)
3.3

28.1

/%)
3.4
31.2

大 型B =
3.9

21.6

4.0

19.8

4.3

20.4 =
13.2

28.5

12.6

29.3

9.6
27.0 =

6.5

25.1

6.3

24.0

5.9
23.4

小 計
2.5

16.6

4.5

28.2
5.8

38.1

6.3

40.8

10.8
41.7
19.4

57.9

19.9

69.0

15.8

71.4
6.1

32.1

8.7

43.2

9.6

52.1

9.3

54.6

中 型A =
14.4

34.1

13.7

28.6
13.4
27.6 =

23.9

25.0

15.8

16.6

10.8

14.0 =
17.1

29.5

14.2

23.2

12.6

21.5

中 型B =
19.6

21.4

19.8

19.5

20.3

18.9 =
26.0

11.8

20.3

8.6

15.3

8.1 =
21.4

16.5

20.0

14.5

18.7

14.0

小 計
42.1

71.4

34.0

55.5

33.5

48.1

33.7

46.5

50.4

49.6

49.9

36.8

36.1

25.2

26.1

22.1

45.8

57.9

38.5

46.0

34.2

37.7

31.3

35.5

小 型
20.9

8.3

36.6

13.6

35.8

11.4

33.1

10.3

、&、1,α,
&7ド3

33.8

5.4

25.0
4.9
28.8

8.6

34.9
9.5
35.2

8.7

30.5

7.9

超 小 型 34,524,925,026.9--10,233,119,317,921,028.9

3.72.72.42.4--0.41.61.41.31.52.0

合 計
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.O

l

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

(注)構 成此上列セ ット数,下 列金額
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型,大 型 の順 とな ってお り,1971年9月 末 では それ ぞれ31.3%,30.5%,28.9%,9.3%

で ある。 しか し金額 ベ ー スでみ る と大 型 が トップに立 ち(54.6%)次 いで中型,小 型,超

小型 の順 とな ってい る。

次 に 国産 機 と外国機 の 内部構 造 をみ ると,次 の よ うな相違 がみ られ る。

① 国産 機 の セ ッ ト数,金 額 か らみた 中心 グルー プは中型 であ る。 これに対 し外 国機 の

中心 グルー プは大 型 であ る。

② 超小型 に おい て国産 機 が縮小傾 向 をみせ てい るが,外 国機 は逆 に徐 々に増 大傾向 を

辿 ってい る。

4-1-4表 は 日本 とア メ リカの実 動状 況 を比較 した もの であ る。 同義 に よ って 日本 とア メ

4-1-4表 日本とアメ リカの実動状況比較

(上列セ ット数,下 列金額百万円)

型別

国別

大 型A

大 型B

小 計

中 型A

中 型B

小 計

小 型

超 小 型

合 計

日 本

(1971年9月30日

現 在)

378

319,861

671

239,368

1,049

559,229

1,416

220,061

2,098

144,006

3,514

364,067

3,426

80,582

3,248

20,640

11,237

1,024,518

ア メ リ カ

(1971年9月1日 現在)

3,284

2,970,554

4,866

1,744,155

8,150
4,714,709

15,756
2,588,330

14,528

929,729

30,284

3,518,059

12,504

341,277

50,938

8,574,045

台数構成比(%)

日 本 アメ リカ

(%)
3.3

6.0

(%)
6.4

9.6

9.3 16.0

12.6

18.7

31.3

30.5

28.9

100.0

31.0

28.5

59.5

金額構成比(%)

・ ∋ ア・・カ

(%)
31.2

23.4

54.6

21.5

14.0

35.5

・4.・1・.・

0

100.0

2.0

100.0

(%)
34.7

20.3

55.0

30.2

10.8

41.0

4.0

0

100.0

(注)L日 本 の資料 出所 はJECC実 動 状況調査。

2.ア メ リカの資料はIDC調 査 。 ミニ ・コンピ ュータおよび専用 コンピ ュータ(dedicatedsystem)

は含 まれない。金額 は平均 レンタル料か ら算定。
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リカの内部構 造 を比較 してみ ると次の ことが み られ る。

①5億 円以上 の大型 システ ムの実動 に おいて,ア メ リカの構成 比 はセ ッ ト数 で は6 .4

%を 占め 日本 のほぼ2倍 で あ る。 絶対 数 では ア メ リカは,日 本 の378セ ッ トの8 .7倍 を

使用 してい る。 しか し,日 本 にお け る大 型 システ ムの導入 は着実 に増加 して お り,徐

徐 にで はあ るが その差 を縮 小 してい る。(1970年3月 末 では絶対数 に おいて ア メ リカ

は 日本の14.9倍 であ った)

② アメ リカは セ ッ ト数 で み た 場 合,59.5%と 意 外 に中型 システ ムの 占め る比重が高

く,日 本の31.3%を はか るに しのい でい る。

③ 日本 は逆 に小 型 および超小型 の ウェ イ トが高 い。

b)産 業 別実動状 況

4-1-5表 は過去5年 間に おけ る産業別 電子計 算組 織実動 状況 の推 移 を示 した もので あ る。

1971年9月 末 にお け る産 業別 の実 動金 額 で グル ー プに分 類すれ ば次の通 りで あ る
。

①800億 円以上(3業 種)

金 融,電 気機械(コ ン ピュー タ ・メー カーを含 む),卸 ・小売 ・商 事

②400億 円～800億 円未 満 一(5業 種)

輸送 用機械,サ ー ビス(計 算 セ ンターを含 む),政 府 関係機 関(電 々公社,国 鉄,専

売 公社,NHKな ど),鉄 鋼,化 学 ・石油

③200億 円 ～400億 円未 満(7業 種)

政 府,運 輸 ・通 信 ・報道,保 険,機 械,大 学,法 人団体 ・農協,証 券

④100億P∋ ～200億 円未 満(7業 種)

電 力 ・ガス,地 方 公共体,繊 維,食 品,非 鉄金 属,そ の他 製造業,建 設業

⑤50億 円 ～100億 円未 満(2業 種)

精密機 械,硝 子 ・セメン ト

⑥10億 円～50億P]未 満(6業 種)

鉱業,紙 ・パル プ,そ の他 の学校,出 版 印刷,高 校,不 動産

⑦10億 円未満(4業 種)

病 院,宗 教法人,漁 ・水産 ・養殖業,農 業



業種別
壌

＼ 、
年別

業
林 ・猟 狩 業

漁 ・水 産 ・養 殖 業

鉱 業
建 設 業

食 品

繊 維

紙 ・パ ル プ

Hゴ ∬反 ・E「]Ht[j

化 学 ・石 油

硝 子 ・セ メ ン ト

鉄 鋼

非 鉄 金 属

機 械
電 気 機 械
輸 送 用 機 械
精 密 機 械
その他製造業
卸小売 ・商 事
金 融
保 険

証 券

不 動 産

運輸・通信・報道

電 力 ・ガ ス

サ ー ビ ス

病 院

大 学

高 校

そ の他 の学校

地 方 公 共 体

政 府

政府 関係 機 関

法人団体 ・農協

宗 教 法 人

業 種 不 明

合 計

1966年

9月 末

13

17

34

61

12

15

173

26

102

40

57

212

133

45

45

240

155

90

60

83

36

103

西

2

2

60

98

78

40

2

2,159

4-1-5表 産 業 別 電 子 計 算 組 織 実 動 の 状 況 め 推 移

台 数

1967年

9月 末

21

32

60

60

20

9

207

32

151

45

74

262

175

63

107

352

217

100

58

1

141

50

204

164

7

13

120

114

110

64

1

6

3,040

1968年

9月 末

21

49

86

47

28

18

270

44

176

74

112

363

321

81

118

599

300

109

60 .
2

191

55

303

4

208

13

20

155

152

145

110

2

5

4,171

1969年

9月 末

1

3

23

74

144

117

40

26

337

57

213

106

182

486

286

101

150

885

387

118

78

4

243

62

443

6

248

20

41

192

170

188

162

2

6

5,601

1970年

9月 末

1

6

31

122

208

173

58

46

436

83

299

164

265

718

356

128

193

1,411

620

130

88

15

307

79

614

9

285

41

77

242

202

240

275

1

10

7,933

1971年

9月 末

3

11

36

190

297

257

84

72

581

137

380

216

369

964

425

156

262

2,299

1,001

154

96

24

463

92

852

15

328

75

79

(302　230

283

473

3

28

11,237

金 額

ノ

1966年

9月 末

873

1,097

2,119

4,017

692

400

12,634

2,211

8,994

2,211

4,125

21,881

13,042

1,913

3,334

12,723

19,798

12,390

7,274

5,576

5,326

10,436

7,704

18

84

5,152

12,235

11,555

3,512

2

55

193,406

1967年

9月 末

1,090

2,210

3,128

4,334

900

241

14,742

1,829

14,289

2,161

5,602

29,327

17,818

2,455

5,011

15,357

25,493

13,228

8,304

8,883

75768

15,816

9,110

78

361

6,977

15,305

13,837

4,716

22

3,282

253,695

1968年

9月 末

1,347

3,379

4,747

5,612

1,182

475

20,222

3,656

19,487

3,961

8,696

45,577

24,895

3,765

5,955

26,359

45,263

16,660

10,756

46

15,236

9,859

20,274

59

12,538

176

720

8,173

21,826

21,136

7,015

63

2,228

371,331

(単位 百万円)

1969年

9月 末

15

50

1,781

4,492

7,316

7,454

1,547

883

26,658

4,021

26,329

5,923

13,739

63,680

35,218

4,986

7,117

37,486

68,298

19,066

13,309

68

18,676

11,115

32,027

97

18,745

232

1,255

9,486

25,672

30,506

10,990

120

2,550

510,924

1970年

9月 末

16

156

2,203

7,092

9,686

9,459

2,331

1,864

36,387

5,228

42,463

9,583

19,975

98,112

50,189

7,321

9,502

58,074

102,008

23,833

18,060

1,048

26,257

17,164

46,820

189

20,980

540

2,366

12,920

30,270

45,923

17,891

26

2,634

738,678

1971年

9月 末

'
45

314

3,388

10,864

12,872

13,143

3,182

2,372

47,885

7,019

58,898

11,834

26,620

143,399

68,613

9,320

11,030

90,813

147,048

35,569

20,297

1,177

35,749

8/:誓司
6401
24,0741
1,205
2,698
18,781
37,458
63,419
24,044
359
5,9621
1,024,5181

ら

e

仁

u

Y

P

|

"

蟄

θ
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4-1-6表 地域別汎用電子計算組織実動状況

1971年9月 末現在(単 位 台数セ ット,金 額百万 円)－
L
県 別

北

青

岩

宮
◆

秋

山

福

東'

神

子

埼

茨

群

栃

新

長

山

静

愛

妓

富

石

大

兵

京

奈

海

奈

道

森

手

城

田

形

島

京

川

葉

玉

城

馬

木

潟

野

梨

岡

知

阜

重

山

川

阪

庫

都

良

台'川 金 額

209

32

49

112

30

29

42

2,631

507

138

153

77

58

42

66

98

24

144

475

55

33

34

63

1,045

221

161

8

11,140

1,048

1,617

4,938

571

1,160

1,617

247,879

50,958

6,479

6,965

10,823

2,680

3,441

2,670

4,902

563

7,724

28,191

2,851

2,500

994

2,434

74,431

14,762

9,072

361

台 ⇒ 金 額

53

13

7

28

10

3

7

1,278

162

46

38

16

18

21

38

33

9

69

275

34

19

16

11

572

67

99

47

6,384

336

111

2,483

335

210

366

226,790

21,453

7,177

2,136

2,106

1,116

1,949

2,147

1,914

319

4,486

28,207

1,499

1,131

2,929

859'

68,358

5,005

3,477

10,430

台 数1金 額

262、

45

56

140

40

32

49

3,909

669

184

191

93

76'

63

104

131

33

213 ＼

750

89

52

50

74

1,617

288

260

55

17,524

1,383

1,728

7,421

906

1,370

1,984

474,668

72,411

13,656

9,102

12,929

3,796

5,391

4,817

6,816

881

12,209

ブ へ

つ
4,349

3,630

3,923

3,294

142,789

19,767

12,549

10,791

i
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国 産 機 外 国 機 合 計
県 別

台 数1金 額 台 釧 金 額 台 数1金 額

滋 賀 29 1,189 16 1,847 45 3,036

福 井 22 712 11 698 33 4,410

和 歌 山 36 3,986 15 1,009 51 4,995

広 島 182 10,842 94 10,238 276 21,080

岡 山 80 6,155 26 3,128 106 9,283

山 口 46 2,984 31 2,441 77 5,425

鳥 取 9 144 5 161 14 305

島 根 13 560 6 266 19 826

愛 媛 33 2,208 23 742 56 ・2
,950

高 知 20 664 5 45 25 708

香 川 77 2,794 13 540 90 3,334

徳 島 19 592 4 72 23 663

福 岡 228 11,307 116 7,276 344 18,583

佐 賀 13 854 8 340 21 1,194

長 崎 20 814 21 2,297 41 3,111

熊 本 27 1,505 7 79 34 1,584

大 分 33 3,982 9 307 42 4,288

宮 崎 10 270 9 801 19 1,071

鹿 児 島 19 668 23 421 42 1,089

不 明 207 7,244 147 25,858 354 33,102

合 計 7,659 562,242 3,578 462,277 11,237 1,024,518

需要 の最 も強 い第1お よび第2グ ルー プの8業 種 だ けで全実 動金額 の66.8%を 占めて い

る。 また1シ ステ ム当 り規模 の大 きな産 業 は,保 険(230百 万 円),証 券(211百 万 円),電

力 ・ガス(210百 万 円),輸 送 用機 械(161百 万 円),鉄 鋼(155百 万 円)な どであ る。

c)地 域 別実動 状況

4-1-6表 は,1971年9月 現 在 にお け る 「地域別汎 用電子計 算組 織実動状 況」 で ある。
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同表 に よ り,実 動金 額の多 い地域 をみ る と,東 京都(全 国の46 .3%),大 阪府(同13 .9

%),神 奈 川県(同7.1%),愛 知県(同5.5%)な どとな って お り,東 京 都へ の集 中傾 向が

著 る しい。

2・1971年 に お け る専用 機実 動 状 況

JECCで は,汎 用 コンピュー タ,ミ ニ ・コン ピュー タの ほかに,こ れ らのいず れ に も

属 さない専用機 を別枠 で集計 してい る。専 用機 とは ,特 定業 務の た め設計 され,か つ,完

全 に単一作 業 だけ を処 理す る もの と定義 され てい る。

4-1-7表 産 業 別 国 産 専 用 機 実 動 状 況

(1971年9月 末 現在)

産 業 別

化

鉄

機

電

保

通

電

サ

大

地

孜

孜

法

学

気

輸 ・通

力

方

府 関

入 団

石 油

鋼

械

機 械

険

信 ・報 道

・ ガ ス

ビ ス

学

公 共 体

府

係 機 関

体 ・農 協

合 計

セ ッ ト 数

3

6

1

2

1

3

21

1

1

3

3

21

1

67

金 額
(百万円)

300

600

100

140

235

130

2,411

100

24

230

35

4,211

46

8,562

1セ ッ ト当 り金額

(百万円)

100

100

100

70

235

43

115

100

24

77

12

201

46

128

(注)こ れ まで専用機 として集計 されていた ものの うち,一 部汎用機(48セ 。 ト)が 混入 していたため,本 調
査時 において,こ れを専用機か ら除 き汎用 機に集計 した

。
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4・-1-8表 用 途 別 国 産 専 用 機 実 動 状 況

(1971年9月 末現 在)

用 途

放 送 番 組 自 動 切 換

料 金 計 算

操 車 場 自 動 制 御

シ ミュレーション等の研究用

水 門 自 動 制 御

座 席 予 約

大 気 汚 染 管 理 用

ビ ル 制 御 用

照 明 制 御

電気 ・水道 ・ガス遠 隔処 理

研 究 開 発 用

電 力 経 済 負 荷 配 分 用

自 動 給 電 装 置

火 力 発 電 所 制 御

電 力 需 給 調 整

群 制 御

熱 ・冷 間 圧 延 制 御

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発

ガ ス ク ロ 処 理

生 産 管 理

エ チ レ ン プ ラ ン ト制 御

教 育 用

合 計

セ ッ ト 数

2

13

4

6

4

2

1

1

1

1

1

4

4

10

1

1

5

1

1

1

2

1

67

金 額
(百万円)

50

3,567

490

152

t59

160

,91

235

46

115

100

696

400

1,000

100

101

500

100

100

100

200

100

8,562

1
1セ ッ ト当 り金額

(百 万 円)'

25

274

123

25

40

80

91

235

46

115

100

174

100

100

100

101

100

100

100

100

100

100

128

4-1-7表 は,1971年9月 末現在 に おけ る産業 別国産 専用機実 動状況 で ある。 同義 に よれ

ば,現 在実 動 してい る専用機 は67セ ッ ト,86億 円 とな って お り,最 近 では汎用 コン ピュー

タが ソフ トウ ェアの適用 次第 で専用機 と して用 い られ る機会 が増加 して きたた め,専 用機
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の新規 納入 は急速 に減少 してい る。 また外 国製 の専 用機 は,わ が国 ではほ とん ど使 われて

い ない。

4-1-8表 は用途 別 にみ た国産 専用機 実動状 況 であ る。 用途 別 にみ て実動 数 の多 いのは料

金計 算,火 力発 電所制御,シ ミュ レー シ ョン等 の研 究用,熱 ・冷 間圧延制 御 な どで あ る。
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第2章

わが国における

ミ1=・ コ ン ピ ュ ー タ および工 業 用

コ ン ピ ュー タの利 用状況

1.ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ の 使 用 状 況

一 通産省調査より

通 産 省で は,1971年3月 末 現在 のわが 国に おけ る ミニ ・コン ピュー タの使用 状況 に関す

る調査 の結果 を ま とめた。 この調 査 は,最 近 にわ かに注 目を集 めてい る ミニ ・コ ンピュー

タの市 場に おけ る実態 を把握 す る目的で,1971年 春 に実 施 された もの で ある。

近年 の ミニ ・コン ピュー タの発展 に は著 る しい ものが あ る。 わが 国だ けで見 て も,そ の

メー カーは外 販 してい る ものだ けで16社(1971年3月 末),発 表 され てい る機種 は24種 を

数 えるに至 ってい る。 新 聞,雑 誌 では ミニ ・コン記事が繰 り返 し特 集 され,社 内用に だけ

使用 す るための もの を も含 め る と,ミ ニ ・コン ピュー タ分野 へ の進 出 を意 図 してい る企 業

は計 測,電 機,機 械,精 密 機械 の各分野 におよ び,さ なが らブー ムの感 さえあ る。

わが 国に おいて ミニ ・コ ンピュー タな る呼 び名 が世に現 われたの は1969年 ごろか らで あ

るが,そ れ以前 か らも同 じ範疇 に属す る と見 られ るコン ビ。ユー タの製 造 は細 々 なが ら行 な

われ ていた。 この調査 では,こ のい わば 、ミニ ・コン以前、 を も調査 の対象範 囲 に加 えて

い る。
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A.調 査の対 象

調査 は,ミ ニ ・コ ン ピュー タの製 造者16社 お よび輸入 者19社 を対 象に行 な わ れ て い る

が,エ ン ド・ユ ーザーにつ いて もで きる限 りの追 跡 を してい る。

調査 の対象 とな った ミニ ・コン ピュー タの定義 は,

① デ ィジタル形 であ る こと。

② プ ログラム蓄積方 式 また は これに相 当す る性能 を有 す る も の で,内 部 記憶容量 が

2,000ビ ッ ト以上 であ る こと。

③ 本 体(4,000語 の記 憶装置 を含 む)の 価格 が1,000万 円以下 で あ るこ と。

④1語 の構成 ビ ッ ト数 が少 な い こと。(情 報 ビッ ト数 が16以 下 であ るこ と)

⑤ 広 範 な応用 分野 を意 図 して設計 され た もので ある こと。(事 務分野 専用 の設計 でな

い こと)

で あ り,会 計帳表 処理,伝 票発行 な どに用 い られ る事 務用 の超小 型 コ ンピュー タは除外 さ

れ てい る。

B.ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ の使 用 状 況

1971年3月 末 現 在 使 用 され て い る ミニ ・コ ン ピ ュ ー タは1,670セ ッ ト,金 額 に し て149億

円 で あ る(4-2-1表 参 照)。 産 業 別 に見 る と,最 も多 く使 用 して い るの は電 気 機 械 器 具 製 造

業 で あ り,380セ ッ トが 使 用 され,全 ミニ ・コ ン ビ。ユ ー タの22.8%に 相 当 す る。 こ の 中 に

は,ミ ニ ・コ ン ビoユー タ メ ー カ ー 自身 が 自社 の 製 品 を社 内 用 に 使 用 して い る の が248セ ッ

トあ り,全 ミニ ・コ ン ピュ ー タの14.9%,電 気 機 械 器 具 製 造 業 の 中 の65%に 当 た る。 これ

に 大 学 の256セ ッ ト(15.7%),鉄 鋼 業 の95セ ッ ト(5.7%),化 学 ・石 油 工 業 の85セ ッ ト

(5.1%)が 続 い て い る。

ミニ ・コ ン ピ ュ ー タが ユ ー ザ ー に 販 売 され るに は,直 接 単 体 で 販 売 され る場 合 の他,プ

ラ ン トや他 の 機 械 シ ス テ ムの 中 に 組 み込 ま れ て販 売 され る場 合 と,一 度OEM(Original

EquipmentManufacture)業 者 に 販 売 され,そ こで 他 の シ ス テ ム に組 み 込 ま れ て ユ ー ザ ー

に 納 め られ る場 合 とが あ る。
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4-2-1表 産 業 別 ミ ニ ・ コ ン ピ ュー タ 使 用 状 況 (金額単位 百万円)

農"業

林 ・狩 猟 業

漁 水 産 養 殖 業

鉱 業

建 設 業

食 品

繊 維

紙.ジ ・'、 万 プ

出 版 ・印 刷

化 学 ・石 油

硝 子 ロ メ ン ト

鉄 鋼

.非 鉄 金 属機

械

電 気 機 械

(ミ ニコンメー.カー)

(そ の'他)

輸 送 用 機 械

精 密 機 械

そ の 他 製 造 業

卸 小 売 ・商 事

金 融 ・保 険 業

不 動 産 業

運 輸 ・通 信 業

電 力 ・ガ ス 業

サ ー ビ ス 業
'医 療 業

大.'学

高 校

そ の 他 学 校

・こ地 方 公 共 体 .

政 府

政 府 関 係 機 関

ξ法 人;団 体 ・'農協

宗 教 法 人

民 間 研 究 所

不 ."明

1969年3月 末 1970年3月 末

セ・ト∋ 金 額 セ ・ト数1金 額

1

2

1'

1

24

29

,3

2

12

(3)

(9)

5

2

2

51

3

3、

17

3

ガ
.7

9

16

9

8

552

526

26.

14

63

(9)

(54)

64

13

15

321

11

25

131

83

16'・

28

'

5

3

7

2

1'

54

1

40'

9
'

13

129

(85)

(44)

20

13

15

1

1

7

4,

5

2

115

6

4

7

42

25

9

吟9

76

1971年3月 末

セ・・∋ 金 額

.41.,17.181

34'766

4910134

134
.30

12"・16a247

9908S1,552
12566

743・951,868i

7524
.256

7232192

7523802,556

(409)1(248)(1・480)

(343)(132)(1,076)

28963781、 、

8828176

645

"9757層5b7

6430・

.5...1.5

5026286

1919113

3630295

13331

8022561,803

2434185

24744

6323 ,210.

29980605

33540534.

8223.・302

15

'"5{): '・1594

4462791,698 、

合 計 ・721・,92gl6251興1・ ・…1・ ・4・
,897
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'4 -2-2表 ミ=・ コ ン ピ ュー タ の 納 入 形 式 と 納 入 年 度
.

(単 位 育)

納 入 の,形 式 1968年 度 以前 1969年 度 1970年 度 累 積
㊨

シス テムの中に組込 み

OEM経 由

単体で直接 ユーザーヘ
ト

122

'11

39

98

104

251

246

265

534

466

380

824

合'計 172 453 1,045 1,670

、...4-2-3表 1971年3月 末 現在用途別 ミニ ・コツ ピュー タ使用状況 と納入形式

(単 位 台)

用
. 途.

事 務 用(一 般データ処理)

研 究

技 術 設 計

教 育(含CAI)

:通 信 ・情報 ネヅ トワーク制御

交

周

医

プ

生

計

そ

通

辺 機

口

産

の

療

管

器

セ ス

ラ イ ン

測 ・ 分

他 機 械

'制

制 御

用

制 御

管 理

析

制 御

そ の 他 シ ス テ ム 制 御

そ

不

'

の 他

㌧ 明

合 計

システム組込み

68

8

3

3

27

4

5

11

20

.48

?19

12

3

11

24

466

OEM経 由

'175

52

6

1

4

5

10

1

12

67

27

5

6

9

380

単 体 で直接 ユ
ーザーへ

262

161

10

60

4i

7

19

18

12

55

82

17

4

8

68

824

合 計

505

221

19

64

72

11

29

39

33

115

368

56

12

25

101

1,670
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使 用 されてい る ミニ ・コンヒ。ユー クに ついて この区別 を見 た ものが4-2-2表 で あ るが ミ

ニ コ ン以前 と も呼 ぶべ き1968年 度 以前 は,自 社 シ ステムに組 み込 ん で販 売 す る形 式が多 く

(172セ ッ ト中122セ ッ トで71%),1969年 度 か ら単体 で販 売す る形 式 が増 えてい る(1969・

年度453セ ッ ト中251セ ッ トで55%,1970年 度1,045セ ッ ト中534セ ッ トで51%)』

OEM業 者経 由の納入 は,1968年 度11セ ッ ト(6.4%)に 対 し,1969年 度104セ ッ ト(23

%),1970年263セ ッ ト(25%)と 急速 に増 えて い る。組 み込 み とOEM経 由 を累積す ると

846セ ッ トであ り,単 体 販売 の824セ ッ トを上回 って全体 の51%を 占め ることにな り,ミ

ニ ・コン ピュー タが システ ムの中 に組 み込 まれ た システ ム ・コン ポーネ ン トと して使 用 さ

れ てい るこ とを明 らか に示 してい る。

OEM経 由で納 入 され た ものを産業別 に 見 る と,多 いの は大 学 と政 府(主 と して研 究 ,

所),鉄 鋼業,出 版 ・印刷 業 な どで あるが,業 種 不 明271セ ッ ト(71.6%)も あ るの で明 ら

かな傾 向 は把 握 で きな い。OEM経 由 の用途 は事 務用 と計 測分析 が 中心 で あるので,製 造

業 を中心 とす る広 い産業 分野 に分布 してい ると考 え られ る。

C.ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ の用 途

この調 査 では,ミ ニ ・コン ピュー タの用 途 を13の 項 目に分類 して集計 してい る。用 途 と

して最 も多い の は,広 い意 味で の事 務用 すな わ ち日常 業務 にお け る様 々なデー タ処理 で あ

る。 全体 の約3割 に あた る505セ ッ トが これに使 われ てい る。 その うち52%(262セ ッ ト)

は単 体販 売 の形式 で納入 され てい る。OEM経 由 は175セ ッ トあ り,OEM経 由全体 の45%

に相 当す る。

2番 目に多い の は計 測分析 で あ り,368セ ッ トが使 わ れてい る。 これ は全体 の23%に 相

当す るが,こ の うちOEM経 由は18%の67セ ッ トしかな い。OEM経 由全体 に対 す る計測

分 析 の割合 は17%で あ り,事 務 用 に比較 す ると著 し く少 ない。 システム ・コンポー ネン ト

としての ミニ ・コン ピュー タの代 表 と見 ら れ る 計 測分析 の分野 で も,シ ステムの供 給 は

OEMに よ って行 なわれ る とい うよ りは,む しろ ミニ ・コン ピュー タ ・メー カー 自身に よ

って行 なわれて い る とい うことが で きる(4-2-3表 参照)。

そ して,OEM業 者 に とっての主力市 場 は,目 下 の ところ事 務用 デー タ処理 の分野 に あ

る とい うのが現 状で あ る。
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4-2-4表1971年3月 末現在産業別 ミニ ・コンピュータ使用状況 と用途 との関係

(単位 台)

事二 研 波 数 通ネ 交 周 医 プ 生 計 そ そ そ 不 合

撃 術舗 礪 常 温鴇
務÷
設 晶 管 器 療 ス み 誤 の

処A制 制 制 管 制 禽

用理 究 計 ↓ 報御 制 御 用 脚 理 析 御 御 他 明 計
'

農 業0
林・狩 猟 業0
漁・水産・養殖業0鉱 業0
建 設 業8323117
食 品12137
繊 維231410
紙・パ ル プ11114
出 版・印 刷1616
化 学 ・石 油14154123431285
硝子・セ メン ト1135
鉄 鋼20513313595
非 鉄 金 属11223624
機 械13215522232
電 気 機 械77952919552248231254380
(ミ ニ コ ン メ ー カ ー)(47)(86)(1)(7)(12)(一)(4)(2)(一)(9)(38)(2)1(一)(2)(38)(248)

(そ の 他)(30)(9)(1)(2)(7)(5)(1)(一)(一)(15)(44)(1) (1)(一)(16)(132)

輸 送 用 機 械17426110171 4163

精 密 機 械95218 328

そ の 他 製 造51 6

卸 小 売 ・商 事141111014331 957

金 融・保 険 業31 4

不 動 産 業1 1

運 輸 ・通 信 業91118 32126

電 力 ・ガ ス 業10134 119

サ ー ビ スi業1232122 6230

医 療 業3 3

大 学854618711819612 17256

高 校3426 134

そ の 他 学 校25 7

地 方 公 共 体5143115 323

政 府28652319192 3280

政 府 関 係 機 関172631343 140

法 人 ・団 体 ・農 協124122 1123

宗 教 法 人1 1

民 間 研 究 所32152 215

不 明124494123475415 1411279

合 計5052211964721129393311536856 12251011,670
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4-2-4表 は,産 業 別の ミニ・コン ピュー タ使用 状況 と用 途 との関係 を分析 した もので あ る。

この表 を見 る と,業 種 と用途 との間 には,か な りは っ きりした関連 が あ り,各 業種 の性格

が表 われ てい る。 化学 ・石 油工業 では,85セ ッ トの うち計 測分析 に43セ ッ ト(50 .5%)が 」

使 われ てい るが,生 産 ラインの管理 や機 械 の制御 にはほ とん ど使 用 され ていな い。鉄鋼 業

で は,95セ ッ トの うち計測 分析 に35セ ッ ト(36.8%)が 使 われてい るが ,生 産 ラインの管

理 に も31セ ッ ト(32.6%)が 使 われ てい る。電 気機械器具 製造業 で は,研 究用 に95セ ッ ト

(25%)が 使 われ てい るが,ミ ニ ・コン ピュー タ ・メー カーの 自社 内 とそれ以外 の企業 とを ,

比 較 す る と,前 者 が86台,後 者 が9台 であ る。 ミニ ・コン ピュー タ ・メー カー においては,

コン ピュー タの研究 のため に ミニ ・コン ピュー タが多 く使 われ てい るた めで あろ う。

D.ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ の 納 入 状 況

ミニ ・コ ンピュー タの納入状 況 を把握 す るに は,OEM経 由の納入 の場合 ,エ ン ド・ユ

ー ザーに対 す る納入 で見 る方 法 と,OEM業 者 に対 す る納 入で見 る方 法 とが あ るが,'こ の

調 査 では,使 用 状況 に関す る集計 はエ ン ド ・ユ ーザーに対 す る納入 で,納 入 状況 に関す る

集計 はOEM業 者 に対 す る納入 で行 なわれ てい る。

最 も古 くか らミニ ・コン ピュ'一夕(ま たは その前身)を 使用 して い るの は鉄鋼 業 であ る。

1968年 度 末 までに28セ ッ トが納入 されて い る。 これ らはすべ て シス テムに組 み込 まれて販

売 され た もの であ る。

電気機 械器具 製造 業が古 くか ら ミニ ・コ ンヒ。ユー タを使用 してい るのは当然 として,他

に昔 か ら納入 され てい る産業 は,化 学 ・石 油工業,紙 ・パル プ製造 業 ,輸 送 用機械 器具 製

造 業 な どで あ り,い ずれ も組 み込 まれた システム として販売 され てい る。大 学,政 府 お よ

び民間研 究所 にお いて も早 くか ら(1968年 ごろか ら)使 用 されて い る。1968年 度末 には3

者 合わせ て組 み込 み39セ ッ ト,単 体19セ ッ ト,計58セ ッ トが納め られて い る。

4-2-5表 は用途別 に見 た ミニ ・コン ピュー タ納入状 況の推移 であ り,1968年 度 以前の い

わゆ る 、ミニ ・コ ン以前 、 につい ては一 括 して示 して ある。

最 も伝 統的 な ミニ ・コン ピュー タの用途 は,計 測,分 析 の分 野 であ る。1965年 以前 か ら

使 われて お り,1968年 度 末 までに95セ ッ トが納入 され てい る。 これは1968年 度 までの全 体
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4-2-5表 用途別 ミ=・ コンピュー タ納入状況の推移

(単位 台)

用 途

事 務 用(一 般データ処理)

研 究

技 術 設 計

教 育(含CAI)

通信 ・情報ネットワーク制御

交 通 管 制

周 辺 機 器 制 御

医 療 用

プ ロ セ ス 制 御

生 産 ラ イ ン 管 理

そ の 他 機 械 制 御

計 測 ・ 分 析

そ の 他 シ ス テ ム 制 御

そ の 他

不 明

合 計

1968年 度 以前

11

11

2

9

6

33

95

1

4

172

1969年 度

160

58

4

19

30

7

8

10

1

10

16

90

3

7

30

453

1970年 度

334

152

15

45

42

4

19

20

26

72

40

183

9

17

67

1,045

の 累積納入 セ ッ ト数 の55%に 相 当す る。次 い で,生 産 ライ ン管理,研 究用,医 療用 とい っ

・た ところが古 くか ら使 われて い るところであ る。

4-2-6表 は,1970年 度 にお け る産 業別 の ミニ ・コン ピュー タ納入 状 況 と納入形 式 の関係

を見 た もので あ る。OEM納 入265セ ッ トの うち75.5%に 当た る200セ ッ トが電気 機械 器具

製 造業 に よって占 め られてい て,や は り元 々電 気 に親 しん でい るメー カーがOEM業 者 に
'

な ってい る ことがわか る。 その他,機 械 器具製 造業 と精密機 械器具製 造 業がOEM業 者 の

・中心 を 占めてい る。
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4-2-6表1971年3月 末現在 ミニ ・コ ンピュータ業種別納入形式別実動状況

(単位:百 万 円)

納 入 形 式
業 種

システム組込 み OEM納 入 単 体 で 直 接
ユ ー ザ ー へ 合 計

建 設 64 5 112 181

食 品 40 26 66

繊 維 91 15 28 134

紙 ・ パ ル プ 8 11 11 30

出 版 ・ 印 刷 12 203 43 258

化 学 ・石 油 1,300 76 176 1,552

(精 油) (69) (51) (6) (126)
(石 油 ・ 化 学) (898) (14) (912)

(ゴ ム) (22) (21) (43)
(そ の 他) (311) (25) (135) (471)
ガ ラ ス ・セ メ ン ト 53 13 66

鉄 鋼 1,591 128 149 1,868

非 鉄 金 属 148 108 256

機 械 22 170 192

電 気 機 械 780 78 1,698 2,556

(自 社 用) (235) (8) (1,237) (1,480)
(他 社 用) (545) (70) (461) (1,076)
輸 送 用 機 械 390 39 351 781

(自 動 車) (191) (15) (233) (439)
(船 舶) (199) (24) (119) (342)

精 密 機 械 22 19 135 176

そ の 他 製 造 業 45 45

(金 属 製 品) (5) (5)

(そ の 他) (40) (40)

卸 小 売 商 事 234 11 262 507

金 融 11 11

保 険 6 6

証 券 7 6 13

不 動 産 5 5

運 輸 ・通 信 ・報 道 125 75 86 286

(鉄 道) (17) (17)
(海 運) (70) (81) (71)
(放 送 ・通 信) (55) (48) (184)

(倉 庫) (10) (10)
(そ の 他) (5) (5)
電 力 ・ ガ ス 31 28 54 113

サ ー ビ ス 170 6 119 295

病 院 18 5 8 31

大 学 616 121 1,006 1,803

高 校 3 9 173 185

そ の 他 の 学 校 44 44

地 方 公 共 体 137 16. 55 210

政 府
政 府 関 係 機 関
法 人 ・団 体 ・農 協
宗 教 法 人
研 究 所
業 種 不 明

147

308
157

16

158

16
76

6

1,692

300

210

43

5
72

21

605

534
276

5

94

1,713

合 計
6,484

(466台)

2.802

(380台)

5,611

(824台)

14,897

(1,670台)
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E.ま と め

この調査 に よって,市 場 におけ る ミニ ・コ ンピュー タの使用実 態が かな り明確 に され た。

ミニ ・コンピ ュー タの約3割 は事 務 用の デ ー タ処 理 に使 わ れてい るが,xxミ ニコ ン以前NX

と も言 うべ き時代 か ら,計 測 ・分析 ・生産 ラ イン管理 な どに使 われ る ものがず っ と続 い て

い た こと,単 体 で販 売 され る ミニ ・コン ピュー タ とOEM経 由 または組込 だん形 で納入 さ

れ る もの との数 はほ ぼ半 々で あ るこ とな どが 明 らか にな った。

しか しなが ら,OEM市 場 の発 達 はい まだ充 分で な く,ま た逆 にい えば,シ ステ ム ・コン

ポ ー ネ ン トと して の ミニ ・コ ン ピ ュ ー タの供 給 体 制 は,必 ず し も充 分 で は な く,多 くの シ

ス テ ムが,ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ・メ ー カ ー 自身 に よ って 作 られ て い る こ と も明 らか に な った 。

2.工 業 用 コ ン ピ ュー タ の利 用 状 況

一 日本電子工業振興協会調査より・

日本電子 工業振 興協会 では,1971年 度 の コン ピュー タ需要 動向調 査事業 の一環 と して,

工業 用 コン ピュータの利 用状況調 査 を実 施 した。 この調査 は1968年 度 に行 な われた工業 用

コン ピュー タの利用 に関す る調 査事 業に よ って判 明 してい る1959年 ～1968年 の状況 に,今

回調 べた1969年 ～1970年 の状況 を加 えてま とめ られ てい る。

工 翻 。 ン ピ ゴ タ は,プ ・ セ ス ・・ ン ピ 。 一 タ(プ ・ コ ン),な ど と も呼 ば れ て い る も

ので,プ ラン トあ るい は機 械設備 と人 間 を介 在す るこ とな く直結 され,そ の運 転状況 に関

す る監視,デ ー タの解析,制 御,管 理 等 を行 な う もの で ある。 したが って,コ ン ピュー タ

の種 類 とい うよ りは用途 に よる呼称 に近 い面 もあ る。 けれ ど も,ハ ー ドウ ェア面 か ら見 る

と,周 囲条件 の悪 い ところで運転 で きる性 能 と,高 い信 頼性 を求 め られ るほか,プ ロセス

入 出力(A/D,D/A変 換 機,メ タル ・コ ンタク ト入 出力 な ど),多 重 優先割込 み,メ モ リ

保護,予 備 電源等 の プ ロセス制御特 有 の機能 を要求 され るため・特殊 な場 合 を除 くと・事

務用,科 学用等 に用 い られ る汎 用 コン ピュー タとは異 な る専 用の もの にな る ことが多 い。
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A.調 査 の対象

この調査 では,対 象 としてつ ぎの コン ピュー タを と りあげ てい る。

① プ ・グ ラム蓄 積方式 の コン ピュー タで あ って,プ ・セス制御 用人 出力装 置 を接続 し

て使 用 されて い る もの,ま た は接続 す るべ く設計 され てい る もの。

.② ミニ ・コン ピュー タであ って,プ ロセス制 御用 人出力装 置 を装 備 し,工 業 用 システ.

ム として出荷 された もの。,

③ 汎用 コ ン ピュー タで あ って,1交 通 管制,医 療,教 育,ビ ル管理,試 験プ計 測 デー タ

の処理等 に用 い られ,特 殊 な周辺装置 を接続 してい る もの。

調査対 象企業 は,工 業用 コン ピュータの出荷者 と して,コ ン ピュー タ ・メー カーお よび

輸 入商社 の ほか,コ ン ピュー タを購 入 して 自社 システ ムに組 み込 ん で出荷 す る システ ム ・

ベ ン ダ,OEM(OriginalEquipmentManufacture)等29社 で あ り,回 収 は19社 で あ った。.

B.工 業用 コ ン ピ ュー タの納 入 状況

1970年 末 現在使 用 されてい る工 業用 コン ピュー タは,1960年 以来 の累積 で1,086セ ッ ト

で あ る'。年 ごとの 納入状 況の推移 は,4-2-1図 に見 る とお りで あ り,累 積 セ ッ ト数 の年 平

均 増加率 は約68%で ある。

納入状 況 を産 業別 に見 ると,ほ とん どあ らゆ る製 造業 に亘 ってい る。 最 も多 いのが鉄 鋼

業 で264セ ッ ト(全 体の24:3%),つ い で化 学 ・石 油工業164セ ッ ト(15%),電 気 機械器 具

製 造業112セ ッ ト(10:3%),電 力 ・ガス業78セ ッ ト(7.2%)ダ 政 府 関係機関77セ ッ ト(7.1

%),運 輸,通 信,報 道業66セ ッ ト(6.1%),輸 送用機 械37セ ッ ト(3.4%)の 順 にな って

い る。 電 気機械 器具製造 業 の中に は, 、コン ピュー タ ・メー カーが他 の電気機械 器具製造 業

を相手 にOEM供 給す るケ ースが あ るが,こ の調 査 では,二 重集計 を避 け るた め,エ ン
:ド

ユ ーザ向 け出荷 の み を集計 の対象 とレてい る。

4-2-2図 は,主 要 産業の 納入状況 の推移 を ま とめた もので あ る。
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4-2-1図 工 業 用 コ ン ピ ュ ー タ の 納 入 状 況 推 移'一'

1086異 積 台 数

,×

38ズ

/32

60

ノ×'～ ～ ×,

56

1960'61'62`'63'64』'65'66

C.工 業用 ゴシピュ一夕の用 途

×'
・/98

×/230

ん 納品 数

'67'68'691970(暦 年)

工 業用 コン ピュー タの用 途の詳 しい ことは,ユ ーザーの秘密 の壁 にはば まれて,把 握 し

に くい。 この調査 で は,シ ステ ムの供給者 に対 す る調査 か ら,9項 目に分 類 して集計 して

い る。

4-2-3図 に見 るとお り,工 業 用 コン ピュー タの用途 は,計 算 制御 が最 も多 く,デ ー タ収

集,分 析,検 定,生 産 ライ ンの管理 が これ に続 い てい る。 しか しなが ら,1969年 か ら1970
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4-2-2図 主要産業の工業 用 コンピュー タ納入状況推移(累 積)

亮 ンごブ
/

電力・ガス業

運 輸 ・通信 ・報道業

輸送用機械製造業

1960'61,62,63'64'65'66'67'68'691970 (暦年)

年 にか けては,計 算制御 の相対 的割合 が下 り,か わ って,デ ー タ収集,分 析,検 定,D

DCな どが増加 し,年 々応 用範 囲の拡張 と多様化 が進展 して い ることが わか る。
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4-2-3図 工 業用 コンピュータの用途別納入 セ ッ ト数
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4-2-4図 工 業用コ ンピュータの用途別 ・年 次別納入構成比
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第3章 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムの 需 要 動 向

一 電子工業振興協会 ・電子計算機需要調査委員会調査より一
.1.CPUの 設 置 状 況

わが国 におい て最 初 に オ ンライ ン ・システ ムが導入 され たのは,1963年 度下 期で,そ の

後年 を追 って活発 に な って きてい る。1970年 度末 に は,160ユ ーザにおい て,193シ ス テ

ム,313台 のCPUが 実働 してい る。業種別 には,金 融,電 力,輸 送用 機器,繊 維,運 輸,

電 気機械 な どの業種 で導入 が進ん でい る。 わが国 に おけ る汎用電 子計算 機の全 体 に対 す る

構 成比 は,1970年 度末 に おいて ユーザ数 で,3.15%,実 働CPU数 で3.30%に な ってお

り,毎 年 その比 率 を大 き くして い る。

また,1ユ ーザ当 りでの設置 状況 は,1970年 度末 で1.21シ ス テム,1.96CPUと な って

い る。

∈
「一 ーーー
シス テ ムへ の投 資 金額

1970年 度 末 におけ る実 働 システ ムの総設置金 額 は,セ ンタ分(主 と してCPU金 額)が

1,748億 円,そ の他 分(主 として端末機器 金額)が761億 円 とな り合計2,509億 円 にな って

お り,汎 用 電子計 算機 全体 の実働 設置金 額 に占め る割合 は,セ ンタ分 で19.61%と な って

お り,そ の割合 は大 き くな ってい る。

1ユ ーザ ー当 りにつ いて み ると,シ ステムの平 均設 置金額 は15.7億 円(セ ン タ分10.1億

円)で,業 種別 には,製 造 業8億 円弱,運 輸業8億 円強,そ の他13億 円強,金 融業39億 円

弱 とな ってい る。 また,1シ ス テム当 りにつ いて み る と,1970年 度 末で13億 円(セ ン タ分

9億 円)と な っ て お り,業 種別 に は,金 融業20億 円強,製 造 業8億 円弱,運 輸業7億 円
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弱,そ の他6億 円弱 とな ってい る。

汎用電 子計算 機 にお け る1セ ッ ト当 りの シス テム金額0.94億 円に対 して オ ン ラ イ ン ・

システ ムにお け るCPU当 りの セ ン タ分金 額 は,5.58億 円 とな ってお り,汎 用 電子計算 機

の大 型機 以上の平均1セ ット当 りの金 額 にな ってい る。

3.オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムの 対 象 業 務

主 として,金 融業 で は,預 金業務 と為替 業務 であ り,製 造 業 では,販 売,在 庫,生 産管

理 に,運 輸業 で は,運 送管理,座 席予 約 であ る。1ユ ーザ当 り平均3.3業 務 を処理 してい

る。

4.オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ムの 利 用 形 態

オ ンライ ン ・シス テムの利 用形態 をみ る と,自 社 と社外 の業務 に利用 してい るユ ーザー

は,約10%で,残 りの ユーザー は 自社 内 の業 務 のみに利用 してい る。 社外 の業務 に利 用 し

てい るユ ーザーは,社 外 ユーザ ー との間 に業 務委託契 約 を結 んで い るユーザー(主 として

金融 業,旅 行業者)で あ る。 自社内 の業務 に利用 してい る ユ ー ザ ーは本 社 と支 店,営 業

所,工 場 との間 で利 用 してい る。

5.オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム のCPUを 導 入 す る まで の 期 間

電 子計算 機 を導 入後,最 初 の オ ンライ ン ・システ ムを導入 す るまでの期 間は,か な りの

年 数 を要 して お り,シ ス テム数 でみ ると平 均58.2ヵ 月,CPU数 で み ると61.3ヵ 月 とな って

い る。 また,オ ンライ ン ・シス テ ムを導入後,別 の オン ライ ン ・システ ムまた は,現 在の

システ ムのCPU数 を変更す るまでの期間 は,シ ス テム数 でみ る と平 均20.0ヵ 月,CPU

数 でみ る と22.4ヵ 月 とな ってお り,導 入後 は急速 に システ ムの拡充 が な されて い る。 さ ら

に,オ ン ライ ン ・シろ テ ムのCPU数 に変 更が あ った場合,変 更前 のCPUが 設置 され て

か らの期 間 をみ .ると,シ ろテ、ム数 で平 均52、2ヵ 月,,CPU数 で,51.0ヵ 月 にな って、い.る。
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つ ま り,導 入 までは,期 間 を要す るが,導 入 後 は短期 間で シス テ ム数 お よびCPU数 を増

加 させ てい る。

1
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:十3-1表 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム の 設 置 状 況.,tt
、 、'

39年3月

末

新設
規置
ユ状
1況
ザ

?
ソ

ろ

1
の

設 置 ユ ー ザ 数

設 置 シ ス テ ム 数

設 置CPU数

設 置 シ ス テ ム 金 額

セ ン タ 分 金 額

そ の 他 分 金 額

1

1

2

8.8

7.8

1.0

変 更 ユ ー ザ 数

鷺
墾
;{

シ ス テ ム の 増 加i数

CPUの 増 加 数

シ ス テ ム金 額 の 増 加 額

セ ン タ 分 金 額

そ の 他 分 金 額

シ

ス

テ

ム

の

設

置

状

況

新 規 設 置 ユ ー ザ 数

設 置 シ ス テ ム 数

設 置CPU数

設 置 シ ス テ ム 金 額

セ ン タ 分 金 額

(

、 そ の 他 分 金 額

39年9月

末

3

3

6

31.4

16.6

14.8

1:

_斗 ・

;.一:t861

1.014.8

40年3月

末

1

1

2

29.1

13.5

15.6

40年9月

末

5

5

6

32.4

21.2

11.2

1
1

1

1

2

29.1

13.5

15.6

5

5

6

32.4

21.2

11.2

41年3月

末

2

2

3

5.4

2.2

3.2

1

1

3

8.8

7.8

1.0

2

3

6

14.2

10.0

4.2

41年9月

末

3

3

3

13.7

8.1

5.6

1

0

1

42年3月
末

8

8

22

166.1

77.6

88.5

1

0

1

9.735.8

9.7

0

19.0

16.8

31

3

4

23.4

17.8

5.6

8

8

23

201.9

96,6

105.3
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(金額:億 円)

　

42年9月 末

3

3

4

39.9

16.5

23.4

3

3

4

39.9

16.5

23.4

43年3;月 末

10

10

14

90.7

54.0

36.7

1

0

1

20.4

13・1

7.3

10

10

15

71.1

67.1

44.0

43年9月 末

15

15 .

21

139.7

89.7

50.0

2

1』

5

40.5

25.5

15.0

15

16

26

180.2

115.2

65.0

44年3月 末

16

16

27

130.6

89.4

41.2

11

7

21

306.1

213.5

92.6

16

23

48

436.7

302.9

133.8

44年9月 末

14

14

22

102.9

83.6

19.3

5

4

6

56.4

30.2

26.2

14

18

28

159.3

113.8

45.5

45年3月 末

32

32

43

318.0

239.1

78.9

6

4

7

64.8

52.9

11.9

32

36

50

382.8

292.0

90.8

45年9月 末

18

18

25

177.5

151.8

25.7

8

3

6

91.4

46年3月 末

29

29

40

234.7

187.2

47.5

12

12

22

353.1

71.4

1
246,5

20.0

18

21

31

268.9

223.2

45.1

107.2

29

41

62

588.4

433.7

154.7
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4-3-2表 オ ンライン ・システムの実働状況

汎全
用体
電の
子実
計働
算状
機況

39年3月39年9月40年3月40年9月41年3月41年9月42年3月

末 末 末 末 末 末 末

u設 置 ユ ー ザ 数 450 690 903 1,285

J実 働 セ ッ ト 数 935 1,455 1,6831,937 2,1592,606

M実 働 金 額 1,300 1,4981,742 1,9322,248

M/J実 。 働
。金 、額 ・

0.89 0,890.90 0,660.86

オ

ン

ラ

イ

ン

シ

ス

テ

ム

の

実

働

状

況

Uc設 置 ユ ー ザ 数 1 4 5 1012 1523

Jcs実 働 シ ス テ ム 数 1 4 5 1014 1725

Jc実 働CPU数 2 8 10 1622 2649

Mc実 働 シ ス テ ム 金 額 8.8 40.2 ・⇒ ・・・…5・ 139.3341.2

Mcc実 働 シス テム の うちセ

ンタ分金額
7.8 24.4 37,959,169.1 86.9183.5.

Mco=Mc-Mcc 1.0 15.8 31,442,646.8 52.4157.7

厨口(㌘ 詳) 1.00 1.00 1,001,001.17 1,132.13

励(芸 当) 2.00 2.∞ 2,001,601.83 1,731.09

w晩(シ ステム金額ユ ー ザ) 8.80 10.05 13.8610,179.66 9.2914.83

㎞/晩(セ ンタ分金額ユ ー ザ) 7.80 6.10 7,585,915.76 5,797.98

M・ 』(§ 妥当) 2.00 2.00 2,001,601.57 1,531,96・

W畑(シ ステム金額システム) 8.80 10.05 13.8610,178.28 8.1913.65

晒(セ ンタ分金額システム) 7.80 6.10 7,585,914.94 5,117.34

跡 ・(シ 芸譜 額) 4.40 5.03 6,936,365.27 5,366.96

眠/パ セ芸罐 額) 3.90 3.05 3,793,693.14 3,343.74
　 層

㎞/止(㌶ 耀) 0,886 0,607 0.5470.5810,596 0.6240,538

猪
ラ す
設置ユーザ数 倍 ・…) 0.22 0,721.33 1.79

㌶ 実働CPU数(

i実 働システ・鍋
蓋

しc× …) 0.21 ・…1・ …1…4 ・…1・ ・88

晋 ・…) 1 5・・416・796・657…1・5・ ・8'

セン・分金額(¥4c× …) ・・921・ ・95 3.96 4.498.16
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(金 額:億 円)

老年9月 末

{

43年3月 末 43年9月 末 44年3月 末 44年9月 末 45年3月 末 45年9月 末 46年3月 末

1,809 2,659 3,834 5,080
s

3,035 3,546 4,132 4,870 5,601 6,718 7,950 9,482

2,536 3,012 3,673
1

4・41215・109 6,172 7,408 8,912

0.83 0.85 0.90 0.90 0.91 0.92 0.93 0.94

26 36 51 67 81 113 131 160
・

28 38 54 77 95 131 152 193

53 68 94 142 170 220 251 313

381.1 392.2 672.4 1,109.1 1,268.4 1,651.2 1,920.1 2,508.5

200.0 267.1 382.3 685.2
シ

799.0 1,091.0 1,314.2 1,747.9

181.1 225.1 290.1 423.9 469↑4 560.2 605.9 760.6

1.08 1.06 1.06 1.15 1.17 1・16 1.16 1.21

2.03 1.89 1.84 2.12 2.10 1.95 1.92 1.96

14.66 10.89 13.18 16.55
‡

15.66 14.61 14.66 15.68

7.69 7.42 7.50 10.23 9.86 9.65 10.03

唱

10.09

1.89

、

1.79 1.74 1.84 1.79 1.68 1.65 1.62

13.61 10.32 12.45 14.40 13.35 12.60 12.63 13.00

7.14 7.03 7.08 8.90 8.41 8.33 8.65 9.06

7.19 5.77 7.15 7.81 7.46 7.51 7.65 8.01

3.77 3193 4.07 4.83 4.70 4.96 5.24 5.58

0,525 0,681 0,569 0,618 0,630 0,661 0,684 0,697

1.98 2.50 2.92 3.15

1.74 1.91 2.25 2.90 3.04 3.27 3.16 3.30

15.02 13.01 18.11 25.11 24.83 26.75 25.92 28.15

7.88 8.86 10.30 15.51 15.64 17.68 17.74 19.61
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第4章 わ が 国の コ ン ピュー タ利用 の現状
一当協会 コンピュータ利用状況調査 よ り一

1.調 査 の概 要

今 回の調査 に おいて は,時 系列分 析 に資す るため従来 の主要調査 項 目を踏襲 す ると と も

に,さ らに諸企 業 の利用実 態 を把握 す るため,次 の よ うな方法 また は項 目を新設 した。

ω 各企業 の現行 シス テムを,バ ッチ処理,リ モー ト・バ ッチ処理(一 部 バ ッチ処理 を

含 む),リ アル ・タイ ム処理(一 部 バ ッチ処理 お よび リモー ト・パ ッチ処理 を含 む)

の各 システ ムに分 け,こ の システ ム別視点 か らの ク ロス集統計 を可能 な らしめた。

(2}使 用 時間調 査 を改 変 して,各 コン ピュー タ ・システ ムにつ き,ラ ン ・タイ ム,デ バ

ッグ ・タイ ム,ダ ウン ・タイム,メ ンテナ ンス ・タイ ムの各時 間を調査 した。

〔3}定 常 的な1日 の実 行 ジ ョブ数 を新 た に調 査 した。

倒 常用 アプ リケ ー シ ョン ・プ ログラムの ソー ス ・プ ログラムにつ き,各 種言 語の使用

比 率 を新 た に調査 した。

(5)常 用 アプ リケ ー シ ョン ・プ ログラムの年 間使 用頻 度 を新 にた調査 した。

本調 査 は,全 コン ピュータ ・ユ ーザー(国 産機,外 国機使用 を問 わない)な らび に任 意

抽 出に よ る未 導入事 業体 を対象 と した。

本調 査 は,昭 和46年9月30日 現 在 を調査 時点 と し,次 の よ うに回答 を得 た。

発送 数 回収数 回収率

導入 済み事 業体3,3691,17534.8%

未 導 入 事 業 体99711515.5%

合 計4,3361,33030.4%

*本 集計では,%計 算に際し,小 数2位 以下を切 りすてているので,%数 値の見掛けの合計が,

100.0%に ならない場合がある。
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2.コ ン ピ ュー タ利 用 状 況

A.コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム導 入 経 過 年 数 倦 末資15-1～3表)

バ ッチ処理 シス テ ム導 入経過 年数1～3年,3～5年,5～10年 の経過 区分別 に み ると

企業 数 はほぼ平 等 に分布 してい る。

リモー ト・バ ッチ処理 シス テム導入 事業件 数 は1,168社 中78社(以 下,「 事 業体」 を 「社」

と も略称)で 回答数 の6.7%で あ り,そ の うち経験年 数3以 内 の事 業体 が3分 の2を 占 め

る。

リアル ・タイ ム処 理 システ ム導 入事 業体数 は1,168社 中116社 で回答数 の9.9%で あ り,

その うち経 験年 数3年 以 内の事業 体が4分 の3強 を占 め る。 また,リ アル ・タイム処理 シ

ステ ム導 入 の先 駆 的産業 としては,化 学工 業,輸 送用機 械器 具製造業,御 菜 ・小売 業 ・商

社,証 券 業 ・商 品取 引業,運 輸通 信業,電 力 ・ガス事 業 な どを挙 げ るこ とがで きる。

*経 過年数はここにいう 「システム」導入後の年数で,「 コンピュータ」を初めて導入してから

の年数ではない。

B他 社CPU利 用 の端末機保有状況(資15-4表)

他 社 の保 有す るCPUに 自社 内端 末機 を接 続 して い る事 業体 は1,168社 中49社 で回答数 の

4.2%で あ り,1社 当 りの平均保 有端 末機数 は現在2.0台 にす ぎないが,5年 後 の予想 では

65社 が 自社 内端末機 を他社 のCPUに 接続 し,1社 当 り平 均10.5台 にな ると予 想 して い る。

C.投 資規 模 別 ・5年 後 の予 想 規模 分 布(次 頁4-4-1表)

事 業体の本 間回 答実際 時点,1971年 末 よ り1972年 初 に おい て,い わ ゆ る ドル ・シ 。ック

後 の環境 のなか で,5年 後 の 自社 コ ン ピュー タ ・シス テ ムの縮少 を予想 す る社 はな く,不

明 回答 を除 きア ンケ ー ト全 回答数 の うち82.3%の 社 が シス テム規模 の拡大 を予想 してい る。

「わか らない」 とい う回答 を除 き,「5倍 以上 」 を 「6倍 」 と して単純平 均 を とる と,全

産業 平均,5年 後 に,現 システ ム規模 の2.8倍 にな ると予想 してい る。
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4-4-1表 投 資規模別 ・5年 後予想規摸分布

5年 後 縮 変 2 3 4 5 5 わ 合 無
予想規模 ら

な

倍

以

か
ら
な

記

投 資 規 模 少 い 倍 倍 倍 倍 上 い 計 入

3,333万 円 以上 記入数 0 6 81 68 20 5 12 15 207

% .0 2.9 39.2 32.8 9.7 2.4 5.8 7.2 100.0

7

1,111万 円 以上 記入数 0 1 15 18 3 1 6 3 47

3,333万 円 未満 % .0 2.1 31.9 38.3 6.4 2.1 12.8 6.4 100.0
1

522万 円 以上 記入数 0 2 12 6 2 3 0 5 30

1,117万 円 未満 % .0 6.7 40.0 19.9 6.7 10.0 .0 16.7 100.0
1

222万 円 以上 記入数 0 2 10 2 1 0 1 2 18

0

522万 円 未満 % .0 11.1 55.5 11.1 5.6 .0 5.6 11.1 100.O

88万円以上 記入数 0 1 4 5 1 0 1 0 12

222万 円 未満 % .0 8.3 33.3 41.8 8.3 .0 8.3 .0 100.0
1

22万円以上 記入数 0 1 0 1 0 0 0 2 4

88万円未満 % .0 25.0 .0 25.0 .0 .0 .0 50.0 100.0
1

11万 円以上 ξ己人数 0 0 1 0 0 0 0 0 1

0
22万円未満 % .0 .0 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

11万 円未満 記入数 0 66 311 214 53 29 53 96 821

23

% .0 8.0 37.8 26.0 6.5 3.5 6.5 11.7 100.0

記入数 0 79 434 314 80 38 73 123 1141

合 計 34

% .0 6.9 33.0 27.6 7.0 3.3 6.4 10.8 100:0
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D・ コ ン ピ ュ ーータ ・セ ッ ト保 有 状 況(4-4-2,3表,資15-5表)

保 有 セ ッ ト数比 率 を型 別 にみ る と,最 も比 率 の高 い型 は中型Bで,小 型 ,中 型,大 型B

が これ に続 き,こ の4つ の型 でほぼ全体 の86%に 達 し,な か で も,中 型A,B,小 型 の3

つ の型 の保有率 は,全 機種 の ほぼ4分 の1つ つ を占め る
。

・社 当 り保有 セ ・ ト数 は,全 産業平 均・.9セ 。 トであ る(7・ 年 舶 書 で は2 .。セ 。 ト)。

業 種 別1社 当 り最 も保 有 セ ッ ト数 の 多 い業種 は,鉄 鋼 業(4 .8セ ッ ト)で,次 に 電 気 機 械

器 具 製 造 業(3.0セ ッ ト),証 券 業 ・商 品 取 引業(3.0セ ッ ト) ,生 命 保 険 業(4.3セ ッ ト),

電 力 ・ガ ス事 業(3.6セ ッ ト),政 府 機 関(3.2セ ッ ト)が つ づ い て い る
。

E・ 周 辺 機 器 の 台 数(4-4-4 ,5表)

1社 当 り周辺 機器 合計 台数 の総平 均 は・4・7台で・超大 型 の場合 は・4・台i遷 す る。

周 辺 機 器 合 計 台 数 は,バ ッチ,
,リ モ ー ト ・バ ッチ ・シ ス テ ムで は1社 当 り9台 弱 で あ る

が,リ ア ル ・タ イ ム ・シ ス テ ムの 場 合,56.8台 と6倍 強 に 増 加 し て い る6,

4-4-2表 業 種別 ・型別 ・各 セ ッ ト保 有社数

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミ ユ

ニ1

コ タ

ζ

そ

の

他

合

.

計

一 次 産 業 社数

%

0

.0

0

.0

1

11.1

2

22.2

5

55.6

1

11.1

0

.0

0

.0

0

.0

9

100.0

二 次 産 業 社数

%

3

・.5

26

3.9

68

10.3

144

21.8

179

27.1

195

29.5

32

4.8

10

1.5

4

.6

,661

100.0

三 次 産 業 社数
%

12

1.6

46

6.0

90

11.7

158

20.6

215

28.0

183

23.9

44

5.7

14

1.8

5

.7

767

100.0

公 務 社数
%

0

.0

3

3.4

ユ4

15.7

24

27.0

13

14.6

20

22.5

14

15.7

1

1.1

0

.0

:89

100.0

全 産 業,
社 数
'%

15

1.0

75

4.9

173

11.3

328

21.5

412

27.0

399

26.1

90

5.9

25

1.6

9

.6

1526
100.0
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4-4-3表 業 種 別 ・セ ッ ト数 分 布

1

セ ッ ト 数 11 16 21 26 31 36 41 46 50 合

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ` 1 1 1 1 ～ 1 { 以

15 20 25
,
30 35 40 45 49 上 計

社数 8 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9
一 次 産 業

% 88.9 lL1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社数 375 61 19 11 9 7 5 2 2 2 6 2 0 1 0 2 0 1 0 505
二 次 産 業

% 74.3 12.1 3.8 2.2 L8 L4 1.0 .4 .4 .4 1.2 .4 .0 .2 .0 .4 .0 .2 .0 100.0

社数 387 100 32 20 17 8 2 1 1 3 5 2 1 0 0 0 0 0 1 580
三 次 産 業

% 66.7 17.2 5.5 3.4 2.9 1.4 .3 .2 .2 .5 .9 .3 .2 .0 .0 .0 .0 .0 .2 100.0

社数 64 12 0 2 2 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 81

公 務
% ?9.0 14.8 .0 2.5 2.5 .0 .0 .0 .0 .0 1.2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社数 834 174 51 33 28 15 7 3 3 5 12 4 1 1 0 2 0 1 1 U75

全 産 業
% 71.0 14.8 4.3 2.8 2.4 1.3 .6 .3 .3 .4 LO .3 .1 .1 .0 、2 .0 .1 .1 100.0

社数 15 4 0 2 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 23

繊 維 玉 菜
% 65.2 17.4 .0 8.7 .0 .0 .0 .0 4.3 .0 4.3 .0 .0 .0 .ぴ .0 .0 .0 .0 100.0

社数 56 10 6 2 4 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 80

化 学 工 業
% 70.0 12.5 7.5 2.5 5.0 .0 .0 .0 .0 L2 12 ・0

.・0
.0 .0 .0 .0 .0 ..0 100.0

■

社数 6 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 9

石 油 製 品 製 造 業
% 66.7 11.1 11.1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 lL1 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

主
社数 14 1 2 1 0 0 1 0 1 0 0 1 ・0 0 0 0 0 1 0 22

鉄 鋼 業
% 63.6 4.5 9.1 4.5 .0 .0 4.5 .0 4.5 .0 .0 4.5 .0 .0 .0 .0 .0 4.5 .0 100.0

社数 41 6 3 1 2 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2 0 0 0 58

電気機械器具製造業
% 70.7 10.3 5.2 1.7 3.4 3.4 .0 .0 .0 .0 1.7 .0

.・0
.0 .0 3.4 .0 .0 .0 】00.0

な

社数 31 4 0 2 1 0 1 0 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 42

輸送用機械器具製造業
% 73.8 9.5 .0 4.8 2.4 .0 2.4 .0 .0 .0 4.8 .0 .0 2.4 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

祉数 112 16 4 6 2 2 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 144

卸業 ・小売業 ・商社
% 77.8 1L1 2.8 4.2 L4 L4 .0 .7 .0 .0 、7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

業
社数 70 21 12 6 3 2 2 0 0 2 1 1 0

'0
0 0 0 0 0 120

金 融 業
% 58.3 17.5 10.0 5.0 2.5 1.7 L7 .0 .0 1.7 .8 .8

.

.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

生 命 保 険 業 社数 1 1 2 0 5 0 0 0 1 0 0 0 0 ・0 0 0 0 0 0 10

(含代理業・サービス業) % 10.0 10.0 20.0 .0 50.0 .0 .0 .0 10.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 .0 100.0

種

損 害 保 険 業 社数 2 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6

(含代理業・サービス業) % 33.3 50..0 16.7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

社数 5 5 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 13

電 力 ・ ガ ス 事 業
% 38.5 38.5 7.7 .0 7.7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 7.7 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

広 告 ・調 査 ・情 報 社数 8 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10

提 供 サ ー ビ ス 業 % 80.0 20.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0 100.0
'

情報処理サービス業 ・ 社数 4.2 25 5 4 3 1 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 83

ソ フ トウ ェ ア 業 % 50.6 30.1 6.0 4.8 3.6 ,1.2 .0 .0 .0 1・211・2 1.2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0

ノ
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4-4-4表 型 別 ・1社 当り周辺機器台数平 均

外 部 補 助 メ モ リ 入 出 力 機 器 そ の 他
合

計

台

数

ド

ラ

ム

集
団
デ
イ

;

デ ・

イ パ

ス ツ

ク ク

M

T
ド

ラ
イ
ブ

そ

の

他

カ

|
ド

R

/
P

紙R

テ/

|

プP

L

P

ド ・

キ リ

メ

ン1

ト ダ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

超 大 型 .0 2.9 7.1 17.3 .0

『

.8

'
.8 5.2 1.0 25.0 77.1 3.2 140.8

大 型A .2 .4 6.4 7.7 .0 1.3 2.5 1.6 .3 17.4 31.7 1.8 71.8

大 型B .0 .5' 4.8 4.8 :1 .8' .7
'1
.1 .1 .7 5.8

'
.1 200

中 型A .σ .0 2.0 4.1 .0 .8 1.2 .9 .0 ,4 2.5 .8 134

中 型B .2 .1 1.3 2二4 .1 .5 .9 .8' .0 .3 2.0 .2 9.2

小 型 .6 .0 .2 ∴4 .0' .1 1.7 .5
'
.0 .0 1.9 .4 64

超 小 型 .2 .0 .0 .0 1.8 .4 2.2 .0 .0 .0 1.2 .2 64

ミニ コ ン ピ
ュ ー タ .0 .0 .0 .0 .0 .0 2.0 .0 .0 .0 1.0 .0 30

そ の 他 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

総 平 均 .2 .1 1.8 2.8 .1 , .5 1.3 .8 .0 L3 4.6 .5 147

4-4-5表 シ ステム別 ・1社 当 り周辺機器台数 平均

外 部 補 助 メ モ リ 入 出 力 機 器 そ の 他

ド

ラ

ム

集
団
デ
ィ
ス

ク

デ ・

イ パ

ス ツ

ク ク

M
T
ド

ラ
イ

ブ

そ

の

他

カ
|

ド
R

/
P

組R

テ

1/

プP

L

P

ド ・

キ リ

メ

ン1

ト ダ

C

R

T

入

出

力

機

そ

の

他

合

計

台

数

バ ッ チ .2 .1 1.4 2.3 .1 .4 1.0 .7 .0 .1 1.7 .3 8.9

リ モ ー ト
・ バ ッ チ .1 .4 1.1 2.3 .0 .4 .8 .8 .0 .2 1.9 .2 8.7

リ ア ル
・ タ イ ム .0 .4 2.8 2.2 .0 .4 1.2 .4 .1 14.8 32.7 1.4 56.8

総 平 均 .2 .1 1.5 2.3 .1 .4 1.0 .7 .0 1.1 3.8 .4 12.1

噛

、
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F.コ ン ピ ュ ー タ 使 用 時 間(4-4・-6,7表,資15-6-10表)

使 用時 間(ラ ン ・タイム+デ バ ッグ ・タイ ム)

全産 業平均 は1セ ッ ト当 り176.o時 間/月 で,月 間200時 間未 満の使用 時間 の事業 体数 は

全 体 の57.0%で あ る。 なお,4-4-7表 の集 計 に当 っては,使 用 時間 の明細記 入 な く,単

に合 計 時間数(ラ ン,デ バ ッグ,ダ ウン,メ ンテナ ンス ・各 タイムの合計 で,待 ち時間な

どは含 まない)欄 の みに記 入 の あ った回答(小 型機 種以下 に 多い)も 算入 してい る。

シス テム別 に見 ると,リ アル タイム ・シス テ ムの場 合,ラ ン ・タイ ムお よび メンテナ ン

ス ・タイムは バ ッチ ・シス テ ムの場合 に比 して,平 均で2倍 以上 で ある。

シス テム別 の ラン,デ バ ッグ,ダ ウン,メ ンテナ ンス各 タイ ムは各種時 間合計 を100と

す る と き,各 シス テム月間 メ ンテナンス ・タイムの比率 には大 差 はないが,デ バ ッグ,ダ

ウン各 タイ ムの比率 は,リ アル ・タイ ム ・システ ムの場合最 も低 い。

(注1)4-4-6表 は,資11-7～10表 の結果 を便宜上ま とめ,お よその傾向 を知 るための もの

で,各 表の母数 が異な るか ら,同 表は厳密 な意味で精確な もので はない。

(注2)4-4-7表 は,ラ ン,デ バ ッグ両 タイ ムに同時 に記入の あ っ た 回答社数 を母数 とし,

資11-7～10表 は,ラ ン,デ バ ッグ,ダ ウ ン,・メ ンテナンスの各時間欄に記入の あった回答社

数 を各母数 としてい る。 ある回答社がすべての時間欄 に記入 されているとは限 らないので,上

の各母数は各々異 なる。

(注3)今 回 のダウン,メ ンテナンス各タイムは,個 々のマシンについての時間であって,バ ッ

チ,リ モー ト ・バ ッチ,リ アル ・タイムの各 々の システ ムとしてのダ ウン,メ ンテナンス ・各

タイムを意味 しない。

4-4-6表 システム別 ・1セ ッ ト当 り各種時間構成 比および月間合計時間

ラ ン デ バ 『ッ グ ダ ウ ン メンテナンス 合 計

時間バ
ッ チ%

.

169.0
71.8

42.7

18.1

'

9.6

4.1

14.0

6.0

234.3

100.0

リモー ト・ 時間

バ ッ チ%

139.3'

・69
.6

40.6

20.2'

4.2

'2
.1

ト

16.1

8.1

200.2

100.0

リ ア ル ・ 時間

タ イ ム%

375.8

77.5

68.6

14.0

7.3

1.5

34.0

7.0

485.7

100.0

(
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4-4-7表 業 種別 ・1セ ッ ト当り月間使用時 間分 布(ラ ン+デ バ ッグ)

保 回保 回 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五 総
有 o O 五 O 五 O 五 O 五 O 五

有 セ
O 9 ?

(i)
9 9 ? ? (i)9 O 平

..

答 答 時 一 二 二 三 三 四 四 五 五 時 均
社

数

ツ

ト

社数 数

間

未
満

吾

簡

0

§
吾

簡

8

§

吾
§
8

目

吾

、醤

8穂 吾§間
以
上

時

間

社数 9' 8 7 1 2 0 1 1 0 0 1 1 0 0 215.5一 次 産 業
% 100.0 14.3 28.6 .0 14.3 14.3 .0 .0 14.3 14.3 .0 .0

二 次 産 業
社数 505 475 291 28 53 89 47 26 20 8 10 2 5 3 167.3

% 100.0 9.6 18.2 30.6' 16.2 8.9 6.9 2.7 3.4 .7 ユ.7 LO`

三 次 産 業
社数 580 568 317 47 59 72 55 26 20 14 7 8 r 8 180.6

% 100.0 14.8 18.6 22.7 17.4 8.2 6.3 4.4 2.2 2.5 .3 25

L

公 務
社数 81 74 59 9 8 工6 7 9 6 0 4 0 0 0 192.2

% 100.0 15.3 13.6 27.1 11.9 15.3 10.2 .0 6.8 .0 .0 .0

全 産 業 平 均
社数

%

1175 1125 674

100.0'

85

12:6

ユ22

18.1

177

26.3

110

16.3

62

9.2

46

6.8

22

3.3

22

3.3

工1

1.6

6

.9

11

】.6

176.0

繊 維 工 業
社数 23 31 ユ5 2 1 2 5 3 0 2 0 0 0 0 131.0

% .100.0 13.3 6.7 13.3 33.3 20.0 .0 13.3 .0 .0 .0 ,0

化 学 工 業
社数 80 81 44 3 8 15 6 4 2 ユ 2 0 2 1 169.8

% 100.0 6.∂ 18.2 34.1 13.6 、9.1 4.5 2.3 4.5 .0 4.5 2.3
L

v

石 油 製 品 製 造 業
社数

%

9 5 5

100.0

oi

・o;

0

.0

2

40.0

2

40.0

0

.0

0

.0

'1

20.0

0

.0

9
.0

0

.0

0

.0

226.4

主 鉄 鋼 業
社数

%

22 38 1'2

100.0

1
:
8.3:

3

25.0

4

33.3

2

16.7

;o
`

.o

0

.0

1

8.3

1
8.3

0

.0

0

、0

0

'
.0

149.8

霜気機械器具製造業
社数 58 60 34 5 7 7 1. 6 .1 0 3 0 3 1 ]67.8

% 100.0 14・7
.
20.6 20.6 2.9 17.6 2.9 .0 8.8 .0 8.8 2.9

.

な 輸送用機械器具製造業
社数

%

42 77 25
'
100.0

4

16.0

3

12.0

5

20.0

3

12.0

4

16.0

5

20.0

0

.0

1

4.0

0

.0

0

.0

0

.0

143.7

卸業 ・小売 業 ・商 社
社数 144 ]01 82 7 19 21 18 5 7 4 0 0 0 1 176.5

% 100.0 8.5 23.2 25.6 22.0 6.1 8.5 4.9
.・0 ..0 .0 L2

業 金 融 業
社数 120 175 74 13 14 19 10 6 4 1 2 3 ユ 1 183.7

% 100.0 17.6 18.9 25.7 ユ3.5 8.1 5.4 1.4 2.7 4.1 1.4 1.4

生 命 保 険 業 社数 10 25 5 4 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 (52.4)

(含代理業 ・サービス業) % . 100.0 80.0 .0 20.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

損 害 保 険 業 社数 6 2 2 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 41LO
種
恰 代理業 ・サービス業) % 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 50.0 .0 50.0 .0 .0

電 力 ・ ガ ス 事 業
社数 11 13 7 1 0 2 0 1 2 1 0 0 0 0 268.9

% 100.0 14.3 .0 28.6 .0 14.3 28.6 14.3 .0 .0 .0 .0
'

、

広 告 ・調 査'・ 情 報 社数 83 60 37 1 3 3 9 5 4 2 4 3 0 3 235.0
.

提 供 サ ー ビ ス 業 % 100.0 2.7 8.1 8.1 24.3 13.5 1G.8
15
.4. 10.8 8.1 0 8.1

情報処理サー ビス業 ・ 社数 2 2 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 o o 360.0

ソ フ ト ウ ェ ア 業 % 100.0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 100.0 .0 .0 .0 .0
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G.コ ン ビ ュ ー 部 門 の 運 用 経 費(4-4-8～12表)

運用経 費 中,機 器 レン タル料 は全産 業平均49.2%で,機 械設備 関係費小計 は56.1%に 達

し,こ れ と人 件費24.1%を 加 える と,80.2%と な り,総 経費 の大半 を占め る。.化学工 業に

お け る通 信 回線 比率 が8.1%に 達 してい るのが注 目 され る。

月 間経 費対月 商比率 は,全 産業平均1,000分2.86の で,広 告 ・調 査 ・情 報提供 サー ビズ

業 は同75.01,と くに情報 処理 サー ビス業 ・ソフ トウ ェア業 におい ては1000分 の385.08と

い ち じる しい高 率 を示 す。

従 業員1人 当 りの月 間 コ ンピュー タ経 費 は,全 産 業平 均(公 務 を除 く)約3,700円 で,情

報 処理 サ ー ビス ・ソフ トウ ェア業 におい ては172,200円 の高額 に達 して い る。

4・・4-8表 システム別 ・1社 当り月間経費平均

保

有

社

数

経

費

無

記

人

数

経

費

記

入

数

1経

社 費
当
り
平_
均 千
月 円
周)

1月
セ 聞
ツ 経
ト 費

当_
り 千

平 円
均)

バ ッ チ 1017 772 245 11,163.8 5,907.4

リ モ ー ト ・ バ ッ チ 20 14 6 15,441.1 7,720.5

リ ア ル ・ タ イ ム 16 11 5 25,957.4 21,631.1

バ ッ チ と

リ モ ー ト ・ バ ッ チ
15 11 4 12,561.0 3,349.6

バ ッ チ と

リ ア ル ・ タ イ ム
80 51 29 82,592.7 14,694.4

リ モ ー ト ・ バ ッ チ

と リ ア ル ・ タ イ ム
3

7

1 2 103,185.0 10,318.5

バ ッチ と リ モ ー ト ・バ

ッチ と リ ア ル ・タ イ ム 11 6 5 210,237.2 8,687.4

総 平 均 1162 866 296 22,501.9 8,325.7
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単位1千円

回 人 機 械 設 備 関 係 消 耗 品 な ど

答 件 機料 機 保費 カ1 磁_イ プ費 電
械 械 守 示 1プ 気カス リ 力 示レ 償 費 ド費 テ1'ク ン ・

数 費 多
却
費 戻 註 岳

1ド)

プ ・
ト
用

冷
房 邑

ル 険 テ デ 紙 費

金額 2 4,387.5 5,046.0 65.0 .0 5,11LO 34.5 279.5 380.0 95.0 789.0
一 次 産 業

% 37.0 42.5 .5 .0 43.1 .3 2.4 32 、8 6.7

金額 100 4,312.1 8,611.2 172.6 92.8 8,876.6 207.4 144.2 522.9 183.1 1,057.6

二 次 産 業

% 28.5 56.9 L1 .6 58.6 L4 1.0 3.5 1.2 7.0

金額 104 4,698.3 9,738.0 1,825.5 506.3 12,069.9 321.8 425.6 860.8 288.2 、1,896.6

三 次 産 業

% 21.1 43.8 8.2 2.3 54.3 1.4 1.9 3.9 L3 8.5

金額 15 L597.1 4,284.8 18.9 46.4 4,350.2 74.6 154」 337.0 41.4 607.1

公 務
% 22.6 60.7 .3 .7 6L6 1.1 2.2 4.8 .6 8.6

金額 221 4.31α3 8,815.5 939.0 283.4 10,038.0 250.6 278.5 668.0 222.1 1,419.4

全 産 業
% 24.1 49.2 5.2 1.6 56.1

1・4
L6 3.7 1.2 7.9

金額 5 4,500.6 6,359.8 175.0 114.4 6,649.2 162.4 179.2 944.0 176.4 1,462.G

繊 維 工 業
% 33.8 47.8 1.3 .9 50.0 1.2 1.3 7.1 1.3 11.0.

金額 15 2,981.2 6,273.1 390.6 119.6 6,783.4 96.5 工29.5 618.7 138,ρ. 982.8

化 学 工 業
% 23.9 50.3 3.1 LO 54.4 .8 1.0 5.0 1.1 7.9

金額 3 10,242.0 24,741.3 210.0 150.0 25,101.3 450.0 603.3 1,829.0 650.0 3,532.3

石 油 製 品 製 造 業
主 % 23.8 57.4 .5 .3 58.2 1.0 1.4 4.2 1.5 8.2

金額 8 11,471.6 21,000.1 ,122.0 182.5 21,304.6 323.0 316.7 1,073.8 884.2 2,597.8

鉄 鋼 業
% 3L4 57.4 .3 .5 58.2 .9 .9 2.9 2.4 7.1

金額 11 4,95LO 12,812.6 132.7 28.0 12,973.3 561.6 205.2 374.9 17L9 1,313.7

電気機械器具製造業
% 24.9 64.3 .7 ぼ 65.1 2.8 1.0 ユ.9 .9 6.6

な 金額 6 10,232.8 29,606.6 24.6 25.3 29,656.6 548.3 280.0 820.6 222.0 1,87LO

輸送用機械器具製造業
% 24.1 69.6 ,.1

「1
69.8 1.3 .7 1.9 .5 4.4

金額 20 3,046.7 6,277.3 55.8 81.6 6,414.7 155.2 178.9 717.3 170.2 1,221.6

卸業 ・小売業 ・商社
% 25.0 51.6 .5 .7 52.7 1.3 1.5 5.9 1.4 ユ0.0

錨 27 4,253.2 9,316.9 5,582.4 1,031.4 15,930.8 218.4 313.8 1,045.9 383.6 1,961.9

金 融 業
業 % 16.8 36.7 22.0 4.1 62.8 .9 1.2 4.1 工5 7.7

生 命 保 険 業 金額 2 17,588.0 61,563.5 工,10L5 5,000.0 67,665.0 ユ,419.5 1,392.0 3,702.0 328.5 6,842.0

(含代理業・サービス業) % 17.7 61.9 1.1 5.0 68.0 1.4 1.4 3.7 .3 6.9

損 害 保 険 業 金額 1 2,108.0 4,600.0 800.0 .0 5,400.0・ 30.0 400.0 エ,100.0 330.0 ユ,860.0

(含代理業・サービス業) % 19.8 43.3 7.5 .0 50.8 .3 3.8 10.4 3.1 17.5

種 金額 3 6,414.3 19,880.6 .0 294.0 20,174.6 96.6 333.3 1,160.0 293.3 1・883.3

電 力 ・ ガ ス 事 業

% 11.8 36.5 .0 ・5 37.0 .2 .6 2.1 .5 3.5

広 告 ・調査 ・情 報 金額 1 150.0 .0 152.0 60.0 212.0 15.0 .0 5.0 5.0 25.0

提 供 サ ー ビ ス 業 % 37.3 .0 37.8 14.9 52.7 3.7 .0 1.2 1.2 6.2

情報処理サービス業 ・ 金額 17 9,905.8 9,110.1 1.60&2 521.4 11,239.7 511.0 584.6 工.51a5 615.2 3,223.5

ソ フ ト ウ ェ ア 業 % 32.7 30.1 5.3 1.7 37」 L7 1.9 5.0 2.0 10.6
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4-4-10表 業 種 別 ・コ ン ピ ュ ー タ経 費(2)

日1位:千 円

委 さ プ そ 通 デ そ 他 口
託

ん
孔 ; A

信
回

|

タ

の
他 田

か 用
ら

計 費 ラ の 小 線 輪 連 示 割
. ミ 使 送 締 り算 検 ン 用 更 費 か

費
孔 グ 他 邑 斜 な 肝 け
費 費 ど

)

計 ら
れ
た

金額 .0 .o 1,000.0 .0 1,000.0 450.0 50.0 75.0 575.0 11,852.5 】92.0一 次 産 業

% .0 .0 8.4 .0 8.4 3.8 .4 .6 4.8 Ioo.o

金額 92.5 218.6 19.2 40.2 370.7 346.9 35.6 138.7 52L3 15,138.5 133.6
二 次 産 桑

% .6 1.4 」 .3 2.4 2.3 .2 .9 3.4 100.O

金額 746.2 1,444.4 138.4 420.6 2,749.8 437.3 84.3 306.5 8283 22,243.1 580.O
三 次 産 粟

% 3.4 6.5 .6 1.9 12.4 2.0 .4 1.4 3.7 100.0

公 務
金額 76.4 297.6 1.3 107.8 483.2 16.6 2.0 .4 19.工 7,056.8 .0

.

% L1 4.2 .0 1.5 6.8 .2 .0 .0 .3 100.0

金額 398.2 798.9 82.9 223.4 1,503.6 368.0 56.4 207.7 632.2 17,903.7 335.1
全 座 薬

% 2.2 4.5 .5 1.2 8.4 2.1 .3 1.2 3.5 工00.0

繊 維 工 業

金額 20.0 40.0 10.0 10.0 80.07 340.0 44.6 227.O 61L6 13,303.4 43.6

% .2 .3 」 .1 .6 2.6 .3 1.7 4.6 100.0

金額 32.1 343.9 .0 130.6 506.7 1,003.3 23.9 177.6 1,204.9 12,459.1 287.3
化 学 工 業

% .3 2.8 .0 】.0 4.1 8.1 .2 L4 9.7 100.0

-

金額 1.73L3 594.0 266.6 300.0 2β92.0 523.3 376.6 453.3 1,353.3 43,121.0 898.0
石 油 製 品 製 造 粟

主 % 4.0 1.4 .6 .7 6.7 L2 .9 L1 3.1 100.0

金額 .0 425.2 25.0 123.5 573.7 390.1 49.6 201.3 641.1 36,589.0 .0
鉄 鋼 粟

% .0 1.2 .1 .3 1.6 1.1 .1 .6 i.8 100.0

金額 48.8 117.0 .0 6.3 172.1 433.7 3&1 40.O 511.9 191922.2 114.3
電 気機 械器 具製造業

% .2 .6 .0 .0 .9 2.2 .2 .2 2.6
9
100.0

な 金額 6.6 555.3 7.3 ,0 569.3 44.O 17.0 122.1 183.1 42,513.0 19.1
輸送用機械 留具製造業

% .0 工.3 .0 .0 1.3 .1 .0 .3 .4 100.0

金額 167.9 574.4 131.2 467.9 1,341.5 27.1 45.8 71.5 144.4 12,168.9 45.5
卸菜 ・小 売 桑 ・商社

% 1.4 4.7 L1 3.8 11.0 .2 .4 .6 1.2 100.0

金額 308.0 1,151.2 321.4 346.3 21127.O 920.6 73.2 110.6 1,104.5 25,377.6 .0
金 融 業

業 % 1.2 4.5 1.3 1.4 8.4 ・3.6 .3 .4 4.4 100.0

生 命 保 険 業 金額
.
950.0 4,254.5 .0 1ぼ93.5 6,598.0 515.5 288.0 8.0 811.5 99,504.5 .0

(含代理業 ・サービス業) % LO 4.3 .0 L4 6.6 .5 .3 .0 .8 100.0

損 害 保 険 業 金額 .0 1,260.0 .0 .o 1,260.O .0 .0 .0 .0 1叫628・0
.

.0

〔含代理業 ・サービス業) % 、0 11.9 .0 .0 1L9 .0 .0 .0 .o 100.0

種 金額 13.37L6 5,100.0 687.3 6,674.3 25,833.3 .o 3.3 166.6 170.O
・

54,475.6 50.0
電 力 ・ ガ ス 事 業

% 24.5 9.4 1.3 12.3 47.4 .0 .0 .3 .3 100.0

広 告 ・ 調 査 ・ 情 報 金額 .0 .0 .0 10.0 10.0
」

.o .0 5.0 S.0 402.0 .0

提 供 サ,一 ビ ス 業 % .0 .0 .o 2.5 2.5 .0 .0 L2 1.2 100.0

情 報処 理 サ ー ビス菜 ・ 金額 1,370.8 2,756.0 47.0 23.5 4,197.4 134.4 265.4 1,322.7 1,722.7 30,289.2 21570.5

.ソ フ ト ウ エ ア 業 % .4.5 9.1 ..2 .i 13.9 .4 .9 4.4 5.7 王00.0
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4-4-11表 業 種別 ・1社 当り月間経費対月商比平均

回

答

数

1均(

社 月 手当
間
り 経 円平 費 )

1均_
社 百
当 月 万
り 円

平 商)

平

均

1/1,000

一 次 産 業 2 11,862.5 11,722.0 1.01

二 次 産 業 144 21,187.9 5,432.6 3.go

三 次 産 業 '86
19,564.3 8,693.7 2.11

公 務 1 3,263.0 569.9 5.72

全 産 業 233 20,431.6 6,970.3 2.86

主

な

業

種

繊 維 工 業 7 20,201.1 6,980.2 2.89

化 学 工 業 26 18,215.9 3.6445 4.99

石 油 製 品 製 造 業 3 43,121.0 21,537.0 .2.00

鉄 鋼 業 8 36,589.0 6,887.3 5.31

電 気 機 械 器具 製造 業 21 32,687.0 5,799.9 5.63

輸送用機 械器具製造業 13 62,718.3 13,397.1 4.68

卸 業 ・小 売 業 ・商 社 25 11,757.4 20,276.0
0・57

金 融 業 (32) (31,900.4) (32,074.9) (0.99)

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
(3) (124,956.3) (310,124.9) (0.40)

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
(2) (20β83.5) (916,077.3) (0.02)

電 力 ・ ガ ス 事 業 4 46,940.5 20,642.7 2.27

広 告 ・ 調 査 ・ 情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
2 1,594.0 21.2 75.01

情 報処 理 サ ー ビ ス業 ・

ソ フ ト ウ エ ア 業
22 29,765.4 77.2 385.08

(注)産 業平均に は、金融業、生命保険業 、損害保険業 を除 く。
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4-4-12表 業種別 ・1社 当 り従業員1人 当 り月間経費

回

答

数

1均
社月_
当間千
り経 円
平 費)

1均
社 従
当 喋
り 員
平 数

経費/従 業員
(千円)

1

i

平 均 上 限 下 限

一 次 産 業 2 11,862.5 6,808.5 1.7 1.8 1.4

二 次 産 業 144 21,187.9 5,333.5 3.9 44.7

三 次 産 業 131 25,652.8 7,137.5 3.5 425.0

1

公 務 18 12,309.2 19,920.1 .6 18.0 i

全 産 業

(公 務 を・除 き)

295

(277)

22,565.7

(23,232.1)

7,034.6

(6,197.3)

3.2

(3.7)

425.0

(425.0)
.{̀

主

な

業

種

繊 維 工 業 7 20,201.1 7,824.0 2.5 4.8
1

1

|

…

1

化 学 工 業 26 18,215.9 3,371.9 5.4 44.7 1.8:

石 油 製品製造業 3 43,121.0 4,369.3 9.8 15.1 6・8i

鉄 鋼 業 8 36,589.0 7,527.2 4.8 8・2 ・8:

電気機械器具製造業 21 32,687.0 8,835.0 3.6 9.4 .1

輸送 用機械器具
製 造i業

13 62,718.3 13,384.0 4.6 7.7

i

/
i

:

卸業 ・小売業 ・商社 25 11,757.7 1,527.8 7.6 34.9 .1

金 融 業 32 31,900.4 1,965.7 16.2 425.0 1.4

生 命 保 険 業

(含代理業 サービス業)
4 123,532.2 95,266.5 1.2 1.9 1.0

損 害 保 険 業

(含代理業・サービス業)
2 20,883.5 1,793.5 11.6 12.5 9.6 i

電 力 ・ガ ス 事 業 4 46,940.5 17,758.5 2.6 5.7 .9'

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
2 1,594.0 72.0 22.1 57.4 20.3'

情報処理サービス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
22

129・765'4

172.8 172.2 365.1 1.5
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H.コ ン ピ ュー タ部 門 の 勤i務 制 度(4-4-13表)

二 百制,三 直制 の割合 は前年 と大差 はな いが,一 直 制 は60.2%で 前年77.3%を 下 廻 り,

時差 出勤制 は30.0%と 前 年10.9%を 大 幅 に上廻 る。 この傾向 は,通 常 の事務職勤 務 と も製

造 工場勤務 と もまた異 な り,コ ン ピュー タ部 門勤務 の特殊 性 を示 してい る。

4-4-13表 業種別 ・勤務制度分布

)

一

直

制

二

直

制

三

直

制

時
差
出
勤
制

合

計

社

数

一・ 次 産 業 回答数
%

4

44.4

1

11.1 .;
4

44.4

9

100.0

ご 次 産 業
回答数
%

312

61.8

31

6.1 、!i
145

28.7

505

100.0

三 次 産 業
回答数
%

329

56.7 、1; ,1;
185

31.9

580

100.0

公 務
回答数
%

62

76.5

0

.0 .⑪

19

23.5

81

100.0

全 産 業
回答数
% 畠1;

68

5.8

47

4.0

353

30.0

1175

100.0
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1.コ ン ピ ュ ー タ 要 員 と 待 遇(4-4-14～18表,資15-11,12表)

要 員数 は,1事 業体 当 り26人 以下 が68.3%で,機 種別 に見 る と き超大型機 を保有 す る企

業 の要員数 平均 は292,8人 で,超 小型 機保有 企業 の6.4人 に くらべ,シ ス テムの複雑 さを も

の が た って い る。

管 理職1人 当 りの人員構 成 は,庶 務 その他1.8人,パ ンチ ャー1.4人,オ ペ レー タ2.3人,

プ ロ グラマ3.7人,SE1.4人 で,71年 版 白書 にお け る数値 と大 差 はな い。

業種別 で は,鉄 鋼業,生 命保 険業,電 力 ・ガス事 業が,1社 平均100人 を超 え る要員 を

擁 してい る。

平均 給与 は,全 産業平 均 で,パ ンチ ャー40,400円 と前年 比6,900円 増(12.1増),オ ペ レ

ー タは52,000円 で前年 比9,000円 増(12.1%増),プ ログラマは62,400円 で前年 比14,100円

増(12.9%増),SEは80.000円 で前 年比11,800円 増(11.8%増),で,プ ログラマの給与上

昇率 が やや高 い。

職 務手 当は,全 産 業平均 で パ ンチ ャー4,300円(前 年1,799円),オ ペ レー タ6,200円(前

年3,002円),プ ログ ラマ6,500円(前 年3,953円)SE10,100円(前 年7,526円)と,い ずれ

も前 年 に くらべ増 加 してい る。

要 員に関す る問題 と しては,「 スペ シ ャリス トと しての地 位が未 確立」,「 他部 門 か ら

の配 置転換が 困難」,「 絶対 数が不 足」 の3問 題 が平均 して上位 を占め,プ ログ ラマ,S

Eに っいては 「教育 に手 間が かか る」 ことが大 きな なやみ にな って い る。
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4-4-14表 コ ンピュー タ要員数分布

九 一 二 三 四 六 八 一 合

人
○

～

○

～

○

～

○

～

○

～

○

～

○
○ 計

以 亮
二
九

三
九

四
九

七
五

八
九

人
以

社

下 人 人 人 人 人 人 上 数

社 数 355 289 159 100 100 48 30 94 1175

% 30.2 24.6 13.5 8.5 8.5 4.1 2.6 8.0 100.0

4-4-15表 主 力機種別 ・1社 当 り要員数平均

職種別

機 種

庶
務
そ
の
他

づ

ζ
|

《

v
タ

ζ
グ

ζ

S

E

管

理

職

合

計

人

数

超 大 型以下を保有 50.2 47.8 59.2 77.5 35.6 22.3 292.8

大 型A〃 34.5 47.7 39.5 68.7 22.0 15.0 227.5

大 型B〃 12.1 21.9 11.6 18.6 7.3 5.3 77.2

中 型A〃 3.8 12.7 5.2 8.6 4.2
'2
.4 37.1

中 型B〃 1.6 8.5 2.5 4.5 1.8 1.5 20.7

小 型 〃 .4 3.0 1.4 1.8 .8 .8 8.5

超 小 型 〃 .3 1.8 1.5 1.5 .4 .7 6.4

ミニ コ ン ピ ュー タ 〃 .2 .5 .2 .5 .2 .7 2.5

そ の 他 の み 保 有 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

総 平 均 5.5 11.9 6.7 10.8 4.2 3.0 42.4
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4-4-16表 業 種別 ・職種別 ・年令平均および給与平均

パ ン チ ャー オ ペ レ ー タ プログラマ SE

年

令

給_千

与巴

年

令

給…手

与巴

年

令

給宇

与巴

年

令

給宇

与巴

一 次 産 業 20.3 37.5 22.2 42.9 26.3 63.2 30.7 81.3

二 次 産 業 20.5 40.8 22.2 49.9 24.9 59.4 29.3 77.7

三 次 産 業 21.0 40.7 23.8 53.9 25.7 65.1 29.3 83.1

公 務 21.6 35.4 24.8 44.5 26.8 56.6 33.4 77.2

全 産 業 20.8 40.4 23.3 52.0 25.5 62.4 29.5 80.1

主

な

業

種

繊 維 工 業 20.5 50.7 21.8 58.7 25.9 74.5 30.7 101.3

化 学 工 業 20.5 41.7 22.8 49.6 24.8 57.8 29.1 74.6

石 油 製 品 製 造 業 20.7 44.3 23.1 52.7 26.4 61.0 31.0 79.3

鉄 鋼 業 20.8 39.9 20.5 49.6 22.6 55.9 28.3 74.3

電 気 機 械 器 具 製 造 業 20.4 38.2 22.2 47.0 24.8 57.3 28.2 70.2

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業 20.2 39.1 21.9 47.9 25.4 56.3 28.8』74.3

御 菜 ・ 小 売 業 ・商 社 20.5 42.2 23.3 49.2 24.7 59.1 29.5 83.5

金 融 業 20.0 38.7 23.2 50.3 26.1 69.4 30.5 86.3

生 命 保 険 業
(含 代理業 ・サ ー ビス業)

20.5 40.7 26.8 51.6 25.1 60.5 29.6 81.7

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サ ー ビス業)

23.1 51.2 24.8 57.8 25.6 64.5 31.1 83.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 20.9
'
39.5 26.8 60.0 27.7 62.3 30.3 74.7

広 告 ・ 調 査 ・ 情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
21.6 43.4 23.7 54.8 24.6 65.6 26.8 70.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
21.0 39.7 22.5 61.2 24.8 64.5 27.1 83.5
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4-4-17表 業種別 ・職務手当平均

回

収

数

無
記
人

数

記

入

数

5
チ_

ヤ 千

1巴

《

v宇
タ巴

プ

;一

;重

S

宇

E巴

一 次 産 業 9 ・6 3 3.2 7.0 8.0 .0

二 次 産 業 505 408 97 6.4 13.0 15.6 15.4

三 次 産 業 580 398 182 3.4 4.2 5.5 9.8

公 務 81 40 41 1.5 3.2 2.0 3.3

全 産 業 1175 852 323 4.3 6.2 6.5 10.1

主

な

業

種

繊 維 工 業 23 19 4 17.1 25.1 31.2 30.1

化 学 工 業 80 62 18 2.1 1.8 11.4 17.3

石 油 製 品 製 造 業 9 7 2 2.0 5.0 .0 .0

鉄 鋼 業 22 16 6 5.3 9.8 10.4 25.4

電気機械器具製造業 58 50 8 7.2 ユ6.6 17.0 17.1

輸送用機械器具製造業 42 32 10 1.2 1.5 20.0 18.2

卸 業 ・小 売 業 ・商 社 144 84 60 2.3 2.6 3.5 6.7

金 融 業 120 102 18 1.4 3.1 2.5 5.0

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
10 2 8 4.8 5.9 3.9 13.4

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
6 4 2 1.0 2.5 4.0 4.0

電 力 ・ ガ ス 事 業 13 10 3 4.7 8.0 8.0 9.0

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
10 4 6 1.9 3.0 3.2 4.2

情 報処理サービス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
83 36 47 3.4 3.7 6.4 9.7
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4-4-18表 要 員に関する問題点の分布

教 教 他 絶 ス地 賃 残 定 そ 合

育

に

手

育
時

間

部
門
か

£

対

数

が

ペ

シ位

;

金

に

問

業

時

着

率
間

が

か

か

が

と

れ

な

配
置
転
換
困

足

り

な

ス未

ト

ε確
て

題

が

あ

間

が

長

が

低

の

る い 難 い の立 る い い 他 計

記入数 工46 69 327 159 131 121 23 188 15 670

パ ン チ ャ ー

% 21.8 10.3 48.8 23.7 19.6 18.1 3.4 28.1 2.2 100.0

記 入 数 151 131 211 157 205 118 257 36 20 688

オ ペ レ ー タ
.

% 21.9 19.0 30.7 22.8 29.8 17.2 37.4 5.2 2.9 100.0

記 入 数 461 251 387 299 400 189 265 19 11 948

プ ロ グ ラ マ `

% 48.6 26.5 40.8 31.5 42.2 19.9 28.0 2.0 ・1
.2 100.0

記 入 数 427 187 313 353 391 149 121 4 9 783

SE

% 54.5 23.9 40.0 45.1 49.9 19.0 15.5 .5 1.1 100.0

J.一 一般 的 な コ ン ピ ュー タ教 育(要 員 教 育 を 除 く)(資15-13,14表)

社 内教育 が主 であ るこ とは前年 と変 ら な い が,新 入社 員の社 内教 育参加 人員 は29.1人

(前年39.3人),平 均 研修 時間 は10.4時 間(前 年13.4時 間)で,前 年 比70%の レベル を示

すが,一 般 職 お よび幹部 の コ ン ピュー タ教育 は,参 加人員,研 修 時間 と も前 年 に くらべ半

減 して い る。 この現象 は一昨年(1970年)の コン ピュー タ教育 ブームが一 巡 し,安 定 した

ことを示 す と推 測 され る。

教育 上 の問題 点 としては,導 入 経過年 数 を問わず,「 時 間的余裕 がな い」 とす る企 業が

全 産業 平均75.2%の 高率 を占め,導 入経 過年 数が長 くな るにつれ,「 適 当な教材 がな い」

「適 当な リー ダーが いない」 こ とを問題 とす る企業 が増 加 してい る。
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K・ コ ン ピ ュ ー タ導 入 の 効 果(4-4-19 ,20表)

直接 効果

回答社 の91.5%が 「業 務処理 の正確化 」 を あげて い る(前 年67.5%)。 第2位 は 「人件

費 の節減」 で55.1%(前 年46.9%),第3位 は 「フ ァイル管理 の容 易化 」34.0%(前 年

14.8%)で,い ずれ も前 年 を上廻 る。

間接効 果

第1位 は 「経営状 況把握 の容 易化」 で50.4%(前 年35.6%),第2位 は 「企業 の イ メー

ジア ップ」 で47.5%(前 年30.9%),第3位 は 「社内情 報流通 の 円滑化 」 で46 .8%(前 年

25.5%)と,こ れ も前年 を上廻 り,直 接 ・間接 効果 を通 じ,コ ン ピュー タ導入 に よ る利 益

の認識 が高 ま って い る。

4-4-19表 コ ンピュータ導入直接効果の項 目分布

(多重回答)

回

答

社

数

直記
接入
効社
乗数
の

延
べ

在

庫

の

減

少

納

期

の

短

縮

資利

金用
の

効

率

的

顔向
客上
サ
|
ビ
ス
の

人

件

費
の

節

減

入費
件の
費節
以減
外
の
経

雑
務化
処
理
の
正

フ容
ア易

イ化
ル

管
理
の

そ

の

他

記 入 数

%

946 1,031

100.0

125

12.1

103

10.0

90

8.7

332

32.2

568

55.1

173

16.8

943

91.5

351

34.0

46

4.5

4-4-20表 コ ンピュータ導入 間接効果の項 目分布

(多重回答)

回 間ぺ 企ア 判迅 作正 経容 全ル 不 社円 そ
接記 業 ツ 断速 業確 営易 体の 正 内滑

答 的入 のプ 意 ・ 効化 状化 的向 行 情化
効社 イ 思正 果 況 な上 為 報 の

社 果数 メ 決確 測 把 モ の 流
の 1 定化 定 握 ラ 防 通

数 延 ジ の の の 1 止 の 他

記 入 数 946 960 456 307 189 484 272 116 449 31

% 100.0 47.5 32.0 19.7 50.4 28.3 12.1 46.8 3.2



220第4部 コ ン ピ ュー タの 利 用 の現 況

L適 用 …業i務(4-4-21表)

71年 までに コ ン ピュー タ化 した適用 業務 の うち,計 算 ・集計 は,57.6%,解 析 ・予 測 ・

計 画 は42.4%で あ り,か な り利用水 準が高 ま ってい るC71年 版 白書 に よれば,70年 までの

数値 は,前 者69.2%,後 者30.8%)。

また,今 後3年 間 に コ ン ピュ一一タ化 を計 画 してい る適 用業務 の うち,計 算 ・集計 は48.0

%,解 析 ・予測 ・計画 は52.0%と 予 想 されて い るC71年 版 白書 に よれ ば,70年 を基 点 と

して,前 者 は45.1%,後 者 は54.9%)。

4-4-21表 適用業務項目分布
(多旦回答}

1

適 要 業 務 在 営 経 人 技 企 広 そ 回 適 高
生 度

理 事 術 画 出
口

答
用 化

の
. ・ .. ; . の 業 度

財 労 股 調 宣
実
務 合
(

利 用 水 準 産 庫 業 務 務 計 査 伝 他 数
%の
)

1970年 まで 250 418 613 552 648 142 129 17 77・ 900

% 27.8 46:4
'68
.1 61.3 72:0 15.8 14.3 1.9 8.6 106.0

57.6
計算 ・集計

1971年 71 63 98 59 68 73 7$ 9 14 252

% 28.2 25.0 38.9 23.4 27.0 29.0 31.0 3.6 5.6 100.0

現在 までにコンピュータ

化した もの
1970年 まで 152 222 234 267 208 77 63 11 41 612

100.0

% 24.8 36.3 38.2 43.6 34.0 12.6 10.3 1.8 9.7 100.0

解析・予測 ・

計画
1971年 54 76 53 45 45 46 55 9 17 236

42.4

% 22.9 29.7 32.2 22.5 19.1 19.5 23.3 3.8 7.2 100.0

173 197 147 301 162 118 145 30 34 621

計 算 ・ 集 計 48.0

27.9 31.7 23.7 48.5 26.1 19.0 23.3 4.8 5.5 100.0

今後3年 間に計画のもの
100.0

263 277 347 318 252 126 248 39 31 673

解 析 ・予 測 ・計 画
52.5

39.1 41.2 51.6 47.3 37.4 18.7 36.8 5.8 4.6 100.0

963 1247 1515 1550 1383 582 718 115 214 3294

延 べ 社 数

29.9. 37.9 46.0 47.1 42.0 1フ:7 21.8 3.5 9.5 100.0
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M.ス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム と平 均 ジ ョ ブ数(k-4-22表)

全産i業平均 では,'1社1日 の平均 ジ 。ブ数 は40.1で,ス ル ー プ ッ ト・タイ ムは1分 以内,

3分 以 内,5分 以 内,10分 以内,30分 以 内 の5段 階 に ほぼ集 中 して い る。

1日 平 均 ジ 。ブ数 の多い業種 として は,電 力 ・ガス事 業 の141.7を 最高 に,損 害 保 険業

の126.0,石 油 製品製造 業 の103.4な どをあ げ るこ とがで きる。

N・ 使 用 言 語(4-4-23～26表)

業種別 に見 ると,大 学 でALGOLが71.3%の 比率 を示 す以外,COBOLと ア セン ブ リ言

語 の優位 は動 かない。

主 力機種別 に見 ると,ア セ ンブ リ言語 とCOBOLは,各 機 種 を通 じほぼ一 定 割合 で使

用 されて い る(総 平均使 用率 は,ア セ ンブ リ言語38.1%,COBOL40.6%)。FORTRANは

ミニ ・コ ン ピュー タで33%の 高 い使 用率 を示す が,小 型 か ら大 型 にか けて,機 種 が大型 に

な るにつれ使 用率 が大 とな る傾 向が うかが われ る。

導 入経過年 数別 に見 ると,年 数 が長 くな るにつ れCOBOLが 微減 し,そ の ぶんだ けア

セ ンブ リ言語,FORTRAN,PL/1が 微 増す る傾 向が あ る。

使 用 プ グラ ・ムの内容別 に,そ の使用 言語 を見 ると,明 らか に事 務計算 プ ログラ ムおよ

び固有業務 プ ログラムでは アセ ンブ リ言 語 とCOBOLの 使用 比率 が ほぼ等 し く(い ず れ

も40%前 後),固 有業 務の場 合 は更 に固有 業務特 有 の言 語 の使 用比 率が高 い(25%)。 科学

・技 術計算 プ ログラムで は ,FORTRAN(50.5%),ア セ ンブ リ言語(29.1%)で 大半 を

占 め る(計79.6%)。PL/1の 使用 比率 は総平均 では1.9%と 未 だ普 及 して いないが,各 種

の計 算 を混合 して行 な う場合 に は3.8%と 上 昇 して,こ の言語 の特長 を ものが た る。
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4-4-22表 業 種 別 ・ス ル ー プ ッ トタ イ ム 別 ・1社 当 り ジ ョ ブ 数 平 均

回 ジ ジ 一 三 五 一 三 一 三 五 五 合

収 膓 膓 分 分 分 O O 時 時 時 時

総 麗
人
突 以 以 以

分

以

分

以

間

以

間

以

間

以

間

以

数 数 薮 内 内 内 内 内 内 内 ・ 内 上 計

9 3 6 .3 LO 2.3 5.0 3.8 2.1 1.8 .1 .0 16.6
一 次 産 業

L8 6.0 13.9 30.1 22.9 ユ2.7 10.8 .6 .0 100.0

505 226 279 5.4 6.7 6.4 7.2 6.0 3.1 1.7 .4 .2 37.4

二 次 産 業
14.4 17.9 17.1 19.3 16.0 8.3 4.5 L1 .5 100.0

580 278 302 6.7 7.4 6.5 7.9 10.0 3.4 2.1 .3 .4 45.2

三 次 産 業
14.8 16.4 14.4 17.5 22.1 7.5 4.6 .7 .9 100.0

81 44 37 3.4 3.2 3.0 3.4 4.6 2.1 1.7 .4 LO 23.4

公 務
14.5 13.7 12.8 14.5 19.7 9.0 τ3 1.7 4.3 100.0

1175 551 624 5.9 6.8 6.2 7.3 7.8 3.2 1.9 ほ .4 40.1

全 産 業
14.7 17.0 15.5 18.2 19.5 8.0 4.7 .7 1.0 100.0

23 7 16 3.3 3.0 5.1 9.3 6.4 3.1 1.6 .1 .0 32.3

繊 維 工 業
10.2 9.3 15.8 28.8 19.8 9.6 5.0 .3 .0 100.0

80 33 47 2.7 7.3 7.6 7.1 6.5 4.2 L4 .0 .1 37.3

化 学 工 業
7.2 19.6 2α4 19.0 工7.4 1L3 3.8 、0 .3 100.0

9 4 5 25.2 31.2 13.2 16.2 12.2 2.6 1.0 1.4 .4 103.4

石 油 製 品 製 造 業
主 24.4 30.2 12.8 15.7 11.8 2.5 1.0 1.4 .4 100.0

22 9 13 40.2 8.4 .3 4.2 5.0 4.6 1.6 3.1 2.0 69.3

鉄 鋼 業
58.0 12.1 .4 6.1 7.2 6.6 2.3 4.5 2.9 100.0

.

58 20 38 2.7 8.0 12.1 16.7 8.0 3.2 1.9 .3 .0 53.2

電気機械器具製造業
5.1 15.0 22.7 ・3L4 15.0 6.0 3.6 .6 .0 100.0

な 42 24 18 5.1 4.2 3.1 4.3 7.8 5.2 5.1 .9 .7 36.8

輸送用機械器具製造業
・

13.9 11.4 8.4 11.7 2L2 14.1 13.9 2.4 1.9 100.0

144 68 76 4.1 1.3 2.8 4.1 7.4 2.8 1.8 .1 .1 24.9

卸業 ・小売業 ・商社
16.5 5.2 1L2 16.5 29.7 11.2 7」2 & .4 100.0

120 45 75 5.2 9.1 8.6 11.2 11.2 4.1 1.9 .3 .4 52.3

金 融 業
業 9.9 17.4 16.4 21.4 2L4 7.8 &6 .6 .8 100.0

生 命 保 険 業 10 4 6 .8 3.3 8.3 16.6 5』 4.0 1a1 4.0 1LO 65.3

倫 代理業 ・サービス菊 1.2 5.1 12.7 25.4 7.7 6.1 1a5 6.1 16.8 10(10

損 害 保 険 業 6 2 4 15.0 23.7 ,1&5 26.7 27」0 1α0 4.2 .7 .0 126.0

恰 代理業 ・サービス業) 1L9 ユ8.8 14.7 2L2 21.4 7.9 3.3 .6 .0 100.0

種 13 4 9 32.5 38.4 17.5 19.2 24.2 6.0 3.4
1
.2 .1 14L7

電 力 ・ ガ ス 事 業

22.9 27.1 12.4 13.5 17.1 4.2 2.4 .1 .1 100.0

広 告 ・調 査 ・情 報
10 6 4 .2 .7 2.5 5.0 5.2 2.5 1.0 .2 .2 17.7

提 供 サ ー ビ ス 業'
1.1 4.0 14.1 28.2 29.4 14.1 5.6 1ユ 1.1 100.0

情報処理サー ビス業 ・
83 48 35 52 &1 4.7 3.8 4.4 3.5 3.0 .5 .4 34.1

尺

ソ フ ト ウ ェ ア 業
15.2 23.8 13.8 11.1 12.9 10.3 8.8 1.5 1.2 10砿0
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4-4-23表 業 種別 ・使用言語比率平均

(%)
シ ンボリック言語 コ ンパ イ ラ言 語 機特

璽殊器

言

撫

合

計

ア言

㌻

晶

ジ レ

エ1

ネ タ

£

8
L

ざ合

¥
R

8
8
L

P
L

/
1

そ

の

他

一 次 産 業 4.5 .5 .0 19.8 75.0 .0 .0 .0

…

`,

100

1

二 次 産 業 32.3 4.8 .4 6.5 45.5 2.6 5.1 2.2

三 次 産 業 42.5 2.9 .5 8.4 36.4 1.0 5.4 2.6

公 務 46.1 2.6 .1 3.8 31.9 .4 2.3 12.5

全 産 業 37.9 3.7 .4 7.3 40.5 1.6 5.0 3.1

主

な

業

種

繊 維 工 業 43.7 6.0 .0 2.1 39.4 .0 3.8 4.7

化 学 工 業 27.8 4.9 .1 10.6 47.7 5.2 1.9 1.4

石 油 製 品 製 造 業 42.0 3.2 1.1 6.7 35.2 11.1 .5 .0

鉄 鋼 業 29.3 3.3 .0 4.7 51.4 5.5 .3 5.2

電 気機械器具製造業 41.3 3.0 .1 5.7 37.5 .2 10.4 1.4

輸送用機械器具製造業 32.4 9.7 .8 9.4 38.4 1.2 7.6 .1

卸 業 ・小売 業 ・商 社 38.0 4.0 .5 .3 47.0 .6 7.9 1.4

金 融 業 63.2 2.1 .0 .3 22ご9 1.2 7.7 2.3

生 命 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

46.4 12.9 .1 .9 39.7 .0 .0 .0

損 害 保 険 業
(含代理業 ・サービス業)

42.3 1.6 .0' .3 49.0『 .0 6.6 .0

電 力 ・ ガ ス 事 業 34.6 7.8 .0 11.9 36.1 8.4 .0 .9

広 告 ・ 調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
39.9 1.5 .0 3.3 38.2 7.1 .0 10.0

情 報 処 理 サ ー ビス業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
41.7 1.3 .4 6.8 43.3 .2 3.8 2.2
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4-4-24表 主 力機種別 ・使用言語 比率平均

(%)

機 種

シ ン ボ リ ッ ク
苦 き五目 口口

コ ン パ イ ラ

呈Lき 五
に,口 口

機
械
語
お

よ
び

特
殊
言

語

合

計

ζ
ン

プ

リ

言

語

ジ

エ

ネ

レ

1

タ

A

L

G

O

L

F

O

R

T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

超大型以下を保有 33.6 .5 3.0 19.4 31.6 11.3 .0 .4

100

大型A〃 41.4 2.0 1.4 14.0 37.5 2.3 1.3 .5

大型B〃 41.4 4.6 .0 8.3 36.8 4.6 ユ.8 .8

中型A〃 37.2 3.0 .3 6.4 45.5 3.2 3.6 .5

中型B〃 35.1 4.6 .0 8.8 39.0 .4 9.2 2.5

小 型 〃 34.5 3.0 .7 5.0 47.2 。0 5.2 4.1

超小型 〃 72.3 4.1 .0 .6 .0 .0 .0 23.5

ミニコンピュータ 3.3 .0 .0 33.3 .0 .0 .0 63.3

その他のみ保有 55.0 10.9 .0 5.4 27.7 .0 .8 .0

総 平 均 38.1 3.6 .4 7.3 40.6 1.6 5.0 3.0

4-4-25表 導 入'経過年数別 ・使用言語比率平均

(%)

シ ン ボ リ ッ ク
言 言五目 四百

コ ン パ イ ラ
言 言五口P口

機

械
語
お
よ

び
特
殊
言

語

合

計

z

;
リ
言

語

ジ

エ

ネ

レ

|

タ

A

L

G

O

L

F

:
T

R

A

N

C

O

B

O

L

P

L

/

1

そ

の

他

1年 未 満 21.9 6.3 .0 ユ1.8 45.3 .0 9.3 5.1

100

1～3年 33.5 2.5 .0 5.5' 47.4 .7 6.8 3.2

3-5年 40.5 6.0 .5 6.4 36.8 1.3 4.3 3.8

5-10年 43.0 2.7 .7 7.4 37.2 2.5 4.0 2.2

10年 以 上 28.2 1.8 .8 18.4 38.9 4.8 3.4 2.1

総 平 均 . 37.9 3.7 .4 7.3 40.5 1.6 5.0 3.1
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4-4-26表 使 用 プログ ラム構成別 ・使用言語比率平均

(%)・

A事 務 処 理

B固 有 業 務1
.c科 学技術計算
Dそ の 他

、シ ン ボ リ ッ ク
言 き五日

ロロ

.

コ ン パ イ ラ

言 言五目 口口
機
械

語
お

よ

び

特
・殊

言.

語

合

計

:

`

.

1

」

.

ア

セ'

ン

ブ

リ

言

語

ジ

エ

ネ

レ

1

タ

A

L'

G

O

L

F・

O

R

T

R

A

N

C
ゴ.

O

B

O

L

・P

L

/

1

そ

・の

,'

他

A 36.8 5.3 .2

.

.8 43.4 116 7.0 4.5

100

.

B"
、
38.2 ・9 .0 .0'

.

36.7 .0 25.0 .0

C 29.1 .0
'1
.3 50.5 15.2 .0 .0・' 3.6

D 27.5 .0 .0 26.6 30.8 .0 .0 15.0

A十B 56.7 2.9 1・o 1.5 25.7 1.3 4.7 6.7

r'

A十C 28.5 3.9 .'g 9.3 46.1 2.5 6.4 1.3

A十D 39.1 4.6 .5 、.7 46.2 .8 4.4 34

B十C 50.0
'
.0 .'0 .o 50.0 ..0 .0 .・.0

B十D .5 5.0 .0 .0 94.5 .0 .0 .0

C+P 11.5 .7 .0 64.8 21.3 .6 .9 .0

A十B十C 72.0 .0 .6 1.8 25.0 .'3 .0 .0

A十B十D 59.7 2.6 .0 .2 25.1 .5 5.7 5.8

A十C十D 30.1 2.2 .1 14.6 43.8 3.6 4.9 .3

B十C十D .0 .0 .0 .0 .0 、0 .0 .0

A十B十C十D 41.6 2.5 1.1 8.5 39.9 3.8 1.8 .5

総 平 均 37.5 3.8 .3 6.2 41.1 1.9 5.6 3.2

ハ
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O.ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラ ム の使 用 頻 度(資15-15表)

'i

プ ログ ラムの種類 では,販 売管理 ・計画,財 務管理,会 計管理,人 事 管理 ・給与計算,

の4種 が よ く使 用 されて い る。

年300回 くらい(1日1回 く らい)使 用 され るプ ログ ラムは,在 庫管理,販 売管理 ・計

画,分 類編 集変換 プ ログラムが 目立 ち・ 年50回 くらい(週1回 くらい)'使 用 され るプ ログ

ラ ムと しては在庫 管理,販 売管理 ・計画 が,年10回 く らい(月1回 く らい)使 用 され る も

の としては原価計 算,販 売 管理 ・計 画,人 事 管理 ・給与 計算 が上 位 で,全 体 を通 じ,販 売

重 点 主義 の傾 向が うかが われ る。

P.フ 。ロ グ ラ ム の 開 発 状 況(資15-16表)

ぎ

11,・

管 理 業務処理,事 務処理 プ ログラムについ ては,多 くの企 業が 自社 で開発 してい る(そ

れ ぞれ85.3%,96.6%)。 予測,最 適 化,ス ケ ジュー リング,数 値 制御 な どについて は,
,i、;

メー カー と共 同 で開発す る割 合 が増 加 す る(12～17%)。

OSは,企 業 の半 数が メ'一カーに委託 す る(49.0%)。 言語 プ ロセ ッサ もメーカー に委

託 す る企業 が56.0%に のぼ る。

サ]ビ ス機 関 と共同 開発す るか,ま た はサー ビス機 関 に委託 す る率 は未 だ少 ない。
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L-]
1.未 導入 の理 由(資|5-17表)

「導入 す るほ ど業務量 が多 くな い」(33.3%)と 「費用 が かか りす ぎる」(25 .4b/・)の2

?の 理 由が過半 を占め る。

2.資 本 金別導入 予定 期(資15-18表)

3～4年 くらい までの間 に導入 を予定 す る企 業数 の合計 は ,回 収 数 の45.8%を 占め,約

半数 の企業 に具体 的 な導入 計画 が あ ることを示 す。

3.導 入予 定機種(資15-19表)

最 も予 定 され てい る率 の高 いのは 中型Bで(29.7%),第2位 は中型A(12.3%),第3

位 は小型(7.7%)と な ってい る。

4.適 用予 定業務(資15-20表)

「販売 ・在庫 管理」 に適 用 を予 定 す る率 が36.5%と 最 も高 い。

5.回 線 の利 用(資15-21～23表)

未 導入企 業 におい て も通 信 回線 の利用率 は全 企業平 均34.4%に 達 す る。 利用企 業 の93.3
レ ト

%ま で は加 入電信 を利用 し,11.1%が オフ ・ライ ンの専用 線 を利用 してい る。

また,回 線未利 用社 の半 数近 く(43.5%)が いず れ通信 回線 を利 用す る予定 を してい る

6・ 情 報 ネ ッ ト・ワー ク(資15-24～26表)

系列 内 お よび業 界内 ネ ッ ト・ワー クを必 要 とすiる企 業 と不 要 とす る企業 の数 は相 半 ば し
}

て い るが,産 業 間 ネ ッ ト・ワー クにつ いては全企 業 の90.1%が 不 要 としてい る。

ネ ッ ト・ワー クを必要 とす る社 の63.0%は 「情 報 が容 易 に得 られ る」 か ら,と し,不 要

とす る社 の69.8%は 「自力 で解決 で きる」 か らとして い る。

7.回 線使用 情報処 理計画(資15-27表)

3年 以内 までに 回線使 用情報 処理 を利用 す る と予定 す る社 が,ど の よ うな回線 また はサ

ー ビス を利用 す るかにつ いて,こ の調査時点 で は明 白な傾向 を把 握 し難 い。
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4.計 算 セ ン ター の利用 状 況

1.利 用項 目の現 況(資15-28-1～3表)

導 入企業 で は 「パ ンチ ング委託」(62.0%),「 要 員教育 ・講 習会へ の出席」(54.5%),

「保 守 サー ビス委 託」(33.5%),「 計算 の委託 」(20.1%)の 順 で サー ビス機 関 を利用 して

い る。

これ に対 し,未 導入企 業 では 「計算 の委託」(70.9%),「 パ ンチ ング委 託」(33.7%),

「要 員教育 ・講 習会へ の出席」(32.6%)の 順 とな ってい る。

2利 用 予定項 目(資15-29-1～3表)

導入企 業 の場 合,上 記現況 と くらべ 「計 算の委託 」 のかわ りに 「プ ログラ ミングの委託 」

が 第1位 とな る。未 導入企業 につ いて は,「 要 員教育 ・講 習会へ の出席」 が第1位 とな るα

(48.3%)

3.プ ログラム外注,不 外 注の理 由(資15-30,31表)

導 入企 業の場 合,プ ログラムを外 注す る理 由の69.2%は 「要員不 足」 か らでφ り,外 注

しな い理 由 の56.4%は 「自社 開発能 力十分」 とな ってい る。

未 導 入企業 の場合 も,プ ログ ラム外注,不 外 注理 由は導入企業 の場合 と変 らない。

5.各 界 に対 す る要 望
(資15-32～36表)

各界 に対す るそれ ぞれ最上 位の要望 項 目は,全 体 で政府 に対 しては 「磁気 テー プの法 定

帳簿化 」(59.6%),メ ー カーに対 して は 「価 格 の引下 」(74.1%),サ ー ビス業 に対 して は,

「標準 料金 の明示」(62.9%),業 界 団体 に対 して は 「標 準化 の促進」'(67.7%),当 協 会 に

対 しては 「各種 標準化 の促進」(62.3%)と な ってい る。
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第5章 諸 外 国 の

コ ン ピ ュー タ利 用 状 況

1・世界の ンピー タ利用蹴

国 名 設置台数 所有率
(%)
設 置 金 額

(100万 ドル)
所有率
(%)

GNP
(10倍 ド・レ)

1969年

EDP
/
GNP
(%)

人 口
(100万 人)
1969年

台

/

人 口100

4-5-1表IDC,世 界 コ ン ピ ュ ー タ ・ セ ン サ ス(1971年12月31日 現 在)

ア メ リ カ84,60059.428,90060.89323 .08202

西 ド イ ツ7,8005.52,8906.11651 .7561.2

日 本*8,6806.12,8606.01741 .64105

イ ギ リ ス7,6005.32
,4755.2932.6355.5

フ ラ ン ス6,7004.7'2
,1504.51301.6551.0

ソ 連6,5003.91,4603 .12600.56241

カ ナ ダ3,8002.71,2952.779 、L652r5

イ タ リ ー3,3002.31,0402 .2821.2153.1

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド1
,6801.25301.1291.8512.9

オ ー ス ト ラ リ ア1,3400.94150.9301 ,4012.5

.ス ウ ェ ー デ ン8000.64050 .9281.438.0

ベ ル ギ ー1,0500 .73550.7231.569.7

ス イ ス7550 .53450.7191.836 .2

ス ペ イ ン7200 .51550.5290 .8734.1

フ フ ジ ル7300.52500 .5231.0792.3

デ ン マ ー ク3900.31750 .414i.224.9

南 ア フ リ カ4800.41450.37 .2.0619.6

メ キ シ コ3600 .31300.381.4448.9

フ ィ ン ラ ン ド2550.21050 .291.124.7

ノ ル ウ ェ ー2700.21000 .2110.93≡3.9

言十136,3304,2802,1452.151,048

∵ 計他1、認a8114;liii「 十iii『Lii÷ii

〈*JECC統 計、、よらない旧離 〉(出 典 、ED,/IR19,、_、2_、;)

数

417

128

83

137

131

23

1・77

62

130

107

100

108

125

21

8

80

24

7
'
54

・69

130

2

、40
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4-5-1図 各 国 に お け る コ ン ピ ュ ー タ設 置 状 況

出 典IDC

197r-12-31

〃 ア メ リ カ

〃西 ド イ ツ

〃 イ ギ リ ス

"フ ラ ン ス

"カ ナ ダ

〃 イ タ リ ア

〃 オ ラ ン ダ

〃 オ ー ス ト ラ リ ア

〃 ス ウ ェ ー デ ン

〃ベ ル ギ

〃 ス イ ス

〃 ス ペ イ ン

〃 ブ ラ ジ ル

〃 デ ン マ ー ク

〃南 ア フ リカ 共 和 国

〃 メ キ シ
.コ 、、

〃 フ ィ ン ラ ン ド

〃 ノ ル ウ ェ'一

修十

1,0003,0005,00010,000

修 十

彰彰

彰 彰i多806

＼
修 多,。Z755

/Z/va72・

730

出 典
Datamation

〃 ボ ー ・ラ ン ド

獅 チ ェ コ ス ロ バ キ ア

〃ハ ン ガ リ ー

〃ル ー ・マ ニ ア50

"ブ ル ガ リ ア40

〃ユ ー ゴ ス ラ ビ ア

〃 ソ 連

〃 ア ル バ ニ ア

修390

255

270

270

300

100:『

3,800

十3,3・ ・

1,680

1,340

1,050

7,800

7,600

6,700

5,500

台

85,000庁

84,600
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出 典

ComputerWorld

1971-12

〃 レ バ ノ ン

21st-Century

Research・1971

〃 イ ス ラ エ ル

〃 ヨ ル ダ

〃 イ ラ ク

〃 イ ラ ン

〃 ク ウ ェ ー ト

〃 シ リ ア

〃 サ ウ ジ ア ラ ビ ア

〃 エ ジ プ ト

〃 ス ー ダ ン

〃 ア ル ジ ェ リ ア

国 連 調 査1971年

〃 ナ イ ジ ェ リ ア

.ル イ ン 、 ド

JECC調 査

i"日 、s-

Modern

Data72-2

"カ ン
.ボ ジ ア

〃 ホ ン コ ン

〃 イ ン ド ネ シ ア

〃韓'国

"マ レ
.一 シ ア

"
.フ ィ リ ピ ン

〃 シ ン ガ ポ ー ル

〃台 湾

〃 タ イ

・〃 南 ベ ト ナ ム

ユ、
口

85,000
庁
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4-5-1表 は,EDCIndustryReportが 集 計 し た,1971年 度 末 の各 国 別 コ ン ピ ュ ー タ設 置

セ ッ ト数 ・ 設 置 金 額 お よ びGNPの 比 較 で あ る。
.4-5-1図,は1971度(暦 年)に 世 界 各 国

に 設 置 され た コ ン ピ ュ ー タの セ ッ ト数 を 示 して い る。

1971年 度,世 界市場 におけ る米国の コンピュータ ・メーカーの実績

4-5-2図1971年 度 末,出 荷額による市場 シェア

XDSO.7%

DEC2.5%

CDC2.5%

鍵
　　　
8・1%
c。Kg"7"'

舎/・

そ の 他1.9%

IBM61.6%

4-5-3図1971年 度 末 設 置 金 額 に よ る市 場 シ ェ ア

DEC1.3%XDSLO% そ
の他1.9%

NCR2.1%

Burroughs

RCA2.2%縛[os

Univac
5.4%IBM67.2%

HIS
9.1%

PlugCompat.

1.8%

4-5-2表 世 界市場 におけるアメリカ ・コンピュータ ・メーカーの実績(1971年 度)

IBM

フ。ラ グ ・コ ン パ テ イ ブ ル

HIS

Univac

RCA

Burroughs

NCR

1971年 度 出荷額: 1970-71 1971年度末設置額

単位100万 ドル%総 計%増 額 単位100万 ドル1%総 計

4,711

369

618

474

233

434

293

61.6

4.8

8.1

6.2

3.1

5.7
3.8

十8

十31

十1

十2
-12

十12

十3

28,730

769

3,902
2,311

948

1,838

875

67.2

L,8

9.1

5.4

2.2

4.3

2.1
CDC193 1 2.5 一7 1,588 3.7
DEC 120 1.6 十18 539 1.3
XDS 54 0.7 一13 440 1.0
そ の 他 144 1.9 十40 791、 1.9

総 計 7,643. 100.0 十7 42,731 100.0

(出典EDPInduStryRpPgrt)
*プ ラ グ ・コンパ テイブル ・メーカーは ,主 としてIBMな ど大手 メーカーの装置(主 として周辺装置)

と互換性があ る装置 を製作,販 売 してい るメーカーで,こ れ らメーカーの存在は,主 要 メーカーに とり

あな ど りがたい ものにな っい る。

4-5-1表 に よ る と,全 世 界 に 設 置 され て い る コ ン ピ ュー タ の ほ ぼ90%は,主 要8カ 国

(ア メ リカ,西 ドイ ツ,日 本,イ ギ リス,ア メ リカ,ソ 連,カ ナ ダ,イ タ リー)に よ っ て

占 め られ,ま た この 主 要8カ 国 のGNPは,同 時 に 世 界 の ほ ぼ3/4を 占 めて い る。

2,3の 例 外 は あ るが,各 国 の コ ン ピ ュー タ台 数 はGNPの 大 小 に比 例 す る傾 向 が う か

が え る。 ア メ リカ とイ ギ リス は,GNPに く らべ て も コ ン ピ ュ ー タ設 置 台 数 が,か な り多
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い 。 た と え ばEDP/GNPの 比 率 は,日 本 と西 ドィ ッ は各 々1.64%,1・.75%で あ る の に

対 して,ア メ リカは3.08%,イ ギ リス は2.63%と な って い る。 一 方 ソ連 は,こ の 表 で み る

限 り,人 口 あ た り設 置 台 数 は ス ペ イ ンな み に 低 くな って お り,'こ の 点 で は,む しろ主 要8

カ 国 以 外 の オ ラ ン ダ,ス イ ス,ベ ル ギ ー な ど西 ヨー ロ ッパ 諸 国 の 利 用 率 の 方 が は るか に 高

い もの が あ る。

2`ア メ リカにお け るEDP利 用 の概 況

1971年 は,ア メ リカの コン ピュー タ界 に とって ユーザ ーの年 であ った といわれ てい る。

ア メ リカ経済 の不振 に よ る経 費節約 の気運,通 常第3.5世 代機 と もいわれ るニ ュー ・モデ

ルへの移 行 に と もな う利 用上 の再点検 な どが それ で あ る。 この年,従 来 以上 にユ ーザーの

EDP利 用 の実 態が重視 され,効 果 的な利用,経 済的 なEDP運 営 に関 心が高 まった。

コス ト節 減 につい ては,い くつ かの調 査 によ り,ア メ リカ国 内の リセ ッシ ョンが ユーザ

ーのEDP予 算 を圧 迫 してい るこ とが うかが われ る
。た とえばComputerWorld紙 が行 な

ったユ ーザーのEDP予 算 調査(調 査対 象 ユーザ ー約600)に よれば,1971年 度 はIBM

の価格 分離 と リセ ッシ 。ンの影 響 でハ ー ドウ ェア支 出 が減少 した とし て お り,ま たRe-

searchInstituteReportで は,コ ン ピュー タ産 業 に おけ る景気 後退 の影 響 として多 くの政

府支 出 プ ロジェク トが中止 され,EDP産 業 の短 い歴 史 の中で,コ ン ピュー タ要員 の過 剰

状況 が は じめて現 われ た と述べ てい る。

コス ト意識 を強 めてい る もう一 つの要因 にEDP予 算 の切 りつめ要求 だ けで は な く,E

DPセ ンター運 営 の年 々の コス ト・ア ップがあ る。 た とえば,ア メ リカでは各地 の大学 の

コン ピュー タ ・セン ター を コス ト高 の波が襲 ってい る。 ハ ーバー ド大学 とMITはEDP

施設 を共 同化 し,経 費 の節減 を計 ろ うと試 みて い るし,Chicago大 学 で はEDP運 用 規模

を縮 小,SouthMesoditht大 学 では セ ンターを閉鎖 し,代 って商用 タイ ムシェア リング ・

サー ビスの導 入 を決 定 してい る(ColnputerWotld紙 調 べ)'。'こ の よ うなEDPセ ン ター

の コス ト・ア ップは,人 件 費の高 騰な どが原 因 と されて い るが,一 一方 で はEDPコ ス ト分

析 が充 分 でな く,そ の ため コス ト管 理 を満足 に行 な うこ とがで きないか らだ とい う指摘 も

な されて い る。』
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コン ピュー タ ・デ シジ ョン(ComputerDecision)誌 のEDPコ ス ト管理 レポー トによ る

と,コ ン ピュー タ ・システ ムの平均 運営 コス トは,年 平 均20%の 上 昇 をみせEDP運 営担

当者 の見積 りを常 に大幅 に上 まわ って い るとい う。 通常EDPコ ス ト分析 が充分 に な され

て いな い ことか ら,新 規 アプ リケ ー シ ョンの 開発 にあた っては,実 際 の費 用 が見積 り費用

を上 まわ る ものに なって しま うと述べ てい る。

ア メ リカ最 大のEDPユ ーザ ーであ る連邦 政府 は,投 下 費用 も大 きいだ けにEDP経 費

の コ ン トロー ルの悩 み も大 きい。 ブル ックス法制 定以来,さ ま ざまな努力 に も か か わ ら

ず,そ の規 模 は拡 大す る一 方 で あ る が,71年 度 には と くにGSA(一 般 調達庁)OBM

(予 算局)の 勧告 や監視 もあって装 置 の購 入 につ いて政 府機関 は厳 しい入札 競争 を行 な っ

た り,独 立 周辺機 器 メー カーの安 い製 品 を積極 的に買 い上 げ,こ れ までの メー カーか らの

一括 購入 か ら脱却 しよ うとしてい る。

無 駄 なEDP支 出 を チ ェックす る とい う点 で は,州 政 府 な ど各 地方 自治体 の動 きも目立

って い る。 ア メ リカ国内 で最 も先進的 な コン ピュー タ利用州 の ひ とつ といわ れ る カ リフ ォ

ルニ ア州 では,高 騰 す るEDPコ ス トに対 処す るた め州政府 機関 の オペレー シ 。ンを集 中

化 す る法案 が提 出 され た り,同 州 の会 計検 査官 が州機 関 の不 経済 な コン ピュー タ利用 を摘

発 した りしてい る。

連 邦政府 機関 な どのサ ー ビス,周 辺装 置分離 購入傾 向 は,価 格 分離 対策 の一環 で もあ る

が,ア メ リカの と くに大 規模 な民間 ユー ザー も教育訓 統 メンテナンスな どを 自力 で行 な

う傾向 がみ えて きた。

ユーザ ーのEDP利 用 に関 す る姿勢 で,こ の他注 目 され るのは,1970年 か ら1971年 にか

けて発 表 された一連 の ニ ュー ・モ デルに対 す る反応で あ る。IBMな ど メー カー側 の,出

足 は順調 で ある とい う声 明に もかかわ らず,ユ ーザーは必要 な処理量 と経済 性 の観 点 か ら

む しろ360の 機 能 を強化 した り,370へ の グレー ド ・ア ップに して も全体 と して設置規模

をへ らす例 が 目立 ってい る。

ComputerWorld紙 は,あ るユ ーザーは370の 販売促 進 を横 目に360/65を リース し,こ

れ に独立周 辺装置 メー カーの コンパテ ィブル ・メモ リー を接続 して370/155に 匹 敵す るコ

ス ト単 位当 りの スル ープ ッ トを得 た と述 べ てい る。 この よ うな傾向 は一部 の ユ ーザーにつ

い てのみ い える ことで あろ うが,ICLC(ItelComputerLeasingCo・)な どIBMプ ラ グ ・
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コ ンパ テ ィブル な装 置 を売 り出 してい る独立 周辺機 器 メニヵ一の拾頭 が与 え る影 響 の意 味

す る ものは決 して小 さ くは ない。

イ ンフ ォテ ック(Infortech)社 の"TheFourthGeneration"は,革 命的 な世代 機の登

場 によ る急激 な現用機 の代替 は不可能 であ ると述 べて い る。 これに よ ると今 後5～7年 間

は,ミ ニゼネ レー シ ョンの漸進 的,連 続的 な発表 があ るのみ で,こ の期 間に む しろユーザ

ーは現有 シス テムを極 限に まで利用 す る能 力 を身 につ け るだ ろ うと主張 してい る
。

A.ア メ リカの コ ン ピュー タ設 置 状 況 と民 間 お よ び公共 機 関 のEDP利 用 状 況

1971年,デ ィ ー ボ ル ト社(Diebold)に よ る設 置 セ ッ ト数 調 査 に よ る と,6月30日 現 在 ア

メ リカの コ ン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は83,481セ ッ ト(前 年 比11.5%増)と な った。

一 方IDC(InternationalDataCo .)調 べ の 設 置 台 数 で は1971年12月31日 現 在84,600セ

ッ トで あ る。

急 成 長 の 主 原 因 は ミニ ・コ ン ピュ ー タの 需 要 の の び で あ る。

な お設 置 マ シ ンの 規 模 別 内 わ け は,次 に 示 す とお りで あ る。

4-5-3表 ア メ リカの コンピュータセ ッ ト数規模別分類

主 用 途 規 模
総設置セ

汎 用
モ ニ タ リ ン グ/

コ ン ト ロ ー ル ミ ニ 小 型
`

中 型1大 型

50,591

(a)

24,990 32,020 17,804

1

9,945

(b)(c)(d)

|1

「

(e)

一(f)

1,280

883,481 83,481

汎用 およびモニタ リング/(a)
コ ン トロール分類で きない もの

(b)ミ ニ ～ 小 型

(c)小 型 ～ 中 型

(d)中 型 ～ 大 型

(e)小 型 ～中 型～大 型

(f)ミ ニ～小 型～ 中 型

7,900セ ッ ト

2,035セ ッ ト

15,205セ ッ ト

347セ ッ ト

1,380セ ッ ト

3,465セ ッ ト
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4-5-4図 ア メ リカにおけるコンピュー タ設置セ ッ ト数の推移

(各年6月30日 現在Diebold調 べ)
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上 記 内 わ け の 規 模 別 分 類 基 準 は 次 の とお りで あ る。

4-5-4表Diebold調 査 によるコ ンピュー タ規模の定義

＼ 月 間 レ ン タ ル 料 金

大 型 40,000ド ル 以 上

中 型 6,000～40,000ド ル

小 型 「Z… 一 ⑤… ドル

L二 【Z… 醐 下

買 取 り コ ス ト

180万 ドル以上

1・ ・万一・8・万 ・ル

1・2万5,… 一 ・・万 ・ル

12万5,000ド ル 以 下

QuantumSciences社 の 予 測 調 査 に よ る と,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア を含 め,EDP

ユ ー ザ ー が 支 出 す る人 件 費 を含 む コ ン ピ ュ ー タ運 営 費 は,1969年 の150億 ドル(4兆5
,000

億 円)か ら,1975年 に は 約3倍 の445億 ドル(13兆3,500億 円)に 達 す る と推 定 され て い る 。

典 型 的 ユ ー ザ ー の 予 算 構 成 は,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェ ア,オ ペ レ ー シ ョン に お よ そ

1/3ず つ 割 りふ られ て お り
,1975年 に は ほ ぼ180億 ドル(5兆4,000億 円)ち か くの金 額 が

EDP投 下 費 用 と して 支 払 わ れ るだ ろ う。

QuantumSciences社 の 予 測 に よ る1975年 の コ ン ピ ュ ー タ業 界 支 払 構 成 は次 の よ う な も

の で あ る。

1969年1975年

総合 150億 ドル 445億 ドル

・ユ ー ザ ー 自社 内 直 接 支 出分

・コ ン ビ。
ユー タ ・メー カー へ の レ ン タ ル支 出

(一 括 サ ー ビ ス も含 む)

・独 立 サ ー ビ ス会 社 へ の支 出 額

・価 格 分 離 に よ る メ ー カ ーへ の サ ー ビ ス支 払 い 額

・そ の 他 ハ ー ドウ ェ ア支 出

(コ ンパ テ イ ブル 周 辺 装 置 な ど)

76億 ドル

52億 ドル

17億 ドル

5億 ドル

180億 ドル

100億 ドル

70億 ドル

45億 ドル

50億 ドル

DieboldResearchの 調 査 によ る と,6種 の産 業 につい て,総 売上高 に対 す るEDP支 出

.割合 いの最 も高 いのが,航 空宇宙 お よび国防産 業 の2.23%,一 番低 いの が食 品産業 の0 .44
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%で あ った。 ま た製造業 の平均 は0.9%で あ る。(245社 を対 象 に行 ったEDP予 算調査)

同調査 に よ る と,全 従 業員 申 デ ータ処理従 事者 の割合 いの高 いの は銀 行で,6,43%に お

よんで い る。一方 製造工i業では1.34%で あ るが,そ の 中で も航空宇 宙,国 防産業 は2.39%

で,製 材,パ ッケー ジ産業 は0.78%で あ った。 また輸 送産業 で は1.09%と な ってい る。 ア

プ リケ ー シ ョン分野別EDP支 出 について は,典 型的企業 の支 出配 分 は財務,管 理31%,

製 造24%,マ ーケ ッテ ィン グ14%,輸 送11%,R&D8%,企 業戦略2%,そ の他 とな っ

て い る。 また予算 の30%が,新 規 シス テ ムの開発 で,60%が これ までの ア プ リケー シ ョン

の 継続,10%が コンバ ー ジ ョン支 出 とな ってい る。

また企業規 模別 の コン ピュー タ普及 状況 につ いてはIDCの 調査 が あげ られ る。

4-5-5表 ア メ リカ納税者組織単位 別汎用 コンピー ユタ普及率 (1971年 末 現在)

{納榊 告諭 織

の従業員数分類

(人)

推定納税申告者

組織数

1セ ッ トまたは

それ以上 のコン
ピュータを設 置

してい る組織の

普及率(%)

1セ ッ トまたは

それ以上の コン

ピュータを設置

してい る組織の

数

推定設置セ ッ ト

数

(セ ット)

組 織当 りコ
ンピュータ

設置セッ ト

数

(セ ット)

{

1-19

20-49

50-99

100-249

250-499

500-999

1,000-2,499

2,500-4,999

5,000以 上

3,260,000

276,000

95,400

54,500

17,550

7,110

3,620

935

422

0.05

1.25

4.7

15

46

75

90

98

99.5

小 計1・,・ ・3,5371 0.96

連 邦 政 府

州および地方政府

1,630

3,450

4,500

8,290

8,000

5,330

3,260

915

420

35,795

総

1,325

2,310

計1 一1 一1 39,430

1,630

3,620

4,950

9,810

10,215

7,460

6,520

2,745

2,100

1.00

1.05

1.10

1.18

1.28

1.40

2.00

3.00

5.00

・9,・5・い37

3,585

2,725

55,360

2,71

1,18

1.40

InternationalDataCorporation

こ れ に よ る と,従 業 員500人 ～999人 の 組 織 で は75%が,ま た1,000人 ～2,499人 の 組 織 で

は90%,2,500人 ～4,999人 の 組 織 で は98%が,き らに5,000人 以 上 の組 織 で は実 に99.5%

.が す で に コ ン ピ ュ ー タを 設 置 し て い る と して い る。

.一 方 これ に対 して100人 以 下 の 従 業 員 規 模 組 織 に な る と4.7%,1.25%,0.05%と ケ タ ち
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が いに普及 率が低下 して くる とされ てお り,企 業規模 によ る コン ピュー タ導入 の バ ラつ き

が 明確 に うかが われ る。

民 間企業 以外9i)政 府 お よび地方 自治体の コン ピュー タ利用状 況 であ るが,1ア メ リカ政府

所 有 の コ ン ピ ュ"タ 設 置 セ ッ ト数 は,1971年6月30日 現 在 で5,961台 にify:た 。

4-55図 を み る と 明 ら か な と お り,買 取 り お よ び リ ー ス の 比 率 は,こ こ 数 年 来,リ ーー ス

傾 向 が 減 少 し て い る 。

4-5-5図 ア メ リ カ連 邦 政 府 に お け る コ ン ピ ュ ー タ設 置 状 況(1971.6.30現 在)

コ ン ピ ュ ー タ

設 置 台 数

6,000

5,500

5,000

㌦,500

4,eOO

>3
,500'』

3,000

2,500'

.2,000、

1,.500

1,000

500

会計年度1959196019611962196319641965196619671968196919701971

買取 り%19.818.515.417.021.339.750.053.358.157.559.863.972.1

リース%80.281.584.683.078.760.350.046.741.942..540.236.127.9

(出 典GSACGeneralServiceAdministration)

市 町村 な ど,地 方 自治体 の コン ピュータ利用 状 況 について は次 の よ うなAmericanCity

誌 の調査 が発 表 され た。 これ によ る と人 口50万 以上 の都市 では,な ん らかのか た ちで コン

ピュー タを利用 して い る。 なお地域 的利用状 況 として は全 米都市 の56%が コン ピ ュー タを

利用 してい るが,と くに西部 地区 お よび北部 中央 地区 は この平均 レベル を上 まわ る60%,

58%の 普及率 を示 して い る。 一一.一方南部 は55%,北 東部 は50%と な ってい る。
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4-5-6表 ア メリカ諸都市における コンピュー タ利用状況

都市 の規模 諸 富剴 買取り利用 リース利用
サ ー ビ ス ・ ビ

ュ ウ ロ ウ 利 用

500,000

お よ びそれ以上
81% 38% 49% 29%

499,999

～100 ,000
73% 35% 47% 20%

99,999
～50 ,000

70% 25% 58% 22%

49,999
～25 ,000

51% 33% 24% 43%

24,999

～10,000 45% 28% 25% 49%

10,000以 下 37% 36% 17% 47%

(出典DataManagement)

地方 自治体 の コ ン ピュー タ利用 の内容 につ いて は,1970年 か ら71年 にか けて都市行政 に

お け る地域情報 の基本 的役割 りが重要 とな って きた ため都市 におけ る小地 域 デー タ ・ベ ー

スの概 念が生 れ,こ の よ うな シス テムが開発 され てい るのが新 しい方 向 として注 目 され て

い る。

ケ ス トン博 士の 「市 町村行政 府 にお け る情報 システ ム」 レポー トでは,過 去4年 間の コ

ン ピュー タ利 用 の高 度化 が,市 町村 の基本 的 な機 能 に影響 をおよぼ しつつあ る と述 べ てい

る。 な お現 在 ア メ リカの主 な 自治体 ですす め られてい る主要 な地域 デー タ ・ベ ー ス ・シス

テ ムの開発 プ ロジ ェク トに は次 の よ うな ものが あ る。

4-5-7表 地域データ・ベース ・システムの開発プロジェク ト

開 発 機 関 名 1
セ ン トル イス市

サ ン タ ク ララ郡

ロ ス ア ン ・ゼ ル ス 市

ニ ュ ー ヨ ー ク 〒盲

ポ ー ト ラ ン ド市

カ ン サ ス 市

ワ シ ン ト ン

ニ ュ ー ヘ ヴ ン

ア レ ク サ ン ド リア.

プ ロ ジ ェ ク ト 名

地域 コーデ ィング計画

地方政府情報 コン トロール

LOGIC

自動 計画 ファイルAPOF

地域 情報 システ ムGIST

地 域 モデルシステ ム

都市計画地域情報 システム

首都地域 システム

DIME

都 市 地域 データ ・ベース

適 用 業 務 1
オン ライン

化の有無

税,土 地利用,地 域再開発

不動産,選 挙,住 民登録,諸 計

画の策定

諸計画の策定

諸計画の策定

土地利用

諸計画の策定

交通,土 地利用

センサス,諸 計画の策定

公共事業,諸 計画の策定

な

な

な

な

な

な

な

な

な

1あ

し

し

し

し

し

し 、

し

し

し

り
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B.72年,本 格 稼 動 に入 るARPANET

重 要視 され る,そ の 潜在 的 イ ンパ ク ト

最 先端 の コ ンピューテ ィン グお よび デー タ伝送技 術 の反映 であ り,集 約 され た シス テム

として期待 され てい るARPANET(AdvancedResearchProjectAgencyNetwork)は,

1972年 に その規模 を倍 に拡大 して本格 稼動 に入 る ことにな った。

ARPANETが,最 終 的 に コン ビ.ユー タ産業 に対 して いかな るインパ ク トを もた らすの

かは,現 時点 ではか な らず し も明確 では ない がア メ リカで は きわ めて重要 視 され,商 業用

に もこれに類似 した システ ムが建設 され る可 能性 も高 い。

一 般 にARPANETは ,膨 大 な計 算 パ ワー,大 量の蓄 積情報,お よび各種 ア プ リケー シ

。ン ・ソフ トウェアを共有 す るコ ン ピュー タの コ ミュニテ ィと して考 え られて お り,AR

PA(AdvancedResearchProjectAgency)が システ ム開発 の推進 体 とな ったの であ る。

このARPANETの 特徴 は次 の3点 に要約 す る ことが で きよ う。

・・ロー ド ・シ ェア リング

ARPANETの 利 用者 の需要 に もとず いて,コ ンピュー タ ・パ ワーをふ りむ け る もので,

た とえば気象庁 の科学者 が ユ タ大学 のSigma7を 利用 で きる し,MITの 学生 が,同 校

のPDP・-10が オーバ ー ・ロー ドの場合,ユ タ大学 に あ る類 似 の マ シンを使用 で きるの

で あ る。

・デー タ ・ベー ス ・シ ェア リング

ネ ッ トワー クの利用 者 は,他 の セン ターで つ くられてい る巨大 なデ ー タ ・ベ ー スに ア ク

セ スして い る。 この機 能 は,来 年ARPANETに 兆 とい う単位 の ビ ッ ト・ス トアー能力

を持 つIlliacIVの 参加 に よって いち じる しい拡大 をみ る ことに な ろ う。

・ソ フ トウ ェア ・シェア リング

ARPANETの 利用者 は,自 分 自身 で改 めて開発 しな くて も,ネ ッ トワー クの 中の他 の

セン ターで保有 され てい る ものな らば,そ れ を利用 す る ことが で きる。 これ は コン ピュ

ー タ利用 コス トを著 る し く削減 す る もの と されて い る。

ARPANETは,4-5-6図 に示 す よ うに,1971年12月 末現 在,ネ ッ トワー クと して24ヵ 所

」
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の ゴ ン ピ ュー テ ィ ン グ ・セ ン ター を結 ん で お り,72年 中 に は26ヵ 所 とな る予 定 で あ る
。 各

セ ン タ ー は・4-5-7図 の ロ ジ カ ル ・マ ッ プに 示 され た よ うに 何 台 か の コ ン ピ
ュー タ を保 有

して い る。 ・-

ARPANETの 回 線 は5万 キ ロ ビ ッ ト以 上 の もの で あ るが,会 話 モー ドに よ る 相 互 接 続

の た め・4万 マ イ ル に お よ ぶ デ ー タ ・ トラ ン ス ミプ シ ョン ・パ イ プ ラ イ ン に よ る通 信 の 保

証 は充分 に考 え られ てい る。 た とえば,も しあ る分節点(IPM=イ ン タフ ェー ス・・メ ッ

セー ジ ・プ ・セ ッサ)間 で障害 が発生 した場 合 は,常 に他 のルー トが用意 されてい るの で

あ る。

..t4-5-6図ARPA.ネ ッ ト ワ ー ク 接 続 状 況(1971年12月 現 在)
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オ ワ ー・一 ド技 術 の 成 果 で あ り,Honeywell社 のDP二516な い し はDDP-316ミ ニ ・コ ン ピ ュ

ーー タ を ベ ー ス に修 正 した もO
,で・BB&N社 が 設 置 と保 守 作 業 を担 当 して い る。

IMPの 価 格 は6万 ドル ぐ らい で,そ れ ぞ れ が メ ッセ ー ジ送 受 の た め の 標 準 規 則 を保 有 し

て い る。:IMPは ネ ッ トワ ー ク の ホ ス ト'コ ン ピ ュ ー タに 接 続 し・ これ か ら 〆 ツセ ー ジ を受

け,』 ビ ッ ト ・パ ケ ッ ト(束)に し て,最 も適 し た 回 線 を選 ん で 目的 地 に 送 る役 割 りをす る

の で あ る。

・、 た とえ ば ㌧ もレ か 一 ネ ギ ー大 学 の 研 究 者 が,シ ン ク ・タ ン クRandの デ ー タ ・ベ ー ス を

(∵使 い た い と思 うよ うな場 合,彼 の ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タ で あ るPDP-10(4-4-7図 参 照)で,

IMPに 適 切 な メ ッ セ ー ジ を送 らな けれ ば な らな い 。 一 方IMPは,メ シセ ー ジを受 け と る

と,こ れ を標 準 コー ドに 変 換 し,最 も速 い 回 線 を 選 ん で 目 的地 のIMPに そ の ル ー トか ら
、今.、'

ll、1タッ セ,一 シを送 り こみ,目 的 地 で あ るRandのIMPは そ の ビ ッ ト`・パ ケ、ッ トを メ ッセ ー
　ト パ ド ロ　ヒ
　　エピ コ ユ

ジ に変 換 してIBM360/65'に 送 り こ むの で あ る。'

c,.・ の 間 の 全 体 の順 時 間 は・ 短 か し'メ ・セ ー ジ な ら1秒 以 内 です み1長 い メ ジ セ ー ジで

∵あ れ1ま1秒 間 に80キ ロ ビ ッ トま で を伝 送 で き る。 な お ホ ス ト ・コ ン ピ ュ・一・タ 間O'処 理 時 間

に つ い て は,伝 送 速 度 よ'り もむ し ろ,ホ ろ ト ・コ ン ピ ュー ダ 自体 の 複 雑 な オ ペ レ ー テ ィ ン

グ ・シ ス テ ム から 発 生 す る処 理 上 の 遅 れ の 方 が 問 題 と され て い る。 ・.

ARPANETIこ お い'℃,IMPミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タが 中心 的 役 割 りを は た す と され て い るの

は,こ の よ うな 役 割 りを受 け持 っ て い る こ とに あ るが ∫ 実 際,'IMPの 仕 事 は単 純 な もの で

ぱ なUS.:.Binrroughs,DEqIBM,XDSな ど異 機 種 ゴ ン ピ 三・一 タが 異 った コ ー ドで コ ミュ

ニ ケ ー,ト で ぎ る.よ うにず る に は1,き わ め て 複 雑 な シ ス デ ムが 要 求 され るの で あ る。・

ゴ.図の 中 に あ・る:IMPj・ ・とな,ら ん で,ス ウ ィ・ジ チ ン グ`ポ ィ'ン トに あ るTIP(TerminalIn・

terfaceProcessor)は,BB&Nが,IMPにARPANET・'の タ ー ミナ ル を直 接 イ ン タ フ

ェ ー ス させ る た め に 充 分 な 機 能 を追 加 した もの で あ る。 す な わ ち,TIPは,IMPと 同 様

の メ ッセ ー ジ の送 受 を行 な う と同 時 に,"ホ ス ト ・コ ン ビ 二 一.タ と して も利 用 で き,1秒 間

2万 キ ロ ビ ッ トで,ネ ッ トワ÷ ク内 の あち ゆ る ホ ス ーF・ コ:ン ピ ュ ー タ と通 信 す る最 高63の

タ ー ミナ ル の た めの マ ル チ プ レ ク シ ン グ機 能 を持 っ て い る。

今 日・.AR?ANETは,ほ ぼ 完 全 な 状 態 に 調 整 され て い るが,1そ の 利 用 可 能 機 能 の わ ず か

数 、パ二 世.ン,ト レか オ ペ レ ー トされ て い な い'。 た と え ば,昨 年 の秋,1日 あ た り675,000件



244第4部 コン ピ ュー タ利 用 の 現況
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4-5-7図ARPAネ ッ トワー クの ロジカル ・マップ(1971年12月)(点 線 は計画中を示す)

の メ ッセ ー ジ ・ トラ フ ィッ クが あ っ た が,こ れ は3,000万 も の キ ャパ シ テ ィの わ ず か2%

を 上 ま わ るて い どの もの で あ る。 した が って 今 後ARPAに は 新 しい 分 節 点 が 拡 大 す る と1

み られ て い るが ・ これ はIMPや ホ ス ト ・コ ン ピ ュー タ よ り も,む しろTIPの 増 加 とな

っ て現 わ れ るだ ろ うと み られ て い る。

C.HEWが 推 定 して い る全 ア メ リカ ・ ドラ ッ グ ・

イ ン フ メ ー シ ョン ・ネ ッ トワ ー ク構 想.

ア メ リ カ健 康 保 健 教 育 局(HEW-DepartmentofHealth,EducationandWelfare)は
,

今 後10年 間 に予 想 され る全 米 の 病 院,薬 局 間 の 処 方 箋 デ ー タ急 増 に備 え る た め,全 国 的 な
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ドラグ ・イン フ ォメー シ ョン ・ネ ッ トワー クの建設 を検討 中で あ る。

HEWで 立案 され た計画 に よ ると,全 米57,000の 調 剤所 もし くは薬 品調 合機 関に コン ピ

ュー タ ・ター ミナル を設置 し,こ れを医師 の オ フ ィスと結 び,さ らに,地 域 住民 全体 の健

康 情報 や処 方箋情 報 を保 有す るデー タ ・バ ンク と相互 接続 す る とい うものであ る。
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司
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4-5-8図HEWの 健康情報および処方箋情報システム概念図

図が その ア ウ ト ・ラインであ るが,HEWの フ。ラン ナーは,こ の システ ムは今後5年 な

い し7年 の間 に ア メ リカの医 療活動 に とって欠 かせ ぬ もの にな るだろ うとして い る。 そ し

てHEWの 提案 してい るい くつかの システ ムは処方 箋処理 に役立 つだ けではな く,個 人 の

健康記 録の保 持,さ らには薬 品会社 や,薬 品卸 売業者 の在庫 管理 に も役立 つ ものであ る と

主 張 してい る。

この よ うな政府 の フ.ランに対 して,健 康 保険 会社,製 薬 会社,薬 品 卸売業者 な ど医療 関

係 業者 も大 きな興 味 と期待 を示 してい る。 た とえば,SmithKline&FrenchLabo社 の
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TomasM.Collins副 社 長 は;1970年 代 後 半 ま で に,`政 府 の 財 政 援 助 の も とで1そ の種 の

コ ン ピ ュ ー タ:ネ ッ・トウ ÷ クが で き る もの と予 想 して い る。 ア メ リ カ調 剤 協 会(Ameri6an

PharmaceuticalAssociation)のJamesD.HaWkins専 務 理 事 は,薬 品 会 社,保 険 会 社,'薬

局 な ど は皆 それ を望 ん で い るが;'自 分 の 力 だ け で は で きな い の セ,政 府 に期 待 して い る と

述 べ て い る。

HEWで は,議 会 の 裁 決 を得 るた め,い くつ か の案 を提 出 して い るが ・11eの 検 討 に は ・

1,2年 は か か る もの と み て い る。HEWの オ ペv－ シ 。'ン ・コ ス ト見 積 りで は,処 方 箋

・件あたり鞠 処理 ・ス ・は・・セン ・以下 とい うdで あるが・:最終興 は政府が35%ぐ

らい ま で の 費 用 負 担 を す る もの と み て,い る。' ..1

現 在HEWで は,試 験 的に プ ・ トタイ プ とな る ター ミナルの仕 様 を検 討 中で あ るが,こ

れに よ る と,15妙 ない しそれ以下 で完 全 な デー タを入力 がで きる もので,か?0・1%以 下

のエ・一 ・・一 ・
.を勢 てい る・ そして処方箋処理は もと担 えナ の眺 薬品

の ビンに は るラベ ルまで プ リン トす る ものが考 え られて い る。HEWで 研究 ざれ てい るひ

とつ のパ イ ・ ッ ト・タベ ナルは蹴 テ ー プ ・カセ 。 ト・・コ ー 姑 ベ ースに音 声 カプ ラ

ー ,ラ イ ト・ペ ン,プ リンターを装置 した もので あ って,処 方 箋の方式 との間の標 準化 に

注意 が払 われて い る。

この種 の ター ミナルは,膨 大 なペ ーパー ・ワー クを軽 減す るだ けで はな ぐ;,'その処理 を

正確 にす る目的 で使 用 され る もの であ るが,こ の条 件に合致 す る装 置 を選 ぶた め,HEW

はIBM,Pitney-Bowes,NCRお よびEmersonElectric社 な どと話 し合 いに入 って い る。

なお ター ミナルの費用 負担 につい ては,政 府 が メー カーか らこれを リー スす るとい う案 が

出 され てい る。"、"・"
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1、iこ 」j,'"', ,㌧t」",、`.1・ い

v:lI:ジ ・u・':t.1)L'J11・i.・.1':t∴ 、■ ・,∵l

A,,J－ 西 ヨ]・ ロ ジ パ 諸 国'き ∴ ・1:・7パ ・ い

a)・1西 ド イ ツ ∵ 、 ㍑.1∴ 古 、",《 ㌣t・,… ・㌧ 〃 、 ・'t

ご 西F・ イLツ ・ば 西 ゴ ー 亘 シ バ 最 大 の1ゴ シ ピ ュLダ 利 用 国 ど な う て お り
,・GNP'の 大 き さ が ら'

:1でぽ 人口剛 剛 率か1∵8、ま趣 き働 購 醒 し'
Diebo!aを ほ じめ,パ へぐらカ・め調 査機 関 が西 ドィッめ コン ピゴー タ設 置 の拡 大予測 を行

・ … …- t.t、.控 禦 エ6,;C6

/
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;鵬 ∴:,16;…1'y'O:'・'□

1'000

1;ilζ19ill、1..197。'・ ・1975:∴ ・三

(Diebold調 べ)

4-5-9図 面 ド・イ～μ に お け.るコ ン ビ工 三:5S..設es-一－T960年 か ら.1.975年 ま で の 設 置 増 加 傾 向 ∵(D桓bold調 べ)
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な ってい るが,中 で もDieboldDeutschlandは1975年 まで に11,350台(最 大 限16,000)の

コ ンピュー タが設 置 され るだろ うとして い る。 そ して この予測 か ら計算 して ,1980年 に は

30万 ～40万 の コン ビ。ユー タ ・ス タ ッフが必要 とみ られ てい る。

コン ピュータ需要 は地域 的 にば らつ きが あ り,ハ ンブル グ,ミ ュンヘ ン,フ ラン クフル

トとい った ところが需 要 の高 い地域 とされ てい る。西 ドイツはEDP教 育 に熱心 で,国 家

が 要員 訓練 に対 して さま ざまな方 法 で資金 を出 してい るが,現 在 では国内 での要員不足 に

見 舞 われ てお り,外 国か らの技術要 員雇用 が多 い。

この点 につい て イギ リスのComputerWeekly紙 は,EC諸 国,と くに西 ドイ ツは恒常

的 な要員 不足 の状況 にあ り,こ のため イギ リスの要 員が西 ドイ ツへ移動 す る可 能性 があ る

として お り,イ ギ リスのEC加 盟がEDP業 界 に もた らす影 響 のひ とつ と して コ ンピュ

ー タ ・スペ シャ リス トの労働移 動 を指 摘 してい る。

なお西 ドイ・ツにお け る設 置 コン ピュー タは,産 業別 に み る と,小 売,卸 売,R&D,

113・

1'.ii3

鉱業,農 業,水 産,漁 業

石油産業'
コンピュータ会社 ・サービス・センター

光学および計測産業

輸送機器

土木

電力
運輸,鉄 道,郵 便

印刷,放 送,出 版

繊維,皮 革

鉄および金属

保険,社 会保険

食品

化学

造船,建 設

金属製品

行政
サービス

電気,電 子工業

研究科学

財務金融

小売,卸 売

4-5-10図 西 ドイツにおける設置 コンピュ一一ータの産業別分布(Diebold調 べ)
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電 気 お よび電子 工業 分野 で占 め る割合 いが高 くな ってい る。

b)イ ギ リス

イギ リスで は,現 在 デー タ ・コ ミュニケ ー シ 。ンや オ ンライン処理 に関心が高 ま りつつ

あ るが,基 本 的 な潜 在需要 とい う点 で は,既 存 の ユーザ ーによ る新規 装置 への更 新や ,よ

り規 模 の大 きい システ ムに グレー ド・ア ップす る傾向 が強 い。人 口(100万 人)あ た りコ

ン ヒ.ユー タ設 置 セ ッ ト数 は ヨ一 口.ッパ最高 の137セ ッ トであ り,そ の利用 技術 もヨー ロ ッ

パで最 も高 い もの とい われて い る。

1971年4月,イ ギ リス ・コン ピュー タ学 会が12,000校 を対 象 に した調 査 によ る と学校 教

4-5-8表 フランスにおける産業別 コンピュー タ利用の現況 と予測

一

1970 1975

設置金額 セット数 設置金額 セット数

農 業 74.5350 190.21,400

鉱 業 13.7370 52.9130

電 力,ガ ス,水 道等 31.4150 62.0350

石 油 47.1160 94.1200
一 次 加 工 金 属

28.4110 54.9320

機 械 131.4380 260.81,100

電 気 86.3260 182.4850

自動車,海 洋 宇 宙 103.9270 172.5400

化 学 109.8420 243.11,300

繊 維,衣 料 58.8250 190.21,300

木 材,紙 21.6100 78.4300

出 版 15.7100 54.9300

そ の 他 の 産 業 19,680 54.9250

建設および公益事業 29.4120 107.8550

輸 送 70.6170 158.8550

通 信 41.2120 121.6350

サ ー ビ ス 290.2750 705.91,400

商 業 102.0470 451.02,000

銀 行 254.9910 539.21,560

政 府 機 関 380.4680 958.81,710*
一

総 計 1,910.46,220 4,735,216,320

*IDC推 定(出 典EDPEuropaReport72 -3-15)
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育 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 利 用 が 広 汎 に 普 及 し つ つ あ る 。 す な わ ち69年 か ら70年'に が け で

1,100校 が コ ン ピ ュ ー タ 教 育 を 行 な っ て お り,さ ら に200校 以 上 が 導 入 決 定 な い し ,導 入 検

討 中 で あ る 。.　 '

t-:
,'"・:'J"一':,・ こ 。 ・'、:'・:・ ㌧.1・'∵1・'

6)・ 、7ラ:シX':t・1'J・ ・'1・"t・ 一'・1"ll・L'∵::'∴ ㍉

・ラン蜘 ま今なおBとll鋤 醐 あ⇔ ンガ・多剖 角袖 都 ∂嵐 融 ど巳1ま

・一。ラ裾 大である・と鋤 き鳩 ご利用状況は,地 域的には緯 台 数の5趣 上蔀

リ地区喋 中している.また・ンピ。一タの産業別利厭 況は滴 節 節 とおりであ云

:'.・1",1・ ・i・ ∴ ∵ ㌔lll'∴."・t"-t・1-一':・...∴

d)ス イ ス
.t t、.、..。-lt"t、.tti.1

ス イ スは 人 口 約620万 で,ヨ ー ロ ッパ で も最 小 国 の ひ とつ だ が
,人 口 あ た り設 置 セ ッ ト

数 で は・ 西 ドイ γ ζ 同 規 模 程 度 の高 利 軍 国 とな って い る。Freiburg大 学 の オ ー トメ ー シ ョ

ン ・OR研 究 所 の算 定 に よれ ば;'1970年 の 時 点 で, ttt設置 コ ン ピ ュ ー タの 規 模 別 分 布 は小 型

機が約2/3を 醐 ・中型機は約27%・ 棚 機が7%と なな
1・即 ㌣,∴iJi

+'i

B凍 欧 圏
、:;■1,∴,㌧

一 図は,東欧綱rお 吋 ンピー ・郷 沢(己』 ン嚇 割合・・を含

む)と ・1975年 の時点 にお け る予zalJを示 した もの臓 ・iこれに よラ と・'でれのeq6=ン

ピ ュ ー タ に対 し て高 い 潜 在 需 要 をみ せ て い るの が 注 目 され る
。

い,・'ll'lI・=

・)ソ 連 、 ・:二!:,

1971年,ソ 連 は急激 な ・ン ピ。≒ タ政 策転換 を 行 な っ たも その直 接の契機 とな 。t、の

は・第24回 難 党大 会 での球 宣言 であ る. 、.,Ji

第24回共r会 では・:i・1・年力iら197S年の新・剰 画蹄 済の躍 進敵 いう目

的のもとで讃 さ㌍ 畑 中 こ㌍ 璽 置を現在肌 ・興 で増力口させよ

うとい う採択が行なオ⊇れた』 と'くに コンピュータな ら.びに経営手法の国家経済における重

要 性 が 強 調 さ れ た 。11{'一/t・ 一":」 ∴ ㌧ …t-∴ ㌧ ・一・''"一/1・"'i'
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475-ll図 東 ヨー ロッパ諸国におけるコ ンピュr'タ 設 置状況 と設置予測'

(出 典21stCentury .Re『earch)

Datamation誌 の 報 ず る と こ ろ に よ れ ば,L科 学 技 術 に 関 す る 国家i委 員 会 の 担 当者 がS

CDCの 顧 問HughP.Donaghue(71年 訪 ソ)に 語 った と こ ろ に よ る と;1975年 ま で .にζコ・

ン ピ ュー タ の総 設 置 セ ッ ト数 は25,000台 に 達 す る だ ろ う と述 べ て い るが,こ の 数 字 に つ い

て は西 側 観 測 筋 は 従 来 の 推 定 よ りは るか に 高 い と しな が ら も,国 家規 模 か らす れ ば 当 然 と

受 け と って い る6"1...◇

ソ連 の コ ン ビ三 一 タ利 用 は デ:オ ー トメー シ ョン,リ モ ー ト・・コ ン トPrル な ど,石 油 産

業 を 中 心 に 機 械 工 業 生 産,原 子 力,宇 宙 開 発 な どR&ID,分 野 で 最 も多 く使 用 され て い

る。 しか.し 第24回 党 会 議 で は,科 学 どテ ク ノ ロ ジr－ に 関 す る会 議 を通 じて,金 属 加 工,建:

設,土 木,各 種 軽 工 業,食 品,商 業 の分 野 に お い で も,今 後 ジ ス テ ムの 自 動 化 の 必 要 性 が

あ る もの と指 摘 され て い る6,1'.:…..、"」[一'ttt

'
、.一方 ソ連 装 置 製 造 自動 化 管 理 シ ス テ ム省(MICMACS)の 発 表 に よゐ ど,1666年 か'ら1970・
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年 の間の5カ 年計画 におい て コン ヒ。ユ一 夕 ・ハ ー ドウェアの生産 は4.8倍 伸び,さ らに新

5カ 年計画 の もとで,コ ン ピュー タを2.6倍 増加 させ るため にエ レ ク トロニクス産業 の規

模 が約2.4倍 拡大 されな ければ な らな い と指摘 されて い る。 また これ につ いては と くに,

第3世 代 コン ピュー タ ・シ リー ズのた めの集 積 回路 を要求 し,こ の ニ ュー ・モデルは1972

年 に生産 に入 るとされてい るのみ で具体 的な機種 の名前 は挙 げ られ てい ない。推測 に よれ

ば この ニ ュー ・モデルはIBM360/20を ベ ー スに した モデルで あ るEC1020(コ モン ・

シス テ ム1020の 意 味)で は ないか とされ てい る。

ソ連 の機 種 開発 の系統 は,概 略,URAL,BESM,MINSKの 各 シ リー ズの3系 統 とな る

が,こ のEC1020はURAL-16の ニ ュー ・バー ジ ョンか,そ れ と もBESM-6の 改良機

種 といわ れ るBESM-8の 流れ に入6も の か否 か明確 で はな く・またM-1000・2000・3000

の 改良型 でIBM360と の互換 性 をね らうと され る第3 .世代 機RJADシ リー ズとの関係 も

確 かで はない。

しか しSovietCyberneticsReview誌 な どい くつ かの機 関 の指 摘 に よれ ば,EC1020は

MINSKシ リー ズの生産工 場 で フ。ロ トタィ フ。段階 にあ る。 コメ コン体制下 で開発 がすす め

られてい るRJADシ ステ ムの完成 は1972年 と もい われてい る。

ソ連の コン ピュー タ界 で数年 に わた り多 くの論争 の的 とな って きた国家 コン ピュー タ ・

セ ンター ・ネ ッ トワー ク(SNCC)は,依 然 と して テーマのひ とつ と されて い るが,第24

回 党大 会の 路線 は,SNCCと その ための デー タ通信 ネ ッ トワー クの確立 を前提 に国家経済

の 運営,企 画の ための国家 的規模 の 自動 情報収 集処理 システ ムの建設 を要求 してい る。

b)ユ ー ゴー ス ラビア

同 国 には340セ ッ トの コ ンビ.ユー タが設 置 され てい るが,1971年8月 リュー ブ リアナで

IFIPの 会議 が行 なわれ,共 産 圏 の中で も最 も西側 の マ シンの導入 が盛 んな国 であ るこ と

が 改 めて認 識 された。 と くに71年 度 は超 大型最 新機 種の導入 決定 が相次 ぎ,ザ グレブ市庁

に導 入予定 のIBM370/155,ユ ー ゴラス ビア鉄道 むけのIBM370/145,鉄 鋼会社 エネ

ー ジオ プ ロジェク トへのUNIVAC1106な どが あ る。

ユ ー ゴスラ ビアは国際収 支 の不 健全 な状態,EDP要 員の不足 な ど コンピュー タ利用 に

か かわ るい くつ かの問題 で悩ん で はい る もの の,コ ン ピュー タが国 家経 済 の成 長 に貢献す
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る と認識 し,東 欧圏 の中で もリベ ラルな政 治構造 と相 ま って西 側の技術 を積 極的 に吸収 し

ょ うとして い る。71年 に大 型 システ ムに発注 が集 中 した理 由 の ひ とつは,各 種の産 業分野

でEDP要 員,資 金 な どを含 む シス テムを共 有 しよ うとしたた めであ る。

この よい例 が ス ロバ キア共和 国で建設 中の協 同 セ ン ターで,こ の セ ン ターは リューブ リ

アナ大 学,エ レ ク トロニ クス企 業ISKRAお よび労 働,教 育 団体 な どの共 同所有 にな る。

C.開 発途上国

国連 は開発 途上 国の コン ピュー タ利用 を促 進 させ る プ ログラ ムを推 進 してい るが,71年

末 に その経 過 を報告 した。 これに よ る と開発 途上 国 は,い くつ かの障害 はあ る ものの社会

経 済の レベル を高 め るために各 国政 府 が コン ピュー タ利用 に努 力すべ きだ として い る。 と

くに社会経 済 を発展 させ る上 で,開 発途上 国 に とって重 要 だ と考 え られ るア ブ。リケ ーシ 。

ンとして,政 府 にお け るフ.ランニ ング,製 品 および資源 に関 す る統計収 集,産 業界 の マ ネ

ー ジメ ン ト,国 民 の健康管 理,教 育 お よび研 究,分 析 と予 測 な どが あ げ られてい る。

な お国連 加盟 国の うち51カ 国 を調 査 した結果,コ ン ピュー タをま った く所 有 してい ない

国が3カ 国,1セ ッ トしか所有 して いな い国が1カ 国 あ った。

D.東 南 ア ジア諸 国

1971年6月 現 在,東 南 ア ジアの12カ 国 にはお よ そ600セ ッ ト,金額 に して1億 ～1億5,0001

万 ドル相当の コン ピュー タが設置 され てい る(21-stCenturyResearch調 べ)。

東 南 アジアの ほ とん どの設 置 コン ピュー タは,政 府 の強力 な補助 を受 けてい る。 次頁 の

表 の とお り,香 港,シ ンガポール,ブ イ リッピンな どを除いて,政 府機 関 および大学,航

空,輸 送機 関 な どにお け る コン ピュー タ設 置(多 くは ミニコ ン)が 大 多数 を占め てい る。

プ ログラマな ど要 員 は不 足気 味 であ るが,一 般 に アジ ア人,と くに 中国人 は フ.ログラマ

の素質 もあ り,多 くの トレーニ ン グ ・ス クー ルで訓練 が行 な われて い るの で,ま もな くそ

の成 果 があが る もの と期 待 されて い る。 ただ ア ジアで 問題 と されてい るの は システ ムズ ・

アナ リス トの不足 で,彼 らは高度 な マ ネー ジメ ン ト・ア プ リケー シ 。ンで先導 的役割 をは



254'第4部 コンピューダ利用の現況

4二5-9表 東 南 アジアに おける コンピュー タ設置状況 (メ ー カ ー 別 コ ン ピ ュ ー タ設 置 セ ッ ト数)

国 名
'IBM

NCR ICL UNIVAC
,

CDC BURR. DEC H・P HIS FACOM NEAC

政府機
関の占
める割
り合

総計'

ビ ノレ マ 1 ',

., 90% 1

カ ンボ ジア 5 .

・ 185% 5,

シ

香 港 18 20 8 12 ・1・ 1 *23% 64

イ ン ドネシア 19 1 7 81% 27

韓 国 14 1 1 2 1
1・・%

19

づ

マ レ ー シ ヤ
・

・・1・ 6 1
'

吟 1.64%25
パ プ ァ 1 1 /l{ |[75%い
フ ィ リ ッ ピ ン
'

64 ・・ll1
|11i・1・

・1 ・1 1司 106層

シン加 ⇒ 一・・1・1・ ・}1 111⇒38
中 華 民 国'21 11

1・
・1 1{ 3 68% 32

夕'∵ イ 24' ]
'1

'

-1
411㍉ ド ・ 60%

'

31'

南 ベ トナム.パ9 …1 ・1一 ・1 ll83%
'r

11

総 工 計 205
㌧56!δ2gl・6

1111 4 ・卜21 引
`
5L 360

(出 典21stCenturyResearch-ModernData1972-2)t'"-1',、.'・ 、…'t',、".

た す よ う要 求 され て い る。

共 産 国,と くに 中 国 大 陸 の 事 情 に つ い て は,1967年 に 英 国 がICL'シ ス テ広2ど ッ トを

売 った こ と ぐ らい しか わ か っ て い な い。 この う ち1セ ッ トは 上 海 の コ ン ピ ュー タ技 術 研 究

所 に あ る とみ られ て い る。'ま た北 朝 鮮 や北 ベ トナ ム に つ いて も','そ め 実 情 は 明 らか で は な

い 。 しか し,こ れ .らの 国 で もデ ー タ処 理 に 関 す る努 力 が 払 わ れ て い る とす れ ば ソ連 製 コジ

ピ 三 ご タが 利 用 さ れ てい る の で は な いか と も推 定 さ れ る。' ..'

南 ベ トヵ ム で∫よ, .ほ と ん どの コ ン ピ ュー タは政 府 機 関 で使 わ れ て い る もの で あ り,戦 争

が 終 結 レ,経 済 の 安 定 が 保 た れ ぬ か ぎ り,民 間 企 業 で の 投 資 は期 待 で き な い と み られ て い

る。 ・,∴:"、 一 、Fhltt"

ン タ イ で は,,順 調 に ロ ン ピニ ← タ設 置 が す す み,と くに 日本 メの 一 カ ー・との 交 渉 が 深 ま り

合 弁 形 態 で の 周 辺 機 器 の 生 産 の 可 能 性 まで が 検 討 され て い る。ttビ ル マ に は 最 近ICLマ シ

ンが 導 入 きれ1τこがi:こ れ は 同 国 唯tの 装 置 と な ろ う6'it.',t.t－ ・
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第1章 わが国における適用業務の

具体例

行政システム

1.通 産 省 輸 出保 険 オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム

A.シ ス テ ムの 目的 と処 理 内容

輸出保険業務に電子計算機 を導入 したのは1967年10月 である。当初 は急増す る事務量に

対処す るため,保 険引受関係 を中心 とした事務の合理化を目的 とした ものであった。 その

後 も各種保険業務の機械化範囲の拡大および海外商社名簿 を中心 とした信用調査業務の機

械化な どを進めて きた。

一方,近 年の輸出保険をとりま く国内外の諸環境は,昨 年末のアメ リカの一連の政治 ・

経済政策,発 展途上国の対外債務の増大,保 護貿易主義の高 まり,さ らに国内的には外貨

活用型経済への急速な移行等々にみ られるように極めて流動的である。 このよ うな時 々刻

刻 と変化する事態に対 し,最 良の政策 を施 し,輸 出保険制度の健全な運営を維持す ること

が強 く要請 されてい る。

このためには,輸 出保険情報および輸出保険関連情報(諸 外国の政治 ・経済情報 など)

の即時性,信 頼性に重点を置いて,輸 出保険業務を実施 している部署 との情報の弾力的処

理を行な う必要がある。 ここに輸出保険オンライン ・システムの目的があり,そ の第一歩

として大阪通商産業局 とのネッ ト・ワークが形成 されたものである。
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本 オンライン ・システムば通商産業省における輸出保険事務に関す る処理を行な うもの

であ り,処 理業務は①普通輸出保険 ②輸出手形保険 ③輸出代金保険 ④海外 バイヤー

の信用調査資料の ファイル管理の4種 類に大別 され る。

B.シ ステ ムの概 要

a)本 システ ムは通商産 業省 の コ ン ピュー タ ・セ ン ターに中型 コン ピュー タを設置 し,

省 内 および大阪通 商産業 局 の輸 出保 険業務用 端末装 置 の制御 を行 な う。

5-1-1図 システム回線構成

サテライ ト・

システム

:1200BPS回 線(全 二重)

200BPS回 線(半 二 重)

細 末

プ リンター

通商産業省

貿易振興局輸出保険課

b)セ ン タ ー ・シ ス テ ムで 使 用 す る オペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ムの 構 成 は 次 図 の とお り

で あ る。
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5-1-2図 オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム の 構 成

⊂ 二・

レ ジ デ ン ト ・モ ニ タ

レ ジ デ ン ト ・モ ニ タ t
'

マ ル チ ・プ ロ グ ラ ミン グ 管 理

コ ン ソ ー ル ・イ ン ク ワ ァ イ ァ リ一

一 コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・モ ニ タ

コ ミ ュニ ケ ー シ ョン の 管 理

1

セ ン トラ ラ イ ズ ド

1/Oコ ン トロ ー ノレ

L

入出力命令の実行管理

|

ト ラ ン ジ シ ョナ ル ・モ ニ タ

シ ミ ュ レー タ

ジ ョブ ・コ ン ト ロ ー ル

ジ ョブ ・ス ト リー ム の 処 理

C)マ ル チ ・プ ロ グ ラ ミン グ

メ モ リは,バ ック ・グ ラ ウ ン ド用 の パ ー テ ィ シ ョン と オ ン ラ イ ン ・リア ル タ イ ム用 の パ

5-1-3図 パ ーティションの プライオ リティ

モニター

(DSR,バ ッファを含む)
MCP MPP3 MPP2 MPP1 MPP。

デ ィ ペ ン デ ン ト領 域

(注)1MCP,MessageControlprogramming

2MPP;MessageProcessingprogramming

3Priorityは 右 か ら左 に 高 くな る

一 テ ィシ ョンお よび それ らを コ ン トロールす るパ ーテ ィシ ョンに分 か れ る。 また これ らの

各 パ ーチ ィシ.ン は優先度(プ ライ オ リテ ィ)を もち,プ ライ オ リテ ィの高 い もの か ら実

行 され る。

d)そ の他 の主 な ソフ トウ ェアの機 能

オ ンライ ン実施 中 に,シ ステ ムの構 成機器 に障害が発 生 した場 合,そ の障害機 器 を利用
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し てい るタス クのみ を停止 し,可 能 な限 りシステ ム ・ダ ウンに至 るの を回避 す る事 が シス

テ ム全体 の効率 か らも望 ま しい事 であ る。 この機能 を 「フ ェイル ・ソフ ト」 とよび,本 シ

ステ ムでは デ ィス ク ・パ ック ・ユニ ッ トに関 して この機能 を もたせてい る。

また,オ ンライ ン ・リアル タイ ム ・システ ムの うちで も最 も重要視 され てい る障害 時 の

各 種 リカバ リー機能 も用意 され てい る。

その他,シ ステ ムに過負荷 が かか る場 合,一 時的 に入 力制 限 を行 な うための トラフ ィッ

ク ・コン トロールを モニ ター とDSR(デ ィバ イス ・スペ シフ ィ ック ・ル ーチ ン)で 管 理

実 行 して い る。

と くに本 シス テムでは,オ ン ライン ・システ ム開設 時 お よび運用 開始後 にお いて,端 末

オペ レー タを教 育す るた め,オ ペ レータ訓練機 能 を もたせ てあ る。 すな わ ち,実 際 の業務

に近 い入 出力 フ ォーマ ッ トを用 い て端 末 の操作 訓練 を行 な うものであ るが ,実 際 の業 務用

フ ァイル を乱 さない よ うにす るため,特 別 の訓練 コー ドを用 い るこ とと,使 用 端末 を訓練

モー ドに指定 す ること とを併用 してい る。

C.適 用業務 の概要

輸出保険の主な適用業務を分類す ると,次 の4種 に大別 される。

a)輸 出手形保険

輸出代金の回収のために振 り出 された荷為替手形を対象 とし,非 常危険または信用危険

に より当該手形が満期に決済 されないため,買 取銀行がこうむる損失をカバーする保険

b)普 通輸出保険

輸出契約成立後,代 金決済完了までの間あるいは輸出契約成立後,船 積みまでの間にお

こるリスクをてん補する保険。

c)輸 出代金保険

プラン ト類の輸出の延払代金 ・回収不能の リスクをカバーする保険。

d)信 用調査業務

輸出保険の引受制限 または成立制限その他輸出保険制度の運営の適正化 を図 るため,輸

出保険に係 る海外商社の信用調査を実施 し,そ の信用調査 ファイルを管理 ・運営するもの
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5-1・-4図 輸 出保険業務の流れ

輸 出 者
'

`

代金保険申込

、r

手形買取依頼6

r

保険証券

保険料請求書

▲

バイヤー登録

▼

代金保険申込(マ ークシー ト)

普通保険申込'

輸 出 組 合 外国為替公認銀行

代金保険申込

マークシー ト)

▲

保険証券 ・

保険料請求書

A

契約台帳

保険料請求書

手形保険 申込

(マ ークシー ト)

バ イヤー及び登

1

輸 出 保 険 課) 司

今
・「

i

東京

↓
大阪

セ ン タ ー

(NEAC2200-40q)

サ テライ ト

(NEACM-4)

データーチェック

保険証券,契 約台帳

保険料請求書作成

(マ ー ク シ ー ト).

保 険 証 券

{
代金保険申込 保険料請求書

普通保険申込

ノ寸イヤー登'莱

輸 出 保 険 課

契約台帳

保険料請求書

手形保 険 申込

(マ ー クシー ト〉

ノミイヤー登4乗

外国為替公認銀行

手形買取依頼
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で あ る。 具体 的に は 新規海 外商社 の 登 録,格 付 け(A,B,C,D,E,F),F格 付 け

商 社 の管 理等 々の業務 で あ る。

輸 出手 形,普 通輸 出,輸 出代 金保 険 につい ての業務処 理内容 は おおむね つ ぎのよ うな形

態 にな ってい る。輸 出保険 の申込 み シー ト(マ ー ク ・シー ト)は 本省 お よび地方通商産 業

局 あ るい は保 険 申込 み者 によ って マー クされ る。 この マーク ・シー ト(保 険 申込書)は,

本 省 お よび サテ ライ ト・システ ム側の窓 口 に設置 された マー ク ・シー ト・リーダーか ら随

時 イ ンプ ッ トされ,ジ ャー ナル ・チーフ。に収集 され,そ の うち一 部 の デー タは デ ィス ク ・

パ ック装置 に も同 時に収納 され る。 デ ィス クパ ック装 置に収納 され たデ ー タについ ては,

デ ィスプ レイ装 置 に よ り修正,内 容 変更 な どを行 な い,必 要 な帳票類 の出力 を要 求 す る:こ

とがで きる。 と くに輸 出代金 保険 の よ うな統 計 資料 として重要 な価値 のあ るデー タについ

て は,デ ィス ク ・パ ック装 置 に集計 結果 を収納 して お き,デ ィスフ.レイ装 置 か らの イ ンク

ワ ィア リーが可能 であ る。 また信用調 査業 務 は原 則 としてすべ て デ ィス プレイ装 置 を中心

に して行 なわれ る。 すな わ ち,信 用調 査業 務用 ファ イルはすべ て デ ィス ク ・パ ックの装置

1に収 納 され,デ ィス プ レイ装 置か ら会 話形式 によ り,海 外 商社 の ①新規 登録 ② 格付 け

お よび変更 ③ 内容 修正 ・変更 ④F格 付 商社 の管理等 々の業 務 を行 な う。

以上 の業 務の流 れ を図式化 す る と前 頁の 図の よ うにな る。

}2
,公 害 監 視 シス テ ム

こ と十 数年,日 本 の経 済,産 業 の発達 はめ ざま し く,GNP世 界第2位 の工業 国 にな っ

たが,環 境衛生 面 の措 置が お くれが ちにな り種 々の公害 が発生 し大 きな社 会問題 とな って

・い る。

こ うい う状況 の もとに,自 治体 におい ては,公 害 に対 して各種 の対策 をたて てい るが,

コ ン ピュー タを利用 した汚染 の常時監視 システ ムと緊急 時の場合 の措置 の システ ムについ

て都道 府県 レベ ルの代 表例 と して大 阪府 の システ ムをあ げる こ とが で きる。 また市町村 レ

ベ ルの場合代表 的 な例 として横浜市 をあげ る ことが で きるが,処 理内容 が類似 し て い る

た め,大 阪府 の システ ムに ついて のべ る。
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5-1-5図 公 害監視 セ ンター業務体系図

広報電光表示盤1居

ただいまの大気汚染濃度

巨]回回 回
1・enaffまた暗 合パター ・1

現在の騒音 ホ ジ

測定項 目
いお う酸化物
一 酸 化炭 素
一 酸 化窒 素

二 酸 化 窒 素
オキシダン ト

騒 吾

ア レメ一

夕装 置

制御装匠

こ大気汚染総合観測局5局ll 1

■

一

測 定 項 目
叫 ・・メー・一麺

いおう酸化物 ・浮遊粉 じん
一酸イヒ炭素 ・一酸fヒ窒素 ・

二酸化窒素 ・オキシダント

全炭化水端 ・交通jit・風向
風速 ・淘皇 ・湿度 ・日射f計

▲

「'

1・ 線・受信機

大気汚染観測局20局 1{ {

一

測 定 項 目
ヨ テ・・一夕一蹴「 「

し・おう酸fヒ4勿1二篇{…芸ミ糞:

酷 晶:i諜 纏}
搬 ・湿度1音 綴"雨 量

し_」

↑ 、,

1無 線送受Ω機

ノ

中

継

局

現
用
無線

送
受
信
機

無停電装置

大
阪府

デ
1

ゑ送

信

兵庫

県
デ
1
タ
受
信

(府庁別館屋上)

有 線

布 線

有

線

警.報
受信機

無線送受信機

監 視 線

大気汚染状況の常時監視 と緊急ロキの措佐

広域用テレメ
ーター装澄

小型電子計算機
NEAC-M4

テ レメー

ター装 置

警報指令装置

電
子
計
算
機組

織

表示盤

操作卓

(NEAC-3100)

発令標9吾指令装置

検 査 課

規制基準への適否の

判定

大 気 検 査 室

水 質 検 査 室

騒音振動検査室

/無響室、
'鴇 響室ノ

図 査 室
汚染原因の解明と対

策の研究

大気汚染研究室

水質汚濁研究室

亀

「

表示燈

スピーカー

6竺 ト　ル寧3む

緊 急時 措置の確認

通常の指導・規制業務

公 害 室 大 気 課

公 害室水質騒音課

立入検査

'

試 料

ばい煙 ・ガス

粉じん・汚水
騒音 ・振動 ・

燃料重油

輪

|

〔注 〕 「≡一●●一]は 一 部 の観 測局 で測定 を行
L-一 一－J・ なっ てい る項 目 を示 す .
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A.大 阪府 の公 害 監視 シス テ ム

大阪府 は,公 害行政のパイオニアとして,大 気汚染,水 質汚濁な どの公害全般に対処す

る三!ピ ュ一夕を中心 とした科学的は機能 を整備 した公害監視センターを1968年9月 に設

立 した。 ≒

センターの組織 は,大 阪の空を常 時監視す る監視課,大 気,水 質,騒 音,振 動について

排出規制基準の適否 を分析する検査課,未 規制公害物質,環 境汚染な どについて調査研究

す る調査 室,お よび事 務管理 を担 当す る庶務 課 か らな ってお り,コ ン ピュー タその他最新

の機器 を利 用 し汚 染 の監視 業務 を行?て い る。

a)シ ステムの概要 .

システ ムは,電 子計算機(NEAC-3100),テ レメー タ装 置,表 示 盤,一 斉指令装 置,他

県 との デ ータ交換 装置(NEAC-M4)な どを備 えた中央局(大 気汚染 総合監視 室)と,測

定 器,テ レメー タ装置,無 握送 受 信器 を備 えた固定観 測局 と2移 動観測 局,無 線警報受 信

器 を設 置 した府下69の 工場 とか ら構成 されてい る。t"

また,各 観測局 の測定 デrタ は10分 ご とに 中央 局へ収 集 され,処 理 され る。大 気 の汚染

が ひ ど くな った と きは,一 斉指 令装置'一→無線 警報 受信器 の形 で工場群 へ連 絡指令 し,工

場 側に所要 の措置,"具 体 的に は,良 質燃料 へ の転 換,操 業短 縮な どを実 施 させ る仕組 み と

な ってい る。`∵`一 …

b)運 営及 び業務 内容 ・ . ..

本 システムは,「 常時監 視」 と 「緊急時 措置」 とい う目的か ら24時 間稼動 を してt、・る。

また機器 シス テムの効率 ア ジプの ため ソラ トウ ェア面 で は,リ アル タイ ム ・モニ タを使用

しフ ォー グラウン ド ・,ジ。ブ として デー タの収集,測 定 デー タの処 理,デ ー タの出力,お

よび表 示 を行 って い る。 バ ックグラウン ド処 理 では バ ッチ ・プ ロセスの プ ログラムの実行

のほか,リ アル ・タイ ムの プ ログラムの アセ ンブル,リ ン クロー ド,デ ィバ ッグを行 って

い る。具 体 的な業務 内容 は次 の とお りであ る。

(1)オ ンライ ン処理(フ ォー グ ラウン ド'ジ ョブ)

① デー タ収 集
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データ

計 測

報告届
出i書

観 測 デー タファイル作成

データ

処

データ

処 理

⊂ ⊃ 燗 が行なう鯉 を示す

データ

処 理

5-1-6図 常時監視業務フロー(監 視課)

呼出式 テレ メー タ方 式 を用 い,10分 ごとに測定 デー タを収 集す る。

.・測定項 目… …一 酸化炭素,オ ゾ ン,二 酸化炭素,硫 黄酸 化物,浮 遊粉 じん,風 向,

風速,温 度,湿 度,日 射量,雨 量

② 測定 デー タの処理.

・硫黄 酸化物 の濃度計算'

・粉 じん ,風 速,風 向,温 度,湿 度 の10分 ごとの測定値計 算

・その他 の計算
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③ 出力,お よび表示

測定 デー ダ処理 の結果,次 の出力,お よび表 示 を行 う。

・各項 目め1時 間 の平均 値 を ロギ ング ・タイプ ライ タに出力す る。

・週報 ,月 報 を作成 す る。

・XYプ ロ ッタによ る1日 の濃 度推移 図 の作成

・表 示板 へ の表 示 を行 う

・注意報 等指令 表示 を行 な う

㈲ バ ックグラ ウン ドの処理

り

・汚 染 予 測 シ ミュ レー シ ・ン

.・各 種技 術 計 算.

な ど を行 な って い る。

気象条件の予知

汚染濃度
の比較

汚染濃度

観 測 値

統 計的 分析

適応的パラメ
ータの修正

5-|-7図 汚 染予測計算の概略図
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3.岩 手県 に お け る情 報 処 理 の オ ン ラ イン ・シス テA

岩 手県 では,1971年4月1日 か ら,本 庁 と県 内出先機 関 を結 びオ ンライ ン ・システ ムに

よ る情報処理 の全県機 械化 を実施 して い る。

A.機 械化 の 目標
Q

岩手県は,北 海道に次 ぐ広大な面積 をもち他県に比較 して,道 路交通網な どの整備が先,

ん じているとはい ない状況にある。

このような条件か ら県行政の執行は,県内に300余 にのぼ る出先機関を設置 して運営 し,

行政運営上必要 とす る現地の情報は,各 部各課が大量 の人手 と時間を要 して収集整理 を行

なっていたのが実情であ り,本 庁 と出先機関相互の時間的な距離間隔をどのようにして短.

締すべ きかが大 きな課題であったといえる。

県における機械化は,び うまで もなぐ行政運営め効率化に資するものであるが,岩 手県

では,と くに,_部 門別 の情報 システムを総合化すみための情報処理の体系化 を確立 しよう

としている。 いままでに措置を講 じて きた部門別の管理改善などの基盤によって こ れ ら

の構想 を具体化 してい く考 え方であるが,目 標 を達成す るための第1次 実施段階において

は,財 務会計情報の処理 を中心 として,一 応次の事項に配慮 じで実現ざ翫 た ものである。

{11県 の行政運営に必要な情報処理網を確立すること。

{2}本 庁 と出先機関相互における時間距離間隔を短縮す るよう,情 報の集信,配 信および

交換 を即時処理で きるシステムとすること。

(3)将 来,国 及 び市町村 との情報 システムが容易に確立 し得 る体制 とす ること。

④ 適用事務の拡大な どに伴 う機械化 システムの次の段階への発展を容易に実現で きる基

盤iをつ くること。

同 県財政 の実態に即応 して,短 期間に採算性が確保 され ること。
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B.,適 用 事 務

総合情報 システムを確立 してい くための第1次 実施段階では,手 段の3要 件 といわれる.

人 ・物 ・金の うち金に関する財務会計情報 とこれに関連する情報 を適用 してい る。事務の

種類 は123項 目にわたっているが,そ の情報 を大別す ると,① 予算 と会計 ② 税務

③ 給与 ④ 公共事業進行管理 ⑤ 事業別経理 ⑥ 業務統計 ⑦ メッセージ通信

な どとなっている。 このなかで,会 計事務は予算執行状況を含めあ らゆる角度か らの総合・

分析デLタ を求め,か つ,す べての記録計算事務 を機械処理 してお り,資 金的な動 きにつ

福助 久慈

岩泉

li盛岡
一 ・一 一一(()

花 巻

工ー一 北 上

水 沢

一 関

'

ぽ田一 一 ・一`一

宮古

釜石
遠野/

毎 剥
'大船橋

千厩7《

■ ● ● ● ● ●

ノ→ おも雑 報

1財 務会計
2税 務

3給 与
4進 行管理

5災害応急対策
,6業 務統計

7緊 急指 令

〉

端・ 末

(1)出 納局(本 庁)
コンピュー トタイパ.

テープ通信装置

(2)盛 岡出納事務所(合 同庁舎)
コンピュー トタイパ

テープ通信装置

(3)花 巻 ほか12出 納事務 所(各 合同庁舎)
コンピュ.一トタイパ

テー プ通信装置

'

.㌫

iξ ‡

鰭

艶

セ ンター

(1)多 重通信制御装置

(2)中 央処理装置

(3)磁 気 ドラム装 置
(4)磁 気テープ装 置(4台)

(5)高 速 製表印字装 置

(6)紙 テープ入力装 置 、出力装 置

(7)入 出力タイプライター

、(8)テ ープ通信装 置
(9)さ ん孔 タイプライター

5+8図 情報処理機械化システム



268第5部 コンピュータ適用業務の具体例

い て も日日全県分 を即 日利 用 で きる体制 で あ る。

県 の事 務事 業 の執 行 は,す べ てが予算 を通ず る経済活動 であ るが,県 の現金 出納は指 定

金 融機 関 た る岩手 銀行が行 な うこと とな る。指定 金融機 関にお いて も,県 と同 じオンライ

ン ・システ ムで,し か も同一 機種 で運営 され てお り,将 来 は デー タ交換 も可能 であ り県 が

目標 としてい る日日決算 も可能 と考 え られ る。

C.機 械 化 の シス テ ム

機械 化 シス テ ムを設 定す るに おいて は,県 の実 態に即す るよ う,最 少 の経 費で効率 的に

・運 営 す る こ
,とを基本 として,5-1-8図 に掲 げ るよ うな シス テムで あ るが,要 約す ると次 の

とお りで あ る。

回 地方合 同庁 舎お よび本 庁 出納 局 に端末 入出力 用 として,演 算機 構つ きさん孔 タイプラ

イ タおよ び送受 信装置 を設 備 して い る。

・{2}演 算機 構 つ きさん孔 タイプ ライ タは,中 央 処理装置へ の入力 機能 を中心 とす るが出先

機 関 の長 に委任 を してい る事務 事業 で一 定 の情報 を加工 して,現 地 で直 ちに利用 で きる.

運 用 を可 能 とす る機能 を備 えてい る。

す なわ ち,記 憶,演 算,さ ん孔,さ ん孔読 み取 り,作 表 の機能 を もってい る。

・(3}送 受信装 置 は,紙 テー プを媒 体 として送 受信 を行 な う装置 で あ る。

1(4)各 端末 と電子 計算 セ ンター(県 設置)の 中央 処理装置 を,専 用 通信回線 で結 びデー タ

の送受 信 を行 な う。

・(5)回 線 速度 は,2端 末 が200ボ ー,13端 末 が50ボ ー回線 と してい る。

D.デ ー ター通 信 の基 本 シ ステ ム

日日に現 地 で発生 した適 用事 務別 の情報 は発生 のつ ど,

な るが,シ ス テムの基本 は,次 の3つ にな ってい る。

各端末か ら入力処理す ることに
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a)集 信 システム

各 地方合'同庁 舎(端 末)で 発生 した デー タを,電 子計 算 セ ンタ]に 収集す る ことで,デ

ータは,多 重 通信制御 装置(MCCU),中 央 処 理装 置(CPU)・ お よび磁気 ドラ ム(M

D)を 通 して磁 気 テー プ(MT)に 記録 され る。'1・'」'

b)配 信 システム

収 集 デ ー タ'を処理加工 じた結果,電 子計 算 セ ンターか ら各端末 に送信 す るシ ステ ムで デ

ータの流 れ は,MT,CPUお よびMCCUを 通 して端末 に送 信 され る。

c)交 換 システム.」'

本 庁か ら各端末 に,ま たは1端 末 対1端 末,1端 末 対複数端 末 とそれ ぞれ情報 を交換 す

る'システ ムで あ るが,情 報 の流 れは,MCCU,CPU,MDそ してCPU,MCCUを

通 し相 手端末 に送信 され る。 相手 端末 に他 の メ ッセ ージな どが送信 中 であれ ば送 信終 了ま

でMDで 待機 す る。

E.シ ステ ムの運 用

シス テムの運用 は,各 端末 とセ ンターが 一 体 とな って あた らな けれ ばな らな いが,オ ン

ライ;・f処理 は,.'8時30分 か ら17時 までの勤 務 時 間内 とし,セ ン ターは,セ ンター内の 自局

席 か ら指令 メ ッセージを発 す るため,プgグ ラムをCPUに 格納 す るこ とに よ り運用 開始

の メ ッセ 三 ジが各端末 に送信 されピ各端 末か ら受 信完 了 の旨 自動 的に応答 され る。

セン ターか らの指令 メ ッセー ジは,運 用 開始 メ ッセ ー ジのほ か システ ム終 了指令,配 信

開始 指令,配 信再送 指令,『回線 オープ ン指令,回 線 テス トモー ド指令,テ ス トモー ド解 除

指令 お よび磁気 テープ装 置変更 指令 な どが運用 されてい る6.∵

以 下,

い る。

データ通信の運用条件 としている事項を要約 して紹介す ると次の とお り運用 して
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・a)デ ー タの 送信

入力 処理 の ために さん孔 した紙 テー プは,送 受信装 置に よって伝 送 され るが,こ の場合

次 の条 件 を設 けてい る。

①1デ ー タは,100桁 以内 とす るこ と。

②1デ ータが100桁 を超 え る場合 は,100桁 以内にETB(デ ー タの連続)符 号 を入 れ

るこ と。 ただ し,200桁 を こえな い こ と。

③ 送信 は グルー プ単位 と して,1グ ルー プは100ブ ロック以 内 とす るこ と。(1ブ ロ ッ

クは100桁 以 内の1件 の デー タ)。

b)ヘ ッダーの形 式

オ ンライ ンに よる各端 末か らの デー ター伝 送 は,各 種類 の情報 な ので,中 央処理装 置に

お け るデー タの識別 が必要 で あ る。 この ため,送 信 デー タの頭部 に ヘ ッダー(事 務 区分),

認 識 コー ド,メ ッセー ジ種 別 コー ドお よび業 務(事 務 の種類)コ ー ドな どを附 して運用 し

てい る。

F.運 営 の現状

オ ンライン ・システ ムに よる運営 は1年 を経過 したの みであ るが,実 施初 期 の6月 頃 ま

で は,入 力 資料や端 末運用 に問題 がなか った とはい えないが,現 状 に おいて は,99%安 定

し た とい って過 言 ではない と思 われ る。 しか し予算 会計情報 をよ り高度 化 す るための シス

テ ム改善 の課題 や,情 報 の体系 的 な総合化 を達成 す るためには機械設 備 と運営体 制 をよ り

一 肩強化 しなけれ ばな らな い こ とも考 え られ る
。

中央処理 装置 の最小機 能 を,現 状 で も最 大 限に効率 的 に運用 して い ると認 め られ る。 す

で に,1972年4月 か ら,地 方債 管理 に関す る10項 目の事務を 新規適用 して お り,年 次計画

・に したが って,逐 次適用事 務 の拡 大 を実 施 す るこ とと してお り
,今 後 の発展 が期待 され る

事 例 であ る。
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経営システム

}四 国電力の総合機械化システム

A.シ ス テ ム開 発 のね らい と考 え方

コ ンピュー タを利用 した情報処 理 システ ムの発 展 は,お お むね3つ の段 階 をた どる とい

わ れ る。

中国電力 の業務 機械化 も10年 余 の歴史 を数 え,各 部 門の業務 を個別 的に と りあげた第1

段 階か ら始 まったが,1969年5月,HITAC-8500の 導 入 に よる総合機 械化 システ ムの開発

に着手 す るにお よんで,は じめ て経営者 の意思 決定 を頂 点 とす る総合情 報処理 システ ムへ

の第一歩 が踏 み出 され た。

す なわ ち,総 合機械 化 は

a.設 備 管理 に役立 つ資料 の充 実

b.管 理 に必要 な会計 情報 の充実

c.従 業員管理 に役 立つ資 料の充実

d定 型 業務機械 化 に よる第一 線業務 の能率 的運 営 を四本 の柱 として打 ち樹 て,

O従 来 の個別 的機 械化 の経 験 を基 に,各 部 門業務 の運 営 を全体 システ ムの 申で見直 しなが

ら,相 互 に関連 づ けて コン ピュー タに吸収 す る こ と。

○ これ らか ら得 られ るデ ータを有機 的 に結 合 し,上 記 の重点 目標 に適合 す る情報 供給源 と

して整備充実 す ること。

をね らい とし,将 来展 開 のための基礎 づ くりを行 なお うとす る もの で あ る。(5-1-9図)

したが って,そ の シス テム開発 は

a.各 部門 の業 務 を相互 に関連 づけ,総 合一 貫的 な システ ムとす る こ と。

b.そ の ためにデ ー タは可能 なか ぎ りその発生 源 におい て と らえ, .機 械内 の 自動振替 に よ
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(重 点目標) (主 なる管理項 目等) (主 な る管 理 資料)
(管理資料作成のデータ供給源となる定型業務)

設備投資選択

設備運用管理

需 要 想 定 ・需 給 計 画 資 料

設 備 管 理

に 役 立 つ

資料の充実
設備保全管理

工事施行管理

拡 充 ・改 良 ・修 繕 比 較 資料

系 統 構 成 ・設 備 能 力 等資 料

発受電量 ・負荷率 ・ロス率等資料

電 圧 ・周 波数 ・事故'・停 電等資料

要修繕機器 ・要.点検機器等資料

工 事 用 所要 資 材 等 資料

ゴ〔 手量 ・ 日 奉呈 管 理 資'料

従業員管理

,た役 立 つ

資料の充実

人 員 配 置
昇 進 管 理

賃 金 管 理

議 ・t・・

更 必 要 人 員 は 握 資 料

能 力 構 造 別 人 貝 資 料

個 体 管'理(人 事考課等)資 料

福利 ・厚生管理

賃 金 制度 ・体 系 ・賃 率等資料

服 務 状 況 ・労 働 時 間等 資 料

福 利 ・厚 生 対 策 資 料

ete.

・管 理 に必 要

1な会 計 情 報

の 充 琴.

全般管理 ・部門
管理に必要な会
計 情 報 の提供

経理状況のは握

篇

更 部 門 別 原 価 資 料

,"

部 門 別 予 突鼻 比 較 資料

経 営 計 画(収 支 」資本等)資 料

予 算 統 制 ・業 績 は 握 資 料

資 金 運 用管理
.

財 務 諸 表 華

実盤 務の機

械化による第
'一線業務の能

率 的 運 営

資 ・金+調 達 ・・運 用 等 資 料

9資 金'
コ ス'ト'資 料

etc.

需要家関係事務 の能率的処理

]
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、
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賭給与.迅 駆血,仮 定退職 金.言餅児等の計
算事務

蹄厚生貸付金・積学免 社 会保険料等控除
額 計算事務

.

労 災保 険 ・貸 与被服 ・社宅関係事務

etc.

予 算 対 実 績 ・ 榊 務 「

予 算 申 請 値 集 計 ・予 算'編成 事 務
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・定轍 二・(金額面・碑 邸 務1
'
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A

1収 入・… 資金臓 ・・己銀盤 ・溺 「
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!

＼
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、

料 金調 定 事 務,営 業統 計作 成事 務 仁
検 満 計 器滅 替 事 務

.∴

5-1-9図 総合機械化重点目標と定型業務のつながり

.etc.
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って デー タの授 受 を行 な うこ と。

c.従 来 の手作業 によ る業務処理 の し くみの改善 をはか る こと。

d.そ の ために業 務の標準 化,パ ター ン化 をすすめ ること。

e.日 常 定型 的な業務 は可能 なか ぎ り機械 化す ること。

f.定 型 業務 を機械 化す るだ けでな く,そ の中 か ら得 られ る情報 を加 工 し,充 実 した管理

資料 を作 り出す こと。

を基 本的 な考 え方 と して取 り組 む こ とに したので ある。

B.シ ス テ ムの特長

a)各 業務システムの道けい

5-1-11図 物 品購入の仕事の流れ

各
課

篠
)

機 械 化 前 の 業 務 内 容

○購入請求票 ・検収票の作成

○納入品の検収

○振替伝票(借 方 ・貸方)の 作成

機 械 化 後 の 業 務 内 容

○購入請求票 ・検収票の作成

○納入品の検収

}(電 子計難 処理)
↓

購

買

○注文書の作成

○買掛金台帳の記帳整理

○台帳と検収票の照合

○出金伝票の作成

○支払通知(対 業者)

○注文書の作成

}一
↓

支

払

○出金審査

○振込依頼書の作成

○銀行預金出納帳の記帳整理

○入金伝票の作成

○小切手の発行

}一
〇小切手の発行

↓

会

計

○振替伝票の会計審査

○入 ・出金伝票の会計審査

○日計票の作成(貸 借バランスの照合)

○勘定内訳帳整理

○伝票 ・証愚書類の整理保管

}一
〇原票(検 収票)の 整理保管
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総 合機械化 シス テムの全 ぼ うは5-1-10図 の とお りで あ るが,こ れ を最 も特徴 づ けてい る

の は会計 業務 まで の 自動一貫 処理 であ ろ う。

す なわ ち,各 部 門業 務 の機 械化 に よって と らえ られ る会計 デー タをコ ン ピュー タ内 で 自

動 的に会計 シス テムに連 結 し,会 計取 引の伝達 と分 類 ・加 工 ・作表 な どの事 務合理 化 をは

か ると ともに,予 算 一決算 一経営 分析 な どの一 連 の管理業 務 を コ ンピュー タ内で相互連 け

'いさせ,計 画 と実績 の対比 ・業績 の は握分 析 ・次 年度 計画 へ の フ ィー ドバ ックな どの一 貫

処 理 を可 能 に したのであ る。

シス テ ムの次 の特 徴 として ,デ ータ入力 処理 の統合 化 をね ら・った イ ンプ ッ トシステ ム,

lOPIS(OmnibusPaper -tapelnputSystem)の 開発 が あ げ られ る
。

投入 媒体 は特殊 な もの(料 金調 定の ための検針 カー ド:OCR,給 与計算 の ための勤務 カ

ー ド:マ ー ク カー ド)を 除 いては
,原 則 的 に紙 チー フ。で あ るが,OPISは これ らの紙 テー

プ デ ー タを ラ ンダムに,し か も一 元 的に受 け入 れ ,そ れ ぞれの フ ォー マ ッ トに応 じたチ ェ

ッ ク ・編 集 を行 な った うえで各業 務 シス テムに供 給 す る。
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b)計 画 ・判 断業務へ の応用

総 合機械 化 に よって蓄積 され たデー タは,先 に も述 べ たよ うに,各 部 門業務 の計画 ・管

理 に必要 な資料 を作成 す るための情報 供給源 と して活 用 されてい るが,そ の中 で と くに需:

要想 定 システ ム,DEFORS(DEmandFORcastingSystem)の 開発 があ る。

DEFORSは,需 要 統計 ・給電記録 な どか ら得 られ る データを機械 内 で 自動的 に組 み入

れ る とと もに,従 来単 発的,部 分 的に行 なわれ てい た機械 処理 を体系 化 して合理 的に再 編

成 し,一 貫 した シス テムを確 立 した もの であ る。

c)汎 用的作 表 ・作 図 プログ ラムの 開発

蓄積 され たデー タを利用 し,業 務管 理用 の資料 を随時作成 したい とい う要 望 に応 えて 開、

発 され たのが,簡 易作表 ・作 図 プ ログ ラム,CARP(ChudenAutomaticReportingPro..

gram)で あ る。

これは,資 料要求 の たび ご とに特別 な プ ・グラムを作成 す るこ とな く,一 定 の条 件に従

った簡単 な原票 を用意 し投入 す る ことによ って,コ ンピュータが データの抽 出 ・演 算 ・編

集 ・作 表 ・作 図 を行 な い,目 的 とす る資料 を提供 す る。 い わ ば,「 必要 な資料 が簡単 な指

示 で早 く入手 で きる」 ことを最大 の特 色 とし,情 報 サー ビスの迅速 化,多 様 化 を実現 す る

有 力 な手段 とい うことがで きよ う。

d)コ ン ピ ュー タの 運 用

以 上 の よ うな総 合 機 械 化 シ ス テ ム を実 施 ・運 営 して来 た コ ン ピ ュ ー タ・シ ス テ ムは,HIT

AC-8500(524KB)を 中 核 と し て構 成 され て お り,毎 日14時 間 ・2直 制 に よ っ て運 転 され て

い る。 シ ス テ ム運 用 上 の 特 徴 は,マ ル チ プ ロ グ ラ ミン グの徹 底 活 用 で,メ イ ン処 理*3系 列

・ペ リフ ェ ラル 処 理**3系 列 の6本 マ ル チ を常 時 行 な っ て お り,CPU利 用 率***平 均70%

と い う高 率 を維 持 し続 け て い る。

注*メ イ ン処理 ……磁気 テー プ ・デ ィスクを数多 く使用す る業務処理 ・技術計算 など。

**ペ リフェラル処理……データの読込 ・プ リン トな ど
。

***CPU利 用 率……CPU時 間/コ ン ピュー タ運転時間。
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5.伊 藤 忠商 事 のCOSMICS-75GPS

A.汎 用 プ ログ ラ ム シス テ ム動 き出す

伊 藤忠商事 株式会 社 は,1975年 完 成 を目標 に,COSMICS-75(伊 藤 忠 グル ーフ.の戦 略 的

経 営 情報 システ ム)の 開発 を行 な ってい るが,そ の基礎 にな るCOSMICS-75GPS(経 営

情報 シス テムのため の汎用 フ。ログ ラム シス テム)を1972年4月 か ら稼動 させ てい る。

このGPSは4年 前 に完成 したITOMIS(伊 藤 忠総合 情報 システ ム)を 足 掛 りに して生

まれ た もので,企 業 内に共 用 の情報 フ ァイル を設 け,そ れ を中心 に情報 システ ムを組 み込

む こ とによ って,ト ッフ.経営層 は もち ろん の こ と,ミ ドル マネ ジメン トに も問い合 わせ に

応 じて,各 種 の情報 を提供 す るこ とを最 大 のね らい と してい る。

す なわ ち,ト ップ経営層 や ゼ ネ ラル ス タッフに対 しては,企 業 の戦略,計 画,統 制 な ど

に必 要 な情報 を,ミ ドル マネ ジメン トや実務担 当者 に は,ト ップか ら要求 され る管理 デー

タや 日常 の業務活動 に必要 な情報 を処理 し,提 供 す るの が最 大 の 目的 であ る。

B.3つ の サ ブ シ ス テ ム

COSMICS-75GPSは,3つ の サ ブ シス テ ム で構 成 され て い る。 デ ー タ管 理 シ ス テ ム,

フ ァ イ ル管 理 シ ス テ ム,情 報 管 理 シ ス テ ム の3つ が それ で あ る。 そ して,そ の す べ て が,

完 全 な オ ペ レ ー テ ィン グ シ ス テ ムで コ ン トロー ル され て い る。

a)デ ータ管理 システ ムは,コ ン ピュー タ,IBM360/50,CDC3200に デー タを入 れ る

際,特 別 に プ ログ ラムを組 まな くて も,そ の デー タを入力 で きるよ うに した もので,い わ

ゆ るデ ータ とプ ログ ラムの分離形 式 を採用 してい る。 もちろん,最 初 の一 回だ け は,そ の

デ ー タの形や正確 さを チ ェックす る項 目 と,そ の デ ータを ファイルす る場所 とを指定 しな
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け れ ば な らな い が,い ま ま で の シ ス テ ムの よ うに,新 しい デ ー タが 追 加 され る ご とに,プ

ロ グ ラ ムを つ くる必 要 は な い。

最 近 の よ うに,情 報 量 が 爆 発 的 に 増 大 し,し か も,予 期 しな い と きに,予 期 しな い 形 で

デ ー タが入 っ て くる よ うに な る と,そ の 都 度 入 力 の た め の プ ロ グ ラ ム を つ く るの は,時 間

的 に も労 力 的 に も ロ スが 多 く,ま た統 一 性 の 面 か ら も問題 が 多 い。 そ こ で,ど ん な 入 力 デ

ー タで も
,い った ん コ ン ピ ュ ー タに 読 み込 ませ,そ の後,入 力 デ ー タの デ ザ イ ン ご とに 入

力 処 理 す る た め の プ ロ グ ラ ムが 開 発 され た。

デ ー タ管 理 シ ス テ ムは 次 の3つ の プ ロ グ ラ ム・モ ジ ュ ール か ら成 り立 って い る。MCPM

(MediaConversionProgramModule),GPIC(GeneralPurposeInputCompiler),GIMM

(GeneralInputMainModule)が そ れ で あ る。

MCPMは,ど ん な入 力 デ ー タ で も,い っ た ん コ ン ピ ュー タ に読 込 ませ る プ ロ グ ラ ムで

あ り,GPICは,新 規 に設 計 した デ ー タを 入 力 し よ う る とす る場 合,入 力 項 目 記 述 書 を作 成

し,こ れ を コ ン ピ ュ ー タに 登 録 す れ ば 自動 的 に読 取 りプ ロ グ ラ ム を つ くれ る とい う もの 。

そ し て,こ れ らの サ ブ プ ロ グ ラ ムはGIMMに よ っ て コ ン トロ ー ル され な が ら,デ ー タを

入 力 して い く仕 組 み に な って い る。

b)フ ァイル管理 シス テムは,人,物,金 とい う経 営 の3要 素 に関 す るデー タの ファイル

を管 理 す るが,各 種 の デー タが集 中管 理 されて い る点 に特 徴が あ る。

企業 の内外 で発生 す るデ ータや情報 はば らば らの形 であ るこ とが多い。 伝票 や手 紙,会

議,レ ポー トな どの各種情報 はば らば らの状況 で管理 され,こ の こ とが経 営上 の意思決 定

の面 で障害 とな ってい る ことが少 な くない。 こうい ったば らば らの デー タや情報 に 関連性

を持 たせ,不 連続 な行動 を一 貫 して管理 す るために コンピュー タの内部 に企業情 報 ファイ

ル(デ ー タベ ース)を 持 つ よ うに して い るのが この システムの大 きな特徴 であ る。

この デー タベー スは,人,物,金 の3要 素 を基 盤 に して,顧 客情報 ファイル,物 流 情報

フ ァイル,会 計情報 フ ァイル,人 事情報 フ ァイルな どか ら構成 され てい る。 また,新 規 の

デー タをフ ァイルす る ときは,フ ァイル項 目記述 書 を作成 し,フ ァイルす る位置 と形式,

更 新方 法 をDGT(DataGenerationTable)に 登 録 す るだ けで,フ ァイルに関す るすべ て

の処理 は終 る。
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5-1-13図 データファイルの構造

デー タファイルの構造 は5-1-13図 のよ うに樹 木構造 を採用 して い る。 この構 造 は,同

一 デー タを重 複 して フ ァイルす る必要 がな く,ま た情報 の索 引 を コン ピュー タ内部 に持 っ

てい るので,必 要 な情報 を迅速 に呼出 す こ とが で きる。 したが って,磁 気 デ ィス ク装置 を

効 率的 に活用 で きる し,特 定情報 の呼 出 し も容易 とい った利 点 があ る。

c)情 報管理 シス テムは,だ れ で もが,い つで も,容 易に必要 な情報 を引 き出す こ とが で

きるよ うに した もので あ る。

経 営情報 に は2通 りの ものが あ る。1つ は オペ レーシ ョナル ・コン トロールのた めの も

ので,情 報量 も比較 的多 く,定 常 的であ る。 しか も,情 報 の即 時処 理 を要 求 され る。経 営

情報 の他 の1つ は,マ ネ ジメン ト・コ ン トロール のための もので,そ の もの ズバ リの情報

を要求 され る。 その もの ズバ リの情報 とは,少 量 の例 外的 な情 報 で,か つ意思 決定 に直結

した ものだが,タ イ ミング さえはず さな ければ,分 秒 を争 って取 り出 さな けれ ばな らない

とい うもの ではない。

情 報管理 システ ムは,経 営情報 に対 す る これ ら2つ の要求 を満 す ためにつ くりあ げた も

ので,次 の3つ の プ ログラ ム ・シス テムの うち,ど れか1つ を使 えば,簡 単 に情報 を取 り

出す こ とが で きる。 、
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◇GOPS(GenaralOutputPragrammingSystem)こ の シ ス テ ムは,情 報 シス テ ム室 の 専

門 プ ロ グ ラ マが あ らか じめ,プ ロ グ ラ ミン グ して お く定 常 情 報 用 の プ ロ グ ラ ム手 法 で,プ

ロ グ ラ ム で組 ま れ て い る レ ポ ー トが 臨 時 に 必 要 な と きは
,レ ポ ー ト ・ リク エ ス ト ・カ ー ド

に よ っ て・レff－ ト番 号 と作 成 時 点,範 囲 を指 定 す れ ば よい 。 この 方 式 をReportRequest

Systemと 呼 び,呼 び 出 せ る レ ポ ー トの 種 類 は 約500種 以 上 に 及 ぶ
。

◇GPRG(GeneralPurposeReportGenerator)デ ー タの仕 様,イ ンフ ォー メ ー シ ョ ンの

仕 様 を指 定 す る こ とに よ っ て,誰 で も容 易 に レ ポ ー トを得 る こ とが で きる プ ロ グ ラ ム手

法 。 こ れ は 前 記 デ ー タ ・ベ ー スか ら要 求 す る情 報 を利 用 者 が 自分 で 呼 び出 す こ との で き る

コ ン パ イ ラ ・フ。ロ グ ラ ム ・シス テ ムで,InformationRequestSystemと 呼 ば れ る
。

◇GIRS(GeneralInformationOnlineRequestSystem)前 述 の デ ー タベ ー ス か ら必 要

な 情 報 を オ ン ラ イ ン遠 隔表 示 装 置 を使 っ て呼 出 す 汎 用 の プ ロ グ ラ ム シ ス テ ムで,利 用 者 は

フ ァ イ ル の キ ー を 指 定 して,デ ー タベ ー ス の 内 容 を 即 時 に利 用 す る こ とが で き る
。

C..GPSに2つ の 特 徴

この よ うにみ て くる と,COSMICS-75GPSの 特徴 は次 の2つ で あ る。1つ は,デ ー タ

の集 中管理 を行 な うデー タベ ースであ る。 デー タベ ー スに よ って全従業員 は共 同で情報 フ

ァイル を持つ こ とにな り,こ れが確 立す れば,各 部 門 が,自 部門 は もちろん他部 門の フ ァ

イルを 自由に使 え る便利 さが あ る。

第2の 特徴 は,汎 用 システム とした こ とで あ る。 汎用 システ ムは,1作 業 ご とに コン ピ

ュrタ の記憶装 置 に情報 を入 れ た り,そ れを整 理 して フ ァイル した り,計 算 した り,取 り

出 した り・してい たのを やめ,デ ー タ処理時 間 を極度 に切 り詰 め るこ とに した もので あ る。

企業 デー タの処理 は,COBOLな ど比較 的 簡単 な言 語 で フ.ログラ ミン グす るこ とが出来

るが,シ ステム設計 や プ ログラムの設計 にか け る手数 は予想 外の もので ある。 ときに は,

完 成 した プ ログラムで,処 理 す る時間 が半年分 の デ ータでわず か20分 程度 しかかか らない

の に,そ の シス テ ムを設 計す るために2ヵ 月 もか か った り,あ るいは テス ト,デ バ ッギ ン

グに5時 間 もかか った りで,労 力 や時 間の無 駄づ かい をす るこ とが少 な くない。

そこで,5-1-14図 に示 した三 角形 の斜 線 の部 分 を汎用 システ ムとし,こ の部分 につ いて
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問題 の提起

/ ＼

/Sト 評イ面
＼
シス テム チ ェ ック

瀦欝膨
テストチェック

一一ー テス ト ーーーー テ バ ッ ギ ン グーーー一

5-1-14図1つ の作業処理 システムが出来あがるまでの工程図

は,い ちい ち作業 しな くて もデー タを処理 す る ことが で きるよ うに した ところに特 徴が あ

る。

日本合成 ゴム ・技術開発動 向の分析

のための特許の統計的処理 システム

A.は じめ に

日本合成 ゴム株式 会社 は,世 界 の特許,国 内の特許,を 統計 的に分析 す る こ とによ って

技術 開発 の動 向 を明 らか にす る と同時 に,企 業内 の各 セ クシ 。ンに タイ ム リニ な情報 を提

供 す るためにPADOCS(PatentDocumentationCompu[erSystem)を 開発 した。
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特許は利益追求 の企業活動 における研究投資の成果の一面 を表わす ものであるとして,

各企業は研究投資の代償 として特許あるいは ノウハウとしてその技術的蓄積 を保有 してい

る。 したが って特許の動向を明かにすることは各企業が どの分野 に技術的興味を向けてい

るかを推察するのに便利である。

いままでの特許の統計的経過 をながめてみると,新 しい発展性のある製品 とか,発 展 し

て来た分野において特許の出願件数がその発展 に先立って著 しく増大 してい るとい う傾向

を示 してい る。 これは重要な技術的動向の先行指標の1つ とな り,競 合会社の動向が把握

で きれば企業戦略的に非常に有利であ り,注 目すべ き分野につ き,全 体的な状況において

の当該分野の設置づけ とその状況 をより正確に把握することが可能 となる。

B.技 術動 向の把握手段 としてのPLASDOC

技 術 の概 略 の動 向 は特許庁分 類 によ る特許情 報 で把 握 す るこ と も可能 で はあ るが,実 用

上 分類 の面 で満足 な結果 が得 られ ない。 これは現在 の特許庁 分類 が実用 的な面 か ら,技 術

内容 を分類 し体系 づ ける点 で必 ず しも適 当 な方 法 で コー デ ィング/イ ンデ ックスが行 なわ

れ てい る とはい いが たいた めであ る。高 分子化 学工業 に関連 した大部 分 の特許 が収録 され

てい る ものにDerwent社 めPLASDOC(PlasticDocumentation)が あ る。

これ はDerwent社 の要望 に よ り特 許権 で世界 征覇 を 目標 として ワール ド・エ ンタフ.ラ

イ ズICIが 長年 に亘 り整理検 討 し,提 供 した システ ムであ る。

PLASDOCは1966年5月}こ 発 足 して以来,い ま まで に14万 余件 に達す るデー タが収録 さ

れ てい る。 また ポ リマーに関 す る殆 ん どの分 野 の特許 を カバー し これ らの情報 の大分 類約

60,小 分類約600に インデ ック シング されてい る。上記 分類以 外 に技 術 内容 を示 す ター ム

も700以 上 コー デ ィン グされ てい るの で これ に基 づいた検索 も可能 とな ってい る。
も

これ らの デ ー タをDerwent社 か ら 磁気 テー プの かた ちで受 け と りこれ を コ ン ピュー タ

にか けて必要 な情報 を と り出 す と同時 に情報 を加工 して有用 な資料 を提供 しよ うとい うの

がPADOCSで あ る。
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C.PADOCSの 目的 と機 能

PADOCS利 用 のね らい は2つ あ る。 第1は 技 術情報 の戦略 的利用 で あ る。 競合他社 の

技 術 開発 の動 向 を察 知 し業界 全体 の マク ロ的展 望 を得,そ れ によ って,新 製 品,新 技術 の

開発計 画 の立 案 に資 し,開 発 コ ス トの低減 をはか る。

第2は 技術 情報 の管 理 であ る。

情 報 の収集,蓄 積,配 布,問 い合 せ応 答,自 社技 術(特 許)の 防衛 な どの技 術情報管理

の基本 的機能 を果す ね らいを持 ってい る。 具体 的には

(1)特 許 情報 内容の戦 略的統計 分析

{2}特 許 情報 の問合せ に対す る タイム リー応 答

(3}特 許 情報速報 サー ビス

な どを行 な うものであ る。

(㌶ 誓NT杜、,)

(㌶ 翼部門等)
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ところで・ このPADOCSはDerwent社 よ り提供 され る特許 情報 すべ てを包 含 し.

PLASDOC以 外にRINGDOCな ど10以 上 の分 野 の デー タ検 索 に利 用 出来 る。

PADOCSは3つ の サ ブシステ ム(5-1-15図)で 構成 されてい る。

口)デ ー タ ・セ ッ トア ップ ・システ ム

(2}検 索 サ ブ システ ム

(3}統 計分析 サブ システ ム

デ ー タ ・セ ッ トア ップ。はPADOCSDatafileの イ乍成 を つ か さどる もの でDerwent .社

か ら提 供 された情報 は こ こでPADOCS用 のDatafileに 変 換 され る。

と くに設計 で重視 した ところはバ ー ジ ョン ・ア ップに対す る シス テムの拡 張性 と柔軟性

の保持 であ る。

す でにDerwent社 で はRobins社 で開発 され た システ ムを利用 して コンピ ュー タによ

る特許 情報 の検 索 プ ログ ラムを市場 に提供 してい るが これ と比較 す る と次 の点で異 な って

い る。 すな わ ち

①質 問方法 が簡略化 され てい る。 この シス テ ムは特 定 の担 当者 を置 かず利用者 自身 が使 用

す る こととし,質 問用紙 は1種 類 で,記 述方 法 の単 一化,質 問の分化(宣 言文 と論理式 に

分 け る)に よるエ ラー発 見,修 正 を容 易に す るこ とが 出来 る。

② 検索Keyが 自由であ る。

③ 検索手法 が改良 され てい る。質 問 の論理 式 の途 中で適合,不 適合 が確定 した場 合,そ れ.

以後 の チ ェックを省 き検索 速度 を増 す よ うに してい る。

④ セ レク トテー プを作成 した。PLASDOCシ ス テムでは フ ァイル内容 が非常 に広 範 囲で

日常必ず し も必要 でな い デー タ もあ る。 そこで,こ の シス テ ムでは 目的 に応 じて デー タフ

ァイルが作 成 で きるよ う特 定 デー タ撰 択機 能 をつけ た。

⑤ システムに柔 軟性 を持 たせ た。 この シス テムの プ ログラ ミングに際 して は徹底 した モジ

ュール化 を試 みた。 これに よ って将来綜 合技 術情報 管理 システ ムへ と発展 す る際の変更 を

容易 に して あ る。

統 計 サブ システムは技 術情報 を戦 略的 に利用 す るために設計 され た もので あ る。 検索 サ

ブ システムが ミク ロ的 に必要 とす る情報 を直接抽 出 して提供 す るこ とを 目的 とした のに対

して蓄 積 されて情 報全体 の なかで情報 の2次 加工,3次 加工 をす るこ とに よ って,マ ク ロ
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分析 に役立 て るこ とに したのが,統 計 サ ブシステ ムであ る。 したが って,世 界 の個 別企業

別 の特許権 の取得 状況,技 術 分野別 の特許 権の確立状 況,技 術 の全分野 に占 め る特 定技術

分 野 の位置 づ けな どが分析 出来 るよ うにな ってい る。

な お,PADOCS運 用 の た めのハ ー ドウ ェア として は記 憶容量32KWordのTOSBAC

5400/MODEL20が 用 い られ てい る。

物流システム

7.物 流 シ ス テ ムに お け る コ ン ピ ュ ー タの 役 割

－A.物 流 シ ス テ ム に お け る コ ン ピ ュ ー タ の 位 置

企業 にお け るコ ン ピュー タの適 用の 中で物流活動 に対 す る適用 は最 も遅 れ てい る ものの

'1つ であ ろ う
。生 産者 の工場 におけ る生産 システ ムの一部 と しての物流 は別 として,流 通

:部門 におい て物 流活動 全体 が コ ン ピュー タに よ って管 理 され てい る例 はほ とん どない。

したが って,現 時点 で の コン ピュー タの物 流活動 への適用 は物 流 を管理 す る と い う よ

り,物 流 シス テ ムの中 で重要 な位 置 を占め る1サ ブシス テムへ の適用 であ る とい うほ'うが

.よいか もしれな い。

以下,そ の適用方 法別 にい くつかの ケ ースを消 費財の メー カー,卸 売業,小 売業 そ して

物 流 業者 につ いてみ よ う。

B.大 量 の商 品 を多 くの チ ェー ン店 へ 供給 す る た め

量販 店,と くに ス ーパー マーケ ッ トの物流 に おいて最 も重 要 な もの は,各 チ ェー ン店 に

お け る補充発 注 であ る。 チ ェー ン数が10～20の ころは あ ま り問題 とな らないが,こ れ が50
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～100と い ったチ ェー ン展 開 とな る と
,か な り高度 な補充発注 シス テ ムを開発 しな けれ ば

な らない。

なぜ な ら,こ れだ けの チ ェー ン店 へ個 々に安定 した商品 供給 ので きる納入業者 が いな く

な って くるか らであ る。 必然 的に品切 れ を恐 れ る各 店 は在庫 を余 分 に持 つ よ うにな る
。 そ

うな る と,店 数 が多いだ け に在庫 負担 は膨大 な もの とな って しま う。 これが ス ーパー マー

ケ ッ トにお ける物 流費高 騰の最 も大 きい要因 であ る
。

ここで出て くる考 え方 は本 部が 集 中型 の流通 セ ンターを持 ち
,こ こへ納 入業者 よ り一 括

納 品 させ,そ れか ら仕訳 け を行 ない各社 へ配送 す るとい う形 を とる とい うこ とであ る
。

ところが,ス ーパ ーマー ケ ッ トの扱 い商品種 は万 を こえ るし,各 店 は最低 在庫 しか持 た

な いので,毎 日,何 十 とい う店か ら何百 ～何千種 の商 品の注文 が あが って くる とい うこ と

に な る。 それ をご く短 い時 間に処理 し,流 通 セ ンターにいか に出荷指 図 をす るか とい う問

題 にな る。 しか もこの作 業 は デイ リーで あ る。 コ ン ピュー タが活 躍す るの は ここであ る
。

「西友 ス トアー」 に おけ る補 充発注 は毎 日,夕 方,百 弱の チ ェー ン店 か らメイル便 で集

め られ,こ れ を次 の 日の朝 まで に処 理 しな ければ な らな い。 そこで使 わ れ るのが ダイ レク

トイ ンプ ッ トを可能 にす るマー クシー トで あ る。

集 め られ た マー クシー トはわずか10数 分 で イ ンプ ッ トされ て しま う。 そ して,コ ン ピュ

ー タには各店の発 注単 位 が記憶 され てお り
,ア ウ トプ ッ トとして取引先 に対 す る発注票,

流 通 セ ンターへ の出荷指 図書,検 品用 の ワッペ ンが あ る。

取 引先 は発 注票 に従 って,商 品 を品揃 え し一括 して流 通 セ ンターへ 納 品す る。 ここで商

品 に ワ ッペ ンが貼 られ,ワ ッペ ン数 と商品 数で検 品が行 われ る。仕 訳 け は機 械 で行 われ
,

出 荷指 図書 と照 らしあわせ て,籠 車 につ め,各 店 へ配 送 す る。

これ と似 た システ ムを持 つ のが 「い つみ や」 で あ る。 西友 ス トアーの 場合,こ の シス テ

ムにの るのは単 品管 理 ので きる商 品約4,000で あ るのに対 し
,い つみや の場合 は ほぼ全商

品 がの ってい る。 とい うのは,店 舗 にお け るゴ ン ドラ番号 とその位 置 を それ ぞれ2桁 づっ

の計4桁 の コー ドでお さえて い るか らであ る。 このた めにいつみ やの店舗 は極端 に統一 化

されて い る。

商 品 は一応,流 通 セ ンターに ラ ンニ ングス トックとして在庫 してあ るので ,流 通 セ ンタ

ー に対 して出荷指図 書が発行 され る
。 この指図書 の商 品の順番 は流通 セ ンターの商 品配置
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順 に お さめ られ る。籠 車 で集 品 し,そ の ま ま店舗 へ搬入 す るが,店 舗 の ゴ ン ドラの位置 は

流通 セ ンター と正反対 で あ るため,龍 車 の上か ら順 に陳列 していけ ばよい。

C.効 率的な包装 ・出荷 を行 うため

多 品種少量 の注文 を受 ける メー カー,卸 売業 の場 合,そ の品揃 え作 業 は重要 な意味 を も

つ。 それはひ とつに は品揃 え作 業 が きわ めて繁 雑 にな る ことと,ケ ース単位 の 出荷 にな ら

ない ため,こ れ らの商 品 を1つ の ダンボ ールに詰 めあわせ て出荷 しな くてはな らないか ら

であ る。一般 に こ うした作業 を伴 な う物 流活動 を行 う企 業 の場 合,従 来 は熟練 した担 当者

が永年 の勘 で行 って いた よ うであ る。

しか し,こ れ を コン ピュー タに よ って指示 させ てい くとい う方向 を とる企業 が出現 しは

じめて い る。 その結果,詰 め合 わせ作業 が ス ピー ドア ップ し,そ の作 業が未熟 練者 で も,

す ぐに で きて,ま た,ダ ンボー ルの詰 め合わせ効 率 がよい ため,中 での荷 痛 みが少 くな り

同時 に ダ ンボ ールの数 がへ るため トラックの積 載効率,運 行効 率 もよ くな る。

赤 ちゃん用 品 の専門製造 卸売業 の 「株式 会社 ラブ リー」 は,繊 維 系の卸 売業で あ る た

め,得 意先 よ りの注文 は ご く少量 つつ何十 品 目 とい う形 で1回 にな され る。 注文 は受注 メ

モか らす ぐに コ ン ピュー タイ ンプ ッ トされ,発 伝 は コン ピュー タによ ってな され る。 コン

ピュー タは各 商品 の流通 セ ンターに おけ る配置順 と体積 を記憶 してお り,出 荷指 図書 は配

置 順 に商品 を並べ て プ リン トア ウ トし,同 時に1ボ ール単 位の所 に チ ェ ック印が つ くよ う

にな ってい る。

従 って,オ ー ダー ピッキ ング係 は スルー ラ ックに沿 って流れ てい るベル トコ ンベ アに特

製 の品揃 え用 箱 をおい て,そ の 中に得 意先1軒 つつ,出 荷 指図書 の順 に商品 を とって入 れ

てい けば よい。 ベル トコ ンベ アを流 れ た箱 は最終 的に出荷場 に着 く。 ここでは包装係 が待

って お り,出 荷 指 図書 に指示 された3種 の うちのいず れかの ダ ンボ ール箱 を組 み たて,こ

の中 に商品 をいれ てい く。 さい ごに この ダンボール箱 に伝票 をは りつ けて,ト ラ ックに よ

る出荷 に移 るわ けであ る。

これ と同様 な作業 が 「資生堂」 で もな されて い る。 資生 堂 は化粧 品 の制度 品 メー カーで

あ るため,多 くの場 合 に工 場か ら直接,チ ェー ン小売店 へ出荷 す る。 しか し,チ ェー ン小
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売店 は町 の一般小 売店 であ るため,一 般 に注文 の単位 は少 い。 また,資 生堂 の化粧 品 の種

類 は きわめて多 いた め,そ して,頻 度 の高 い 消費 の され方 をす る商 品 が少 い ため,殆 ん ど

の場 合,出 荷 は ケース単 位 でな くバ ラ商 品 のつ めあわせ とな る。

資生堂 の工場 の受注 係 は注文 を うけ ると,こ れ をパ ンチ カー ドに し,コ ン ピュー タに イ

ンフ.ッ トす る。 コン ピュー タか らは品揃 え指 図書 が 作 ら れ る。 さて品揃 え作業 は作業場

にベ ル トコ ンベ アを流 し,そ の両側 に事前 に今月 の出荷 のた めに準 備 された商 品 をつ みあ

げ,そ れ ぞれ の商品毎 に1な い し2品 種の商 品 を担 当す るパ ー トタイ マーの女性 がつ いて

い る。

コ ン ビ。ユー タに指示 され た規 格 め ダンボー ル箱 に品揃 え指 図書 が入 れ られ,ベ ル トコン

ベ アを流 れて くる。担 当者 は ダンボール箱が 自分 の前に くると指 図書 をみて,担 当す る商

品が書 いて あ る とその数 だ けの品 を箱 に入れ る。

ラブ リーの場合 と異 るの は,商 品 を ダンボ ール箱 にい れてい く担 当者 が どこまで を どの

ダンボ ールにいれ るか とい うこ とを品揃 え指 図書 をみ て判 断す る必 要 のない こ とで あ る。

ダ ンボ ール箱1カ つつ1枚 の品揃 え指 図書 を うち出 して しま うため,そ して指定 され た ダ

ンボー ル箱 は前 もって準備 され て しま うため,ベ ル トコ ンベ アの流 れ の申で順 に指 示 され

た数 だ けの担 当の商 品 をい れてい けば よい ので あ る。

D.自 動化倉庫 の採用 のため

近年,高 層 ラ ック倉庫 に ス タ ッカー・ク レー ンを組 み あわせ た倉庫 が出始 め てい る。 これ

は コン ビ.ユ一夕管理 にす るこ とによ って,完 全無人 自動化倉 庫 にな る。 しか し,生 産財 メ

ー カーの工場 倉庫 以外 では コン ピュー タ管理 を してい る所 は ない。 大半 は ス タ ッカー ・ク・

レー ンに人 間 を乗せ,マ ニ ュアルで作業 を行 った り,制 御 盤の キ ーを人 間が押 す こ とに よ

って作業 を行 って い る。

東大 阪市 にあ る 「住 友倉庫 」 の東 大阪流通 セ ンターは その1部 を高層 ラ ック層 とし,繊

維 を主 に扱 って い るが,こ れ らの商 品 では数 少 い コン ピュー タ管 理の例 として注 目 されて

い る。

ラッ クの各 セ クシ ョン側 は ア ドレスが きめ られ てい る。商 品が入 荷 して くる と,コ ン ビ
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ユー タに入 荷 イ ンプ ッ トす る。 コン ピュー タは ラックの空 いてい る場所 をみつ けて,そ こ

へ格納 指示 し,そ れ を記 憶す る。 出荷 は さん孔 タイプで伝票 を作 り,同 時 に作 られ た紙 テ

ープを コ ン ピュー タに イ ンプ ッ トす るこ とに よ って な され る。 この コン ピュー タに指示 さ

れた ス タ ッカー ・クレーンは ラ ック内 を移動 し,ラ ック内 のパ レ ッ トを持 ち出 して くる。

その パ レ ッ トを フ ォー ク リフ トで運 び,必 要 な量 の商 品 を と り出す。 その後 ,こ の パ レッ

トは再 び ス タ ッカー ・ク レー ンで元 の場 所 へ戻 され るが,商 品が残 ってい る場合 は,コ ン

ビ.ユ一 夕で在庫 引 き落 と しが な され,次 の 出荷 を待 つ。 商品 がな くなれば更新 され,空 の

場所 として,コ ン ピュータが記憶 してい る。

ただ,こ の場合,1回1回 パ レ ッ トの商 品 を全 て品揃 え場所 まで出 して しま うため,作

業工 程 と時間が多 くな って しま う。 パ レ ッ ト毎 の出荷 とな らね ば,な かな か,こ うした シ

ステ ムの効 果 は発揮 で きない。

E.商 物分離 の物流 システムを作 るため

系列 化流通政 策 を進 めて い こ うとい うメー カーの物流 システ ムに とって,コ ン ピュータ

の機能 は必須 の ものであ る。 それ は,ま ず 自社 系列 の卸売業の販売機 能 を充分発揮 させ る

た め,物 流 を切 り離 し,メ ー カー主導 で物流 を行 ってい くとい う商 物分離 が な され るか ら

であ る。

「三菱 電機」 で は 自社 の家電関 係の卸 売業 を販社 化 してい る。 そして,こ の販社 数社 に

つ き,1つ の流通 セ ンターを共 同配 送 セ ン ター として設 置 しつつ あ る。 この配 送 セ ン ター

は販 社何 社分 かの商品 を保管 し,一 括 して販社 の得 意先 であ る小売店へ 配送 しよ うとい う

もので あ る。小売 店か ら販社 へ入 った注文 は オ ンライ ン端 末に うちこまれ る。 これは全 て

三菱電 機 の コン ピュー タセ ンターに結 びついて お り,コ ン ピュー タセン ターは その小売店

の信用 チ ェ ックをす ませ,そ の小売店 に最 も近 い配送 セ ンターに対 し,こ れ もオ ンライ ン

で 出荷 指 図 をす る とい うもので あ る。 もし,そ の配送 セ ンターに在庫が な い場 合 は,他 の

配送 セ ンターを選 んで出荷指 図 をす る。 同時に販社 へ も注文 を処 理 し出荷 に移 った とい う層

こ とを うち出 してや る。 この結 果,注 文 を受 けてか らまたた く間に品揃 えに うつれ るわ け

であ る。 これ はまだ,や っ と実施 に手 をつ けた段 階で あ る。
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これ もまだ計画 中の もので あ るが,「 ライオ ン歯磨 」 も同様 な システ ム計画 を もって い

る。 ラィォ ンの場合 は販社 で な く,特 約卸売業 であ るが,ラ イオ ン側 で流 通 セ ンターを都

市 の要所 に何 ヵ所 か設置 し,各 卸売業 は端末機 を もって いて,こ れか らライオ ンの コン ピ

ュ ータ ・セ ンター とオ ンライ ンで結 びつい てい る。

各卸売業 か らライオ ンへ の発注 は端 末へ の イ ンプ ッ トで行 われ る。 ラ イオンの コン ピュ

ー タ ・セ ンターは それ を受 け る と,流 通 セ ンターへ 出荷指 図 をして,直 接,小 売店 または

時 には卸売業 の倉庫 へ商品 を届 け る とい うものであ る。

コン ピュータが単 に受注処 理,出 荷指 図だ けでな く,信 用 チ ェ ック,各 種帳 票 の作成,

そ して工 場 とオン ライ ンで結 びつ いて生産管 理 まで行 な って い る。 コ ン ピュー タに よ る物

流管理 シス テムは今後,急 速 に実現 化 されてい くと思 われ る。

8.日 本 郵船 の総 合 輸 送 管 理 シス テ ム

A.サ ブ,シ ス テ ムの積 み上 げ

日本郵船株 式会社 は,長 期 計画 に基 づいて企業経 営 の トー タル ・シス テム化 に取 り組 ん

で い る。企業 の利潤確 保 とい う目標 に そ って,個 々の サ ブ ・シス テムを積 み重 ね,早 けれ

ば1974年 に も,こ れ らを統合 した経 営情報 システ ム としての 「総合 輸送管理 シス テム」 を

確 立 す る方針 で ある。 同社 が,"サ ブ ・シス テ ムの積 み上 げ によ る漸 進 的な接近"を め ざ

してい るのは,わ が国(す なわ ち 日本 郵船)の 経営体 質が,ロ ア→ ミ ドル→ トップ とい

う,い わ ゆ るボ トム ・ア ップ型 に な って お り,意 思 決定 の積 み上 げが現実 に行 なわれ てい

るか らで ある。 同社 で は,「 コ ンピュー タ高 度利用 推進策 」 を基礎 に,現 業 部 門に密着 し

た サ ブ ・シス テムを実現可 能 な ところか ら順 次開発,実 用化 してい る。 事後 処理 的性格 が

強 い 「基本 システ ム」 とその サブ ・システ ム としてめ 「コンテナ輸 送 システム」 を例 に と

り,両 者 の オペ レー シ 。ナル情報 処理 機能 を紹介 す る。
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総合輸送管理 システム

1 1

サブ ・システム

(船舶運航管理) 基 本 システム

サブ ・システム

(営業活動促進)連携システム 連携 システム

↑ ↑ ↑ ↑

}
コ ン ピ ュ ー タ

一一

プログラム

開 発

予 測

シ ス テ ム

デ ー タ

バ ン ク

情 報

フ ァ イ ル
船 舶 動 静

※

※…… コンテナ輸送 システムなど

5-1-16図 日本郵船の トータル ・システム概念図(計 画)

B.基 本 シス テ ム

a)社 内 デー タを 整備

同社 の事 務機械 化 の第1歩 は,1960年 のPCS(パ ンチ ・カー ド ・システ ム)導 入 に始 ま

る。 同時に,常 務会 直属 の 「業務合理 化研究委 員会」(部 長 で構 成)で コ ンピュー タ導入,

利 用計 画 の策定 にあ た った。 まず,採 算性 を重視 す る との基 本方針 を決め,経 営管理部 門

(常務 会 と部 長会)の 意 思決定 に役立 つ基礎 資料(航 海収 支採算 の多角的分析)を 迅速,

正確 に提供 す るこ とを 目標 に,コ ンピュータ利用 に踏 み切 る ことに した。計 画 の検 討 を始

めてか ら7年 後 の1967年 に,経 営 の基本 とな る運 賃収 入,運 航 費,船 費,店 費,そ の他 の

諸 経費 の経理事 務処理 の コン ピュー タ化が一応完 成 した。

これは,月 次の収 支要約 表 をは じめ,期 末 の決算報 告書,運 航 船舶 の航 路別,部 門別,
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各船別 の航 海 収支採算 実績表,営 業 統計,そ のほか 開発銀行 や運輸省 へ提 出す る報告書 な

ど,各 種 の経営 管理的基 礎 資料 を コ ンピュー タで一元 的 に処 理 す る仕組 みで あ る。 この シ

ステ ムが実 働 した ことで,各 部門 の省力効 果が 目に見 えて上 が って きた。 コ ンピュー タ化

した部 門で は,過 去5年 間 で2～3倍 に膨張 した業 務量 を人員 をふ や さず に消化 し,女 子

の起 用 な どに よ る人 件費低 減 に成 功 した。一 方,業 務 部門へ の配置転 換 も初 めて実現 で き

た。 この結果,コ ン ピュー タ導入 効果 が費用対 策効果 とい う計 数化 で きる形 で確認 され た。

b)シ ステム の概要

この シス テムは3・5世 代 の大 型 コン ピュー ターIBM370モ デル155を 使用 す る もの

で,本 社 をは じめ,全 世界 の支店,代 理店 の会計 帳票類 をすべ て本社 に集 中処理 す る会計

業務 が仕事量 の約55%を 占め てい る。会計業 務 の中味 は,運 賃 収入 な ど営業 関係業務 ,購

買関係 業務,損 益計 算業務,総 勘定 元帳関 係業務 な どが中心。 これ らの業務 を1個 の ジ ョ

フ ・システ ムと して処理 し,ト ー タル化 して財務 決算 システ ムを形 づ くってい る
。 た とえ

ば,毎 月 の経 常利 益算 出 までの月次 決算 システ ムの ア ウ トプ ッ ト数値 が その ま ま決算 数値

に なる。基 本 システ ムの機能 を列挙 す る と,お よ そ次 の よ うにな る。

① 航海収 支実績 の算 出

(イ腰 約 表,収 支総表 作成

㈲航路 別経費 明細表

◎各船 別経費 明細表

{二)チャー ター ・ベー ス計算(運 航採 算)

② 営 業統 計(実 績)(輸 出入,3国 間,メ ール諸 統計,営 業台 帳の作成)

③ 外部報 告資料

④ 経理関 係業務

{イ)運賃(収 入面)(運 賃 勘定処理(未 収分 も含 む),フ レー ト・リス ト作成 ,運

賃諸統 計)

㈲収支 勘定(支 出面)(勘 定 の記帳,整 理,統 計類 の作成)

内損益財 務動 向の分析

⑤ コス ト分 析



294第5部 コンピュータ適用業務の具体例

(イ)運航費(荷 物費,港 費,荷 物代 金,運 航雑 費,燃 料費)

回 船費(船 員費,修 繕 費,船 用 品費,潤 滑油費)

⇔ 一般管理 費(店 費分析,予 算 管理 資料 の作成)

この ほか,固 定 資産 ・財 務,燃 料油 の分析,給 与計算,人 事 ・労務,厚 生 関係 の業 務の

処理 は ジ 。プ ・システ ムと しては独立 した 「基本 システ ムの連携 システ ム」 で行 な う。

(5-1-17図 参照)

c)考 え方 と問題 点

基本 システ ムの運用 は必ず しも,す べ て コ ンピュータで処理 してい くこ とが眼 目ではな

く,あ くまで経 営路線 の ひ とつ として捉 え るが,シ ステ ム設 計の立 場か らは,で きるか ぎ

り機械 的諸条 件 を中心 として検討,改 善 を図 ってい る。 一方,こ の基 本 システ ムは会 計,

販 売 な どの集計 報告 業務が主 体 で,い わ ゆ る事後処 理,内 部 情報 の整 理機能 に とどま ってい

る。 ミ ドル以下 に とって は有効 だが,業 界 動向,景 気,貿 易事 情な ど トップに必要 な情 報が

は い らない う らみ があ る。 この点 を解決 す るため,同 社 では企 業 内情報 セ ン ター機能 の確

立 を急 いで い る。 海運 業界 とその関連 業界 が コー ド,帳 票類 の規格 を統一 した ことで輸 出

入 統計 な ど外部 デー タが収 集 しやす くな った。国 際的 に も統一 の方 向 で動 き始 めてい る。

この ほか,デ ー タ通信 システ ムの本格 利用,デ ィス プ レーの導 入 も具 体化 が進 ん でい る。

C.コ ン テナ輸 送 シ ステ ム

輸送 の システム化

コ ンテナ輸送 は,世 界的規模 で戸 口か ら戸 口へー 一 とい う総合物 流 システ ムであ る。 し

たが って,受 注処理,荷 役,倉 庫,輸 送,在 庫管 理,顧 客 サー ビスを一貫 して行 な うに は

陸海 空の輸送 機関 だ けでな く,倉 庫,港 湾 な ど も含 めた システ ム化 が必須 条件 であ る。物

流 に伴 う情報 処理 も当然世 界的 な規模 で進 め る必要が あ る。 日本郵 船 は コ ンテナ専用船 を

加 州 航路 をは じめ,豪 州航 路,シ ア トル ・バ ン ク ー バ ー航 路,欧 州航路 の4航 路に配船

してお り,近 くニ ュー ヨーク(1972年8月 の予 定),南 欧地中海 に も拡大 す る計画で あ る。

専用 船 はい まの ところ,「 鎌倉丸 」 をは じめ として6隻 であ る が,近 々 さ らに3隻 が就航
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す る予定。 コ ンテナの数 もこと し中には2万 個 にな り,73年 中に は3万 個 に達す る。

コ ンテナ1個 を戸 口か ら戸 口まで届 け るの に,実 に数10種 類 の書類 ・伝票 が必要 で あ る。

このため同社 では,コ ンテ ナ部 門開設 と同時 にIBM360モ デル40を2台 導 入,世 界 に先

が けて デー タ通信 システ ムに よ る情報処理 に踏 み切 った。近 い将来,デ ィスプ レーを使 っ

た顧 客 サー ビスの強 化 を実 施 す る予定 で あ る。輸送面 で も,港 湾 では三菱 倉庫 と共 同 出資

の 日本 コンテナ ・ター ミナル,ト ラ ック輸送 で は 日本通運 と共 同出資 の 日本 コ ンテナ輸 送

をそれ ぞれ設 立 して,万 全 の体 制 を整 えてい る。

内 地

(支出而) (収入而)

内 ・外地

各部門よ りの

操業 データ

(現業活動)

1諸経 費 の 分 析

(コ ス ト分 析

全 社

各1門

IBM360/40(2セ ッF)

IBM370/155(1セ ッ ト)

船舶 の動II】1}

デ ー タ

5-1-17図 基 本 システム体系図表
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9.カ ル ピス食 品工業 と日本通運 の物流処理一体化

A.情 報提携

家庭 用乳酸 飲料 の大 手 メー カーで あ るカル ピス食 品工 業株式 会社 は,全 商品 の出荷 ,配

送,納 品,在 庫 管理業 務 と,そ れに伴 う一連 の情報処理 業務 をす べて 日本 通運 に委託 し,

物 流面 の合理化 に効果 をあ げて い る。 この システ ムは,日 本 通運 の全国 的な情報処理 ネ ッ

トワー ク と,カ ル ピス食 品工業 の通信 ネ ッ トワー クを結 び つけ,全 商 品 の物 流関連情報 を

や りと りす る仕組 みで,カ ル ピス食品工 業 としては,煩 雑 で膨大 な事 務処理 を必要 とす る

物 流業務 か ら解放 され,生 産活 動 をは じめ,マ ーケ ッテ ィン グ,セ ール ス ・プ ロモー シ ョ

ンに専念 で きるよ うに な った。両 社 の情 報処理 ネ ッ トワー クの相 互乗 り入れ ば
,情 報処理

を軸 とす る1種 の業 務提携 として位置付 け ることが で き,も ちろん わが国産業界 で は初 め

て の試 み であ る。 いわ ば情報提携 とい う,シ ス テム化時代 の新 しい経営 戦術 とい えよ う
。

B.荷 物元請 け契約

カル ピス食 品工業 の主 力製 品 は乳酸菌飲料 の 「カル ピス」 で あ る。 神奈川 県相模原 と岡

山県下 に工場 があ り,1971年 は1,534万 ケー ス(1ケ ー スは ビールびん大 の12本 入 り)を

生 産,販 売 した。 「カル ピス」 は大 正時代 に商品化 され て以来,50年 以 上 の歴 史 を持 ち,

製造 方法 は開発 当時 と同 じや り方 だ とい う。商 品 としての性格 は,都 市 消費型 で あ り,特

定 の季 節 に需要 が集 中す る傾 向が あ る。 販売実 績 の うち,5～8月 の4ヵ 月 間で全体 の約

60%を 占め る夏型 の商品 で あ る。 このた め同社 で は,秋 か ら,次 の夏用 の生産 を開始 して

ス トックしてお くこ とに して い る。

「カル ピス」 はびん詰 め商品 だ けに輸 送業務 が最大 の難点 で,以 前 は ,中 小の トラ ック

輸送 業者 をや とって,配 送 を委 託 してい た。 出荷量が増大 す るにつ れて,傭 車 管理や短 時
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間の輸送 が次第 に むずか し くな ると と もに,輸 送 に伴 う事 務処理 もふ え,人 手 では さば き

きれな くな って来 た。 そ こで,日 本 通運 の全 国的 な輸 送網 を利用 す る方針 を決 め,東 京地

区 か ら順次業 務 を委 託す るこ とに した。1969年4月 に,日 本 通運 が全国 ネ ッ トの デー タ通

信 システ ムを導入,運 用 を開始 した ため,商 品 の配送 だ けでな く,物 流情報 の処理 まで委

託 す る方 向に進ん で きた。1970年1月 に関東 ・甲信越,1970年4月 大阪 と規模 を拡 げ,

1971年5月 に全 国 をカバーす る包括 的 な荷 物元請 け契 約 を結 んだ。

カル ピス食 品工業 に は工場 の 自社 倉庫以 外,集 積,配 送 セ ン ターはな い。工 場 の倉 庫か

ら,全 国約100の 特 約店,約13万 軒 の末端 小売 り店 まで 日本通運 が送 り届 けてい るわ けで

あ る。1972年5月 に も,群 馬県 ・館 林 に主 力工場 が完成,i操 業 を開始 す る予 定だが,こ の

工場 の生 産分 もすべ て 日本通運 が輸送 を担 当す るこ とにな ってい る。 ただ,カ ル ピス食 品

工 業 は最 大 の企 業機密 ともい える営業 状況 の一部 始終 を 日本通運 側 に さ らけ出す こ とにな

るの で,契 約 には万一 の場合 を考 え,秘 密厳 守 を はっ き り規定 してあ る。

C.シ ス テ ム と デ ー タ の 流 れ

日本 通 運は,東 京本社 の オ ンライ ン ・セ ンター に設 置 した大 型 コン ピュー タ(FACOM

230モ デル50)と,全 国約100の ス トック ・ポイ ン ト(集 配 施設)に 設置 した200台 以上 の

端末機 を通 信回線 で結 び,輸 送業務 に伴 って発 生す る情 報 を一元 的 に処 理 してい る。 い わ

ゆ るメ ッセージ ・ス イ ッチン グが中心 で,一 部 デー タ処 理 であ る。一方,カ ル ピス食 品工

業 は東 京 ・恵比寿 の本社 にバ ッチ中心の 中型 コン ピュー タIBM360モ デル30を 据 え,大

阪 営i業所,相 模原,岡 山両工場 は テ レックス回線 で結 ん でい る。 これ ら2つ の通信 ネ ッ ト

ワークを直 接結合 す れば効 果的 だが,通 信回線 の利用 が全面 的に 自由化 されて い な い こ

と,直 結 す る うえで両 システ ムに技 術的 な問題 点が あ るこ と一 一 な どか ら,い まの ところ

一 応電 気 的に は切 り離 した形 にな って い る。

日本 通運 では カル ピス食 品工業 の各営業 所 に 「日通分 室」 を設 け,デ ー タ通 信 システ ム

の端末機 を置 い てい る。 デー タは紙 テー プを仲介 に して,両 システ ムにつ なが ってい るわ

けで,事 実上 相互乗 り入 れば完 成 してい るといえ る。

受注 か ら,出 荷,配 送,納 品,在 庫 管理 まで,一 連 の物流情報 の流 れ は次 の手1頂で処理
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され てい る。 カル ピス食 品工業 の営業担 当者 が大阪地 区で受注 した場 合 を例 に と ると,ま

ず同社 大阪営 業所 は受 注伝票 をマー ク ・カー ドに マー クし,こ れ をOMR(Opti(;alMark

Reader)で 読 み取 って紙 テープをつ くる。 これ を東京 の本社 に伝送 してIBM360モ デル

30に か け,磁 気 テープに収録す る と同時 に,輸 送依頼 書の かわ りに紙 テープの形 で 「日通

東京 分室 」 に手 渡す。 ここまでが カル ピス食 品工業 の受 け持 ちで あ る。 なお,大 阪営業所

には,カ ル ピスの テ レタイプに よって販売伝票 が返信 され る。

日通 東京分室 は直 ちに端末機 で,こ の輸送 依頼情報 を 日通の オ ンライ ン ・セ ンターに送

る。 同 セ ンターは担 当の ス トック ・ポ イン トに指 示 を出 し,ス ドック ・ポイ ン トで は,納

品書,運 賃 請求書 な ど数放 つづ りの伝票 を同時 に作成 して客先 に商 品 を配 達す る。

これ とは逆 に,カ ル ピス食品工 業 が工 場倉庫 か ら日本 通運 の ス トック ・ポイ ン トに商 品

を送 る場 合 は,工 場が 出 した発送 通知 を本社 が受 け,紙 テー プ化 した積 送依頼 書 を 日通分

室 に手 渡す。 同分室 では,こ の情報 をオ ンライ ン ・セ ンターに送 り,磁 気 テープに入れ る

と同時 に,担 当の ス トック ・ポイ ン トに積 送情報 を伝送 す る。 これに よ りス トック ・ポイ

ン トで はあ らか じめ必要量 の入庫 を知 るこ とが で きる。

日本 通運 は,各 ス トック ・ポイ ン トごとの在庫 状況 を,オ ンライ ン ・セ ンターの磁気 テ

ー プ情報 を もとに,1日 単 位 にま とめては じ き出 し,各 ス トック ・ポイ ン トに在 庫 日報 を

伝 送す ると同時 に,同 じ もの を 日通分室 を通 じて カル ピス側 に報 告す る。

D.4つ の メ リ ッ ト

日本 通運 は大規模 な オ ンライ ン情報処理 ネ ッ トワー クに よって,在 庫管 理 を含 む カノヒピ

ス食 品工業 の物流 情報 をほ とん ど一手 に処理 し,そ れに基 づい て商品 も日通 が輸 送す るの

で,カ ル ピス側 は物流業務 に直接 タッチしな くて済 んでい る。 この結果,目 に見 えない も

の も含 め,か な りの メ リッ トが 浮 び上 が って きてい る。 まず第1に,デ ー タの内容 の精度

が著 し く向上 した こ とであ る。 旧来 の電 話 での や りと りでは,聞 き違 いな ど初歩 的 な ミス

が 目立 ってい たが,コ ンピュー タの おか げで誤 情報 がほぼ一掃 され た。

第2に,配 達 の ス ピー ド ・ア ップに よ って,客 先 へ のサー ビスが 良 くな った こ と で あ

.る。 在庫 管理 のおか げで,各 ス トック ・ポ イ ン トは常 に適正 な在庫 状態 に保 たれ てい る。
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品切 れ とい う事 態 もな くな り,客 先へ の配送 業務 も短時 間で片 づ け られ るよ うにな った。

第3に,販 売政 策,生 産 計画 に もこの情報 が役立 って い るこ とで ある。5～8月 の4カ

月 間に全体 の約60%を 販売 す る こ とが ほぼ経験 的 にわか ってい るので,月 単位 の販 売,在

庫 状 況か らみて,現 段階 で どれ く らい製造 してお けばよい か予 測 で きるわ けであ る。

第4に,省 力効果 が きわめて大 きい点 であ る。 カル ピス食品 工業が コ ンピュー タを導 入

したね らい のひ とつは人員増 の抑制 に あ る。 あ りきた りの使 い方 では イ ンフ。ッ ト量が ふ え

るだ けなので,OMRを 利用す るな どで省力効 果 を上 げ る一 方,日 本通運 への委託 戦術 で

人員 増 を食 い止 めてい る。 もちろん,こ の間,年 率20%台 の売 り上 げ増 を達成 してい る。

逆 に,日 本 通運 の側 に とって もメ リッ トは大 きい。 膨大 な 伝票 の 作成,チ ェ ック,配

送,回 収 な ど面倒 な事 務処理 が一元 化 で き,ス ピー ド・ア ップす るので,サ ー ビスが向上

し,省 力効果 も出 て くる。 それ以上 に,有 力 な顧 客 を長 期 にわ た って確 保 で きるこ とが最

大 の利 点 とい え る。 日本通運 で は,カ ル ピス食 品工業 との シス テ ム一体 化路線 が順調 に動

い てい るため,こ の種 の サー ビスを さ らに拡 大 してい くこ とに してい る。 す でに,ビ ール

会社 と契 約 して一部 サ ー ビスを始 めてい るが,ま だ カル ピス食 品工業 の例 ほ ど本格 的 な も

ので ない。 全 国的 な規模 で,か な りの量 が まとま って販 売 され てい る単一 の商品 の場 合,

この方 式は威力 を発揮 す るこ とが は っ きり証 明 さ れ た の で,清 涼 飲料,調 味料,家 電製

品,建 材 な どの業界 との間に も拡 が る可能 性 が強 い。
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電 々公 社 の デー タ通 信 シス テ ム

10.電 々会 社 の デ ー タ通 信 サ ー ビス

A.は じめ に

1971年9月1日 現在,わ が国 におい て稼動 してい るデー タ通 信 システ ム数 は,270シ ス

テ ムに達 して い る。 この内訳 は,

① 日本電 信電話 公社 が提 供 す る特定 通信回線 を利 用 した民 間企 業 な どの 自営 に よ るデ

ー タ通信 シス テムカこ,237シ ステム。

② 通信 回線 も自企業私設 の もの を利用 した民 間企業 な どの 自営 によ るデー タ通 信 シス

テ ムが,21シ ス テムo

③ 電 々公社 が直 営 サー ビス として提供 して い るデー タ通信 システムが,12シ ス テム。

で あ る。 す なわ ち,③ の電 々公社直営 サー ビス としての デー タ通信 システ ムは,シ ス テ ム

数 比 でみれ ば,全 体 の4・4%で ある。 な お その後1シ ステ ムを加 え,1971年12月 末現 在で

は13シ ステ ム とな った。

電 々公社 が提供 す るデー タ通信 サー ビスには,

{1|電 々公社が あ らか じめ処 理業務 内容 を定 めて,シ ス テムを計画,設 計,建 設 し,希

望 す るユーザ にその システ ム ・サー ビスを供 す る もの,つ ま り不特定 の一般利 用者 を対

象 とした レデ ィ ・メー ドの サ ー ビスが あ り,こ れに は現在,科 学技 術計算 サ ー ビス,販

売 在庫 管理 サ ー ビス,電 話 計算 サー ビスの3種 があ る。

(2)他 の1つ には,特 定 のユ ーザか らの要望 を受 け て,そ の希望 す る業務処 理 シス テ ム

を,同 公社 が設 計,建 設,保 守す るオー ダ ・メー ドの サー ビスが あ り,こ れに は,運 輸

省 の 自動車登録 検査 システ ム,全 国 地方銀行協 会 の為替通 信 システ ムな どが ある。

5-1-2表 に示 す よ うに,現 在 稼動 して い る13シ ス テムの内訳 は,前 者(1)に 属 す る システ



第1章 わが国における適用業務の具体例301

ム が6シ ス テ ム,後 者(2)に 属 す る シ ス テ ムが7シ ス テ ムで あ る
。

5-1-2表 稼動 中の公社直営 システム

(1971.12現 在)

'

システム名 対象業務 センタ機種 セ ン タ
設置場所 回線種類

サー ビス開始

年 月

豆
利
用

者 サ

向1

け ビ
のス

科 学 技 術 計 算 同 左
J3050×2 東 京

100b/s

200b/s

『
1971.3

J3050×2 大 阪 1971.6

販 売 在 庫 管 理 同 左
J2060×2 東 京 1970.9

.J2060×2 大 阪 1971.1

電 話 計 算 同 左
J3050×2 東 京 1970.9

J3050×2 大 阪 1971.3

特
定
利
用
者
のサ
た1
めビ
のス

全国地方銀行協会 為替業務 J2050×2 東 京 200b/s 1968.10

群 馬 銀 行 為替業務 J2030×1 前 橋 200b/s 1968.8

運 輸 省 自動車登録
検 査 業 務 J3050×2 東 京 1,200b/s 1970.3

静 岡 銀 行 為替業務 J2030×1 清 水 200b/s 1970.9

北 海 道 銀 行 預金業務 J3035×2 札 幌 1,200b/s 1971.7

近 畿 相互 銀 行 預金,貸 付 J3050×2 大 阪 1,200b/s 1971.7

千 葉 銀 行 為替業務 J2035×2 二F葉 1,200b/s 1971.10

注 この ほか万国博覧会管理運営 システムを,1970年3月 か ら9月 までの会期中実施 した。

以下,同 公社 直営 の サー ビスにつ いて,シ ステ ムの種類 別に,そ の特長 や利用状 況 な ど

を概観 してみよ う。

B.科 学技術計算 システム(シ ステ ムの愛称はDEMOS)

a)シ ス テムの 特長

DEMOS(DENDENMULTIACCESSON-LINESYSTEM)は ,機 械設計 計算,建 築

構造計 算,橋 梁計算 な どの技 術計算 や,LP,PERT,シ ミュレー シ.ン な どの経営科学 計

算 を,オ ン ライ ンで処 理す るわが国最初 の本格 的 な商用 タイム シ ェア リング ・システ ムで

あ る。 この シス テムは,最 大 同時接続可 能端末 数が150,平 均 応答時 間が2秒 で,JIS7,000
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レベルのFORTRANや,約140の ライブ ラ リーが使 用 で きる世 界 的水準 の システ ムで あ

る。

処理 方法 と しては,端 末 装置か らデー タ等 を入 力 して,即 座 に回答 を出力 させ る リアル

タイ ム処理 と,後 刻一 括 して回答 を出力 させ る リモー ト・バ ッチ処 理 との2つ が あ り,ユ

ー ザーは その都 度 コマ ン ドに よって,い ず れか を任意 に選 択で きる。
、

b)利 用の現状

1971年12月 現在 にお け る利用状 況 を,5一 仁3表 に示 して あ る。 この時点 での セ ンタ設置

場 所 は,東 京 と大 阪のみ であ るが,1972年 夏頃 に名古屋 の セ ンタが稼動 開始す る予定 であ

る。

5-1-3表DEMOSの 利用状況

只 東 京 大 阪 名 古 屋 合 計1

サービス蹴 年∋ 1971.3 1971.6

利の
用 も
中の

申 をて も
込 ういの

み ける

ユ ー ザ 数 67 27 0 94

端 末 川 74 31 0 105

一 ザ⇒ 30 40 20 90

端 末 川 40 40 20 100

ユーザ を業種別 に み る と,建 設業63%,製 造 業22% ,サ ー ビス業7%の 順 にな ってい

る。 ライブ ラ リーの利用 者 は,建 設 業の加 入者 が多い ため,骨 組応 用解析,骨 組 振動解析

な どの建築1橋 梁 計算用 ライ ブラ リーが最 もよ く利用 され てい るが,シ ミュレーシ ョン,

予 測 傾向分析,基 礎 統計量 な どの経営科 学計算 用 ライブ ラ リーの利用者 も多 い。 な お,1

端 末 当 りの平 均接 続時 間は,1日 約90分 とな って い る。

DEMOSを 使 用 してい るユー ザーの評判 は,

① ライ ブラ リーの利 用 に よ り,設 計期 間が大 幅に短縮 で きた。

② デバ ッギ ングの際 の指示 内容が ていね いで,し か もカナ文字 で表示 され るの で,プ

ログラムの作成が容 易で あ る。

③ 計算 精度 が きわめて高 い。
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④ オープ ン ・シス テム として使 え る の で,社 内の広 い層 に コ ンピュー タを使 わせ ら

れ,ま た 自社の コン ピュー タ使用 と効果 的 に組 合 せ て使 える
。

な どの意見 が多 く好 評 であ るが,一 方

⑤ 伝送速 度の速 い ものが ほ しい。

⑥ ター ミナルの騒 音 を少 くしてほ しい。

な どの要望 もあ る。

c)今 後 の動 向

電 々公社 で は,ハ ー ド ・ソ フ トの標準化 と,シ ス テムの経 済化 をね らいに した デー タ通

信用 の超大型 コ ンピュー タの開発 を,DIPS(DENDENKOSHA】NFORMATIONPRO .

CESSINGSYSTEM)計 画 と して推 進 中であ る
。本 年度 中 には商用1号 機 を完成 させ,ま

ず科 学技 術計算 用 に導 入す る予定 とな ってい る。

DIPSを 使 用す る科 学技術 計算 システ ムを
,同 公社 では拡張型(EXTENDED)と して

DEMOS-Eと 呼んで お り・1973年 度 に東京 でサ ー ビスが開始 され る予 定 であ る。

DEMOS-Eは ・現 方式 の システ ムに くらべ ,演 算 速度 や記 憶容量 が飛躍 的 に向上 す るほ

か・使用言 語 につい てはCOBOLやPL/1が 加 わ り,50b/sか ら48kb/sま でのCRT

デ ィス プレイを含 む各種 の端 末機器 な どが 接続 で きる通 信制御装 置 が準 備 され る
。ま た ラ

イブ ラ リーの大 幅な拡 充 も予定 され てい る。

C・ 販 売 在 庫管 理 シス テ ム(シ ス テ ムの愛称 名 はDRESS)

a)ジ ステ ムの 特長

DRESS(DENDENREAL-TIMESALES・MANAGEMENTSYSTEM)は
,主 に中小

企 業 な ど独 自で コン ピュー タを導 入す るこ とがむず か しいユ ーザを対 象 に した共 同利用 シ

ステ ムであ る。

ユ ーザが,日 々発生 す る売上 げ,仕 入れ,入 出庫 な どの情報 を入 力 し,各 種 の伝 票類 や

管理 資料 を 自動的 に作成 させ,ま た その入力 によ って,各 種台帳 フ ァイルの 内容 が常 に最

新 の もの に維 持 され る。 この分野 にお け る各企業 の経 営者 に とって ,最 新 の デー タに もと
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つ いた ダイ ナ ミックで,よ り経 済的 ・合理 的な経 営 を可能 にす る システ ム として期 待 され

てい る。

b)利 用 の現状

1971年12月 末現 在 の利用状 況 を5-1-4表 に示 してあ る。 なお名古屋 セ ンターは1971年 度

末項 に稼動 開始 の予 定で あ る。

5_1_4表DRESSの 利 用状 況

㌫ 一くご 東 京 大 阪 名 古 屋 合 計

サー ビス 開 始 年 月 1970.9 1971.1

利の
用 も
中の

申をて も

込 ういの
みける

ユ ー ザ 数 27 21 0 48

端 末 数 103 96 0 199

z－ ザ 数1 60 60 60

端 末 ⇒ 230 180 150

18Ll
5601

ユ ーザの業種別 内訳 は,卸 売業 が全体 の56%を 占 め,製 造業38%と あ わせて,こ の2業

種 が圧倒 的 に多い。 ユー ザの資本 金分布 は,全 体の80%が1億 円未 満で,そ の平均 資本金

額 は,卸 売業 約3,000万 円,製 造業 約8,000万 円であ る。 また平 均従 業員 数か らみ ると,卸

売 業約90人,製 造業 約300人 とな って い る。

日常の業 務処理 の ほか,ユ ーザが よ く利 用 してい る管理 資料 は,担 当者 別売上 日報,商

品別 在庫一 覧表,商 品別売上管 理月報,得 意 先別 ・商 品別売上管 理月報,仕 入先別仕入管

理月 報 な どで あ る。 なお,1端 末 当 りの平 均接続 時 間は,1日 約4時 間であ る。

利 用 して い る評判 は概 して好 評 で,

① 省力化 が はか れた。

② 事務処 理 の迅 速化,正 確化 が実現 され,と くに経済 的な在庫管 理が行 えるよ うにな

った。

③ 管理 資料 の早期入 手に よ って,経 営判 断に大 いに役 立 ってい る。

な どの声 を得 てい る。

その反面,い ったん ユ ーザ ー ズ ・フ.ログラムが作成 され ると,業 務 処理 のや り方 を変 え
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その変更 が容易 でない とい う意 見 もあ る。

c)今 後 の動 向

現 在,DRESSに 加 入す るユーザの シス テ ム設 計や プ ログラムの作成 作業 は,多 岐 にわ

た る業 種,業 務運営,商 慣 習 にあわせ て,ユ ーザ1件1件 ごとに行 な う場 合が多 く,1ユ

ーザ ごとに異 るプ ログラムが10本 程度 必要 に な ってい る。

ユーザ側 に おけ るEDPS化 の早期実 現 と,料 金の低廉 化 を期 待す る点か らみて,ユ ー

ザ ーズ ・フ.ログラ ムの業 種別標 準化 は,必 然 的 な方 向 であ る。

DRESSの 利用 に お い て も,業 務 内容別,業 種別 の汎用 フ.ログラ ム化 が進 め られ てお

り,す で にその一部 が希 望 す るユーザに利用 され始 めてい る。

今 後,勘 定科 目 コー ド,商 品 コー ド,取 引 コー ドな ど各種 の デー タコー ドや;帳 票 類 な

どのJIS化 の動向 と相侯 って,業 種 別汎用 プ ログ ラム ・パ ッケー ジの急速 な充実 と,そ の

利 用の低 価格化 が期待 され てい る。

また,端 末機 の有効活用 をはか るため,DRESSに 対 す るテレ ックスか らの ア クセスが

検討 され てお り,本 年度 内に名古 屋 セ ンタを手 始 めに,順 次 サー ビス提供 に入 る予定 であ

る。

D.電 話 計 算 シ ステ ム(シ ステ ムの愛 称 名 はDIALS)

a)シ ステムの特長

1971年 版 コン ピュー タ白書 で紹介 した よ うに,DIALS(DENDENIMMEDIATEARI-

THMETICANDLIBRARYSYSTEM)は,一 般の電話 通話 用 に使 われ てい るフ.ッシ ュ

ホ ン電 話機 か ら,セ ンタを呼出 し,四 則演 算や平 方根 な どの簡単 な計算 や,数 値積分,常

微分方 程式 な どの比較 的難 解な計算 を リアル タイ ムで処 理 させ,音 声で 回答 を うけ る シス

テ ムで,世 界 で初 めての ユ ニー クな サー ビスであ る。

な お,押 ボ タンダイヤ ル式 の室 内装 置 を利用 してい るDEMOSやDRESSの ユーザ も

この サー ビスが利 用出来 る。
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b)利 用の現 状

1971年12月 末現在 に おけ る全 国の プ ッシュホ ン加入 数 は,121,000個 で あ るが,こ の う

ち同時点 でDIALSが 利用 で きるのは,東 京 の68,000個,大 阪の22,000個 であ る。

これ らの プ ッシ ュホ ンか らの利 用回数 は,1日 当 り東京約5,000回,大 阪約3,000回 で,

利 用者 は1回 の コール 当 り平 均3回 程度 の異 る計算 を行 な ってい る。現 在 セ ン タに準 備 さ

れて い る ライブ ラ リ ・プ ログ ラム数 は102種 類 で,こ の うちよ く利 用 され るライ ブラ リー

は,日 数計算,平 均,分 散,標 準偏差 な どの プ ログラ ムであ る。

この利用状 況 は,当 初電 々公社 が予想 した もの よ りか な り下廻 った もの とな ってい る。

その理 由 としては,ユ ーザの不慣 れや 同公社 のPRの 不 十分 さがあ げ られ るが,そ の ほか

①10個 の数字 ボ タン と2個 の数字 しか持 た ない プ ッシ ュホ ン電 話機 を入力装置 として

使 用 す るため,+,一,ン な どの記 号の入 力方 法が,機 能 ボ タ ンと数字 ボ タンの組合 せ

(ッ ータ ッチ)と な って,面 倒 であ る こと。

② 出力が音 声 なので,記 録が残 らない こ と。

な どの 点の不便 さが指 摘 されて い る。

DIALSを 利 用す る場合 は,自 分 で計 算式 を作 り,そ の とお りボ タ ンを押 して計算 させ

る直 接 計算,あ らか じめ変 数 を含 む計 算式(定 義式)を 入力 してお き,次 に変数 の値 を入

力 して答 を得 る定義計 算,セ ンタの ライ ブラ リーを使 って計算 す る ライ ブラ リ・一一・計算 の3

通 りが利 用 で きるが,現 在 の ところ直 接計算 の利用 が最 も多い。 しか し最 近利用者 に とっ

て最 もメ リッ トの多 い ライ ブ ラ リー計 算 の利 用が,徐 々に増加 しつ つあ る。

c)今 後の 動向

さ きに述 べた とお り,入 力が繁煩 で,記 録 が残 らない とい う欠点 を解 消す るため,ワ ン

タ ッチで入力 で き,紙 テー プに印字 出力 で きる簡易形 の宅 内装置 の実 用化 が進 め られ てい

る。

これ らの簡易 形端末 機 は,近 く実施 の運 び とな る公衆 電話 回線 の民 間開放 に伴 って,民

間 シス テ ムの端 末 と もな り うるの で,そ のサ ー ビス提供 と普及 が大 いに期待 されて い る。
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E.特 定利用 者 の た めの シス テ ム

この種 の シス テム として1971年 末 で稼 動 して い る ものは,5-1-2表 に示 した よ うに7シ

ス テ ムで,電 々公社 は この ほか10数 システ ムを受注 し,設 計 を進 めて い る。

これ らの システ ムを性格別 に大別 して,そ の概 要 をのべ る。

a)金 融 システム

金 融 関係の システ ムに関 しては,そ の業務 内容 か ら,EDPS化 の メ リッ トが大 き く,か

つ即 時処理 を必要 とす る もの といわれ,わ が 国に おいて は早 くか らオ ンライ ン化 が進 んで

い る。 電 々公社直営 の シス テ ムとしての最 初 の もの も,1968年 に稼 動開始 した群 馬銀行 と

全 国地 方銀行協 会 の システ ムで あ る。

金融 システ ムの方 向は

① 単一 企業 内業務 の総合化

② 全 銀行 間にわ た る為替業務 の オ ンライ ン化

③ コンピ ュー タの共 同利用 と,預 金 ネ ッ トサー ビスの実 現

の3つ が あ り,そ れ ぞれが相 互に関連 しなが ら,徐 々に ビッグ ・プ ロジ ェク トへ と進展 す

る方 向 にあ る。

① につい ては,近 畿相互銀行 シス テムが その例 で あ るが,為 替 業務 を対 象 として稼 動中

の群 馬銀 行 シス テムや静 岡銀行 システ ムに つい て,総 合 オン ライン ・バ ンキ ング化 を 目指

した シス テムの レベ ルア ッフ。工事 が,現 在進行 中 で ある。

② に ついて は,全 国地方 銀行協 会の為 替通信 シス テムの発展 形 として,全 国銀行 協会 シ

ステ ムを設計 中で あ る。 これは全 国の都市 銀行,地 方銀 行,長 期信用銀 行 ,商 工組 合 中央

金庫,お よび 日本銀 行 を含 め た総計88行,6,800店 にわ た る為 替業務処 理 の システ ムで,

1973年 度初 め頃に稼 動開始 の予 定 であ る。

また この シス テ ムは,現 在 の全国地 方銀行 協会 の システ ムに くらべ,取 扱 店舗数 が1.5

倍 以上 に,ま た月 間取扱 量が約10倍 に拡大 す るほか,一 部 の銀行 について は,中 継 用 コン

ピュー タをおい て,自 行 内 ネ ッ トワー ク との オ ンライ ン接 続 を行 な うこと も考慮 されてお
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り,実 質 と もに この分野 にお ける世 界最大 の デー タ通信 システ ムに な るもの と目 され てい

る。

さ らに③ につい ては,現 在設 計 中の東京都 や大 阪府 の信 用金庫協 会の システ ムが あ る。

この システ ムは,当 該協会加 盟の 各信用金庫 相互 間 におけ る大型 コ ンピュー タの共 同利 用

を可能 にす る もの で,か つ相 互間 の受払 いを 自由化す るネ ッ トサ ー ビスの実現 をはか る も

の であ る。

b)行 政 システム

現在稼 動 して い る ものは,運 輸 省 の 自動 車登録 ・検 査 シス テムで あ る。 これは,自 動車

の飛躍 的 な増 加 に伴 な って,そ の老大化 す る事務 処理 の高能率 化 と,窓 口サー ビスの向上

化 を狙い とした デー タ通 信 シス テムで,全 国65の 陸運 事務所 を結 ぶ ネ ッ トワー クであ る。

この システ ムの フ ァイルは,単 に 自動車 の登 録や 検査 のために利用 され るに と ど ま ら

ず,自 動車 税 の賦課徴 収,自 動車 に関す る統計 情報,犯 罪車 の検索,道 路行政 な ど関連 省

庁等 にまたが る広範 囲な活用 が逐 次実現 され る予 定 で,い わ ば自動車 に関 す るデー タバ ン

クと もい うべ き役割 を果 たす こ とが期 待 され てい る 。

c)農 協 システ ム

農業協 同組 合 に関 す る システ ムは,各 単位 農協 が 行 な う 信用 ・販 売 ・購 買 な どの業務

を,中 央 セ ンタの コン ピュー タで集 中的 な処理 を行 な わ しめ る共同利 用 システ ムで ある。

現在,電 々公社 が準備 中の システ ムに鳥取 県農協 と富 山県農協 の システ ムが あ る。

d)国 家的行 事の シス テム

1970年3月 か ら9月 にかけ て,大 阪府 吹田市 で開 かれた 日本万 国博覧会 に,会 場管理 運

営 の ための デー タ通信 システ ムが提供 された。 これ は単 に万博会場 の管理 運営 の成功 に と

どま らず,将 来 におけ る大規 模社会 の運営 システ ムの モデル として,多 くの貴重 な資料 が

得 られた。

また,1972年2月 に開かれ た札 幌 オ リンピックの競技 運営 の ための デー タ通信 シス テム

が あ る。 この システ ムは選手 ・役 員の登 録,競 技 デー タの処理,お よび各種 情報 処理 案内



第1章 わが国における適用業務の具体例309

の業務処理 を行 な うもので,広 範多彩な各種入出力装置 を駆使 したシステムである。

e)そ の他

上記以外 の もの で引合 い を受 け,検 討段 階 に入 ってい るプ ロジ ェク トが あ り,た とえば

航 空関係 の座席 予約 システ ム,証 券 関係 の業務処 理 システ ム,流 通 関係 の システ ム,あ る

い は官公庁 関係 の システ ムな どで ある。 これ らの性格 は きわめて バ ラエ テ ィーに富 んで お

り,い ず れ も全 国 的な広が りを持 つ もの が多い。

F.お わ りに

粛 々公社 が発 表 した1971年 度か らの7カ 年計画 によれ ば,こ の期 間 デー タ通 信事 業 に約

6,900億 円 を投 じ,210シ ス テムの建設 を予 定 してい る。 これ は同公社 の全建設投 資規模 の

約8%で あ り,予 定 どお り進 めば,1977年 度末 まで に公社直営 シス テムの 累計 は約240シ

ス テムに達 す る見込 みで あ る。

しか しこの時 点 にお ける民 間等 の 自営 の システ ムは,1,000シ ステ ム以上 にな る もの と

予想 され てお り,こ の ため同公社 では,回 線提供 の ための建設費 用 と'して,公 衆 網 関係 を

除 き,専 用線 と特定通 信 回線 の みで約2,000億 円 を計上 してい る。

1971年9月1日 よ り実施 に移 された新 しい通信 回線 の利用制度 に伴 な って,株 式会社 電

通 や 日本IBM社 など次 々 と民 間ベ ースの商用TSSサ ー ビスが開始 されて お り,さ らに

本 年秋 以降,公 衆通信 回線 の利用 に よる情報 処理 サー ビスが都市 別 に順 次実施 され る。
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ヒ
共 同利用 におけ る東京都信用金庫協会 デー タ通信

シ ス テ ム

A.ま え が き

信 用金庫 の業務 内容 は一 般銀行 とほ とん ど変 ると ころは ないが,と くに地域 に密着 した

中小企 業 ・一 般大衆 の ための金融 機関 であ り,狭 い地域 に数多 くの店舗 を持 ってい る とこ

ろに その特徴 が ある。 信用金庫 数 は1972年3月 末現 在全国 で483,営 業店 数 は,4,006,預

金 額約8兆 円 と全金融機 関 の預 金量 の14.0%を 占 めてお り,近 年 にお け る伸び率 は他金 融

機関 に比 べ と くに著 る しい。 当信 用金庫 の デー タ通 信 シス テ ムは 日本電 信電話 公社 との共

同開発 に よ る もの で,1972年3月 よ り,一 部 サー ビスが 開始 され,逐 次 店舗 ごとに システ

ムへ の移 行 が進 ん でい る。 また本 システ ムは全国 的規 模 の ネ ッ トワー クを指向 してお り,

現 在大 阪,東 海 地区 その他 で プ ロジ ェク トが進 行 中であ る。 いず れの シス テム の 場 合 に

も,独 立 す る異企 業体 としての各信用金 庫相互 間 におけ る業務 処理,共 用 す る コー ド,処

理 プ ログラムな どの統一 を行 な ってお り,こ の意味 か らも注 目 され てい る シス テ ム で あ

る。 以下東信協 システ ムの概 要 を述 べ る。

東 信協 デー タ通 信 シス テ ムは,協 会加 盟の都 内59信 用 金庫(507店 舗)の ほ とん どが こ

の システ ムに加 入 す るが,そ の各加 入店舗 に窓 口装 置,磁 気 カー ド読取 装置 およ びデー ダ

入 出力 装置 な どの宅 内装置 を設 置 し,通 信 回線 を介 して セ ンターの コン ピュー タ と接続 し,

オ ンライ ンによ るバ ンキ ングサー ビスな らびに これに付帯 す る一括 処理 サー ビスを行 うも

ので ある。

本 シス テムの ね らい とす るところは,

{1)都 内全店舗 を結 び普通預 金業務 の オ ンライ ン ・ネ ッ トサ ー ビスを可能 とす ることで

あ るが,将 来 は東京,大 阪,東 海地 区間 な ど全 国各地 の ネ ッ トサー ビスに発展 させ る。

(2}共 同利 用 によ る コス トの低 減。

(3)共 同利 用 の メ リッ トを生 か して,キ ャッシュ レス時代 にふ さわ しい多彩 な サー ビス
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の 開発 と実施。

次 に,こ の シス テ ムの特徴 をあげ る と,次 の とお りで あ る。

{1}共 同利 用 の オ ンライ ン ・バ ンキ ング ・システ ム として は,世 界 に例 をみない最大 級

の システ ムで あ るこ と。

{2)多 数 の金庫 に またが る,業 務処理 の標準 化 を実 施 した こ と。 お よび金庫 間の機密保

護 に も充分 な対策 が講 じてあ る こと。

(3)す で に個別 にオ ンライ ン ・シス テムを実施 してい る金 庫 との セ ンター間連 繋 に留意

してあ る こと。

(4)東 京,大 阪,東 海地 区 な ど各地区 間 での業 務 システ ムの統一 を図 るな ど,全 国 ネ ッ

トワー ク として配慮 してあ るこ と。

(5)顧 客 の提示 す るパス ワー ドと磁気 カー ドの併用 に よ るネ ッ トサ ー ビスを採用 してい

るこ と。

B.対 象i業務 と参加店舗

本 システ ムの対象業 務 は,現 在第1期 として ネ ッ トサ ー ビスを含 む普通預 金,定 期預金

お よび定期積金 の3業 務の オン ライ ン処理,な らび に後 述 す るオ ンライ ン付 帯処理 で ある。

な お納 税準備預 金,納 税貯蓄組 合預金 お よび職員預 り金 業務 につ いて も,普 通預金 の類似

業 務 と して取 扱 ってい る。

第2期 業務 としては,当 座預 金 を始 め とす るその他 の サー ビス を検討 中で,本 シス テム

の 参加 店舗 は,1・ 次計画 と して,東 京都 内59金 庫,約300店 舗 で ある。

C.シ ス テ ム構 成

本 システ ムは,セ ンター装置,デ ー タ伝送 回線,デ ー タ宅 内装置 か ら構成 され てい るが,設

計 に 当 っては,シ ステ ムの高 い信頼 性,将 来 への拡張 性,処 理 の高 速性,お よび経 済性,操 作

性 な どに充分 留意 されてい る。 なお セン ター設 備 は大手 町の電話 局内 に設 置 されてい る。

a)セ ンター装置
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5-1-18図 は東信協 デー タ通信 システ ム構 成 図で あ る。本 体装置 はデ ュプ レ ックス方 式が

採 用 されてお り,シ ス テム ダウ ンの際 には,直 ちに予備 システ ムに切 り替 わ り,業 務 へ の

支 障が最小 限 に と どめ られ る。 また システ ムダ ウンにつなが らない障害 が発生 した時 も,

フ ォールバ ックモー ドと して システ ムの運用 が で きるよ うに,ソ フ ト面 および ハー ド面 の

考 慮が な され てい る。 プ ログラム ・ファイル,取 引記録 フ ァイル,店 舗別 トー タル ・カ ウ

ンタ ・フ ァイルな ど,と くに重要 な フ ァイル装置 は完 全 に二重 化 し,元 帳 フ ァイル装置,

通信制御 装置 な どに対 して も一定比率 の予備 機 を備 えてい る。

オンライ ンに よ るサー ビスが行 われ てい る ときは,宅 内装置 よ りイ ンプ ッ トされ るすべ

ての取 引 デー タ とフ ァイル情報 は,二 重化 され た磁気 テー プ装置 に記録 され る。万一,シ

ス テムダ ウンや ファイル障害 な どが発生 して も,こ の記録 され た デー タに よって,処 理途

中の取 引 デー タを抽 出 して処理 を継続 させ た り,フ ァイルの復元 を行 った りす る。 なお各

店舗 よ りイ ンプ ッ トされ た取引情報 には一 連 の通過番 号 が付 与 され,こ の通過番 号 をキ ー

として,各 取 引 の処理 が どこまで進行 したか を判 断で きるよ うに して あ る。

本 シス テムの場合,各 金 庫 あ るいは各店舗 の事情 に よ って,コ ンピュー タ ・システ ムへ

の移 行,サ ー ビスの拡張 の時期 な どに大 きな差 が あ り,最 初 か ら最終規 模 の システ ムで運

用す る ことは きわ めて不 経済 で あるので,店 舗 数 や トラフ ィックの増加,な らび に対象 業

務 の拡張 な どに対応 して,容 易 に設備 拡張が 図れ るよ う設 備計画 上 の配 慮が な され てい る。

オ ンライ ン ・リアル タイ ム ・シス テムの特 徴 は,セ ンターへ の入力電 文 が,ラ ンダムに

発生 す るため,時 間的 に も量 的 に もその トラフ ィ ックが不 確定 で あ るに もかかわ らず,応

答 時間 は短 い こ とが要求 され る。本 システ ムで は,将 来400～500店 舗 を収容 す る見込 みで

あ るが,そ の場合 で も約3秒 の応 答時 間が維持 で きるよ う考慮 してい る。

b)デ ー タ宅 内装置

各店舗 に設 置 され るデー タ宅 内装置 は,制 御 装置,窓 口装置,磁 気 カー ド読取 装置 およ

び デー タ入出力 装置 か ら構 成 され てい る。

制御 装置 は,窓 口装 置 の入 出力 制御,お よびセ ンタとの取 引 デ ー タの送 受信制御 を行 う

ほか,セ ンター障害 や回線 障害時 に おいて は1種 の ミニコ ンと して動作 す る。す なわ ち宅

内装置に対するオフラインによる取引処理機能を持 ってお り,新 残高の算出,通 帳印字な
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どの処 理 を行 な え る。

窓 口装 置 は,取 引 デー タを入力 す るキーボ ー ド部,通 帳 ・証書 な どを挿入 す るイ ンサー

タ部,印 字 速度 が毎 秒20字 で収容 活字128種 の プ リンタ部,取 引記録 お よび伝票 に認証 印

字 す るジ ャー ナル部 な どか ら構成 され てお り,各 取引 に応 じた情 報 を入力す ることによ り,

セ ン ターの処理結 果 が通 帳 な どに印字 され る。

磁 気 カー ド読取 装置 は,窓 口装置 に接続 して ネ ッ ト預 金 用の磁気 カー ドを 自動 的に読 取

る装 置 であ る。

デー タ入出力装 置 は各 口座 の氏名 の カナ文字 の入力 や,セ ン ターか ら送 られ る管理 資料

の受 信 な どに使 う もの で,一 般 の キーボ ー ド ・プ リンタと同一機 能 で ある。

D.対 象 業務 と コー ド体 系

本 システ ムの よ うに個別 の各企 業が,共 同 で1つ の システ ムを利用 す る場合,提 供 され

るサー ビス種 別 とその業務 処理 の統一化,デ ー タを相互交 換す るた めの コー ド類 の統一 化

な ど,細 部 に亘 る標 準化 の取 り決 め と,そ れ に もとつ く各 企業 内で の準備,体 制整備 が最

も重要 な事項 で ある。 しか し,一 般 に は各企 業 間にお け る伝統,方 針 な どの違 いか ら意 見

の対立 が少 な くな く,統 一 困難 な問題 が多 い。本 システ ムで は東信 協加盟 の各金庫 な らび

に大阪府 信協 に加 盟 す る各金庫 な どの積極 的な協力 の もとに,長 期 間 にわ た る周到 な検 討

と準備 に よ って,こ れ らの 問題 を克 服 し完成 した もので,異 企 業 に よる コン ピュー タの多

数共 同利 用の例 としては,ま さに注 目に値 す る もの であ る。

次 に,本 システ ムの業務 内容 な らびに コー ド体 系 につい て述べ る。

a)普 通預金業 務

普通預 金業 務に は,従 来 どお り顧 客 に対 して通 帳 を発行 し,通 帳 と印鑑に よ って本 人 の

照合 を行 い取 引 をす る もの と,前 述 の ネ ッ トサー ビスが あ る。 ネ ッ トサー ビスは,顧 客 の

提 示 す る磁気 カー ドとパス ワー ドに よ って,本 システ ムに加盟 す る全 ての店舗 で取引が で

き,さ らに将来 は大 阪,東 海地区 な ど全 国 どこの信 用金庫 で も取 引 で きるこ とを検討 して

い る。 この磁 気 カー ドは口座所有 者 のほか,1名 の代理 人 に も発 行 され,取 引の柔軟性が

考慮 され てい る。



第1章 わが国における適用業務の具体例315

オ ンライ ン処理 によ って,新 約,入 出金 お よび解 約 の ほかに,元 帳 レコー ド,ト ー タル

・カウ ンタ ・レコー ド,顧 客 レコー ドな どの内容 を照介 す ることが可能 で,ま た この ほか,

オ ンライ ンに付帯 す る業務 として,毎 日行 う保 留 中他店 券の解 除処理,公 共料 金 な どの一

括振 替処理,当 日オ ンライ ンで行 った例外処理 の 日報作成,ネ ッ トサー ビスの決済用 日報

な どの作成 の ほか,毎 日,あ るいは毎 期行 う各種 管理用 ・業 務用 資料 の作成,利 息元 加処

理 な どを行 ってい る。

b)定 期預金業 務

・普 通定期 預金 の ほか ,自 動継 続定期 預金(元 利 込継続 および元金継続)お よび期 日指定

定期預 金 を取扱 ってい る。本 シス テ ムの場 合 は,顧 客 フ ァイル上 で顧 客毎 の顧 客番 号,氏

名,所 有 してい る口座内容 な どを一 括管 理 してい るか ら,⑮ 限度 額 および⇔残 高 オーバー

の処理,な らび に無通帳新 約 口座 の処理 な どが 即座 に行 え るほか,セ ンター ・バ ッチによ

って 自動継続 一括処 理 な ど も行 え る。

また,オ ンライ ン付帯 業務 として,各 営業店 舗 の締切後 の各種 日報 の作成,預 金名寄 せ

元 帳の作成,そ の他障害 リカバ リー用 の補完 資料 お よび各種 管理 資料 の作成 な どを行 って

い る。

c)定 期積 金業務

定期積金 とは,顧 客 が一定 の金額 を定 期 的に かつ継続 的に一定 期間 内金庫 に預 入れ,金

庫 が満期 日に満期 金額 を顧客 に支払 うものであ る。 掛込 の方法 に は,毎 回一定額 の もの,

初 回 に契 約金額 の1/2を 掛 け込 む ものな ど数 種の コーーースが あ り,契 約期 間 も12ヵ 月 か ら60カ

月 まで種 々の ものが あ る。

オ ンライ ンで行 われ る処 理 には新規処 理,掛 込 入金 処理,満 期支 払処理,お よび中止 ・

中解処理,各 種照 介処理 な どが あ り,こ れ らは過去6回 分 の取引 を記録 した オ ンライ ン定

期 積金元 帳 ファイルを中心 として,入 金履歴 をオ ン ライ ンで管理 してい る。 これに よ って,

先掛 け,延 滞 お よび解約予 想利息 な どの積 数管理 を元帳 フ ァイル上 で行 え るほか,代 受掛

込入金処 理 な どが可 能 とな って い るので,同 一金庫 内であれ ばいず れの店舗 か らで も摺 込

入金 がで き,1種 の ネ ッ トワ一一ク処 理 を構成 してい る。
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また,オ ンライ ン付 帯業務 処理 と して は,マ スター ファイル と しての オ ンライ ン元 帳 フ

ァイル,掛 込入金 記録 フ ァイルの作成 のほか,障 害 リカバ リ用の補完 資料 の作成,各 種 日

報,管 理 資料 の作 成 な どを行 ってい る。

d)コ ー ド体系

業 務処理 に必要 な コー ドは,オ ンライ ン処理 に使 用 され る統一 コー ドと,各 金庫 の管理

上 独 自に用 い られ る任意 コー ドに大 別 で きる。統一 コー ドは さ らに,口 座 番号体 系,顧 客

番号,各 種管理 コー ド,注 意 コー ド,自 動振替 コー ドな どに分 け られ る。

口座番号 体系 は,金 庫 コー ド(4桁),店 舗 コー ド(2桁),科 目 コー ド(1桁) ,口 座

番 号(5桁)に1桁 の チ ェック ・デ ジ ッ トを加 え計13桁 か ら成 立 って い る。

顧 客番号 は,定 期性預金 フ ァイル検 索 のた めに用 い られ,5桁 の一 連番号 と1桁 の チ ェ

ック ・デ ジ ッ トの計6桁 で構成 して い る。

また,管 理 コー ドは,人 格,会 員,課 税,契 約,期 間,支 払 区分,地 区 な どの コー ドで

あ り,注 意 コー ドとしては,郵 便 物不着,証 書紛失,本 人死亡 な ど取 引に 当 って オペ レー

タに注 意 を促す各種 の コー ドとして,統 一的 に決 め られてい る。

任意 コー ドは一 定 の桁 数 だ けが定 め られて お り,そ の付与 につ いて は各 金庫 に まかせ ら

れ,業 務,地 域 な ど,各 種 の区分 に利用 され てい る。

シ ミ ュ レー シ ョ ン ・モ デ ル

1・2.
L

大都市における都市機能と交通機能の関連分析調査

わが国経 済の長期 にわた る高度成 長 は,一 方 では,自 由世界 にお け る第2位 の経済規模

を有 す る国 と して発展 を遂 げたが,他 方 で は,国 土 の有効 利用 が一部 の地域 に偏 し,そ の

結果,地 価 の異常 な暴騰,公 害 問題 の重 大化,物 価 の上 昇,交 通難,住 宅 難 な ど国民生活

に重 大 な障害 を もた らして い る。 この こ とは,と くに大都 市地域 に ついて顕著 にみ られ る

ところであ る。
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今後のわが国の経済社会の長期的発展 と国民生活の豊かで快適な環境を創造するために

は,国 土の有効利用を一部の地域に偏することな く,全 国的に均衡化す ることが必要 と考

え られ る。

上記の基本的方向を実現す るため,大 都市地域およびその周辺地域 を対象 とし,こ れ ら

地域における経済社会の諸指標の変化 を計量的に把握する手法 をみいだす とともに,将 来

生ずるであろう変化の予測を行な うため,経 済企画庁は1970年 度地域開発調査費で,地 域

開発 シミュレーションモデルの開発を行 なった。

A.モ デル の概 要

a)モ デルの全 体構成

大都 市 の諸 機能 は,大 別 すれ ば居 住機 能,産 業生 産機能,交 通 機能 に集約化 が可能 であ

ろ う。 しか も,こ れ ら諸機 能が一 つの生体 にお け る有 機 的な機能 の よ うに相 互 に反応 しあ

って成 立 してい る とい え る。

従来,大 都市 に関 す る諸分 析,諸 方策 は,大 都市 にお け る単 一 の機 能 に着 目 した研究 あ

るいは各機能 間の関係 を一方 通行 的に追跡 した事 例 が多 く,機 能相互 間 の関係 を フ ィー ド

バ ックした事例 は,比 較的 す くなか った。

本 モデル は,上 記 の3機 能 の独 自の機能 と相 互 の関連 を動学 的 な形 で システマ チ ックに

と らえ,大 都市 の内生 的 メ カニズ ムの把握 を行 な い,改 善す べ き要 因 をつ きつめ,こ れ ら

修 正 を行 な った将来 の姿 を予 見 す る もの で ある。 今 回はFACOM230-60を 使用 してそ

の パイ ロ ッ ト・モデルの開発 を行 な った。

本 モデルは,そ の フレー ムをIra.S.Lowryの モデル に負 って お り,産i業 面 の従業 者

予 測,各 ゾー ン別人 口予測 の順 に計算 が行 な われ,繰 返 し計算 を行 な って各 期毎 の予測結

果 を得 る。 その中心 とな るのはlnformationTankで あ り,InformationTankは,入 出力

機 能 とモデルに使 われ るすべて の情報 を記憶 して お く記憶機 能,お よび各 サ ブモデル それ

ぞれ をつな ぎ計 算年度 を次 の年 度 に シフ トして受 けわたす制御 機能 の3機 能 を もってい

る。 サ ブモデル として は3大 機能 に対応 す る産 業 モデル,住 宅 モ デル,交 通 モ デルの3つ

を作 成 した。
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b)産 業 モ デル

産 業 モ デル は産 業 を大 き くBasicSectorとRetailSectorと に分割 し,前 者 は人 口を引

きつ け る産業(主 に第一 ・二次 産業)を 扱 う。直接外 生 的に与 えた成 長率 を掛 けて従業者

の予 測値 を得,増 加 す る面 積 のな い地 区 では他の地 区 に これ を振 り向 け る。後者 は人 口が

ある こ とに よ って存 立 す る産業(主 に第三次 産業)を 扱 い,次 式 に よって予測 値 を 求 め

た。

DF・==cFpi,,.,十C芽 ΣE5,,..,

K

E'1-c5・ 苧[Σ5.1El,,+、(
DドD、)刷 ・Dト

E5-xKE準 ・xK-(K1十 αt)・Σ臨/翠 ブ

E5-Eε1+÷(EE・ ・-E幕1)

D『:潜 在 必要従 業者数

Eξ,:従 業者数

El ,t:遅 れ修正 前従業 者数

α:平 均 遅 れ時間(外 生)

K:業 種

C1～C4:

Pi,t:人 口

E『:地 区分布を示す例の従業者数

・㌔ 減率(外 生)

Tij:道 路 に よ るi,j地 区 間

ピ:期

FACOM230-60KEMPFを 使 用 し回帰分析 によ って求 め る。

c)住 宅 モデル

従 来 の モデルで は住 宅選択 に真正面 か ら取 り組 ん だ例 はない。 この モデルで は,各 ゾー

ンで働 く就 業 者が どの ゾー ンに住 むか を シ ミュレー トす る モデルで,今 まで住 んでいた と

ころに その ま ま住 むか,そ れ と も違 うゾ ー ンに引越す か,と い うよ うに個人 の住宅選 択 の

行 動 を その まま モデル化 した いわゆ る行 動科学 的 シ ミュ レー シ 。ン ・モデルの形成 を とっ

た。 まず各 期の従 業者か らサ ンプ リングを行 な い,年 令 ・収入 ・家族構 成 ・通勤 時間 ・住

環境 な どを基準 に して転居 す るか否 か と新住 宅 の選択 を行 な う。 これ を何 万 回か繰返 した

の ち,集 計 結果 を抽 出率 で割 って今期 の人 口分布 を得 た。

、
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5--1-19図 住 宅 モ デ ル

削 期 の
住宅 モデル

前期の

住居 ・家族構成

<デ ら
↓

当期の
勤務地 ・収入

/
状 況 の 変 化

勤務地 ・収入

住環境 ・家族
住宅政策

NO
転居希望?

環 境 指 標

交通サー ビス

新 住 居 の選 択

地区住宅タイプ

扶 養 家 族 数

END

d)交 通 モ デル

本 サブモ デル は対象 地域 内の各 ゾー ン間の最短 経路 とその時間 を鉄道 と道 路 それ ぞれ に

5-1-20図 道路におけるゾーン間時間

已 生交魍

↓

|酬 交通『

↓

1酪 交通⇒

↓
道路通行速度1

↓

t ゾー ン間時間
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っい て試算 し他 の サブ モデルに受 け渡 す。

鉄 道 は通勤 につ いて考 え,通 勤客 数 は,自 動車保有 台数,駐 車場面 積,鉄 道 の混 雑度 な

どで計算 され る自動車通 勤数 を総通 勤車 か ら引 いて得 る。混雑 度 は これ を運転 回数で割 る。

自動車 の方 は まず一 日 トリップ発生 回数 を計 算 す るが,こ れ は各地 区 の人 口,従 業者,自

動車 保 有台数 で説 明 され る回帰式 で得 る。 トリップの地区 間分布 は グ ラ ビテ ィ ・モデルで

計 算 し,こ れ を実 際の道路 網 に負荷 して最後 に各地 区間 の時間距離 を得 た。

B.ケ ー ス ス タ デ ィ

実 際 の シ ミュレー シ 。ンの対象 として は,現 在わが 国が直面 して い る大都市 問題 を代表

5+2咽 モデルの全体蹴 政策l
l勺産業醜

業 種 別 従 業者

増 力ロ 率

(Tim,)l

L

人 口

従業者

(t-1)

InformationTank

●人 口 ●人 口密度

●就 業 者 ●交 通 網

●従 業 者

●断面交通量

●迂亘勤 ネ多重力

●発生交通量

各ゾーン ゾーン別

発生交通量 業 種 別

交通網 就 業 者

業種別

従業者

総 数

業 種 別

ゾーン別

従 業 者

業 種 別

ゾーン別

就 業 者

住 宅 難

世 帯 数

人口密度

輌
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す る地域 として,首 都 圏東南 部 すなわ ち都 心 か ら小 田原 までの東海 道線 と小 田急線 で囲 ま

れ る地域 を対象 地域 として選 んだ。 モデルで は この地域 を18の 地区 に分割 し,各 地区毎 の

人 口,従 業者 な どを計算 した。 シ ミュ レー シ 。ンの初期値 は1965年 の国勢調 査 か ら得,政

策 と して都心 の事 業所 の一 部移転,厚 木 に大 規模住 宅 団地 建設,東 京 湾岸道路 と主要 道路

の拡幅,通 勤高速鉄 道建設 な どを組合 せ て何 ケー スか の予 測 を昭和60年 まで行 なった。

シ ミュレー シ ョン結果

① 都 心の人 口 は今後 も減少 す る(ド ー ナ ツ現 象)

② 周 辺地域 は鉄道線 に沿 って順番 に人 口増加(ス プ ロール進 行)

③ 湾北 ニ ュー タウ ン建設 を行 な うと,横 浜 中心部の人 口は増 加 しない。 品川,大

田では一旦 減少 して また増 加 す る。

④ どの よ うな政 策 を行 な って も,現 在 の交通施設 で は不足 であ る。

13.日 本 開発銀 行 の企 業 モ デル

A.企 業 モデル利用状況

現在,日 本 開発 銀行 で開発 し,ラ イブ ラ リー プ ログラム として利用 され てい る企 業 モデ

ルは5-1-5表 「SimulationModelList」 の とお りで あ る。

これ らの モデルは,1967年,パ イ ロ ッ トモ デル 「SMAP-1」(SimulationofManagemet

Planning)の 開発以来,業 務上 緊要度 の高 い もの か ら業種 別 あ るい は プ ロジ ェク ト別 に順

次開発 され た もの で,い ず れ も企 業の長期 経営 予測 を行な う財務 モ デルであ る。

モデル を利用 して行 な う経営 予測 に は,次 の3ケ ー スが あ る。

① 融 資の可否,融 資条 件検討 の ための経営 予測

② 貸付 金管理 の一 環 として行 な う経営 予測

③ コ ンサル テー シ 。ンとして行 な う経 営予測

① のケ ースにお け る企 業 モ デルの利 用 は,
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まず省力効 果,即 ち融 資の可否 及 び融 資条件 の検討 に際 し,多 大 の労力 と時間 を要 す る

「複雑 彪大 な経 営予 測作 業の効率 化」一 従来 手作業 で は少 な くと も1ヵ 月前 後 を要 した

予 測計 算 は,コ ン ピュー タモ デル によ り僅 か数分 で可能 とな った 一 の メ リッ トが 大 き

く,よ り多 くの"考 え る時間"が 創 出 され るよ うにな り,ま た最近 では,将 来 の不確定 要

因 に対応 す る多 様 な予 測 や,ま す ます加 速 され る予 測条件 の変化 に即応す る機 動的 な予 測

な ど,モ デルの機能 を使 い こなす工夫 が 目立 ち,利 用頻 度の増加 と ともに,Too1と して

の モデルに対 す る体験 的認識 は,更 に よ り高 い機能 への要 請 を生 じ させ てい る。

もう1つ の最 近 にお け る顕著 な傾 向 は,③ の ケ ースの増 加 であ る。融 資業 務 に 関 連 し

て,知 識 や経 験 を提 供す る情報 サ ー ビスにつ いての要請 が漸増 して い る。 防災街 区,特 定

街 区整備 事業 な どの都市再 開発,流 通近代化,土 地造成 な ど大型 かつ複 合型 の プロジ ェク

トについ ては,コ ンサル テ ィング需要 に応 じた り,事 業計画立案 の段 階か ら参画 して プ ロ

ジ ェク トを効 率 的 に推進 す る役 割 を求 め られ るケ ー スが増加 して い る。

(コ ンサル テー シ ョンにお け る企 業 モ デルの利 用)

1969年 度 1970年 度 1971年 度

プ ロ ジ ェ ク ト件 数 19 30

モ デル利 用 ケ ース

11

85 124 160

(注)

プ ロ ジェク ト件数 には,年 度に ま

たが る継 続プロジェク トを含む

② の ケー スは,取 引先 企業 の経営動 向 を予 測 し,必 要 に応 じて債 権保全上,適 切 な手段

を とるための管理 用具 の一 として用 い られ る場合 で,現 在 は まだテ ス ト段 階 にあ り実 用化

が お くれて い る。 その理 由は,実 務 面 か らの要請 が必ず し も強 くな い ことに加 えて,操 作

性 にす ぐれか つ客 観 的な説得力 を伴 う手 法の 開発 が今一 歩 の状 況 にあ るた めで ある。 しか

し,省 力化 か ら省 脳化 への趨勢 は,必 至 で あ り,現 在 大量処理 型 で,し か も予 測結果 につ

い て は定量 的評 価機能 を もつ よ うな システ ムの開発 を進 めてい る。

以 上 の よ うな予測 モデルの利 用 には,時 期 的 な偏 りが あるが,試 みに1971年10月 の場 合

を示 す と5-1.22図 の如 くで,電 算機稼 働時 間の うち,企 業 モデルの利用及 びKEMPF(Kaigin

EconometricMethodProgrambyFujitsu)に よる科学 計算 が占 め る割合 は約13%,ま た件

数 では57ケ ース と月間処理 件数200件 中28%強 を占めて!)る 。モデ ～レ利 用 の増 加 に伴 っ痴

ター ン・ア ラウ ン ド・タイ ムが長 くな る傾 向がみ られ,運 用面 で改善 が すすめ られてい る、。
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5-1-22図 電 算機使用状況(1971/10)

ン:ユ レー ションモテル ・KEMPF

処理件数

(67)

定 例 ラン

(27)

算 機

稼 動 時 間

5-1r5表 .SimulationModelList

`

モ デ ル 名 モデルの概要 モデルの特徴 アウ ・プ ・ ・1

SMAP-1 SimulationofMana.

gementPlannimg
長期経営計画概算 モ
デル
*危険分析

.
*感 度分析

P/L,B/S経 営諸比率

部門別損益 ・総合損
益,資 金計画表

SMAP-2 一般製造工業用長期

経営計画汎用 モデル

*設 備投資の経済計

算講 鯛 、。年

予想貸借対照表
経営諸指標
設備投資の経済計算
感度分析の結果
危険分析の結果

SMAP-3 大 都市再 開発,流 通
合 理化,土 地造 成,
ホテル,駐 車場,倉

*多 部門計算

(8部 門が可能)

一

総合損益表
資金計画表
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1

モ デ ル 名1モ デルの腰 モデルの特徴 ア ウ トプ ッ ト

SMAP-3 庫等,不 動産業の長
期経営計画策定 モデ
ル

*修 正計算が容易
*計 算期間が長い

(30年)

人資計画表

部門別損益表

SMAP-4

SMAP-0

土地造成事業の長期
収支,資 金計画を策
定するモデル

*土 地分譲及び付帯

事業を対象
*多 様な修正計算機

能
*計 算期間20年

損益予想表

資金計画表

ProbemOriented

Language

経 営 管 理 シ ミ レ ー

シ ョ ン モ デ ル作 成 用

汎 用 フ.ロ グ ラ ム

*フ ォー トラ ンによ

る シ ミュレー シ ョン

専用言 語
*1/0及0計 算方式

の簡単 な指 定 によ る
プ ログ ラムイ乍成

SHOP-1 SimulationofHotel

Planning

ホ テ ル 業 プ ロ ジ ェ ク

ト検 討 用 シ ミ ュ レ ー

シ ョ ン モ デ ル

*利 用の便を考慮 し

た簡易 モデル
*修 正計算差異分析

が容易,償 還能力算
定
*計 算期間30年

収支予想表
資金計画表
借入残高表

SPACE-1 SlmiulationofPlann-

ingOnCityEnviron-

ment

都市 開発 プ ロジ ェク
ト検 討用 シ ミュ レー
シ ョ ン モ ァ ル

*利 用の便を考慮 し

た簡易 モデル
*修 正計算,修 正差
異分析が容易

収支予想表
資金計画表
借入返済残高表
条件変便に伴う差異

SPACE-2 SPACE-1

改 良 モ デ ル

予 め設定 した経営目
標 を達成す るための
条件探索が可能
*問 題解決型 モデル

金上
経営目標達成の成否

SHIP-1 海運会社財務予想モ
デル

*船 舶

複雑な財務計算を処
理する省力
財務予想 モデル
*各 船舶損益 と総合

収支予想表
予想貸借対照表
資金運用表
内訳明細表
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モ デ ル 名 モデルの概要 モデルの特徴 ア ウ トプ ッ ト

SHIP-2 海運会社総合長期経 損益,財 務 との関連 全上
営モデル(長 期財務 検討
計画,建 造規模,融 *政 策変数の影響検

資,財 政条件) 討 運搬損益 その他
*外 生変数の変更

SHIP-3 建 造船 舶投 資採算算 シ ミュレー シ ョンに
定 モデル 主 点 をお く

本船採算表
約定償還明細表
住復航収入明細表

SHIP-4 建造 コンテナ船投資 金上
採算算定モデル

運航費船費明細表
コンテナ船採算表

DENRYOKU-1 電力会社長期展望 省力用集計 プログラ
モデル ム

新規 出力
販売,収 支予想,資
金計画書

DENRYOKU-2 火力 ・原子力 発電 コ
ス ト算 定 フ。ログ ラム

対象発電所の条件を
もとにi発電 コス トを
計算す る集計査定

各種 コス ト表

B.(開 銀)企 業 モ デル の特 徴

企業が 自か らの経営計画策定或は経営管理のために構築するモデルと異な り,銀 行が信

用 調査で用いる企業モデルでは,① 企業の内部構造が ブラック ・ボ ックスになっているこ

と,③ すべて外部情報に依存 し,質 量 ともに大 きな制約があること,③ モデルの開発 コス

トと利用効率の点か ら汎用性を具備する必要があること,の3点 がモデルの基本的性格 を

規定する結果 となっている。

開銀で現在迄に開発 した企業 モデルには,次 のよ うな共通 した特徴があげられる。

a)汎 用的な財 務 モデルで あ る

:(1)類 似 の業種 や企業 に適 用 し うる よ う論理構 造 が最大 公約数 的で,反 面,機 能 に融 通性

が もたせ て あ る。

《2)企 業 を トー タル ・システ ム として捉 え,経 営全 体 の効 率 に焦 点 を合 わせ る立場 か ら,

諸 々の経 営努力 が最終 的 に要 約 され る財 務 モデル を基 本型 と してい る。
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{3}個 別 計画 の最 適化 や妥 当性 につ いては,総 合 的な経 営効率 へ の貢献度 を尺度 として検

討 ・評価 す る。

(4)汎 用 モデル と しての限界 を カバ ーす るた めに操作 性 をよ くし,機 能の硬 直化 を さけ る

た め,概 して外生 変数 が多 い。

b)予 測実験や政策実験のための操作性にす ぐれている。

{1)外 生変数の予測値あるいは想定値の変更が極めて容易で,標 準ケースや特定 ケースに

対す る修正計算が連続的に行なわれるとともに修正差異分析(感 度分析)が 効率的に行

なわれ る。

(2}大 半 は確 定 モ デルであ るが,将 来 の不確定要 因 につ いて は,感 度分析 と修正計算機 能

を利 用 した シ ミュレー シ ョンで ほぼ満足 す る結果 が え られてい る。

(RiskAnalysisを 装備 した確 率 モデル も利 用 されてい るが,モ ンテカル ロ ・ シ ミュレ

ー シ 。ンの際の各度 数独 立の前提 に難 点が あ り改 良検 討 中で あ る)

{3}外 生変数 の設定 は,企 業 モデルの周辺 に用意 されて い る科 学計算 プ ログラム群 によ っ

て サ ポー トされ る。

c)企 業 モデルには企業環境の予測体系が組み込まれていない。

ω 企業 モデルと連動するような操作性にす ぐれ,か つ信頼性の高 いモデルの開発が困難

であること。

企業環境変数 を企業 モデルにインプッ トするには,事 前に文字情報 を含めた十分な吟

味と判断が介入する方が現実的であること。

{2}科 学計算プ・グラムの整備 ど体系化 を進めることによって,目 的に応 じ精粗様 々な予

測が可能であること。

C.周 辺 シス テ ム との関連

上記 の如 く,企 業の 内部構造 が完全 に ブ ラ ック ・ボ ックスで しか も入手 情報 に制約が あ

る こ と,財 務計算 を中核 とす る単純構造 と し多 くの外生変 数に よ って作動 す るこ と,な ど
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'
5■1・-23図.企 業モデル と周辺システム

㌘鷺:㌘:欝 ト

IRシ ス テム

FIANSE

海外企業の

動向と現状

業界の動向

と現状

当該企業の

財務内容

沿革、経営者、
様式、従業員、
設備、生産販
売

経営計画

設備投資計画

生産計画
販売計画

人員計画

資金計画
ete

KAPPA

統 計 解 析 用
モ ジ ュー ノレ

記述 統計

各種基本統

計量検定

相関ete

多変 量解析
シ ス テ ム

分 散 分 析

主成分分析

判 別 関 数

クラスター

アナ リシス

正準相関分析ete

※四則演算 ・基本

関数編集

※回帰分析 ・同期

解析用MT作 成

季節調整

周期解体

単一モデル推定

連立モデル推定

シミュ レー シ ョ

ン/予 測

K

E
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量
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分

析

プ
ロ

グ

ラ
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情報の

分析と
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手 法 開 発
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システム
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`
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予測手法

の 開 発

計画の検討

需要予測
モ デ ル

冒
一 一 司1

企業の現状
分 析 評 価

政策変数

企業環境予測

与件変数

経済予測'
モ デ ル

ン こユ レ ー ン

ヨ ン モ デ ル
ラ イ プ ラ リ ー

企 業 モ デ ル

財 務
モデル

エコノメトリ

ックスモテル

・一一 ● モ デ ル 開 発

現状分

析 と戦

略要因

の検討

企業環 ,

境の予

測 と政:

策変数

与件変

数の吟

味設定

融資判断 ・貸付常理
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か ら企業 モデルは それ単 独 の操 作 だけでは十分 な成 果 を うる ことはむずか しく,多 くの周

辺 システ ムに支 え られ て,は じめ て有効 な武器 として利 用 され るこ とを強 調 してお きたい。

5+23図 は企 業 モデル と周辺 シス テムとの関連 の概略 を示 した ものであ る。

D.企 業 モデル の紹 介

以下 に,最 近開 発 され た3つ の異 な るタイプの企 業 モ デル を紹 介 しよ う。

a)SPACE-2

この シ ミュ レー シ 。ンモデル は,主 として都市 開発 プ ・ジ ェク トを対 象 とし,種 々の条

件 の もとで収支予 想,資 金需給,償 還 能力 を シ ミュ レー トし,貸 付 の可 否,貸 付 条件の決

定,融 資効果 の測 定等 の検討 に役立 つ情報 の提供 を 目的に開発 された もの であ る。論理構

造 は簡略 に して シ ミュレー シ ョン機 能 に重 点 をお いた簡易 モ デルで,短 期計画 よ りも長期

計 画の検 討や,大 勢見通 しの方 が得意 で あ る。 この モデルが既 往 のSMAP-2,3な どと

異 な る特 徴 は 「問題 解決 モデル」 を指 向 してい るこ とであ る。

企 業 モデルの 目的 は① 環境変 数 の予 測値 あ るい は想定 値 に対 して企 業の成果指 標が どの

よ うな水 準に な るか を予 測 し評 価 す る,② 政 策変 数 について い ろい ろの策定値 を与 え,そ

き

の結 果 え られ るモデルか らの ア ウ トプ ッ トに よって政 策の評価,決 定 を行 な うことにあ る

が,実 務上 は予 め設定 され て い る経 営 目標 を達成 す るた めには どんな条件 が必要 か,又 そ

の よ うな前提条件 は計画 として策定 す る客観 的妥 当性 はあ るか,と い った もう少 し積極 的

な"問 題 解決型"と で もい うべ き用途 の需 要が多 い。(政 策 決定 のた めの シ ミュレー シ 。

ンは前提 条件 の複 雑化 に と もな い,実 験 回数が増大 しモデル利用 上新 たな問題 を生 じてい

る 。)、

SPACE-2で は

① 繰 越欠損金 を解 消 して配 当を開始 す る目標年度 の指定

② 当該 プ ・ジ ェク トに係 る借入 金 を完済 す る目標年度 の指 定

の もとで,ど の部 門 あ るい は プ ロジ ェク トの収入 や支 出項 目を どの水準 に設定 すれ ばよい

か,と い う設 問 に答 え るシ ミュ レー シ 。ンが可能 で あ る。 貸付条 件 の検討 には,資 金別 に
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5-1-24図SPACE-2の 概 要

Input項 目数

部 門共通 デー タ

Array

経営政策(例示)

設備投資計画

設備能力

設備稼働率

収支支出計画

収入見積基礎

償却方法
人間等支出照

財 務 計 画

増資計画

外部飴 調達

と返済条件

配当政策ete

経営目標と
許 容 条 件

次の条件探索

経営目標達成
の可否と条件

データの読 み

込み と準備

倉ぱ
オプション処理

プロジェク ト/部門別

収 支 算 定

総合損益算定

資金収支算定

利 益 処 分

シ ミュ レー シ ョ ン

コ ン ト ロ ー ル

資金 計画

総 合損益

部門別/プ ロジェ

クト別 収支

※ 計算期間:30年 以 内 任 意

※ プ「編 ・3以 内 で任 思

※ 収入言†≒算1部 門5種 類まで任意

:修 正計算 騨 ケース/直前ケース

に対し任意の指定可能

※ 借入金利 期中平浅 を用いる

ための収束計算 を

行 なう

修 正計算方法
についての指定

修正計算差異
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5-1-25図 短 期業績予測のための エコノメ トリックモデル

u

CG

AC

SC

FA

FL

CP

P

J

F

G・N・P

外 挿 値

景気変動指

数 外 挿値

予 測対 象企 業

の財務データ

(内生変数)

売 上 高

売 上 原 価

営 業 総 費 用

使 用 総 資 本

固 定 資 産

固 定 負 債

自 己 資 本

売 上 総 損 益

利払前事業損益

負 債

(構 造 方 程 式)

UニP(G,Z1,D)

・CG=f(U ,(CG/U)_1

AC=f(U,(AC/U)_1

SC=f(U,SC)-1

FA=f(U,FA)一:

FL=f(FA,FL)-1

CP=f(J,CP)一:

(定 義 式)

P=U-CG

JニU-AC

F=SC-CP

国 民 所 得

統 計

MULVA

↓
マ クロ10指

標 の

P・C・A

(外 生 変数)

G=GNP(名 目)

Z1=景 気 変 動 指数

D=ダ ミー変数(・iii2)

貸 借 対 照 表

(流動資産)

固定資産

(流動負債)

固定負債

自己資本

使 用 総 資 本,

損 益 計 算 書

売 上 高

売 上 原 価

売 上総 損益

営 業 費 用

事 業 損 益

(構造方程式パラメーターはいずれも直接最小 二乗法によ'り推定)
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返 済 順位 を異 にす る条 件で償還 財源 が探索 され る。 この種 の モ デル の必 要性 は今 後次第 に

高 まる と思 われ,新 しい一 つの方 向 と云 えよ う。5-1-24図 はSPACE-2の 概要 で ある。

b)短 期予 測のた めの大 量処理 型 エ コノメ トリック ・モ デル

ます ます繁忙化 す る貸付管理 業務 をキ メ細 か く処理 す るために は,重 点管理 を指 向せ ざ

るを えず,そ のための く集 団検 診 システ ム"が 必 要 とな ってい る。

彪大 な取 引先企 業毎 に インプ ッ ト・デー タを吟味 し,モ デル を用 いて業績 予測 を行 な う

ことは物理 的 に困難 で あ る。

そ こで① 操作 性 にす ぐれ た大 量処理 型 モデルであ る こと②外生 変数 は設 定 の容 易 な少 数

の環境変 数 とす る③ あ る条 件 の もとで経営 動向 の大 勢観察 を行 な う,こ とを基本 的 な狙 と

して パ イ ロッ トモデルを開発 した。(5-1-25図)

この モデルの特 徴 として次 の点 が あげ られ る。

① デー タバ ンク収録企 業 の うち,製 造業323社 に適用 で きる同一 の モ デル体系 を探索 し

た。 サ ンプ ル各社 の構 造方程 式 パ ラメー タの推 計 には過去21期 間(35/1～45/1)の デー

タを用い た。

② 外生変 数 にはGNP(名 目)と 国民所 得 ベー ス10指 標の主成 分分析 に よ って え られ た

第1主 成 分 を景気 変動指数 と して使 用 した。(5-1-26図)

③ 予測結 果 は別 の企業評価 体系 に接続可 能 な こと。

323社 につ いての トー タル ・テ ス ト,フ ァイナル ・テス トは若干 の例外 を除 いて極 めて

良好 な フ ィッ トを示 してい るが,実 務 への適 用 にあた っては,な お慎重 な試 用実験 が必 要

で あ る。 キ メ細 か く個別計 画 を積 上 げてゆ く財 務 モ デルの洗 練化 とと もに,一 方 で この種

の概観 モデルの利用価 値 も増大 す るで あろ う。

c)SMAP-0

現 在 ライ ブラ リーに登録利 用 され て い る各 モ デルは汎用性 が高 いだ けに利 用上 の不 満 も

あ る。 目的に応 じた専用 プ ログ ラムを専 門の プ ログラマでな くて も容 易 に作成 で きるよ う

な ㌧ ミュ レー シ ョンモデル作成 の母体 とな るプ ログ ラム"と して開発 した もので あ る。

SMAP-0の 特徴 として次 の点が あげ られ る。
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5-1-26図 景 気変 動指数の推移
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司 一 頃 拡 大 期一ー一

'

一

「11 } ltl ` llI!lII1 9

35/上36/下37/下 39/下40/下 42/下 45/上

(注1)

景気変動指数(21)

国民所得ベースの諸指標のうち,下 記10指標のGNPに 対する比率を変数にとり,こ れら10変数に共

通の傾向を景気変動指数として使用もた。

(指標)

輸入と海外への所得,輸 出と海外からの所得,個 人消費支出,政 府財貨サービス経常購入,民 間企業

設備投資,民 間企業住宅投資,民 間企業在庫投資,法 人所得,雇 用者所得,政 府固定資本形成。

(注2)毎 年度,上 半期を,下 半期を△ として使用 した。

①FORTRANを ベ ース と した モデル作 成用言 語 とで もい うべ きもので数 日の演 習で使

用 で きる。

②1/0処 理 が容 易 な こ と,使 用頻度 の高 い計算 ル ーチ ンがSubroutineModuleと して用

意 され てお り,簡 単 な オプ シ 。ンで シ ミュ レーシ ョンモデルが作成 で きる こと。

③ 使 用 になれ れば卓上計 算機 と同様 の手 軽 さで,簡 単 な損益 予想,財 務予想,資 金計 画

計算 な どに も使 用 で きる。

SMAP-0は 使 用方 法 は容易 で あ るが,反 面 高度 な計画 を行わせ た り繰返 し代 入法 な ど
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の計算 手法 を使 用 した りす るプ ログ ラムの作成 に は不 向 きな点 もあ り,使 用経験 を通 じて

Version-2を 開発 中で あ る。

現 在 の と ころSMAP-0は 十分 に使 い こな され てい るとはいえな い。 しか し誰 で も電 算

機 を利用 し うる態勢作 りも今後 の課題 の一 つで あ ろ う。

5-1-27図SMAP-Oの 概 要

SUMARY:作 業 内容,計 算全体 の

コ ン トロール

DATA:変 数名,デ ータの単位

その他の指定及びデー

タ読込み

EXECUTE:登 撮 した変数名による

計算命令,結 果の印刷

グラフの作成等指定

Subroutine-3

計算命令,印 刷命令

(EXECUTE,CARD)

の解説

計算結果 グラフの
打 出 し

Subroutine-4

計 算 式 実 行

関 数 式 処 理

Subroutine-1

英 語,数 字,特 殊

文 字 の コー ド化

Subroutine-2

エ ラ ー の 検 出 と メ ッ セ

ー ジ,デ ー タの シ フ ト

Subroutine-5(使 用 頻度 の高 い計算式)

¥RUI累 計

¥ZAN年 度末残高

¥DIF増 減 差 額

¥SKK資 金 計 画

¥HOZ法 人税計算

¥TGS定 額 償 却

¥TRS定 率 償 却

(25種 類)
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国際通信システム

14.衛 星通 信 と制 御 シス テ ム

A.シ ス テ ム の 概 要 と 目的

本 システ ムは,国 際電 信電話 株式会 社茨城 衛星通信所 に新設 された第3ア ンテナ施設の

ア ンテ ナ制御 系の一部 を構成 す る もの で,RB-3形 プ ログ ラム制御 システ ムと呼 ばれ る。

一 般 に
,ア ンテナの駆動制御 に は,次 の3種 類 の方式が あ る。

① 追尾 対象物(例 えば,通 信衛 星)か らの電 波 を受 けて,自 動 的追尾 を行 な うオ ー ト・

モー ド方式

② コン ピュー タを用 いて,軌 道予 測計算 を行 ない,オ ンライ ン ・リアル タイ ムで追尾 を

行 な うプ ログラ ム ・モー ド方式

◎ 手動 で追尾 を行 な う,マ ニアル ・モー ド方式

本 システ ムは,こ れ らの追尾 に ついて,以 下 に示 す機能 を果 す ことを目的 と してい る。

a)ア ンテナの駆動 に関 して次 に送 べ る種類 の処理 をプ ログラム ・モー ドで行 な うこと
。

① 通信 衛星 の追尾

各 国 との通信 を,通 信 衛星 を使 用 して安定 に行 な うもの であ る。

② 電 波星 の追尾

あ らか じめ知 られて い る電 波星 の電波 を利用 して,ア ンテナの精 度や特 性 を測 定す るた

め の もの であ る。

③ ス ペ シャル ・ポジ シ 。ンの処理

ア ンテナを,あ る定 め られ た方向 に固定 す るた めに,使 用 され る もの であ る。
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b)オ ・一ー ト ・モ ー ドで,シ ス テ ム運 用 中 の モLド の 監 視,お よ び,オ ー ト ・モ ー ドの バ

ッ ク ・ア ッ プ と して,オ ー ト ・モ ー ドの 追 尾 装 置 を 用 い な い場 合 に,即 時 に,ア ン テ

ナ の 駆 動 制 御 を引 き継 ぐ こ と。

な お,ア ン テ ナ制 御 系 の シ ス テ ム の構 成 図 に つ い て は,5-1-28図 に 示 す。

5-1-28図 ア ンテナ制御系の システム構成図

ア ン ァ ナ

監視制御装置

_-L「L…

RB-3形

プ ログラム

制御 システム

L__一____一 一_ 」

ア ン テ ナ

制御補助架

ア ン テ ナ

制 御 装 置

点線内が本システムである。

B.シ ス テ ムの特長

本 シス テ ムには》,以下 に示 す よ うに,非 常 に有益 な種 々の特徴 が あ るが,な かで も,あ

き時 間の無駄 をで きるだ け排 除 し,目 的 とす るア ンテナの駆動 を短時間 の内 に実 現す る事

に,最 も顕著 にあ らわれて い る。

① ア ンテナ5台 を,洞 じ精 度 で,か つ,、同時 に制御 す るこ どが可能 であ る。

② 目的の ア ンテナ駆動へ の切替 え操作 が容易 で あ る。 、
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5-・1-29図 ソ フ トウ ェ ア の 構 成 図

コマ ン ド ・ア

ングル に関す

る処理 プ ログ

ラム

コムサ ッ ト・

デー タ ・テー

プの読 み取 り

プ ログラム

3次 内挿計算
プログラム

直線内挿計算
プログラム

オフセ ット ・

ア ングル処 理

プ ログラム

ア ンテナ ・ア

ングル に関 す

る処理 プ ログ

ラム.

コムペア検定

プログラム

チャネルの撰
択プログラム

角 度 補 正
プ ロ グ ラム

ア ングル ・エ

ラー に関す る

処 理 プログラ
ム

ア ン グ ル ・エ

ラ ー の 計 算 プ

ロ,グ ラ ム

ア ングル ・エ

ラー ・ア ブノ
ーマルの検定

プ ログラム

ア ン,グル ・エ

ラー の出 力プ

ログラム

その他の処理
プログラム

ラ ンプお よび

メ ッセー ジの

処理 プ ログラ

ム

定 数の入出 力

プ ログラム

メモ リ ・ダ ン

フ

メ モ リ ・ ダ ン

プ

ベ ー シ ッ ク

フ ォ ー トラ ン

本 システ ムに よ るア ンテナ駆動 の 目的に は,衛 星追尾,電 波星追 尾,ス ペ シャル ・ポ

ジ シ 。ンの処理が あ るが,こ の うちのいずれ か一 つか ら,他 へ の切 替 えが ボ タンを押す

だ けで容 易 に行 な え る。

③ 電 源の障害 復 旧時の 自動 再 ス ター トが可能 であ る。 コンピ ュー タの電 源 の復旧後,人

手 をわず らわ さず に,自 動 的 に処理 を再 開す るので,装 置 の側 に操作員 が常駐 していな

くて も,シ ステ ムの運 用が可 能 であ る。

④ ベ ー シ ック ・フ ォー トラ ンの使 用 が可能 であ る。

ア ンテナの駆動 点に,ベ ー シ ック ・フ ォー トランの翻訳 ・実 行が,パ ック ・グラウ ン ド

で使 用可能 で あ る。
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⑤ET,MTRの 障害対策 に,充 分 な考 慮が は らわれ てい る。

ETは2台,MTRは4台 あ り,各 機器 は,そ れ ぞれ 同 じ機能 を持 ってい るた め,

1台 が故 障 して も,他 の機 器 で代 行 させ る こ とが可 能 であ る。

また,使 用 しない時 には,自 動 的 に,モ ー タの電 源が切 れ るよ うに な ってい るた め,

機械 の寿命 が長 く,経 済 的で あ る。

5-1-30図 アンテナの駆動制御方法.

西

北

① ②

南

Az(方 位角)

申

垂直方向

ア ンテナ

アンテナ指向対象

アンテナの方 向は,Az(方 位 角)とE1(仰 角)の 組合せで表 示す る。

① アンテナ ・アングル(ア ンテナの指向角度)

② コマン ド ・アングル(ア ンテナへの指令角度)

③ アングル ・エ ラー(角 度誤差)

Ei(仰 角)

アンテナ
指向対象
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5-1-31図 処 理 の 概 略 図
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ア ブ ノー マ ル検 定

ア ン グ ル ・

エ ラ ー 出 力

AZANT-AZCOM
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C.処 理の概要

本 シス テ ムは,OKITAC-4300を 中央処 理装 置 として,ア ンテ ナの駆動制御 を,オ ンラ

イ ン ・リアル タイ ムで行 な う もの であ る。

ア ンテナの駆動 制御 の方法 につ いて は,以 下 に示 す通 りで あ る(5-1-30図)。

① 現 時点 にお け る,ア ンテナの向 くべ き方向(角 度情 報:コ マ ン ド・ア ングル)の 計
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算 を 行 な う。

{2)現 時 点 に お け る,ア ン テ ナが 実 際 に 向 い て い る方 向(角 度 情 報:ア ン テ ナ ・ア ン グ

ル)の 読 み取 りを行 な う。

(3}コ マ ン ド ●ア ン グル・ ア ン テ ナ ・ア ン グ ル の2つ の 角 度 の差(ア ン グル ・エ ラ_)

を 計 算 し,そ の結 果 を,ア ン テ ナ の 制 御 系 に 出力 す る。

(1),(2},(3}の 処 理 を,1台 の ア ン テ ナ に つ い て,10ms以 内 で行 な い;こ れ を
,50ms

周 期 で く りか え す.

15・ 国際電 信 電話 株 式会 社(KDD)に お け るTAS(国

際 電報 自動処 理 シス テ ム)

A・ 国際電報 中継 の機械 化 とTASの 開発

わが 国の 国際通信 を一 手 に引 き受 け てい るKDDで は,1957年 国際電報 中継 機 械化 の

基礎 調査 を開始 し,1959年4月 に は電信交 換方 式委 員会 を発足 させ ,全 社 的な調査検 討 ・

試作試 験 を行 な った。 その結 果,1967年2月 「電 報 中継機械 化計 画案」 が ま.とま り,計 画

が 最終的 に決定 した6本 計画 の 目標 は,っ い最近 まで増勢 を保 って いた膨 大 な電 報需 要 に

対処 し,利 用者へ の サー ビスを向上す ると と もに,増 大 す る人手 処理作 業 の合理 化 を行 な、

う点 に あ った。

こうした目標 の もとに開発 され たTASは 国 際電報 の中央局 に おけ る中継交換 と人 手処

理作 業 を・・ 電子計 算機組織 を中心 とす る自動処 理 システ ムと して1971年5月24日 か ら運 用

を開始 し,現 在順調 に稼 働 して い る。・

国際電 報 中継交換 の電子計 算機 に よ る自動化 は ア・メ」 カの'RCA ,ITTの ほ か 数 力国で

実施 され て い るが,TASは わが 国の国際電 報運 用100年 の歴 史 におい て,特 に東 京 ,大

阪両 国際関 門局 の電報 運用形 態 に画期 的変 革 を もた らす もので ある。'更に システ ムの面 で

Cl,高 信 頼性 を うる・た めの2重 化並列 運転方 式(デ ュアル システ ム),高 度 の 電 報 自動処
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理 方 式 が 採 用 され て お り,国 際 的 に もユ ニ ー クな シ ス テ ム とな って い る。

B.TASの 特 色

TAS設 計 上の重要 な目標 は,シ ステ ムの高 信頼 度化,充 実 した機能,高 度 の障害対 策,

電報 保護対 策 お よび円滑 な電 報運用 とシ ス テ ム運用 等 におかれ てい る。 これ らを達成 す る

ため に種 々の手法が 採 り入 れ られ た結果,次 の様 な特 色 を持 つ システ ムとな って い る。

a)高 度 な処理機 能

電報 運用 や シス テム運用 の ために 多様 かつ高 度の処理 機能 を持 ってお り,処 理 プ ・グ ラ

ム,制 御 指 令等,他 の類 似 シス テムにはみ られ ない充 実 した もの とな って い る。

b)迅 速 な電報 交換

高 速度 の電子計 算機 の採用 に よ り,処 理 時 間 は平均1～3秒 程度 とな り,従 来 の 時 間

(至 急信約6分,普 通信 約10分,LT信 約15～30分)に 比 べ格段 に ス ピー ドア ップ され て

い る。

c)正 確,確 実な電報処理

電報の各種保護対策,信 頼で きる リカバ リ方式,回 線品質の自動監視な どの対策が講 じ

られている。

d)デ ュアル システムの採 用

システ ムの高 信頼度化 に はIC等 高 信頼度 素子 の採 用 に加 え,メ ッセー ジ同期方式 によ

るデュアル システ ムが 考案 され てい る。 これ はプ ・グ ラム単 位 または通信 回線 ごとに,処

理 を受 け るべ きメッセ ー ジまた は データ単位 で同期 を とる独 特 な同期方式 と して注 目に値

す る。更 に,1系 統 の シス テム内 にお いて も冗長設計,フ ォールバ ックや予備 機の採用 な

ど シス テ ム接 続構成面 で高信 頼度設 計 を行 な ってい る。 こ うした対策 に よ り,信 頼度 の理

論 計算 で は,平 均故 障間 隔時間(MTBF)は25,000時 間(約3年)程 度 と推定 され てい る。
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e)容 易で完全な保 守

24時 間連続運 転下 でサ ー ビスの 中断の ない完壁 な保守 を要求 され るた め,充 実 した オ ン

ラ イ ン診 断 プ ログ ラム,保 守用 診断 プ ログラムをは じめ,各 種試 験器 を完備 し,自 営保守

を行 な ってい る。

f)シ ステムの一元 的,合 理的制 御

システ ム運用室 を設 け,こ こに制御 に必要 な諸設 備 を設 置 し,140余 にの ぼ る制御指令

リクエ ス ト指令 を用意 し,オ ンライ ン稼 働 中の シス テムの統一 的運用 が な され てい る。

C.TASの 概 要

a)前 提条件

{1)FACOM230-60を 使用 して中央処理設 備 を構 成 し,ハ ー ドウ ェアお よび ソフ トウェア

いずれ もで きるだ け既製 品 を用 い る。

'(2)24時 間 の連続運転 に耐 え る高信頼 度 の シス テ ムとす る
。

1(3}電 報 業務 に対 す る十 分 な保護対 策 を講 ず る
。

倒 中央 処理設備 の構成 は,2組 の電 子計算 機 システ ムを用 いた2重 化 並列運 転方式(デ

ュアル ・シス テム)と す る。

b)対 象業務

{1}国 際電報 な らびに これ に準 ず る電報 および これ らに 関連す るメ ッセー ジ類(CCITT

勧告 のF.31形 式 を主体 にF.12形 式 に始 終符号 を付加 した ものを含 め る)の 中継交 換。

1(2}上 記 中継交換 に伴 い行 な うべ き各種処理

・c)電 報の種類

{1}本 邦に発着ないし本邦 を中継す る国際電報,国 際無線電報および業務通信。

'
{2}KDD端 末よ り発す る国内欧文電報,国 内無線電報 およびこれに関 して送受 され る事
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務 報。

(3}中 央 処理設 備 と国内端末 との間で送受 され る簡易局報 。

d)容 量 と規 模

実 用後最低10年 間使用 の条件 か ら,TASは 全 て1980年 度 末 の諸量 を基本 に,十 分 な処

理 能 力 を持 つ よ う設 計 されて い る。回線 容量 は240回 線 とし,フ ァイル容量 や テーブル サ

イズは最 初 か ら需要増 に見合 うもの を設置 して あ る(負 荷 トラ ピ ック量 は51,000通/日,

トラヒ ック集 中率 は10%と して い る)。 主記憶 装置 の容量 は多重 処理 の効 率化 か ら オ ンラ

イ ン稼動 プ ログ ラムの大部分 を常駐 と し,か つ必要最 低限 の もの を設 けた。

e)交 換網

従来,国 際電報の中継交換は東京 と大阪の2関 門局で行なわれて きたが,TAS化 され

た場合 の構成 は,経 済的有効性 か ら,星 形交換網 とし,TASの 中央処理設備は東京のみ

に設置 してあるご

回線は原則 としてTASに 直結するが,電 電公社め電報中継交換網,KDDお よび電電

公社のテレックス交換網 とはそれぞれ中継端末 を介 して接続 されている。また,対 外回線

の うち,TASに 直結 して着信電報をそのまま自動処理するのが 適 当でない 回線(回 線品

質 と電報形式遵守の程度によ り決定)は,'非 自動対外回線中継端末でい ったん受信し,人

手点検のの ち,TASに 中継送信す ることとしている。(5+32図)

f)シ ス テム構 成

TASは 次 の3つ の部分 よ り成 る。't'・ ・ 一・

(1}中 央処理 設備'(電 報 自動処 理機 室:CPR)… ∴

TASの 中核 で,そ の主体 は2組 のFACOM230-60電 子 計算 機 ジス テムであ り設備 は,

これに通信 回線関係 装置,シ ス テ ムの障害監視 や運転 モ ー ド切 替 えな ど行 な うための 自動

監視 制御装置 その他 を加 えて構成 され る。(5-1-33図)

(2}シ ス テ ム運 用設備(シ ステ ム運 用室:SOR)

オン ラ!fン 稼 動 中に運用 者が所 要の シス テム運用 を行 な うゴこめの設備 で,シ ステ ム運用
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5-・1-32図 国際電報 自動中継交換網の構成
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遵
達 ・受付

託各端末

'一 一

大阪3分局

神 戸 局

' ,'公社電報中継、`
`
、交 換 網 ノー、'

∫

中系援端1碧ミ

燕蒜

TAS

国際電報自動処理システム
「

システム運用

設備

公社中継揺*

中央処理設備
%彩z

]

・電報

入手処理設備

」

(全 国),

L.

綴織‖

自 動・

対外回線

■
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1

/

横浜局

麟
_」

日欝欝,

'
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神戸1分 局 東京2委託局

注 .1.← → で示 した ものは他

系 の通信網 を表 わす。

2.シ ステム運 用設備 およ

び電 報入手処]里亘三の設

備 のご の部分 は中央

処理設 備に含まれる。

卓,タ イプ ライ タや キ ャラ'クタ ・デ ィス プ レイ装置 な どの入 出力装 置 および回線割 込 モ

ニ嬬 ・鎚 輩 管理麟 どの通信端綿 難 力・ら成る
・

(3)電 報人手処理設備(電 報人手処理室:MOR)

形 式不醜 助 軸 で電子計算機で自動処理できなかっ遷 報を人手で処理するための

設 備 でグ通 信用 の端末席 装置 や キ ャラ クタ ・デ ィスプ レイ装置 な どで構成 され る。

9)プ ログラム構 成

吟TAS:は 次 の よ うな プ』戸 グ ラ ムよ り成 る
。

{1}シ ス テ ム ・ モ ニ タ;・ プ ロ グ.ラ ム
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5-1-33図 中央処理設 備構成図
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㌶.
、

誓 三全;i≡ ≧、
・,プ 。グラムi≡ ∋

、

.糞淫

A

耀麟の {滋

5+34図 プログラム構成概念図

FACOM230-60電 子計 算機 シス テムの ため に用 意 されて い る標準 かつ汎用 の モニ タであ

る。

(2)TASモ ニ タ ・プ ログラ ム

オ ンライ ン ・デ ィレイ ドタイ ム・メ ッセー ジ交 換制御 プ ログ ラムで,並 列 同期運 転 に関す

る制御,電 文 の送受 信 に関す る制御,TAS処 理 プ ログ ラムの制御,各 種 待行列 に関 す る

制御 お よび システ ムの障害 ・復 旧 に関 す る制御 な どアプ リケー シ ョン ・レベルで要 す る総

括 的 制御 を行 な う。

{3)TAS処 理 プ ロ グラム

実 際 に電 報 の内容 を調 べ て中継交換 及 び付帯処 理 を実 行 す る5種 類 の プ ログ ラムで,初

期 処理 お よび主処 理,送 信前 処理,送 信後 処理,半 自動 ルー テ ィング処理 それ に指令 処理

が あ る。

倒 その他

フ ァイル メ ンテナ ンス関係,シ ス テム保 全関係 プ ログ ラムな どが用意 され てい る。
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D.TASの 効 果

TASの 完成 により,国 際電報の中継交換業務は自動化 され,電 報の処理時間は1～3

秒にな り,国 内の経過時間は大巾に短縮 された。更に,中 継 ・送達の正確化,料 金計算や

原書整理な どの付帯業務の自動化がな された。 また,電 信要員 も節減 され,将 来の需要増

には設備 ・要員増を伴 なわずに対処可能 とな った。間接的には,他 国の同一業務の自動化

への貢献が考え られ る。

今後TASは,高 い信頼度を維持 し,国 際通信の担 い手 としてその使命を全 うし,良 好

なサー ビスを提供 し続 けるであろう。

工 業 用 コ ン ピ ュー タ ・シ ステ ム

16.総 合 製 造 シ ス テ ム

A・ 数値制御 テープ の作成

数 値制御機 械 を駆 動 しプ ログラ ム通 りの部品 加工 をす るNCテ ー プを作成 す るプ ・グ

ラ ミングは,2つ の ス テー ジにわ け られ る。第1の ス テー ジは,各 部 品 を どん な治具 や保

持具 を用 いて ホール ドし,ど の よ うな工 具 で どの よ うに切 削す るか,
、お よび送 りや主軸 回

転数 をい くらにす るかな どの プ ロ グラ ミングで,工 作 機械 や切削加工 技術 につ いて熟 知 し

てい る必要 が あ る。 この プ ランニ ング ・ステー ジでは,熟 練 者,経 験 的知識 な どを もとに

行 なわ れ,い かな る判 定用 ファク タが ある のか を決 め,ることが重要 で あ る。第2の ス テー

ジは,NC装 置 に適合 したNCテ ープ上 のNC情 報 を計算 す ることで ,部 品 に対 す る工

具 の運動 を線分 よ りな る折 れ線 と して近似 し,NC機 械 の各軸 の変 位 と送 りとを定 め られ
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5-1-35図NCテ ー プの作成

加 工 プ ロセ ス

の 選 択

フ ン プ 法

の 選 択

加 工 デ ー タ

の 選 択

后

工 具 通 路計 算

メイン

プロセッサ

ス

セ ッ サ

第1ス テー ジ 第2ス テー ジ

たNCテ ー プ上 の フ ォー マ ッ トに す る フ.ロ グ ラ ミ ング で あ る(5-1-35図)。 図 に お い て 第1

ス テ ー ジ に先 だ つ 加 工 フ。ロセ ス(塑 性 加 主;旋 削 加 工,'フ ラ イ ス加 工 な ど)や 工 作 機 械 の

選択 を す る人 間 の 知 能 の コ ン ビi－ 夕化 は,ま だ 行 な わ れ て いな い。'・

・:各部 品 図 に つ い て,・ これ を加 工 で き るい くつ か の機 械,お よ び こ・れ らそ れ ぞ れ に 対 応 す

1るNCテ`プ は
,5・1-35図iの よ うに部 品 情 報 フ ァ イ ル に 登 録 さ れ'る6'図 の 作 業 は技 術 部 門

(EngineeringDivisibn)'で 行 な わ:れ,一 方 生 産 部 門(ProdtictionDiviSion)ttで.は,生 産

計 画 に も'とつ い て,・ 部 品 情 報 フラ イ ル を 参 照 し て 生 産 ス ケ ジ ュ・一ル を作 成 し;群 管 理 装 置

(CNC=Computer・NC)を 介 してNC機 械 群 を管 理 レ部 品 加 工 を 実 施 す る。5-L36図 ・・は
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製造 シス テ ム中の技術 部門 と生 産部 門 との関係 を示 して い る。 縦軸 を オペ レー シ.ン の軸,

横軸 を物流 の軸 とよぶ。

技 術 部 門 生 産 部 門

NCテ ー プ

の

作 成

▲ オ ペ レー シ ョ ン● 生 産 計 画
←

▲
▼1

日程 計 画

↓1
群 管 理

装 置

「 一 一 一 一 ー

ー ー ー

一

↓{

前 加 工 ,

NC機 械

群
P

組 立 て

機 械

「-

L←

L__.___

一 一→ 物 流

5-1-36図 技 術部門と生産部門

B.自 動 プ ロ グ ラ ミン グ言語

NCチ ー フ。を作 成 す る フ.ロ セ スの 第2ス テ ー ジ(5-1-35図 参 照)の 言 語 で あ るAPT言

語 が ア メ リカのANSI/×3/J7委 員 会 で標 準 化 され る。 これ は現 在ISO/TC97/SC5/

WG1に お い て審 議 され て い る 。標 準 化 は,入 力 言 語,CLDATA(CutterLocationData),

ポ ス トプ ロ セ ッ サ ・ワー ドに つ い て は ほ ぼ 決 ま り,現 在 モ ジ ュ ー ル化 や第1ス テ ー ジ の 工

具 や 加 工 デ ー タ(テ ク ノ ロ ジ ・デ ー タ)に つ い て 検 討 に 入 りつ つ あ る。 イ ギ リス で は 国 立

機 械 研 究 所(NE・=NationalEngineeringLab.)が,ド イ ツ で はEXAPT協 会 が,標 準 的

APTラ イ ク言 語 の 拡 張 や モ ジ ュ ー ル化 を 進 め て い る。
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5-1-35図 に 示 す 第1ス テ ー ジ に先 だ つ ス テ ー ジの人 間 思 考 の コ ン ピ ュ ー タ化 は,グ ラ フ

ィ ッ クス を利 用 す る プ ラ ンニ ン グ(プ ラ ンニ ン グ は デ ザ イ ン と 同義 語)が プ ロ グ ラ マに と

って は便 利 で あ る。 ま た プ ロ グ ラ マが コ ン ピ ュ ー タの 援 助 を受 け な が ら,会 話 を しつ つ デ

ザ イ ンを進iめ る よ うな マ ン・マ シ ン・シ ス テ ム(CAD=ComputerAidedDesign)は,デ ザ イ

ンの 省 力 化 に と り重 要 な 道 具 で あ る。 ア メ リカ のAIA(AerospaceIndustriesAss.)は,グ

ラ フ ィ ッ ク ス を用 い る部 品 加 工 の プ ラ ニ ン グの シ ス テ ム に つ い て の報 告(ReportonCom-

puterAidedManufacturingusingGraphics)を ま とめ つ つ あ る。

わ が 国 の 自動 プ ラ ミン グ言 語 は,富 士 通 の 開 発 したFAPTとAPT二IIIお よ びIVと

APTラ イ ク言 語 のADAPTが 使 用 され て い る。NC言 語 の 国 際 的 な 標 準 化 の 動 きに 応

じて,日 本 電 子 工 業 振 興 協 会 お よ び機 械 振 興 協 会 のAPT連 絡 部(1972年 よ りCAM-1

(ComputerAidedManufacturing-lnternational=計 算 機 援 助 製 造 シス テ ム化 国 際 機 構)の

日本 管 理 部 とな る予 定)を 中 心 に標 準 化 の 動 きが 活 発 化 して きて い る。

C.群 管理 シ ス テム

ミニ コ ンピュー タの普及 に と もない,こ れ を 中央処 理装置 と した群 管理 シス テムが 数 シ

ステ ム開発 され てい る。 これ は10数 台 のNC機 械 を制御 して 部 品加工 を 行 な うばか りで'

な く,部 品加工 の加 工順序 の指示,素 材 の供給 と製 品 の搬 出の制御,加 工実 績 の集計整理

を行 な う能 力 を もつ。 す でに2～3シ ステ ムが現 場 にお いて使 用 され,省 力 化 と生 産 向上

の 目的 を達成 してい る。

5-1-37図 に群 管理 シス テムの中か ら代 表的 な2つ を選 んで示 した。(1)の 方 は従来 のNC

テー プを入 力 とし,NCチ ー フ.情報 を受取 ってNC機 械 にパル ス分配 を行 な うNC装 置

と本 質 的に は同 じであ るが,異 な るの はNCテ ープ情 報 を磁 気 ドラムや磁 気 デ ィス ク上 に

ス トア してお いて,ス ケ ジュールに従 ってNC装 置 に配送 す るよ うに して い る点 であ る。、

(2}の方 は数10台 のNC装 置 の代 りに,1台 の タイ ム ・シ ェア リングNC装 置 を用 いて い る。.

スケ ジュール に従 って配 送 されたNCテ ー プ情 報 で,タ イム ・シ ェア リング でパル ス分

配 な どの 指 令 をMTC(マ シ ン ・ツ ー ル ・コ ン トロー ラ)を 介 してNC機 械 に 送 って い る。.
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5-1-37図 群 管 理 シ ス テ ム

NC1 工 作 機 械

中央処理装置

CPU

イ ンター

フ ェイス

NC2 工 作機 械

(1)

`1

NCn レ 工 作 機 械

MTC 工 作 機 械

中央処理装置

CPU

タイムシェアリング

NC

MTC 工作 機 械

(2)

D.製 造 の シ ス テ ム化

`●

MTC ● 工 作 機 械

機械工 場 の中や試 作工場 に単独 にNC機 械 が導 入 され,、NC機 械 でな くては 加工 で き

ない もの を加 工 して きた時代 か ら,製 造 フ。ロセスの 申すな わ ちシステ ムの1構 成 装置 とし

て導入 され るよ うに な って きた。 これ に伴 な い設計,生 産計画,生 産 の制御 とい う一 連の

工 場 の オペ レー シ 。ンの コ ンピュー タ化 によ る工場 の無人化 が進 め られ るよ うにな った豆、

この よ うな シス テム化 が進 め るこ とに よって,高 価 な高度化 した マ テ リアル ・ハ ン ドリン

グ,無 人倉庫,お よび群管理装置NCを 含む総合的な製造プ ロセスが効率よ く稼 動すQ。
.

5一干38図 は コ ンピュー タを中心 に したデー タ ・ベ ース ・シス テムで,三 菱 重工 名古屋航

空 機 製作所 で稼動 している。
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薔 ぺ
/

《＼

工程
管理

壌謎 ＼
巨]→

'

出荷

⑬

5-1-38図 総 合 シ ス テ ム

17.フ ァ ッ シ ョ ン 産 業 と コ ン ピ ュ ー タ

1970年 代 の通商産 業政策 の在 り方 の中 で,70年 代 の中核 産業 の一 つ と して フ ァッシ 。ン

産業 が あげ られ てい る。 と くに高 い生長 が期待 されて い る もの が衣 類 の高 級化 であ る。

工 業技術 院繊維高 分子材 料研究 所 では,衣 類 の高 級化 の中核 は,西 陣帯 で代表 され るよ

うに,「 織物 や編物 上 に多様 な柄 を出す こ とに あ る」 とい う観点 よ り,1965年 以来 コン ビ.

ユー タに よ る摘 出 し製布 シス テムの開発 を行 って きた。

A.'N/C自 動 摘 出 し丸編 機

多数の給 糸 口を もう丸編 機 で多色柄 を編 むに:は,い.く 種 類 かの色 糸 を別 々の給 糸口 に供

給 し,お の おのの給 糸 口位 置 で作 られ る編 目が編地表 面 で柄 を構成 す ることにな るか ら,'・
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給 糸 口の位置 を通過 す る針 が,編 む状 態"1"か,編 まない状態"0"か,の いずれ かの動

作 を決 めて やれ ば柄絹 地 の編成 が で きる。

従 来 の柄 出 し法 はパ タ ン ・ホ イール式,パ タ ン ・ドラム式 な どの機械 的方 法 で編針 の選

択,柄 の信号化 処理 を行 って きた。 その ために,柄 の大 きさに制 限 を生 じ,柄 の変更 に も

多 くの 労力 と時 間 を費 して きた。

そ こで,こ れ らの要 求 を満 た し うる摘 出 し法 と して,柄 信号 処理部 と 編 機本体 を 分離

し,柄 信号 は組 織柄 を1コ ース順 に,色 別 に穿 孔 テー プに記 憶 させ て お き,こ れか ら1コ

ー ス分 ずつ の信 号 を逐 次 は き出 し,編 機 の回転 と同期 を と りなが ら柄 信号 を処理 し,編 機

上 に設置 した運 針機構 を動作 させ る方法 を開発 した。

この電子 式 自動柄 出 し丸編 機 システ ムは,研 究所 の特 別研究 で1967年 か らか3年 計画 で

開 発 にかか り,実 用化 の見通 しが立 ったので,1970年4月,通 産省重工 業局,繊 維雑貨 局

よ りの推 せん を受 け,機 械 振興協 会 の 「新機械 普及促進 事業 」の対 象機 に指定 され,N/C

「柄 出 し丸 編機 プ ロジ ェク ト分科会 」 の指 導 の下 で,編 機 メー カーは大 東精機 株式会社,

電子 機器 メー カーは中央電子株 式会 社,精 密機械 メーカー は吉沢 精機株 式会社 が担 当 し,

実用 機 の開発 に当 った。1971年12月 に最 終検収 がおわ り,現 在,埼 玉県 の大 同編物株式会

社 が試 用 中で あ る。

以下 に本 シス テ ムの概 要 を述 べ る。

システムの構成

(1)パ タン ・アナ ライザ

(2}摘 出 し指令装 置

(3)端 末装 置

(4)運 針機構

(5}丸 編機5台

よ り構成 され て い る。 パ タン ・アナ ライザはデザ イナの描 いた原 図 か ら摘 出 し編成 す るた

めの柄信号 テー プを 自動 的に作成 す る装 置 であ る。 摘 出 し指令 装置 は柄信号 紙 テープを入

力 と して,各 編 機 ごとに端 末装置,運 針機構 を 経 て丸編 機へ 別 々の摘 出 し指 令信号 を 送

る。
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(1)パ タ ン ・アナ ライザ

① 構成

α)原 画 ドラム部,⇔ 原画 駆動,お よび駆動 制御部,◎ カメ ラ部,{二}ア ナ ログ

処理部,㈱A/D変 換部,(NI/0コ ン トロール装置,(ト)演 算処理 装置 ・㈱ テ レタ

イ プ ライ タ,な どか らな って い る。

② 機能 原画 をた て,よ こに点 分割 し色 を読 み と り,紙 テー プに柄 情報 を打 出す。

③ 概 要 原画上 の有効原 画面積 の 限界点 を電子計 算機 に記憶 させ,色 数,色 コー ド

処理,柄 名,柄 幅,柄 奥 行,た て!よ こ分 割数 な どの必要条 件 を入 力す る。 カラー ・スポ

5-1-39図 システム構成

原図 ・ター・アナ・蝦 顯)轍 ・イ ・一ダ

(柄 出 し紙 テープ入力)

PTR
コ ン トロール1

(柄 出 し紙 テー プ制御)

,、タイプライ,.(入 出捌 中り、減 麺 類 郷 記憶難

色 指 定
スイッチ

端}末 コン トロール

(イ ンターフェース)

(同 期 信号 ・制御信号)

(同期信号位置信号)

位 置

検出部

▼

(端 末 装 置)
▲

↓
(運 針 機 構)
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ッ トカ メラを用 いて原 画 を走査 し,カ ラー信号 に変換 し,こ の 出力 はA/D変 換 され,計

算機 内部 に一 時記憶 され,先 に入力 され た必 要条件 と演 算処理 を行 い,色 相判別 され た上

で柄 信号 紙 テー プを作成 す る。

(2)柄 出 し指令 装置

① 構 成('f)高 速紙 テー プ ・リー ダ,(ロ)中 央 演算 処理装置(CP.U),の 外 部記

憶 装 置,←)テ レ タイ プ ライ タ,㈱ 端末装 置か らな ってい る。 第5-1-39図 は シス テ ム

構 成 を示 した もので あ る。

② 概要 柄 情報 紙 テープ を入力 と して丸 編機5台 を集 中制御 す る。柄 名,色 数,柄

幅,柄 奥 行 な どを記 憶 した紙 テー プを,テ ー プ ・リー ダを通 してCPUに 送 り,外 部 記憶

装 置 へ記憶 す る。 つづ いて柄 パ タ ンを読 み とって外部 記憶装置 へ記憶 させ る。丸 編機番 号

と柄 の対 応指 定 した後,編 機 を起 動 させ ると,編 針1針 に1発 の基準 パル スを端 末機 が受

信 す る。CPUは これ を受 けて割込 み処 理 を行 な い,柄 情報 を処理 し,端 末装置 へ送 る。

端 末装置 は運 針動作 に必要 な柄 番地 を計 算 し,読 出 しを行 い,運 針機構 を通 して丸 編機へ

編成 信号 と して送 る。

(3}端 末装置 この シス テ ムは全 体 として高速 化が要求 され るので,CPUの うち,時

間の 多 くか か る ソフ トをハー ド化 して端 末装 置 に入 れ てい る。丸編機 か らの マ シン ・パル

スを受信 し,CPUに 割込要求 を発生 し,CPUか ら必 要 な デー タを受 け と り,48給 糸 口分

の柄 番地 計算,柄 信号 読 出 しを行 い,送 針機構 へ送 針 パル スを送 るた めに,ハ ー ドと して

は,針 数 カ ウン タ,コ ース カウ ンタ,給 糸 口 カ ウンタ,柄 幅 レジス タ,柄 奥 行 レジスタ,

その他 の回路 が含 まれ る。

倒 送針 機構 用 セ レ ク ト・モー タ 編針 で柄編 成 で きるよ うに,編 針制御 用 にパル ス ・

モー タを応 用 して開発 した。

計 算機 は縞柄 に適 した セ ッ ト,リ セ ッ ト信号 を丸 編機 の回転速度(針 溝)た 従 って与 え

る。 この機構 は計 算機指 令 を 目的通 りに丸編機 に与 え るための接点 に当 る もので あ るか ら,

機 械 的な精 度,タ イ ミングな どの観点 か ら多 くの問題 が発生 す る。

(5}中 央 演算処 理装 置が制御 で きる丸編 機台数 、

シ リンダ直径30イ ンチ,針 数1680本 ,の 丸 編機 を18RPMで 稼 動 させ る と,1針 当 り

2msと な る。CPUが 丸編機1台 の制御 に要 す る時間 は250μsと す る と,
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制 御可能台 数 は2ms÷250μs=8(台)と な る。 実 際に,はラ ンダムに停止,… 起動 した り・

す るサ ー ビス プ ログラ ム,工 程管 理面 の処理 をや らせ る と5台 が限度 とな る。

開 発 され た,N/C柄 出y丸 編 機 シス テ ムで は最大4色 柄 まで編成 で きる。 給糸 口の色指

定 は1,2,3,4の 数字 で色別 を表現 し,色 別 設定 ダイヤル を糸 の色 に合 わせ て セ ッ ト.

す る。柄 色の変換 は容 易 であ る。

「
「

図案 一
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→
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織柄

信号テープ
→
紋紙

穿孔機
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5・-1-40図 自動絞紙穿孔 システム(例)

B・ 電子式 自動紋紙穿孔 システ ム
vt4.・'1

今 日,高 級柄 織物 と呼 ばれ る織 物 はジ ャカー ド織機 に よ って 製織 され てい る。 この摘 出

し機構 にはたて 糸,よ こ糸 の組せ を制御 す るための ジ ャガー ド用紋 紙が不 可欠 であ る
。 ζ

うしてで きる紋織物 は図案 の色柄部 分 をい ろい ろ異 った織物組 織 で織 り,あ るいは色糸 を

使用 して複雑 な柄 模様 を織物 上 に表 わ した もの であ る。

従来,図 案 を織 物組織 に変換 す る手法 は,製 織 す る織物 の たて糸 ,よ こ糸 の密 度 と使 用

す る ジ ャカー ドか ら適 当な サ イズの意 匠紙 が選 び出 され,こ れに図案 が拡大転 写 され,色
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柄 部分 に適 当な織物 組織 が記入 され て紋意 匠図が で きあが る。 この意 匠図 をみ なが ら,紋

ほ り工 が ピア ノ ・マシ ンを用 いて紋紙 を作 ってゆ く。

本 シス テムは5・-1-40図 に示 す よ うに 図案 の よみ と りか ら 紋紙穿孔 までの作業 を完全 自

動 化 させ た もの であ る。

手 描 きの図案 は パ タ ン ・アナ ライザ によ って 自動 的 に 色 柄 部分 が 識別 され,装 置 の柄

幅 分割機 能 に よって使 用す るジ ャカー ドのたて針本 数 に等 しい色柄 信号 が テープ として出

力 され る。 この色柄 信号 は信号処理 装置 に入 って更 に加工 され,意 匠 図に相 当す る織柄 信

号 に変換 され る。 すな わ ち,色 柄 信号 が信号 処理 装置 に入 ると,あ らか じめ信号処理 装置

内 に記憶 され てい る,織 り方 を表 わ した多数 の完 全組織 との 間で演算処理 され る。 色柄信

号 は色 コー ド別 に対 応 す る完全 組織 を呼 び出 して,色 柄 信号 上 に組織 を乗せ て織柄 信号 に

変換 す る。 この織 柄信号 は絞 紙穿孔機 に入力 して,絞 紙 を作 り出 して ゆ く。 また は織柄 信

号 を紙 テープに と り,OFF-LINEで 絞紙穿孔 機 に作 用す る。5-1-40図 は自動 絞紙穿孔 シ

ス テ ムの構成 図で あ り,点 線 ワ クがい わば製 織計算 セン ター組織 とな り,図 案 を持 ち込 め

ば直接 絞紙 として,あ るいは織柄信号 テープ と してユ ーザーに配達 され る。 図案の色判 別

は16色 まで可能 で あ る。

試 作 した穿孔 機 を例 に して基本 的な設計項 目をあげ る と

ω 絞紙 の日数

倒 図案 のよみ と り点数

{3}1釜 内の柄数

(4)1完 全柄 の絞 紙枚数

(5)重 ね織 り数 と色柄 信号 との関連

(6)絞 組織,耳 組 織,棒 刃組織,将 替 信号 の設 定

(7)絞 穴,耳 組織,棒 刃組織,将 替 信号,巻 取 信号 に対す る穿孔列番 号の指 定

(8)そ の他 絞 織物 の特有 な問題 と してぼか し織 り,柄 境 界 におけ る組織点 のず らし問

題,多 色織 に おけ る村箱 の 自由交 換 な どソフ トウ ェアが必要 とな る。
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第2章 諸外国における適用業務の具体例

1.株 価 ・投 資 情 報 サ ー ビ ス

TheBunkerRamoCorporationは,電 子 式情報 表示 装置,そ の 関連 サー ビスお よび,

問合せ応 答装置 を民 間や連邦政 府 に製造 ・販 売 してい るが,BusinessandIndustryDivi-

sionで は,全 米 を対象 とす る株価 ・投 資情報 提供 サー ビスを行 な って お り,こ の分野 にお

け るサー ビスの占有率 は全米一 で あ る。

同社 が株 価 ・投 資 に関す る相場報 道の機械 化 を企 画 したの は1958～9年 頃 といわれ,当

時,ア メ リカ証券 業界 で は既 存の チ ッカー ・サー ビス(取 引所 の出来 高 を テレ ・タイプ網

で放 送す るサー ビス)で 充分 で あ るとの認識 が強 くて,こ の計画 は注 目 され なか った。

同社が この システ ムを作 る上 で難 関 とな った のは,通 信事業者 か ら賃 借す る専用 回線 を

サー ビスの対 象 であ る同社 の顧 客 との間に設 定す るの に必要 な,専 用 回線 の共 同使用 に関

す るこ とで,営 業 権侵害 としてWesternUnion電 信会社 は同社 の この システ ムへ の回線

賃貸 を断 った。 また証券 ブ ロー カ間での一部 の メ ッセー ジ交 換 を伴 な う株価 ・投 資情報 提

供 サー ビスを も企 画 したが,1967年 通信事業 者の反 対 に よ り実現 しなか った。一 方 同社 は

1969年WesternUnion電 信会社 のSICOM(SecuritiesIndustryCommunicationSystem)

サー ビスに対 し,同 社 の株価 情報提 供 サー ビスを侵害 す る もの として提訴 して い る。 以上

の よ うな経 緯 はあ ったが株式 相場報 道 システ ムが1964年 開始 され,1966年 後半 か ら利用価

値 が次第 に認 め られ,1970年,約24,000台 の端末 機(後 述 のTelequoteIHのCRT/KB式 端
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末)が 全米500都 市 の証券 ブ ロー カに利 用 されてお り,通 信網 は全長50キ ロ ・マイルに も

及 ぶ に至 った。

現在,同 社 の提供 して い る商 業 サー ビスは次 の もので あ る。

(1.)TeleregisterQuotationBoardSystem

同社 が合併 ・吸収 したTeleregister社 が開発 した もの で あ り,指 定 され た株式 や商品 に

関す る相場 を表示 板 で ブ ロー カの店 頭 に 自動表 示 す る もの で,刻 々 と変化 す る株式 ・商品

相場 を同社 の中央 コン ピュー タに よ りオ ン ライ ン制御 で更新 す る。

(2)Telequote皿 応 答 システ ム

7000銘 柄 の株 式,証 券 に関す る新情報 を表示 し,か つ傾 向 を知 らせ る。

(3)電 話 に よる株価 報道 サ ー ビス

ASE(ア メ リカン証券取 引所)の 相場 に関す る自動音声応 答 サー ビス を中央 の コン ビa'

一 タで行 な う。

(41)・Tops(TelecenterOmniProcessingSystem)

株 式 ブ ロー カの本 ・支 店 間で発生 す る顧 客注文 な どの メッセ ー ジ交換 サー ビスを受託 し

て い る。 た だ し,同 一 ブ ロー カ内 の通 信 の域 を越 えていな い。

(5)NASDAQシ ステ ム

700'の 証券 会社 を対象 とす る店頭 取 引銘柄2,300の 株 価 を提供 す る。

(6)オ ン ライン ・リス テ ィング ・サー ビス

株式 情報 のバ ッチ処 理 の受 託 サー ビス

(7)テ ー プ ・カー ド処理 サー ビス

株価 の総 合情報 をハ ー ド・コピーに作成 す るサー ビスで ある。

以 上 の ほ か,シ ェ ラ トン ・ホ テル の た め の ル ー ム予 約 シ ス テ ムの 受 託,そ の 他 の サ ー ビ

ス が あ る。

以 上(1)～(7)に 述 べ た サ ー ビス は,同Divisionが 運 営 して い る ニ ュー ヨー クの テ レ ・

セ ン タで 行 な わ れ て い るが,NASDAQシ ス テ ムに つ い て は コ ネ チ カ ッ ト州 トラ ン ブ ルの

同社 の 他 の セ ン タで 行 な っ て い る。

テ レ ・セ ン タで は,Telefile3台(Teleregister社 製 コ ン ピ ュ ー タ,う ち1台 バ ック ・ア
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ッ プ),Univac418112台,お よ びUnivac10501台 が 設 置 され て い る。 セ ン タ設 備 の

機 器 構 成 は5-2-1図 に 示 す もの で あ る。 図 この う ちTelefileは 米 州 内 の9都 市 に あ る13台

の サ テ ライ ト ・コ ン ピ ュ ー タ を通 じて 次 の 端 末 に 接 続 し,Telequoteサ ー ビス を行 な って

い る。

/

謬=副(米_酉 、)
BasicFinanciaI
DataInputs

Subscriber
lnputs

TELEFILES
(3)

Univac1004

Univac

418(×2)

L
＼

TQIII

BOARD

5-2」1図 テ レセ ンター構成図

Telequote皿 約24,000台

Telequote皿trends約600台

Telequote70約700台

サ テ ラ イ ト ・コ ン ピ ュ ー タの 設 置 場 所 は,ニ ュ ー ヨー ク,ア トラ ン タゴ マ イ ア ミ,デ ト

ロ イ ト,ロ ス ア ンゼ ル ス,サ ン フ ラ ン シ ス コ,ダ ラ スiシ カ ゴiカ ン サ ス`シ テ ィ ー な ど

で あ る。
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セ ン タのTelefileと 各 都 市 の サ テ ライ ト ・コ ン ピ ュ ー タ間 は2,400BPS回 線 で接 続 さ

れ,・ 台のeテ ライ ト・・ンピゴ タは・0台までの制繊 麗が硫 祠 る・各制御装置に

は 最 高32の1,200BPS回 線 が 接 続 さ れ,こ の 各 回線 に は最 高25台 の コ ン トロー ル ・ユ ニ ッ

トが 接 続 され る。 各 コ ン トロ ー ル ・ユ ニ ッ トに は最 高29台 の ↑elequote70端 末 が 接 続 で

きる が,1回 線(1,200BPS)あ た り最 高60台 が 限 度 で あ る。Teletrendsは 出 力 の み で あ る

の で,設 置 台 数 上 の 制 限 は な い 。 各 コ ン ト・一 ル ・ユ ニ ッ トは サ テ ラ イ ト ・コ ン ピ ュー タ

か らの ポー リ ン グに よ り通 信 制 御 され る。 シ ス テ ム ・レ ス ポ ン ス ・タ イ ム は 関係 者 の 言 に

よ れ ば2秒 以 内 で あ る との こ とで あ る。

同 じ くTelefileに よ る サ ー ビス と して,ア メ リカ ン証 券 取 引 所(ASE)の 加 入者 に対 し

て押 ボ タン式 の電話機 によ る自動音 声応答 サ ー ビス,お よび,ブ ロー カの店頭 にお け る株

価 表 示 の た め の ΩuolationBoardサ ー ビスが 行 な わ れ て い る。

シ ス テ ムへ の 入 力 と して の 株 価 情 報 は,Telefileを 経 て 主 記 憶 装 置 に蓄 積 され るが ・ こ

れ は(i)NYSE(ニ ュ ー ヨー ク証 券 取 引所)(ii)ASE(ア メ リカ ン証 券 取 引所)(iii)

ミ ッ ド ・ウ エ ス ト証 券 取 引 所,(iv)パ シ フ ィ ック証 券 取 引 所 の 各 チ ェ ッカ ー か ら135

BPS回 線 で 送 られ て く る。 ま たNASDAQシ ス テ ム よ りの 情 報 もTelefileに よ り入 力 さ

れ る。

つ ぎ にUnivac418fi2台 に よ る サ ー ビ ス と して,シ ェ ラ トン ・ホ テ ル の ル ー ム予 約,

お よ び70ヵ 所 の支 店 を結 ぶ レ イ ノー ル ド証 券 会 社 の た め の 企 業 内 の メ ッセ ー ジ交 換Tops

が あ る。 ま た,ア メ リ カ ン証 券 取 引 所 の 過去1ヵ 月 間 の取 引 相 場 デ ー タの オ ン ラ イ ン問 合

せ サ ー ビ スに も用 い られ て い る。

Univac1050に よ るサ ー ビ ス と して,投 資 コ ン サ ル タ ン ト会 社 ジ ェサ ッ プ ・ア ン ド ・ラ

モ ン ド(J&L)に 相 場 の 基 礎 デ ー タ分 析 を提 供 して い る。 この ほ か,テ ー プや カ ー ドか

ら株 価 情 報 の ハ ー ド ・コ ピー を作 成 す る サ ー ビス も行 な っ て い る。

コ ネ チ カ ッ ト州 トラ ン ブル の 同社 セ ン タに 最 近 設 置 したUnivac11082セ ッ トは店 頭 取

引 銘 柄2,300の 株 価 情 報 シ ス テ ムNASDAQ(NationalAssociationsStockDealersAuto'

IhatedQuotation)を 提 供 し て い る。 これ は サ テ ラ イ ト ・コ ン ピ ュ ー タ と し てHoneywell

516を 用 い,テ'レ セ ン タに よ っ て提 供 され るTelequote皿 に も情 報 が 流 れ る。

同 社 の代 表 的 株 価 ・投 資 情 報 サ ー ビスTelequote皿 を 次 に 要 約 し よ う。
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(1)Telequote皿 サー ビ'ス

これには問合 わせ応答形 式 の端 末 がユ ーザ側 に用 い られ る。表示 方法 に はCRT表 示形

式 と通 常の紙 テー プ幅の プ リシ ト形式 の2種 が あ る。現 在,米 州内 の ニ ュー ヨー ク証券取

引所(NYSE),ア メ リカ ン証 券取引所(ASE),ミ ッ ドウエ ス ト証 券取引 所,パ シフ ィ ッ

ク証券取引 所の株式 商品 の16取 引所,200種 程 度の投 資信託,1,500種 程度 の場外株 の売 買

情 報 と市場 情報 が4桁 以 内の銘柄 コー ドと問合せ の種類 を表 わす フ ァン クシ 。ン ・キ ーを

押 す だけで3～4秒 で応 答 が ス ク リー ン上 に え られ る。 これ に よ り現 在値,買 気配,売 気

配 の表示,始 値,高 値,安 値 の表示,出 来 高 累計,配 当,株 価利益 率 な どが表示 され る。

(2)Telequote]皿Trends

当 日の市 場状況 を統計 的 デー タとして表 示 す る もので,CRT表 示装 置 によ り次の5種

の情 報が1分 間隔で交互 に入 れ替 りなが ら表 示 され る。 出来 高上位10銘 柄,騰 貴 上位10銘

柄,下 落 上位10銘 柄,ダ ウ ・ジ.一 ンズ単純 平均,ス タン ダー ド ・プーア平均,年 間新高

値,新 安 値銘柄,当 日騰貴銘柄 数 な ど。

(3)Telequote70サ ー ビス

スイ ッチ ング ・コン ソール と2面 のCRT表 示装置 を組合 せ たユ ニバ ーサル端 末 を用 い

〔

5-2-2図Telequote70端 末
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て次 の サ ー ビスを1台 の端末 で受 け られ る。5-2-2図 にTelequote70端 末 を示 す。

① モニ タ:

NYSE,ASEの 各 チ ッカー情報,ダ ウ ・ジ ョー ンズ ・ニ ューズ ・サー ビス,UPI'

ニ ュー ズ ○ワイヤ

② 問合せ:Ωuotation,現 在値,高 値,安 値

取引高配 当

③ 情報 入力:

売 買 オー ダの端 末へ の入力

④ 情報 入力 と問合せ:

顧 客売 買,株 保 有,購 買力 な ど

以上 の他,デ ー タの グラフ表示 が可能 で,文 字表 示 と同時 に一方 の ス ク リーンを用 い て

値動 きの グラ フを示 す ことがで きる。

[⊇ 業計算サービス

ControlDataCorporation(CDC)は 超 大 形 コ ン ピ ュ ー タCDC6600の メ ー カ と して 知

られ て い るが,1969年9月DataServiceDivisionを 発 足 させ 同部 に よ る商 業 計 算 サ ー ビ

スCybernetを 開 始 し,1)リ モ ー ト ・バ ッ チ処理2)リ モ ー ト ・エ ン トリ3)会 話 形

TSSの 各 種 商 業 サ ー ビ ス を提 供 して い る。 現 在 米 州 内 に30セ ン タ
,海 外 に10セ ン タ を運 営

して い る。

Cybernetは 大 形 コ ン ピ ュー タに よ る複 数 セ ン タの 多 重 構 成 に よ る コ ン ピ
ュ ー タ ・ネ ッ ト

ワ ー クで,ど の 遠 隔 端 末 か らで も処 理 の 規 模 に応 じ た コ ン ピ ュー タの 機 能 を 利 用 で き
,ま

た 大 形 コ ン ピ ュ ー タの 利 用 に よ って1秒 当 り6セ ン トの低 廉 な処 理 コ ス トを実 現 して お り

大 半 の ユ ー ザ は1つ の ジ 。ブ を50セ ン ト以 下 で利 用 で き る。

Cybernetセ ン タの位 置 は5-2-1表,ま た,6600シ ス テ ムの構 成 は5-2-3図 に 示 す もの で

あ る。 端 末 と セ ン タ間 は電 話 回 線 の ダ イ ヤ ル ・ア ップ に よ る直 接 々 続 の 場 合 と,端 末 の も

よ りの市 内 電 話 局 まで ダ イ ヤ ル ・ア ップ と し,市 内 電 話 局 ・セ ン タ間 は市 外 専 用 電 話 回 線



第2章'.議 外国における適用業務の具体例tt 363

5-2-3図CYBERNETTM6600シ ス テムの構成
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で 随 時 交 換 接 続 され る。 交 換 網 の 構 成 を5-2-4図 に 示 す 。

ユ ー ザ の 処理 レベ ル に応 じ た各 種 セ ン タの 選 択 を可 能 とす る た め,Cybernetの 神 経 中 枢

と し ての 働 きをす るSHADOWと 呼 ば れ る通 信 制 御 用 ソ フ ト ・ウ エ ア ・シ ス テ ムが あ り,

CDC3300を 用 い て 他 の セ ン タ を利 用 で きる。 ユ ー ザ は 次 に述 べ る方 法 で サ ー ビス を 受 け

られ る。

(1)Over・the-CounterAccess

ユ ー ザ が 直 接 に デ ー タ ・セ ン タ に もっ て来 て 計 算 を依 頼 す る。

(2)PublicTerminalAccess

ユ ー ザ が 営 業 端 末 セ ン タに 来 てCDCの 端 末 を 使 用 して 処 理 を受 け る。

(3)PrivateTerminalAccess

ユ ー ザ がCDCか ら端 末 を借 りる か,購 入 設 置 し てCybernetに オ ン ラ イ ンで 接 続 し

て 利 用 す る。

以 上 の方 法 に用 い る端 末 に は 次 の5種 が あ る。

(1)Marc-1端 末(MultipleAc㏄ssRemoteComputingTerminal:MODEL33,35)

こ の 端 末 は 簡 単 な 計 算,SHADE(後 述),3300フ ァ イル ・マ ネ ジ ャー と デ ー タ ・マ ニ

ピ ュ レー タ を用 い て 大 形 処 理 の 際 コ マ ン ド投 入 と制 御,情 報 検 索 な ど に用 い られ る テ レ タ

イ プ端 末 で あ る。

ユ ー ザ ー は 比 較 的 小 規 模 の プ ロ グ ラ ムを 書 い て,ア セ ン ブル し, ,コ ン パ イ ル して これ を

実 行 す るほ か,遠 隔 か らデ ー タ ・セ ン タの フ ァ イ ル を作 成 更 新,リ ス ト ・ア ッ プ.で き る。

(2)Marc・ll端 末(CDC200UserTerminal)

多 角 的 な 入 出 力 シ ス テ ム で キ ー ・ボ ー ドとCRT表 示 端 末,カ ー ド ・ リー ダ,ラ イ ン ・

プ リン タ ま た は タ イ プ ラ イ タか らな る。 電 話 回線 を使 っ て 端 末 は セ ン タに接 続 され るが,

オ ペ レー シ ョ ン ・モ ー ドに は次 の2種 が あ る。

① ブ ・ ッ ク ・モ ー ド:リ モ ー ト ・バ ッチ処 理 用

② ラ イ ン ・モ ー ド:実 時 間会 話 モ ー ド

Mark-1端 末 の25倍 の 速 度 で 信号 伝 送 が可 能 で あ る。

(3)Marc・ 皿 端 末(RemoteTe㎜inalStation:CDC8130お よ び低 速 度 端 末 付CDC
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8090)

中 速 度 の パ ッチ処 理 機 能 を もち,8000語/12ビ ッ トの プ ロ グ ラム蓄 積 型 の 処 理 機 能 が あ

る。 ま た,音 声 級 回 線 用 デ ー タ ・セ ッ ト ・ア ダ プ タが あ り,周 辺 機 器 と して は 中継 カ ー ド

・ リァ ダ
,中 継 プ リン タ が あ る。 さ らに,磁 気 テ ー プ記 憶,紙 テ ー プ ・リー ダ な どの ブ ロ

ッ ク追 加 が 可 能 で あ る。

(4)Marc・IV端 末(RemoteComputerSystem:高 速 端 末 付CDC8090/160A)

広 帯 域 回線(40.8KBPS)ま た は 音 声 級 回 線 を通 じてCDC3300の セ ン タ ま た はCDC

6600の コ ン ビュ ー一夕に 直 接 ア ク セ ス で き る。 ま た,独 立 の コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム と し

て も用 い う る。8000語/12ビ ッ トの フ.ロ グ ラム蓄 積 型 の 処 理 機 能 を もち,1200カ ー ド/分 の

カ ー ド ・ リー ダ,1000行/分 の ラ イ ン ・プ リン タ,さ らに 入 出 力 タ イ プ ラ イ タ を接 続 で き

る。 この 他,カ ー ド ・パ ン チ ャ,磁 気 テ ー プ記 憶 装 置 な ど,そ の 他 の 周 辺 機 器 も接 続 可 能

で あ る。

(5)Marc-V(RemoteComputerStation:CDC1700)

独 立 コ ン ピュ ー タ と して の機 能 を もつ ほ か,プ ロ セ ス ・コ ン トロ ー ル,オ ン ラ イ ン ・コ

ン ピ ュ ー タ ・グ ラ フ ィ ック スが で き る。 カ ー ド ・リー ダ,ラ イ ン ・プ リン タ,デ ィス ク ・

パ ック,・通 信 制 御 マル チ プ レ ク サ を そ な え る。

処 理 内 容 は つ ぎの もの で あ る。

(1)フ ァ イ ル ・マ ネ ー ジ メ ン ト

CDC3300に はSHADEシ 、ス テ ム とい うInteractiveFileManagerが あ り,こ れ に よ、

っ て ユ ー ザ は フ ァ イ ル の 作成,更 新 お よ び リス ト・ア ップが で き る。 これ は,バ ッチ と イ

ン タ ラ ク テ ィ ブの 両 モ ー ドで 働 く もの で,フ ァ イル ・マ ネeジ メ ン トの用 途 と して,Mail

List,PersonalRecords,Inventories,Case.HistoryDataBase,OfficeManagementRecords,

ScientificModelData,UpdatingUserPrograms・ な どが あ る。

(2)応 用 プ ロ グ ラム ・ライ ブ ラ リイ

ユ ー ザ の プ ロ グ ラ ム を1つ の セ ン タま た は複 数 の セ ン タに 保 存 し随 時 利 用 で きる。 ま た

セ ン タで 開 発 した フ.ロ グ ラ ムの ラ ィ ブ ラ・リー を も準 備 し て い る。 各 セ ン タはCDC6600

scopeos,お よ びcDc3300MasterQs・ の,.両 オ ペ レ ー テ ン グ ・シ.ス テ ム を有 し,ユ
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ー ザの要求 に よ っていず れ を も用 い うる
。

使 用語 はつ ぎの もので あ る。

会 話 形 使 用 9
Basic

FortranIV

リモ ー ト ・バ ッチ/TSS

Algol,Basic,Cobol,Fortran]V

Compass(CDCア'セ ン プ ラ)

Simscript,Lisp,Snobol

処理料 金 は システムの利用 時間 によ る。利 用項 目には次の ものが あ る。

①?…eSS・ ・U・ag・

②lnput/OutputChannel

③CentralMemoryUsage

④InPutUsage

⑤OutPutUsage

⑥DatastorageUsage

システムの使用料の1例 を下表に示す。使用優先度が5段 階に分かれ,さ らに時間利用

の 制度 もあ る。

USAGE 6600S

Super-Express

Express

Standard

Deferred・

Economy(Weekend)

〆

※C。mmitt。d
$

※ 時間専用貸し

6600SystemSecond

40/sec.

33

28

24

20

1,200/hour 1

133・ ・S・ …mSec・ ・d

〆10/sec.

9

8

7

5

$250/hour

ロ

情 報 蓄 積 は12QO文 字/6bit構 成 のStorageDataBlock(SDB)を 単 位 と し,1日 あ た り

の 使 用 料 金 は下 記 の とお りで あ る。 ,.,.、5∵,
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Sto「agesVolumeCDC6600

(SDB)
CDC3300

0～100

101～1,000

1,001～5,000

Over5,000

| $0十1.3〆/SDB
・・3・+… 〆(Over100)

・2… 寸… 〆(Over1
,000)

・2…+… 〆(Over5
,000)

$0+1.O〆

1.00十 〇.9〆

9.10十 〇.7¢

37.10十 〇.5¢

3.BOACのBOADICEAシ ス テ ム

英 国 海 外 航 空 会 社BOACはBOADICEA(BrltishOverseasAirwaysDigitalInfor・

mationComputerforElectronicAutomation)と 呼 ば れ る シ ス テ ムを作 り コ ン ピ ュ ー タに

よ る オ ン ラ イ ン座 席 予 約 処 理 を行 な っ て お り,そ の 通 信 網 の 規 模 は航 空輸 送 業 界 で最 も大

きい もの で,世 界 の220都 市 の 同社 営 業 窓 口 に設 置 し た1,000台 以 上 のCRTま た は プ リン

タ式AgentSetの ほ か,通 常 の テ レ タ イ プ通 信 端 末 か ら も,ロ ン ドン郊 外 の ヒス ・一空

港 に あ る同 社 コ ン ビ。ユ一 夕 ・セ ン タに 随 時 ア ク セ ス で き る。 前 者 は3秒 以 内(90%の 確

率)の オ ン ラ イ ン処 理,後 者 で はDelayed処 理 に よ る方 法 で座 席 予 約,販 売 業 務 の情 報

が 端 末 で 得 られ る。

BOACで は1960年 代 の初 め,座 席予約販 売 の 自動 化 を検討 しは じめ,現 在 のBOADI・

CEAシ ステムは1965年 建設 を決定,1968年 これ を完 成 した。 当時IBMはPNR(Passen・

gerNameRecord)方 式の予 約 システ ムの ソ フ トウ ェアSABREを 開発 し,こ れ を適用 し

た システ ムをPanAmerican航 空 に設置 し,さ らに これを改良 したPARS(Programmed

AirlinesReservationSystem)の 開発 を進 めて いた。BOACに は これの 国際版 ともい える

IPARSを 適 用 したBOADICEAシ ス テムが導入 され た。 その特 徴は他 の国際航空会社 と

の サー ビス提 携 および予約業 務 を中心 とす る国際航空 業務 の総合 システ ム化 を容易 とす る
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もの であ る。 す なわ ち,乗 客 ご との情 報 を基 本 としたPNRの 特 徴 を フルに活 か して,機

内の食事 の選択,手 押 車 の手配,医 師 の手配 な ど個 人別 の きめ細 かい乗客 サー ビスを可 能

とす るほか,乗 客の搭 乗管理 な どの航 空輸送 業務 の管理 を も行 な ってい る。 また予 備 コン

ピュー タによ るバ ッチ処理 を も含 めて,自 社 および一部他 社 に対 して出発便管理,飛 行 計

画 の作成,航 空 料金,積 荷計 算,乗 員手配 お よび航 空料金 お よび航 空郵便 料金 の統 計 な ど

の処理 を提供 してい る。

中 央 処 理 装 置 と し て,IBM360/65を 現 用,予 備,パ ッチ処 理 用 と し て各1台 を設 置 し

て い る。 この ほ か,フ ロ ン ト ・エ ン ド用 と してIBM2703が2台 設 置 され て い る。 これ ら

を 中 心 に3バ ン ク(1バ ン クに デ ィス ク9台)のIBM2314磁 気 デ ィ ス クパ ック,21台 の

デ ィス ク装 置 お よ び22台 の 磁 気 テ ー プ装 置 を設 置 して い る。 予 備 の360/65は 通 常 は デ ィ

ス ク ・オ ペ レ ー テ ィン グ ・シ ス テ ム と して用 い られ る。 処 理 能 力 は 中速 度(2400BPS/3600

BPS)の メ ッセ ー ジ,お よび コ ン ピ ュー タで 生 成 す る メ ッセ ー ジ を合 わ せ て16～18ト ラ ン

ザ ク シ 。ン/秒 で,最 繁 忙 時1時 間 で最 大 処 理 能 力 の70～80%,平 均45%で 稼 動 して い る。

ま た 大 量 の 情 報 記 録 方 法 と して,COM(ComputerOutputMicroFilm)シ ス テ ムが 用 い ら

れ,こ れ は,航 空 法 で義 務 付 け られ て い る過 去6ヵ 月 間 の2大 な 乗 客 搭 乗 記 録 の保 存 を 目

的 とす る もの でSronburgCarson社 製SC4360で あ る。 本 装 置 で,コ ン ピ ュ ー タ出 力

は16ミ リの マ イ ク ロ ・フ ィル ム に長 期 保 存 され る。

通 信 回 線(1970年11月 現 在)と して は,対 米3600BPS2回 線,英 本 土2400BPS3回

線,お よ び対 欧 と して,パ リダ フ ラ ン ク フ ル ト,チ ュ ー リ ッ ヒ,ロ ー マ に2400BPS各1

回 線 が 専 用 回線 で 用 い られ て お り,こ れ らに は,Ferranti社 製 小 形 コ ン ピ ュー タArgus

400Bを 用 い る約30台 のTransmissionInterchange(以 下TI)が5-2-5図 に 示 す よ うに 接

続 され て い る。 対 地 側 で は1台 のTIに つ き,CRT端 末64台,高 速 フ。リン タ(ハ ー ドコ

ピー 用)8,お よ び プ リン タ端 末6台 が 端 末 回 線 で周 辺 都 市 に 配 置 され る。 上 記 端 末 か ら

セ ン タへ のinquiryの メ ッセ ー ジは25キ ャ ラ ク タ,セ ン タ か らのAnswerは140～150キ

ャ ラ ク タで あ る。 この ほ か 乗 客 リス トの 伝 達 に は98キ ャ ラ ク タが 用 い られ,そ れ ぞ れ を1

ブ ロ ッ ク と し て伝 送 され る。 これ に は誤 り制 御 の た め の6ビ ッ トの サ イ ク リ ッ ク ・チ ェ ッ

ク ・ビ ッ トが 含 ま れ る。 各TIは セ ン タか ら発 信 を 割 当 て られ る ポ ー リン グ に よ って,端
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3600BPS
or2400BPS

リ レー

モ デ ム

交流分
岐装置

D市

リ レー

モ デ ム
A市

モデム

1
音声波
FDM
VFT(R38B)

幼心

5-2-5図 端 末側の回線構成

末 よ り一旦蓄 積 した信 号 ブロ ックを セン タに送 信す る。 この システ ムでは ロー カル端末 間

で送 信 を制御 し合 うHUBポ ー リン グの利用 が特 徴的 であ る。

端 末 設 備 に つ い て は,前 記Argas400Bは コ ン セ ン トレー タ と して の 機 能 の ほ か,CRT

装 置,高 速 プ リン タ(40キ ャ ラ ク タ/秒)用 コ ン トロ ー ラ,2台 の モ デ ム(1台 はHUB

ポ ー リン グ用 補 助)の 制 御 機 能 を有 し て い る。 ま た前 述 の よ うな 各 端 末 ご との バ ッア ァ ・,

メ モ リを 内 蔵 し伝 送 制 御 を も行 な って い る。AgentSetと し て は表 示 容 量1行64キ ャ ラ ク

タ ×13行 のFerranti社 の キ ー ・ボ ー ド付CRT表 示 装 置 が 用 い られ,前 記 の コ ン トP-一

ラ と相 待 って プ ロ グ ラ ム・制 御 に よ る ス トロー クの 発 生,,コ ア ー へ の 蓄 積,お よ び毎 秒20回

の 書 直 しを 行 な う。 ハ ー ド ・コ ピー用 の 高 速 プ リン タは40キ ャ ラ ク タ/秒,フ.リ ン タ端 末

は15キ ャ ラ ク タ/秒 の もの で あ る。 前 者 は ア メ リ:カの クラ ィ.ン シ ュ ミッ ト社 製,後 者 は

IBM社 製 で あ る。 。 、t

同 社 で はGeneralpackageの ソ フ トウ ェア の 作 成 を 目 的 とす る シス テ ム開 発 を行 な っ て

お り,こ れ に は コ ン トロー ル ・プ ロ グ ラ ム,デ ー タ交 換 お よび ホ テ ル の ル ー チ予 約 関 係 な

ど が あ る。 これ に は50名 の プ ロ グ ラ マが 従 事 して い る。
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1PARSに よる営 業窓 口の予約 業務の 内容 は次 の もので あ る。AgentSetに よ る トラン

ザ ク シ 。ンに対 して次 の ものが3秒 以 内 に表示 され る。

(1)飛 行便案 内

指定 日時 に対 しCity-Pairベ ー スで4便 を表示,直 通便 の ない ときは中継 に よる代替 便

を案 内す る。T

(2)座 席利 用可能 情報

360日 までの飛行便,座 席 ク ラス,区 間の利用可 能状 況 を提示 し,端 末 で選択 させ る。

これ らは,City-Pair,Date,Timeに よ って も選択 可能 で あ る。

(3)旅 程 の作成.'・ ・.

端末 よ りの トランザ ク シ 。ンによ り旅程 の 自動作成 が行 なわ れ る。 この旅程 は航空 輸送

協 会 の標準SIPP/AIRIMP形 式 に よって通 知 され る。

(4)誤 りに対 す る保護

旅客 の飛行 区 間の連続性,乗 客者 の投入(PNR),SIPP/AIRIMP形 式の チ ェックな ど

が 自動 的 に行 な われ る。

営業 窓 口にお け るAgentSetの 操作 には,座 席利用可 能状況 を求 めた後,座 席予約 す る

場 合 と,特 定便 を指 定 して座席 を求 め る場 合が あ る。前者 で は,旅 行者 は窓 口で行先,日

付 と,大 体 の出発 時間 を申込 む。扱 者 は これ をキ ー ・インす る と3秒 以 内に4つ の便が機

種別 ・料金 と ともに予 約 セン タか ら送 られ表 示 され る。扱者 は旅 客の希望 便 に従 がい便 の

記 号 と所要席 数 をキ ー ・インす る。 セン タか ら確認 の ヒス.ポンスが得 ら れ る と,乗 客氏

名・ 関連 サー ビス情報(以 上PNR)を キー ・イン、す る。 これ が セン タへ送 られ チ ェ ック

された後記録 され データ、処理 され る。つ ぎに乗縦使 を求 凄 る場合 に は・接 続 を求 め る便 名

の末尾 に 中継 地 をキ 二 三イ,ンして利 用可能 状況 を求 め るρ 後 者 の特定便 か ら座 席 を求 め る

場 合 は,便 名,日 付,区 間 をキー ・インす る とセ ン タか らクラス ご とに 利用可 能状況 が示

され る。希望 便 に従 がい キー ・イ・ンす る と,センタか ら確 認の応答 が到着 す る。 ホテル・ レ

ン タカーな どの予約 もほぼ同様 の形式で行 なわ れ る。
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4.ハ ワ イ 大 学 のTSS"ALOHA'シ ス テ ム

A.概 要

ALOHAシ ステム とは,AdditiveLinksOn-lineHawaiiAreaの 略 であ り,現 在 ハ ワイ

大 学計 算 セ ンターに設 置運用 されてい るUniversityHawaiiTSS(UHTSS/2)に,ハ ワ

イ諸 島に散在 す る関連 研究機 関 とカレ ッジの計算機 端末 を,無 線(UHF)回 線 に ょって結

合す るシス テムであ る。

ハ ワイ大学 で は,ALOHAの 開発 を動機 として,情 報 科学全般 にわ た る研究活 動の発展

強化 を目 ざ してお り,こ の一 連 の プ ロジ ェク トは1968年9月 に開始 され た。

ALOHAシ ステ ムの最 も著 しい特 徴 は,無 線 回線 によ るTSSの 構 成 と,デ ー タ伝送の

方式 に あ るが,こ れは後述 す るよ うに,ケ ー ブル回線 に よる計算機 と端末 の接続 との比較

検討 か ら得 られ た もの であ り,ま た多 くの離 島 か らな るハ ワイの地理 的環境 に も適 合 して

い るとい え よ う。

B.TSSに 無線 を利用す る根拠

従来,コ ン ピュ・一 ター と遠 隔端 末 との結 合 には電 話交換 網,専 用電 話 回線 が主 に利用 さ

れ て きた。 システ ムの条 件に よ っては,こ の よ うな有線 通信 によ るデー タの伝送 で十分満

足 な通信 が で きるが,こ の よ うな 回線 を用 い ると き,次 の よ うな欠点が指 摘 され る。

① 長距 離の場 合,回 線 コス トが高 い。特 に100マ イル以上 にな る と,回 線 コス トが処

理 コス トを上廻 る。

② ダイアル回線 では,呼 の接続 時間 が大 で,デ ータ伝送速 度 に制 限が あ る。

③ 専 用 回線 で は,デ ー タ伝送速度 の選択 に 自由度 は あ るが,コ ス トが高 い。

④ 有 線通 信の場合,高 い信頼度 で デー タ伝送 を行 な うことが困難 で あ る。

無線 回線 を用 い る と,こ れ らの欠点 を除 くことが可能 であ る。 さ らに また,コ ス トを無
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視 で きる場 合で も,太 平洋 地域 で は,有 線通信 サー ビスが提 供 され てない所が少 くない。

この よ うな事情 か らALOHAで は,有 線 回線 の代 替 として無線 リンクを提 唱 して い る。

な お,ComPuter-Consoleの 通信 が,一 般 の音声 通信 と異 な る点 は,

(1)通 信が パ"一ーース ト的 で ある。 す なわ ちご く短 い時 間の 間に ま とまった デー タが送 ら

れ て,回 線 の空 時間が長 く,平 均 通信量 が極 めて少 ない。(経 験的 に1～2bit/secで あ る

こ とが確 め られ てい る)

(2)ComPuter→Console,Console→ComPuterの 通 信情報量 が非 常 にア ンバ ランス(10

:1程 度)で あ る。

の2点 で あ って,こ の面 か らも,Computer・Console通 信 を,通 常の音 声回線 で行な うこ

とが不 経済 であ る と指摘 され てい る。

また,無 線 回線 に よ るComputer-Console間 通信 の方 式 につ いては,各 端末 に異 るヂ ャ

ンネルを割 当 て る周 波数 分割方 式,ポ ー リングによ る時分 割方式 が考 え られ るが,い ず れ

を とって も,上 記 のComputer-Console通 信 の特質 に もとつ く回線 効率 の低下,装 置 の複

雑化,高 コス トの ため,無 線 リン クの効果 が上 らない ことが 明 らか に され,最 良の方式 と

して,ラ ンダム ・ア クセス方 式(C項 参照)が 採用 され るこ とに な った。

この方式 に おけ る端 末(ト ラ ンシーバーを含 む)の コス トは,1台3000ド ル程度 で あ

り,セ ンター装 置の端 末 当 り(ユ ーザ ー当 り)の コス トは無視 で きる。一 方,同 等 の品質

の音 声級 回線の賃貸 料 は3ド ル/マ イル ・月 で あ り,ALOHAの 端 末が計算 セ ンターを中

心 に半径200マ イルに散布 す る ことか ら,ラ ン ダム ・ア クセ ス方式 の経済性 は明 らかで あ

る。

C.ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス方 式

ALOHAシ ス テ ム で は,無 線 に よ るComputer-Consoleの 通 信 に際 して,一 つ の バ ン ド

を 多 くの端 末 が 共 用 し,随 時 に ア ク セ スす る ラ ン ダ ム ・ア ク セ ス の 方 法 が 用 い られ て い

る。 周 波 数 は400MHz近 傍 のUHF帯 で,1000KHzの 帯 域 を高 速(24000bit/sec)デ ー

タ ・チ ャ ン ネ ル と し て使 用 し,そ の1つ をComputer→Console通 信 に,他 の1つ をCon・

sole→Computer通 信 に 当 て て い る。
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この 中,'Computer→Console通 信 ぽ そ の順 序 をComputer側 で 完 全 に制 御 で き る
。 した

が っ て,こ れ はComPuterの ス ケ ジ ュ ー リン グに よ って 時 分 割 式 に 順 次 送 出 され る。

一 方
,Console→Computer通 信 に 対 して ラ ン ダ ム ・ア クセ ス方 式 が 用 い られ る。 す べ て

のConsoleは 発 信 に 対 して 全 く非 同期 で あ り,情 報 は704bit/30msの バ ー ス トを単 位 と

して(こ れ を パ ケ ッ トと呼 ぶ)送 出 され る。'704bitの 内 容 は,デ ー タ情 報80字(1字 は8

bit)と ・32bitの 識 別 符 号 お よ び誤 りの 検 出 符 号 か らな る
。 非 同 期 送 信 の た め,当 然 異 る

Consoleか らの パ ケ ッ トが 衝 突 す る可 能 性 が あ る。 伝 送 中 の エ ラー の 主 な原 因 は これ で あ

るが,他 の 原 因 に よ る こ『ラー も含 め て,パ ケ ッ トに は サ イ ク リ ック ・エ ラ ー ・コ レ クテ ィ

ン グ ・コ ー ドが 使 用 して あ る。 エ ラー チ ェ ッ クの 回 路 は非 常 に 簡 単 で あ り
,Consoleが パ

ケ ッ トを送 出 す る と,ComPuterは エ ラー が な い場 合 に 限 り これ を受 理 し
,そ の 確 認 の 信

号 をConsoleに 送 る。Consoleが こ れ を受 け と る と1つ の パ ケ ッ トの送 出 が 完 了 す る。 一

方 パ ケ ッ トに何 らか の エ ラ ーが 検 出 され る と,ComPuterは こ の パ ケ ッ トを受 理 せ ず ,確

認 信号 も送 らな い 。 この 時Consoleは 一 定 の 時 間(再 送 間 隔)を お い て 再 送 を 行 ない
,

確 認 信 号 が くる ま で これ を く り返 す 。 異 るConsole間 の パ ケ ッ トの 衝 突 が 連 続 的 に発 生

す るの を 防 止 す るた め,再 送 間 隔 はConsole毎 に 変 え て あ る。 な お,上 記 サ イ ク リ ッ ク ・

エ ラー ・コ レ ク テ ィ ン グ ・コー ドで 見逃 され るエ ラ ー は10-9程 度 の 確 率 で あ る
。

この 方 式 に お け る ア ク テ ィ ブなConsoleの 許 容 数 は,各Consoleが 平 均30秒 に1回 の

割 合 で,1パ ケ ッ トを 送 出 す る とい う仮 定 の も とで,162と な る。-Jしか し,実 際 に は200以

'上 の ア'ク テ ィ プなConsoleを 許 容 で きる ど予 測 し て い る
。

ま た,現 在 で は,エ ラ ー ・コ レ ク テ ィ ン グ ・コー ドは,誤 りの 検 出 だ け に使 用 され て い

るが,将 来 は,ComPuter側 にお いて誤 りの訂正 を 行 な うよ う計画 され てい る
。 そ うす る

と,上 記 の アクテ ィブなConsoleの 許 容数 は さ らに増加 す る ことにな る。

D.シ ス テ ムの構成

ALOHAシ ス テ ・ムの 構 成 は5-2-6図 に 示 され る
。 中 央 処 理 装 置 はIBM360/65で あ ら,

こ れ は・ 小 規 模 の イ ン ター フ ェ ー ス ・コ ン ピ
ュー タ(HP2115A)を 介 して無 線 回線 に 接

続 され て い る。 イ ン タ ー フ ェ ー ス ・コ ン ピ ュ ー タは,マ ル チ プ レ クサ と し て,回 線 に対 す
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5-2-6図ALOHAシ ス テムの構成

る デ ー タの 集 配 信 を行 な う もの で,こ れ は,た と え ばARPAComputerNetworkで 用 い

られ るInterfaceMessageProcessor(IMP)と 同 様 の 機 能 を もっ て い る。

5.ス タ ン フ ォ ー ド大 学 のCAIシ ス テ ム

A.経 緯

ア メ リカの ス タ ン フ ォー ド大 学 で は,InstituteforMathematicalStudiesintheSocial

Scienceの バ トリ ッ ク ・サ ッ プ ス博 士(Dr.PatrickSupPes)が 中 心 と な り,1963年 以 来

CAIの 研 究 が 進 め られ て い る。

ス タ ン フ ォー ド大 学 の プ ロ ジ ェク トは,教 育 心 理 学 者 が 中心 と な って い る点 に 特 徴 が あ

り,CAIの 研 究 開 発 を教 育 学 の 側 面 か ら進 め る と い う立 場 で,い くつ か の 補 助 金 や 研 究 契

約 に よ る資 金(NationalScienceFoundation補 助 金,保 健 ・教 育 省 との 研 究 契 約 な ど)で

運 営 され て い る。
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5-2-7図Stanford大 学 のCAIシ ス テム
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この プ・ジ ェク トで は,DEC社 のPDP計 算 機 システ ムを中心 とす るシステ ムが運用

されて お り,当 初 はPDP-1に よるCAIシ ス テムが実 施 されてい たが,1969年 にPDP-10

を加 えて能力が増強 された。

B.シ ステ ムの構 成

ス タンフ ォー ド大学構 内 には,262KWの 主記 憶 を もつ電子計 算機PDP-10と,数 台の

小型計 算機PDP-8か らな るCAIシ ステ ムを設 置 し,こ れ を一部 に衛 星通信 を利用 した

きわめて広域 な ネ ッ トワー クに接続 して,大 規模 な実験 を行 な って い る(5-2-7図 参照)。

学習端 末 の設 置範囲 は,カ リフ ォル ニアのCAIセ ン ターか ら,こ の ネ ッ トワー クを介 し

て,遠 くは ワシン トンD.C.,フ ロ リダ,オ クラホマ,ミ ネ ソタ,ニ ュー メキ シ コに まで

お よん でお り,現 在の端末 設置 個所 は16学 校,端 末数 は合計150端 末 であ る。 大部分 の端

末 はテ レタイ プのみで あ るが,一 部 には,音 声教材提 示 のため の イアホー ンを設 置 してい

る。 現在,新 しい システ ム ・プ ログラムの導 入 を準 備 中で あ り,こ れ が完成 す れば さらに

能 力 は増大 す る ことに な る。

C.利 用状況

f

ス タン フォー ド大学 のCAI研 究 は,主 に心理 学的 な面 か らCAIに よる教育過程 を分

析 し,効 果 を評価 す る研 究が主 力で あ り,と くに小学 校 の低 学級 クラスあ るい は聾学校 の

生徒 に対 す る算数 の ドリル,英 語 の リー デ ィングに対 し,CAIの 特徴 で ある個 人 ペー スの

反 覆学 習 によ り,通 常 の ク ラス ・ルー ム教育 で は得 られない学習効 果 を あげてい る。 この

大 学 の この分野 の教 材 は全米 的に有名 で,こ こで開発 したCA1ソ フ トウェアは,全 米各

地 の教育 委員会 な どの所 有す るCAIシ ス テムで採 用 されて い る。 また,こ の大学 のCAI

に よる ロシア語教育 は,極 端 な教 師不足 を補 う もの と して,CAIが と くに有効 と考 え られ

る応用 分野の一 つ と されてい る。

一 例 として ,算 数 のDrillandPracticeの 方法 につ い て説 明す る。 各学年 の学 習内容 は

24の 概 念 ブロ ックに分 割 され てい て,各 ブ ロックに7日 間分 の学習 内容 に対応 す る レ ッス
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ンを含 ませ てい る。 これ らの内容 は,通 常の テ キス トと同 じ よ う に 順 序づ け られてい る

が,テ キ ス トが変更 され て も,そ れに応 じて ブ ロックの順序 を変更 す るこ とがで きるよ う

にな ってい る。 各 ブ ロックの演習 の し方 は,ま ずPre-testを 行な って学 習者 の理 解度 を

調 べ,そ れに基 づい て,5通 りの レ ッスンの 中の どれか を割 当 て,そ の結果 を計算 して,

翌 日与 えるべ きレ ッス ンの レベ ルを定 め,こ れ を くり返 して,7日 目にPost-testを 割当

て る とい う具合 に進 め られ る。 この システ ムでは出題 が計算機 か らタイプラィ ターヘ プ リ

ン トされて出 て くる。 学習者 は答 えを プ リン トレて計 算機 に知 らせ,こ の過程が くり返 さ
に

れ る。最初 の 間違 いや時間切 れに対 して は,計 算機 は再試行 を命ず るだ けで あ るが,2度

目か らは ヒン トを与 えて くる仕組 にな ってい る。

なお,ス タ ンフ ォー ド大学CAI研 究 の今 後 の目標 として は,

(1)対 話(計 算機 と学習者)の 研究

(2)Studentの モ デ ル の研 究

(3)CAI運 営 の 予 測

(4)CAIに 対 す るSocialimpact,Cultualimpact

を あ げ て い る。

イ リ ノイ大 学 のCAIPLATOシ ス テ ム

A.概 要

ア メ リカの イ リ ノイ州 大 学 で はPLATO(ProgrammedLogicAutomatedOperations)

シ ス テ ムな るCAIシ ス テ ムが 開 発 され て い る。 同 大 学 で のCAI研 究 は1959年 に 発 足 し,

PLATOシ ス テ ムの 名 で実 験 的 な 研 究 が 続 け られ た。 現 在PLATO皿 が 運 用 さ れ て い

る。 この プ ロ ジ ェ ク トは,ComputerBasedEducationResearchLaboratoryに お い て,D・

Bitzer博 士 を 中 心 と して 進 め られ て お り,CAIに よ る教 育 方 式 の研 究,CAIの 効 果 の 評

価 を研 究 目的 と して い る。
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B.シ ス テ ム

PLATO皿 は,CDC1604を 処理 装置 とす るCAIシ ステ ムで あ り,5ヵ 所 に計72の

学 習端 末 をおい て運 用 されてい る。 この システ ムの特 徴 は,グ ラフ,文 字,ス ライ ドを重

畳 して表 示 で きる特殊 なデ ィス プレー装置 や,音 声応 答装置 な ど,多 様 な教材 提示手 段 を

も つ ことに あ り,生 物 学,化 学,物 理 学,看 護学 な どにお いて,図 形 に一よ るイ ラス トレー

a)イ リノ イ大 学PLATOIV構 成 図
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シ 。ン,グ ラフの提示 な どに よ り,教 育効 果 の拡大 をはか ってい る。

デ ィス プレー装置 と しては,現 在 はCRTデ ィスプ レーを用 い てい るが,コ ス ト高 な点

が問題 で あ り,コ ス ト引下 げの努 力が払 われ てい る。現 在CDC6400を 処 理機 とす る大

型CAIシ ステ ムPLALOIVを 建設 中 であ り,こ の シス テムに おい ては,多 数 の端末 を

多 重制御 す るこ とに よ り,端 末 あた りの コス トを引 き下 げ るほか,学 習端末 と してCRT

よ りは るかに安価 な プラズマ ・デ ィス プ レー ・パ ネル を開発 して,経 済化(端 末 コス トは

$360～$1000に で きる見込み)を はか ってい る(5-2-8図)。 また,音 声応 答装 置 として,

円盤磁 気 シー トに よ る安 価 な装 置 を開発 してい る。 この新 システ ムで は,最 終 的に は4000

端末 が接 続可能 と され てお り,そ の場合 の価格 は,学 習者1人 が1時 間学 習す るのに40～

60〆 とな り,経 済的 に も十分成 り立 つ と見込 まれ てい る。

CAIの 教育方 式 として は,

(1)Tutoriallogic(個 別指導 ロジ ック)

(2)inquirylogic(質 問 ロジ ック)

(3)Drillandpractice

の3つ の方式 が用 い られ てお り,学 習 プ ログ ラムの範囲 は,小,中,大 学生 を対 象 に,電

気 工学,幾 何 学,生 物 学,看 護 技術,薬 学,化 学,代 数 学,計 算機 プログ ラ ミング,外 国

語,な どの多岐 に わた ってい る。

、
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第1章 情報化社会への前進

1967年11月7日,ア メ リカ合衆 国 ジ 。ンソン大統領 は公衆放送 法(PublicBroadcasting

Act)の 署名 に際 して次 の よ うな声明 を発表 した。

「今 や,私 は ラジオ,テ レビ と同様 に,コ ン ピュー タと人 工衛星 どを コ ミュニヶー シ 。

ンの資源 として動員 し うる時 代が来 た と信ず る。 われわれ は偉 大 な知 識の ネ ッ トワー クの

建設 の ための方策一一 情報 を貯 え伝達 す る総べ ての手段 を用 い る と こ ろ の社会 システ ム

ー を考 えねば な らない。

これが変革 す るであ ろ う社会 は,次 の よ うな ものであ る と考 え られ る。

(a)小 さい カレ ッジの学生 も米 国最大 の大 学 の恩恵 を受 け られ る。

(b)田 舎 の医者 も遠方 の研 究所 や大病 院の援 助 を受 け られ る。

(c)辺 地 にい る教員 もニ ュー ヨー クの図書 館 を即 時に利用 で きる。

この知識 の銀 行 は,連 邦準備銀 行 と同 じ位 価値 あ る もの であ る。 また,こ の シス テムは

知 識 を分 ち,全 人類 を豊かにすべ く,多 くの国 々を包含 す る もので あ る。」

この声 明 は,来 た るべ き情 報化社 会 におけ る コンピュー タの地 位 を明瞭に述べ た もので

あ り,コ ン ピュータ利用 が企業経営 情報 システ ム内に留 ま らず,積 極 的に社会情報 システ

ムの 中核 とな るべ きこ とを示 してい るのであ る。

同声 明の例示 は,コ ン ピュー タの新 しい社 会的活用 を取 り上 げて い るが,わ れ われが現

在 生活 して い る経 済社会 は,先 進工 業諸国 に よるエネルギー資源 の浪費,重 化学工業 によ

る公害 ・汚染,都 市 過密化 に よ る廃 棄物処理,交 通混乱 な ど,す でに企業 や産業 を超 えて,

国家的 なあ るいは国際的 な視 野 に立 って解決 を迫 ま られ てい る問題 を抱 え,こ の強力 な問

題解 決手段 と して コン ピュー タの積 極的 な社会 的活 用 を求 めて い るので あ る。

こ こに,医 療,交 通,教 育,公 害 監視,社 会福祉 な ど,国 家 も企 業 も相携 えて,地 域社

会 の あ るべ き姿 を提 出 し,早 急 に社会 情報 システムを設計 し,確 立 す る必要 があ る。

戦 後 のわが国 は,重 化学工 業 と国際競争力 の強化 を二軸 と した高度 経済成長政 策 を推進
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し,ア メ リカに次 ぐ世界第2位 の国民総生 産 と高 度 に発達 した工 業化社 会 を実 現 し て き

た。

しか しなが ら,わ が 国の経済 は,反 面,労 働 力不 足,公 害 問題,社 会 資本 の不足,福 祉

政策 の遅れ が 目立 ち,国 際経済社 会 におい て も果 たすべ き責任 を問 われ るな ど,新 たな問

題 に逢着 して い るの であ る。今 後 さらにわ が国経済 社会 が直面 す る と予 想 され,国 家 的 に

解 決 を迫 られ る困難 な諸 課題 を挙 げれ ば次 の よ うにな るで あ ろ う。

A.わ が国経済社会 の内包す る諸 問題

第一の問題は都市社会の問題である。都市化社会は,生 活機能 と生産機能 との錯綜 した

内部構造 を形成 しつつ,大 量消費 と相対的な社会資本の不足によって,国 民生活を取 りま

く社会環境を大 きく変化 させ,ま た,過 去に経験 したような高度な経済発展 をはばむ問題

が顕著に現 われて くる。すなわち都市化社会は,一 方では,物 的側面において国民快適性,

利便性等への欲求を充足 させなが ら,同 時に交通渋滞や頻発す る事故,生 活系廃棄物や産

業廃棄物によ るところのゴ ミ戦争,大 気汚染や騒音な どの公害問題,地 価の騰貴による住

宅難等の過密現象が深刻化 し,他 方,過 疎地域 においては,生 活水準の停滞,教 育医療な

どのサービスの低下 によって,人 口の流出が さらに加速化 され,残 された住民の生活基盤

が崩壊す る可能性がある。

第二の解決すべ き課題 は,労 働力不足 とくに高度知識労働者の大量不足の問題である。

所得水準が向上するにつれて,余 暇が増大 し て くれ ば教育 に対する需要が急速に増加 し

て,こ れに対す る教員の不足は現在以上に大 きな問題 になるであろう。 また同様医療の分

野において も所得の増加に比例 して罹病率の増加や成人病に対する予防な どか らその需要

は増加す ると予想 され さらに医療不足 は深刻化す るてあろう。

さらに,電 子技術やソフ トウェア技術の急速 な発展にともなって専門的技術者の不足 も

重要 な問題 である。 とくに,経 済社会が進展す るにつれて,行 政や企業においては,解 決

すべ き問題が複雑かつ大規模 とな り,目 標 も多様化,多 角化 し,高 度知識労働者が必要 と

な り,'その不足が深刻化するであろう。.、 … ∵、

課題の第三 は,重 化学工業化か ら知識集約型産業への移行である。今後わが国の賃金 コ
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ス トは,他 国に くらべ大幅に上昇が見込まれ,生 産費において他の工業国との比較優位 を

保 つことが難かしくな り,ま た,資 源多消費型の重化学工業は資源 を低価格 で長期安定確

保す ることが困難 とな り国内における公害,立 地等の問題が生 じてお り,産 業構造の比重

を新 しい分野の知識集約型産業に移行 してい く必要が生 じている。 また,貿 易構造におい

て も財に対す る比較優位性を もつサー ビスに比重を漸次移行 させねばならぬ とともに,発

展途上国に対する援助 も物的,資 金的なものか ら教育,医 療,公 害防止 システムなどの社

会開発的,あ るいは産業育成的技術 システム等の知的創造型 ソフ トウェアに重点を移行す

る必要があろう。

B.情 報化社会におけ る情報

情報 は情報化社会において,従 来の物質的資源,人 的資源,エ ネルギー資源等 と同 じ役

割を果す知的資源である。たとえば,① 交通信号の コンピュータ制御は道路の幅を拡張 し

た と同 じ効果を持 ちよ り多 くの車 を通行 させ,② 医療情報 は病院での患者の待 ち時間を減

じ,医 者やベ ッド数を増加 させ ることと同 じ効果をもた らし,③ 適切な市場情報 は資材,

工場設備,流 通等の各種資源の増加 と同 じ役割 を果すのである。

このよ うな情報の巧みな利用は,資 源等の多 くの損失を減少 させ,さ らに積極的にそこ

か ら新 しい価値を生みだす もの と期待 され る。

社会の多方面にわたるいろいろな レベルの多量なデー タを体系的に整理 し,必 要に応 じ

てポイン トを科学的に解明 して,タ イムリーに判断がで きるような 「情報」,す なわち知

的資源を得ようとすれば,従 来のような人力による解決には限界があ り,各 種の社会情報

システムの効果的利用を図 らねばな らないであろう。

C.MISか らSISへ

わが国 の経済 社 会の環境 の変化 に と もな って,直 面す る諸 問題 を解 決 しなが ら,ど の よ

うに情 報化 を進 めてゆ くべ きか につい ては,本 書 の資料編 に掲 載 した よ うに,幾 つかの分

析 ・提 言 があ る。 た とえば,1971年5月 「産業 の情報化 に関 す る中間答 申」(産 業構 造審
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議会情報産業部会産業情報化委員会),同 年9月 「80年社会の情報化 ビジ ョン」(財 団法人

日本経営情報開発協会),72年3月 「わが国電子計算機の需要動向 とその展望」(日本電子

工業振興協会),同 年1月 「70年代の情報化社会への提言」(総 合政策研究会)な どが あ

る。 これ らの内容については巻末にゆずるが,わ が国の情報化は,現 状か らして,政 府や

企業などの組織体を中心 とした産業の情報化が さらに さらに進展するであろう。 とくに企

業においては,多 様化 した需要に応え,ま た新規需要を掴み,財 貨 な らびにサービスを供

給 し,企 業の活路 を求めてゆ くであろ うが,同 時に,環 境問題,資 源問題,国 際化問題 と

い う変動の激 しい複雑な諸問題の解決 を要請 されよう。

このためには,現 状の省力化中心の機械化か ら,科 学的手法を駆使 した企業経営の計画

化,さ らに,企 業内の生産,販 売,事 務部門等の システム化 を越 えて,異 企業間のネ ット

ワーク化や システム化が進展するとともに,知 識の集約度を高め,新 規需要の開拓や社会

環境の変化に適応 して,新 しい資源である 「情報」の効率的活用を計 るよ うな企業体質に

脱皮 してい くと考え られ る。

すなわち企業 自身が閉鎖的な情報収集 ・管理に終始す るのではな く,広 く社会的情報 を

求めなければならな くなるであろう。

1971年9月 に通信回線の自由化が実施 され,社 会情報 システム形成のための環境の1つ

が大幅に改善 され,従 来,情 報化 とは関係の薄かった中小企業に も,そ の施策如何によっ

ては,遠 隔情報処理等の普及にともなって,急 速 に情報化が進展す るものと期待 され る。

次に冒頭でのべたように,従 来の経済成長最重点政策か ら社会福祉重点政策への国家目

標 の転換が要請 され,交 通,輸 送,流 通,都 市開発などの社会開発や,公 害,医 療,教 育

な どの人間福祉面に情報化が急速に進展するであろう。 とくに,限 られた国土 と資源を も

つわが国が,今 後発展 してゆ くためには,知 的資源の有効な活用以外には,こ れ らの諸課

題の解決 はで きないであろう。

このように,今 後わが国の情報化 は,個 別企業の問題か ら,国 家が国民 と一体 とな って

社会情報の システム化の目標 と具体策を検討 し,国 家 と国民 との役割分担を明確にし,国

家 と社会の成員 としての社会的連帯 を自覚 した産業 と個人 との協力によって,社 会情報 シ

ステムとい う従来にない新 しい側面へ と前進 してい くことになるであろ う。
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第2章 情報産業の国際化の展開

1.電 子計算機産業 の自由化 と再編成

A自 由化措置の決定

わが国経済 は,戦 後 の荒廃 の なかか らめ ざましい復 興 を遂 げ,50年 代,60年 代 を通 じ一

貫 した重化学工 業化路 線 を と り,高 度成 長 を続 けて きた。 また,慢 性 的外貨 不足 に悩 み続

けて きたわが国 も1965年 頃 を境 に経 常収支,総 合収 支 が黒字 に転 じ,さ らiこ1968年 頃 か ら

は その黒字 幅が一 層拡大 す るに至 った。 それ とと もにわが国経済 の国際化 の要 請 も強 ま

り,輸 入 や資本 の 自由化 措置が拡 大 されて きた。

一方 ,第 二 次世 界大戦後圧 倒 的優位 を誇 って いた ア メ リカ経済 は,ECな かんず く西 ド

イ ツや 日本 の激 しい追 い上 げ を受 け,し か もベ トナム戦争 の エス カレー シ.ン によ る多額

の軍事 支 出や海外援 助 の負担の増 大 な どに よ り,国 際収支 の恒常 的赤 字 と失 業 に苦 しむよ

うにな って きた。 そこで アメ リカは,国 際収 支改善 策 として,と くにわが 国に対 し,繊 維

に代表 され る輸 出の 自主規 制や,輸 入,資 本 の 自由化 を強 く迫 って きた。

と くに電子 計算機 産業 は,ア メ リカ企業 が世界市 場 の90%強 を占め,圧 倒 的優位 を誇 る

数少 な い産 業の ひ とつ であ り,産 業 として今 後 の高 成長 が期待 され るため,ア メ リカは,

わが 国 に対 しコ ン ピュー タの 自由化 を強 く求 め て きた。

わが 国 は,コ ン ピュー タの 自由化 に関 しては,従 来,

① コ ン ピュー タは単 な る電子 ソ ロパ ンで はな く,い まや複雑化 した現代 社会経 済 の要

請 に応 える システ ムの中核 を担 う,い わ ば経済社 会 の中枢神経 で ある。
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② 電子計 算機産業 は,70年 代 にわ が国が指 向す べ き知識 集約産 業 の中核 をなす もの で

あ る。'

③ 電 子計算 機産業 は,わ が国 の重 要 な戦 略産 業 であ る電子 工業 の技術 水準 を強 力 に レ

ベル ア ップ してい る技 術先 導産業 であ る。

④ 電子 計算機 産業 は,め ざま しい成 長産 業 であ り,今 後 と もわが 国経済 の成長 の一翼

を担 って い くもの であ る。

な どの理 由 をあげ その重要性 を指 摘す る とと もに,わ が国企 業 と外 国企業 との間 には,大

きな企業力格 差 が存 在す ることか ら,い わ ば最後 の 、幼稚産 業、 と して慎 重 に取 り組 むべ

きで あ ると主 張 して きたが,1971年7月22日 自由化 の実施 に踏 み切 った。

今 回実施 され た 自由化措置 の 内容 は,次 の とお りで ある。

ユ.資 本 につい ては,3年 後 自動 的に 自由化

(イ)電 算機 関係 のネ ガ リス ト業種 は,次 の2業 種 どす る。

(1)電 子計 算機(付 属装 置 および部 品 を含 む 。),電 子計 算機制御 自動機構 の製造,販

売,賃 貸 な ど。 この 「部 品」 の 中に は,電 子計 算機用 集積 回路 な どを含 む。

〔2}情 報処理 産業(ソ フ トウ ェアの作成 にかか る もの を含 む。)

(ロ)㈲ の うち(1)について は,3年 後 自動 的 に 自由化 す る。

2.輸 入 につ いては,記 憶機 と端末 機 を除 く周辺 装 置 を自由化す る。

電 子計算 機輸 入実績(通 関 統計)

(1970年)

品 目 構 成 比

本 体 24%

周

辺

装

置

記 憶 機 ・端 末 装.置 4%

'ラ イ ン フ。リ ン タ ・テ ー プ 読 取 機

カー ド読取機 ・制 御 機

な ど

50%

小 計 54%

部 品 22%

合 計 100%

}自 由 化
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周辺 装置 の うち,記 憶機 と端 末機 を除 く部 分(1970年 の電算 機関係輸 入額 の うち,5

割弱 を占 め る)に つ いて,次 回の残 存輸 入制限 品 目削減 の一環 として 自由化 す る*。

*1972年2月1日 より実施された。

今回輸入 を自由化 した周辺装置は,

カー ド読取機

カー ドせん孔機

紙 テープ読取機

紙テープせん孔機

光学式文字読取機

光学式 マーク読取機

磁気 インキ式文字読取機

文字表示装置

たとえば次のような ものである。

図形表示装置

音声応答装置

漢字印刷装置

ラインプ リンタ

磁気 テープコンバータ

磁気 テーププ リンタ

入出力制御装置

通信制御装置

B自 由化の影響

電算機 産業 は聖域 として,そ の 自由化 は遅 い と予 想 されて きたの に もかかわ らず,突 然

自由化 され たた め,そ の影 響 は極 め て大 きく,か つ多岐 にわ た ると思 われ るが,そ の うち

主 要 な もの につ いて簡単 に述べ てみ よ う。

自由化措 置の決 定 に よ り,ま ず ユーザ ーの心理 に大 きな影響 を与 え るこ とが 予 想 さ れ

る。電 子計 算機 は,そ の性能 を評 価す るこ とが 困難 な面 が あ るた め,非 価格 的競争 の要 素

が強 く,ブ ラン ド ・イ メー ジが大 き くもの をい う場 合が多 い といわれて い る。 その ため,

ユ ーザーが 「自由化 ムー ド」 を反映 して,外 国機 を選 好す る恐 れな し としない。

次 に周辺 装 置の輸 入 自由化 によ り,本 体 以上 に格 差が あ る と もいわれ てい るわが 国の周

辺 装置 メー カーが打撃 を受 け る ことが予想 され る。 わが 国の周辺装 置市場 は,本 体 メー カ

ーの標準 化が進 ん でい ないため,そ の規模が小 さ く,本 体 メー カーの内製 な い しグル ー プ

内 での調 達 とい った傾 向が強 く,わ が 国の周 辺装 置 メー カーは,IBMを 中心 とす る本 体

メーカー と互角 に競争 してい け る力 を持 った米国 の周辺装 置 メー カー と比 べ て大 きな較差
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が ある。 この点 につ いて は,市 場が狭 い ため米 国 メー カーは入 って こない とい う楽観論 も

あ るが,IBMそ の他 の外 国機 システ ムにつ いて安 い周辺装 置が入 って くるよ う に な れ

ば,シ ス テムを値下 げ したの と同 じ効 果が 出 るわ けであ り,ひ いて は国産機 か ら外 国機 へ

の 乗 り替 えを促 す一 因 と もな る恐 れがあ る。 また,今 般 の3グ ル ー プへ の集約 に よ り,国

産 メーカ ーの標準 化が 進 み市場 も広が る と期 待 されて い るが,ア メ リカの周辺 装置 メーカ

ー もこの マーケ ッ トの対 象 に割 り込 んで くるこ と も考 え られ る。

3番 目には,資 本 自由化 によ る国産 機の競争 条 件の変 化が考 え られ る。 それ は,既 に国

内生 産 を行 な ってい る外 資 に対 す る行 動規制 が大 幅に減殺 され るこ と,未 だ資本 進出 を行

な って いない外 資の積極 的 な攻勢 が予想 され るこ とな どか ら,こ れ らの外 資が,そ の ワー

ル ドワイ ドな戦略 に もの をいわ せて,ス ケール ・メ リッ トを最大 限に発揮 して競争 を挑 ん

で くるだ ろ うか らで あ る。

この よ うな悪条件 が重 なれ ば,単 に 国産機 の需 要 の伸 びが止 ま るばか りか,国 産既 レ ン

タル機 の外 国機へ の乗 り替 えが起 こ り,レ ン タル ・バ ックに よ り国産 メー カーは甚大 な打

撃 を受 ける恐 れが あ る。

フランス ・西 独 な どの ヨー ロッパの例 をみ る と,そ の市場 の大半 を ア メ リカ系企業 に席

捲 されて お り,現 在政 府 が必 死 にな って その巻 き返 し策 を講 じて い るところで ある。 その

よ うな結果 を防 ぐため には,外 国機 に負 けない 国産 機 を作 るための技 術開発 を積極 的に促

進 す るな ど抜 本的 な 自由化対 策 が必要 であ る。 それ とと もに,業 界 も各社 が単 独 にIBM

その他 の ア メ リカ系企 業 に対抗 す るので はな く,効 果 的な集約再編 成 を行 な って スケー ル

メ リッ トを生 み出 しア メ リカ系企業 に伍 して ゆ く基 盤 を形成す るこ とが要 請 されて い る。

C電 子計算機産業の再編成

わが 国電 算機 メー カー と外 国企 業 との間 には,そ の企業力 において大 きな格差 が あ り,

ヨー ロ ッパの例 か らも明 らかな よ うに,IBMな ど巨大 なア メ リカ系 メー カーに伍 してい

くた めには,わ が国6社 も何 らかの形 で再編成 す る必 要 があ る とい う指摘 はか な り早 くか

らな されて きた。 ところが,技 術 的な制 約 な ど各 社 に は提携 問題 その他 の事 情 もあ り,集

約 の歩 みは遅 々 として進 まな か った。
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こ うした なか で,1970年7月 にIBMが 従来 の360シ リー'ズに比 べ,コ ス ト・パ フ ォー マ

ンスが2AV5倍 優 れた370シ リー ズを発表 し,世 界の電算機 業界 は,世 代 交替 期 を迎 える

に至 った。 わが国 メーカー も電 算機 メー カー として存 続 してい くだ めには,こ れに本格 的

に対抗 し うる新 シ リーズの 開発 を迫 られ ること とな り,重 大 な岐 路に直面 す るに至 った。

この よ うな厳 しい環境 の もとで,前 述 の 自由化措 置が行 なわれ たた め,集 約再編成 の動

きが一挙 に表面化 し,1971年10月21日,富 士 通÷ 日立,'1971年11月24日,日 電一東芝,沖

・一三 菱 と相次 いで提携 が行 なわれ,わ が国業界 は,今 までの6社 体制 か ら,3グ ル ープに

集約 され るこ ととな った。'・'"

この よ うな短期 間 に,ひ とっめ業界 で一挙 に再 編成 が行 なわれ だ ごとは,今 までに例 が

な い よ うに思わ れ る。 この よ うな劇 的な再編成 を促 しだ原 因 として はプ 前述 の 自由化 によ

り,ア メ リカ企業 との競争 が 目前 に迫 った とい う認識の ほか,1一

① 通産 省が 自・由化 対策 と して 「電子計 算機産業 振興対 策特別会 計」 の構想 を発表 し,5

年 間に1,564億 どい う巨額 の資金 を,3グ ルー プに限定 して交 付 す ると発表 した こ と1。こ.

れ は明 らかに再編成 を前提 に してお り,こ れが業 界の再編成 を促進 す る原 動力 にな った。

・②(}Eに 続 い て
,RCAが1971年9月 に突然 コン ビt-一 タ部 門 か ら撤 退、し、た こと.。RC

Aは,エ レ ク ‥ ニ クス分野 に優れ た技 術 を持 ち,tIBMに 次 ぐ世界第2位 の座 をユ ニパ

ックと争 った こ と もあ る総 合電機 メー カーで あ り,そ れ が撤 退 した どい うこ とが わが国業

界 に も非 常 に厳 しい現実 を印象 づ けだ とい える。 と くに,.RCAの コン ピュー タ部 門は全

体 の6%に しかす ぎず,そ れがRCA全 体 の利 益 を喰いつ ぶ して しま った とい うことが ピ

わが国i業界 に シ ョックを与 えた。 。 ・'・.'・ ぐ.・

③aStL'機i業 界 は世代交 替期 に直面 して お り,そ れに加 えて電 々公社 のDIPSの 問題 も

あ り,メ ー カーが生 産 ラインをあ る程度統 一す る必要 に迫 られ て い.たこ と。:1:

な どが挙 げ られよ う。

今 回 の3グ ルー プをみて み ると,い ずれ も電 機系 メー カー と通信機 系 メー カー との提 携

で あ りF,今 までの技術 の系譜 か らして も無理 の ない妥 当 な もので あ る と思 われ る。

之 れ ら3グ ル ー プの提 携 は,自 動車 や鉄鋼 な どの場 合 と異 な り,合 併 な どの強力 な形 態

の もので はな く,共 同技 術 開発 や株 の持 ち合 い まで を内容 とす るゆ るい結 びつ きであ る。

この ため一部 には,さ らに集約 化 が必要 であ る との意 見が あ る。 しか しなが ら,わ が国 メ
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一 カ ーは い ず れ も兼 業 メ ー カ ー で あ り
,か つ,コ ン ピ ュ ー タ部 門 が 一 人 立 ちで き るほ ど強

くはな く,コ ン ピュー タ産業 の実 態 か ら考 え ると,将 来 は と もか く,当 分 は この程 度 の提

携 が適 切で あ ると考 え られ る。 また,わ が 国企業 の規模 が小 さい ことか ら,一 挙 に一 社 に

集約 すべ きであ る との意見 もあろ うが,技 術 の異 な る企 業 を無理 に一緒 に して もうま くい

く保 障は な く,イ ギ リスのICL,フ ランスのCIIな ど一 社 に集 約 した例 をみて も,必

ず し も成 功 してい ない こ と,わ が 国の市場規 模 な どか らみ て決 して多 す ぎない こ と,国 産

機 メーカー間の競争 を図 るこ とによ り国産 電子計 算機 産業 の一 層 の進 歩発展 を うなが す こ

とが 期待 されてい る。 一

なお,3グ ルー プめ提携 の 内容 の概 略は,次 の とお りであ る。

Dグ ル ー フ。提 携 の 内 容

(1}富 士通 一 日立

① 両社 の開発 す る新 シ リー ズについて'∵ ・ ・ ∴ 　

アー キテ クチ ャ,を一 致 させ,両 社 協力 して開発す る。.'∴ ・ ・ 、

新 シ リーズ生 産 の分担 は,今 後協 議 す る。 ・'"・

② 上記 を実施 す るため,,両 社 間 におい て分 科会 を設 け,話 し合 い を進 めそ い る。'

(2)日 電一 東芝"白.・ 一,、

① 単一 の新 ジ リー ズを分担,協 力 して 開発 生産 す る。'∴ ン ・'・;・,

② 新 シ リー ズの販 売に つい て も協 力 して行 な うべ く今 後協議 す る。 ∵ 一 鳥 、,

③ 周 辺装置 な どについ ては,現 シ リー ズ用 も含 あて今 後協議 して分担)1協 力 す る。

{3}沖 一 三菱

① プ ・セス制御機 能 な どを も併せ有 す る新 シ リー ズを其 向開発 す る。,

② 両社 は,相 互 に株式100万 株 ずつ を持 ち合 う。

③ 近 く沖 ユニパ ック(現 在 沖51%,ユ ニパ ック49%)に 対 し,三 菱 が資本 参加す

る。

④ 周辺 装置 な どに関 し,分 担,協 力 して新機種 の開発 を推進 す る。
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E関 税率の引下げ

電子計算機に対す る関税は,従 来

計算機本体15%,高 性能附属機械15%,そ の他の附属機械25%

であって,こ のような電子計算機に対する関税措置は,輸 入割当 とともに,輸 入機の競争

条件を厳 しくし,他 の諸施策 と相 まって国産機の振興 に大 きな役割を果た して ぎた。

ところが,71年 夏のニクソン声明後,数 次にわたって行なわれた日米交渉の過程で,ア

メ リカ側 は関心品目のひとつとして電子計算機の関税の引下げを強 く要求 してきたので,

先般国際協調の見地か ら,他 の関心品 目と並んで電子計算機の関税 も一率10%カ ッ トし,

1972年4月1日 か ら実施す ることとなった。 この結果,電 子計算機の関税 は,

計算機本体13.5%,高 性能附属機械13.5%,そ の他の附属機械22.5%

となるわけである。

10%カ ッ トとはいえ,こ の関税率の引下げは,円 切上げと相 まって,国 産機の価格競争

力に大 きな打撃 を与えるものであ り,そ の影響が懸念 されてい る。

わが国電子計算機産業は,こ れまで,① 輸入割当制,② 直接投資の個別認可制,③ 技術

導入の個別認可制,④ 輸入関税 という4つ の措置によって手厚い保護を受けてきたが,今

回の問題で これ らの うち3つ までが改廃を迫 られたわけであ り,い よいよ本格的な開放経

済体制に直面することになるわけである。 しか しなが らわが国企業 と外国企業 との格差は

依然 として大 きく,わ が国電子計算機産業の健全な発展を図るためには,政 府が今後 とも

一層強力 な助力 を行な う必要があろう
。

2.円 切上 げ と情報産業

第二次世界大戦後,戦 前の為替 レー ト切下げ競争の苦い経験か ら,自 由貿易主義 と固定

相場制の原則的遵守をその基本原則 としたIMF体 制が発足 した。

戦後の10数 年間は,ア メリカ経済の圧倒的な優位の、もとで,こ のIMF体 制は,と もか
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くスムー ズに運行 され,戦 後経 済の復興,発 展 に大 きく寄与 して きた。 ところが各国 とア

メ リカ との経済力 の バ ランスが相対 的に変化 す るに従 い,ア メ リカの対 外援助 や対外 投 資

の 負担増 と相 ま って,ア メ リカの国 際収 支 は傾向 的に悪化 す るに至 った。 この結果,ア メ

リカの国際収支 の赤字 は累積 し,ド ルに対 す る信認 が低下 し,つ い に大規模 な国際通 貨問

題 が惹起 され るこ ととな った。

この間 ア メ リカは,種 々の国際収 支改善策 を打 ち出 したが,そ の改善 が なお充 分 でな い

と判 断 したア メ リカ政府 は,つ いに1971年8月16日,金 と ドル との交換 を停止 す るとと も

に,10%の 輸 入課徴金 実施 を中軸 とす る8項 目の新政策 を発表 した。 この ア メ リカ大統 領

ニ クソ ンの声 明 は,全 世界 に 、ニ クソ ン ・シ 。ック、 を捲 き起 こ し,わ が国 に も甚大 な影

響 を与 えた。 その後,ヨ ー ロ ッパ諸 国や 日本 は,相 次 いで変動 相場制 に移行 し,数 次 の国

際会議 を通 じて,通 貨 問題 に関す る多国 間調整 が行 なわれ た。 その結果,12月19日1ド ル

308円,対 ドル切上率16.88%と い う予 想 を超 え る大 幅切 上 げを もって,そ の動 揺に一応 の

終 止 符が打 たれ る こと とな った。

A円 切上げと電子計算機産業

わが 国電子 計算機 産業 は,ア メ リカの電子 計算 機産業 よ り遅 れて 出発 し,過 去15年 間 に

技 術 的努力 を傾注 してか な りの遅 れを取 り戻 し,国 内 にお いて は金額 的 に も50%以 上 の シ

ェアを占め るに至 ったが,い ま,ま だ輸 出産業 と しては成立 して お らず,と くにア メ リカ

系電 子計 算機 企業 との競争 を強 い られ てい る。 この よ うな状況下 におい てはわが国電 子計

算機 産業 は,先 般 の 自由化 に引 き続 き,円 切 り上 げ とア メ リカ系企業 の値下戦 略 によ りま

た大 きな試 練 の と きを迎 えた。

円切 上 げによ る為替差益 をユーザ ーに還 元 す るためか,ま ず,日 本 ユニパ ックが,コ ン

ビ。ユ一 夕,周 辺装 置 を平均2.5%下 げて先陣 を切 った。 次 いで,バ ロースの 日本総代 理店

で あ る高千穂交 易が,バ ロース製 コン ピュー タを平 均2.5%下 げ,3月1日 日本IBMも

370シ リーズにつ き平均3%の 値下 げを発表,わ が国 メー カー に大 きな シ 。ックを与 えた。

日本IBMの 値下 げ発表 の効 果 は大 き く,世 界最 大 の ミニ コンメー カーであ るDECも 国

内 価格 を平均4%値 下 げす る旨発表 す るな ど追随値下 げの動 きが 目立 ってい る。
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これ に対 して,わ が国 メー カー も既機 種 の機 能 の強 化 な どに努 め ,対 応 策に懸命 に な って

い るが,外 国 メー カー との競争 環境 が一 段 と厳 しさを増 した ことは疑 いの ない事実 であ る。

また,先 般の 自由化措 置 によ って大部 分が 自由化 され た周辺 装置 メーカーの受 け る打 撃

は甚大 で,シ ス テム メー カーに よって口火 を切 られ た値 下 げ 競 争 は,周 辺装置 へ飛 び火

し,ま す ます その勢 いを加 える もの と予想 されてい る。

この よ うな円切上 げ に伴 う外 国機 の価格 の引下 げ は,国 産機 との コス ト・パ フ ォーマ ンス

の差 を拡× す る ことに もな り,国 産 メー カーは,こ こ当分新機種 や ソフ トウ ェアの開発 ,

国産機 の値下 げ な どの 問題 につ いて非常 に苦 しい競 争 を強 い られ るこ ととな ろ う。 この た

め関連業 界 にお いては 自由化 に よ り今後 と も何 らかの措置 が不可 欠で あ るとの 要 請 が 強

い 。

B円 切上げと情報処理産業

円切 り上げが,情 報処理産業に与 える影響は,こ の産業が現在のところ輸出入取引がな

いため,直 接の影響はな く,ま た,資 本取引や技術導入について も影響はないように思わ

れ る。

しか しなが ら,円 切 り上げがわが国産業全体に及ぼす影響,と くに景気動向に与 える影

響によ り,間 接的に情報処理産業の需要構造が変化 してい るよ うにみうけ られる。

それは,

① 経済の景気不振を通 じて,情 報処理産業への受注量の減少,支 払条件の悪化,独 立

系情報 サー ビス業への発注量の減少がみ られること。

② わが国の経済が,輸 出優先か ら国内の社会福祉促進へ と転換 を要請 され,情 報処理

'産 業 に対す る社会開発環境整備な どのいわゆる社会公共 シ
ステムの開発,整 備のため

のニーズが高まること。

③ 不況による経費節減の要請か ら,企 業の コンピュータを利用 した省力化,合 理化の

ための自社内投資が進むこと。

な どのインパグ トにより,し っか りした経営基盤や独 自の技術を もたない情報処理企業は

苦 しい立場に立 たされるように思われる。
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3.今 後 の情報産業育成施策

A電 子計算機産業の育成施策

a)技 術 開発 の ためめ施策

電 算機産業 は,研 究開発 に要 す る費用 が,膨 大 であ り,か つ,そ の成 果 いかんが その企

業 の将 来 を左右 す る典 型的 な研究 開発集約産 業 で あ り,優 れた製 品 を産 み 出すた めの技 術

開 発 を促進 す るこ とが何 よ りも大切 で ある。

その ために政 府 はすで に,

{1)3.5世 代 以上 の水 準 の新機種 シ リー ズ開発 の ための開発促 進補助金

:川2い 現代 の電 算機 が苦手 とす る図形,音 声 な どのパ ターン情報 を その ま ま入 力 で きる7xe・

ター ン情報 処理 シスデ ムの開発 、.

(3)、・デー タ通信 のた め の オン ライン機 能 を備 え た大型 機DIPSの 開発1

な'どを 強か に推 進 してい る。

また,周 辺 装置 につい て も周辺装 置 メー カーの体制整 備 と端 末機,記 憶機 を も含 めた多

彩 な高性能 ・低 価格 の周辺 装置 の開発,商 品化 が急務 で あろう。

lb)販 売資 金の負担軽 減の ための 施策

1電 子計 算機 の販 売 には,今 後 とも多 額の販 売資金 が必要 で あ り,従 来 のJECCに 対 す

る開銀 融資 をひ きつ づ き強 化 す る必要 が あ る。

c)中 古市場 育成の ための 施策

機 種 の世代交 代期 には急激 な レン タル ・バ ックが生 じ,電 子計 算機 メー カーは大 さな打

撃 を被 む るが,そ の歯 ドメ策 として電子計 算機買 戻準備金 制度 が あ る。 しか し,『ユーザ ー

の グ レー・ド ・ア ップ を促 進 し,し か もメー カーの育成 を図 るために は,よ り安定 した買取
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市 場 の育 成 と健 全 な中古 市 場 の養成 が検 討 されな けれ ばな らな い。 とくに,急 激 な機 種交

代 が予 想 され る3.5世 代機 の機種 交代 を目前 にひ かえ,中 古 市場 を育成 す る ことが急務で

あ る。

d)競 争秩序破壊的な外資の行動規制のための施策

国際化の進展 とともに,わ が国に も多数の外資系企業の上陸が予想 されるが,こ れ らの

外 資企業が,わ が国の実情 を無視 した競争秩序破壊的な行動に出た場合,こ れを規制 しう

るよう何 らかの歯 ドメをしてお くことが必要不可欠であると思われる。

B情 報処理産業の育成施策

a)需 要拡大 の ための施 策

{1)政 府 ・公共 需要 の拡大

ア メ リカの ソフ トウ ェアの発展が,国 防 ・宇 宙開発 ・原子 力 とい った大規模 な国家

プ ロジェ ク トに よって支 え られ て きた こ とか らみ て,わ が 国で も政府 な どの 公共需 要

を拡 大 し,ま た,都 市 開発 な ど大規模 な国家 プ ・ジ ェク トを発注 す る ことによ って ソ

フ トウ ェア企 業 の技 術力 の蓄積 を図 ると ともに,そ の技 術水 準の向 上 を図 る必要 が あ

る。

現 在 におい ては,上 述の よ うな大規 模 な国 家 プ ロジ ェク トは行 われ ていないが,ソ

フ トウ ェアの技 術 を向上 させ るた めに は,次 の よ うな具体 的 な施策 が必要 であ る。

イ,リ ス クが大 きい ため民 間企業 で は開発 の困難 な先進 的,汎 用 的 プログラ ムを情

報 処理振興 事業協 会 が委 託発 注 しその成 果 の普 及 を図 る プログ ラム委託 開発制度

の大幅拡 充

ロ,政 府 や公共 団体 が情報 処理 を行 な う場 合 には,で きる限 りソフ トウ ェア業,情

報処理 サー ビス業,シ ンク ・タンクな どの民 間企 業 を活用 し外注 す るこ と

/2}民 間需要 の拡大

情 報処理 を推進 す るた めには,で きるだ け重複 投 資を避 け るよ うソフ トウ ェア企 業

の 自主 開発 を促進 し,優 秀 なパ ッケー ジ ・ソフ トウェアの 開発 を促進 す る とと もに,
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一般 ユーザー な どの ソフ ト開発や情報 処理業 務 の外部 委 託が促 進 され るよ うな環境 を

つ くる必要 が あ る。 その ために は,ソ フ トウ ェアの価格 算定方 式 の確 立,法 的保護 の

確立 な ど,パ ッケ ー ジ流通 のた めの基 礎条件 を整備 す る必要 が あ る。

b)情 報処理産業の体質強化

ω 企業規模の過小性,経 営力の弱体が情報処理産業の最大の問題であ り,こ れを解決

するためには担保がないため融資が受 け られない点を補完するために設け られた情報

処理振興事業協会の信用保証の制度や,政 策金融の一環 として設け られた情報処理振

興金融措置 を拡大す る必要がある。

{2}情 報処理産業の中核 は,そ の技術にあ り,優 秀な人材 をいかに確保す るかが最大の

問題である。 このため,政 府 として も,優 秀な情報処理技術者の養成,確 保のため情

報処理技術者試験の実施などを行なっているが,こ れ らを一層強力に推進す る必要が

あろ う。
、
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第3章 ソフ トウェアの価値評価方式

1.ソ フ ドウ ェア売 価決 定 方式 の現 状

わが国 の ソ フ トウ ェア業界 では,そ の販売方 法の多 くは,ユ ー ザーの注文 によ り作成 ・

納入 す る受 注生産型 の委託 開発方 式 であ り・ プ ログ ラムの所有権 は ユーザ ーに ある。:その

た め,ソ フ トウ ェア企 業 は,ユ ー ザーへ の納入時 に その作成原 価 を回収 す る必要 があ り,

ほ とん どは原価 主義 によ ってい る。 ただ,企 業 に よ って その有 す る技術,ノ ウ ・ハ ウな ど

が異 な るため,原 価 に高 低 が生 じ,そ れ に よって企業競 争 が行 な われて い るのが実情 であ

る。 また,現 在,情 報処理 振興 事業協 会 の行 な ってい る委託 開発で は,ソ フ トウ ェア産業

の 育成 とい う目的か ら,発 注 を通 して ソフ トウ ェア企業 の技術水 準 を向上 させ その体質 を

強化 させ る必要 が あ るので,開 発 す るプ ログ ラムが汎用 プ ログラ ムでは あ るが,原 価主義

を とって い る。

ソフ トウ ェアの先進国 で あ るア メ リカで もこの問題 には明確 な結論 が出 ていない。受注
.

生 産 型の委託 開発 の プ ログ ラムでは,マ ンパ ワー コス トと コンピュー タコス トを中心 とし

た直接 費,間 接費 の積上 げに よ ってお り,見 込 生産型の 自主開発 プ ログラ ムでは,同 種商

品 の価 格 な どか ら自か ら適 正価格 が定 まるの が普 通で あ るとい われて い る。

2.ソ フ トウ ェ アの価 格 の算定 方式

ソ フ トウ ェアは,頭 脳 の産 物 であ るため,開 発 す るプ ログラムの種 類,性 質,開 発者の

経 験 ・能力 ・技 術水準 な どに よって費用 が大 きく異 な るので,そ の公正 な価 格 を決 定す る



第3章 ソフ トウエアの価値評価方式399

ことは非常 に困難 で ある。

実際に行なわれてい るソフ トウェアの価格決定をみると,そ の多 くが需給の力関係によ

り,ほ とんどみるべ き基準がないまま発注者側の予算制約によって決定 されてお り,過 当

・競争の感を呈 し
,将 来の発展のための蓄積 もで きないような原価主義販売 を余儀な くされ

ている。'

とくに官庁な どにおいて入札制度が とられてい る場合があるが,ソ フ トウェアのよ うに

技術の要素が極めて高い ものについて一般の物品購入 と同様の入札制度 をとることには問

題 もあ り,こ れが過当競争 の一因 ともなってい るので,何 らかの対策が必要 と思われる。

現在行なわれている価格決定の基礎 となる算定方式について体系化すれば,次 の とお り

で ある。

⇒ 竃竃∵___
(注)日 本情報処理開発センタ 「ソフトウェア 諺調査報告書」による。なお,こ れらの諸方式の

詳細については,同 報告書を参照 されたい。

判 原価 主義

開発 者が,プ ログラム作成 上生 じた原価 をいかに正 し く回収 す るか とい う開発面 に主体

を置 いた原価計算 的な算定方 法 であ るが,実 際 には ソフ トウ ェアの内容や効 果 を過去 に作

成 した もの と比較 検討 した り,他 社 にお け る同種 の プログ ラムと対比 して価 格 を決定 す る

比 較方式 が と られ る こととな ろ う。

a)積 上 げ方式

各作業 プ ロセ ス毎 に発 生 す る人 件 費,マ シ ン代 その他 の経費 を集計 してゆ く算定方 式

b)ス テ ップ方式

過去 の経 験 か らプ ログラ ム1ス テ ップ当 た りの所定単価 を決定 して,そ れに予 測 した ス

テ ップ数を掛けて算出す る方式

c)工 数方式
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プ ・グラムの量,難 易度,計 算機構 成 な どの査定基 準 を設 けて工程毎 に各基 準 に対 応す

るパ ラメー タを選 定 して一 定 の方法 で工数 を算 出す る方 式

(2}評 価主義

ユーザ ーが,そ の ソフ トウ ェア を利用 す るこ とに よ りどれ くらい効用 が増 し た か と い

う,ユ ーザーの 「評価 」 に依 存 す る算定方 法

ソフ トウ ェアの価値 に関す る原価主義 と評価 主義 とい う2つ の アプ ロー チと,ソ フ トウ

ェアの販売形 態 とは密接 に関係 してお り,「 委 託開発 型」 の 専用 ソフ トウ ェア は 「原価 主

義 」が建前 で あ り,「 自主 開発 型」 の汎用 ソフ トは 「評価 主義」 が建前 であ ろ う。 ところ

が現実 には,価 格 の設 定 に しろ,'販 売形 態に しろ,純 粋 な形 の ものは少 な く,こ れ らの要

素 が組 み合 わ されてい る もの と思 われ る。(図 参照)

6-3-1図 ソ フ トウ ェアの販売形態 と価格算定方式
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原価 主義 に は,積 上 げ方 式 とステ ップ方式 それ に工数 方式 が あ る。 ス テ ップ方 式 は,単

価 の選 定 どか ステ ップの予 測が むず か し ぐ不確 定要素 が多 いため,経 験 や勘に頼 って も, 、

評価 す る人 に よ りかな りの相違 が生 ず るの で好 ま しくない。 また,工 数方式 は,各 作 業工

程 に おけ る工数 が正確 に把握 で きれば価 格 の算定 が簡便 で実 証 性 も高 い ので優れ た方 式 で

はあ るが,ま だ作業 の標準化 が な されて お らず査定 基準 も確 定 的 でない現状 では信頼性 に

欠 け る点 が あ る。 したが って,当 面 は,原 価主 義 の うちでは,積 上 げ方 式 を原 則 とす べ き

であ ろ う。

積上 げ方 式 によ る原価主 義で は,横 系列 の経 費項 目(原 価構 成要素)と 縦 系列 の作 業工

程 か らな る原 価積上 げ マ トリクスに よるのが通例 で あ る。,

横系 列の経 費項 目 としては,マ ンパ ワー費, .マ ンン費,直 接 費(外 注加工費,材 料 費,,

会議 費,旅 費交 通費,通 信運送 費,印 刷 費,資 料費 な ど),特 別 費("半 製 品"技 術 ない し

ソフ トウ ェアの使 用料 な ど),一 般管理 費(間 接部 門人件 費 ,管 理 費,事 務 費,営 業販 売

費,利 益等 引 当金 な ど)な どが考 え られ よ う。 また縦系 列の作 業工程 と し て は,事 前研

究,調 査 ・分 析,シ ステ ム設 計,プ ・グラム設計,プ ロ グラム作成,テ ス ト・ランお よび

検証,シ ステ ム説明 書の作成,シ ステ ムの保 守 な どが考 え られ よ う。'

この積上 げ方 式 の問題点 としては,経 費項 目にお け る 「マ ンパ ワー費」 と 「技術料 」,

工程 区分 に おけ る 「事 前研究 」 と 「保守 料」 とが挙 げ られよ う。

ソフ トウ ェアの価格 の算定 に当 た って は・本 来 ソフ トウ エア その ものが もつ価 値 を技術

料 として認 め,価 格 は原価+α(利 潤)と し,利 潤 は技 術料 と して評 価さ るべ きであ ろ ラ。

この考 え方 か らすれ ば,技 術料 をひ とつ の経費項 目 と して認 め る こと も考 え られ るが,'現

状で は この考 え方が なか なか顧 客 に受 け入 れ られ な いので,マ ンパ ワー費=人 件費+α(技

術 料)と い う形 で処理 じてい るよ うで あ る。 また,こ の問題 と もか らんで,マ ンパ ワー費

の格付 けが非 常 に難 し くい 見積 りを困難 に してい るので,何 らかの形 で 「基準 マンパ ワ「

費 」 を策定 す る必 要 があ ろ う。

事 前研究 は,優 れ た ソフ トウ ェアを開発 す る上 で不 可欠 な ものでは あ るが,実 際 に見積

りに含 め るの は難 しい とい うのが現状 であ り,こ れ は業界 の地 位 の向 上に伴 って,有 償化

へ の努力 が続 け られてい くこと とな ろ う。
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保守費.につ いて は,保 証料 とい う形 で プ ログ ラム作成 費の中に含 めて考 え るべ きか,別

枠 で保証 期 間内の実 費清算 を行 な うべ きか とい う問題 が あ る。 この点 につ いて は,今 年度

よ りプ ログラム保証準 備金 の制度 が創設 され た ことで もあ り,業 界 の大 勢 と して,保 証 料

として プ ログ ラム作 成費 の中 に含 め て請求 し,検 収後一 定期 間は無 料で補修 に 当た る とい

う慣 行が形成 されてい こう。

3.価 格分離の影響

ソ フ トウ ェアは,従 来 ハー ドウ ェア と一 体化 した形 で サー ビスと して提 供 され,ハ ー ド

ウ ェアの価格 の中 に含 まれ てい たの で,こ れが ソフ トウ ェアの価 格形成 に とって ひ とつの

ネ ックと もな って きた。

ところが,1969年,IBMが 「価 格分離(Unbundling)」 の方針 を打 ち出 し・ ハー ドウ ェ

アを平 均3%程 度値下 げす る とと もに,従 来無 償で提供 して きた ソフ トウ ェアを有 償 とす

る こ とを発 表 し,業 界 に大 きな波紋 を投 げか け た。 ア メ リカ国内の他 の メー カー も,ほ ぼ

同一 歩調 を とる もの とみ られ,こ れ が ソフ トウ ェア業界 に与 える影 響 は大 きい。

ソフ トウ ェア業者 の多 くは,価 格分離 に よ り,ソ フ トウ ェアの価 値 が認 識 され,そ の存

立 基 盤が強化 され る として歓 迎 してい るが,そ の反面,コ ンピュー タ ・メー カーが その販

売力 に もの をいわせ て安価 な ソ フ トを提供 して くる恐 れ もあ り,こ れが ソ フ トウェア業界

に とって プ ラスか マイ ナスか は一 概 にはい えない よ うに思 われ る。

わが 国で は,JECC体 制の 問題 もあ り,価 格分離 に踏み切 るには,な お困難 な問題 が残

され て はい るが,こ の潮流が,わ が 国の ソフ トウェアの価値 の確 立 に とって大 きな一 歩 を

記 す こ とは間違 いない よ うに思 われ る。・これ によ って,と くにわが国 に はまだ ほ とん どそ

の例 が ない パ ッケ ージ ・ソフ トウ ェア登場 の素 地が作 られ た とい えよ う。
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第4章 ソフ トウェアの法 的保 護

llは じめ に

社 会経 済の発展 に伴 い,コ ンピュー タの利用 を中核 とす る情 報化 が ます ます進 展 してお

り,そ の利用 技術 た る ソフ トウ ェアの重要 性が次 第 に増 大 しつつ あ る。 ところが,先 進 国

た るアメ リカとわが国 との 間の ソフ トウ ェア ・ギ ャップは依 然 として大 きく,わ が国 では

に の格 差 を解 消す ることが 当面 の急務 とな ってい る。

ソフ トウ ェアは,有 体物 と異 な り,ひ とたび開発 されれば,複 製 の コス トは ほ とん ど不

要 な点 に その特 徴が あ る。 したが って,質 的 ・量 的 に不足 して い るわが国情報 処理技 術者

め現 状 か らみ て,ソ フ トウ ェア を流通 ぎせ る こ とによ り,で きるだけ重複投 資 を避 け,人

的 ・物 的資源 の有 効利用 を図 り,も って効 率的 な ソフ トウ ェアの開発 を促進 す る必要 が あ

る。

現 在,わ が国 では,ソ フ トウ ェアの流通1よ,ほ とん ど行 なわれて いない。 この大 きな原

因 のひ とつ として,ソ フ トウ ェアに対す る法的保 護 のための制度 が完備 して いない こ とが

挙 げ られ てい る。

ソフ トウ ェアは,再 製 が容 易 であ り,か つ,そ の ための費用 が極端 に安 い ので,そ の法

的保 護が不十 分 な ままで流通 が行 なわれれ ば,複 製 や翻案 が横行 し,開 発者 は投下 資本 や

知的 労働 の対 価 を回収す ることが 困難 とな り,著 しい損害 を被 るこ とにな る。 この ため,

開発者 は 自ら開発 した ブqグ ラムを企 業の奥 深 く秘 密裡 に保 管 し,限 られた顧客 との み取

引 を行 な ってい るの が実 状で あ る。

、て の よ うな状 態 を この まま放置 す るな らば,無 駄 な重複投 資 が行 な われ るばか りか,貴

重 な人材 を浪費 す るため全体 の技 術進歩 が遅 れ る ことに もな り,ま た,開 発 者 の利 益が守
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られ な い ことか ら,開 発意 欲 や投 資意 欲 を減退 させ るこ とに もな り,わ が 国情報化 の健全

な発 展 を阻害 しかね ない。

したが って,ソ フ トウ ェアの法的保 護 を確 立 し,開 発者 の利益 を擁 護す るこ とによ'り,

開発 を促進 す るとと もに,流 通 の促進 に よ り重複投 資 を排 除 し,コ ス トダウンを図 るこ と

が是 非 と も必要 であ る。

とこ ろが,ソ フ トウ ェアは,新 しい技術分 野 であ るため,こ れが 法的 に ど う保護 され る

かに ついての立 法 ・判 例 な どがな く,識 者 の意見 もま ちまちであ る。 また,諸 外 国の例 を

見て もこの 問題 は,必 ず し も明 らかで はな く,ソ フ トウ ェアの急速 な発展 に伴 って,早 急

な解決 が要請 され てい る。

通産 省 では,ソ フ トウ ェアの流通 促進施 策 の第一 歩 として,1970年 度 か ら 「プログ ラム

調査 簿」 の作 成 に着 手 してい るが,ソ フ トウ ェアの法 的保護 が流通 促進 のた めの不 可欠 の

課題 で あ ることにかんが み,こ の問題 を探求 す べ く,1971年 度 か ら重工i業局 に 「ソフ トウ

ェア法的保護 調査委 員会」一 北 野重雄 委員長(情 報 処理振 興事業協 会理事 長)一 を設 け,

審 議 を開始 した。'

以 下,ソ フ トウ ェア法 的保護調 査委員 会の審 議の経 過 を紹介 す る とと もに,ソ フ トウ ェ

アの法 的保 護 が何故 必要 であ るのが,ど の よ うな保護 が必要 なのか,既 存 の無体財 産権 に

関 す る法律 で保護 され うるのか ど うか とい った点につ いて少 し詳 し く述べ て みたい。

2.ソ フ トウ ェア法 的保 護 の 必要 性

なぜ,ソ フ トウ ェアの法 的保 護 を図 らなけれ ばな らないか とい う必要 性 につい ては,い

ろい ろな理 由が挙 げ られ てい るが,大 きく分 けて,次 の3つ の理 由 に ま とめ るこ とが出来

る。

① 開発者 を法 的 に保護 す ることによ って,そ の創造 意欲 を刺戟 し,・優 れ た技 術 の開発 を促

進 す るた め

② 資本 投下者 を法 的に保護 す る ことに よ って,投 下 資本 の回収 を確保 し,ソ フ トウ ェア開

発 に対 す る投資 を促進 す るため ・..,..
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◎ 開発 され た プロ グラムの 内容 を一般 に周知 せ しめ,か つ,流 通過程 に あ るプ ログラムを

法 的に保護 す るこ とによ り,そ の流通 を促進 し,も って重複投 資 を避 け,効 率 的 な ソフ ト、

ウェア開発 を促進 す るため

① の開発者 の保護 を強調 す る立場 か らは,ソ フ トウ ェア産業 は,研 究 開発 集約産 業 の典

型 であ り,研 究 開発 の成果 いかん が その将来 を決 定 す る産業 で あ り,そ の中核 をなす もの

は,優 秀 な人材 に他 な らない。 したが って人 間 の頭脳 の所産 であ る優 れ たアィ デァを保護

す るこ とに よって,人 間の創 造意欲 を刺戟 し,優 れ た人材 の新規 参入 を期待 し,技 術水 準

の 向上 を図 るこ とが是非 と も必要 で あ るとの主張 が な されよ う。

この よ うな主張 に対 しては,そ もそ もソフ トウ ェアの分野 では,画 期的 な保 護 に値 す る

ア ィデァは極 く僅 かで あ り,ま た,そ のなか で特 許法 に よ り保 護 を受 け られ る もの は ,特

許 法 の保護 を受 ければ良 く,ア イデ アその もの を一 般 的に保護 す る ことはか え って ソフ .ト

ウ ェア産 業の発展 を阻害 す るのでは ないか とい う反 論が あ る。

② の資本 投下者 の保 護 を強調 す る立場 か らは,ソ フ トウ ェアの開発 を促進 す るため には

少 しで も多 くの資本 が この分野 に投 下 され る必要 が あ り,そ のた めには,資 本 の投下者 が

不 測 の損 害 を被 る ことが ない よ うその投下 資本 の回収 が確 保 され る必要 が あ る。.投下 資本

の 大半 は,コ ーデ ィング,デ バ ッグ,テ ス トな どの費用 で あ り,し たが って少 な くと もこ

れ らに投 じた資本 の 回収 が確保 され なけれ ばな らず,ま た,こ れ らの成 果 であ る プロ グラ

ム自体 は,容 易 に複製 し うる もので あ り,も っと もその法 的保護 が要請 されてい る もので

あ る・どの主張 が な され よ う。

:に の よ うな主張 に対 しては,そ れがいわ ば肉体 労働の保 護 を主張 す るな ら,知 的財産権

の 問題 で はな くヂ たん に企 業 の秘密 保持 の問題 と して処理 すれば よ く,ま た,流 通過程 に

お け る損 害 を懸 念 す るので あれば,む しろ,発 展 的に③ の流通促進 の立場 の中 に解 消 され

るべ きであ るとの反論 があ る。

このよ うに考 えて くると,①,② の立 場 はいず れ も全面 的には とるこ とがで きず ,法 的

保 護の必 要性 は,主 として③ の理 由に よ って基礎 づ け られ,①,② の立 場 は,そ の 申に発

展 的に解 消 され るべ きで はないか と考 え られ る。
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ρ ・

3.ソ フ トウ ェア法 的保 護 の対 象 と態 様 /

な ん らか の形 で ソフ トウ ェアの法 的保護 を図 ることが必要 だ と して も,そ の対象 は ど う

すべ きか(保 護の客体);ま た,ど の程度強 い保灘 与 えるφが適当か(保 勤 態様)ど

い う問題がある。前節の必要性が,誰 を保護す るのか(保 護の主体)と い う観点 と不可分

に結びついて主張 されてい るように,こ の問題 も,厳 密 には必要性 とそれぞれの組み合わ

せで論ずるべ きであるが,こ こでは概観す るに とどめる。

A.法 的保 護 の対 象

これにつ いて は,大 別 して2つ の考 え方 が あ り得 よ う。 それ は,

① プ ログ ラム作成 の基 とな るアイデ ア ・.

② プ ロ グラム自体'

① の ア ィデァめ保 護 につい ては,特 許 法の対象 とな るよ うな もの は特許 法 の保 護 を求 め

れば良 い としで も1,そ れ以外 の アイ デア1ごつ いて広 く保護 を与 える制度 を設 けた とす る1ど

自然 法則 を利用 しない もの や,さ ほ ど優れ た もので はない ア イデデであ って も,コ ン ビゴ

ー タを用 い るこ とに よ り,そ こか ら得 る利 益 を独 占 で きる ことに もな り,好 ま しくない と

考 え られ る。 しか し,こ の点 につ いて は一 般的 な ものに広 く波及 しな い とい う有効 な歯 ド

メが あ りさえすれ ば,・ア イ・デ アに なん らか の保護 を与 え ること も一案 と考 え られ る∵'

したが って,保 護 の対象 として は,② の プ ログラム 自体 を中心と1して考 えるべ きで あろ

う。 》=.〆 ∵.二 一_∵;"、 ・

B.法 的 保 護 の 態 様,,:ぷ_.,1"・1∴ ㌔∴ 一 ・tt・ ・;一.1,、・・パ ・

これ につ いては,大 別 して2つ の考 え方が あ り得 よ う。 それは,
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①特許 法の よ うに,独 自に開発 した者 に対 して も,特 許 権者 が その発 明の実施 を禁止 で き

る とい う独 占的実 施権 を与 える考 え方

②著作 権の よ うに,自 ら作 った もの を他人 が無 断 で複製 す るこ とは禁止 で きるが,他 人 が

独立 に作 るのは差 し支 えない とい う考 え方 で あ る。

この点 につい ては,ソ フ トウェア産業 の健全 な発展 の ために は,独 占的実 施権 を与 え る

ことは良策 で はな く,プ ログラムを不正 に使用 した り盗用 した りす るこ とさえ禁止 で きれ

ば十分 であ り,他 人が や は り資本 を投下 して開発 す る ことは差 し支 えない とすべ きで あろ

う。'

4.現 行法 に よ る ソ フ トウ ェアの法 的保 護

ソフ トウ ェアは,現 行 法体系 の下で どの よ うな保護 が受 け られ るのか。 その場合 の問題

は何 か とい う問題 があ る。

財産 を保護 す るために,も っ と も強 力 で,か つ,普 遍 的 な権 利は,所 有権 であ る。所 有

権 の概 念 は,社 会制度 や科 学技術 の進歩 と ともに,不 動 産か ら動産へ,有 形 な ものか ら無

形 な ものへ と特 別法 や判例 に よって拡大 されて きてい る。

ところで,技 術革新 の結果 を もた らされた コ ン ピュー タの利用 技術 であ る ソフ トウ ェア

の 「所 有権」 とは,何 を意 味す るのであ ろ うか。

我 々が,「 プ ログラムを所有 してい る。」 とい うとき,そ れ は,通 常,カ ー ドや磁気 テー

プその もの の所有 を意 味す るわ けではな く,記 憶 媒体 の いか ん を問 わず,そ の中 に記 録 さ

れ た無形 の プログ ラム自体 であ る ことは疑 い はな い と思 われ る。 つま りソ フ トウ ェアは,

従来 の有体物 た る 「物 」 とい う概念 で論 ず るこ とはで きないので あ る。

こ うい った無形 の知 的財 産 は,従 来 か らいわゆ る無 体財産権 とレて保護 され て きた。 こ

こでは,そ の代 表 的な例 と して,特 許 と著作権 を と りあ げ,そ の コン ピュー タ ・プ ログラ

ムに対す る適用 につ いて考 え ると と もに,現 行 民 法上契約法 や不 法行為法 の分野 で ソフ ト

ウ ェアを どの よ うに保 護 し うるかにつ いてみ よ う。
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A.現 行 特許 に よ る ソ フ トウ ェアの法 的保 護

コ ン ピュー タ ・プ ログラムは,ハ ー ドウ ェアに組 み込 まれで,そ の一部 とな るところに

その技 術 的特性 があ り,ソ フ トウ ェアな しの単 な るハー ドウ ェアだけで は,部 品の倉庫 に

す ぎない とい う考 え方 が あ る(い わゆ る ウ エアハ ウス論)。 これ を敷 桁す る と,プ ログラ

ムは;コ ン ピュータの物 理 的な構 造 の一 部 と して,一 応特 許 の対象 とな りうると考 え られ

る。

しか しな が ら,特 許 法上 は,産 業 上利用 す るこ とがで きる自然法則 を利 用 した発 明が そ

の対象 と、されてお り,コ ン ピュー タ ・プ ログラムが その要 件 を満足 す るか どうかには疑問

が あ る。

プ ロ グラムの特許 につ いての ガイ ド・ラインを定 め るこ とは難 しいが,今 の ところ,ハ ー

ドウ ェア と一 体化 した形 でハ ー ドウ ェアの性能 その もの を向上 させ るよ うな プログラムや

コ ン ピュー タが他 の装置 を制御 す る装 置 あ るいは物 を生産 ・加工 す る工 程 を制御 す る装置

の一部 を形成 してい る場合 の プ ログラムは,新 規 性,進 歩性 な どの特 許の要 件 さえ満 たせ

ば,そ れ ぞれ特許 の対象 とな りうる もの と考 え られ る。

しか しな が ら,一 応特 許 の対 象 とな りうる として も,

イ,コ ン ピュー タ ・プ ログラ ムの うち新規 性,進 歩 性 な どの特許 の要件 を満 たす もの は趣

く僅か であ り,流 通促進 とい う観 点 か らみ ると,特 許制度 の みで は,そ の 目的を十分 に

達 す るこ とがで きない こ と。

日,コ ン ピュータ ・プ ログラムは,公 知例 が多 く,し か も文献化 されて いない こ とが多い

の で,他 の分野 に比 べ て,検 索,審 査 が困難 で あ るこ と。

ハ,一 般的 に は,プ ログラムの ライフ ・サイ クルは短 い ものが多 く,長 期 間の保護 を予 定

す る特許 制度(15年)に な じみに くい こと。

な どの難点 が あ り,ソ フ トウ ェアの法 的保護 めために は,不 十分 で あ る と思 われ る。'
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B.現 行著作権法 に よるソフ トウ ェアの法的保護

コン ピュー タ ・プ ログラムは,そ の多 くが一 定の技 術的思想 を表現 した もの であ り,学

術 の範 囲に属す る もの として,著 作 権法 に い う"著 作 物"た りうる と考 え られ る。

コ ンピュー タ ・プ ゴグラ ムが人 間が 直接見 るこ とが で きない もので あ って も,そ れが人

間が見 るこ とが で きる ものに,内 容 の同一性 を保 ちつ つ変換 す るこ とが で きる もの であれ

ば,"著 作 物"た りうる。

な お,著 作権 法の適用 につ いて は,次 の よ うに考 え るこ とが で きる。

イ,コ ン ビ三一 タ ・プロ グラムの うち,ソ ー ス ・プ ログラムを著作 物 と考 え,こ れ か ら機

械 的 に コンパ イル され るオ ブジ ェク ト・プ ログラムな どは,著 作物 た る ソー ス ・プ ログ

ラ ムと同一物 と観念 す る。

ロ,プ ログラム媒体 のいか んにか かわ らず その ま ま転写 した場合,言 語 を変 えた場合,若

干 の変化 を加 えて転 写 した場 合 な どは,す べ て複 製 と観念 す る。

しか しなが ら,著 作権 に よ る保 護が 受 け られ る として も,

i,著 作権 によ る保 護 は,プ ログ ラム自体 の複 製(コ ピー)に 及 ぶの みで,プ ロ グラムの

実施 ・使用 に は及 ばな いこ と。

ii,公 開 公示制 度 の存 しな いわが国 の著 作権制 度 で は,誰 が どの よ うな プ ログラ ムを持 っ

てい るかが判 らないた め,重 複投 資は避 け られず,ま た,流 通 の促進 に は役 立 たない こ

と。

iii,一 般 的に は,プ ログラムの ライフ・サ イ クル は短 い ものが多 く,長 期 間の保 護 を予 定 す

る著作 権(原 著者 の死後50年)に な じみに くい こ と。

な どの難 点が あ り,ソ フ トウ ェアの法 的保護 の ために は不十 分で あ る と思 われ るご

C.契 約 法 に よ る ソ フ トウ ェアの法 的保 護

ノフ トウ ェアの現実 の流通形 態 を考 える と,契 約 に よ って転 々流 通す る とい う場合 は,

あ ま り考 え られ ず,使 用許諾(ソ フ トウ ェアの所有権 その もの は開発者 が留保 して お き,



410第6部 情報化社会への課題

一 定 の料金 を とって使用 権の み を付与 す るや り方
。俗 に"使 用 権の売 買"と も呼ばれ てい

る。)と い う形 で多数 の者 に有償 で提供 す るのが普 通 であ る。,

したが って,こ の よ うな場 合 には,使 用許 諾 の 相手方 が,そ れ を無 断転 売 ・転 貸 した

り,情 報 な どが ろ うえい した りしな ければ,開 発者 の利益 は守 られ る と もい えよ う。

その ため,契 約 に よって,転 売,転 貸 を禁 止 す る とと もに,相 手 方 に秘密 遵守義 務 を負

わす こ と とし,相 手方 の故意,過 失 に よ って情報 な どが ろ うえい した よ うな場合 には,資

本投 下者 に特 段の損害 が生 じた こ とを証明 しな くて も,損 害 賠償 を請求 で きるよ うに契 約

をす る こ とに よって,ソ フ トウ ェアの保護 に役立 て る ことがで きよ う。

しか しなが ら,契 約 法に よ って は,当 然の こ となが ら契約 当事 者 を拘 束す るのみ で,第

三者 を拘 束 しえない か ら,第 三者 が不 法に販 売,賃 貸 していて も何 ら対抗 しえない とい う

点 で,致 命 的 と もい え る欠陥 があ り,ソ フ トウ ェアの法的保護 の方策 として は,不 十分 で

あ ると思 われ る。

D.不 法 行 為法 に よ るソ フ トウ ェアの法 的保 護

民 法 は,不 法行 為 について,故 意 または過失 に よって他 人 の権利 を侵害 した者 は,こ れ

に よ って生 じた損害 を賠償 しな けれ ばな らない,と い う極 めて抽象 的な規定 をお いてい る

が,不 法 行為法 は,特 別立法,判 例,学 説 な どに よ って発展 して きてい る。 .

ソフ トウ ェアにつ いて は,未 だ判例 もな く学説 な どで もこれに触 れた ものは極 め て稀で

あ るが,ソ フ トウ ェアが不正 に使用 され た り,盗 まれ た りした場合,不 法行為法 の適用 が

あ るζ とは疑 いな い もの と思 われ る。

しか しなが ら,不 法行 為法 の適 用が あ ると して も,

イ,不 法行 為 の立証 は一 般 に困難 であ り,特 に ソ フ.トウェアの よ うに 目に見 えない情報 が

盗 まれ るよ うな場合,そ の立 証 は非常 に困難 であ るこ と。

ロ・不正使 用 の場合 な ど・違 法行為 が行な われて も・ 特段 の損 害が生 じな い場合 や・損 害

の立証 が極 め て難 しい場 合が多 く,損 害 賠償請求 権 が認 め られ ない恐れが あ るこ と。

ハ,金 銭 賠償 が原則 と されてい るため,違 法行 為 の差 止請求 が困難 な場 合が多 い こ と。

な どの難 点が あ り,、現 行不 法行為法 だけで は,ソ フ トウェアの法 的保 護の τ;めに{よ,、不 十
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分で あ る と思 われ る。

モ

E.そ の 他 の 法 体 系 に よ る ソ ラ トウiア の 法 的 保 護

この他 に考 え られ る法 的保護 の ための法体 系 と して,た とえば アメ リカにおいて は,ト
'
レー ド ・シニ クレ ッ ト法,不 正 競争 防止 法 な どが挙 げ られて い る。 わが国 において は,ト

レー ド・シー クレ ッ ト法の よ うな企業 秘密 に関す る一般 法が な く;契 約 法や不 法行為 法に

'よ
って その一部 が カバ ー され るにず ぎな いため,ソ フ トウ ェアの法 的保 護 のために用 い る

ど とはで きないが,将 来 この よ うな二 般法 が出来 れ ば,こ の 問題 に対 す る有効 な方 策 のひ

乏 つ とな ろ う。不 正競争 防止 法 につ いて は,わ が 国 に も同名 の法律 が あ るが,こ れ は商号

や 商標 を不正 に使用 した場合 な どに限 られ てお り,ア メ リカの不正 競争 防止法 は州 法 では

あ るが,も っ と広 範囲 な ものであ り;む しろわが 国の不法 行為法 の一部 に相 当す る もの と

考 え られ る。

したが って,そ の他 の法体系 に よ って ソ フ トウ ェアの法 的保護 を図 るこ とは難 しい もの

と 考 え られ る。* ,.__,,

*刑 法による保護については;次 元を異 にする問題であり,別 の機会に論ずることにしたい。

:5.お わ り に 、

現 行法体 系では,ソ7ト ウ ェアに対す る法的保 護が十分 に行 なわ れ得 な い とすれ ば,.ソ

・フトウゾ 嘩 艶 図り・そ の醗 銀 造す亘 めに・なんらか防 策・警 ρち現磁

の改正ないし新規の特別立法を講ずべ きであるか否か,ま た講ずべ きとす るな ら,ど のよ
イ,㌧".苛 ・.,.、 ・'・ ¶ べ:(`

うな内容 にすべ きかが問題 とな る。

この点 に ついては,諸 外 国で はか な り前 か ら論 じ られ てお り,特 許 によろ う と す る も

の,著 作権 に よろ う とす る もの,特 別立 法 を提 唱す る ものな どその帰す うは明 らかで はな
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い。特 別立 法 の提 案の 中で は,ア メ リカIBM社 の法律顧 問 であ るエルマ ー ・ギ ャル ビの

ま とめた ギ ャル ビ試案 が,世 界最大 の ハー ドウ ェア ・メー カーた るIBMの 意 向 を反映 し

た もの であ り,今 後 この問題 の動 向 を大 き く左右 す る もの として注 目 され る。

ギ ャル ビ試案 は,登 録 を要 件 として コン ピュータ ・プ ・グラムにいわ ば著作 権的保護 を

与 えよ うとす る もので,実 際の利害 関係者 の利益 の調整 を 目標 と した極 め て現 実的 な提 案

で あ り,そ の趣 旨や内容 につ いては,お お むね賛 同 で きる ものと考 え られ る。 しか しなが

ら,日 米両 国の法 制 とくに著作権 法の相 違,ソ フ トウ ェア業界 の現 状な どか らして,ギ ャ

～レビ試案をこのまま採用することは臓 であ㌧ 鵡 この問題の酪 離 開梧 えれば

諸 外 国の動 向が必 ず し も明 らかで はない現時点 に おいて,わ が国 のみ早急 に新規立法 を行

な うこ とは必 ず し も得策 で はない と考 え られ る。 この よ うな事 情 か ら,当 面 は,そ れまで

の経 過措置 として,諸 外 国の動 向 に配慮 しつ つ,な ん らかの任意 的,試 験 的な制度*を 設

け,そ の実施状況 を も勘案 しつつ さ らに検討 を進 めてい くべ きで あ ろ う。

・不法行為法の立証の困難な点を幾分なりとも緩和する方向で,一 種の登録制度や公証制度が考えら

れよう。

また,こ れ と並 んで,ソ フ トウ ェアに関す る争 訟が高 度 に技術 的,専 門 的であ り,か っ

そ の ライ フ ・サイ クルが短 い ため早 急な解決 が望 まれ るこ とな どか ら,簡 便 な争訟手続**

を利 用 で きるよ うにす る こ とが必 要 であろ う。

**た とえば,仲 裁制度や調停制度など

さ らには,契 約 法の適 用に関 して業界 で前述 の よ うな契約 慣行 が円滑 に行 なわれ うるよ

う標 準契約 書の作成 に取 り組 むな ど業界 の 自主 的努力 に期待す る面 もあ る よ う に思 わ れ

る。

将来の方向 としては,現 行の無体財産権の適用について さらに明確化 を期す るとともに

'
この問題の国際的動向に も十分配慮 しつつ,わ が国業界の現状に即 した無理のない立法措

置が考 えちれてしか るべ きであろう。
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〔付 〕'ギ ャル ビ試 案 の概 要

ギ ャル ビ試案 は,次 の基本 的前提 に立 って作 られてい る。

① ほ とん どの プ ・グラムは,新 規概念 を もたず,特 許 法 の対 象 とはな らな い。

② フ.・グラムを作 るのに必要 な費用 の大 半(80～95%)は,.コ ーデ ィン グ以下 の いわば

肉体 労働 に向け られ てい る6'""

③概 念(Concept)が 公 開 され,フ 。ログラムの対 価が 自 ら開発す るよ りも安 けれ ば,企 業

は,模 倣 す るよ りその プ ログ ラムを購 入 す る とい う合 理 的行動 を とる*。

*こ の点は,当 然のこととしてとくに述べ られてはいないが,キ ャッチ ・アラブを図ろうとしているわが

国の場合など必ずしもそ うではなく,概 念の公開が模倣の奨励 となる恐れなしとしない点 とくに注意が

必要ではないかと思われる。

ギ ャル ビ試案 は,こ の よ うな前提 に立 って利 害関係 者 の利 益 の調 整 を図 った極 め て現実

的 な提 案 として高 く評価 され うる もので はあ るが,全 体 として み ると,主 と して ソフ トウ

『
エアの開発 に投下 した資本 の回収 を確保 す るとい う企 業の立 場か ら,そ の費用 の大 半 を占

める'プ・グラ ムの作成過程 その もの を保護 しよう とす る もの であ り,そ の基 とな る概 念 は

公開 してむ しろ流 通の促進 を図 るとい う考 え方 に立 ってい る。

〔付〕諸外国の動向

この問題 に対 す る諸 外国 の動 向 は,必 ず し も明 らか ではないが,,概 ね ソフ トウ ェアの特

許可 能性 について は否定 的 であ るよ うに思 わ た る。 以下,簡 単 に主 要国 につ いて述 べ てみ

よ う。

アメ リカ合衆 国 連邦特 許局 は,従 来 ソ フ トウ ェアの特許 可能性 につ いて は否定 的見

解 を とって きたが,ベ ンソン ・タボ ッ ト判決 に よ りその見解 を変 え ざるを得 な くな ってい

る。 このベ ン ソン・タボ ッ ト判 決 は,2進 化10進 法 を2進 法 に変 え るとい うメン タル ・プロ

セ スをフ。ログラム化 した ソ フ トウ ェアにつ いて,そ の特許性 を認 めた ものであ り,ソ フ ト

ウ ェア産業 に重大 な影響 を与 える もの として,連 邦政 府 の要 請 によ り現在連 邦最高 裁 で再
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審 査が行 なわれて い る。72年 秋 には,そ の結果 が で る見込 であ り,ソ フ トウ ェアの特許可

能 性 につ いて一 応 の結着 がつ くこと となろ うが,そ の結果如 何に よ って は,新 規立法 の動

きが盛 ん にな って来 よ う。 また,著 作権 について は,IBM社 の200本 余 を始 め と してかな

りの登録 が な され てい るが,こ れ に関す る判 例が ないた め,'そ の効果 に ついて は明 らか で

はな い。

イギ リス イ ギ リス特 許局 は,出 願 が プ ログ ラムの みで は特許 を認 めないが,機 械 装

置 として な されれ ば,ソ フ トウェアに関 す る特許 を認 めてい るよ うであ り,発 明 の実質 よ

りむ しろその請求形 態 に重 きを置 いてい るよ うに思 われ る。

フランス フランスは, .プ ログ ラムの発明 に関す る明文規定 を有す る唯一 の国であ り,

特許 法上,ソ フ トウ ェアの特許可 能性 を明確 に否 定 してい る。

西 ドイツ プ ログラムの発明 に関す る出願 につ いての審査 は,審 査 官 によ りまちまち

であ り,ド イ ツ特許局 の態度 も明 らかで はな く,こ れに関 す る判例 もない。

'カ ナ ダ カナ ダ特 許局 の通達(1970年9月)に よれ ば
,コ ン ピュー タ ・プ ログラム

は特 許 の対象 とな らない とされて い る。

イ タ リア'イ タ リア特許 局 の立 場 は明 らかに されて はいな いが,す で に プ ログ ラムに

関 す る発 明 につい て数 件の特 許 を認 めてい る。 しか し,こ れを判断 す るの に適 切な判決 は,

い まの ところ出て はいな い。

オ ランダ オ ランダでは,最 近 の特許局不 服審査委 員会 の決定 の結果,プ ・グ ラムに

関す る発 明は請求方 法 のいかん を問 わず特許 とはな らな い とい うこ とが かな り明 白にな う

たよ うで あ る。(1970年12月16日 の特許局不 服審 査委 員会 の決定)

ス イ ス:ス イス特許 局 は,プ ログ ラムに関す る特許 が認 め られるに は,ハ ー ドウ ェ

アの要素 を含 んでい な くはな らな い とい う見解 を と ってい るよ うで あ り,一 般 的には,プ

ログ ラムは純粋 に知 的努力 の産物 で あ り,特 許 に よ る保 護 は受 け られない としてい るよ う

であ る。
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1.産 業情報化の評価 と課題

1971年5月 産業構造審議会 ・情報産業部会 ・産業情報委員会

「産業の情報化 に関す る中間答 申」よ り抜草

産業の情報化の展望

(1)現 代は変化の時代 といわれる。社会のあらゆる分野,あ らゆる階層において,め まぐるしい変化が勢

よく進行している。この変化の中から基本的な もの,永 続的なものを選び出して,将 来を予見すること

は,決 して容易な業ではない。われわれは,も う少し現実的な立場に立ち,い わゆる情報化社会に移行

しっっあるといわれるこれから,わ が国において産業は,ど のような方向に進むことになるのであろう

かという目的意識の もとに,今 日の経済社会における変化の大波の中に見えか くれするいくっかの具体

的な兆候について検討してきた。

すでに見たように,わ れわれは,そ れを 「企業活動における情報処理の高度化に支えられた組織的,

機能的な知的活動の高まり」としてとらえ,こ れを 「産業の情報化」として理解することが適当である

と判断した。

この動向が,少 くとも今後相当長い期間にわたって,ま すます顕著になってゆくであろうことは,第

2章 における分析からみて もほぼまちがいないものと考えられる。

② われわれの検討は,企 業活動の分析に視点を合わせてのアプローチをとった。その結果,第2章 でみ

たように企業活動の情報化を典型的に象徴するい くっかの特徴が浮彫 りにされた。

これらの特徴は,こ れからの企業経営のあり方 を端的に表現するものであると同時に,企 業間関係,

産業組織,あ るいは産業構造や就業構造の将来の姿を占う上においても,極 めて重要な示唆を与えるも

のである。

(3)さ らに,次 の段階として,わ れわれは産業の情報化が国民経済上,あ るいは将来の国民生活との関係

上,い かなる意義る有 しているのか,ま た,こ れを望ましい方向に導 くためには,い かなる施策が必要

であるかとい う問題を避けて通ることはできない もの と考える。これらの点について以下若干の検討を

加えよう。

3-2産 業の情報化と企業経営

(1)こ れまでの分析で明らかなように,企 業経営にとって,内 外の環境はますます厳 しさを加えてお り,

企業は将来にわたりその維持,発 展を図るために,各 部門,各 機能の総合的効率の向上をめざして,企

業全体の活動を情報化してい く必要に迫られている。この場合における知的活動は,単 なる過去および

現在の延長線上のものというよりは,む しろ固定観念か らの解放による新 しい発想に基づいたものでな

ければならないとい うこどに留意せねばならない。例 えば自動車産業の将来を考える場合,自 動車の機

能,デ ザイン,販 売方法をどのように改善するかを考えるのみならず,将 来の総合的な交通体系と,こ

の中における輸送手段の開発どいう面か らのアプローチを行なう必要がある。 　 一

(2)こ のような柔軟な知的活動は人間の創造的知的能力に大 きく依存 してお り・.企業の組織および人事は

従業員の創造的知的能力を最大限に発揮し得るものでなければなちない。知的活動は,ど ちらかといえ

ぱ,自 由な零囲気においてその効率を高めるが,企 業における 「管理」 とい う概念はどちかといえば,

保守的で拘束的な性質がある。この両者を矛盾 させることなく,創 造的能力 を充分に引き出すことので
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き る もの こそ,現 代の求めてい る管理者像 といえよう。

(3)か か る観点 に立 ってみ ると,経 営教育 を含 め,産 業における教育の問題が極めて重要 であることを指

摘せ ざるを得 ない。 ここでい う教育は,在 来の学校教育,職 業訓練 とは異 な り,人 間の創造的能力 をい

かに して養成 し,あ るいはた えず向上 させ るか とい うことを目標 として,そ の 内容,方 法,分 担すべ き

部 門について突 っ込んだ検討が要請 され る分野で ある。

企業内教育 のあ り方 も新 しい角度か ら見直 され る必要 がある。

明治以来 の教育 に対す る大 きな投資が,現 在のわが国の繁栄の大 きな原 因の一つであ った ことを考 え

あわせ ると,わ れわれ も,新 しい産業教育の あ り方 について真剣に研究すべ き時期 に きてい るとい うこ

とがで きる。

(4)MISの 必 要性が喧 伝 されてい らい,3年 以 上 を経過 してい るが,わ が国の現状 では,経 営方針の決

定 に役立 っよ うなMISに ついては,ま だ十分に活用駆使 されてい る例 をみない。一時の熱 っぽい議論

は影 をひそめ,現 在はむ しろMISに 対 す る批判の声 さえ きかれ る。 これ は,MISに っ いて,技 術的

な問題 を含め た実 現 可能性 について十分な認識がないまま,性 急 に取入れ ようとした動 きに問題が あっ

たのではないか と考え られ る。完全 な形でのMISの 形 成 は一朝一夕 にで きるものではな く,根 気強い

積み上 げが必要であ るし,ま た,費 用対効果的配慮 も不可欠の条件で ある。

それに もかかわ らず・われわれは・MISに 対 す る挑 戦は十分 な価値 をもっ ものであ ると考 える。第

2節 でみたよ うに・ これか らの企業環境はます ます厳 し くな るこ とが予想 され るし,反 面MISに 関す

る技術的発展は着実 に進歩 しっっある。

この場合,経 営者 に要求 されることは,明 確 な現状認 識 と目的意識の下 に自社に適応 したMISの 完

成 とい う目標 に向 って,実 現可能な ものか ら着実 に実施 に移 してい くことであ り,ま た経営 ミドル層が

これを効果 的に組織 し,運 営す ることがで きるよ うにす る能力 を十分蓄 えるた とが肝要で ある。

(5)企 業 の経営上の意志決定 において は,外 部情報 への依存が高 まりつ つある。企業 は市場の変化 を迅速 ,

適 確 にっかむために,自 らの流通チ ャネルを通 じあ るいは商社 をは じめ とす る関連企業 を通 じ,さ らに

政府,業 界団体の機能 を活用 して,必 要 な情報 を収 集 し,失 見的に企業判断 を支 えるよ うな処理 に努め

て いかねばな らない。一 口に 「情報」 といって も,特 許,意 匠,ノ ウハウな どのよ うに,そ の加工度が

高 く,市 場取引の対象 になる もの もあれば,特 定 のグル ープ内で流通す ることが前提 にな っている もの

もあるし,一 次的な政府統計な どのよ うに公共財的性格 を有す るもの もある。

企業の立場か らすれば,情 報の正確性 と収集,処 理 に要す る費用 には,次 第に関心が高ま ってい くで

あろ うが,か かる情報 の多様な性格か らして,そ の流通 問題 を一律 に論ず ることは困難であ る。

企業が実際 に必要 とす る情報が伺であるか を見 きわめ,そ の うち,企 業 自らが獲得すべ きもの,あ る

いは第三者の機能 に依存すべ きもの,さ らには,公 共 的に,も し くは,共 同で処理提供すべ きものを吟

味 し,そ の上 で現実に即 した情報収集機構 の形成 とその障害の除去 が検討 されねばならない。 その際,

と りわけ,い わゆ るシンク ・タンクの機能 をはじめ今後 発展 が期待 され る情報産業の充実強化が必要で

あ り,ま た,業 界団体が分担すべ き情報機能 について も検討 に値 しよ う。
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2.80年 代 社会 の情 報 化 ビ ジ ョン

1971年9月 日本経 営情報 開発協 会 ・コ ンピュー タ リゼー シ ョン委 員会

「中間報告」よ り要約

コ ン ピュー タ リゼー シ ョンの現段 階的 特徴

わが国のコン ピュー タ リゼ ーシ ョンは70年 代 に入 って新たな段階 に移行 しつつ あるが,そ の特徴的な傾

向をっ ぎの3つ の点 に集約す ることが で きる。

その第1は 情報 ネ ッ ト・ワークの形成であ る。従来は コン ピュータの利用が主 として政府機関や企業の

内部で閉鎖的に利用 されていたが,1971年9月 の通信回線の 自由化に よって,不 特定多数の経営体や個人

が コンピュー タ情報 を自由に利用 で きるようにな った。 そしてこれ を契機 として情報の利用範囲が従来の

点 や線 の段階か らネ ットワー クない し面の段階 に移行 した。

その第2は 情報産業が本格的な発展段階 を迎 えたことである。従来 も計算 センターやソ フ トウェア産業

な ど情報産業の形成 ・発展がみ られたが,そ れ はまだ揺揺期の域 を脱 しなか った。 ところが,通 信回線 の

自由化は情報産業が将来の リーデ ィング ・インダス トリー としてテーク ・オ フす るための重要 な技術的基

礎 になったばか りでな く,や がて情報産業 が単 なる情報 の処理 ・加工,サ ー ビスの段階に止 ま らず,既 存

の産 業 と結 びつ くことによ って知識集 約型 の諸産業の発展へ と進 む展望 を示 しは じめた。

その第3は,コ ンピ ュータ利用の社会的分野への移行で ある。 これ は前述 の2っ の新 しい発展 と密接 な

関連性 を持つが,従 来 の企業や政府機 関などの経営ベースの コンピュータ利用 が,今 後 は公害,交 通,流

通 ・医療 ・教育な ど社会ベ ースの利用 へ とその重点 を移行 して行 くことが予 測 され る。

これ らの3点 に集約的に示 されてい るコン ピュー タ リゼー シ ョンの諸特徴 はわが国の コンピュー タ リゼ

ー シ ョンを中心 とした情報 化が これか らの70年 代 において従来の企業 ベースか ら社会 ベースの情報化へ と

大 き く前進す ることの可能性 を裏書 きす るもの とい えよ う。

資2-1表 情報化の発展段階

目 標

価 値 観

主

対

体

象

基 礎 科 学

情報化パ ター ン

1:...

1

ビ ッ グ プ ロ ジ

ェ ク ト ベ ー ス

国防 ・宇宙開発

国 家 威 信

国

自

家

然

自 然 科 学

目 標 達 成 型

H

企業 ベース

国 民 総 生 産
(GNP)

経 済 成 長

企

祖

業

織

経 営 科 学

効 率 追 求 型

皿

社会ベース

国 民 総 福 祉
(GNW)

社 会 福 祉

大

社

社

衆

会

会

問 題 解 決 型

IV

個人 ベー ス

国 民 総 充 足
(GNS)

自 己 実 現

個

人

人

間

行 動 科 学

知 的 創 造 型

1.80年 代社会 の情報化 ビ ジ ョン

この よ うな新 らしい コンピュータ リゼー シ ョンの発展段階 を迎 えて,こ れか らのわが国の情報化への統

合 的な見通 しや ビジ 。ンが重要 なテーマとな って きているが,1971年9月 に,日 本経営情報開 発 協 会 は
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「80年代 社会の情報化 ビジ ョン」とい う中間報告 を作成,発 表 した。 これは1980年 代 に実現 され るべ きわが

国の情報化社会の望 ましい姿 を統合的な形 で大胆 に描 きだ した もので,情 報化 ビジ ョンの構想化に当 って

つ ぎの2つ の基本 的視座 を設定 してい.る。

その第1は ・ これか らの70年 代 にわが国が直面す ると予想 され る諸困難一 知的労働力 の不足,情 報ギ ャ

ッフ。の拡大・国土 の過密化によ る諸公害の深刻化な どを従来 の工業化の路線ではな く情報化路線を通 じて

積極 的に解決 して行 くこと。

その第2は わが国の工業 化社会か ら情報化社会への移行 を混乱 な くか つ効率 的に達成す るための,統 合

的な情報化 ビジ ョンを設定 す るとと もに これに至 る具体的な方策,手 順 を準備す ること。

このよ うな2っ の基本 的視座 に立 って,将 来の情報化社会への究極的 なビジ ョン として 「人 間の知的創

造力の一般 的開花 をもた らす社会」 を想定 しさらにその80年 代 におけ る中間 目標 として,「 情報化社会に

対応 して行 くための思考方式一 これ をコン ピュー タ ・マイン ドとよんでい る一 の定着」 を設定 してい る。

そして,こ の中間 目標 を達成す るために,つ ぎのよ うな10の 具 体的 ターゲ ッ トを策定 してい る。

① ホーム ・ター ミナルの普及'

② 全 国情報 ネ ットワークの形成

③ 行政の合理 化
1

④MIS(経 営 情報 システ ム)の 高度利用

⑤ コ ンビ、ユータ指向教育

⑥ 医療の近代化

⑦ 公害の防止 と制御

⑧ 流通機構の システ ム化

⑨AVI(自 動 自動車識別 システ ム)に よる交通管制

⑩ コンピュータ ・マイ ン ドの定着 「

これ らの10の 基 本的ターゲ ッ トは相互 に有機的な関連性 を持つが,さ きにのべ たコンピ ュータ リゼー シ

ョンの新 しい発展段 階に これ らを対応 させ た場合,行 政の合理 化 とMISの 高 度利用の2っ の ターゲ ット

は従来か らの経営ベースの情報化の深化,発 展 を目指す ものであ り,ま た全 国情報 ネ ットワークの形成 は

新段階の技術的基礎 をなす もので,さ らにコンピュータ指向教育以下5つ のターゲ ットはすべて社会ベー

スの情報 化への発展段階 に対応す るものとして とらえることがで きる。

そ して,こ のよ うな企業ベースか ら社会ベースへの情報化 の発展,移 行がやがて コンピュー タ ・マイン

ドの定着 を もた らす とみることが で きよう。

そ して,こ の中間報告では これ らの諸ターゲ ットを80年 まで に達成す るた めの具体 的な タイ ム ・テーブ

ル として,遅 くとも72年 中 に政府 の情報化政策 に対す る基本大綱が策定 され るとともに,将 来の コンピュ

ー タ リゼ ーシ ョンの進展 に伴 うプ ライバ シーの侵害その他 に対す る防止策が確立 され る必要があ るとして

お り・ さらに75年 までに全国的な情報 ネ ットワークや政府の行政データ ・バ ンクが形成 され るべ きだ とし

てい る。

また,こ れ らの諸 ターゲ ットを達成す るためのボ トル ・ネ ックにな るもの として,① 政府の情報化政策

の立 ちお くれ,② 各種情報 システ ム開発の ための システム ・エンジニアの大量不足,③ 情報 や知識 に経済

的価値 を持たせ ぬよ うな社会慣行 の未形成 といった制度的 ない し人 間的諸側面が指摘 されてい る。

社会的情報化と日本の役割 /

同報告はさらに,各 国の情報化はそれぞれの国情を反映 した特化傾向を示しているが,こ れを情報全体

の発展的な流れとしては世界の情報化は経営ベースから社会ベースへと大きく移行しているとし,そ のな
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かで日本は将来指導的役割を果すであろうと判断している。そして,そ の理由として,① 超過密社会で社

会ベースの情報化への社会的ニーズが きめて高い,② 電話や新聞 ・テレビなど全国的な情報ネット・ワー

クがすでに完備している,④ 中央集権的で全国的規模の社会的情報化政策が実施 しやすい,④ 経済成長路

線が民間投資主導型から公共投資主導型へ切 りかえられようとしている,⑤ 国民が単一民族で,文 化が均

質化している上に,国 民の知的欲求が強い,⑥ コンピュータ産業やソフ トウェア産業など情報化関連産業

が自立化 している,の6つ をあげている。

このような見地に立 って,同 報告はつぎのような提言を行なっている。

1.

2.

3.

4.

社会 的情報化に関するマスタ]・ プランを早急 に策定す ること

社会 的情報化 をナ シ ョナル ・プ ロジェク トとして重点的に推進す ること

一般 国民の支持 と協力 を得 るための一連の施策 を並行 させ ること

将来の情報化社会に対応 する思考様式 くコンピ ュータ ・マイン ド)を 培養,定 着 させ るために長期的

視野に立 った抜本的なコン ピュー タ志向教育 に実施す ること・

3.計 数型電子計算機製造業高度化計画

1971年11月20日 通商 産業省 告示 第542号

電子計算機産業は,経 済社会の情報化 と機械の高度な自動化のために必要不可欠な産業であるとともに,

その技術波及効果 もきわめて高い典型的な知識集約産業であり,今 後の産業構造革新の中核となるべき重

要産業である。

他方,電 子計算機産業の企業構造を世界的にみると,米 国系企業群が圧倒的に強力であり,世 界市場の

90パ ーセント以上を占めるという寡占型構造 となっている。わが国においては,自 らの電子計算機産業を

確立するため,さ まざまな振興策を推進し,ま た,輸 入制限等の対外調整措置を講 じてきたにもかかわら

ず米国系企業がすでに50パ ーセン トに近い市場を占める状態が続いている。

昭和46年 度から始まる計画期間は,電 子計算機産業をとりまく環境が大きく変化する期間であり,そ れ

に対応するためわが国企業が解決すべき課題は多い。

第1は,国 際化の進展に対応 した産業体制の整備である。先般,政 府は電子計算機の周辺装置の大部分

にっいて輸入自由化を,ま た電子計算機全般について3年 後に資本自由化を実施する方針を決定した。こ

の措置に伴い,わ が国電子計算機産業は,こ の計画期間に本格的な国際化の波にあらわれることになる。

このため,わ が国電子計算機産業は,優 れた外国企業 との激 しい競争に耐えうるよう産業体制の整備を進

め,そ の企業力を強化することが緊要な課題である。

第2は,本 格的な新世代機の開発である。電子計算機産業は,米 国系企業が発表した新機種の登場を契

機に,従 来の第3世 代機にかわる新 しい3.5世 代機の時代を迎えっっある。計画期間は,わ が国企業にと

ってこの新しい世代において競争力のある機種の開発をはじめとする諸般の対応策に全力を傾注すべ き期

間となる。

第LRは,電 子計算機市場の変化への適応である。電子計算機市場は,大 きな構造変化を伴いっっ量的拡

大 をとげることが予想される。通信回線 と結合したオンライン情報処理の比重が高まるとともに,産 業シ

ステム化の進展はその中核としての電子計算機の需要を増大させよう。このような動向に対応するため,

オンライン処理に適した電子計算機の開発,多 様な端末装置の商品化,ミ ニコンピュータ供給体制の確立

等が要請されよう。また,電 子計算機市場は,従 来 とほぼ同程度の高い成長を続けることが見込まれるの
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で,'レ ンタル販売のための資金の確保を含む販売体制の確立は,引 き続 き大きな課題 となる。"'

以上のような課題を解決するめた,こ の計画期間において,産 業体制の整備をはじめ次のような措置を

講ずることにより,わ が国電子計算機産業の総合企業力の強化を図る必要がある。

1昭 和52年度における合理化の目標

(1)性 能 ・価格比は海外の先導的な機種のそれと同等またはそれを上回るものとする。

(2)性 能および品質の目標は,計 数型電子計算機の本体については別表第1,周 辺装置については別表

第2,端 末装置については別表第3,部 品については別表第4に それぞれ掲げるとお りとする。

(3)・生産費の引下げ率は,昭 和45年度末における当該製品 と同一の性能および品質を有する製品の生産

費に対 して別表第5に 掲げるとおりとする。

2合 理化に必要な資金に関する事項

新たに設置すべき設備に要する資金の額は,2,770億 円とする。

3そ の他合理化の促進に関する重要事項

(1)国 際化の進展に対応した産業体制の整備を促進する。

(2)競 争力のある新世代電子計算機システムの開発 と企業化を促進する。'

(3)レ ンタル販売のための資金の充実に努めるとともに,レ ンタル機の下取負担の軽減等に必要な措置

を講ずる。

(4)別 表第6に 掲げる規格の標準化を促進す る。

(5)自 動設計設備の開発および設置を促進す るとともに,生 産設備の自動化を行ない,さ らに高い信頼

性を保証するための試験検査設備の設置および試験工程の自動化のための自動試験設備の設置を推進

する。

〈6)論 理回路部の大規模集積化を促進するとともに,機 械部分の電子化または静止化を進める。'i

(7)信 頼性,可 用性,保 全性および操作性の向上に資する設計を進める。

(8)機 械製造業者等 との協調のもとに,周 辺装置および端末装置の性能の向上を図るとともに,電 子計

算機を利用したシステムの開発および普及を促進する。

別表(略)

4.中 小 ・中堅企業の情報化対策に関す る見解

1971年12月 東 京商工 会議所 「中小 ・中堅企 業の情報 化対策 に関す る

見解一 コン ピュー タの活 用を 中心 に一」 よ り抜 葦

1.基 本 的対策

労働力不足 と必要情報処理量の増大,さ らに コンピュータ リゼー シ ョンの進展 を考 えるな らば,中 小 ・

中堅企業 といえど も,直 接,間 接なん らかの形態での コン ピュー タの利用 は早晩不可避の情勢 となる もの

と思われ る。

に もかかわ らず,実 際にコンピ ュータを導入 もしくは利用 してい る中小 ・中堅企業の数はまだ きわ めて

少 ないのみな らず,さ しあた り導入 もしくは利用 を考 えて いない企業が圧倒的に多 いの は,(D費 用 がかか

りす ぎること,② システ ム ・エンジニア,プ ログラマな どの技術者 を自社で抱 えてお くことが困難な こと

③中小 ・中堅企業に適 した標準 システムや ソフ トウ ェアの開発が遅 れて いることな どの技術的理 由 とど も
〆
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に,中 小 ・中堅企業に本質的な多種少量 の業務形態や個性的な多様 な事務処理の仕方,さ らに,非 近代 的

な取 引慣行 の残存等が,コ ン ピュー タによる効率的な情報処理に適 していないことに もよろ う。

したが って,中 小 ・中堅企業が コンピュー タを導入 もし くは利用 しやすいよ うな体制を整 えること,す

なわ ち企業 内外の基盤整備 がまず必要である と考 える。

(1)適 隔 情報処理方式 によ る共同利用の推進

中小 中堅企業の業務 は,概 して多種少量で あるが,多 種 ・複雑 な業務の処理 には小型 コン ピュー タでは

困難 であ り,他 方,少 量業務 に大 ・中型 コン ピュータを使用す ることは,経 営効率 ・経費面か ら不 可能で

あろ う。 したが って,中 小 ・中堅企業 の情報処理のあ り方 としては,な るべ く大型ない し中型 コンピュー

タの共 同利用 あるいは情報処理サー ビス企業(い わゆる計算 センター)の 利用 とい う方 向が適 していると

思われ る。

しか しなが ら,現 状 では,共 同利用 にせよ計算 センターによるサー ビスにせ よ,そ のほとん どは,い わ

ゆ るローカル ・バ ッチ処理であ り,伝 票発行 をは じめ日常のオペ レーシ ョナルな情報処理業務への利用 に

まで至 ってお らず,省 力面ではあま り効果がない とい う不 満が利用企業に多い。

したが って今後 は,通 信回線 と端末装置を利用 した遠 隔情報処理方式によるコンピュータ共同利用の道

を開 くことが望まれ る。 また この場合,中 小 ・中堅企業 に向いた業種別 ・業務別のプ ログラム ・パ ッケー

ジを開発 し,情 報処理技術者の確保が困難な中小 ・中堅 企業 が選択利用 で きるよ うな体制 を整 えることが

必要 であろ う。

(2)低 廉i,簡 易 な小型機の効果 的利用

近年,小 型 コンピュー タの発達 は著 しい ものが あ り,今 後 も加速的発展 をとげ るこ とが予想 されるの

で,こ れを前提 とした低廉,簡 易 な小型機の活用 を考 えるべ とで あろ う。現に中小 ・中堅企業の申には,

大 型 コン ピュー タの共同利用 の他 に,特 定の限定的業務を対象 に,小 型 コンピュータを専門的に利用 し

効果 をあげてい る例がかな りみ られ る。

たとえば,売 掛金管理 と請求書発行業務 に用途 を限定 し,コ ンピ ュータ ・メーカーと共同で小型専用

コン ピ ュータを開発 し成功 してい るガソ リン ・スタン ドの例や,日 常業務処理 のみを自社内の小型 コン

ピ ュー タで処理 し,管 理資料 の作成等は外部計算セ ンターの大 ・中型機 を利用 して成果 をあげて いる中

堅企業の例 もあ る。

こ うした事例は中小 ・中堅企業の コンピ ュータ利用 の一つの姿 を示唆 している もの と思 われる。

すなわ ち,中 小 ・中堅企業が最 も必要 とし,か つ困難 を感 じてい る特定の情報処理業務に用途 を限定

し,基 礎的な知識 さえあればだで も平易 に扱 えが るよ うなコンピ ュータ利用 の方法 を研究す ることと望

ましい。

(3)経 営 管理の近代化 ・システム化

コンピ ュータを利用 して情報処理 を行 な うために,経 営組 は織,事 務手続 き等の近代化 ・シスたム化

堅が絶対不可欠 の前提条件であ り,他 のいかなる対策 も,こ れ場 くしては効果 は期待で きない。 な小 ・

中 も企業の場合 は,こ うした経営管理の近代化 ・システム化へ,移 行 はむ しろ容易であ る思 われの面 る

もあるので これを積極的に推進す る必要が ある もあ る。

(4)取 引 慣行等 の改善

中小 ・中堅企業 にお けるコンピ ュー タの有効利用 を妨 げてい るものの一つは,た とえばいわゆる専用

伝票の はん らん,不 統一な商品 コー ド,あ るいは複雑,多 様な代金支払い方法 など,業 務の標準化が困

難 なことや,合 理的な らざる取引慣行 が残存 してい ることであ る。

これ らの慣行 は,も ちろん個 々の中小 ・中堅企業の立場 のみでは改善 は不可能で あるし,ま たそれぞ

れ長年の背景 を もってい るだ けに一朝一夕 に解決す ることは困難であろ うが,今 後 は取引伝票 や商品 コ
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(3)経 営 管理の近代化 ・システム化

コン ピュータを利用 して情報処理 を行 な うためには,経 営

組織,社 内慣行,事 務手続 き等の近 代化 ・システ ム化が絶対

不可欠の前提条件であ り,他 のいかな る対策 も,こ れな くし

ては効果 は期待で きない。中小 ・中堅企業 の場合 は,こ うし

た経営管理の近代化 ・システム化への移行 はむ しろ容易で あ

ると思われ る面 もあるので これ を積極的に推進す る必要があ

る。
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一 ド等の統一,標 準化,取 引ルールの近代化な ど日常 の具体的眼路 の打開 を積極的に進 める必要が ある。

ただ し,こ れ らの中にはそれぞれの企業 の固有のニーズに応 じた もの もあ り,そ の場合 は画一 的な統一

化 ・標準化ではな く,む しろ互換性のあ るシステムの開発が必要 であろう。いずれの場合 にも親企業 ・

大企業の協力,業 界団体等 の指導が とくに望 まれ る。

(5)経 営 者,管 理者 に対す る情報処理教育

コン ピュー タな らびにコンピュー タを利用 した情報処理 サービスが,中 小 ・中堅企業 になかなか利用

されないことや利用 に失敗 しているのは,そ れを提供す る側 に問題があるの は もちろんで あるが,同 時

に,そ れ を利用す る立場にあ る中小 ・中堅 企業 の経営者 ・管理者に情報処理の必要性や コンピュータの

本質 と限界について正 しい理解が必ず し もな されていないことに もよ る。

したが って,中 小 ・中堅企業 の情報化のために最 も重要 な ことは,こ れ ら中小 ・中堅企業経営者 ・管

理者に対す る啓蒙 と情報処理教育の推進であ る。

すなわち,今 日のコンピ ュータ リゼー シ ョンの進展 と,そ れが もた らしつつ ある多 くの変化 を正 しく

受 けとめ,企 業経営上の問題意識,問 題発見およびその解決方法 についてのシステ ム的愚老 を養 うとと

もに,コ ン ピュー タの機能 と利用効果 についての正 しい理解 を もたせ るよ う絶 えず啓蒙 ・再教育 を して

い く必要があ る。 この場合の教育の仕方 としては,従 来 とか くみ られた専 門家養成のダイジ ュス ト版的

な教育 に偏す ることな く,処 理 され た情報を利用す る経営者 ・管理者の立場か らの教育 が大切であろ う。

なお,経 営者 ・管理者のためのコンピ ュータを備 えた研修施設 は,現 在特定 コンピュータ ・メーカー

の施 設を除いて皆無の状態なので,公 開的な研修の場 を各地 に設 けることが望 まれ る。

5.地 域 情報 化 シス テ ム発展 の た めの提 言

1971年12月 (社)日 本電子工業振興協会 「地域情報化 システム調査委員会 ・

中間報告書」より抜華

提 言
一 地域情報化システムの発展のために

地域情報化システム発展のために,本 委員長は中間報告書において次のように提言する。

1)地 域情報化システムが本格的に定着するため情報を適正な価格で購入す る国民的慣習が早急に形成 さ

れることが必要である。

将来地域情報化システムが国民の中に真に定着していくためには,も っとも基本的なことは,そ の地

域情報の価値を確立し,適 正な価格で情報を購入するという慣習を確立することである。このような慣

習が確立されてはじめて,地 域情報化システムに関連する産業の需要が確保 され,地 域情報化システム

が真に定着してゆくといえよう。

2)実 験タウン等のモデル ・プロジェク トを早急に実施すること。

地域情報化システムは,国 民生活に密着した大規模な社会 システムである。このような大規模システ

ムを開発し,国 民のコンセンサスを得つつ定着させるため,ま ず政府等によるトライアル ・ランが実施

されることが望ましい。

地域情報化システムの中核 となる双方向システム関連技術およびそのシステム技術等の開発にあたっ

ては,シ ステムに要求 される諸機能,諸 性能を,経 済性と信頼性を考慮しっつ,将 来拡張性をも失なう

ことな く実現することが重要である。このような技術開発は,実 際空間で実験してはじめて得られる性
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質の ものである。

それとともに,'こ のようなモデル ・プロジェク トによってはじめて,生 活主体としての地域の人々が

何を求めているか,地 域情報化システムの提供すべき情報は何かが,明 らかなものとされよう。また,

具体的なシステムの建設によって多数の国民への啓蒙が行なわれ,潜 在化している需要を顕在化する効

果をももっであろう。

このため,地 域情報化システムの発展のためには,政 府等によるモデル ・プロジェクトの実施が不可

欠である。

3)地 域情報化システムの中核 となる双方向システムによる情報提供を法制上認めるよう検討すること。

地域情報化システムの一つの中核となる双方向の情報提供については,有 線電気通信法の規定等によ

って,原 則的に禁止 されている,地 域情報化システムの発展のためには通信秩序の維持に支障のない限

りその可能性の鍵を握る双方向システムによる情報提供を法制上すみやかに認めるよう早急に検討すべ

きである。

4)地 域情報化システムに関する研究開発,諸 施設に対 し必要な助成措置を講じること。

地域情報化システム関連産業を育成し,シ ステムの開発を促進す るため,関 連諸施設に対する特別償

却等の税制措置,そ れらに対する補助金,低 利長期の融制資度等の助成措置が望まれる。低価格の端末

機器開発についても開発促進のための助成措置が必要である。

とくに,医 療,教 育および防犯防災等に関する技術開発,諸 機器にっいては,特 別の助成施策をもっ

て育成することが望まれる。

5)施 設設置を促進す るため,諸 工事手続を簡素合理化すること。

現在では,こ のようなシステムの設置に必要な道路使用や電柱共架に際してきわめて複雑,煩 損な手

続が要求 され,そ れがシステム普及の一つのブレーキとなっているので,こ れらの諸手続のあり方を改

善 し,手 続の簡素合理化を図 り,そ れとともに窓口の一本化あるいは最小限化を行なうことが望まれる。

9)地 域情報化システムの事業主体として,多 様な形態の ものが参加すとことを認めること。

地域情報化システムの多 くは,各 地域(あ るいはコミュニティ)の 特殊性が情報,サ ービスの内容に

色濃 く反映する。このため多様な事業主体による自由な活動がこのシステムに通わしいものである。

ここで提供される情報は日常生活に密着 したものであり,そ の意味でこのシステムにはかなりの公共

性が認められる。しかし,国 民の知る権利を満足させ,各 地域や各人の望むサービスを効率的に得るに

は,必 要に応じて第三セクターなどの種々の形態の ものの自由な参加を認めていくことが必要である。

7)地 域情報化システム振興のため,諸 法制の整備を行なうこと。

以上のような要請にこたえ,地 域情報化システムを振興するため要すれば技術開発,産 業育成のため

の計画の策定,資 金の確保,税 制措置等にっき所要の法制の整備を行なうことが必要である。

6.70年 代 の情 報 化社 会 へ の提 言

1972年1月19日 総合政策研究会 「70年代の情報化社会への提言」より抜奉

第1章 基本的提言

1.情 報化についての国民のコンセンサスをっくりあげよ

情報化社会ならびにこの社会への移行にっいての見解は専門家の間でもかならずしも一致していない。
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情報化の進展にともない各種法制面の整備,た とえばプライバシー保護・ソフ トウェア著作権 電気通信

関係諸法規,商 法等の改正が望まれているが,何 よりもまず,国 民の意思をもっと統一するため各界・各

層からの働らきかけが必要である。そのひとつとして総理大臣直轄の情報化国民会議な り・審議会の創設

が望まれる。

情報化社会を推進する上に必要な基本的な方向づけを行 うための情報基本法をつ くることも必要である。

この基本法制定にあたっては立法,司 法,行 政のバランス・民間と行政のバランス・行政内部のバランス

に留意し,こ れらに整合性を持たせるべきである。国は率先 して行政の効率化を進め,国 民にモデルを提

供するために情報関係閣僚会議を先行的に開催して・情報行政の在 り方を根本的に再検討する必要がある。

とくに,新 しい省際的な行政機構の具体化によって従来のタテ割 り行政による二重行政や行政間隙の発生・

さらには安易な行政機構の拡大を防止し,き たるべ き新しい社会に対応 しうるような合理化を進めるべき

である。行政効率化の必要は地方自治体も同様である。

2.新 しい情報教育行政を展開せよ

層の厚い情報化社会を確立するためには,わ が国の教育制度の抜本的な改編が必要である。小,中,高

校,大 学,大 学院を通 じて漸時情報化教育に方向をきりかえていくとともに学校教育と社会教育の一本化

を図る方向に,教 育行政のあり方を改めるべきである。

同時にコンピュータリゼーションに適応できるよう教員の再教育,再 教育にあたる要員の確保などを図

るべきである。

学界としてパ 情報化社会の到来に対応する学問の新展開,学 際的分野の共同研究への積極的取 り組みな

ど社会の第一線に身を置 く努力が望まれる。

社会の複雑化,学 際的問題の続発にもかかわらずいまの学界には大勢 としてそれに適応する姿勢が欠け

ている。

本来,学 界は社会の一構成要素であるばか りでなく,現 実問題の解決に重要な役割 りを果たすべきはず

の ものである。にもかかわらず,こ れまでの学界にはとか くみずか らを現実社会から離れた象牙の塔に閉

じ込める傾向がみられる。しかしこのような学問の閉鎖的,学 者の孤立的態度は早急に改める必要がある。

そうしないかぎり学問は社会の要請に応えない死んだ学問になろう。

なお,学 問の陳腐化,学 者の孤立化は学者の意識の問題 とともに文教のタテ割 り行政 も大きな要素であ

り,こ の改革を急 ぐべきであろう。

とくに情報処理技術者,知 識志向型テクノクラー トに対する需要の増大・他方における情報処理利用の

一般化,大 衆化に応ずるためには

(1)機 械との対話経験を積ませ る形でのコンピュータ教育の充実

(2)情 報創造技術を駆使しうる多種類のテクノクラー ト養成のための教育推進

く3)コ ンピュータおよび情報利用についての大衆啓蒙のための社会教育の推進

など,い わゆる生涯教育を進める施策が望まれる。

また従来のように大学を出た時の知識だけで専門的知識を有しているとは名実 ともにみなされぬように

な り,知 識の陳腐化は早 く,高 度な知識を求めるものが多 くなるところか ら,こ ういった社会的需要に応

じた ミ開かれた大学ミ ミ高度専門知識提供大学ミといった性格を大学にもたせるようにせねばならぬ。

3.国 際情報システムへの適応を図れ

現在進められているコンピュ三夕 ・システムの国際化に対応 し,積 極的にこれに参与するため,情 報収

集機能の強化,強 力な窓口の設置を急 ぐべきである。

すでに米国では通信衛星を使った多彩な世界通信網形成の構想があり,そ の申には世界教育網や医療情

報網など多彩なプロジュクトが含まれている。また米国系企業のみならず,英 国の国策社会ICLな どは
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ア ジア地域 での市場開拓 にきわめて精力的に取 り組んでお り,な かで も広域医療 システムな ど大 きなプ ロ

ジ ュク トの展開 をは じめてい る。

に もかか わ らず,わ が国では国内市場の シェア争 いに もっぱ ら目を奪われ ,海 外 にたい しては小規模 な

単 品輸 出の動 きがあ るだ けであ る。 コンピ ュータ ・システ ムの場合 は,い ったんそのシステ ムが導入 され

ると他 の方式への切 り換 えは きわめて困難であ り,後 発の新規参入 は不可能に近い。現在のままでは国際

的にみて,立 ち遅れた孤児にな る危険性があ る。

第2章 補足的提言

当面とられるべき対策の大 きな柱については第一章で提言 したが,そ のほかつぎのような点を考慮 して,

以下に述べる施策の充実が望まれる。

① 複雑,多 様化した社会,し かも国内のみならず,諸 外国の各種情報の因果関係を正しく把握でき,

社会経済に関する諸指標が政府のみならず民間にも,さ らには利用者個々人のレベルにおいて も利用

できることにより,国 家的,世 界的規模での視野を拡大し,諸 事情に精通できるような環境整備をは

かる。

② このよ うな環 境整備 を図 ることによ り社会の情報化 は進展す るであろ うが,こ れにともな って生ず

ることが懸念 され るマイナスの影 響を事前に防 ぎうるような施策を講 じる。

③ 国際分業化時代におけ る世界 の シンク ・タンクへの脱皮 を図れ るよ うな体制作 りをす る。
む

この よ うな体制整備の上 に成 り立 っている社会を知識集約型社会 とい うが,わ が国は少な くともアメリ

カに比 して,こ のための条件整備な り,思 考方法において遅れている。 しか し平均的な知的水準 の高い 日

本人 は,知 識集約型社会 への移行 を推進す るだ けの能力 を充分持 ってい る。問題 はその能力 を存分 に発揮

させ るための環境作 り,諸 条件の整備 を,世 界 に先がけて適正に行 な うか どうかであ る。

そのた めには,

1.標 準 化をは じめとする情報化社会 のための基盤を充実せよ

各種デ ータ ・バ ンクの創設 およびそれ らを結ぶ情報ネ ットワー クの形成,と くにその第一歩 としての行

政情報 システムの確立な ど情報化社会への基盤作 りを推進す る。

(1)行 政 情報 を不特定多数の人達が取 り扱 うことがで きるための標準化の推 進,と くにそのキー ・ポイン

トとな るコンピ ュータ言語の統一 に対す る(そ の統一言語への各種 コン ピュータ言語か らの変換 プログ

ラム開発 に対す る政府援助 を含 む)積 極的な助成 を講 じること。

なお,経 済統計をはじめとす る各種統計の標準化(コ ー ド体系,フ ァイルの統一等),簡 素 化 を推進

しなければな らない。

(2)さ らに これ らを社会 の隅 々まで公平 に普及 せ しめるように地域格差解消 を狙 いなが らの通信 回線の整

備拡充 と通信料金の低廉化 を推 し進 める。

(3)基 本 的な政策情報 を得て政策決定 のための テス ト的 な試行錯誤が出来 るPPBS(米 国 の行政機関 に

お ける予算管理 システムであるプランニング ・プログラ ミング ・アン ド ・バジェ ッテ ィング ・システム

の略)の シ ミュレー シ ョン ・モデル等 をはじめとす るデータ ・バンクの高度 な共同利用 のための技術開

発 を行な う。

(4)国 民 が等 しくこれ ら情報を利用で きるよ うにす るため,TSS(遠 隔 情報処理 システ ム)大 衆化のた

めの機器の開発 および社会教育 を推進す る。

とい ったことが重要で ある。

2.情 報 化社会を推進 するための建設投資を積極的 に行なえ



7日 本経営情報開発協会 第2回 研究奨励金受賞研究デー『マ427

わ れわれは知 的創造 を目的 とす るシステム産業,ソ フ トウエア産業お よびシンク ・タンクをはじめとす

る各種開発機関の積極的育 成のための政府によ る建設投資 を提言 する。

① 経済,貿 易諸統計 をはじめ とす る行政情報 の一元的収集が図れ るよ うな情報 センター,ま たナシ ョ

ナルプロジェク トと取 り組む シンク ・タンク,研 究セ ンター

② これ らの機関 を一か所 に集めた知 的創造 ビルデ ィング(知 識創造 センター)

③ さらには将来起 るであろ う情報公害 をみきわめ るためのCATV等 に よる実 験的な情報都市

等 の建設が望 まれ る。

とくに知 的創造 センターの設立には民 間 も資金的な面 で積極的協力 を展開すべ きだが,政 府 もその大部

分 の出資を して,こ れ を育成すべ きであ る。 その額は,た とえば食管会計 の赤字 とい った後 ろ向 きの支 出

の数分の一 を投ずれば足 りる。 しか も将来の投資効果は後 ろ向 き支出に くらべ何十倍,何 百倍の ものであ

る。

なお,知 的創造 ビルにっ いて は関係省庁 において 「情報 センター ・ビル」 「シンク ・タンク ・ホテル」

構想が練 られているが,そ の構想で は運営 も公的機関が行 な うことにな っている。 しか し,そ れでは運営

が硬直的,非 能率 的にな る恐 れが ある。政府 は建物,設 備な どを建設,提 供す るにとどめ,運 営 は効率性

を持つ民間の自由な裁量 に委ね るべ きであ る。

また,現 在 わが国の シンク ・タンクは経営基盤の弱 さな どか ら本来望 まれ る在 り方 とはほど遠い。 シン

ク ・タンクには社会開発的 グローバルな プロジェク トにっいて先行的な活動が期待 され るが,そ のよ うな

方 向に成長 しうるよ う,自 身の自己努力 とともに国の積極的な助成,誘 導が望 まれ る。そのためには とく

に,

① たとえば公害の よ うに大 きな社会問題 とな りなが ら も処理方法 に未解決 な点 を残す もの

② デー タの収集,処 理の方法が複雑で人力 による分析が困難な もの

③ 情報の収集 か ら制御 までのフ ィー ド ・バ ックにスピー ドが要求 され る もの

に対 しては戦略的に,コ ンピュータ ・システ ムの活用 を図 るための研究開発,た とえば

(1)自 動車 識別 システ ム(AVI)に よ る広域交通管理 システ ム'

(2)公 害情 報センター並 びに公害管理 システム(デ ータ ・バ ンク,予 測,測 定,警 告,制 御 を含 む)

㈲ 遠隔医療 システムを始め とす る医療近代 システム

等 のプ ロジェク トに対 して は重点的 に,政 府 が必要かつ充分な予算 で戦略的な助成策な らび に 行 政 指導

(効率 的開発 を進め るための)を 行 な うべ きで ある。

3.総 合 的見地 に立 った情報技術の開発 を推進せよ(略)

7.日 本経営情報開発協会 第2回 研 究奨励金

受 賞研 究 テー マ

1972年3月 (財)日 本経営情報開発協会

件 名

電子計算機の音声入出力方式の研究

法律文に対する論理的推論 を伴 う

担 当 者

東北大学教授

城戸健一 他5名

東京女子大学教授

奨励金交付額千
円

2,000

2,000
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質問回答システムの一方式

胸壁面上における心電図電位分布

の計算機映画によるカラーアニメ

ーシ ョンの開発 と実用化

染色体のオンライン解析システム

記号処理言語の開発とその応用

自然語科学情報のデータ ・パター

ン及びインタレス ト・パターン処

理の基礎研究

実時間計算機による思考過程分析

用実験システムの開発

常駐FORTRANコ ンパイラの開

発

計 8件

水谷静夫

東京芝浦電気㈱

斎藤 孝 他1名

北海道大学教授

吉本千禎 他2名

日本アイ ・ピー ・エム㈱

主任研究員

飯坂譲二

東京大学助教授

小泉 明 他2名

九州大学教授

藤野精一 他6名

東京大学教授

藤原鎮申 他1名

大阪大学教授

鈴木良次 他4名

東京大学大学院生

武市正人 他1名

2,000

2,000

1,000

1,000

1,000

1,000

千 円

12,000

8.機 密保護管理基準案

jg72年4月 (社)日 本情報 センター協会 ・情報倫理委員会 ・

倫理と対策」より抜奉

「機密保護に関する

(前文)1
　

情報処理サービス業における機密保護の重要性にかんがみ,保 護対策の規範 として,機 密保護管理基準

をさだめる二各種情報処理サービス業者が,機 密保護に関する社内規程を制定するについて,規 範 として

活用されることがねらいであり,統 一的な規程を意図した ものではない。ここに掲げた条項には,環 境面,

経済面などの理由から,現 在なお充分に行なわれていない事項や,実 行までに年月を要する事項 も含まれ

るが,業 界が指向すべき方向として,あ えてとりあげるものである。

第1章 総 則

1.(目 的)こ の基準 は,(社)日 本情報センター協会 に所属 し情報処理 サービス業務,情 報提供サー ビ

ス業務,ソ フ トウェア ・サー ビス業務 を営む者(以 下情報処理サー ビス業者 とい う)が,当 該業務に係

わ る機密 を保護す るために必要な管理運営上 の規範 とな るもので,そ の目的 とす るところは以下の とお
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防止 し,

こ とをい う。

3.(対 策 の推進)(略)

4.(規 程 の整備)(略)

5.(契 約 書への明示)(略)

6.(顧 客 および第三者の協力)(略)

りである。

① 機密保護の問題に対処する業界としての基本姿勢を明示する。

② 情報処理サービス業者の機密保護に関する具体的行動の指針 とする。

③ 統一した理念に基づく良識ある対策をとることにより,情 報処理サービス業者とこれを利用する顧

客との間,ま たは第三者 との間に,機 密保護に関する優良な社会慣習を築きあげ,情 報処理サービス

業の社会的信用の向上 ・確立に資する。

2.(定 義)こ こでいう機密の範囲は次のとお りとする。

① 受託業務遂行のため顧客から預託された情報媒体の記録内容

② 顧客より預託された情報をもとにして処理 ・加工 した結果得られた資料または情報媒体上の記録内

容

③ 顧客からの要望に基づき,と くに機密扱いをすべき旨とりきめられた顧客側の企業機密事項,特 定

文書等の内容

④ ある組織または個人のフ。ライバシ〔を侵害するおそれのある情報内容

⑤ 情報処理サービス業者における企業機密事項

⑥ その他,ノ ウハウ等一般的に機密 として扱われる事項

また機密の保護 とは,機 密が,そ の所有者または利用の権利を有する者以外の第三者に漏洩することを

あるいは不測の事故によって破損 ・消滅する事態を避けることによって,機 密の価値を維持する

第2章 人事 ・組織管理(略)

第3章 保安設備管理(略)

第4章 受託業務管理

20.(機 密 範囲のとりきめ)業 務の受託 に際 し,保 護すべ き機密の範 囲につき,観 客 との間に とりきめを

行 な う。

21.(取 扱 基準の設定)保 護の対象 とな る機密の文書 やデータについては,そ の種類 に応 じ,適 切 な取扱

基準 を定 め る。

22.(デ ー タの授受)入 出力データの授受に際 しては,相 手方の身元,デ ータの内容 ・数量等 を確認す る,

た めに必要な手続 を励 行す る。

23.(受 入れ データの取扱い)受 入れた入 力データについて は,直 ちに所定 の場所 に格納 または搬送 し,

放 置 す ることのないよ うに注意す る。

24.(入 出力 データの保管)長 時間 にわた って保管す る入 出力データは,必 らず所定の保管設備 に収納 し,

第 三者の 目にふれ ることの ないよ うにす る。

25.(磁 気 ファイルの管理)テ ープ,デ ィスク等の磁気 ファイルは,専 任 の担当者 を置いて管理 し,他 の

者が保管設備へ出入す ることを禁止す る。
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26.(磁 気 ファイルの保護)重 要事項 を記録 した磁 気 ファイル は,そ の内容 を保護す るため,性 格 に応 じ

て必要な数 の予備 フ ァイルを複 製 し,要 すれば,遠 隔地の保管設備に隔離保管す るなどの配慮 を行な

う。

27.(文 書 の管理)シ ステ ム,プ ログラム関係の内容 を記述 した文書 は,作 成者個人の管理 にゆだねず,

管 理責任者の もとに一括 して保管す る。

28.(複 写 複製の禁止)入 出力 データ,磁 気 ファイル,シ ステ ム,プ ログラム関係文書の複写複製 は,あ

らか じめ定 め られた もの を除 き原則 として行なわない。 ただ し止 む を得ず これを行な うときの承認手

続,保 存 ・利用法 については,別 途規定 す るもの とす る。

29.(廃 棄)保 管データ,文 書等 の廃棄について は,手 続 を定 め,慎 重な取扱いを行な う。

第5章 電子計算機の共同利用における管理

30.(使 用 者の身元確認)端 末 機を使用 して重要 なデータまたはプログ ラムにアクセス しよ うとす る者の

身元 を確認す るため,鍵,バ ッジ,パ ス ワー ド,端 末機 ア ドレス等によって,電 子計算機が識別 しう

るよ う設計す る。

31.(使 用 範囲の制限)端 末機使用者の身元確認 につづ き,特 別のテーブルにより,ア クセスで きるプロ

グラムや ファイルの範囲 を決定す る。

32.(使 用 者による管理)デ ータ ・ファイル保護のた め,ロ ックワー ド等 の手法によ り,使 用者が 自主的

に管理 し うるよ う配慮す る。

33.(侵 害 の発見)侵 害行為 を発見す るため,保 護担 当者 は,パ スワー ド,ロ ック ワー ドの不一致な どの

記録 を分析 し,異 常な動 きが あれば然 るべ き処置 をとらねばな らない。

34.(プ ロ グラム ・テス ト)プ ログラム ・テス トに際 しては,重 要なデータや保護ルーチ ンを保護す るよ

う充分 に注意す る。

35.(暗 号 化)伝 送中のデータが盗聴 され るの を防 ぐため,重 要なデータについて は,暗 号化す ることを

考 える。

9.情 報化週 間実施概要

1972年5月 通商産業 省

情報化週間の実施体制および行事(案)

].趣 旨

電子計算機の飛躍的発展とともに,最 近では企業経営をはじめ社会の多 くの分野で情報化が急速に進展

しっっある。このような情報化の進展 とともに,今 後,わ れわれ一般市民が情報化の恩恵を受ける機会 も

さらに多 くなることが予想 され,社 会の情報化はその対策,地 域をとわずさらに急速に進展してゆ くこと

が予想 される。このような状況を迎えるにあた り,健 全な情報化を進めてゆくためには,早 急に一般市民

の段階から情報化に対す る正しい認識 と理解を養成 してゆ くことが必要である。このため情報化(促 進)

週間を開催 し,そ の期間中に一般市民を対象 とした情報化に関する各種啓蒙行事を全国的かっ集中的に実

施 し,そ の目的を達成 しようとするわけである。
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2.行 事

情報化促進関係各機関および一般企業等の協力の もとでこの週間開催の趣旨に添って昭和47年10月1日

から1週 間の間所定の行事を全国的に実施する。

このため,通 商産業省内に広く関係各界の委員からなる 「情報化週間推進会議」下部機構として 「幹事

会」 「作業委員会」および各界の有識者よりなる 「ア ドバイザ リーグループ」を設置 し,週 間内における

記念行事等の企画立案等の基本方針の決定とその推進およ.び被表彰者の最終選定等を行なう。

行事は国が自ら実施するものと,民 間団体が主催 し,国 が後援するものに分かれ,概 略は以下のとおり

である。

2-1政 府行事

(1)記 念式典 情報化週間の開催にあた り,開 催 日の10月2日 東京の主会場において,関 係各界か らの

来賓を仰ぎ開会の式典を挙行する。

(2)情 報化促進貢献企業および個人の表彰

わが国の情報化の健全な発展を促進するため,情 報処理技術の高度化,情 報化促進のための啓蒙,

情報処理技術者の育成および情報産業の発展等に多大の貢献をなしたと認められる団体,企 業,個 人

等を選出し,大 臣表彰を行なう。

③ 優秀情報処理システムの選定表彰

情報化促進の基礎 となる情報処理技術や利用技術の開発に関して,技 術的に最 も秀れてお り,わ が

国技術の高度化および情報化の促進に著 しい寄与をなしたと考えられるものを選定 し,大 臣表彰を行

な う。

なお,選 定されたシステムは同週間開催中に広 く一般に公開する。

(4)懸 賞論文の募集 と表彰

学生,一 般市民,コ ンピューターユごザ等あらゆる方面から情報化社会や情報処理等に関する懸賞

論文を募集 し,優 秀作品について大臣表彰を行な うとともに,こ れらを増刷して一般に公開する。

2-2民 間行事

民間においては,関 係各団体の主催,国 の後援のもとに,次 の行事 を実施する予定である。

(i)展 示会と実演会 期日10月2日 ～10月7日 場所 東京,大 阪 主催団体(財)日 本情報

処理開発センター ・(財)関 西情報センター

保健,医 療,教 育,レ ジャー,交 通,経 済,公 害防止,地 域情報サービスなどにおけるコンピュー

タの発展と将来,20年 後の情報化未来都市など 「生活の情報化」に関する展示会およびコンピュータ

との対話を中心とする実演会を開催する。

(2)講 演会と映画会

期 日10月2日 ～10月7日(各 地区2日 間)場 所 札幌,大 阪,広 島,福 岡 主催団体

(財)日 本情報処理開発センター ・(財)関 西情報センター 地元情報処理関連団体

「私達の健康 とコンピュータ」 「これからの教育とコンピュータ」等の題材によって各地2回 の講

演会と情報処理あるいは生活の情報化に関する映画会を開催する。

(3)映 画の製作

実施団体(財)日 本情報処理開発センター。 「生活の情報化(仮 題)」 に関する映画を作成する。

(4)地 域情報化シンポジウム

期 日10月 目 場所 名古屋 主催団体(財)日 本情報処理開発センター

開催地の行政機関,経 済団体の協力 をえて,中 小企業の経営者および管理者を対象 とするシンポジ
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ウム(パ ネルディスカ ッシ ョン)を 開催す る。

(5)国 際 シンポジウム

期 日10月2日,3日 場 所 東京 主催団体(財)日 本経営情報開発 協会

情報化の促進すなわち,電 子計算機,情 報処理,情 報 システ ム等の開発,利 用の高度化等および生

活 の情報化 を進 めるにあた り,よ り健全 な情報化についての国民的 コンセンサ スの醸成 をはか るため

「人間と情報化(仮 題)」 という題材の もとに海外より情報化に関する権威者を招へいし,講 演矩

開催す るとと もに国内の有識者 をま じえたパ ネルディスカ ッシ ョンを開催す る。 、

(6)国 際 医療 シンポジウム

期 日10月 目 場所 大阪 主催団体(財)関 西情報セ ンター

医療用機器 を含 めた医療技術 にっいての国際 シンポジウムを開催す る。

(7)日 米 コンピ ュータ会議

期 日10月3日 ～7日 場所 東京 主催団体(社)情 報処理学会

米国情報処理学会連合体(AFIPS)と の共 同主催 によって,日 米の コン ピュータ関連技術の進

歩 と未来像等に関す る学術講演会 と展示 会 を開催す る。

(8)市 民(婦 人)コ ンピュー タ大学

期 日10月 目 場所 東京 主催団体(財)情 報処理研修センター

一般 市民 とくに婦人に対 し,コ ンピュータに対す る認識 を高 めるため,同 財団の施設 を開放 し,や

さしい コンピュータ教育の講座 を開設す る。'

(9)情 報 処理 関連機関の開放

全国の情報処理関連の国立研究機関および諸団体の電子計算機センター等を同週間中に広 く一般に

公開する。

⑩ その他

その他,下 記団体においてもこの週間の趣旨に添 った行事が開催される。また,電 子計算機メーカ,

放送機関等においても各々独自の行事が計画 されている。

日本電信電話公社;ビ デオ協会;SAS等

10.ソ フ トウ ェ ア法 的 保 護 対 策

1972年5月 通商産業省 「ソフ トウェアの法的保護対策委員会中間報告」よ り抜奉

第2節 新規立法の検討 試案 とその問題点

特許法 や著作権法 の改正 とい った方策では,ソ フ トウ ェアの法的保護のためには不十分で あ り,ギ ャル

ビー試案 のよ うな新規立法の提案 も必ず し も十分な ものではないとすれば,ソ フ トウェア技術の特性 に応

じ,か つ,わ が国の国情に も合致 した法的保護 のための方 策が求 められ ることになる。

本委員会 では,こ の ような考 え方に基づき,審 議 を重ねた結果,ソ フ トウ ェアの法的保護 を図 るための

将来の制度 として,お よそ次 のよ うな制度 を設 けるべ きではないか とい う結論に達 した。

○試案の内容

1.(プ ログラムの登録の申請)本 制度 によ り,プ ログラムの保護 を得よ うとす る者 は,登 録機関にそ
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の プログラムの概要書 を添付 して登録 を申請す る。登録の対象は,ソ ース ・フ。ログラムとす る。登録

請求権者は,プ ログラムの所有者 または処分権者(た だ し,所 有者が登録 を行なわない場合 に限 る。)

とす る。

(注)1)プ ログラムの所有者 は,と くに反対の定めがない限 り,プ ログラム開発資金 の投下者,

ま たは当該者か らプ ログラムを譲 り受 けた者 とす る

2)処 分 権者 とは,プ ログラムの頒布につ き独 占的権利 を有す るもの をいい,地 域制限が課

せ られてい る場合には,そ の地域が異 なれば,複 数者の登録 を認 めるが重複 してい るとき

は,先 願主義 をとる

2.(登 録 可能な プログ ラム)

(1)日 本 国民(わ が国の法令 に基づ いて設立 された法人及 び国内に主た る事務所 を有す る法人 を含

む)が 所有す るプ ログラムまたは処分権 を有す るプログ ラム

(2)日 本 国内において作成 されたプ ログラム

(3)前2号 に掲 げ るもののほか,条 約等 によ り,わ が国が保護の義務 を負 うプ ログラム

3.(審 査)登 録時の審査 は,原 則 として形式審査のみ とし実質審査 は行 なわ ない。

4.(登 録)登 録機関は,形 式審査後,プ ログラムをプログラム登録簿に記載す る。

・プログラム登録簿 には,登 録番号,プ ログラム名,登 録者名,登 録年月 日等 を記載す ることとす る。

5.(公 告)登 録機関は,登 録受理後すみやか に,フ 。ログラム名,登 録者名,概 要書 の要約等 を

公告す る。

6プ ログラムの概要書の公開

プ ログラムの概要書 は,そ れを見 れば熟練 したプ ログラマーな らば,プ ログラムの異同 を区別 しう

る程度まで内容 を開示 した ものであ り,登 録 と同時に公開 され,希 望者 には,実 費でその コピーを頒

布す る。

7.(プ ログラム自体の預託)申 請者は,登 録時 にプ ログ ラム自体のコ ピーを登録 機関 に預託す る
。登

録機関は,こ れ を保護期間申秘密裡 に保管す る。

8.(フ ローチャー ト等 プログ ラムの付属書類の預託)申 請者が希望すれば
,フ ローチ ャー ト等 プログ

ラムの付属書類 について も預託で きる。登録機関は,こ れ をプログラム自体 と同様 ,保 護期 間中秘 密

裡に保管す る。

9.(手 数 料)登 録 時に一定の手数料(基 本料金+プ ログラムの長 さに応 じた料金)を 支払 う
。

10.(保 護 の範囲)申 請者 は,プ ログラムの どの部分が他の プログラムか ら写 した ものであ るか を明確

にするため登録時に自らが独自に開発した範囲を明記する。

11.

この制度に よる保護 の範囲は,当 該 明記 した範囲 に限 られ るもの とす る
。

(表 示)プ ログラムの登録 を した者は,そ の プ ログラムが登録 したプ ゴグラムである旨 を表

示 していなければな らない。 もし,こ の表示が適切 に行 なわれて いな ければ,権 利侵害訴訟 において,

挙証責任の転換 の規定の適用 を受 けることがで きない。

12.(保 護 期間)登 録の 日か ら10年 とす る。ただ し,登 録 したプ ログラムを譲 り受 けた者 の場合 は
,原

登録 の日か ら10年 とす る。
エ

この保護期間経過後は,こ の制度に よる侵害訴訟 を提起 で きない こととす る。

13.(保 護 期間終了後の取扱 い)保 護期 間終了後,登 録機 関は,預 託 しているプログラム`を公開 し,希

望者 には,そ の コ ピー を実費 で頒 布す る。'

14.(プ ログラムの更新)登 録 プログラムをversionし た場合 は新規の登 録 として扱 うこととす る。
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15.(プ ログラムに関する権利の得喪)

1)所 有者の変更

新規登録としても,既 登録プログラムの所有者の変更 として届出てもよいこととするが,い ず

れの場合にもその保護期間は,原 登録の残存期間とする。

2)使 用権,担 保権の設定等

等 使用権,担 保権の設定等については,こ れをプログラム登録簿に記載することとし,使 用権者,

担保権者等は登録簿に記載がある場合に限って,こ の制度による権利侵害訴訟を提起できること

とする。

16.(侵 害行為)次 の行為は,侵 害行為を構成する

① 登録されたプログラムを盗取または無断で複製すること

② 登録されたプログラムを無断で使用すること

③ 登録されたプログラムを無断で譲渡,賃 貸すること

④ 登録されたプログラムを他のプログラム作成のために用いろこと

t7.(救 済)

① 侵害行為の差止請求

② 損害賠償

原則 として

θ 通常の売買代金(使 用許諾料)

(ロ)同一のプログラムの作成費用

のいずれか低い方の3倍 とし,原 告がそれ以上の額を立証 しえたとぎは,そ の額とする

18.(救 済訴訟 における立証責任の転換)提 訴者 は,侵 害者の プログラ ムが 自分の登録 したプ ログラムと

同一 であることを証明 しさえすれぱ良 く,侵 害者が反証挙 げ得ない限 り責任 を負 う もの とす る

19.(違 反 者の制裁)他 人の プログラムを盗用 した場合等,こ の制度によ る侵害行為 をなした者 にっいて

は,そ の以後者 の申請 にかか る登録 を受理 しない こととす る

20.(仲 裁 または調停制度の活用)ソ フ トウェアの権利侵 害争訟 は,高 度に技術的専門的で ある場合が多

く,か つ,紛 争の早期解決が望 まれるため,一 般の訴訟 によらない簡易 な争訟制度 が必要である。 こ

のた め,仲 裁 ない し調停制度の活用が考 え られ る。.

したが って,登 録機関は,仲 裁人名簿 を用意 して仲裁制度の利用の便 に供す るとともに,裁 判所 に対

してソフ トウェア争訟 に関す る調停委員の推せん を行 な って調停制度の利用が容易 になるよ うにす る

また,将 来 の方向 としては,ソ フ トウェアに関す る争訟 を専門 的に取扱 う準司法機関を設置す ること

も考 え られる。 さらに,そ の場合,準 司法機関前置主義 をとること も検討 に値 しよ う。

O(試 案 の問題点)

1.処 分 権を有す るプ ログラムをも,こ の制度の対象 として加 えると,例 えば 日本人が作成 したプ ログ

ラムが アメ リカで保護 されないに もかかわ らず,ア メ リカ人 の作成 したフ。ログラムで も日本人が処分

権 を持 っていれば保護 され ることとな るがそれで よいか

2.申 請 者が,登 録 申請 プログ ラムの所有者 または処分権者であ ることを登録 時に審査 をしな くて よい

か も

3.善 意 の第3者 との関係 をどう構成す るのか

4.差 止 判決の実効性 をど うや って確保す るのか
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第3節 当面実施すべき具体的措置

将来において試案のような制度の実現が必要であるとして も現在直ちにこの立法化を図ることは困難で

もありまた将来においてはソフトウエアの法的保護に関する国際条約が結ばれることも予想 されるので諸

外国の動向が必ずしも明らかでない現時点においてわが国のみが早急に新規立法を行なうことは必ず しも

得策ではないと考えられる。このような事情にかんがみ当面はそれまでのいわば経過措置 として 諸外国

の動向に配慮しつつ,な んらかの任意的,試 験的な制度を設け,そ の実施状況をも勘案 しつつ・将来の施

策にっいて,さ らに検討を進めていくべきである。

したがって,当 面実施すべき具体策としては流通の促進に寄与するための方策と,訴 訟における立証の

困難さを幾分な りとも緩和するため及び紛争の早期解決を図るための方策,と が特に要請されるため,次

のような制度を設けることが妥当であると考える。

1.(プ ログラグの登録)プ ログラムについて保護を受けようとする者は,情 報処理振興事業協会(以 下

「協会」という)又 はこれに準じる公的機関(以 下 「協会等」という)に そのプログラムの概要を証し

iた書面を提出する。

この書面には熟練したプログラマーなら他のプログラムとの異同を区別しうる程度にまでフ。ログラム

の概要が記載 されていなければならない。

協会等はこの提出されたプログラムをプログラム登録簿(仮 称)に 記載し適宜定期的に公表する。

2.(プ ログラムに関する公証制度)プ ログラムを登録した者は,当 該プログラム自体のコピーを改ざん

できない形で協会等へ提出してその作成日について公証を受ける。

またプログラムの登録をしない者であってもこの公証制度を利用することを妨げない。

3.(手 数 料)登 録および公証 に関しては若干の手数料を徴収する。

4..(審 査)登 録時の審査は形式審査のみとする。

5.(プ ロムラム登録簿の閲覧)プ ログラム登録簿の閲覧希望する者は協会等又はその指定する機関で自

.由に縦覧でき必要なら一定の手数料を支払 うことにより,コ ピーを入手 しう るものとする。
6.(仲 裁又は調停制度の活用)ソ フトウェアの権利侵害争訟は,高 度に抜術的専門的である場合が多 く,

かっ,紛 争の早期解決が望まれるため,一 般の訴訟によらない簡易な争訟制度が必要である。ζのため,

仲裁ないし調停制度の活用が考えられる。

したがって,協 会等は仲裁人名簿を用意して仲裁制度の利用の使に供するとともに裁判所にに対して,

ソフ トウェア争訟に関する調停委員の推せんを行なって,調 停制度の利用が,容 易になるようにする。

また,こ れとともに契約法による法的保護にっいては,好 ましい契約慣行が円滑に行なわれ うるよう

業 界が自主的に努力するとともに政府 として標準契約書の作成などの行政指導が考えられよう。

このような制度を設けることにより

① プログラム登録簿(仮 称)に よりプログラムの存在が公知 され,流 通のきっかけとなる 。

② 公証制度の利用により,権 利侵害訴訟での立証が容易となるため,ソ フ トウェアの権利保護を図

られやす くなる。 φ

③ このよう制度の実施により,ソ フトウェアの権利保護のための手段が強化される結果,開 発者や

資本投下者の利益が保護 され,優 秀な人材の新規参入や投下資本の増大が期待でき,ソ フ トウェア

の開発が促進 される。

などの効果が期待できると考えられる。'"
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巨 鰍 処理教育に関する会議報告腰

L1972年5月8日

一一1ρ72年5月8日

1972年5月8日

1972年5月8日

1972年5月8日

1.

2.

3.

4.

5.

情報処理教育振興の基本構想(略)

情報処理教育センター計画指針(要 約)

情報科学に関す る大学院教育について(要 約)

情報処理専門学科のカキュラムおよび設備について(略)

情報処理技術者養成計画の定量的基礎(略)

情報処理教育センター計画指針

1セ ン ターの 目的使命 学生一般に対す る情報処理教育 を行 な う方法 は,下 記の目的 をもったセンター

で行な うのが適切 と考 えられ る。

(1)教 育 用電子計算機 を整 備 して,こ れ を管理運営 し,全 学の共 同利用に供す ること。

(2)全 学 の関係教員によ って構成 され る委 員会(ス タ ッフ ・コ ミュニ テ ィ)を 持 ち,こ の委員会が学生

一般に対 す る情報処 理教育 の推進の責任 を負 うこと。

(3)専 任 または併任の教員 をもち,入 門コースの実施の責任 を負 うこと。

(4)教 育用 システムない し教材の開発研究 および整備 を促進す ること。

ll計 画上の諸要素

Aカ リキ ュラム 当面は計算機が うまく使 いこなせ ることを教育 のね らいとす るが同時に正 しいデー

タの見方,シ ステム的思考が身につ くよ う配慮す る必要が ある。

学生一般 に共通の科 目 として入門的科 目を用意 し,利 用度 大の学生 に対 しては,情 報処理概論(同

演習)と 数値計算(同 演習),デ ー タ解析(同 演習),数 理 計画(同 演習)の いずれか一つ を履習 し,

利 用度中の学生 は情報処理概論 と同演習 を,利 用度 小の学生 は情報処 理概論 を履習す る。

B施 設 ・設備 センターに必要な施設 としては,電 子計 算機室,せ ん孔機室等が考 えられ る。計算機

の運用形態にはカフェテ リア方式,職 員による閉鎖方式,超 小型機によ る開放方式,デ ータ ・ステー

シ ョンによ る方式,端 末機によ る方式が考え られ るが,そ れぞれ学生 数,電 子計算機の規模 などによ

り,適 切 な方法 を採用 す る。

皿 設置および運営

A情 報処理教育センターの設置 形態および規模は各大学の実情に応 じて適当に定めるべきである。

B電 子計算機の整備運営 電子計算機の導入にあたっては,導 入 目的を明確にすることがたいせっで

あ り電子計算機の発達状況にかんがみ,レ ンタル制を採用することが望ましい。また旧式機種の教育

用への転用などをも考慮すべ きである。

C経 費および使用料金 センターの経費については,原 則として全額 を大学の共通経費でまかなうこ

とが望ましい。 しかし,一 方,電 子計算機の使用が安易に流れることのないよう歯止めが必要であり,

教育効果か らみて も,経 費の一部に使用料金を課する必要がある。

IV設 置の順序 教育センターの設置は各大学の実情を評価したうえで,国 全体のこの面での進歩に最 も

よく貢献 しうるように,順 序 と形態ならびに規模を定めて実行することが望ましい。その際,学 生全般

に対する情報処理教育を行なう条件の整 っている大学から設置することが望ましいと考えられる。
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情 報 科 学 に 関 す る大 学 院 教 育 に つ い て

1情 報科学に関する大学院教育のあり方

1・ ますます巨大化と複雑化の一途をたどを社会機構の効果的運営のためには,情 報科学の成果の高度

の適用が必須であり,そ のためには単にその将来の担い手である学生のみならず,現 にその推進役 と

しての役割を果た しつつある人材に対する情報科学に関する教育 ・研究が緊急な課題 となっている。

この課題にこたえろため,現 在すでに比較的整備された教育研究体制を保有する大学院の果たす役割

は大 きい。

2.大 学院に対する社会的期待の内容を分析 してみると

(1)大 学院が指導的立場に立つ専門技術者,と くに情報科学 ・情報処理教育の推進のかなめと考えら

れる教育研究者となりうる素質 を有する人材を集めるのに適していること。

(2)情 報科学が既成の諸科学と密接な関連を有 し,相 互補完的に発展するという特性か ら,関 連諸科

学の延長線上に発達 しっっある情報科学の諸分野の学理と技術の総合を大学院段階で図ることによ

り,情 報科学の体系的な発展に貢献 しうること。

《3)種 々の学問領域で既に学部段階の学習を終 えた者が継続教育または再教育 を受ける場 として大学

院を活用することにより情報科学に関する知見と技術を身につけ,そ れぞれの専攻分野での知的 ・

技術的能力を飛躍的に発展 させ ることが可能でありまたそのような学習の機会を望んでいる者が多

いこと。

《4)多 様な専攻分野で得た異なった学習経験を有する学部卒業者を対象 とす る教育と研究 とが情報科

学の発達一総合化と体系化一を助けることが期待されていること。

(5)大 学院が,学 部段階ですでに確立 した一定の専攻分野を修めた者を対象 とする教育研究機関であ

ることから,な お未完成の情報科学に関する知見と技衛に関する体系の形成と発展のための大胆な

試行一総合化と体系化一が可能であること。

3.上 記の教育は,次 の理由により学部より大学院の方が適 している。

(1)学 部段階での情報処理専門学科は,教 育内容のほぼ半ばに近い時間を副専攻に充てる教育課程を

採用 している場合が多 く,履 習の重複があ り効果的でない。

(2)こ の再教育は,各 専門学科の学部段階の教育の延長に当たる内容をもっのが自然である。これを
情報学科の学部教育にゆだねるのは妥当でない。

〈3)情 報科齢に関す る教育研究は,上 述のように総合機能を特段に重視 しなければならないが,学 部
学生を対象 として組まれたカリキュラムにそれを要求することは適切でない。
(4)実 際問題として現行大学院修士課程が学部教育の延長的性格を持ち始めている実態にかんがみて

も,学 部卒業者をわざわざ学部段階に再入学 させる必要はなく,情 報科学の発展 を促す見地からは,
教員 ・学生 ともに人材 を吸収 しやすい大学院制度を活用するほうがよい。

4.情 報科学に関する大学院教育のあり方については,社 会人が入学 しやすいよう入学者選抜方法をく

ふうするとともに,客 員教授を迎え入れるよう配慮する必要がある。また,社 会のニーズに即した研

究を行なう等,情 報科学の特質にあった研究体制を確立すべ きである。

さらに多 くの学生を受け入れられるよう入学定員を学部定員に近ずけるとともに,そ の教育研究に
ふさわしい施設 ・設備が必要であ り,一 定員の規模に達 した時には,独 立の運営機構をもっ必要があ

る。 ・〉

.5.情 報処理に関する大学院は,現 段階では工学部等の大学院に置かれている例が多いが,こ れらの専
攻課程は規模や伝統的な制度や慣行に制約されてその運営は困難に陥る恐れがあ り,こ の困難を打開
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するには独立の大学院を構想する必要がある。";

n情 報科学大学院

1.入 学資格については,学 歴を問わないが,情 報科学の成果 をとり入れっっある専門分野において大

学学部を卒業 した者と同等以上の能力を有する者でなければならない。選考に当たっては学力,適 性

のほか,志 望の動機等 を重視する。また現場技術者や非専門学部出身者に対する再教育を効果的に実

施するため,企 業出身者のための定員枠をもうけたり補習教育を行なったりする等の配慮が大切である。

2.修 士課程は2年 で卒業しうる程度とするが,画 一化をさけ,1年 で も5年 でも修業 しうるような弾

力的な措置が望ましい。また,他 大学院との単位互換制度を設けるとか,特 定の企業での実習 を単位

として認める等の くふ うをする必要がある。

3.カ リキュラムにっいては情報科学の進歩発展に応 じて弾力的に編成する。専攻課程としては,基 礎

情報科学専攻,計 算機システム専攻,応 用情報に関する専攻などを設ける。情報科学大学院が独立の

組織として,教 育 ・研究の両面において時代の要請に沿い,そ の目的を達するために は,こ の 程度

(25講座相当分)の 構成が最小限の規模(入 学定員200名 程度)と 考えられる。

4.教 職員組織は専任の教員が教授換算にして100名,技 術職員,事 務職員30～50名 程度が必要である。

また情報科学の特性から広 く客員教授を任用できるようにし演習,実 験の補助としてティーチング ・

アシスタン トの制度を活用する。

5.施 設 ・設備 電子計算機に関しては,各 研究室にTSS端 末を配備するとともに,ビ ジネス ・ゲー

ム,シ ミュレーターの開発等のバ ッチ処理にも活用 しうる大型計算機センターを置く。また必要に応

じ,エ レク トロニクスショップ。や簡易な機械工場等のサービス部門 も整備する。

12.ソ フ トウ ェ ア需 要 構 造 調 査

1972年5月(財)日 本 情報処理 開発 セ ンター,(社)ソ フ トウ ェア産 業振興協 会

「ソ フ トウ ェア需 要構造 調査」 よ り抜奉

賛12-1図1975年 時点 での コンピュータ運 用経費(現 在経 費に対する伸び率)

①総経費の伸び

②機器関連費の伸び

③人件費の伸び

④外部委託費の伸び

繍2.6

,12・3

12・1

r

12.8
11||1P「 「 「

0 1.0 2.0 3.0 4.0
倍率
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資12-1図 コ ンピュー タ市場の構造

委託型

わか らない18.4%

27.1%

自社 型

26.8%

潜 在 型

27.7%

資12-2表 ソ フ トウェア市場 の概略 (数字は概数)

昭和45年
昭 和50年 の 概 要

の 自然増 のケー

概 要 ス

修正(1)修 正(2)

潜 在 型のユー 潜在型のユー 備 考
ザーの うち半 ザ ー全てが委

数 を委託型 に 託型 にな った

もって きた と ときのケース
きのケース

1

社

当

り

(1)1社 当 り年間 コンピュ
ータ関連支出

②1社 当 り年間外部委託

費

(3)外 部 委託 率(2〃(1)

(4)1社 当 り年間ソフ トウ
エア外注費

(5)1社 当 りの平均 コンピ
ュー タ設 置台数

1.6億 円

850万 円

5・4%

330万 円

2.0台

4.2億 円

2380万 円

5.7%
、

920万 円

3.8台

4.3億 円

3140万 円

7.4%

1200万 円

同 左

4.3億 円

3880万 円

9.0%

1500万 円

同 左

(2)×38.7

%を 適 用

(6)コ ン ピュー タ総設 置台

市(,)警 ンピ_,保 有企業

数(5)/(6)場
(8)年 間 コン ピュー タ関連

支 出総額全

(9)外 部 委託費総額

体 ⑩ ソ フ トウ
ェア関係外注

費総額

9482台38,000台

4740社10,000社

7640億 円4兆2000億 円

403億 円2380億 円

155億 円922億 円

同 左 同 左

4兆2700億 円4兆3300億 円

3140億 円3880億 円

1210億 円1500億 円

(注)コ ン ピ ュー タ総 設 置 台数:コ ン ピューータ ・ノー ト1971年 版 よ り

(注)1社 当 り平 均 コ ン ピ ュー タ設 置 台 数 の 伸 び は機 器 関 連 費 の伸 び,要 員 の伸 び な どに トレ ン ドして 設 定

(注)昭 和50年 の概 要 の うち

自 然増 の ケ ー ス は昭 和45年 の値 に コン ピュー タ関 連 支 出 は2.6倍,外 部 委 託 費 は2.8倍 して い る。

修 正 値{11② は 自然増 の ケー スを べLス に して く 第5.1-2表 〉 によ り試算 。

この場 合 コ ン ピュー タ 関連 支 出 に 外 部委 託 費 の 追 加 分 を上 のせ した 。
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資12-3図 業務処理のステップ(全 業務)

[====]… …現在

一 .… …今后

〈 システム〉 5001000
111111111|ll

1500
1111

件数

業務内部分 システム 1829
微140

業務の全体 システム
1342一671

業務間統合 システム ↓ ご539

〈 レ ベ ル〉
‥,1500,

1000
}Il}11

1500
|〔

件数

集計計算段階
,17011

獺264
管 理 段 階

1509

一444
予測計画段階 参物_,。7

〈 モ ー ド〉 500
||1[111

1000
「llll

1500
11 件数

バ ッチ システム 112261一683
オ ンライ ンバ ッチ システ 』396
オンライ ンリアル タイム 129

ご210

タイム シ ェア リン グ
4

資12-4図 今 後の コンビiー タ利用のね らい(1975年 時点)

① 意思決定に利用

② 作業管理 システム
に利用(自 動化 ・
オー トメ化等)

③ 事務処理効果をね
らう

④ データベースを確
立 して情報の有効
利用

⑤ 研究開発に利用

⑥ 顧客サー ビスの向上1

⑦ その他

24

L_L_L__L _L_L_L_L_」 件数
010203040
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資12-2表 コ ンピュータ部門要員の専門分野

経営科学

数 値 解 析

統 計 学

計 量 経 済 学

数 理 計 画 法

日 程 計 画 法

シミュレ ー シ ョン

その他OR

科学技術

構 造 解 析

数 値 制 御

プロセスコン トロール

CAD

その他

情報処理技術(1)

言 語 プロセサ

ユテ ィリテ ィプログラム

リアル タイム

フ ァイルマネジメン ト

IR

情 報 処理技術(2)

コ ボ ル

フォー トラン

アルゴル

PL-1

ア セ ンブラ

その他 の言語

社 数

43

54

29

17

26

27

29

件

16

11

13

4

6

15

37

24

33

15

116

91

9

30

142

36

延 人 数

119

108

44

38

50

58

56

人

51

22

50

14

13

86

117

147

111

25

1006

496

49

174

1555

226

一社当 り

人 数

人

2.8

2.0

1.6

22

1.9

2.1

1.9

3.0

2.0

3.8

3.5

2.2

5.7

3.2

6.1

3.4

1.7

8.7

5.5

5.4

5.8

10.9

6.3
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資12-3表 ソ フ トウェア開発における現 在と今後の比率

:(現在=100)

共 同 開 発 委託 開 発

自 メ 購 ソ ソ

| ニメ フ そ メ フ そ
社 カ 1

ト の ト の

| ウ 他
|
1ウ 他

開
支

カ
;
の
機
カ

;
の
機

発 給 入 |
会 関

|
会 関

と 社 と に 社 に

と に【

事務処理プログラム 73.0 10.3 33.3 84.3 221.4 118.2 0' 55.6 100.0

技術計算プログラム 70.1 34.9 63.6 93.1 214.3 237.5 0 50.0 400.0

応用 ソフ トウェア 計 72.6 24.6 52.9 86.9 219.0 168.4 0 52.9 160.0

オ ペ レ ー テ ィ ン グ シ ス

テ ム
78.6 68.4 0 145.5

　

200.0 300.0 28.7 0 100.0

サー ビスプ ・グラム 56.5 58.5 16.6 150.0 400.0 0 20.0、 0 0

基本 ソフ トウェア 計 63.3 62.3 8.3 147.5 266.6 100.0 23.5 0 33.3

全 体 72.1 49.7 34.5 103.6 225.0 159.1 17.4 50.0 78.5

資12-4表 ソ フ トウェア開発の形態(数 字は件数,上 段()は 今 後,下 段 は現在)

事 務処理
プログラム

技術計算
プログラム
応用 ソフ ト

ウェア計

オ ペ レ ー テ ィ

ン グ シ ス テ ム

サ ービス

プログラム

基本 ソフ ト
ウェア計

合 計

自 社

開 発

(903)
1237

(221)
310

II
(1124)
1547

(22)
28

(35)
62

(57)
90

(1181)
1637

共 同 開 発

全 体

(103)
95
(61)
44

(164)
139

(39)
25

うちソフ トウ
ェア会社分

委 託 開 発

(28)
19

全 体

(31
14)1
(15)
7

(46)
21

(4)
2

(9)
19

(8)
9

t
(17)・

28

うちソフ トウ
ェア会社分

そ の 他

(67)
44

(231)
183

メーカー支給

購 入

(;)1
(4)
8

(9)
17

i8)1
t ({)1 (2)

17

(8)
3

(54)
24

(7)
27

(24)
55

(15)
132

(68)
186

(83)
318

(8)1
(0)
1

(156)
234

1
(221)
382

(♀)1 (377)
616

{馴
(460)
934
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資12-5図 外 部委託の メカニズム ー 全体

業務開発 のモチベー シ ョン(数 字 は%) 、

社 内発生的 に

84.0

ニ ー ズの吸収

そ の都 度合 議 して 委 員会

65.321.7

委託に対する価値観
「 一 一 一 一 一 一 「

1

「一 一 一 一 「 ■一一 一 －

t

l

I

l

自社 型

36.8

委 託 型

25.2

託 しない理由1

自社 で

十 分

23.5

が 高 い

21.6

委託鞘1∴

「 一 一 一 一 一 一 一 一一 一ー 一－

t 委 託 先 選 定 基 準

END

1
⑪

___」

潜在 型

38.0

l
l
I
l
l委 託 先 への評価
l

I

「一 －

l

l

l

`

1

「一 一'

1

よ い

30.8

悪 い

25.7

1評 価の悪い理由

べ
L-・ 未 熟 業務知識

技 術

23.3
31.5 〉

技術的
60.4

政 策 的

27.1

価格算定基準

ス テ ッ プ数

30.2

費 用

効 果

27.6

マ ンパワ

ー1)一 ス

20.7

委託先決定部門
コ ン ピ ュ ー

タ部 門 長

49.7
務

18.2

個別業 トップ
長13 .8

委託経験の有無

有'

19.2

無

80.8

1L
-____________」

⑪

適 用 業 務 の 開 発 形 態開発形態 ・ ψ

現 在(件) 将 来(件)

自社開発 1,637 .1,181

共同開発 183(24) 231(54)
委託開発 55(18) 24(9)
そ の 他 934 460

'

1ソ フ トウェア会社へ の考 え
で き る だ

け 活 用

39.0 繋・〉
l

l

↓__■

I

l

I

L__.

ソフ トウェア会社へ の要望

料総覧彫 」
1ソ フ トウェア会社 の利用 形態

情報提供

38.5

パ ッ ケ

ー ジ

32.4

、O内 は ソフ トウェア会社

』
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13.電 子計算機需要予測

1972年5月(社)日 本電子工業振興協会 ・電子計算機需要調査委員会 「電子計算機

需要予測」より抜奉

要 旨

電子計算機需要 調査委員会第1小 委員会は,昭 和51年 度 を目標年次 として,汎 用電子計算機,工 業用電

子計算機,ミ ニ ・コンピュー タ,オ ンライン ・システムについて,セ ット数 および金額 の予測 を行 ない,

あ わせ て,汎 用電子計算機の性能調査,工 業用電子計算機利用状況調査,ミ ニ ・コンピ ュー タ実態調査を

新たに行 な った。予測作業 にっいては,昭 和45年 度,情 報化指標作成委員会第1分 科会が行な った国際比

較 分析,お よび趨勢分析 を見直 す とともに,新 しい予測方法 として,本 年度は,と くに,単 価比能力系数

(基本的 コス ト ・パ フォー マンス)を 使用 した修正論理曲線 およびシグモイ ド曲線 などによって計量経済

学 的予測 を行 なった。

予測方法お よび結果 を要約すれば,次 の とお りで ある。

1.汎 用電子計算機

セ ッ ト数の予測 にっいては,2次 指 数曲線,3次 方 程式,2次 お よび3次 指数平滑法 によ る趨勢分析の

予測値 を除いて,ク ロスセクシ ョン分析 では,38,682セ ッ ト,修 正論理曲線で は,38,778セ ッ ト(上 限

41,352セ ッ ト,下 限35,594セ ッ ト),シ グモイ ド曲線の予測値は,38,904セ ッ ト(上限43,783セ ッ ト,下 限

34,606セ ッ ト)で あ る。条件および諸前提 を吟味 した結果,目 標年度における汎用電子計算機のセ ット数

の推定値 は,39,000セ ッ ト±2,000セ ッ トと考 えることがで きる。

目標年度 にお ける汎用電子計算機 の金額の予 測値 は,お よそ3兆9,000億 円 か ら5兆8,000億 円 の範囲 に

あ る。 システム規模係数が1億2,000万 円 になれば,お よそ4兆6,500億 円 程度 の水準で汎用電子計算機が

実 働 して いる もの と思 われ る。

昭和51年 度 におけ る型別構成比は,連 立方程式 によ って求めたが,シ ステ ム規模 係数 を1億2,000万 円

と した場合,超 大型 および大型が11.9%,中 型21.96%,小 型 および超小型 は66.13%で あ る。

システム規模 係数 が高 くなれば この模型では,大 型 の構成比 が高 くな り,中 型 は極度 に減少す る。

なお,こ れ らの予測値 は前提条件の変化 と経済社会条件等の変化 を考 えると,今 後 と も予 測値 の見直 し

が必要 とな るであろ う。 また,業 種別等の情報処理振興 目標等 を作成 す るな どして業種別等の予 測 も必要

となるであろ う。

2.工 業 用電子計算機

工業用電子計算機 は近年急速 に成長 し,適 当な予測模型 を作成す ることが困難で ある。今回の作業では,

納 入累積セ ット数 について,1社 当 りの設備投資金額お よび全産業売上高 を説明変数 として求めた推定式

か ら得 た結果 は,2,819セ ッ トおよび2,917セ ッ トであ り,お よそ2,850±150セ ッ トと予想す ることができ

る。

3.ミ ニ ・コンピュータ

ミニ ・コンピュータの普及 の歴史 は浅 く,予 測は きわめて困難であ るが,シ グモイ ド模型を用 いて予測
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した結果 は,平 均的 に11,089セ ッ ト,上 限15,509セ ッ ト,下 限7,929セ ッ トで あった。

4.オ ン ライ ン ・システム

目標年次のオンライ ン ・システ ム数およびユーザ数 にっいては,総 汎用電子計算機実働セ ッ ト数対 オン

ライン ・システムCPU数 比 がお よそ5.5%内 外 になる と予想 され,平 均2,050セ ッ ト±250セ ッ トと予測

した。 ユーザ数 は1,050ユ ー ザ,実 働設置金額について は,CPUの み のセンター分1兆7,562億 円,全 体

の金額 は,2兆5,749億 円,す なわ ちCPU:周 辺 機器:端 末機器はおよそ1:1:1で あ る。

電子計算機需要調査委員会第2小 委員会の研究成果は,本 報告書第皿部に記述してあるように,第1に.

わが国の情報処理の現状をとらえ,と くに電子計算機が単純労働の代替機器 として主に利用 され,こ れか

ら知的労働の代替手段 としての利用を開発すべ きことを示唆し,ま た国民の生活福祉優先,社 会資本充実

を主眼とする経済社会の質的変化ならびに考え方の大転換の必要性を吟味し,わ が国の情報処理の問題点

を明らかにし,新 しい情報処理振興の目標を提出している。第2に,目 標達成の諸条件 とコンピュータ・

システムのあり方,需 要側の体制として,巨 大システムの開発,標 準化への努力,労 働環境の改善,情 報

価値の確立,新 しい社会的ニーズの開発などを提案し,供 給側の体制整備として,国 産供給体制め確立に

より外国資本を中心 とした独占の弊害を打破するための拮抗力を培養することを主張 し技術開発,ハ ー ド

ウェア・ソフトウェアの標準化,生 産の自動化,情 報産業および関連産業の積極的な育成 をうたっている。

第3に,環 境条件の変化として通信回線の自由化のおよぼす影響 と問題点を明らかにし,第4に 目標達成

のための諸施策 を提供している。
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14.オ ン ラ イ ン需 要 調 査

1972年15月 日本経 営情報 開発協会 ・オン ライ ン需要調 査報告 書よ り抜 草

本集計結果中,図 番号に*印 のあるものは,10に 分類した業務 とクロスした多重回答であるので,母 数

を示 した 「のべ社数」は,多 重記入回答の記入数合計である。

本調査における回答社数628社 中,171社 がオンライン化情報処理を行なっている。

A.自 社 内 オ ンライ ン化 の現 状

1.オ ンライン化業務 と使用回線

販売業務をオンライン化している率が最 も高 く(17.4%),使 用回線速度は現在では200bpsが 第1位

(48.0%)で あるのは当然 といえる。

資14-1図*オ ンライ ン化業務の割合(現 状) 資14-2図*使 用回線速度の割合(現 状)

企画 ・調査
15%

経 営 ・財務

そ の 他

9.3%

延 べ 社 数

330社

17.4%

販 売

在 庫

生 産
14.8%

11.5%

メッセージ通信

16.3%

2,400bps

8.8%私 設

9.4%

50bps

13.3%
延 べ 社 数

330社

1,200bps

20.5%

200bps

48,0%
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丑.'現 在 の非 オン ラインー・デ ータ伝送 方法 と今後の オ

ンライン化計画 にお ける使用予定回線

オンライン化 して いない場 合,デ ー タ伝 達は半数が

物理 的な媒体輸送 によってい る(50.9%)。

3年 以 内のオ ンライン化計画において も,3年 以 上

5年 以内のオンライン化計画 において も,使 用予定 回

線 として はと もに専用回線が主であるが,3年 以上5

年 以内の計画 において公衆回線利用予定割合が高 くな

って いる点が注 目され る。

資14-4図*3年 以内オンライン化計画の使用

予定通信回線の割合

公 衆 回 線

11%

現状通信

回線の活用

12,6%

併 用

19.0%

私設通信

回線

5.4%

延 べ 社 数

705社

専用 回 線

52.0%

資14-3図*非 オンラインのデータ伝送方法の割合 資14-5図*3年 以上5年 以内オンライン化計画の

(現状)使 用予定通信回線の割合

テ レッ クス

32.9%

そ 他

16.2%

延 べ 社 数

1,448社

記 録 媒 体

輸 送

50.9%

私設通信'
回線

現状通信6 .0%

.回線の活用

9.9%

併 用

21.0%

'延 べ 社 数

931社

公 衆 回 線

23,7%

専 用 回 線

39.4%
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皿.現 在の非オ ンライン ・データ伝送業務 と今後のオ

ンライ ン化計画 にお ける適用予定業務

オンライ ン化 して いない場合の,デ ータ伝送 を行な

ってい る業務の割合 も,3年 以 内のオンライ ン化計画

における適用予定業務 の割合 も,3年 以 上5年 以内の

オンライン化計画 における適用予定業務の割合 も,お

おむね,販 売,在 庫,生 産の割合 が高 い。

適用業務申,メ ッセージ通信の占め る割合は漸減す

る。

'

資14-7図* 3年以内オンライン化予定の適用

業務の割合

経営 ・財務

8.9%

輸送 ・流通

9.6%

延 べ 社 数

705社

販 売

18.5%

生 産

通 信12
.6%

10.9%

在 庫

16.5%

資14-6図*非 オ ンラインでデータ伝送を行な って 資14-8図*3年 以 上5'年 以 内オ ンライ ン化予定の適

いる業務の割合(現 状)用 業務の割合

設計 ・R&D・ 技術情報

輸送 ・流通

7.37e

金 融

7.5%

経営 ・財務

10,7%

そ の他

4.5%

延 べ 社 数

1,448社

販 売

19.4%

生 産 在 庫

10.8%14.2%

メ ッセー ジ通 信

14.6%

設 計

7.1%

メ ッセ ー ジ通信

9.2%

販 売

16.7%

延 べ 社 数

931社

輸送 ・流通

10.o%経 営 ・財 務

12.1%

在 庫

16,0%

生 産

12.2%
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B.他 社との間で行なう情報処理

他社 とデータ交換 を行な っている場合,3年 以 内に行 な う予定の場合,3年 以 上5年 以内 に行 な う予定

の場合 の各々につ いて,適 用業務,使 用回線,デ ー タ交換 の相手の同業種 ・異業種別,相 手 との関係,を

調査 した。

1.他 社 との間のデータ交換

全体 の4分 の1を 超 える企業が既 になん らかの形で他社 とデー タ交換 を行 なってい る。

他社 とデータ交換 を行な ってい る企業 を業種別 にみれば,金 融,化 学工業,商 社卸売,情 報処理サービ

スの各業種 の占 める割合が高い。

資14-9図* 他社とのデータ交換の有無

(現状)

資14-10図* 他社とデータ交換を行なっている企業

の業種別割合(現 状)

行なっていない

68.8%

無

答

40%

回 答 社 数

628社

行なっている

27.29・
そ 他

36.2%

回 答 社 数

171社

金 融 業

15.2%

化学工業

8.2%
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H.現 在のデータ交換適用業務と今後の他社とのオン

ライン化計画適用予定業務

現在 も今後も,デ ータ交換またはオンライン化予定

業務は,販 売,在 庫が1,2位 を占め,各 企業ともに

販売重点主義であることが うかがわれる。

資14-12図* 3年 以内に他社とオンライン

化予定の業務の割合

殴計・R&D・技術情報

経営 ・財.務

輸 送 ・流 通

7.99・

メッセ ージ通信

8.8%

その 他

6.9%

麺 ぺ 社 数

215社

金 融

9.3% 生 産

30.6%

販 売

26.5%

在 庫

19.5%

、

㊨

弓

資14-11図* 他社とデータ交換を行なっている業

務の割合(現 状)・

資14-13図* 3年 以上5年 以内に他社とオンライン

化予定の業務の割合

設計・R&D・ 技術筒親

経 営 ・財 務

7.390

メ ヲ七 一ジ通信

8,2%

延 べ 社 数

356社

生 産

金 融10
.1%

1L2%

販 売

28.7%

在 庫

14.3%

メ ッセー ジ通 信

6.5%

輸送 ・流通

10.7%

そ の 他

8.8%

延 べ 社 数

335社

生 産

14.9%

販 売

22.3%

在 庫

19.7%
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皿.現 在のデ∴タ伝達方法 と今後の他社 とのオンライ

ン化計画 における使用予定 回線

現状では,自 社 内デー タ伝達 の場合 に くらべ(資14

-3図)テ レ ックスの割合が減 りその分だ け媒体輸送の

割 合が高い。

今後 にっいては,自 社内オ ンラインの場合 とくらべ

(資14-4,5図)専 用 回線の割合が やや下 るが,自 他柱

間 オンラインの場合,今 後,公 衆 回線利用 と併用の比

,率 がほぼ等 しいのが特長的であ る。

資14-15図*3年 以内に他社とオンライン化

予定の使用予定通信回線の割合

私設通信回線

現状通信回線
の活用

13,9%

併 用

19.6%

延 べ 社 数

158社

公 衆 回 線

20.2%

専 用 回 線

43,2%

資14-14図*他 社とデータ交換を行な っている場 資14-16図*3年 以上5年 以内に他社とオンライン

合のデータ伝送方法の割合(現 状)化 予定の場合の使用予定通信回線の割合

そ 他

16.8%

延 べ 社 数

238社

記 録 媒 体

輸 送

56.7%

私設通信回線

現状通信

回線の活用

10.1%

公 衆 回 線

24.8%

延 べ 社 数

237社

併 用

25,7%

専 用 回 線

35,7%
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V.現 在および今後の,デ ータ交換またはオンライン

化における,相 手企業との関係の割合

相手企業との関係の割合は,現 在 も今後 も著 るしい

変化は認められない。

資14-18図*3年 以内に他社とオンライン

化予定の場合の相手企業との

関係の割合

A珂i

7.2%

情 報

12.4%

延 べ 社 数

153社

下 請

14.3%

24.1%

同 業

16、3%

資14-17図* 他社とデータ交換を行な っている場

合の相手企業との関係の割合(現 状)、

資14-19図*3年 以上5年 以内に他社とオンライン

化予定の場合の相手企業との関係の割

合

輸送
1.0%

業界団体

ユ6.5%

そ の 他

14.9%

金 融

12,2%

延 べ 社 数

277社

同 業

12.6%

販

23.5%

下

18.8%

そ の 他

倉 庫
10.2%輸 送4

・2%

金 融

5,1%

業界団体

6.5%

情 報

10.3%

延 べ 社 数

213社

同 業

12.6%

販 売

24.0%

下 請

22,5%
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C.通 信回線についての要望

資14-20図*通 信回線料金についての要望の割

合

資14-21図*利 用希望回線速度の割合 ・

(6)

5.3%

延 べ 社 数

45・9社

9.6Kbps

14.0%

1,200以 上KbpsO5%

回 答 数

371社

4.8Kbps

45.8%

1.新 料 金体系でよい

2.新 体 系 は止む を得ないが海外 で行 なわ れ て い る

SharedUse方 式 または複数回線 同一区間の割引制

度等 を設 けるべ きだ。

3.新 体 系 は止む を得ないが公共 的なシス テム,中 小

企業のネ ッ トワー ク等 には政策料金(一 般 よ り割引

した もの)と すべ きだ。

4.使 用 時間に応 じた料金体系 を設 け るべ きだ。

5.も っ と原価 に近い料金体系 とすべ きだ。(区 域 内

を値上 げ,区 域外 を値下 げす る)

6,そ の他



r
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III.SeparateDigitalNetwork(デ ー タ伝送専用の

公衆通信網)が 必要 とな る時期の推定

いまか ら遅 くとも3年 後にはSeparateDigital

Networkが 必 要 となる,と す る企業数 は累計40%に

近 く,累 計80%を 超 える企業が,遅 くとも5年 後 には

この ようなNetworkが 必 要にな ると予測 している。

ち

ぐ

、
㌧ミ

資14-23図* 3年後と判断する企業の業種

別割合,

他

45,9%

金 融 桑

15.7%

年 度 別 社 数

127社

化学工業 ・

石油石炭製品製造業

9,4%

情報処
ソフトウェア業 、、

7.Ofe'

資14-22図*3年 以内と判断する企業の業種別割合

そ 他

23,5%

化学工業

石油石炭

製品製造業

12,8%

電気機械器具

10.2%

資14-24図* SDN実 現時期別予測の累計表

示

A

100一

、

1

50一

/
三 三 五 十 十

6年 年 年 賃
内 後 後 後 上

後
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D.使 用 機 器

資14-25図* オンライン使用中のCPU型 別割合

(現状)

資14-27図*

、

オンライン使用中の端未機の型式

割合(現 状)

超 大 型

、19.3%

中 型

28.4%

そ

他

5%

総 台 数

299台

(171社)

大 型

49.8%

CRTデ ィスプレイ

プ リンタ

7.59・

テ ラー ズ ・マ'シソ

15.4%

そ の 他

7.270

総 数

20,327台

(172社)

紙 テ ープ ・カー ド ・リー ダイ

25.1%

ノ

資14-26図* オンライン使用予定のCPU端 未機の

型式割合

資14-28図*オ ンライン使用予定の型別割合

超 大 型

27.8%

中 型

32.9%

総 台 数

590台

(171社)

大 型

39.3%

リモー ト・パッチ/SMART

ター ミナル

プ リン タ

6.8%

そ の 他

9.5%

総 数

26,148台

(172社)

キーボー ド/
タイプライタ
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15.1972年 版 白書 コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況 調 査

項 目

1.調 査 の 概 要

2.コ ン ピュータ利用状況

Aコ ンピュータシステム導入経

過年数

B他 社CPU利 用の端末機保有

状況

C5年 後の予想規模分布

Dコ ン ピュ ー タ セ ッ ト保 有 状 況

E周 辺 機 器 の 台数

Fコ ン ピ ュー タ使 用 時 間

Gコ ン ピュ ー タ部 門 の運 用 経 費

Hコ ン ピ ュー タ部 門 の 勤務 制 度

1コ ン ピ ュー タ要 員 と待遇

J－ 般 的 な コ ン ピ ュー タ教 育

Kコ ン ピ ュー タの 導 入 効果

L適 用 業 務

Mス ル ー プ ッ ト ・タ イ ム と平 均

ジ ョブ数

N使 用 言 語

0ア プ リケ ー シ ョン ・プ ロ グ ラ

ムの 使 用 頻 度

Pプ ロ グラ ム の開 発 状 況

3.未 導 入 企 業 の 状 況

4.計 算 セ ン ターーー一の利 用 状 況

5.各 界 に対 す るユ ーザ ー の 要 望

付 ア ン ケー ト回 答社 の 各 種分 布 お

よ び平 均

本 節 の 掲 載 表

資15-1-3表

資15-4表

資15-5表

資15-6～10表

資15-11,12表

資15-13,14表

資15-15表

資15-16表

資15-17～27表

資15-28～31表

資15-32～36表

資15-37～44表

本文第4部 第4章 における関連表

(本文200頁)

4-4-1表

4-4-2,3表

4-4-4,5表

4-4-6,7表

4-4-8～12表

4-4-13表

4-4-14～18表

4-4-19,20表

4-4-21表

4-4-22表

4-4-23～26表



資15-1表 業種別 ・バッチ処理システム導入経過年数分布

＼ '導入後経過年数 一

年

未

満

≡
1
三
年

三
年
～
五
年

五
年
～
≡
年

δ
年
以
上

合

計

一 次 産 業 該 当数

%'『

0

.0

5

55.6

2

22.2

1

1L1

1

11.1

9

100.0

二 次 産 業
該当数
`%

16

3.2

168

33.4

'147

29.2

147

29.2

25

5.0

503

100.0

三 次 産.業 該当数
%

19
3.3

160
27.8

185
32.1

184
31.9

28
4.9

576
100.0

公 務
該当数
%

3

3.7

15
18.8

20
25.0

38
47.5

4'
5.0

80
100.0

全 産 業 該当数%
38

3.3

348
29.8

354

3σ.3

370

31.7

58

5.0

1168

100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業 該当数%
1

4.3
㌧52
1.7

7
30.4

8
34.8

2

8.7

23

100.0

化 学 工 業 該当数%
2
2.5

19
23.7 .

19
23.7

35

43.8

5

6.3

80

100.0

石 油 製 品製 造業 該当数%
0'

.0

3

33.3

2

22.2

2

22.2

2

222
9

100.0

鉄 鋼 業 該当数%
0

.0
8
36.4

5

22.7

6

27.3

3

13.6

22

100.0

電気機械器具製造業 該当数%
1

1.7

23

39.7

15

25.9
15
25.9

4

6.9

58
100.0

輸送用機械器具製造業
該当数
%

1

2.4

17

40.5

11

26.2

11

26.2

2

4.8

42

100.0

卸業 ・小売業 ・商 社
該当数
%

8
5.6

45

32.4

48

33.8
37
26.1

3

2.1

142
100.0

金 融 業 該当数%
3

2.5

33

27.7

41

34.5

40

33.6

2

1.7

119
100.0

生 命 保 険 業
〔含代理業・サービス菊

該当数
%

0
.0

0
.0

1

10.0

4
40.0

5

50.0

10

100.0

損 害 保 険 業
恰 代理業・サービス菊

該当数
%

0

.0

0
.0

2

33.3

4

66.7

0
.0

6

100.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
該当数
%

1
7.7

0
.0

2

15.4

6

46.2

4
30.8

13
'100 .0

広告 ・調 査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業
該当数
%

0

.0

4

40.0

4

40.0

2
20.0

0

.0

10

100.0

情報処理サービス柔'
ソ フ ト ウ ェ ア 業

該当数
%

2
2.4

17
20.5

26

31.3

36

43.4

2

2.4
83
100.0

資15-2表 業種別 ・リモ ー ト・バ ッチ処理 システム導入経過年数分布

導入後経過年数
一

年
未

満

≡
～
三

年

三
年
～
五

年

五
年
～
δ
年

δ
年
以上

合

計

一 次 産 業 該当数
%

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

ご 次 産 業 該当数
%

14
36.8

13
34.2

7
18.4

2
5.3

2
5.3

38
100』

三 次 産 業 該当数
%

9
23.7

16
42.1

3

7.9

9
23.7

1
2.6

38

100.0

公 務 該当数%
1
50.0

0
.0

1
50.0

0
.0

0
.0

2
100.0

会 産 業 該当数 、%
24
30.8

29
37:2

11
14.1

11
14.1

3
3.8

78
100.0

主

な

業

種

繊 維 工 業 該当数%
2

66.7

1
33.3

0
.0

0
.0

0
.0

3
100.0

化 学 工 業 該当数%
1

33.3

1

33.3

0
.0

1

33.3

0

.0

3

100.0

石 油 製 品 製造 業 該当数%
1

100.0

0

.0

0
.0

0

.0

0

.0

1

100.0

鉄 鋼 業 該当数%
1
5b.o

0

0

1

50.0

0
.0

0
.0

2

109・o

電気機械器具製造業 該当数%
3

37.5

2

25.0

3

37.5

0

.0

0

.0

8

100.0

輸送用機械器具製造業
該当数
%

2

50.0

1
25.0

1
25.0

0

.0

0

.0

4

100.0

卸業 ・小売業 ・商社
該当数
%

1

14.3

5

71.4

0
.0

1

14.3

0

.0

7

100.0

金 融 業
該当数
%

3

33.3

2

22.2

1
11.1

3
33.3

0
.0

9
100.0

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス閣
該当数
%

0
.0

2
100.0

0
.0

0

、0

0
.0

2

100.0

損 害 保 険 業

{含代理業・ーサーピス菊
該当数
%

0
.0

0

.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

電 力 ・ガ ス 事 業
該当数
%

0

.0

0
.0

d
.0

0
.0

0
.0

0
.0

広 告 ・調 査 ・情報

提 供 サ ー ビ ス 業
該当数
%

0
.0

0

.0

0

.0

1

100.0

0

.0
1

100.0

情報処理サービス業・
ソ フ ト ウ エ ア業

該当数
%

1

4

57.1

2

28.6

0

.0

1

14.3

0

.0、

7

100.0

㌫

ti

P

|

ve

望

齢
べ



資15-3表,業 種別 ・リアル ・タイム処理 システム導入経過年数分布

導入後経過年数
一

年

未

満

≡
～
三

年

三
年
1
五

年

五

年
～
≡
年

δ
年
以
上

合

計

一 次 産 業 該当数
%

0
.0

1.
100.0

0
.0

0

.0
0
.0

1
100.0

二 次 産 業 該当数
%

17

4L5

18
43.9

3

7.3

3

7.3
0
.0

41
100.0

三 次 産 業 該当数%
24

34.8

26

37.7

10
14.5

8

1工6

1

1.4

69
100.0

公 務 該当数%
3
60.0

2
40.0

0
.0

0

.0
0

.0

5
100.0

企 産 業 該当数%
44
37.9

47

40.5

13

1L2

11

9.5

1

.9

116

100.0

主

な

※

種

繊 維 工 業 該当数%
2

50.0

2

50.0

0

.0
0
.0

0
.0

4

工00.0

化 学 工 業 該当数%
4

30.8

6

46.2

1

7.7

2

15.4

0
.0

13
100.0

石 油 製 品製 造 業 該当数
%

1
100.0

0

.0

0
.0

0
.0

0

.0
1

100.0

鉄 鋼 業 該当数%
1

33.3

1

33.3

1

33.3

0
.0

0
.0.

3
100.0

電気機械器具製造業 該当数%
2
40.0

3
60.0

0
.0

0
.0

0
.0

5
100.0

倫送用機械器具製造業
該当数
%

2
40.0

2

40.0

0

,0

ユ

20.0

0
.0

5
100.0

卸業 ・小 売業 ・商社
該当数
%

3

50.0

'2

33.3

0

.0

1

16.7

0

、0

6
100.0

金 融 業 該当数%
12
37.5

11

34.4

5

15.6
4

12.5

0
.0

32
100.0

生 命 保 険'素
槍代理業 ・サービス菊

該当数
%

3

50.0

3
50.0

0
.0

0

.0

0

.0』

6
100.0

損 裂:保 険 業
(含代理業・サービス菊

該当数

、%

0

.0

0

.0

0
.0

0

.0
0
.0

0
.0

電 力 ・ガ ス 事 業
該当数
%

0
.0

1
33.3

1

33.3

1
33.3

0
.0

3
100.0

広 告 ・調 査 ・†澱

提 供 サ ー ビ ス 業
該当数
%

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0
0
.0

0

.0

W報 処理 サー ビス簗 ・

ソ フ トウ ェア業
該当数
%

4
80.0

1
20.0

0

.0

0
.0

0
.0.

5
100.0

資15-4表 業種別 ・他社CPU利 用端末機保有状況

現 在

保 有社 数

現在業種別

総 台 数

1社 当 り

平 均台 数

5年 後他社
CPU利 用

端 末 機
保 有 社 数

5年 後予想

業 種 別

総 台 数

5年 後予想

1社 当 り

平 均 台 数

一 次 産 業 0 0 .0 0 0 .0

二 次 産 業 27 37 1.4 37 206 5.5

三 次 産 業 22 62 2.8 27 479 17.7

公 務 0 0 .0 1 1 1.0

全 産 業 49 99 2.0 65 686 10.5

主

な

業

種

繊 維 工 業 1 1 1.0 1 5 5.0

化 学 工 業 4 4 LO 6 22 3.6

石 油 製 品 製 造 業 0 0 .0 1 1 LO

鉄 鋼 業 0 0 .0 1 1 LO

電気機械器具製造業 6 12 2.0 6 42 7.0

輸送用機械器具製造業 0 0 、0 5 30 6.0

卸 業 ・小 売業 ・商 社 5 24 4.8 5 49 9.8

金 融 業 9 20 22 9 362 402

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
0 0 .0 0 0 .0

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
0 0 .0 0 0 .0

電 力 ・ガ ス 事 業 1 1 Lo 2 19 9.5

広 告 ・調 査 ・情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
,

0 0 .0 1 15 15.0

情報処理サー ビス業 ・
ソ フ ト ウ エ ア 業

1 1 1.0 4 13 3.2

㌫
oo
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資15-5表 業 種別 ・型別 ・保 有セ ッ ト数平均

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

ミ ュ

ニ1

コ タ

ン1

ピ

そ

の

他

総 セ

ツ

平 ト

均 数

一 次 産 業 .0 .0 2.0 1.0 1.0 1.0 .0 .0 .0 1」

二 次 産 業 1.6 2.3 1.7 1.6 1.4 1.2 2.5 2.5 L7 2.0

三 次 産 業 1.9 2.1 1.7 1.5 1.2 1.2 L5 2.5 2.4 1.9

公 務 .0 1.0 1.5 1.5 1.0 1:2 1.3 1.0 .0 2.2

全 産 業 平 均 1.8 2.1 1.7 1.5 1.3 1.2 1.9 2.4 2.1 1.9

主

な

業

種

繊 維 工 業 .D 1.2 1.0 1.2 2.0 1.6 1.5 1.0 .0 2.3

化 学 工 業 .0 1.0 1.2 1.3 1.3 1.2 3.6 1.0 .0 1.8

石 油 製 品 製 造 業 .0 1.0 2.0 3.0 2.6 1.0 2.0 .0 .0 2.7

鉄 鋼 ・業 .0 7.0 13.5 1.6 2.6 1.4 ,ユ ・0 .0 .0 4.8

電気機械器具製造業 3.0 2.0 1.5 2.6 1.9 1.3 5.4 .0 1.0 3.0

輸送用機械器具製造業 1.0 3.0 3.4 1.6 1.5 1.0 1.0 5.0 .0 ・2
.6

卸業 ・小売業 ・商 社 .0 1.0 1.3 1.1 1.1 1.3 1.6 5.0 7.O 1.6

金 融 業 2.0 2.6 1.5 1.3 1.1 1.0 2.0 1.0 1.5 2.1

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
.0 2.8 2.6 1.5 1.0 1.0 .0 1.0 .0 4.3

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
.0 1.5 1.5 1.5 1.0 .0 1.0 .0 .0 1.8

電 力,・ ガ 、ス 事 業 1.0 1.0 L5 1.5 1.6 2.0 1.0 16.0 .0 3.6

広 告 ・ 調 査 ・ 情 報

提 供 サ ー ビ ス 業
.0 .0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 .0 .0 1.2

情 報 処 理 サ ー ビス 業 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 業
2.0 1.2 1.5 2.1 1.3 1.1 1.2 1.0 1.0 2.2
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資15-6表 シ ステム別 ・1セ ッ ト当 り月間使用時間分布(ラ ン+デ バ ッグ)

保
有
社
数

回"答

襲爵

セ

回

答

数

δ
o
時
間
未

δ
O

⊥
五

三
〇

三
〇

二
〇
〇

三
五

二
五
〇
`
三
〇

三

〇
〇
～
三
五

三
五
〇
1
四
〇

四
〇
〇
1
四
五

四
五
〇

±
o

五
〇
〇
1
五
五

五
五
〇
時
間
以

総
平
均
時
間

フ 満 o o O O o o o O o 上
ト
数

時
間
時間 時間 時

間
時
間
時
間
時
間
時
間
時
間

1123 665 581 44 107 169 108 55 39 17 20 9 4 9 206.6
1パ ッ チ %

100.0 7.6 18.4 29.1 18.6 9.5 6.7 2.9 3.4 1.5 .7 1.5

49 23 12 2 3 1 0 2 2 0 1 0 1 0 172.9
2リ モ ー ト ・パ %
バ ッチ 100.0 16.7 25.0 8.3 0 16.7 16.7 .0 8.3 .0 8.3 .0

110 137 78 8 5 3 8 9 9 4 .8 4 6 ユ4 409.8
3リ ア ル ・タイ %
ム 100.0 10.3 6.4 3.8 10.3 11.5 11.5 5.1 10.3 5.1 7.7 17.9

資15-7表 シ ステム別 ・1セ ッ ト当り月間 ラン ・タイム分布

保 回 回 一 一 一 二 二 三 三 四 四 五 五 総
有 答 答 ○ ○ 五 ○ 五 ○ 五 ○ 五 o 五 平
社 社 ○ o o o o o ○ ○ ○ O o 均
数 合 数 時 ～ ～ 1 ～ ～ ～ | ' ～ 時 時
計 間 一 二 二 三 三 四 四 五 五 間 間
セ 未 五 ○ 五 O 五 O 五 ○ 五 以
ツ 満 ○ ○ ○ O ○ O ○ o ○ 上
ト 時 時 時 . 時 時 時 時 時 時
.数 間 間 問 間 間 間 閥 間 間

■"←

1123 656 577 84 169 153 83 35 21 15 10 1 '2
4 169.0

1バ ッ チ

% 100.0 14.6 29.3 26.5 14.4 6.1 3.6 2.6・ 1.7 .2 .3 .7

49 23 ユ2 2 4 1 2 1 0 1 1 0 0 0
'139
.3

2リ モ ー ト・パ

ッチ % 100.0 16.7. 33.3
『8

.3 16.7 8.3 .0 8.3 8.3 .0 .0 .0

!110 128 71 5 5 4 12 11 6 8 1 6 3 10 375.8
3リ ア ル ・タイ

ム % 100.0 7.0 7.0 5.6 16.9 15.5 8.5 11.3 ユ.4 8.5 4.2 14ユ

資15-8表 シ ステム別 ・1セ ッ ト当り月間デバ ッグ ・タイム分布

、

保 回 回 二 二 四 六 八 一 一 二 総
有 答 欠 ○ ○ ○ ○ O ○ 五 o 平
社 社 【コ 時 ～ ～ ～ ～ O ○ O 均
数 合 数 間 四 六 八 一 1 i 時 時
計 以 O ○ O ○ 一 二 間 間'
セ 下 時 時 時 ○ 五 ○ 以
ツ 間 間 間 時 O ○ 上
ト 間 時 時
数 間 間

」

1123 621 550 141 149 110 60 35 42 10 3 42.7

1バ ッ チ

% 100.0 25.6 27.1 20.0 10.9 6.4 7.6 ユ.8 .5

49 19 10 2 2 2 1 1 2 0 0 40.6」

2リ モ ー ト ・バ

ッチ % 100.0 20.0 20.0 20.0 10.0 10.0 20.0 .0・ .0

110 117 63 6 13 12 9 6 11 2 4 68.6

3リ ア ル ・タイ

ム % 100.0 9.5 20.6 19.0 14.3 9.5 17.5 3.2 6.3
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資15-9表 シ ステム別 ・1セ ッ ト当 り月間ダウン ・タイム分布

保 回 回 一 一 二 三 四 五 六 七 八 九 一 総
有
社
答
社 答 ○時 ○

～
○
～
O
～
○
～

○

～

○

～

○

1

○

～

○

～

○
○
平
均

数 合 数 .間 二 三 四 五 六 七 八 九 一 時 時
計 以 O ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 間 間
セ 下 時 時 時 時 時 時 時 時 ○ 以
ツ 澗 間 間 間 間 間 間 間 時 上
ト 間
数

1123 461 390 262 90 22 7 3 3 1 0 0 0 2 9.6

1パ ッ チ
.

% 100.0 67.2 23.1 5.6 1.8 .8 .8 .3 .0 .0. .0 。5

49 11 9 7 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4.2

2リ モ ー ト ・バ

ッチ % 100.0 77.8 22.2 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

110 129 58・ 45 5 4 0 2 2 0 0 0 0 0 7.3

3リ アル ・タ イ
ム % 100.0 77.6 8.8 6.9 .0 3.4 3.4 .0 .0 .0 .0 .0

資15-10表 シ ステム別 ・1セ ッ ト当 り月間 メンテナ ンス ・タイム分布

保 回 回 一 一 二 三 四 五 六 七 八 九 一 総
有 答 答 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 平
社 社 時 ; ～ ～ ～ ～ 1 ～ ～ ～ ○ 均
数 合 数 間 二 三 四 五 六 七 八 九 一 時 時
計 以 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 間 間
セ 下 時 時 時 時 時 時 時 時 ○ 以
ツ

ト

数

間 間 間 間 間 間 間 間 時間 上

1123 586 499 248 151 58 18 8 7 1 1 1 3 3, 14.0

1パ ッ チ

% 100.0 49.7 30.3 11.6 3.6 1.6 1.4 .2 2 .2 .6 .6

49 27 14 5 2 3 1 0 0 1 1 0 1 0 16.1

2リ モ ー ト ・パ

ッチ % ユ00.0 35.7 14.3 21.4 7.1 .0 .0 7.1 7.1 .0 7.1 .0

110 159 79 15 17 19 13ト 4 5 4 0 2 0 0 34.0

3リ ア ル ・ タ イ

ム % 100.0 19.0 21.5 24.1 16.5 5.1 6.3 5.1 .0 2.5 .0 .0
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資15-11表 業 種別 ・1社 当り要員数平均

'

念

度 パ オ プ S ⑰ 合
務 ン ぺ 口

そ チ レ グ 理
の ヤ 「 ラ

他 | ・タ マ E 口 計

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計

一 次 産 集 .1 .6 .7 .0 7.7 7.7 L1 1.5 2.6 4.8 .6 5.5 3.7 .0 3.7 1.4 .0 1.4 1L3 10.6 22.0
F

a

二 次 産 粟 .6
'3
.3 4.0 .2 10.5 10.8 4.6 1.3 5.9 8.6 1.5 10.2 4.8 .0 4.8 2.5 .0 2.5 21.6 16.9 38.5

・

三 次 産 桑 2.6 4.6 7.3 .o 13.8 1乱9 6.6 1.4 8.0 10.5 1.5 12.0 4.0 .1 4.1 3.5 .0 3.6 27.4 2L7 49.2

公 務 2.0 1.4 3.5 .1 9.1 9.3 3.4 .5 3.9 9.2 .8 10.】 2.9 .0 2.9 2.2 .1 2.3

「

20.1 12.1 32.2
1

,

全 産 業 1.7 3.8 5.5 .1 12.0 12.2 5.4 1.3 6.8 9.5 L5 11.0 4.2 .0 4.3 3.0 .o 3.0 24.2 〕8.8 43.1

自 殺 主 菜 1.3 3.9 5.3 ,0 18.3 18.3 5.5 1.3 6.9 11.8 3.0 14.8 8.1 .0 8.1 2.8 .0 2.8 29.7 26.6 56.3

化 学 主 菜 .6 3.8 4.5 .0 8.7 8.7 2.6 L4 4.0 5.9 1.4 7.3 4.8 .0 4.8 2.5 .0 2.5 16.5 155 32.0

主

石油製品製造菜 1.0 6.0 7.0 .0 10.5 10.5 10.1 .5 10.6 9.7 L7 1L5 6.6 ,0 6.6 2.5 .0 2.5 30.1 18.8 49.0

鉄 鋼 菜 3.5 8.0 11.5 5.0 23.9 29.0 28.1 2.5 30.6 51.8 9.5 6L4 11.0 .0 11.0 9.6 .0 9.6 109.2 44.0 153.3

「

厳㈱鯛呉製造棄 ,8 7.6 8.5 .1 】6.8 17.0 8.2 1.9 10.2 1L8 L2 13.1 7.3 .0 ア.4 3.6 .0 3.6 32.2 27.7 60.0
・

な 陥活用機械留具製

造棄

1:3 5.0 6.4 ,0 15.4 15.4 5.0 L5 6.6 9.2 2.7 12.0 8.2 .5 8.7 3.7 .0 3.8 27.7 25.4 53.1

卸 藁 ・小 発案 ・

商社
.5 3.1 3.6 .0 9.4 9.4 2.3 1.1 3.4 4.6 .8 5.4 2.0 .0 2.0 1.6 .o L7 11.2 14.5 25.8

案
金 融 業 1.7 6.4 8.2 .0 11.3 1L3 7.4 2.6 10.1 14.1 L8 16.0 4.0 .0 4.1 4.1 .0 4.1 3L5 22.4 53.9

生 命 保 険 票
3.1 16.4 19.5 .0 52.8 52.8 27.4 10.6 38.0 30.3 2.1 32.4 6.0 .7 6.7 .1 9.0 75.7 82.7 158.4

(含代醸 ・サービス剰 『9

損 害 保 険 業
5.5 30.1 36.6 .3 7.3 7.6 4.8 1.5 6.3 20.0 4.6 24.6 5.1 .1 5.3 8.3 .o 8.3 45.1 43.8 89.0

{含代醗 ・サーピ欄
》; ,

種

電力.・ガス0糠■ 乳q 6.5 13.5 ,0 3L5 31.5 13.7 3.6 17.3 17.5 2.0 19.5 12.1 .6 12.7 12.9 .0 13.0 63.3 44.3 107.7
. '

.

広告 ・調査 ・情報 :

1.6 2.1 3.7 ,0 10.6 10.6 4.6 1.3 5.9 4.9 L3 6.2 3.9 、7 4.6 4.2 .1 4.3 19.2 16.1 35.3

提供サー ビス業

矯腿 サーピ鳩 ・

5.0 7.4 12.5 .1 29.3 29.4 12.3 .7 13.0 16.7 4.0 20.8 5.4 .1 5.6 5.4 .3 5.7 45.2 42.1 87.4
ソ7ト ウ エ ア 皐



資15-12表 業種 別 ・職種別 ・残業時間平均

－
P 庶 ・

務
そ
の

他
.

パ

ン
チ

↑

オ ・
ベ

レ

|

タ

プ

ロ.

'グ

.ラ

マ
.

S

E

管

理

職

男 女 男1憤 男 女 男 女 男 女 男 女

一 次 産 業 .0 .o .0 6.6 33.0 6.7 36.9 5.0 29.7 .0 15.4 .0

二'次 産 業
.19
.8 7.3 12.0 5.5 22.6 7.0 24.1 9.2 24.9 8.9 8.1 7.6

三 次 産 業 152 6.5 20.8 8.0 25.1 7.4 27.6 8.7 24.4 4.0 11.3 10.8

公 務 14.5 4.7 10.5 2.8 23.4 8.4 26.8 99 29.2 15.3 16.8 3.0

全 産 業 平 均 15.9 6.7 13.1 6.8 24.2 7.2 26.3 9.0 24.9 6.1 10.4 9.3

主

な

業

種

繊 維 工 業 8.3 4.0 .0 3.8 14.9 5.4 20.9 9.5 17.1 .0 3.7 .0

化 学 工 業 12.4 6.6 .0 5.3
・

23.8 5.4 23.1 8.3 18.3 6.0 3.4 』

石 油 製 品 製 造 業 27.5 6.0 .0 4.3 26.8 8.4 30.9 6.3 19.6 .0 2.1 :o

鉄 鋼 業 12.2 5.6 12.b 6.6 14.2 8.5 14.0 8.7 17.3 .0 .9 .0

電気機械器具製造業 19.0 7.4 5.0 4.9 22.4 4.3 28.8 9.4 28.8 .0 6.8 1510

輸送用機械器具製造業 38.1 15.7 .0 7.3 33.9 10.7 39.6 13.2 37.8 7.0 25:'4 .5.3

御楽 ・小 売 業 ・商 社 9.0 4.5 8.3 5.2 25.5 7.6 26.7 6.7 25.5 .0 12.7 26

金 融 業 14.5 7.1 20.0 5.2 2L4 9.4 30.3 8.5 27.5 14.5 17.3 .0

生 命 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
24.6 7.0 .0 4.2 15.5 L5 20.3 3.3 33.6 .0 21.8 10.0

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス業)
10.6 5.4 23.O 5.1 20.0 2.2 28.3 3.0 25.6 30.0 18.8 .0

電 力 ・ ガ ス 事 業 8.6 2.1 .0 2.1 17.6 4.0 24.9 5.1 16.8 .0 5.1 5.0

広 告 ・調 査 ・情 報
提 供 サ ー ビ ス 業

20.0 5.1 .0 6」 29.1 8.1 32.5 4.0 28.9 .0 2.7 16.0

情報処 理サービス業 ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

26.4 8.6 30.1 12.5 33.3 10.4 33.1 9.7 26.7 6.0 9.8 12.1

■

資15-13表 産 業別 ・1社 当 りコンピュータ教育実施 状況

今

1部

長
以
上

摯
係
長

一

般

職

新
入
社
員

社 内教 育
参 加 人 員 .0 .0 10.0 100.0

平 均 時 間 .0 .0 1.0 3.3一 次 産 業
メ ー カ 教 育 参 加 人 貝 .0 .3 6.6 .6

そ の 他 参 加 人 貝 .0 、O .0 .0
「 「 一..

二 次 産 業

社 内 教 育
参 加 人 貝 1.1 8.1 25.0 27.2

平 均 時 間 1.6 3.1 11.8 9.9

メ ー カ 教 育 参 加 人 ・・貝 ,9 1.4 5.4 1.8

そ の 他 参 加 人 員 .1 1.1 2.7 .3

社 内 教 育
参 加 人 員 2.5 13.2 30.2 32.9

平 均 時 間 1.3 3.3 6.1 12.0
三 次 産 業

メ ー カ 教 育 参 加 人 貝 .5 1.2 3.6 L2

そ の'他 参 加 人 買 、4 2.3 3.5 10.1』

'庁 内 教 育 参 加 人 員 .1 9.3 56.7 10.4

平 均 時 間 .0 3.4 14.8 3.2公 務
メ ー カ 教 育 参 加 人 貝 .3 1.3 7.8 .1

そ の 他 参 加 人 員 .0 .3 Ll .0

全 産 業

社'内 教 育
参 加 人 貝 1.7 10.7 29.7 29ユ

平 均 時 間 1.3 3.2 9.2 10.4

メ ー カ 教 育 参 加 人 貝 .7 1.3 4.7 1.4

そ の 他 多 加 人 日 .2 1.6 3.0 5.2

資15-14表 導入経過年数別 ・教育上問題点の分布

適

当

な

教

材

が

な

い

適

当

な

り

|

ダ

が

い

な

い

適

切

な

教

育

機

関
が

・な

い

費

用

が

か

か

り

す

ぎ

る

時

間

的

な

余

裕

が

な

い

社
員

習
ン

三
1
タ
に
無
関

心

管
理
者

誓
ン

三
|
タ
に
無
関
心

そ

の

他

合

計

1年 未満 記入数
%

3

10.0

2'

6.7

1

3.3
4
13.3

26
86.7

6
26.7

5
16.7

0
.0

30
100.0

1～3年 記入数
%

69
26.6

51
19.7

32
12.4

35
13.5

194
74.9

45
17.4

72
27.8

3
L2

259
100.0

3～5年 記入数
%

80
27.3

60

20.5

31

10.6
57
19.5

229

78.2
46
15.7

54
18.4

4
1.4

293
100.0

5～10年
記入数
%

88
29.6

85
28.6

53

17.8
59
19.9

213
7L7

23
7.7

52
17.5

7

・2、1

297
100.0

10年 以上 記入数
%

16
3L4

17
33.3

5

9.8

10

19.6'
37
72.5

3
5.9

.5`
9.8

3

ξ・9

51
100.0

合 計 記入数
%

256
27.5

215
23.1

122
13.1

165
17.7

699
75.2

125

13.4

188

20.2

17

L8
930
100.0

口

u

P

|
w

望

』
Φ
co

/
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資15-15表 ア プリケーシ ョン ・プログラム使用頻度分布

使 用頻度 年
三
〇
〇
同
位

年

五
〇
同
位

年

δ
同
位

年

三ii

四
回
位

年

て

二
回
位

使
用
せ

丁
無
記
入

合
計
社
数

01

務

処

理

総合業務 記入数
% 6!;

13

1.1 8!8 !; 1!i
994
84.6

1,175

100.0

生産管理 ・生産計画 記入数
%

129
11.0

70
6.0 、;6

・9

.8 .;
862
73.4

在庫管理
記入数
%

248
21.1

136
11.6

156
13.3 .1 .1

621
52.9

原価管理 記入数
% ,1; 3讐

,261
22.2 、!1 1!1

811
69.0

販売管理 ・販売計画 記入数
%

328
27.9

124
10.6

165
14.0 .; .;

547
46.6

顧客管理 記入数
%

75
6.4 潟

171
14.6 1翌 !;

823
70.0

購買管理 ・資材管理 記入数% 133
11.3 ll;

185
15.7 .; .1

741
63.1

輸送管理 ・輸送計画
記入数
% 2そ ll; 5;i .; .!・

1050

89.4

財務管理 ・会計管理
記入数
%

192

16.3 ,1;
275

23.4 、!1 、膓
584

49.7
1

人事管理 ・給与計算
記入数
% 、駕 ,ll

701
59.7 .8 !1

357
30.4

自動審監査 ・自動診断
・記入数

% .] .; 1 .;
4.
.3

1157
98.5

徴集業務 記入数
% 3儂 、誓

68
5.8 .; 呈

1011
86.0

照介業務 記入 数
%., 4;1 、1; 1!i .1 .!

1071
91.1

そ の 他
記入数
% 2藷

18
1.5 ,背 呈 1%

1078
91.7

固
有
業
務

保険証券銀行業務
記入数
% ,!1 、!;

12
1.0 .1 .1

1066
90.7

公共公益業務 記入数
% .1 .; 1量

2
.2

6
.5

1138
96.9

医療業務
記入数
% .1 ] 1駕 .1 .8

1146
97.5

そ の 他
記入数
% .1 駕 .; .1 .}

1147
97.6

科

学

技

術

計

算

数理計画 ・数理科学
記入数
% 11; ,琵 ,1; 、!1 1駕

1050

89.4

シ ミュレー シ ョン言語
記入数
% .1 1}i 211 、驚

17
1.4

1093

93.'0

予測 ・解析
記入数
% 1!1 ,膓 ,li 、;; 3儂

984
83.7

数式処理言語 記入数
% 1ス 、元 、}1 .! .;

1110
94.5

構造解析 ・設計 記入数
% 、習 3署

20

1.7

10
.9 !1

1048

89.2

自動制御
記入数
% 111 .; .; .1 .1

1133
96.4

統計処理 記入数
% ,当 ,鰭 7ii

22
1.9 、}1

977
83.1

図形処理 記入数
% 111 1ヨ

8

、7 ] .量
1125
95.7

数値制御
記入数
% 1!i .! .1 .;

4

.3
1139
96.9

そ の 他 記入数
% .i .1 .1 .⑪

3

.3

1156

98.4

そ
の
他

分類 ・編集 ・変換
記入数
%

241
20.5 、言 ,;; }; ・』

830
70.6

情報検索 記入数
% 211 、ll 21; }1 .1

1048
89.2

教 育 記入数
% 、男

15
1.3 、り 呈 、1;

1096
93.3

そ の 他 記入数
% 、}; ,1 .1 .{ 3

1143
97.3

,



資15-16表 プ ログ ラム開発状況

開発主体
自
社

共
同

他
に

彊
記
実
回
無
回
総

開 開 委 入 答 答
発 発 託 数 社 社

数 数 数
メ共 サ と メ委 サ に そ
1同 1共 1託 1委
カ ピ同 カ ピ託 の
| ス | ス

プログラム と 機 に 機 他
関 関 .

管理業務処理
630 29 17 0 7 1 684 661 331 弧2

% 95.3 4.4 2.6 .0 1.1 .2 100.0

ア

事務処理%
879

96.6

56

6.2

18

2.0

7

.8

ユ8

2.0

0

.0

978

100.0

910 82 992

プ

リ

ケ

ー

予測問題%
169

84.9

25

12.6

5

2.5

4

2.0

1

.5

3

1.5

207

100.0

'
199 793 992'

シ

ョ

ン
最適化問題%

88

75.9

20

17.2

6=

5.2

3

2.6

0

.0

2

1.7

119

100.0

116 8761 992

.

プ
ロ

グ

ラ

スケ ジューリング問 題

%

73

82.0

12

13.5

1

1.1

2

2.2

0

.0

2

2.2

90

100.0

89 903 992

ム

数値制御
43 10 1 4 0 3 61 60 932 992

% 71.7 16.7 1.7 6.7 .0 5.0 100.0

そ の 他
118 10 2 3 4 2 139 12b 863 992

% 91.5 7.8 1.6 2.3 3.1 ユ.6 100.0

ユー ティ リティ ・プ ログラム
185 34 11 67 3 3 303 274 718 992

%
67.5 12.4 4.0 24.5 1.1 1.1 100.0

OS
22 23 4 47 0 1 97 96 896 992

% 22.9 24.0 42 49.0 、0 1.0 100.0

言 語 プロセ ッサ
26 6 6 47 1 ユ 87 84 908 992 .

% 31.0 7.ユ 7.1 56.0 1.2 1.2 100.0

そ の 他
28 11 0 7 1 2 49 48 944 992

% 58.3 22.9 .0 14.6 2.1 4.2 100.0

' . .

資15-17表 未 導入理由分布

回 費す コ不 コ入が 必 外機 そ 延
答 用ぎ ン十 ンす多 要 部関 ぺ
実 がる ピ分 ピるく 性 情の の 記
数 か ユ ユほな が 羅利 入
か | 1ど い な サ用 他 数
り タ タ業 い 1で
知 を務 ビ十
識 導量 ス 分'

記入数 63 16 10 21 ]2 11 4 74

% 100.0 25.4 15.9 33.3 19.0 17.5 6.3 117.5

資15-18表 資 本金別 ・導入予定期

直

ち

に

}
2
年
後
く
ら

};

↑

生
後
く
ら

}:

5

年以

上
あ
と

未

定

無
記
入数

合

計

v.
5千 万円未満

社数
%

0

.0

0

,0

2

50.0

0
.0

1
25.0

1
25.0

4
100.0

5千 万円～1億 円
社数
%

2

16.7

2

16.7

2

16.7

O
lO

ゴ

8.3
5.
4L7

ユ2

100.0

1億 円～10億 円
社数
%

1ユ

ユ2.1

]8

19.8

]2

13.2

1

1.1

ユ6

17.6

33

36.3

91

100.0

10億1]ト50億 円
社数
%

8

19.0

8

19.0

2

4.8

1

2.4

9

21.4

]4

33.3

42

100.0

50億 円～ ユ00億円
日数
%

0

.0

0
.0

0
.0

0

.0

0

.0

上

ユ00.0

1

100.0

]00億 円以上
社数
%

0

、0

2

66.7

0

.0

0

.0

0

.0

1

33.3

3

100.0

資本金なし 社数
%

1

50.0

1

50.0

0

.0

0

.0
0
.0

0
.0

2

ユ00.0

合 計
社数
%

22

14.2

31

20.0

ユ8

ユ1.6

2

1.3

27

17.4

55

35.5

]55

ユ00.0

㌫

ll

kj

P

|

w

望

ま



資15-19表 資 本金別 ・導入予定機種

超

大

型

大

型

A

大

型

B

中

型

A

中

型

B

小

型

超

小

型

二

;

三
|

タ

そ

の

他

無

記

入

合

計

5千 万円未満
社数
%

0

.0

0

.0

0

.0

2

50.0

0

.0

0

.0

0

、0

0

.0

1

25.0

1

25.0

4

100.0

5千 万円～1億 円
社数
%

0

.0

0

.0

0

.0

1

8.3

4

33.3

1

8.3

1

8.3

0

.0

0

,0

5

4L7

12

〕00.0

1億 円 一10低 円
社数

%

0

.0

0

.0

1

1.1

]0

11.0

25

275

11

12.1

4

4.4

2

22

工

1.1

37

40.7

91

100.0

10(白目一50億 円
社数

%

0

.0

0

.0

3

7.1

5

11.9

16

38」

0

.0

1

2.4

0

.0

2

4.8

15

35.7

42

100.0

50偲 円～100億 円
祉数
%

0

.0

0

,0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

l

lOO.0

100億円以上
社数

%

0

.0

1

33.3

0

.0

0

.0

1

33.3

0

.0

0

,0

0

.0

0

.0

1

33.3

3

100.0

資本金なし
社数

%

0

.0

0

.0

1

50.0

1

50.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

2

]00.0

合 計
社数
%

0

.0

1

.6

5

3.2

19

12.3

46

29.7

12

7.7

6

3.9

2

1.3

4

2.6

60

38.7

155

100.0

資15-20表 導入予定社の適用業務予定

主 主管 主の 主 主請務 総 そ 合
と と理 と把 と と求合 合
し し し握 し し書理 的 の
て て て て て作化 な
生 販 計 技 結成 経 他 計
産 売 理 術 与等 営
管 在 財 計 計の 管
理 庫 務 算 真裏 理

記入数 15 35 9 3 10 19 5 96

% 15.6 36.5 9.4 3.1 10.4 19.8 5.2 100.0
■

資15--21表 業 種別 ・回線利用の有無

回
収
総数

本数
間無

記
入

本か
問記
い入
ず実れ数

剰る
用
し

5

利な用
い
し

蕊

一 次 産 業 回収数
%

2 1 1
100.0

1
100.0 .⑪

二 次 産 業 回収数
%

96 15 81
100.0

29
35.8

52
64.2

三 次 産 業 回収数%
56 8 48

100.0
15
31.3

33
68.7

公 務
回収数
%

1 0 1
100.0 .8

1
100.0

全 産 業 回収数%
155 24 131

100.0

45
34.4

86
65こ6

主

な

業

種

繊 維 工 業 回収数%
8 0 8

100.0

2

25.0
6
75.0

化 学 工 業 回収数%
11 1 10

100.0
5
50.0

5

50.0

石 油 製 品 製 造 業 回収数%
2 0 2

100.0
2

100.0 .8

鉄 鋼 業
回収数
%

1 0 1
100.0 .8

1
100.0

電 気 機 械 器 具 製 造 業 回収数% 11 1 ユ0

100.0

3
30.0

7
70.0

輸送用 機械器具 製造業
回収数
%

3 1 2
100.0 .8

2
100.0

卸 業 ・小 売 業 ・商 社
回収数% 24 2 22

100.0
7
31.8

15
68.2

金 融 業 回収数%
8 0 8

100.0
2
25.0

6
75.0

生 命 保 険 ※(含代理業
・サー ビス業)

回収数
%

0 0 0 0 0

損 害 保 険 業(含代理業
・サー ビス業)

'

回収数
%

0 0 0 0 0

電 力 ・ ガ ス 事 業
回収数
%

2 1 1
100.0 .8

1
100.0

広 告 ・ 調 査 ・ 情 報
提 供 サ ー ビ ス 業

回収数% 0 0 0 0 0

'

情 報 処 理 サ ー ビス 業 ・
ソ フ ト ウ ェ ア 業

回収数
%

2 1 ユ

100.0 .8
1

100.0

台
o



資15-22表 業 種別 ・同線利用状況

回収

総
数

本数間

無
記
入

本数
間
祝
入
来

加
入電

信

専 フ用
田ラ)線
イ
(ン
オ利

専 ン用用
ラ)
線 イ
(ン
オ利

一 次 産 業 回収数
%

2 1 1
100.0

1
100.0

0
.0

0
.0

二 次 産 業 回収数%
96 67 29

ユ00.0

27
93.1

3
10.3

0
.0

三 次 産 業 回収数%
56 41 15

100.0
14
93.3

2

ユ3.3

0
.0

公 務
回収数
%

1 ユ 0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

全 産 業
回収数
%
155 110 45

100.0
42
93.3

5

1ユ.1

0
.0

主

な

業

種

繊 維 工 業
回収数
%

8 6 2
100.0

2
100.0

1
50.0

0
.0

化 学 工 業
回収数
%

11 6 5
100.0

5
100.0

0
.0

0
.0

石 油 製 品 製 造 業 回収数%
2 0 2

100.0

1

50.0

1
50.0

0
.0

鉄 鋼 業
回収数
%

1 1 0
.0

0
.0

0
.0

0

.0

電 気 機 械 器 具 製 造業 回収数%
11 8 β100

.0

3

ユ00.「0

0
.0

0
.0

輸送用機械器 具製造 業

、.

回収数
%

3 3 0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

卸悲 ・・小 売 業 ・商 社
回収数
%

24 17 7
100.0

6
85.7

1
14.3

0
.0

金 融 業 回収数%
8 6 2

100.0
2

100.0
1
50.0

0
.0

生 命 保 険 業(含代理業
・サー ビス業)

回収数
%

0 0 0
.0

'0

.0
0
.0

0
.0

損 、.,保 険 業(含代理業
・サー ビス業).

回収数
%

0
一 〇 0

.0
0
.0

0
.0

0
.0

電 力 ・ ガ ス 事 業
回収数% 2 2

.⑪
0
.0

0
.0

0
.0

広 告 ・ 調 査 ・ 情 報
提.供 ・サ ー ビ ス 業

回収数% 0 0 0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

情 報 処 理 サ ー ビス 業 ・
ソ フ ト ウ・エ ァ 業

回収数
%

2 2・ 0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

資15-23表 業 種別 ・回線利用予定

..「-.

回
収
総数

現
在
利用

回答

数

朱
利
用対

象致

う数
ち本

間
記入

実

3
年
以内

に
使
う

予ず
走れ
は使
なう

;}
い

料ば
金使がう

安
く
な
れ

将な
来いと

も
必
要
が

わ
か
ら
な
い

そ

の

他

一 次 産 業 回収数
%

2 1 1 0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

二 次 産 業 回収数
%

96 29 67 52

100.0

4

7.7

25

48.1

4

7.7

2

3.8

15

28.8

2

3.8

三 次 産 業
回収数
%

56 15 41 33

100.0

.5

15.2

・

13

39.4

2

6.1

5

152

8

24.2

0

.0

公 務
回収数
%

1 0 1 1
100.0

0
.0

1

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

全 産 業
回収数
%
155 45 110 86

100.0

9

10.5

39
45.3

6
7.0

7

8.1

23

26.7

2

2.3

主

な

業

.

種

織 維 工 業
回収数
%

8 2 6 6

100.0

0

.0

2

33.3.

0

.0

1

16.7

2

33.3

1

16.7

化 学 工 業
回収数
%

11 5 6 5

100.0

0

.0

2

40.0

0

.0

0

.0

2

40.0

1

20.0

石 油 製 品 製 造 業
回収敷
%

2 2 0 0

.0

0

.0

0

.0

0
.』

,0

.0

0

.0

0
,.0

鉄 鋼 菜
回収数
%

1 0 1 1

100.0

0

.0

1

100.0

0

.0

、

0

.o

0

.0

0

.0

電気機械 器具 製造業
回収数
%

11 3 8 7

100.0

2

28.6

2

28.6

0

.0

1

14.3

2

28.6

0

.0

輸送用機械器具製造業
回収数
%

3 0 3 2

100.0

0
.0

2

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

o

.o

卸 業 ・小 売 業 ・商 社
回収敗
%

24 7 17 15

100.0

2

13.3

7

46.7

1

6.7

1

6.7

4

26.7

0

.0

金 融 業
回収数
%

8 2 6 6

100.0

3

50.0

1

16.7

0

.0

2

33.3

0

.0

0

.0

生 ・.命 保 険 業

(含代理※ ・サービス業)

回収数
%

0 0 0 0

.0

0

.0

o

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

損 害 保 険 業

(含代理業 ・サービス菜)

回収数
%

0 0 0 0

.0

0

.0

0

.0

0

.o

0

.0

0

..O

0

.0

電 力 ・ ガ ス 取 集
回収数
%

2 0 2 1

100.0

0

.0

0

.0

0
.0

'1

100.0

0
.0
0
.0

広 告 ・ 調 査 ・ 情 報

提 供 サ ー ビ ス 司

回収孜
%

0 0 0 0

.0

.o

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

、0

0

.0

情 報処 理サ ー ビス菜 ・
ソ・フ ト ウ エ ナ 菜

回収数
%

2 0 2 1

100.0

0

.0

0

.0

o

.0

0

.0

1

100.0

0

.0

H
㎝

u

P

|

ve

連

込
o
べ



資15-24表 業 種別 ・情報 ネ ッ ト・ワークの要不要

回
収
総
数

水
問
無
記
人
数

『本

1漕
記
入
実
数

系
列
内

※ ネワ

界7|

内 トク

産 ネワ

業 フ1

悶 トク.

要
不
要 計 要

不
要
計 要

不
要 計

一 次 亜 渠 回収数

%

2 2 0

.0

0

.o

0

.0

0

,0

0

.o

0

.o

0

.0

0

.0

0

.0

o

.0

二 次 産 業
回収数

%

96 40 56

100.0

30

53.6

26

46.4

56

100.0

25

44.6

31

55.4

56

100.0

5

8.9

51

9L1

56

100』

三 次 亜 棄
回収致
%

56 22 34

100.0

]8

52.9

16

47.1

31

100.0

20

5a8

N

41.2

34

100.0

4

1L8

30

8&2

34

100.0

公 務

P

回収数

%

1 O 1

100.0

1

=00.0

0

.0

1

100.0

0

.0

1

】00.0

1

]00.0

0

.0

1

100.0

1

〕00.0

全 直 奏
回収数

%

155 64 9】

100.0

49

53.8

42

45.2

91

100.D

45

49.5

46

50.5

91

100.0

9

9.9

82

90.1

91

100.0

主

な

烹

姐 紙 工 集
回収敗

%

8 3 5

】DO.0

5

100.0

o

.0

5

100.0

o

.0

5

100」0

5

100LO

0

.0

5

100.0

5

100.O

化 学 工 菜
回収数

%

11 4 7

100.0

4

57」

3

42.9

7

100.0

4

57.1

3

42.9

7

100.0

o

.0

7

〕00.0

7

100.0

石 抽 製 品 製 造 菜
回収数
%

2 1 ハ

100.0

o

.0

1

100.o

1

10ρ0

0

.o

1

】DD.0

1

100.0

1

100.0

0

.0

1

100.0

鉄 鋼 桑
回収数

%・

1 o 1

100.0

1

100.0

0

.0

1

100.0

0

』

1

]0σ.O

1

100.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

皿気 概械器具製造菜
回収敗

%

11 3 8

100.0

6

750

2

25.0

8

100.0

2

25.0

6

75.0

8

100.0

0

.0

8

100.0

8
1⑳0

輸送川機械器具製造某
回収数

%

3 1 2

聖00.0

2

100.0

0

,0

2

100.0

0

.0

.2

100.0

2

=00.0

0

,0

2

!00.0

2

】00.0

卸某 ・小売某 ・商 社
回収数

%

24 5 】9

100.0

11

57.9

8

4Z1

19

100.0

12

63.2

7

36.8

19

100.0

2

10.5

17

89.5

19

100」0

金 融 業
回収数

%

8 4 4

!oo.o

2

50.0

2

50.0

4

100.0

2

50.0

2

50.0

4

100.0

0

.o

4

100.0

4

100」0

生 命 保 険 莱
ほ 代理業 ・サービス桑)

1nl収数

%

0 o 0

.0

0

.0

o

,0

0

.0

0

.0

0

,0

0

、0

0

.0

0

.o

0

.0

刷w保 険 茨

憤 代理業 ・サービス刻

回収数

x

0 o 0

.o

0

.0

0

.o

0

.o

0

.0

o

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

傾

田 力 ・ ガ ス 甲 案
回収数

%

2 2 0

.o

0

.0

0

.0

o

、0

0

.0

0

.0

0

.0

0

,0

0

.0

o

.o

広告 ・調 査 ・情{良

提 供 サ ー ビ ス 烹

回収数
%

o 0 0

,0

0

.0

0

.o

o

.0

0

.0

0

.0

0

.0

o

.0

0

.0

o

.0

情 報 処 理 サ ー ビ ス 某 ・

ソ フ ト ウ ェ ア 某

回収敗

%

2 1 1

100.0

1

100.0

0

.0

1

100.0

0

.0

.1

100.0

1

10D.0

0

.0

1

100.0

1

100.0

.rr-'一 ㎡・.-r－'A・.－A-.,

資15-25表 情 報ネ ッ ト・ワーク必要理 由項 目分布

.さ、

回 情得 代易 経る 計す 業 り そ 延
答
案
報らがれ 金 と

決な
費
節
画く
がな
務や
がす の

べ

記
数 容る 済る 約 た る ま く 他 入
易 が と て どな 数

数

に 容 な や まる

記入数 92 58 6 13 43 4 2 126

% 100.0 63.0 6.5 14.1 46.7 4.3 2.2 137.0

資15-26表 情 報 ネ ッ ト・ワーク不要理 由項 目分布

9'.

回 自 き 秘 お そ 延
答案 力 る

で
密 そ
が れ の

べ

記
数 解 洩 が 他 入

決 れ あ 数
で る る

記入数 43 30 9 5 44

% 100.0 69.8 20.9 11.6 102.3

資15-27表 回線使用情報処理利用計画の有無

回
収
総
数

本
間
無
記
入.
数

本
間
記
入
実
数

い
ま
直
ち
に
あ
る

1
年
以
内
に

3
年
以内

に

5.

年
以
内
に

:いま

は

.な
い

特 定 回 線
記入数
数%

155 53 102

100.0

0

.0
0

.0

7

6.9

1i

、o

94

92.1

公 衆 回 線
記入数
%

155 51 104

100.0

2

1.9

0

.0

5

4.8

2

1.9

95

91.3

私 設 回 線
記入数
%

155 52 103

100.0

0

.0

0

.0

3

2.9

4

3.9

96

93.2

電 々 サ ー ビス
編入数
%
155 37 118

ユ00.0

6

5.1

2

L7

ll

9.3

6

5.1

93

78.8

合
co



資15-28-1表 業種別 ・サービス機 関利用現況項 目分布

(全体)

資15-29-i表 業 種別 ・サ ービス機関利用予定項 目分布

(全体)

回

収

総

数

本間

無
記
人数

本間

回答

実数

計
算
の
委
託

パ

ン

チ
ン

グ

;の

多利

1刑

要習目会

教へ育
の
・出

講席

要
員
の
派
遣

プン
ログ

グ

ラ委
ミ託

保ピ

守ス

サ委

1託

調デ

査1

代タ
行収

:集

ヲ室鯉

ユ用
1代
歩行

そ

の

他

延
べ

記
入
数

一 次 産 業 記入数% 11 5 6
100.0

2
33.3

3
50.0

2
33.3

1
16.7 .1

1
16.7

l
I6.7 .⑪ .1

0
.0
10
166.7

二 次 産 業 記入数%
601
'2
19 352
100.0

101
28.7
207
58.8

74
2LO
194
55.1

42
11.9

58
16.5

93
26.4 1.{ 144.0 、.{ 791224.7

三 次 産 業 記人数%
636 286 350

100.0
78
22.3
202
57.7

47
13.4
16;
48.3

48
13.7

62
17.7
114
32.6 5}1

'22

6.3
14
4.0
775
221.4

公 務 記入数
%

82 23 59
100.0

17
28.8

39
66.1

6
10.2

35
59.3

8
13.5

9
15.3

26
44.1 ㌶ .3 1.1

143
242.4

金 産 業 記入数%
1330」 563 767

100.0
196
25.8

45正

58.8

129
18.R
399
52.0

98
12.8
130
16.9
234
30.5

25
3.3 ～1 2!i

1719
224.1

資15-28-2表 業種別 ・サー ビス機 関利用現況項 目分布

(導入済)

回

収

総

数

本間

無
記
入数

本
間
回
答
実数

計

算
の

委.
託

ノぐ

ン

チ
ン

グ

膓の

多利

1川

要習員会

教へ
育の
・出

講席

要
員
の
派
迎

プン

ログ

グ

ラ委
ミ託

保ピ

守ス
.

サ委

1託

調デ

査r

代歩
行収
・集

ヲ室`運

ユ用

1代
歩行

そ

の

他

延
べ

記
入
数

数

一 次 座 薬 記入数% 11 4 ?
100.0

2
28.57

3
42.86

2
28.57

2
28.57

4
57.14

2
28.57

1
14.29

1
14.29

.
2

28.57 品 19
271.43

二 次 産 業 記入数% 601 230 371
100.0

68
18.33

188
50.67

86
23.18

188
50.67

97
26.15

89
23.99

76
20.49

33
8.89

58
15.63

5
1.35
888
239.35

.

三 次 産 業 記入数
%

636 283 35368
100,019.26
L

195
55.24

73
20.68

177
50.14

72
20.40

80
22.66

100
28.33

43
12.18

50
14.16

5
1.42
863
244.48,

公 務 記入数%
82 25

,

578

1ρ0,014,04

34
59.65

831

14・0454・ 蓄

9
15.79

13
22.81

21
36.84

3
5.26

9
15.79

2
3.51
138
242.11

全 産 業 記入数
%
1330 542 788145

100,Ol8.53
420
53.30

169398
21.4550.51

182
23.10
＼184
23ほ5

198
25.13

80
10.]5

119

1!5・10

12
1.52
]908
242.13

資15-29-2表 業 種別 ・サー ビス機関利用予定項 目分布

(導入済)

回

収

総

数

本
間
無
記
入
致

本
間
回
答実

数

計
算
の

委
舵

パ

ン

チ
ン

グ

;の

ヲ利

1用

要習fl余

数へ育
の
・川

間席

要
員
の
派
遣

プン

ログ

グ

ラ委
ミ託

保ビ

守ス

サ委

1託

調デ

査 】

代歩
行収
・.集

コ室

さ運
ユ月】
1代
歩行

そ

の

他

延
べ

記
入
致

一 次 産 業 記入数% 9 4 5
100.0

1
20.0

3
60.0

2
40.0

1
20.0 .8 120.0 1

20.0 .8 .1 .6
9
180.0

二 次 産 業 記入数
%
505 205 30065

10G,021.7
189
63.0

63
21.0
176
58.7

36
12.0

・|0

13.3

87
29.0 1,; 4鷺 1.; 677225.7

三 次 産 業 記入数
%
580 262 31855

100,0!7.3
192
60.4

40
12.6
]60
50.3

47
14.8

55
17.3
1]4
35.8 、1] 膓; 3琵

710
223.3

-

公 務 記入敵%
81 23 5816

100,027.6
38
65.5 &1

34
58.6

7

12.1

8
13.8

26

44.8 &] .1 1.}
137
236.2

全 産 業 記人数%
1175 494 681137

100.02α1

422
62.0
110371
16,254.5

90
13.2
]04
15.3
228
33.5 211蠕{

16
2.3
1533
225.1

回

収

総

数

本
間
無
記
人数

水
問
回
答
実数

計
算
の
委
託

パ

ン

チ
ン

グ

;の

麺

1用

要習
員会教
へ
育の
・出
講席

要
員
の
派
遣

ブン
ログ

グ
ラ委
ミ託

保ピ

守ス

サ委

1託

調デ

査1

代タ

行収
・集

コ室

逗
ユ用
1代
タ行

そ

の

他

延
べ

記
入
数

一 次 産 集
.

記入数
%

9 3 6
100.0

1
16.67

3
50.00

2
33.33

2
33.33

4
66.67

2
33.33

1
16.67

1
16.67

2
33.33 .。8

】8

300.o〔

二 次 産 業 記入数%
505 191 314

100.0

・53

16.88

172
54.78

76
24.20

160

50.96

田

26.43

76
24.20

62
19.75

27
8.60

52

16.56

4

1.27

764

243.31

三 次 産 業 記入数%
580 261 3]9

100.0
58
18.18

]83
57.37

68
21.32

161

5し.47

68
21.32

77
24.14

95
30.09

4〕

12.85

50
15.67

4

】.25

806
252.6C

公 務
」

記入数
%

81 25 56
100.0

8
14.29

33
58.93

8
14.29

30
53.57

9
16.07

13
23.21

20

35.71

3
5.36

8
M.29

2
3.57
134
239.29

全 産 業 記入数.%
1175 480 695

100.0.

11.9
17.12

391
56.26

154
22.16

353
50.79

164
23.60

168
24.17

179
25.76

72
10.36

112
16.12

10
1.44
1722
247.77 戸

a

資15-28-3表 業 種別 ・サー ビス機関利用現 況項 目分布

(未導入)

.

回

収

総

数

本
問
無配

入数

水
問
回
答
実数

計
算
の
委
託

パ

ン

チ
ン

グ

マの

シジ
利

1用

要留
目会費
へ

育の
・出

講席

要
員
の
派
遣

プン
ログ

グ
ラ委

ミ託

保 ピ

守ス

サ委

1託

調デ

査1

代歩
行収
・集

コ室

諮
ユ用
1代
歩行

そ.

の

他

延
べ

記
入
数

一 次 産 業 記入数
%

2 1 1

100.G

1
100.0

0

,0 .6 .⑪ 00
.0.0 .1 .1 .8 .⑪

1
100.0

二 次 産 業 記入数
%

96 44 52

i◇0.0

36
69.2

18
34.6

11
21.2

18
34.6

618
1L534.6

6
1L5 .8 ,.; .1 114219.2

三 次 産 業 記入数
鑓

56 24 32
100.0

23
7L9

10
31.3

7
21.9

9
28」 31 721.9 .⑪ 5

15.6 .1 39.4 65203.1

公 務 記入数%
1 0 l

lOO.0
1
100.0

1
100.0

1
100.0

1
100.0

1

100.0

1
]OO.0 ,6 .6 .8 .1

6
600.0

,全 産 業 記入数
%
155 69 86

100.0
61
70.9

29
33.7

19

22.1

28
32.6 、.1

26

30.2 。1

.

謡 1.;3,i
・i86

216.3

り

資15-29-3表 業 種別.・サ ービス機 関利用予定項 目分布

(未導入)

回

収

総

数

水
問
無
記
人数

本'問

回答

実数

計
算
の
委
託

'ぐ

ン

チ

ン

.グ

マの

シ`
利

1川

要費
目会教
へ

育の
・出

講席

要
員
の
.派
遣

プン
ログ

グ

ラ委
ミ託

保 ピ

守ス

サ委

1託

'調デ

査1

代タ

行収
・集

コ室

旨運
ユ用

1代
タ行

そ

の

他

延
べ

記
入
数

一 次 達 識 記入数
%
・2 1 1

100.0
1

1DO.OC .。1 .。⑪ .。1 .。⑪ .。1 ,。; .。1 .。1 ,。1
1

100.00

二 次 産 業 記入数 ,% 96 39 57

工00.0

18
28.07

工8

28.07

10
17.54

28
49.12

]4
24.58

13

22.8工

14
24.56

6
10.53

6
10.53

1
1.75
1124

2175《

三 次 塵 藻
-

記入数
%

56 22 34
100.0

10
29.41

12
35.29

5
14.71

16
47.06

4
11.76

3
8.B2

4
11.76

20
5.88.00

11=

2.94
57
167.65

公 務 記入数% .1 0 1
100.0 .。1

1
100.OC

91

.品
)1
100.ou .。1 .。6

1
100.00

..0`1
.00100.00

0 '4

・0040" .CO

全 産 業 記入数
%
]55 62. 93

100.0
,27
29.03

29
31.]8

15
16.13`

砧
48.39
.18
19.35

ユ6

17.20

.191

20.43
87
8,607.53

2,186

2.】5200.00

u

K'

∪

|

w

凶

荒 ・

心
Φ
o



資15-30表 プ ログラム外注理 由分布

回

答

実

数

要

員

不

足

自'
社
開
発能

力不

足

外

注

が

割

安

秘
密
保持

に
安心

感

そ

の

他

延

べ

記

入

数

全 体
回 答 社 数

%

238

100.o

150

63.0

46

19.3

34

14.3

5

2.1

43

ユ8.1

278

116.8

導 入 済
回 答 社 数

%

185

100.0

128

69.2

30

]6.2

20

10.8

3

1.6

33

17.8

214

ユ15.7

未 導 入
回 答 社 数

%

53

100.0

22

4ユ.5

16

30.2

14

26.4

2

3.8

10

18.9

64

120.8

資15-31表 プ ログ ラム不外注理 由分布

回

答

実

数

要

員

充

分

自社

開発

能
力
充
分

外

注

が

割

高

秘密

保持

采
安
心

そ

の

他

延

べ

記

入

数

全 体
回 答 社 数

%

839

100.0

196

23.4

467

55.7

263

31.3

91

10.8

155

18.5

1172

139.7

導 入 済
回 答 社 数

%

789

100.0

187

23.7

445

56.4

255

32.3

88

11.2、

141

17.9

1116

141.4

未 導 入
回 答 社 数

%

50

ユ00..0

9

ユ8.0

22

44.0

8

16.0

3

6.0

14

28.0

56

112.0

. ..._一 一].一 ・.-一 重'一 一 ・ ・ 一.・,-P.'一」'‥ 「-一 「

タ.

資15-32表 政府に対する要望項目分布

回

答

実

磁定
気
テ懐
1
プ簿
の

鑑
統へ

堅
粕提.

政の
府
牛
係
デ定
!

官等
公
庁の

馨統
様

コ育

三のピ
整ユ

1備
タ拡

コ統

1一

ド促

八日性
1辺
ド日
ウ器促
工の
ア互

そ

の

延

べ

記

入

数 法化 の供 タ化 式一 教充 の進 と換進 他 数

記入数 1155 6S3 304 225 468 254 549 617 19 3124
全 体

% 100.0 59.6 26.3 19.5 4α5 22.0 47.5 53.4 1.3 270.5

記入数 1043 616 279 198 417 227 502 570 19 2828

導.入 済
% 100.0 59.1 26.7 19.0 40.0 21.8 48.1 54.7 L8 27L1

記入数 112 72 25 27 51 27 47 47 0 296

米 導 入
% 100.0 54.3 22.3 24.1 45.5 24.1 42.0 42.0 .0 264.3

●

資15-33表 メ ーカーに対 する要望項 目分布

回

答

本 イス体
ン
・タ標

ソツ促
フケ
ト「

用

語 繧の
サ整

↓

八高

|
ド性
‡
可i

そ 延
べ

周| ウジ の 引 ス ウ 場 の 記
実 辺フ準
機工

エの

ア開 統
き
下
体
制

工能

ア
の
設

入

数 器イ化 パ発進 一 げ の備 の化 阻 他 数

記入数 1255 665 、598 467 930 476 209 134 16 3495
全 体

% 100.0 53.0 47.6 37.2 74.1 37.9 16.7 10.7 1.3 278.5

導 入 濟
卸 ・数

%

1131

100.0

603

53.3

540

47.7

427

37.8

829

73.3

430

38.b

196

」7.3

】21

10.7

15

1.3

3161

279.5

記入数 124 62 58 40 101 46 13 13 1 334
禾 導 入

% 100.0 50.0 46.8 32.3 8L5 37.1 10.5 10.5 .8 269.4

資15-34表 サ ー ビス業 に対する要望 項 目分布

回 標 貴 秘 要 サ そ 延

答
準
料

任体 密 員
の ↓ べ

金 制 の 質 ス の 8己
実 の

明
の
磁 厳 的向 の

向 入

数 示 立 守 上 上 他 数

記入数 973 612 299 241 436 231 12 1831
全 体

% 100.0 62.9 30.7 ・24.8 44.8 23.7 1.2 188.2

記入数 859 537 269 206 390 201 ユ2 1615
導 入 済

〉 % 100.0 62.5 31.3 24.0 45.4 23.4 1.4 188.0

記入数 114 75 30 35 46 30 0 216

未 導入 % 100.0 65.8 26.3 30.7 40.4 26.3 .O 189.5

. .

《∨

o
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資15-35表 業界団体に対する要望項目分布

回

答

実

数

デ

|

タ

2
元
化

ζの

z共

《同
や利
情
報用

標

準

化
の

促
進

統使

一
用
伝

声促
示

の進

海と

藷報齢

9公
加開

そ

の

他

1延

べ"

記

入

数

全 体
記入 数

%

1070

100.0

282

26.4

'457

42.7

724

67.7

435

40.7

64

6.0

6

.6

1968

183.9

導 入 済
記入 数

%

.955

100.0

243

25.4

404

42.3

661

69.2

388

40.6

58

6.1

6

.6

1760

184.3

未 導 入
記入数

%

115

100.0

39

33.9

53

46.1

63

54.8

47

40.9

6

5.2

0

.0

208

180.9

∫

資15-36表 協会に対する要望項目分布

回 コ る 政と アブ流 調 ソ確 各 ユの そ 延

答

ζ積ヒ
樋

里

府 し
とて

麗

プ ロ

リグ
ケ ラ
|ム 通
シの

査

の

《

皇
ア

種
標
準
化

1連

ザ絡 の

べ

自己

実 に家
関活

パ能

イ発

ヨ紹
ン介

統 市
場

の

促
|強 入

数 す動 プ揮 や ・化 一 の立 進 と化 他 数

記入数 1152 433 457 544 234 248 718 201 10 2845
全 体

% 100.0 37.6 39.7 47.2 20.3 21.5 62.3 17.4 .9 247.0

記入数 1033 377 421 483 220 216 641 190 8 2556

導 入 済
% 100.0 36.5 40.8 46.8 21.3 20.9 62.1 18.4 .8 247.4

記入数 119 56 36 61 14 32 77 11 2 289

未 導 入
% 100.0 47.1 30.3 51.3 11.8 26.9 64.7 9.2 1.7 242.9



資15-37表 業 種別 回収率(導 入 済)

.藁 菰 発 送 数 回 収 数 回収率(%)

1 農、林、甑 狩猟、水産養殖業 81 6 7.4

2 鉱 業 12 3 25.0

ゴー..建 設 業 82 38 46.3

4 食 品 製 造 業 103 34 33.0

5 繊 維 工 業 86 23 26.7

6 紙、パルプ、紙加工製造業 23 12 52.1

7 新聞業、IB版業 30 8 26.6

8 印刷業、同関連旅業 7 6 85.7

9 化 学 工 業 229 80 34.9

10 石油製品製造業 22 9 40.9

11 窯業、土木製品製造業 38 24 .63.1

12 鉄 鋼 業 57 22 38.5

13 非鉄金属製」撲 、金属製品製造業 102 48 47.0

14 一般機械器具製造業 159 44 27.6

15 電気機械器具製造業 148 58 39.1

16 輸送用機械器具製造業 95 42 44.2

17 精密機1戒器具製造業 . 63 22 34.9

18 その他の製造※ 84 35 4L6

19 卸業、小売業、商社 593 144 24.2

20 金 融 業 261 120 45.9

21 証券業、商品取引業 19 5 26.3

22 生命保険業(含 代理業、サービス業) 18 10 55.5

23 損害保険業(含 代理業、サービス業) 16 6 37.5・

24 不 動 産 業 8 2 25.0

25 運 輸、通 信業 128 47 31.2

26 電力、ガス)1環 23 13 56.5

27 放 送 業 17 11 64.7

28 広告 、調 査 、fl獺 提供→ナー ピス業 10 10 100.0

29 情報処理サービス業、ソフ トウェア業 281 83 29.5

30 医 療 業 2 2 100.0

31 宗 教 法 ・人 0 0

32 高 枕 52 17 32.6

33 大 学 131 49 37.4

34 その他の教育機関 37 11 29.7

35 学 術 研 究機 問 21 2 9.5

36 法人団体、農協 51 27 52.9

37 その他のサービス業 78 21 26.9.

38 政 府 41 8 19.5

39 地 方 公 共 体 161 73 45.3

合 計 3,369 1,175 34.8

資15-38表 業種別回収率(未 導入)

業 種 発 送 数 回 収 数 回収率(%)

1 農、林、漁、狩猟、水産養殖藁 3 2 66.6

2 鉱 業 12 0 .0

3 建 設 業 88 21 23.8

4 食 品 製 造 業 62 6 9.6

5 繊 維 工 業 51 8 15.6

6 紙、パルプ、紙加工製造業 20 3 15.0

7 新聞業、出版業 19 3 15.7

8 印刷業、同関連産業 0 0

9 化 学 工 業 94 11 11.7

10 τ1汕製品製造業 7 2 28.5

11 窯業、土木製品製造業 22 3 13.6

12 鉄 鋼 業 22 1 4.5

13 非鉄金属製造業、金属製品製造業 43 6 13.9

14 一般機械器具製造業 79 5 6.3 、

15 電気機械器具製造業 49 11 22.4

16』 精密機械器具製造業 17 3 17.6

17 輸送用機械器具製造業 11 5 45.4

18 その他の製造業 29 8 27.5

19 卸業、小売業、商社 .132 24 18.1

20 金 融 業 56 8 14.2

21 証券業、商品取引業 16 2 12ほ

22 生命保険業(含 代理業、サービス業) 7 0 .0

23 損害保険業(含 代理業、.サービス業) 0 0

24 不 動 産 業 18 1 5.5

25 運 輸、 逓信 業 64 8 12.5

26 電力、ガス事業 12 2 16.7

27 放 送 業 25 4 16.0

28 広告、銅壷、情報提供サービス業 0 0

29 情報処理サービス業、ソ7ト ウェア業 4 2 50.0

30 医 療 業 0 0

31 宗 教 法 人 0 0

32. 高 校 0 0

33 大 学 0 0

34 その他の教育機関 0 0

351 学術 研究 機関 0 0

36 法人団体、農協' 0 0

37 その他のサービス業 34 5 14.7

38 政 府 0 0

39 地 方 公 共 体 1 1 100.0

合 計 997 155 15.5

』
べ
N



資15-39表 業 種別 ・資 本金 別・回収分布及び資本金平 均(導 入済) 資15-41表 業種別 ・年商別 ・回収分布及び年商平均(導 入済)

資

本

金

な

し

五、,

O
o万
O円
未
満

五

〇万
Ol
O－
億
円

這
円
1-
○
偲円

δ
億
円五
10
億
円

五
〇
億一
円O
lO
徳
川

δ'O

他
門
以
上.

合

計

資 藤

本 公
金 務
回'

麺

団 平(

均 百

答 資 万

本 円

柱 金)

一 次 産 業
回収数

%

1

11.1

0

.0

0

.0

3

33.3

1

1L1

3

33.3

1

'IL1

9

100.0

8 6,291.6

二 .次.巌 業
..P

回収数

%

1

.2

41

8.1

16

3.2

168

33.3

F

182

36.0

49

9.7

48

9.5

505

100.0

504 4,513.6

三 次 産 業
回収数

%

89

15.3

109

18.8

45

7.8

154

26.6

101

17.4

26

4.5

56

9.7

580

100.0

488 6,058.4

公 務
.

回収数

%

77

95.1

1

1.2

0

.0

0

.0

「

0

.0

0

.0

3

3.7

81

100.0

全 産 業
回収数

%

168

14.3

151

12.9

61

5.2

325

27.7

284

24.2

78

6.6

108

9.2

1175

100.0

1,000 5,400.1

売 五 五 一 五 一 一 五 一 合
A

年除
`'回 平(

上

、

O
O

、

O
o

億

円

億
円
o
億円
o
O
億

O

O－
位'

、

O
O

金
商早
生

百

均
高 O ○ 1

～
1一 円五 円○ O 国保 答 万

な
万
円
未

万1.円一

億

五

位
δ
億

O
O
億

10
0
億

lo
O
'億

億
円
以

}il
答保.

証

年

円
'し
満 円 円 円 円 円 円 上 計 数券

)
社 商)

「

一次産業 回収数 1 0 0 0 0 2 3 1
.

2 9 8 64,820.0

% lLl .0 .0 .0 .0 22.2 33.3 lLl 22.2 100.0

二次産業
回収数 5 0 1 7 8 183 205 45 51 505 500 42,784.8

% 1.0 .0 .2 1.4 L6 36こ2 40.6 8.9 10.1 100.0

三次産業
回収数 86 21 20 41 18 116 120 49 109 580 354 20,195.4

% i4.8 3.6 3.4 7.1 3.1 20.0 20.7 .8.4 18.8 100.0

公 務
回収数' 79 0 0 0 0 1 1 0 0 81 2 14,246.5

% 97.5 .0 .0 .0 .0 1.2 L2 .0 .0 100.0

全産 業
回収数 「171 21 21 48 26,302 329 95 162 1,175

.

864 108,506.3

% 14.6 L8 1.8 4.1 2.2 25.7 28.0 8.1 13.8 100.0

資15-40表 業種別・資本金別・回収分布及び資本金平均(未 導入) 資15-42表 業種別 ・年商別 ・回収分布および年商平均(未 導入)

資

本

金

な

し

五

〇
〇万
○円
未満

五

〇万
Ol
o－
億円

蚕
円
1-
○
億円

δ
億円五

～O
億円

膓
五
〇
億一
円O
lO
億
円

δ
O
億
円以

上

合

計

資 俗
本 公
金 務
回'

麓

回 平(一
均 田

答 資'』万

本 円

柱 金_

回収数 0 0 1 0 1 0 0 2 2 1,240.0
一 次 産 業

% .0 .0 50.0 .0 50.0 .0 .0 100.0

回収数 1 2 6 59 27 0 1 96 95 890.7
二 次 産 業

% 1.0 2.1 6.3 6L5 28.1 .0 1.0 100.0

回収数 0 2 5 32 14 1 2 56 56 1,469.7
三 次 産 業

% .0 3.6 8.9 57ユ 25.0 1.8 3.6 100.0
L

回収数 1 0 0 0 0 0 0 1
公 務

% 100.0 .0 .0 .0 ..0 .0 .o 100.0

回収数 2 4 12 9工 42 1 3 155 153 1,107.0

全 産 業
% 1.3 2.6 7.7 58.7 27.1 .6 ユ.9 100.0

売 五 五 一 五 一 一 五 一 合
A
年除 回 平(

上

、

O
O

、

O
O

偲

円

億

円

～

o
億円
O
o
健

O
O－
位o

、

O
o

金
商畢
生

百

均
高 O O | 1一 四五 円○ ○ 国保 答 万

な
万
円
未

万1
円一
億

五

徳
δ
億

O
O
偲

Io
o
億

lO
O
億・

億
円
以

損答保

・証

年

円.し 満 円 円 円 円 円 円 上 計 数券
)
柱 面)

一次産業 回収数 0 0 1 0 0 0 1 0 o 2 2 5,535.0

% .0 .0 50.0 .0 .0 .0 50.0 .0 .0 100.0

二次産業
回収数 5 0

.

0 2 5 52 28 2 2 96 91 13,682.7

% 5.2 .0 .0 2.1 5.2 54.2 29.2 2.1 2.1 100.0

三次産業
回収数 2 o 1 1 7 30 9 4 2 56 47 9β54.0

% 3.6 .0 1.8
.

1.8 12.5 53.6 16.1 7.1 3.6 100.0

公 務
回収数

%

1

100.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

0

.0

1

100.0

全 産 業
回収数

%

8

5.2

0

.0

2

L3

3

L9

12

7.7

82

52.9

38

24.5

6

3.9

4

2.6

155

100.0
・

140 13,040.6

.

ピ
切

u

k'

P

|

〉

望
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込『
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資15-43表 業種別 ・従業員数別 ・回収分布及び従業員数平均(導 入済)

$

1

無 五 五 一 三 四 五 一

、1 三 五
一 合 回 団 平

○ O
・o

o o o 均'

o
人
○
人
o
人
○
人
.o 人 oO二

O
o四
o
o九 ○ 従

記 入

朱

1

九

九

'
二
九
九

～
三
九
九

～

四
.九

九

～
九
九
九

○'
人允
1九
九

O'
人九
～九
九

o'
人九
1九
九

○
○
人
以

答 答 案

貝

入 満 人 人 人 1人 人 人 人 人 上 計 数 数 数

レ

回収数 2 0 0 0 0 1 1 1 3 く二1
)P 9 7 3,631

一次産業
'

% 22.2 0 0 0 0 1L1 1L1 11.1' 33.3 11.1 】 0 100.0

回収数 1 2 5 36 19 18 91 186 64 48 35 505 504 3,435

二次産業
% .2 .4 1.0 7.1 3.8 3.6 18.0 36.8 12.7 9.5 6.9 100.0

回収数 18 67 52 101 44 31 79 1】0 23 31 24 580 562 3.685'

三次産業
% 3.1 1L6 9.0 17.4 7.6 5.3 13.6 19.0 4.0 5.3 4.1 100.0

回収数 6 2 0 5 6 5 12 17 4 11 13 81 75 8,468

公 務
% 7.4 2.5 .0 6.2 7.4 6.2 14.8 2LO 4.9 13.6 16.0 100.0

回収数 27 71 57 142 69 55 183 314 94 91 72 1,175 L148 3,887

全 産 業
% 2.3 6.0 4.9 12ユ 5.9 4.7 15.6 26.7 8.0 7.7 6.1 100.0

資15-44表 業種別 ・従業員数別 ・回収分布及び従業員数平均(未 導入)

無 五 五
6
三
〇
四
〇
五
〇 二

'三

、 五 6
合 回 回 平

均
o
○
o ○ ○ o O ○ o

、

人 人 人 人 人 〇二 〇四 〇九 ○ 従
髭己 人 ～ ～ ～ ～ ～ o' ○' ○' ○ 答 答

二 三 四 九 人九 人九 人九 ○ 業

未 九 九 九 九 九 けし 1九 1九 人 貝

入 満
九

人
九
人
九
人
九
人
九
人
九
人
九
人
九
人
以
上 計 数 社 数

1

1

回収数 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 2 834

一次産業

% .0 50.0 .0 .0 .0 .0 .0 50.0
.

.0 .0 .0 100.0

1

1

回収数 1 1 3 22 7 4 24 31 0 3 0 96 95 1,016

二次産業
% 1.0 LO 3.1 22.9 7.3 42 25.0

`
32.3 .0 3.1 .0 100.0

1

1

回収数 1 5 4 11 4 4 13 13 1 0 056 55 736

三次産業
% L8 8.9 7.1 19.6 7.1 7.1 23.2 23・2 1.8 .0 .0100.0

回収数 0 0 0 0 0 0 0 δ 0 0 1 1 1 11,876

公 務
% .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0 .0

'100.0 100.0

回収数 2 7 7 33 11 8 37 45 1 3 1 155 153 984

全 産づ業
%' L3 4.5 4.5 2L3 7」 5.2 23.9 29.0 .6 1.9 .6 100.0

`
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コ ン ピ ュ ー タ関 係 団 体 名 簿(設 立年次順)

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈲電子通信学会 東京都港区芝公園21 会長 1917年5月 1.出 版

一1-5 庄司 茂樹 ○電子通信学会誌(月 刊)な ど
機械振興会館 2.国 際 会議 出席 ,
電434-8211 OIEEE関 係 の会議な ど

3.講 演会の開催

㈱ 日 本 商 工 東京都千代田区丸の 会頭 1922年6月 1.地 方 商工会議所計算センター23

会 議 所 内3-2-2 永野 重雄 ヵ所
,

電211-4411 2.情 報 処理に関するコンサルタン ;

ト業務
1

3.EDP導 入指導,経 営者,要 員教育
,

4.セ ミナ ー 開 催

5.各 種 情報処理研究会

㈲ 日本能率協会 東京都港区芝公園3 会長 1942年3月 1.調 査,開 発

一1-22協 立 ビル 森川 覚三 OEDPの 効率的活用に関する
電434-6211 実態調査

2.EDPに 関する各種セ ミナーの

開催
`

3,出 版事業

,
OEDPリ サーチ・レポー ト(月

刊)ほ か

4.ス ライ ド作成1

㈲ 経 済 団 体 東京都千代田区大手 会長 1946年8月 1.意 見書の提 出`

連 合 会 町1-9-4 植村甲午郎 ○商法改正に関する要望書
電279-1411 t ○通信回線利用の改…善について

○当面の情報処理関係政策の進
め方につ いて

2,情 報処理委員会活動

3.出 版 物

○電子計算機を使用する会計組
1 識に関する内部統制資料例示

(案)に つ いて

伍)日本経営協会 東京都渋谷区千駄谷 会長 1949年6月 1.EDPSス クー ル,セ ミナ ー の 開 催

4-1-13, 金子佐一郎 ㈲日本事務 2.コ ン ピ ュ ー タ通 信 教 育

生協会館内 能率協会と 3.海 外視察団派遣
電403-1331 して発足 ○第9回 経営機械化視察団

r

1971年12月 ○第5回 情報処理産業視察団 1

名称変更 4.出 版事業

⑰ 日本生産性 東京都渋谷区渋谷3 会長 1955年3月 1.各 種 セ ミナー開催
ト

本 部 一1-1 郷司 浩平 2.第1回 金 融機関情報処理研究大 {
電409-1111 会開催 i

3.海 外視察団派遣 1

○渡米電算機利用視察団
4.出 版事業

]

○コンピュー タ室の運用 と管理

など
'

5.ス ライ ド作成
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名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

㈲ 日本 オペ レー 東京都文京区弥生町 会長 1957年5月 1.国 際会議 出席

シ ョ ン ズ ・リサ 2-4-16 小林 宏治 ○国際OR学 会連合会の会議な
一 チ 学 会

学会センターピル ど

電815-3351 2.出 版

○経営科学(月 刊)な ど
3.講 習会セ ミナーの開催など

エ レ ク トロ ニ ク 東京都港区新橋1一 会長 1957年7月 1.電 子 関係技術者教育用の 「生産

ス 協 議 会 1-13 浜田 成徳 技術研修 センターの設置」につ

電501-7101 いて要望

2.セ ミナ ・シ ン ポ ジ ュ ウ ム 開 催

○ 日韓 エ レ ク トロ ニ クス ・シ ン

ポジュウム開催

○ユネスコ ・OTCA共 催 の第

2回 コ ン ピ ュ ー タ セ ミナ ー 開

イ崔

3・各種研究会活動

4.出 版

○ エ レ ク トロ ニ ク ス ・ニ ュ ー ス

(隔月)な ど

㈲ 日本電子工業 東京都港区芝公園3 会長 1958年4月 1.調 査

振 興 協 会 一5-8 土光 敏夫 ○電子計算機に関する技術動向

機械振興会館 調査など

電434-8211 2.海 外調査団派遣

○新規のディバイス海外調査団
等

3.講 演会の開催

4.出 版

○電子工業海外情報(月刊),電

手工業月報(月 刊),日 本 の電

子計算機,各種調査報告書など

㈹情報処理学会 東京都港区芝公園3 会長 1960年4月 1.研 究,調 査

一5-8 清野 武 ○計数言語,設 計自動化などの

機械振興会館内 研究

電434-8211 OJIS制 度 案作成

2.国 際 活動

OISOな ど国際会議への出席

3.出 版

○情報処理(月 刊)

○電子計算機ユーザー調査年報
など

日 本 電 子 東京都千代田区丸の 社長 1961年8月 1.電 子計算機 レンタル業務

計 算 機 ㈱ 内3-4-1 管波 稻事 2.調 査,出 版

電216-3688 ○国際電子計算機ニュース(1

回/2ヵ 月)

○我国電子計算機組織実働状況
調査(2回/年)

○全国計算センターおよびソフ

トウエア開発企業便覧(年 刊)

○ 調 査 季 報 ・コ ン ピ ュ ー タ ・ノ
一 ト
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)

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

(由行 政 情 報
システム研究所

東京都千代 田区永田

町1-6-1

電581-2078

会長

山ロ ー夫

1964年2月

㈱ 行政事務

機械化研究

協会として

発足

1970年7月

名称変更

1.研 究,調 査

○行政におけるデータベーズに

関する調査 など

2.海 外視察団派遣

○第3回 行政ADP視 察団

3.セ ミナー開催

OADPS研 修会

4.出 版

○行政 とADP(月 刊)

㈲機械振興協会 東京都港区芝公園3
-5-8

機械 振興会館内

.電434-8211

.
会長
土光 敏夫

1964年8月 1.機 械 工業の構造 ・企業経営の分

析などの調査研究,内 外機械の

動向調査な ど

2.機 械工業の経営経済に関する専r

門 図書閲覧サービス

3.出 版 物:機 械振興(月 刊),機 械

工業海外情報(月 刊),資 料 ガイ

ド(月刊),各 種 調査研究報告書

など

㈱ 中 小 企 業
振 興 事 業 団

束京都港区赤坂1-

9-13

電584-0351

理事長
佐久 洋

1967年8月 1.中 小 企業の経営者 ・管理者の啓

蒙指導事業

2.中 小 企業の電算機導入に対する

助成

3.情 報 処理 ・指導担当者の養成

4.小 規模事業者に対する記帳指導

の機械化推進

5.出 版物

中小企業情報(月3回),中 小 企

業振興(新 聞月3回),調 査研究

彙報(年2回)

㈲ 日本情報処理

開 発 センター

東京都港区芝公園3
-5-8

機 械振興会館内

電434-8211

会長

難波 捷書

1967年12月 1.調 査

○産業別情報化進展に関する調

査NrSL情 報産業調査 など

2.研 究,開 発

○統計予測のためのデータ ・マ

ネジメン ト・システムの研究

など

3.海 外調査団の派遣

○第4次 情報処理実態調査団

4.各 種セ ミナー,講 習会などの開催

5.出 版

○米国,東 欧における情報処理

の実態など

EDPユ ーザー

団 体 連 合 会

東京都千代田区麹町

1-7

高千穂交易㈱ 内

電263-3211

(1972年5月 現在)

会長

永井富次郎

(1972年5月

現在)

1968年8月 1.意 見書,要 望書の提出

○公衆電気通信法の一部改正に

関 して

○給与関係の源泉徴収票の無償

交付について

○健康保険者証の様式変更およ

びカナ文字使用について

2.各 種JIS原 案作成への協力

3.各 種 アンケー ト調査の実施

■
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「

名 称 住 所 代 表 者 設 立 事 業 内 容

オ ㈲ 日本経営情報

開 発 協 会

東京都千代田区霞が
関3-2-5

会長
植村甲午郎

1968年9月 1.意見書,要 望書の提出
○情報処理教育の振興に関する

L

霞が関ビル 要望
:

電581-6401 ○特定通信回線の共同使用を認
める基準を定める郵政省令案
に対する要望
○その他,
2.海 外調査団派遣

… ○遠隔情報処理海外調査団
○欧米情報化特別調査団
○情報ネットワーク海外調査団
3.研 究奨励金の交付

4.セ ミナ ー の 開 催
'○ 長期講座

,シ ンポジウムなど

5.出 版
` ○コンピュータ白書(年 刊)な ど

㈲情報処理研修 東京都港区浜松町2 理事長 1970年3月 1.上 級 情報処理技術者(シ ステム・

セ ン タ ー
一4-1 山内 二郎 エンジニアおよびシニア ・プロ

世界貿易センターピ グラマー),情 報処理部内の管理

: ノレ 者および情報処理関連数育者等

F 電435-6511 の研修

㈲ ソフ トウェア 東京都港区芝公園3 代表幹事 1970年5月 1.ソ フ トウェア業界に関する問題

産業振興協会 一5-8 北代 誠弥 の検討,研 究,対 策

機械振興会館 2.ソ フ トウェア市場の調査

! 電436-3938 ○ソフトウェア需要構造調査の実施
…

○ソフ トウェアの価値

㈲地方自治情報 東京都千代田区一番 理事長 1970年5月 1.調 査 ・研 究

セ ン タ ー 町25 荻田 保 ○国と地方公共団体の情報シス

電264-0691 テムの調査 ・研究
…

○コンピュータ導入と利用運営

についての調査 ・研究

2.教 育 研修事業 .〆芯
…

3.出 版 物

○地方自治コンピュータ(月刊)など

⑭ 関 西 情 報 大阪市北区玉江町2 会長 1970年6月 1.各 種 ソフ トウェアの開発 と普及
「

セ ン タ ー 一3大 阪国際貿易 芦原義重 2.コ ン ピ ュ ー タ 要 員 の 教 育

セ ンタービル 3.調 査,研 究,開 発

電448-6631 4.要 望,意 見書の提 出

】 ㈲ 日 本 情 報 東京都千代田区霞が 会長 1970年7月 1.情 報 処理サービス業界に関する

セ ン ター 協 会 関3-2-5 稲葉 秀三 問題の対策の検討,研 究

霞が関ビル 2.意 見 書,要 望書の提 出
'

電580-1075 3.調 査(機 密保護の倫理 と対策他)

'
4.海 外調査団の派遣(米 国情報セ

ンター視察団)
`

5.出 版(会 報JIPCA)

ω情報処理振興 東京都港区浜松町2 理事長 1970年10月 1.プ ログラム開発資金に対する信

事 業 協 会 一4-15 北野 重雄 用保証

世 界貿易センタービ 2.汎 用 プログラムの委託開発

ノレ 3.プ ロ グラム調査簿 の作成
'

電435-5610 4.プ ロ グラムの販売及び貸付け

5.海 外 調 査
1
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コンピュータ各社 の代表機種紹介

(区分ごとに社名ABC順)

1

富士通株式会社

株式会社 日立製作所

三菱電機株式会社

三菱事務機械販売株式会社

日本 シーデ ィー シー株式会社

日本電気株式会社

日本 アイ ・ピー ・エ ム株式会社

日本ナショナル金銭登録機株式会社

日本ユ ニパ ック株式会社

沖電気工業株式会社

高千穂交易株式会社

東京芝浦電気株式会社

480

481

482

483

484

485

486

487

488

489

490

491

皿

アイ電子測器株式会社

中央電子株式会社

株式会社 北辰電機製作所

松下通信工業株式会社

ティアック株式会社

株式会社 内田洋行

株式会社 安川電機製作所

横 河 ・ ビ ュー レ ッ ト ・パ ッカ ー ド株 式 会 社

492

492

493

493

494

494

495

495
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富 士 通 株 式 会 社

本社事務所 東京都千代田区丸の内2-6-1古 河総合 ビル 電話03-216-3211

FACOMピ ル 東京都港区西新橋3-21-8電 話03-437-5111

代 表 機 種

◇FACOM230シ リーズ

FACOM230シ リーズは,10/15/20/25/30/35/45S/50/55/60/75と 小 形よ り超大形まで完備 したシス

テ ムで,ソ フ トウェア,周 辺装置 とも豊富 で互換性 をもってい る。本 システ ムは,そ れぞれのレベルでの

処理のために最適な システム構成がで きる経済性 と,演 算 と入 出力処理の同fi寺処 理 を可能にするデー タ ・

チ ャネルの採用 や,回 路素子 として集積回路の採用 にみ られるような,技 術の先端性を兼ね備えてい る。

◇FACOM270シ リーズ

FACOM270シ リーズは,10/20/25/30か らな る科学技術計算,計 算制御 などにとくに威力を発揮す

るシステムで,リ アルタイム機能 をもち,小 形か ら大規模 システムへの拡張が容易で,互 換性のあ るソフ

トウ ェアが完備 している。

◇FACOM・R/R-E

科 学 計算用,デ ータ収集用,デ ー タ通信端末制御用な ど広範 囲にわた り利用が可能 な ミニ ・コンピュー

タであ る。

◇EACOMmate

情 報処 理教育専用 コンピュータで,小 形 機なが ら大形機並みの制御用 プ ログラムを有 し,カ セ ッ トテー

プ。装置,OMRな ど各種周辺装置 も用意 されてい る。

1971年 の諸活動

大形機FACOM230-45Sは 発 売1年 足 らずで80台 以 上の受注 を達成 し,き わめて好調 に推移 した。新

製品 としては,FACOM230-45Sの3倍 ～5倍 の性能 を有す るFACOM230-55,情 報 処理教育 専用の

FACOMmate,ミ ニ ・コンピ ュータFACOM・Rの 普及版R-Eを 発 表 した。 また人間 とコンピ ュータ

との対話 を指向 した各種 デ ィスプレイ装置,プ ラズマ ・デ ィスプ レイ ・パ ネル,カ メレオ ン ・ブラウン管

な どを開発。札幌オ リンピ ック冬 季大会で は,FACOM230-35,FACOM・Rが デー タ通信 システ ムと

して競技 データ処理な どに活躍 した。一方,ソ フ トウェアの開発 に も努力 を傾注 し数多 くの成果 をみた。

米国か らのコン ピュータ自由化要請や世界 的規模 での競争激化に対処す るため,㈱ 日立製作所 と提携 し,

将 来の新 コン ピュー タシ リーズを共同開発 す ることとした。 また販売促進 のため,㈱ 内田洋行およびユー

ザ ック電子工業㈱ と超 小形機 の分野 において提携 した。国際 的な情報 化社会の発展の基盤 は人間尊重 を第

一義 とす る教育 にある
。情 報処理分野 にお ける国際 間の教育 と研究 を目的 としてかねてよ り計画 を進 めて

いた,非 営利法人 「日米経営科学研究所」(JAIMS)を ハ ワイに設立 した。

今年度の 目標

情報化社会進展 の原動力 であるソフ トウェア開発に力 を注 ぐほか,国 内では大形機分野は もちろんの こ

と,中 小形機市場 の開拓 を積極 的に進め,海 外 に関 しては,将 来 の拡販 に備 え各地 に拠点づ くりを推 し進

め る。
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株式会社 日 立 製 作 所

本 社 東 京都 千代 田区丸 ノ内1-5-1電 話03-212-1111

コ ンピュー タ第一 第二事業部 東京都品川区大井6-23-15電 話03-765-3111

代 表 機 種

日立 のコン ビ。ユ一夕は・HITAC8000シ リーズ として総称 され る汎用 コン ピュー タ,HITAC9000シ

リーズ ・デー タ通信端末 システム,お よびHITAC10,HITAC1 ,HITACminiな どの ミニ.コ ンビ・

ユータ群 に大別 され る。以下 にその代表的機種 を紹介す る。

◇HITAC8700仮 想 空間メモ リ方式 を採用 したことによ りコアメモ リの容量 に制限 されずにシステ ムを

使用す ることがで きるわが国の代表的な大形機。

◇HITAC8450・8350中 形 機の規模 で大形機並みの機能,性 能 を持つ効率的な システムで とくにオ ンラ

イ ンや リモー ト・バ ッチ ・システムの実現が容易であ る。

◇HITAC9000機 種 が豊富で どのよ うな分野に対 して も最適な システムを提供す ることがで きるデータ

通信端末 システ ムで 「国鉄み ど りの窓 口」 をは じめ多 くの実績 を持 ち信頼性,使 い易 さは定評があ る。

◇HITAC10科 学 技術計算,装 置組込用 としてわが国で初めて開発 された ミニ コンのベス トセラー。

◇HITAC1単 純 事務処理 か ら管理資料 の作成 まで,ま た上位 コンピ ュー タへ のインプ ット・マシンと

して も使 えるビリング ・マ シン。

◇HITACminiス トアー ド・プ ログラム,外 部 メモ リに磁気 カー ド採用,ROM採 用 な ど本格的 コンピ

ュー タと同 レベルの機能 を持 ち ミニ ・フォー トランを使 って高度 な科学計算 を会話形式で処理 で きる卓

上 形電子計算機。

1971年 の 諸活動

ハー ドウェア

多 くの新技術のひ とっ として世界最大の容量 を持つ磁気 デ ィスク装 置を開発 した。 日本電 信電話公社 と

協 同開発のDIPS-IL,1Fシ ス テムを納入 した。 また自社 ブラン ドのHITAC8700は 国鉄座席予約装置

用 に・HITAC8350は 発 表後7ケ 月 とい う短期間で1号 機 を井関農機 に と各納入 を開始 した。HITCA10は

適 用性の優れていることが買われて公害,医 療,教 育 関 係を始 めとして多 くのシステ ムに組込 まれ,ま た単

独 で科学計算用 として多数出荷 されHITAC1,miniも 各 分野 で好評 を博 した。周辺端末機器 も盛 に開

発 され とくに11月 の 周辺端末機器展で大 きな反響 を呼 んだ。

ソフ トウェア

SELDAMの 開発 データ ・ベース ・マネジメン ト・システムの実現 を目指 して ,自 社で活用 してい る

IRの システムを基礎 に開発,能 率的な情報 の蓄積 ,保 管,迅 速的確な情報の検索 を可能 にした システム

POLSの 納 入活 発 オンライン・リアル タイ ム・システ ムの建設 ,運 用管理 を標準技術化 したシステ ムで,

常 陽銀行,帝 人,読 売 テレビを始め多 くのオ ンライン ・システ ムに適用 された。

NESH本 格 的実用化 日本農産工 と協 同開発の計量経済分析用パ ッケージが実用 化 され,製 品の需要予

測 に威力 を発揮 して いる。

PASSの 開発 販売管理,在 庫管理,給 与 計算 な どの業務 をプログラム ・パ ッケー ジ化 し超小形 の事務

用機 に適用 した。

1972年 度 の目標

1971年 度 に発表 したシステムの量産化4月 に発表 したHITAC8150シ ス テムの納入開始 を果 し,真

の意味で顧客 と血 の通 った交流の中 か ら市場 ニーズに合 った製品の開発,シ ステム ・サー ビスの充実,人

間本位の周辺端末の開発 に努 めわが国の情報化社会の発展 に寄与す る。
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三 菱 電 機 株 式 会 社

本 社 東京都千代田区丸の内2-2-3(三 菱電機ビル)

代表機種

電 話03-218-3211

シ ス テ ム ・シ リー ズ モ デ ル 概 要
概 算 価 格
(レ ンタル又は買取)

MELCOM-80

シ リー ズ

モ デ ル

81/82/83/84

小規模データ処理や部門管理用に最適なシ
ステム

110～400千 円/月

88

ICメ モ リを採 用,ユ ニ ー クな 周 辺機 器 を

備 え,マ ル 〉 ・ビ リング,オ ン ラ イ ン処 理
の で きる最 新 鋭 汎 用 オ フ ィス ・コ ン ピ ュー

タ

(基 本構 成)
8,000千 円/月

MELCOM-3100

シ リー ズ

モデ ル

20/40

デ ィス ク ・OSの 完 備 した本 格 汎 用 中型 コ

ン ピュー タ,と くに経 済 性 が優 れ て い る。
1,200～5,000千 円/月

MELCOM-70

ミニ ・コ ン ピ ュー タ
最 高 性 能 を持 つ エ コ ノ ミ ック ・ ミニ コ ン

(基 本 構 成)
4,850千 円

MELCOM-g100

シ リー ズ
5F/30F

技術計算およびオンライン・リアルタイム
処理に適したシステム。高性能,高 信頼性
を特長とする。

950～4,000千 円/月

MELCOM-7000

シ リー ズ

シス テ ム

7500 4次 元 にわたる高度多重利用のできる

本格TSS大 型 システム

4,000～7,000千 円/月

シ ステ ム

7700
6,000～20,000千 円/月

新規開発の ソフ トウェア

●MELCOM-7000フ ァイル処理 マルチプ ロセス用 オペ レーテ ィング ・システ ム

ーUMS(UniversalMultiprogrammingSystem)一

この オペ レーテ ィング ・システムは本格 的マルチ プログラ ミング処理 を実現す るために新 しく開発 した

もの でデータ ・ベースでの高度なフ ァイル管理 機能 を有す る最高水準の汎用 オペ レーテ ィングシステムで,

これによ りローカル・バ ッチ処理,リ モー ト・バ ッチ処理,リ アルタイム処 理ならびにタイ ムシェア リング処

理 とい う従来か らのMELCOM-7000の 使 用分野 に新 しくマルチプログラ ミングの処理 の分野 を加 えた。

新規 開発のハー ド・ウェアおよび システム

●MELCOM-83コ ンテナヤー ド・オペ レーシ ョン ・システム

MELCOM-83を2台 使 用 しコンテナの ローデ ィング業務管理 とビリング情報管理 を総合的に処理す る

極めて経済性 の優れた システムで神戸 港コンテナヤー ドにおいて実用化 されている。

コンテナ処理能力:6000個,電 子計算機 の使用 コス ト:従 来の中型機使用に比 べ約1/3。

●MELCOM-88マ ル チモー ド・システム

(1)ICメ モ リを使用 しカセ ッ トテー プ装 置,カ ー トリッジ ・デ ィスク装 置,磁 気 デ ィスク,デ ィスプレイ

、 ラインプ リンタなど豊富な入 出力装置が用意 されてい る。

② このクラスでは初 めて本格 的通信制御装置 を備 え リモー ト処理の他マルチ ・ビ リング処理がで きる。

(3)ACE-88(リ ポ ー ト・ジェネ レータ形 コンパイ ラ)に 加 えCOBOLが 使 える。

(4)出 荷 開始時期1972年10月

●MELCOM-70ミ ニ ・コンピュータ

(1)ハ ー ドウェア性能 は ミニコン最高の性能 を有す る。

(2)し か も技術計算,制 御 システム,通 信制御 および各種情報管理を行 うに必 要な機能 を全て標準装備 と

した に もかかわ らず基本構成 で4,850千 円 と低価格

(3)使 用 言語は基本 システ ムで高度な会話形言語で あるBASICが 使 える他4KFORTRAN(JIS-3000

相 当)8K-FORTRAN(JIS.5000相 当)12K-FORTRAN(JIS-7000相 当)が 用意 されている。
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三菱事務機械販売株式会社

本 社 東京都中央区八丁堀2-6-1八 重 洲建物 ビル 電話03-552-4501

代 表 機 種

・・G-50シ リー ズ,小 型 コ ン ピ ュー タ:

G-5T,G-53/55,G-58

・G-100シ リー ズ ,中 型 コ ン ピ ュー タ:

G-105A/B,G-105RTS,G-105T,G-115,G-118,G-120/121,G-130/131

・・H6000シ リー ズ,大 型 コ ン ピ ュー タ:

H6030,H6040,H6050,H6060,H6070,H6080

・・MELCOM80シ リー ズ,超 小 型 コ ン ピ ュー タ:MELCOM83 ,MELCOM88

・周 辺 機 器:

一 マ ー ク テ ー パ ー(MarkCardtoPaperTapeConverter)

-MagneticMarkReaderカ ー ド ・パ ン チ ・シ ス テ ム(磁 気 マ ー ク 読 取 穿 孔 装 置)

-TRANSITELDATASTATION(KeyboardtoMagneticTape)

-MARKSTATION(MarkCardtoMagneticTape)

-PRINTSTATION(MagneticTapetoPrint)

-RC3000多 目 的 コ ン バ ー タ ・シ ス テ ム

ーPERTEC3700COMシ ス テ ム

1971年 度 の 諸 活 動

:■G-50シ リー ズ の 最 新 鋭 機 種 ラ ブ リー ・コ ン ピ ュー タG-58は,デ ィス ク ・サ イ ズ の 小 型 な が ら メ モ

リー74Kま で 拡 張 可 能 と な っ た 。 周 辺 機 械 も,大 容 量 磁 気 デ ィス ク装 置4台(288万 バ イ ト/台),高 速

ラ イ ン プ リ ン タ(400/800行/分),tオ ン ラ イ ン 用 シ ン グ ル ・ ラ イ ン ・コ ン ト ロ ー ラ の 接 続 が 可 能 と な り,

機 能 が 大 幅 に ア ップ さ れ た 。 処 理 形 態 も通 常 の バ ッ チ 処 理 か ら キ ー ・イ ン プ ッ トに よ る 即 時 オ ペ レ ー シ

ョン,オ ン ラ イ ン,タ イ ム ・.シ ェ ア リ ン グ ま で 可 能 と な っ た 。

・G-100シ リ ー ズ に は ,新 た に ロ ー コ ス トの チ ー フ。・シ ス テ ムG-105T,デ ィ ス ク ・シ ス テ ムG-118が

追 加 され,豊 富 な 周 辺 装 置 と の 組 合 わ せ に よ っ て ユ ー ザ の ニ ー ズ に フ ィ ッ トし た シ ス テ ム 構 成 が 従 来 に

も増 して 容 易 と な っ た 。 中 で も ロ ー コ ス トの オ ン ラ イ ン ・シ ス テ ム は 好 評 で あ る。

『・そ の 他 の 活 動 と して:

-G-600を ベ ー ス と し て 開 発 され た 最 新 鋭 大 型 機H6000シ リー ズ 発 表

一・一'G-600に よ る"MOMリ ソ ー ス セ ン タ ー"開 設

－PERTEC3700COMシ ス テ ム販 売 開 始

一 マ ク ドネ ル ・ダ グ ラ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ン社 の ソ フ トウ
ェ ア販 売 開 始

－PERTEC社 製 コ ン ピ ュー タ 周 辺 装 置OEM販 売 開 始

「 当 社 開 発 新 製 品 マ ー ク、・ス テ ー シ ョン,プ リン ト ・ス テ ー シ ョン 販 売 開 始

本 年 度 の 目標

各 種1/0装 置,ソ フ トウ ェ ア,ア プ リケ ー シ ョ ン ・パ ッケ ー ジ の 開 発,他 国 製 品 の 紹 介 に よ りわ が 国

の 情 報 化 社 会 の 発 展 に 寄 与 し た い 。
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日本 シーデ ィー シー株式 会社

本 社 東京都港区西麻布4-15-21電 話03-409-2431

代 表 機 種

CDCCYBER70シ リーズ:大 型 か ら超大型 までの最新鋭機種 で,実 績あ る7600/6000シ リーズの持

つ秀 れた機能に加 え,デ ィス トリピュー テ ィブ ・プ ロセスのシステ ム ・フィロソフ ィーの もとでバ ッチ処

理,TSS処 理,オ ンライン ・リアル タイ ム処理 の全て を同時 にごな し,デ ータ通信 によ る大量 トランザク

シ ョン処理 のアプ リケー シ ョンに特 にそめ機能 を発揮す る6モ デル76/74/73/72に よ り構成 され,76以 外

は全 てデ ュアルCPUオ プ シ ョンがあ り,拡 張性,多 様性 にユ=:一 ク な機能 を有 し,ま た,コ ス トパー フ

ォーマ ンスに秀 でたシ リーズであ る。

CDCl700シ ステ ム:各 種 フ。ロセス ・コ ン トロール,N/C群 制 御,実 験データ解析,リ モー トター ミ

ナル制御 な ど幅広い分野 で利用 されてい る高速高信頼 性のコンピュータ。 フ。ロセス ・コン トロール用標準

インター フェース1500シ リーズをサブシステ ムとして有 している。

他 に,複 数 の周辺制御 コン ピュータとCPUを 有 機的に働かせ る様に設計 された大型,超 大型機分野の

ベス トセ ラーマ シンCDC7600/6000シ リーズ,汎 用中型か ら大型 までの シリーズCDC3000シ ジーズ

が ある。

1971年 の 諸活動

5月 に機構,組 織 を改 めて新会社 として発足 し,広 島支店開設 を始 めとす る各種の新体制の下で再スタ

ー トを切 った。新体制下 の最初の重要 な仕事 として大型 コンピ ュー タ・CDC6400を 三 菱重工業㈱広島造

船所に納入,本 格稼 働に入 った。8月 には,最 新鋭機種CDCCYBER70シ リーズを発売開始。

ソフ トウ ェア=TSS専 用 オペ レーテ ィング システ ムKRONOSの 改 良 を始め,ECS(拡 張 コア)使 用面

に於 けるSCOPE・ オ ペレーテ ィングシステムのバー ジ ョンア ップが行われ,ま た,各 種の リモー トター ミ

ナル機器が新規 に開発 された ことに伴い中で もモデル730高 速 バ ッチ ・ター ミナルに関す るサポ÷ ト機能

が強化 され るな どオペレーテ ～ングシステ ムの有効三次元化を図 った。一方,フ ァイル取扱用 システムFO

RMを 加 え多彩 なソフ トウェア群 を準備 し,ま た,コ ンバージ ョンエイ ドとしてSIFT・COBVERTな ど

各 種のパ ヅケー ジを取 り揃 え,他 機種 よ りの変換作業 を極めて容易 に行 える様 になった。

アプ リケーシ ョンウェア:デ ー タマネー ジ メ ン ト用言語DDL/DMLの 整 備,シ ス テ ム 開発用言語

SYMPL,ネ ッ トワー ク ・アナ リシス用 シ ミュレ・一.シ9ン 言語CODANET,そ の他各種の インベン トリ

ー マネー ジメ ン ト用パ ッケージの開発等に よ り一段 と事務管理計算 分野が強化 された。又,科 学技術計算

分野では従来 の各分野の豊富 な実績に加 え,構 造解析,ジ ェッ トエ ンジンテス トシステム等で特に注 目を

あびた。

今年度の 目標.

1.

2.

3.

4.

大 型 及び超大型 コンピ ュータCYBER70シ リrズ の販売促進強化。

カス トマー リスポンシブサー ビス体制 による各種 サポー トの強化。

情報化社会実現に貢献すべ きア ドバ ンス ドコンピ ュータ ・テクノロジーを中心 とす る各種の活動。

トー タルOEM製 品 サプ ライヤー としての営業活動。
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日 本 電 気 株 式 会 社

本 社 東京都港区芝5-7-15電 話03-452-1111

代 表 機 種

NEACシ リーズ2200(小 型～超 大型,汎 用)

周 辺機器及びソフ トウェアに完全 な互換性 を有す るワンマシン概念 が貫か れ,小 型か ら超大型 に至 る14

の モ デルか ら構成 されてい る。 シ リーズコン ピ ュータとして,我 国で最 も多 くの機種 をそろえて お り,か

つ最大の納入実績 を誇 っている。

NECAシ リーズ3200(小 型,デ ー タ通信網用,制 御用)

デ ー タ通信分野,プ ロセス コン トロール分野,及 び広範囲な環境 制御 システムな どに最適 なシステ ムコ

ン トロール コン ピ ュー タである。

NEAC3100(小 型,制 御用,科 学用)

NEAC1240(超 小 型汎用)

〃1210(〃)

NEACM4(ミ ニ コンピ ュータ)

ビ リングマシン及 びNEACタ ー ミナルシ リーズ

1971年 度 の諸活動

Oオ ンラインファ ミリコンピ ュータの発売

小～中規模 のオンライ ンリアル タイム処理 に適 した コンピ ュータ としてNEACシ リーズ2200モ デ ル

75,175,275販 売 を開始 した(71年4月)。 通信 制御装置の機能 を中央処理装置 に装備 し,通 信回線 が直

接接続で きるよ うにした高 性能機で,オ ンライ ン専用の中小型 コン ピ ュータとして我 国初の ものであ る。

モデル375,575は 上 記三 機種 よ り上位の機種 として開発 した もので(71年10月) ,優 れ たオンライ ン性

能 を有 し,ま た,バ ッチ処理用 として もその用途 は巾広い。オ ンライン リアルタイムシステ ム,デ ー タベ

ースシステ ム,タ イムシニア リングな どに適す る コス トパー フォーマ ンス の 高 い大型 コン ピュータであ

る。

○ マンマシンコ ミュニケー シ ョンを追求 した周辺端末装置の開発

手書 きOCR「N240H-1手 書 き文字読取装置」,マルチ フォン トOCR「N240D-3光 学 文字読取装置」,

漢 字入 出力装置 「C-5110漢 字 入力装置」,「C-5210高 速 漢字 プ リンタ」

本年度の目標

多様化す る市場のニーズに対応 して,シ ステムサー ビスの一層の向上 を図る とと もに,コ ス トパ ーフォ

ー マンスの高 いシステムを積極 的に開発 し,通 信 回線の開放 自由化等環境条件の変 化に対処 して行 く方針

である。



486

日本 アイ ・ピー ・エム株 式会社

本 社 東 京 都 港 区 六 本 木3-・2-・12電 話03-586-1111

代 表 機 種

IBMシ ス テ ム/370モ デ ル135,モ デ ル145,モ デ ル155,モ デ ル155-2,モ デ ル165,モ デ ル195お

よ びIBMシ ス テ ム/360モ デ ル20か らモデル195ま で の15種 類 の コンピ ューター本体 を中心 に,そ の

入 出力装置,フ ァイル装置,デ ー タ通信のた めの端末装置な どがあ る。

このほか,セ ンサー・ベース・アプ リケー シ ョンのた めに開発 され た小型のIBMシ ス テム/7,汎 用 小型

コン ピュー タrで あるIBMシ ス テ ム/3モ デ ル6お よびモデル10な'ど がある。また,制 御用 コン ピ ュー タ

ー としてIBM1800デ ー タ収集 システム(DACS),小 型 技術計算用 コンピ ューターであるIBM1130電,

・子計算組織 もあ る。

1971年 の諸活動

ハー ドウエ アー

1971年1月,穿 孔 ・検孔機では初 めてのモノ リシック回路記憶機構 を採用 したIBMl29カ ー ド・デー

タ記録機 を発表 した。 さらに3月 には,完 全 にモノ リシック回路化 された大容量の主記憶装置や高速の内

部処理速度な どの特長 を備 えたIBMシ ス テム/370モ デ ル135を,ま た5月 には,カ タカナ機構 を備 えた

IBM3270情 報 表示システムを発表 した。

6月,最 高400万 バ イ トの記憶容量 を もった超大型 コンピ ューターsIBMシ ス テム/370モ デル195を,

7月 に は,1万 種 類以上 の文字 を表現可能 なIBM漢 字 情報処理 システ ムを発表 した。

10月 に は,IBMシ ス テA/3の み に使用 されていた96桁 の小型 カー ドを,IBMシ ス テム/360・ シ ステ

ム/370に も使用可能に したIBM2596カ ー ド読取穿 孔装 置を発表 した。

ソフ トウエア及びアプ リケー シ ョン

197i年 は,前 年6月 にわが国初の試み として発表 されたIBMの ソ フ トウエアの有料政策の最初 の年で

あった。IMS,CICS,GIS,DBMPな どの総合データ ・ベースおよびTSO,ITF,APLな ど対話形式 で働 く'

タ イム ・シ ェア リングを前提 とした システムの問題解 に役立っフ。ログラム ・プロダク トの充実。Language

関係 としてPL/IOptimizer,Checkout,AssemblerH,ANSCOBOL,FORTRANIV,ま たLEMS,

GPSSV,PMS,VIDEO/370.MPSX,S/3TpMonitorな ど多 くの客層の ニーズ を満 たすべ く,多 彩

なプ ログラムが提供 されてい る。

本年度の 目標

トニタル ・システ ムの具現化 を行 な うべ くデータ ・ベー ス/デ ー タ ・コ ミュニケー シ ョンと い う新 しい

コンピ ュー ターの活用原理 を踏 まえたIBMシ ス テム/370の 機能 をさらに発展 』させ るな ど,今 後のわが

匡の情報化社会の進展 に寄与す る方針 である。
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日本ナショナル金銭登録機株式会社

本 社 東京都港 区赤坂1-2-2電 話03-582-6111

代 表 機 種

◇NCR315シ リーズ

センチ ュリー ・シ リーズが発表 され るまでのNCRの 代 表的機種。315RMCは,銀 行関係の オンライ

ン ・システ ムを始 めとして多方面で利用 されている。信頼性 に関 してユーザーよ り高 い評価 を得て いる。

◇NCRセ ンチ ュリー ・シ リーズ

同シ リーズは中央演算処理装置の能力や周辺機器 の種類が豊富 であることか ら,あ らゆ る業種 に適用す

ることが出来 る汎 用性 に富 んだEDPシ ス テム。その狙 いとす るところは 「ロー コス ト・ハ イパーフ ォー

マンス」 を基本理念 として設計 された完全なフ ァ ミリー ・シ リーズで ある。現在,世 界各国か ら受注 した

システ ムは,4,000セ ッ トに及 び,そ の大半が納入完了 してい る。

代表 モデル

615-100(16KB～32KB),615-200(32KB～512KB),615-300(128KB～2048KB)セ ンチ ュリー ・シ

リーズの汎用EDPシ ス テムとしての主 な特長は次 の通 りで ある。

〈ハー ドウェア〉

① プロセ ッサーの性能はい くっかの モデルに分れてい るが,相 互 または上 位 システムへの互換性 を有 し

ている。

② 各種 の1/Oユ ニ ッ トはプロセ ッサーの モデルに関係な く,コ モン トランク(共 通の接続方式)に 容易

に連結 され,1/Oコ ン トロール装置 によ りプロセ ッサー との同時平行処理が可能であ る。

③ 従来の システ ムに新 たに高性能な集 団磁気デ ィ.スクを採用 し,オ ンライン処理の適用範 囲 を更 に拡大

した。

〈ソフ トウェア〉

コンパイラ としては,COBOL,FORTRAN ,お よ びNEAT/3が 準備 されてい る。NEAT/3はPRO-

CEDUREORIENTEDで あ りなが ら,充 分MACHINEORIENTEDの 面 が考慮 された効率の高 いラ

ンゲー ジ ・システ ムで,ア センブ ラ ・レベルおよびマクロ ・レベルの手法 をふ くんで いる。オペ レーテ ィ

ング ・システムは1/Oエ グ ゼクテ ィブを中心 に したベー シ ックな ものか らオ ンライン用 ,デ ュアル ・プロ

グラム用,マ ルチ ・フ。ログラム用 などが客先の条件 に応 じて提供 され る。また,セ ンチ ュリーのどの クラ

スに対 して も,す べ ての必要な操 作 を自動化す るた めに準備 されたユーテ ィリテ ィ ・ルーテ ィン群 を使用

して,モ ニター ・プ ログ ラムが動作 を進 め られ るよ う工夫 されている。

〈アプ リケーシ ョンウ ェア〉

需要予測,B/M在 庫(シ ミュレータを含 む),製 造 業総合 システム(NCRR/P・P/C),工 事 見積,

配 送計画,各 種科学技術用 サブルーテ ィン,銀 行用CIFな ど110種 類 におよび,業 種別 にアプ リケーシ ョ

ンが準備 されて いる。

今年度の 目標

トータル ・システ ムの確立 を基本理念 とし,新 鋭 のセンチ ュリー ・シ リーズ(615-100,615-200,615-

300)に 加 えて,更 に同 シ リーズ と完全な互換性の ある機種及 び入 出力,周 辺機器の開発 を行 ない,情 報

化社会に対応 したあ らゆ る機器が提供 で きる総合メーカーを指向す る。又広範囲の業種にわたるマーケ ッ

トの要請 に対 し,ア プ リケ ーシ ョン ・パ ッケー ジの開発 を始 めとして各 プロジェク ト・チー ム制 を採用 し

サー ビスの向上 に努 める。
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日 本 ユ ニ パ ッ ク 株 式 会 社

本 社 東 京 都 港 区 赤 坂2-17-51電 話03--585-4111

代ii長 機 種

ユニパ ックでは,リ アルタイム ・コンピ ュータUNIVAC490を 世 に送 り出 して以来,数 多 くの リアル

タイム ・コン ピュータを発表 して きた。70年 代,タ イ ム ・シェア リング(TSS)時 代 に対処 してUNIVAC

1110汎 用TSS超 大 型機 をはじめ とす るUNIVACコ ン ピュータの販売 を行 な ってい る。 また,一 方,小

型 機か ら大型機 まで を含 むフ ァ ミリー ・シ リーズとして従来 のOUK9000シ リーズーOUK9200,0UK

9200H,OUK9300,0UK9300H,OUK9400に 加 えて,新 たに昨年11月 発 表 された新OUK9000シ

リーズーOUK9250,0UK9350,0UK9400H,OUK97001,0UK9700■ 一 の販売,サ ー ビスを行な

って いる。

UNIVAC1110二 本 格的なTSS時 代 に対処 して設計 され,会 話型(デ マン ド),リ モー ト・バ ッチ,リ

アルタイム,パ ッチ処理 とい ったあ らゆ る形態の処理 を,1つ の システムで同一時間内にたがいに影響 を

与 えるこ,とな くできる汎用TSS超 大 型機 である。

UNIVAC1110,は,ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア,周 辺装置 に お い てUNIVAC1106,UNIVAC

110611,UNIVAC1108と 完 全 な互換性 を有 し,こ れ によ りUNIVAC1100フ ァ ミリー ・シ リーズが完

成 した。また,合 わせて アレイ ・プロセ ッサ/入 出力制御 プ ロセ ッサ/通 信制御 プロセ ッサの3種 の専用 プ

ロセ ッサ も開発 された。

◇UNIVAC1108=商 業 用 マルチ ・プ ロセ ッサ ・システム として,最 高3セ ットまでの中央処理装置 を結

合 したシス テムでは,完 全 に異な るプ ログ ラムを同時並行処理で きる汎用性のあ る超大型機。

◇UNIVAC1106U=UNIVAC1106の マルチ ・プロセ ッサ ・システムで,中 央 処理装置 を2台 連結 した

「双頭の コンピュー タ」。複数,多 種業務 を同時に処理 し,TSSに 要 求 され るフェイル ・セー フ機能 を低

価格 で実現 した。

◇UNIVAC1106=製 造 業界での,技 術開発の向上,開 発費の低減化,経 営合理化のための技術情報 シス

テム(TIS)の 中核 とな る大型機。優 れた りアルタイム機能 は,マ ン ・マシンの思想,ド ラム ・オ リエン

テ ッ ド・システ ムの思想な どとあいまって高密度 の処理能力 を持つ。

◇UNIVAC494=リ アルタイム処理か ら,大 規模なTSSま で ユーザーの要求に応 じた有機的オーダー ・

メー ド・システ ムが構成で き,強 力なパ フォーマンスを発揮す る。

◇UNIVAC418皿=中 型 機で大型機 の設計思想 を持 つ高性能機で,バ ッチ処理 を始め,リ アル タイム処理

をひ とっの コンピュータで同時に行な える。遠隔入出力装置群の豊 富 さとあいま って,適 用範囲 は広 い。

1971年 の 諸活動

コン ピュータの利用技術開発 の中枢 である赤坂 の本社 ビルでは,東 洋一の規模 を誇 る総合データ ・セン

ターを始 め,情 報センター,教 育 センターが完備 して いる。また伊豆 エグゼ クテ ブ ・セ ンター は開設後2

年 目を迎 え,ト ップ ・マネジメ ン トに対す るコンピュータ教育 はます ます好 評 を博 し て い る。70年 代－

TSS時 代 にあって,ト ヨタ自工 に引 き続 き石川島播磨重工,三 菱重工業,朝 日新聞 など,TSS利 用 はす

でに半数 ユーザー とな り日本ユニパ ックで もTSSに よ る自社のMISの 推 進 をはか ってい る。

昭和44年 に設立 した㈱ 日本ユ ニパ ック総 合研究所はいよいよ充実 し,コ ン ピュー タとその周辺の種々の

問題 にっいて,積 極的な研究 な らびに教育活動 を推進 している。
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沖 電 気 工 業 株 式 会 社

東京都港区芝琴平町|0(新 鹿の門ビル) 電 話03-501-3111

昨年 度の活動

① 新OUK9000シ リーズ(OUK9250,9350,9400H,97001,970011)の 開発,発 表

②OUK9400用 汎 用 オンラインパ ッケー ジPACSIVの 完 成

③OKITAC-4500CAIシ ステ ム,回 路網解析 システ ム,MINIAPTシ ス テム,カ ナ漢字変換 システ ム

の完成

今年度の 目標

① 新OUK9000汎 用 アプ リケー シ ョンフ。ログラムの拡充

②OKITAC-4300,4500の 性 能 の向上

ハー ドウェアとして は,両 機種 ともス ピー ドア ップ。並 びに低廉化 を図る。

ソフ トウェアとして は両機種 ともデ ィス クベースのオペ レーテ ィングシステムの開発,コ ン トロール用

ソフ トの充 実な らびにインタラクテ ィブな言語の 開発 に力 を注 ぐ。

機器紹介

◇OUK9000シ リーズ

OUK9000シ リーズは1昭 和42年 の1号 機出荷 以来500余 台 の納入実績 を誇 りその信頼 性,高 速性,安

定性等は完壁であ る。

この実績 を もとに新OUK9000シ リー一・一ズOUK9250,9350,94001,97001,970011が 開 発 された。

新9000シ リーズには1.1億 字/1台 の8440磁 気 デ ィスク装 置,転 送速度320KB/秒 の磁気 テープ装置,

2000行/分 の高速 印刷装置,カ ラーキ ャラクタデ ィスプ レイなど豊富な入 出力装置が接続 され る.

◇OKITAC-4300S型,同4300E型,

OKITAC-4300S型,同4300E型 は,科 学技術計算,プ ロセ ス制御,計 測制御 をは じめ,事 務計算,通 信

回線制御装置 を介 しての ター ミナル ・コンピュータとして も使用 で きる広範 囲な 機能 を備 えた ミニ ・コン

ビ。ユータで,ソ フ トウェア として,主 記憶装 置4K語 と入 出力 タイプラ イ'タ で使用 で きるBASICFOR・

TRANを は じめ,JIS3000レ ベ ルの8KFORTRAN,DRUMFORTRAN,ア セ ンブラ,'カ ル キ ュレー

タ等のソフ トウェア,300台 余 の実績 を もとに,プ ロセス制御,計 測制御,科 学技術計算,事 務計 算等の

豊 富なアプ リケー シ ョンプログラムを有 してい る。

OKITAC-4300S型,同4300E型 と も,ハ ー ドウェア,ソ フ トウ ェア上で,完 全 に互換性 を持 ってい る。

◇OKITAC-4500

0KITAC-4000シ リーズの一環 として,OKITAC-4300レ ベ ルア ップ。機種 として開発 した コン ピュー

タで,科 学技術計算,プ ロセス制御,計 測制御等 の広範 囲 な 利用分野 を もっ た 高性能 コンピュータで あ

る。 ソフ トウェア として2っ のJOBを 同 時に処理す ることので きるオペ レ イテ ィングシステ ムがあ り,

JIS7000レ ベルのFORTRAN,コ ン トロール用FORTRAN,ア セ ンブラ,科 学技術計算及 び,フ 。ロセ

ス制御,計 測 制御装置等豊富なアプ リケー シ ョン ・ライブラ リを備 えてお り,ハ ー ドウェアとして,リ ア

ルタイム処理 に不可欠な多 レベル割込機能(24レ ベ ル),メ モ リプ ロテ クシ ョン,リ アルタイムクロ ック

等の機能 を持 ち,磁 気 ドラム,磁 気 チーフ。,磁 気 デ ィスク,ブ ラウン管デ ィスフ。レイ,X-Yフ 。ロッタ等

の各種入出力装置 を もち,ま た,OKITAC-4300ハ ー ドウェア,ソ フ トウェア両面 に十分 な互換性が考慮

されて いる。
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高 千 穂 交 易 株 式 会 社

本 社 大阪市北区小松原町27(大 阪富国生命ピル) 電 話06-313-3381

代 表 機 種

バ ロースのコン ピュー タはL・T/Cシ リーズか ら500/700フ ァ ミリーまで,小 型機か ら大型機 までの

レンジをカバー してい る。またオンライン用制御 コンピ ュータとしてDC1000シ リーズがあ る
。

◇L2000… …バ ロースのユニークな設計概 念である高速,高 性能 デ ィス ク ・メモ リーの使用や第四世代の・

ファー ムウェアの優れた機能 を備 えてい る。

◇L4000・ ・:…L2000の 機 能}こ加 えて,ア ウ トプ ット帳票設計 を思いのままの サイズ,形 態 で自由に扱 える.

ワイ ド ・プ ラテン,多 能帳票処理機能 を備 えて いる。

◇L5000… …大 きな特徴のひ とつに,マ グネテ ィック ・レコー ド・フ7イ ル(磁 気ス トライプ ・データ ・

ファイル)が あ る。"MICROLOGIC"フ ァームウェアを備 え,融 通性のある容 易なプ ログラ ミングによ

り,高 い システム効率 を生 み出す。

◇TC500… …主 記憶装置 に数種i類の プ ログラム ・ロー ドが可能 な の で,同 一 ター ミナルで数種類の業務

のオ ンライン処理が可能 である。簡単 にオン/オ フラインの切換 えがで きる。

◇TC700… …TC500の 機 能 に加 えて,金 融機関向 けの種 々の機能 が付加 されている。

◇B500… … 高速 ランダム ・アクセス処理方式,オ ペ レーテ ィング ・システムとCOBOLプ ロ グラ ミング

の採用 によ り,高 い生産 性 と融通性 を もってい る。

◇B2500/B3500・ ・…・バ ロースの誇 るオペ レーテ ィング ・システム(MCP)に よ って使いやす さを徹底的

に追求 した中型汎用機。事務計算,科 学技術計算,デ ータ通信機能 を備 えて,効 率 の良 い多重処理が可能

であ る。

◇B4700… …分散 プロセサー ・システ ムを採用 した中型か ら大型までに位置す る斬新 なシステ ムである。

◇B5700/B6700/B7700… …完壁 なフェイル ・ソフ トによ り信頼性の高 いタイムシェア リング機能 ・オン

ライ ン機能 を実現 したデータ ・ベース時代 に対応す る最新鋭大型汎用機。

◇DC1000シ リーズ……遠隔地 にある周辺機器 をコン トロール し,か つ端末 機 とセンター ・マ シン とのイ

ンタ フェイスを有効に行 な う低価格の プロセサーであ る。

ソフ トウ ェア

ODMS(DataManagementSystem),BPCS(BurroughsProductionControlSystem),TIS(Total

InformationSystem)

等 の開発 にバ ロースは近年特に力 を注いでい る。

◇TK70小 型 電子計算機 高千穂交 易製

米 国バ ロース社 との20年 にわた る取引 を通 して,商 社で ある高千穂交易が体得 した技術によ り,

発,製 造 した汎用小型電子計算 システムで ある。

◇TK7100事 務用 ミニ ・コンピューター 高千穂交易製

自社開

TK7100は,マ イ クロ ・プ ログラム概念 を全面的に採用 した国産初 の画期的な事務用 ミニ ・コン ピュー

ターで ある。
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東 京 芝 浦 電 気 株 式 会 社

東京都千代 田区内幸町1-1-6(日 比 谷電 々 ビル)電 話03-501-5411

代 表 機種

◇事務 ・科学用:TOSBAC-5600,TOSBAC-5400,TOSBAC-5100,TOSBAC-3400,TOSBAC-

1500,TOSBAC-1250,TOSBAC-1200,TOSBAC-1100

◇制 御用:TOSBAC-7000,TOSBAC-3300,ToSBAc-300Q

◇ ミニ ・コンピュータ:TOSBAC-40,TOSBAC-10

◇ アナ ログ:TOSAC-200

◇ デ ータ伝送:TOSBACDN-340,DN-30,DN-110,DN-130,DN-520,DN-821

1971年 の 諸活動

麗ハ ー ドウ ェア ①TOSBAC-5400/150の 発 表:従 来のモデル10,20,30の 上 位機種。高速,高 信頼性

を誇 る汎用中型機。 ② 小型,超 小型各機種の磁気デ ィスク,カ セ ット磁気 テー プな ど各種周辺装置 を

開発 しシステ ムの機能強化 を実施 した。 ③TOSBACRT-150(TOSBAC-150eR)の 発 表:本 格的 リ

モー トバ ッチ用端末 コンピュータ。 ④TOSBAC-1250の 発表:拡 張性に富 み信頼性の高 い超小型機。

⑤TOSBAC-5600新 シ リーズの発表:GECOSに よ るマルチデ ィメンシ ョナル システ ム。異種多数の

業務 を最 も効率的に同時並行処理す る。プライス パ フ 才 一÷ ンスの秀 れた汎用大型機。 ⑥ 光 学文字

読取装置ASPET/71を 試 作:か すれ文字,汚 れ文 字 も判読 できるな ど卓越 した文字 識別能力 を もっOCR。

⑦TOSBAC-7000/25の 発 表:種 々の新技術 を採用 して開発 した高性能,高 信頼性 を もつ制御用中型機。

⑧TOSBAC-40Bを 発 表:TOSBAC-40A(旧TOSBAC-40)に マ イ クロフ。ロ グ ラ ム 用ROMを 増 強,

し,高 機能命令 を追加 して.リアルタイム用に機能強化 した もの。 ⑨TOSBAC-10Eを 発 表:ICメ モ リ

採用,回 路素子 にLSI,MSIを 駆 使 してCPUを プ リン ト板1枚 に収納。高信頼性,低 価格化 を実現。

翻 ソフ トウェアおよびアプ リケーシ ョン

新技術 を採用 してTOSBAC-5400,3400,5100用 マルチフ。ログラ ミングシステムの改良;TOSBAC-・

5400/150の ソ フ トウェア;TOSBAC-5600オ ン ライン用 ファイル システムR-IDS;TOSBAC-1250用'

FORTRAN,EASY-MAP;TOSBAC-40を 同時 に端末機5台 か ら使 える常駐FORTRANMUSE;集 ・

団デ ィスク,高 速磁気 テープ用 ソフ トウ ェア;通 信制御用 のDN-OSIH;グ ラフ ィックデ ィスプレイ・ソフ'

トウェアの標 準化 および各種基本 サブルーチ ン;PL/1,ALGOLの 新言語;自 動スケジ ュー ラ,デ ータベー

ースシステムの新 ソフ トウェア等 を開発 した。 アブ。リケ ーシ ョンとして は,ク ラスタ分析,マ ッピング リ

ス トプログラム,土 木 ・建築構造物の問題向け言語 を含 むシビルエンジニ ア リング トー タル システム,法

令文 を中心 としたファク トリトリーバル システ ム,本 階層構造 をもつ情報処理言語TL6,そ の他人事管理.

各 種 システ ムの汎用化 アプ リケーシ ョンプログ ラムなどの設計開発が行なわれた。

園 システム

日本で初めて ミニコンに よる本格 的TSS"TOSBACTSS-40"の 開発。 アナログ量 を直接入力による・

オ ンラインデータ処理 システ ムとしてTOSBAC-3400DACシ ス テムを東大原子核研究所 に納入。TOS・

BAC-3400とTOSAC-200を 接 続 した複合計算機 システ ムとして原子力発電フ。ラン ト解析用 シ ス テ ム.

を開発。その ほか新都市交通 システ ム(CVS)や 総合 公害 システム等開発中で ある。

本年度の 目標

①ハー ドウェア,ソ フ トウ ェア,ア プ リケーシ ョンの充 実によ る高度な システムの完成。

②関連エ レク トロニ クス技術 と連携 し当社の総合力 を生か した付加価値の高い システムの完成。

③TOSBAC-5600に よ る大型機分野の強化。
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ア イ 電 子 測 器 株 式 会 社

東京都府中市 白糸台2丁 目44番 地 電話0423-63-4611

代 表 機 種
1

機 種 名 概 要 価 格
(千円)

AICOM-C4 全IC化 した ミニ ・コン ピュータで,お もに科学技術計算,プ 3,500

ロ セス制御,各 種 データ集録処理 などを目的 として作 られてお (本体の

り基本記憶容量4K語 で,フ ォー トランをは じめ豊富な ソフ ト

ウェア群 が用意 されてい る。

AICOM-C4P AICOM-C4の 姉妹 機 としてパ ネルマウン トタイフ。に作 られた 3,500

もので,機 能はC4と 同 等であ り,特 にシステムコンポー ネン (本体の

ト・コン ピュー タとして最 も適 した構造 となってい る。

AICOM-C5 AICOM-C5は 最 新のコ ンピュータアーキテクチ ュアに基 づ き

アイ電子 が持て る技術の総力 をあげて開発 した最新鋭 の ミニコ

ンピ ュータで あ る。強力 な ソフ トウェアお よび豊 富なペ リフェ

ラル装置群 にサポ ー トされ,無 限の可能性 をひめたコン ピュー

タで,こ の システムは各方面のデータ処理 ・制御 に驚異の 目を

もって受 け入れ られ る もの と確信 して いる。(8月 発 売予

定)

4,100

(本 体 の み)

中 央 電 子 株 式 会 社

東京都八王子市元本郷町1丁 目9番9号 電話八王子(0426)23-1211

代 表 機 種

記 憶 容 量 サ イ ク ル タ イ ム 特 長

CEC555
1・ 一・6K語

2・4μS 汎 用 機

価格(千 円)

13・ …4K語

CEC555S
1・K語

2・0μS ・ ・ テ ・ ・ ン ・e・一ネ ・ ・用12・ …

CEC555T 8K語 1.5μS シス テ ム コ ンポ ー ネ ン ト用3,500

CEC555M
}・-32K語

1・2μS マ ル チ プ ロセ ッシ ン グ用

CEC555H
1・-32K語

0・8μS
1舗 マルチプロセッシン1一

◇ ミニ'コンピ ュータコボル

従来,コ ボル コンパ イラは,一 般事務用 として中型,あ るいは大型 システ ムの主要 ソフ トウェアとして

.考え られていたが,ミ ニコンピュータシステムの利用範 囲,応 用分野の拡大 に ともなって一般事務計算管

理 システ ムの分野で もミニ コン ピュー タの利用度が高 くな り,ま た商業高校 にお ける情報処理科の学習課

.程にお いて もコボルベースの学習が必要 とな るなど,諸 般の要請によ り,CECが 他 社に先が けて ミニコ

ン ピュー タコボルを実用 レベルで完成 した ものである。
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株 式 会 社 北 辰 電 機 製 作 所 』..

本 社 東 京 都 大 田 区 下 丸 子 町3-30-1電 話03-759-4141

HOC700E

71年11月 に,従 来 のHOC700シ ス テ ム を,ハ ー ド ウ ェ ア,ソ フ トウ ェ ア 共 に 増 強 して,HOC700E

計 算 制 御 シ ス テ ム と し て 発 表 し た 。HOC700Eは,高 信 頼 性,高 い 性 能/価 格 比,高 速 を 特 長 と し たIC

化 オ ン ラ イ ン ・ リア ル タ イ、ム1シ 〈fテム で あ る。 、

・CPUワ イ ア ・メ モ リ 最 大16K語 ,サ イ ク ル ・タ イ ム667ns,語 長16ビ ッ ト

加 減 算1.3μS,乗 算7.3μS,除 算8.OPtS

実 時 間 時 計,イ ン タ ー バ ル 三タ イ マ,経 過 時 間 カ ウ ン タ,割 り込 み16レ ベ ル

・周 辺 機 器 磁 気 ドラ ム 最 大1 ,024K語 平 均 ア ク セ ス ・タ イ ム10ms

シ ス テ ム ・タ イ'プ ラ イ タ,紙 テ ー プ ・ リー ダ(ASR33/35),紙 テ ー プ せ ん 孔 装 置

キ ャ ラ ク タ ・デ ィ ス プ レ イ,ラ イ ン ・プ リン タ,カ ー ド ・ リー ダ

フ。ロ セ ス 入 出 力 装 置

・ソ フ トウ ェ アHOC7000RTOS(オ ン ラ イ ン ・ リア ル ・タ イ ム ・オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム)を 持

つ 。ORTOSは マ ス タ ・コ ン トロ ー ル ・フ。ロ グ ラ ム,ラ ン ゲ ー ジ ・プ ロ セ ッサ(ア セ ン ブ ラ,フ ォ ー

トラ ン),サ ー ビ ス ・プ ロ グ ラ ム,ア プ リケ ー シ ョン ・フ。ロ グ ラ ム,ユ ー ザ ー ズ ・プ ロ グ ラ ム か ら構

.成 さ れ る。

松 下 通 信 工 業 株 式 会 社

本 社 横浜市港北区綱島町880電 話(045)53L1231

代 表 機 種

シ ス テ ム シ リ ー ズ モ デ ル 概 要 価 格

ミニ コ ン ピ ュ ー タ

MACC-7

フ ァ ミ リ

MACC-7/S 超 小型 汎用(コ アメモ リ)
220万 円

(4K+CPU)

MACC-7/F' 超小型 汎用(ワ イヤメモ リ)
360万 円

(4K+CPU)

◇MACC-7フ ァ ミリの適用分野

各種制御,科 学技術計算,小 型事務応用,デ ータ通信,教 育,そ の他

◇ハ ー ドウェア

MACC-7フ ァ ミリは内部記憶容量4K語,1/Oタ イ フ。ライタ,紙 チーフ。読取機か らな る基本 システム

か ら拡張 に応 じて増設 メモ リ,カ ー ドリーダ,CRTデ ィスプ レイ,磁 気デ ィスク,デ.・一夕レコーダ,

そ の他 の標準機器 を備 えている。

◇ ソフ トウェア

ミニ.・コンピ ュータMACC-7フ ァ ミリの性能 をフル に活用す る為 フォー トラン,ア セ ンブラ,モ ニタ,

ローダ,BASIC(CRTを 介 す る対 話形式),DAPS(制 御 用),デ バ ッギ ングユーテ ィリテ ィ,機 械診

断プ ログラムその他豊富 なソフ トウェアを備 えてい る。
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テ ィ ア ッ ク 株 式 会 社

本 社 東京都武蔵野市中町3-7-3電 話 武蔵野0422-53-1111

TEAC-16コ ンポーネン トコンピ ュー タ

特 長

1.基 本 ソフ トウ ェアにシステムの規模 に応 じた数 レベルOS(オ ペ レーテ ィングシステム)が あ る。

2.優 先 割込 み レベル は4レ ベル12種 で,各 割 り込 みの優 先順位 づけ,ア キ ュムレータの退避 などはハー

ドウェアで行な う。

3.内 部 処理速度 が磁気 コァを使 いなが らも0.66μsecと 高 速。

4.デ ー タのや りとりを,直 接メモ リと行な うDMAチ ャネル としそ,バ ース トモー ドのセ レクタチャネ

ル(2チ ャネル)と マルチプ レクスモー ドのマルチプレクサチ ャネル(1チ ャネル)tを もち,デ ー タ転

送速度 を1×106語/secMaXと 極 めて高速。

5.2語 命 令によ る16Kフ ル ア ドレ ッシング。

リロケ ータブルなプ ログラムが簡単 に作れ プログラム リロケー シ ョンが極めて容易。

基本常駐 ローダが リンケ ージ機能。

イニシ ャル プログラム ・ロー ド機能 をハー ドウ ェア化。

6.統 一 の とれたインタフェースが完備。

TEAC-16コ ンポー ネン トコンピュータは,今 後当社のデータ集録処理 システムDP-5000の 中 央処理

装置 として主に使用 され る。

・株 式会社 内 田 洋 行

本 社 東京都中央区新川2-4-7電 話03-553-3111

代 表 機 種

◇USAC-・2500:小 型 コンピ ュータ,高 密度磁 気デ ィスクパ ックをファイル記憶 とした,バ ッチ1リ アル　
,タ イ ム両用 システ ム ・主記憶は磁気 コァ.4KB～32KB。,

◇USAC-1500:小 型 コンピュー タ,主 記憶 は500語,1,000語,外 部記憶 として磁気 ドラムを接続す る。

プログラム言 語はア ッセンブラ:MAP,コ ンパ イラ:フ ォー トラン,コ ボル をそろえ,ジ ェネ レータ,

サ ブ ・ルーチン,ユ ーテ ィリテ ィも豊富 に用意。

◇USAC-720:電 子 会計機,8KBの 主 記憶,マ ルチプレクサーチャネルか ら8本 のチ ャネル を通 して入

出力装置 を接続 同時動作機能 を会計機分野 に持 ち込んだ。オンラインのター ミナル,オ ンライ ン機能 も

有す る。

◇USAC-400=電 子 作表計算機。紙テー プ入 出力装置 を接続 した事務の第一線 コン ピュータ。

◇USAC-300:電 子 作表計算機,最 も廉価な計算 タイプライター。全IC化 。

今年度の 目標

高級電卓 「S-500」 電 子会計機 「U-720」 の 参加による業務への最適 システ ム提供体制の一層の拡充 を

図 る。富士通㈱ との提携 による成果 を具体化 し,世 界に も類 をみないフル ライ ン ・コン ピュータ ・^システ

ムを誕生 させ,ユ ーザーの皆様 に安心 して発展 性あるシステム提供がで き る よ う,・人 的 ・・質的充実 を図

る。
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株式会社 安 川 電 機 製 作 所

本 社 北九 州市八幡区藤 田2346電 話093-641-3111

代 表 機 種:Memocon-16

Memocon-16は 最 近の自動化,省 力化のニーズに応ず る 小形制御用計算機 システムで ある。

方 式 ・ 語 長 同期並列演算方式 ・16ビ ッ ト

基 本 命 令

1

27種(各 種演算 ・入出力命令)

内 部 記 憶 装 置
素子:磁 気 コア
容量:4K,8K,12K,16K語

割 込 み 機 能

.

高速7レ ベル,低 速16レ ベ ル

入 出 力 並列入出力 各1024点

使 用 素 子 モ ノ リ シ ッ クIC

付 加 機 能
コンソール1/O(ASR-33,35)

磁 気 ドラム(64K語),磁 気 テープ装置

入 出力制御装置(TW,TR,A/D,D/A)な ど

・最 近 開 発 し た シ ス テ ム お よ び ア プ リケ ー シ ョ ン パ ッケ ー ジ

(1)高 炉 制 御 用 プ ロ グ ラ ム パ ッケ ー ジ:BPP(BlastFurnaceProgramPackage)・(2)自 動 倉 庫 くAuto

StoreKY-16ノ シ ス テ ム,(3)工 作 機 群 制 御 シ ス テ ム,(4)シ ー ケ ン ス 制 御 用 自 動 プ ロ グ ラ ミン グ シ

ス テ ム:SCOL,(5)ロ ジ ッ ク テ ー ブ ル シ ー ケ ン サ:LOTAS

今 後 の 目標 は 自 動 化,省 力 化 を推 進 す る た め の,制 御 シ ス テ ム,独 自 の デ ー タ 伝 送 シ ス テ ム の 開 発 等 。

横 河 ビ ュー レ ッ ト,パ ッカ ー ド株 式 会 社

本 社 東京都八王子高倉町9番1号 電話0426-42-1231

代 表 機 種

横河 ビューレ ット,パ ッカー ド(YHP)で はYOHPAC4100Aを 開 発・販売 して以来・主 にデータ集

録 装 置とか,オ ー トマテ ィックテス トシステム等の システムコンポー ネン トとしての コン ピュータ として

またBASIC言 語 を使用 して護れにで も使 える科学計算用 として評価が高 まって きた。再 に今回・HP社

の2100Aミ ニ コンピュータを国産 化し,ミ ニコンピ ュー タマーケ ットへの充実 をはか って いる。

◇YOHPAC2100A

制 御 の心臓部にマイクロプロセ ッサ を使用 した斬 新な 構成 で 本体 内に4K語 か ら32K語(1語16ビ ッ

ト)迄 内臓で きしか も外付電源は一際不要である。 また拡張演算命令,パ ワーフェイル割込・メモ リパ リ

テ ィチ ェックおよびメモ リ保護 が標準仕様にな ってお りまたオプシ ョンでハー ドの フローテ ィング演算が

可能にな ってい る。 しか も本 体内に141/0チ ャネルが外付電源 を使用せず簡単に接続 出来 る融通性の あ

る入出力機構であ る。またT.S.S.,RTE,DOS等 の アプ リケーシ ョンソ フ トが完備 して お りミニ コンに

於 ける今迄のユーザーの問題 をほ とん ど解決 した と云 って もよい。従 って応用面で も広範囲におよぶ。

今後の 目標

YOHPAC2100Aは カテゴ リとしては ミニコンに入 るが,そ の能力 は中型機以上 のアプ リケーシ ョン

が可能 にな った。 またコス トパ フォーマ ンスのす ぐれたT.S.S.へ の 応用,ミ ニ コンでは数少ない リアル

タイ ムシステ ムへ の応用,な どを もってユーザ ーの希望 を充分満足す るシステムを提供 して行 くこと,及

びPRE-SERVICE,AFTER-SERVICEを 十 分お こない,ユ ーザーがシステムを導入後,そ の システム

の ために リス クをお うことのないよ うな,完 全な システ ムを提供 して行 くことを目標 とす る。
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適用業務 と各種言語使用比率
機械語 および
特殊言語

PL

機械語 および
特殊言語

機械語 および

エ ネ レ 一 夕

LGOL

ORTRAN

特殊言語

P

機械語および
特 殊書SE
その

PL〆

ALGO

ORTR

エネ レ

その他
PL/1

直 川 業務か 複 数 ン)図1‡、 あ る 介 業か 「"1

質ノ)異 な る適 用 業務を 「同時 に 処 理 二て

い る場 合 を小]-f固 有 業務:fl《 険 、 銀

「]'業務 、公 共公 益 業務 、 医療 業 務1
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AN

GOL

エネ
LGO

固有業務

ア
セ
ン
ブ
リ
昔
語

FORTRAN

PL/1

梧

ロ シ ンボ リック言語

ロ コンパ イラ言語

日 麟 聲 よび

ジ ェ ネ レ ー タ

ALGOL

FORTRAN




